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開 会◎

これより平成30年６月定例県○ 原正三議長

議会を開会いたします。

本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、丸山裕次○ 原正三議長

郎議員、太田清海議員を指名いたします。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、会期の決定について議○ 原正三議長

題といたします。

今期定例会の会期日程に係る議会運営委員長

の審査結果報告を求めます。議会運営委員会、

横田照夫委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○横田照夫議員

去る６月１日の閉会中の議会運営委員会にお

きまして、本日招集されました、平成30年６月

定例県議会の会期日程等について協議をいたし

ました。

今期定例会に提案されます知事提出議案は合

計15件、その内訳は、補正予算２件、条例８

件、予算・条例以外４件、報告承認１件であり

ます。このほか８件の報告があります。またさ

らに、霧島山火山活動対策に伴う補正予算の議

案が追加提案される予定であります。

これらの提出議案の内容等を踏まえ、当委員

会において審査をいたしました結果、会期につ

きましては、本日から６月26日までの19日間と

することに決定いたしました。なお、会議日程

は、お手元に配付されております日程表のとお

りであります。

今期定例会は、６月13日から５日間の日程で

一般質問を行います。一般質問終了後、議案・

請願について、所管常任委員会への付託を行い

ます。６月20日から21日までの２日間で、各常

任委員会を開催していただき、６月26日の最終

日に、付託された議案・請願の審査結果報告及

び採決を行います。

なお、議員から提出される議案の取り扱い及

び特別委員会の開催については、日程表に記載

のとおりであります。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

以上で当委員会の報告を終わります。（拍

手）〔降壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○ 原正三議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りいたしま○ 原正三議長

す。

今定例会の会期は、ただいまの議会運営委員

長の報告のとおり、本日から６月26日までの19

日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○ 原正三議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

議案第１号から第14号まで及び◎

報告第１号上程

次に、お手元に配付のとお○ 原正三議長

り、知事から、議案第１号から第14号まで及び

報告第１号の各号議案の送付を受けましたの

で、これらを一括上程いたします｡〔巻末参照〕

平成30年６月８日(金)
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平成30年６月８日(金)

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○ 原正三議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。平成30年６月定例県議会の開会に当た

りまして、ただいま提案いたしました議案の御

説明に先立ち、５点ほど御報告をさせていただ

きます。

１点目は、霧島山の火山活動についてであり

ます。

霧島山では、４月19日、硫黄山が250年ぶりに

噴火するとともに、５月14日には新燃岳が再び

噴火するなど、依然として活発な火山活動が続

いております。また、硫黄山で噴出している泥

水が、えびの市を流れる赤子川・長江川に流入

し、河川が白濁化するなど、流域の農業を初

め、住民生活に大きな影響を及ぼしておりま

す。

このため、県では５月11日、霧島山火山活動

対策本部を立ち上げ、全庁的に応急対策や中長

期的な対策に取り組んでいくこととしたところ

であります。さらに、５月16日には硫黄山・河

川白濁対策協議会を立ち上げ、地元えびの市や

国、宮崎大学等の関係機関と連携しながら、対

策を講じていくこととしております。今後、火

山活動の長期化や影響の拡大も考えられること

から、地元の皆さんが直面する課題や不安に

しっかり寄り添いながら、地元自治体や国、鹿

児島県、関係機関と連携・協力し、全力を挙げ

て対策に取り組んでまいります。

なお、霧島山火山活動対策に伴う補正予算案

につきましては、国における具体的な支援の決

定時期等との関係から、本日提案いたしました

補正予算案とは別に、後日、今議会に追加提案

をさせていただく予定としております。

２点目は、ラグビーイングランド代表の公認

チームキャンプ地の内定についてであります。

来年開催されるラグビーワールドカップのキ

ャンプ誘致について、組織委員会から、４月20

日にイングランド代表公認チームキャンプ地の

内定をいただきました。これまでの県議会の皆

様方の御支援に対し、改めて深く感謝を申し上

げます。また、先月末にはラグビー日本代表や

スピードスケートナショナルチームも来県する

など、数多くの代表チームを受け入れるととも

に、これらのチームの好成績を、キャンプ地と

してしっかりサポートすることができていると

ころであり、今後とも関係機関等と連携し、万

全の受け入れ体制を整え、「スポーツランドみ

やざき」の飛躍につなげてまいります。

３点目は、「新宿みやざき館ＫＯＮＮＥ」の

リニューアルについてであります。

本県の首都圏における情報発信拠点としてリ

ニューアルを進めておりました「新宿みやざき

館ＫＯＮＮＥ」が、４月28日にオープンいたし

ました。県産品の展示・販売、飲食の提供、大

型ディスプレーによる情報発信など、今回強化

を図りました機能を最大限活用し、市町村や県

内企業等とも連携しながら、食を初めとした本

県の多彩な魅力を発信してまいります。

４点目は、食品開発センターにおける「おい

しさ・リサーチラボ」等の開所についてであり

ます。

県内企業の新製品開発を支援する新たな拠点

として、食品開発センターに、食品の味や香り

の分析・評価を行う「おいしさ・リサーチラ

ボ」を、また工業技術センターに、電子機器の

電磁ノイズの測定等を行う「電磁環境試験棟」

を整備し、５月８日に開所式を行いました。こ
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れらの施設を活用して、これまで培ってきた人

材、ノウハウ等も十分生かしながら、県内企業

が取り組む、より付加価値の高い製品・商品づ

くりを支援してまいります。

５点目は、日本遺産の認定についてでありま

す。

平成30年度の日本遺産に、西都市、宮崎市、

新富町が申請していました「古代人のモニュメ

ント～台地に絵を描く 南国宮崎の古墳景観

～」が、５月24日に認定されました。本県とし

ては、初めての日本遺産認定となり、大変うれ

しく思っているところであり、世界遺産に向け

たこれまでの取り組みが、今回の認定につな

がったものと考えております。この日本遺産の

ブランドを生かして、国内外から多数の観光客

が訪れる魅力的な地域づくりが進むよう、引き

続き支援を行ってまいります。

それでは、本日提案いたしました議案の概要

について御説明申し上げます。

初めに、補正予算案についてであります。

補正額は、一般会計14億3,206万1,000円、特

別会計495万5,000円であります。この結果、一

般会計の歳入歳出予算規模は5,832億2,206

万1,000円となります。今回の補正予算による一

般会計の歳入財源は、国庫支出金７億4,771

万4,000円、繰入金3,800万円、諸収入３億434

万7,000円、県債３億4,200万円であります。

以下、一般会計補正予算案に計上いたしまし

た主な事業の概要について御説明いたします。

まず、「生活基盤施設耐震化等交付金事業」

につきましては、水道未普及地域の解消を図る

ため、市町村の取り組む飲料水供給施設の新設

を支援するものであります。

次に、「林業・木材産業成長産業化促進対策

事業」につきましては、林業の低コスト化を図

り、再造林を推進するため、伐採から植林まで

の一貫作業や路網整備を支援するものでありま

す。

次に、「スポーツランドみやざき誘客推進事

業」につきましては、「スポーツランドみやざ

き」の推進を図るため、スポーツ合宿ができる

施設の概要等を掲載したガイドブックの作成

や、スポーツによるインバウンド誘客に取り組

むものであります。

次に、「産地パワーアップ計画支援事業」に

つきましては、産地における農業の国際競争力

強化を図るため、収益力向上に必要な園芸ハウ

スの整備や農業機械のリース導入等を支援する

ものであります。

最後に、公共事業でありますが、昨年６月の

豪雨に伴う地すべりにより被災した串間市大字

市来藤地区の国道448号について、災害関連事業

の採択を受けましたことから、バイパスによる

改良復旧事業を行うものであります。

それでは次に、予算以外の議案について御説

明いたします。

議案第３号「宮崎県税条例の一部を改正する

条例」は、地方税法の一部改正により、不動産

取得税の徴収猶予の制度が拡充されたことにあ

わせて、関係規定の改正を行うものでありま

す。

議案第４号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」は、総務省令の

一部改正に伴い、地域再生法に基づく県税の不

均一課税の適用期間の延長を行うものでありま

す。

議案第５号「宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例」は、厚生労働

省令の一部改正により、県立延岡病院が初診加

算料等の徴収を義務づけられる対象病院となっ
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たことに伴い、初診加算料の上限額の見直し等

を行うものであります。

議案第６号「宮崎県総合計画審議会条例の一

部を改正する条例」は、総合計画審議会におけ

る調査審議の一層の充実を図るため、委員構成

等に係る関係規定の改正を行うものでありま

す。

議案第７号「宮崎県議会議員及び宮崎県知事

の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例」は、公職選挙法の一

部改正により、都道府県議会議員選挙におい

て、選挙運動用ビラの作成費用の公費負担が可

能となったことに伴い、関係規定の改正を行う

ものであります。

議案第８号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」は、医療

法等の一部改正に伴い、引用する関係規定の改

正を行うものであります。

議案第９号「病院等の人員及び施設の基準等

に関する条例の一部を改正する条例」は、医療

法等の一部改正に伴い、療養病床における看護

師等の人員配置を緩和する措置が講じられてい

る病院等について、当該措置の適用を受ける期

間の延長などを行うものであります。

議案第10号「宮崎県屋外広告物条例の一部を

改正する条例」は、都市計画法等の一部改正に

伴い、新たに設定された田園住居地域を屋外広

告物の禁止地域に追加するなど、関係規定の改

正を行うものであります。

議案第11号から第13号までは、いずれも工事

請負契約の変更についてであります。議案第11

号は、防災・安全社会資本整備交付金事業国

道327号尾平工区（仮称）尾平トンネル工事（１

工区）について、議案第12号は、同事業におけ

る国道327号佐土の谷工区（仮称）佐土の谷１号

トンネル工事について、及び議案第13号は、同

事業における国道219号小春工区（仮称）小春２

号トンネル工事について、いずれも公共工事設

計労務単価の上昇が生じたことなどから、工事

請負契約の変更について、議会の議決に付すべ

き契約に関する条例第２条の規定により、議会

の議決に付するものであります。

議案第14号は、県有地の賃貸借契約に係る民

事非訟事件の和解について、地方自治法第96条

第１項第12号の規定により、議会の議決に付す

るものであります。

次に、報告第１号は、地方税法の一部改正に

より、不動産取得税に係る徴収猶予の制度の拡

充等が平成30年４月１日から施行とされたこと

に伴い、所要の改正を行うための宮崎県税条例

の一部を改正する条例の専決報告であり、時間

的制約から専決を余儀なくされたものでありま

す。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願いいたします。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○ 原正三議長

あすからの日程をお知らせいたします。

あす９日から12日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

次の本会議は、13日午前10時から、一般質問

であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時15分散会



６月13日（水）
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午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）１番 武 田 浩 一 自由 民 主 党 く し ま

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 後 藤 哲 朗 同

（ ）８番 二 見 康 之 同

（ ）９番 日 高 博 之 同

（ ）10番 野 﨑 幸 士 同

（ ）11番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 原 正 三 同

（ ）14番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）15番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 徳 重 忠 夫 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 丸 山 裕次郎 同

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 横 田 照 夫 同

（ ）24番 黒 木 正 一 同

（ ）25番 松 村 悟 郎 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 右 松 隆 央 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 濵 砂 守 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 星 原 透 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 外 山 衛 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危 機 管 理 統 括 監 田 中 保 通

福 祉 保 健 部 長 川 野 美奈子

環 境 森 林 部 長 甲 斐 正 文

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 中 田 哲 朗

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 吉 村 達 也

教 育 長 四 本 孝

警 察 本 部 長 郷 治 知 道

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人 事 委 員 長 濵 砂 公 一

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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◎ 議案第15号追加上程

○ 原正三議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は一般質問でありますが、お手元

に配付のとおり、知事から議案第15号の送付を

受けましたので、これを日程に追加し、議題と

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○ 原正三議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

議案第15号を上程いたします。〔巻末参照〕

◎ 知事提案理由説明

○ 原正三議長 ここで、知事に提案理由の説

明を求めます。

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。ただいま提案いたしました補正予算案

の概要について御説明申し上げます。

今回の補正は、霧島山火山活動対策として取

り組むこととしております、水質・環境悪化の

状況把握と対応、水稲を中心とした農畜産業対

策及び観光・商業・農産物などの地域経済対策

のうち、緊急的に必要な経費を措置しておりま

す。

補正額は、一般会計２億7,927万7,000円であ

ります。これに要します歳入財源は、国庫支出

金4,191万2,000円、繰入金２億3,736万5,000円

であります。この結果、一般会計の歳入歳出予

算規模は5,835億133万8,000円となります。

以下、主な事業の概要について御説明いたし

ます。

まず、水質・環境悪化の状況把握と対応とし

まして、「水質白濁等に係る監視対策検討事

業」では、長江川・川内川水域の白濁等に係る

今後の対策を検討するため、河川の水質検査等

による監視の強化を図るとともに、水質改善や

沈殿物処理について、大学等との共同研究を行

うこととしております。

次に、水稲を中心とした農畜産業対策としま

して、農業用水確保のための新たな水源調査

や、湧水を利用した用水路つけかえ工事等の補

給水源の整備等を行うとともに、「硫黄山噴火

に伴う安全・安心営農環境調査事業」では、農

産物の安全性を確認するため、代替水源の水質

検査や圃場の土壌調査、生産された農産物の成

分分析に要する経費を支援することとしており

ます。また、「えびの市水田農業緊急支援事

業」につきましては、えびの米の生産数量確保

に向けた支援や、作付転換等による飼料作物、

露地野菜及び地力増進作物の導入の支援を行う

ものであります。

次に、観光・商業・農産物などの地域経済対

策としまして、「霧島山火山活動対策緊急金融

支援事業」では、中小企業者の資金繰りの円滑

化等を図るため、「霧島山火山活動対策貸付」

を創設するとともに、「長江川対策地域商業緊

急支援事業」では、長江川の白濁等に起因する

消費の落ち込みを防ぐための地元の取り組みを

支援することとしております。また、「霧島山

周辺地域観光誘客事業」につきましては、観光

関連産業への影響を最小限に抑えるため、関係

市町と連携して集中的な誘客プロモーションを

行うものであります。

今後、火山活動の長期化や影響の拡大も考え

られますことから、地元自治体や国、鹿児島

県、関係機関と連携・協力しながら、引き続き

安全確保に万全を期するとともに、環境や地域

経済対策などさまざまな課題に適切に対応して

まいりたいと存じます。

平成30年６月13日(水)
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よろしく御審議のほどお願いいたします。

〔降壇〕

○ 原正三議長 知事の説明は終わりました。

◎ 一般質問

○ 原正三議長 ただいまから一般質問に入り

ます。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

一般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末

参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、中野一則議員。

○中野一則議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。本議会、というよりも本年度最初の

一般質問者でございます。さい先がよい質問で

あったと言われるような質問をしてまいりたい

と存じております。

さて、４月19日、硫黄山が噴火しました。そ

してしばらくして、長江川、川内川の白濁した

状況、大量の魚が変死した状況、これを見たと

きには大変ショックを受けました。４月27日

に、最初の水質検査の結果が出ました。水素イ

オン濃度、いわゆるｐＨでありますが、2.0。28

日には有害物質の報告がありました。調査した

ほとんどが環境基準を超えている。中でも、ヒ

素においては170倍、190倍の数値であるという

報告を受けました。途方に暮れると言っても過

言ではなかったと思います。ちょうど、えびの

においてはその当時が田植えの準備期で、これ

から田植えはどうなるんだろうか、営農はどう

なるんだろうか、地域の経済に影響を及ぼさな

いか、生活に影響を及ぼさないか、風評被害も

出るんじゃなかろうか、等々心配したものであ

ります。

知事、議会議長、早速えびの市を訪問してい

ただきまして、市の当局の説明を受け、現地を

調査していただきました。２回も３回も来てい

ただきました。多くの議員の皆さん方にも現地

を訪問し調査をしていただきました。

また、何と言っても、職員の皆さん方はちょ

うど連休中でもありましたが、昼夜を問わず献

身的に努力をし、仕事をしていただきました。

誠に心から感謝を申し上げる次第であります。

また、本日は先ほど２億8,000万円の関係対策

費を上程いただきました。このことにもお礼を

申し上げ、質問をしてまいりたいと思います。

まず基本的なことを知事にお尋ねしますが、

今、噴火の最中で、ややおさまったかなという

状況を私の自宅からも見てとれますが、この噴

火がいつ終息をするんだろうか、また、白濁し

た河川、今もどんどん汚染物質が、有害物質が

出ておりますが、それと硫黄山との関係、因果

関係、原因はどこにあるんだろうか、公式に発

表されていないようでありますが、これからの

対策上、大変重要でありますので、そのことを

お尋ね申し上げ、後の質問は質問者席から行い

ます。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

硫黄山の噴火活動の今後の見通しにつきまし

ては、気象庁からは、「現在も浅いところを震

源とする低周波地震が引き続き発生しており、

４月の噴火と同程度の噴火の可能性もあり、現

段階では硫黄山の噴火活動はいつまで続くのか

は予測できない」と聞いているところでありま

す。この霧島山の地下にマグマだまりの存在と

いうものを指摘されているところでありまし

て、今後ともその活動に注視する必要があろう

かと考えております。

次に、河川白濁の原因ですが、硫黄山の噴気
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孔付近から噴出している泥水が赤子川に流れ込

んでいる状況が確認出来ております。また、県

が実施した赤子川えびの橋付近の沈殿物の分析

では、主な成分が天然由来の鉱物であったこと

や、専門家によりましても、川底の沈殿物の分

析の結果、火山活動で生成された物質が見つ

かったことなどから、硫黄山の火山活動が白濁

の原因であるとの見方が示されているところで

あります。以上のことなどから、現段階では硫

黄山の火山活動が河川白濁の原因と考えており

ますが、今後、噴気孔付近で噴出物の採取が可

能となった際には、河川の水や沈殿物との成分

を比較した上で、専門家の意見を踏まえ、最終

的に判断したいと考えております。以上でござ

います。〔降壇〕

○中野一則議員 専門家の方と協議をしてとの

ことでしたが、その正式な原因は例えば硫黄山

にあるとか、そういう発表はどこの機関が発表

するんですか。県がするんですか。気象庁です

か。

○知事（河野俊嗣君） これは発表するという

よりも、専門家の分析にさまざまな知見を加味

して判断をしていく、そして関係者が認識を確

認するということになろうかと考えておりま

す。

○中野一則議員 それから、この「硫黄山の噴

火」、これがメディアの報道では名前がばらば

らなんですよ。気象庁も、「えびの高原硫黄山

の噴火」というふうに言っているようでありま

すが、私はこのことは、風評被害を非常に助長

することにならんかと。硫黄山、えびの高原と

いうのが冠につくと、我々はえびの市ですか

ら、えびの市全域が、何か大きく言えば噴火し

たようなことになって、後々影響を受けるん

じゃないかなと思うんです。固有の名詞が「硫

黄山」とあるわけですから、「硫黄山の噴

火」、どうしても冠つけたければ、「霧島連山

硫黄山噴火」とすべきではないかと思うんです

よね。県の指導を関係機関にしていただくよう

に、知事にお願いしておきたいと思います。し

ていただけますか。

○知事（河野俊嗣君） 経緯を説明しますと、

「霧島山えびの高原硫黄山周辺」という表現

は、気象庁が噴火予報警報を発表する際に用い

ているものであります。この表現は、硫黄山の

噴火警戒レベルについて、平成27年度から霧島

山火山防災協議会で検討を行う中で、関係市町

や気象台などの関係機関と協議し、平成28年8月

の協議会で承認されたものでありまして、同年

の12月から運用が開始されたところでありま

す。

表現の変更につきましては、今後、霧島山火

山防災協議会におきまして、地元えびの市や気

象台などの関係機関と協議してまいりたいと考

えております。

○中野一則議員 ぜひ今私が申し上げた方向に

変更していただければいいがなと思っておりま

す。

それから、沈殿池についてお尋ねしたいと思

うんですが、えびの市が国交省と共同で、貯水

能力が1,500トンの沈殿池をつくりました。都

合、全部で６カ所沈殿池があるわけですけれど

も、この目的について環境森林部長にお尋ねし

ます。

○環境森林部長（甲斐正文君） 河川の白濁の

原因は、泥状の細かい粒子にあると思われるこ

とから、沈殿池は取水期前の応急的な対策とし

て設置したもので、河川の濁りを軽減したり、

水質悪化の原因となる物質の下流への流失を防

止する目的があると伺っております。
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○中野一則議員 いわゆる沈殿物を沈殿させ

る、上澄みのものを下流に流すと。それが目的

だということであります。ところが、その河川

の水質、沈殿物の検査結果について、５月16日

に採取した分を見ますと、沈殿物においては、

ヒ素が0.024ミリグラム、基準の2.4倍。採水し

た方は、こっちの方がうんと多くて、１ミリグ

ラム、いわゆる100倍あるわけです。昨日の発表

では、この採水した方がｐＨが1.2、ヒ素が1.4

ですから140倍、はかればはかるほどふえてい

る。

これは上流の工事が原因だとか、その予定の

範囲内の上下だとか、いろいろ今朝の新聞に書

いてありましたが、このことを、どのように数

値を理解すればいいのかということで、お尋ね

したいと思います。環境森林部長。

○環境森林部長（甲斐正文君） これまでの河

川水の検査結果によりますと、当初に比べ、水

質が改善されてきているものの、上流域の河川

水には、依然として環境基準を超過したヒ素や

カドミウムなどが含まれていることがわかって

おります。また、沈殿物の検査では、ヒ素の含

有量は、全国の河川堆積物の平均値と比べても

低いレベルでしたが、溶出試験において、低濃

度ではありますが、ヒ素などの溶出が確認され

ております。

このため、沈殿物の除去を行いつつ、河川の

水質改善に取り組む必要があると考えておりま

す。なお検査結果は、毎週１回行っております

けれども、引き続き少し長いスパンでも上下を

しっかり監視していく必要があると考えており

ます。

○中野一則議員 検査を引き続きずっとやって

いただきたいと思うんですが、いわゆる沈殿物

の方、白く濁ったところはわずか2.4倍、しかし

上澄みの部分は、ずっと毎回毎回ｐＨも厳しく

なっているが、ｐＨも昨日の発表では1.2でした

から、今までで最高なんですよ。だから、そう

いうものを上澄みで下に流すということなんで

すよね。だから、果たしてこの効果はいかがな

ものかな、沈殿池の効果はいかがなものかなと

いう気がしてなりません。

それで、下流に一滴もこういう有害物質なる

ものを流さないということをしなければ、この

抜本的な改革はできない、改良はできないと思

うんですよね。それをするには、かなりの施設

をつくらないかんと、こう思うんですよ。えび

の市では到底できません。県でもできないと思

うんですよ。だから、県が中心になって、国に

一日も早く水質改善が処理できる施設をつくっ

ていただくように、その努力をお願いしたいと

思うんです。知事よろしくお願いします。

○知事（河野俊嗣君） これまでの水質検査結

果によりますと、当初に比べて水質が改善され

てきておりますものの、上流域の河川は依然と

して強い酸性を示しており、環境基準を超過し

たヒ素やカドミウムなどが含まれているところ

であります。今議会でお願いしております追加

補正予算によりまして、水質等の検査を強化す

るとともに、硫黄山・河川白濁対策協議会等に

おきまして、国や地元、大学等の専門家と連携

をしまして、水質改善に向けた効果的・効率的

で、かつ、適切な対策の検討を進めていくこと

としております。

○中野一則議員 環境森林部長、この白濁した

沈殿した部分、これは１回、５月16日に採取し

ただけの検査で、それ以来していないんです

よ。あれからかなり日もたっているし、沈殿が

目的で沈殿池をつくっているわけだから。それ

がわずか2.4倍ですから、それも調査してほしい
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と思うんです。早く調整してください。お願い

します。

○環境森林部長（甲斐正文君） 沈殿物の調査

につきましては、今回お願いしております補正

予算でも、検査地点をふやして検査する予定で

ございます。

○中野一則議員 それから、農業対策について

お尋ねしたいと思うんですが、我々自民党が５

月24日、知事に要望したときに、知事が非常に

ありがたいことを言っていただきました。地域

への影響が及ばないように、農業者への不安が

ないように補正予算を組むと。それがきょう上

程された分だと思います。それで、農政水産部

長、農家への支援策を、さっき提案されました

が、もう一度説明してください。お願いしま

す。

○農政水産部長（中田哲朗君） 県内随一の米

どころでありますえびの市におきまして、将来

にわたって農家の営農意欲と水田の機能を維持

することは、大変重要であると考えておりま

す。このため、本議会でお願いしております

「えびの市水田農業緊急支援事業」によりまし

て、水稲が作付できない水田において、飼料作

物への緊急的な作付転換や、来年の稲作再開に

向けた地力増進作物の作付、また露地野菜等の

高収益作物の新たな産地形成の取り組みに対し

て支援を行い、農業共済の共済金とあわせて、

一定の所得を確保するとともに、水田機能の維

持増進を図ることにより、農家の営農継続を支

援してまいりたいと考えております。

○中野一則議員 農家の基本的な要望というの

は、例年収入がありますよね、それは確保した

いと。いろいろ努力するが、それでも不足した

場合には、それを補償できないかと、そういう

要望なんですよ。ぜひ、そういうことで、農家

に不安がないようにということですから、よろ

しくお願いしたいと思います。

それから、商工観光労働部長にお尋ねします

が、地域経済の落ち込みの対策２億8,000万の中

にはそういうものがありますが、そのことの説

明をお願いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 地域経済

の落ち込みを抑え、早期の回復を図るために、

現在実施しております経営金融に関する特別相

談窓口の設置や、セーフティーネット貸付など

に加え、今議会におきまして３つの事業をお願

いしております。その内容といたしましては、

まずセーフティーネット貸付の指定地域に対し

て、保証料率の軽減など、融資条件等をさらに

優遇した、霧島山火山活動対策貸付の創設、２

つ目として、河川の白濁等に起因する消費の落

ち込みを防ぐために、えびの市が発行するプレ

ミアム商品券に対する補助、３つ目といたしま

して、地元市町等との連携による、大手オンラ

イン旅行会社を活用した集中的な誘客プロモー

ション等の実施であります。以上でございま

す。

○中野一則議員 地域経済が落ち込まないよう

にということで、いろいろ対策をしていただき

ました。私は、県の県民への周知、いわゆるア

ピールの仕方が下手だなと思うんですよね。事

前にこの資料をもらいましたが、確かに予算は

約２億8,000万円なんですよね。しかし総事業費

となれば９億2,700万なんですよ。そして、この

融資枠、融資も借りやすいような環境をつくる

と。その融資枠の金額も10億なんですよ。こう

いうところをもっと宣伝して、えびの市民にも

聞こえるように。そうすると、「ああ、こんな

に大きな事業をするのか」ということで、より

以上に市民も安心するんじゃなかろうかなと思
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うんです。そういう総事業量で仕事をするわけ

ですがね。商工観光労働部長。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 融資枠に

いたしましても、また商品券にいたしまして

も、総発行量等はかなりの額に上ります。こう

いうことについての情報発信には今後、力を入

れてまいりたいと思っております。

○中野一則議員 それから、先ほど、この噴火

は長期化するというようなことを知事が申され

ましたが、噴火が、あるいはこの汚濁が長期化

すればするほど、その対策を打たないかんと思

うんですよね。きょう上程された分は、当面の

問題、長くて１年の短期的な対策ですから、長

期になるとするならば、水田においては水源の

確保、水利の確保、用水路の新しい確保、そう

いうものをやらないかん。また、圃場の整備

も、どうしても長期に水を引けぬとするなら

ば、その田んぼを何でも作付できるように、完

全なる転作可能なそういうものに、湿田も多い

地域ですから、この際、改革をしてほしいな

と。そういう長期的な取り組みの必要があるん

じゃなかろうかなと思いますので、知事にお尋

ねします。

○知事（河野俊嗣君） 水田農業が盛んなえび

の市であります。今後、硫黄山の噴火に伴い影

響を受けられた農家の方々が、営農を継続する

ためには、農業用水の確保が大変重要なことで

あり、今、御指摘がありましたように、当面の

対応とあわせて中長期的な対応に、しっかり整

理をして取り組んでいく必要があろうかと考え

ております。短期的な対策としましては、湧水

やため池等の水を最大限に活用するために、複

数ある用水路ごとの水量や地形などを調査した

上で、必要な用水路等の改修工事を行うことと

しております。中長期的な対策としましては、

えびの市や土地改良区などの関係機関と連携を

して、地元農家の意向をしっかりと把握した上

で、地域全体の水源確保や高収益作物の作付が

可能となるような基盤整備など、事業化に向け

た取り組みを進めてまいります。

今後とも、地元農家の方々に寄り添いなが

ら、安心して営農を継続できるように、積極的

に支援してまいりたいと考えております。

○中野一則議員 それと、風評被害対策につい

てお尋ねしたいと思います。先ほどとかぶると

ころもありますから一部要望等もしたいと思う

んですが、基本的にこの風評被害をなくすると

いうことは、いわゆる硫黄山火山の汚泥、有害

物質を下流に一滴も流さないことなんですよ

ね。その対策もお願いしました。一滴も流れな

ければ何の心配もいらないんですよ。

それから、えびのは米どころ、えびの産ヒノ

ヒカリということで、特Ａも過去とりました

し、県のブランド米にもなりましたから、この

ブランド米はもちろん継続していただいて、こ

としこそ、もう一度特Ａ米をとろうということ

で、地元も、ＪＡ含めて関係者一所懸命頑張っ

ておりますので、そのことに期待したいと、こ

う思います。そのことで、えびの産ヒノヒカリ

の生産量を確保することも、また風評被害を抑

えることにならせんかなと思います。それから

観光面では、入り込み客をふやす対策をどうし

ても打たなきゃならないと。そういうことは先

ほどの対策にも入っておりましたから。それで

も風評被害が出た場合、どういうことがあるの

か、想定外のこともあるかもしれません。その

ときには、きちんとした新たな対策をとってい

ただきたいと思うのですが、その辺の決意も含

めて、商工観光労働部長と農政水産部長にお尋

ねします。
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○商工観光労働部長（井手義哉君） 火山活動

がいつまで続くかわからない中、えびの高原を

中心とする誘客については、力を入れていかな

ければならないと考えております。また、議員

がおっしゃる風評被害につきましても、まずは

初動の体制が大切かと考えておりまして、今議

会にお願いしておりますような誘客事業に取り

組んでおりまして、以後も引き続き観光ＰＲに

努めてまいりたいと考えております。

○農政水産部長（中田哲朗君） 風評被害対策

といたしましては、やはり本県の安全・安心な

農畜産物をしっかりとＰＲしていくというのが

大事であると考えております。

このたび、そのための予算を本議会でお願い

しているところであります。具体的な内容を申

し上げますと、まず県内外の皆様に、えびの市

など西諸県地域の農畜産物をＰＲし、購入して

いただくために、西諸県地域において、農産物

直売所や食品関連事業者が連携した食のイベン

トなどを実施することといたしております。

また、県内外の大手量販店等の取引先や消費

者に対しても、トップセールスやフェアなどを

通じて、安全・安心なえびの市を初めとする本

県産農畜産物をＰＲするなど、生産者の所得向

上につながるよう積極的に応援してまいりたい

と考えております。

○中野一則議員 ぜひ、えびの米が引き続き高

い値で販売できるように、また観光客が１人で

も多くふえるように、今後の対策をよろしくお

願いいたします。

次に、県道の整備についてお尋ねしたいと思

います。これもやはり噴火の絡みであります。

いわゆる県道１号小林えびの高原牧園線です

が、その規制解除の見通しをお尋ねしたいと思

います。全て、県土整備部長にお願いします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 県道１号小

林えびの高原牧園線の規制解除につきまして

は、硫黄山の火山活動が鎮静化し、道路の損壊

状況や地下の空洞の有無など、道路の安全を確

認した上で行うべきものと考えておりますが、

その時期については見通しが立たないところで

ございます。

今後とも、火山活動の状況を注視し、適切に

対応してまいりたいと考えております。

○中野一則議員 現在は噴火警戒レベル２とい

うことで、いわゆる火口周辺規制というのが出

ているわけですが、これが例えばレベル１にな

れば、この県道の全線開通は即できるんです

か。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 噴火レベル

１になりますと、立ち入り規制が解除になりま

すので、立ち入ることは可能になりますが、今

の道路の状況を見ますと、道路の脇から水蒸気

が出ていたり、道路の空洞化が心配されますの

で、そのあたりをしっかりと調査した後で、交

通開放になるものと考えております。

○中野一則議員 レベル１になっても、調査し

て決めるということでありますので、即１に

なっても、１になったからすぐ開通ということ

にはならんということですね。またあの２番目

の噴火は、あの県道沿いで噴火していますか

ら、あの県道の下も、穴があいているかもしれ

ません。危険性もあると思うんですよね。そう

いうことを考えたときに、えびの高原に行く道

路は、宮崎県からは県道30号えびの高原小田線

しかないんですよね。県道１号の鹿児島県側

も、ことしになってもう２回規制が入りました

から、やはり鹿児島県側を考えても、30号が残

るということになります。今、一生懸命、県単

事業をしてもらっておりますが、この事業は、
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完全２車線化をということでやっております。

これを促進していただきたいなと。もう県単事

業じゃ間に合わない。だから、国の事業に乗り

換えて、大至急工事ができないものかどうか。

そのことを県土整備部長にお尋ねします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 県道えびの

高原小田線につきましては、未改良区間約4.5キ

ロメートルのうち約2.8キロメートルにおきまし

て、大型車の離合困難箇所の解消を図るため、

地元と合同による現地調査を踏まえ、平成27年

度から、県単事業により２車線での整備に着手

し、今年度、白鳥温泉下湯付近で工事を実施し

ております。

現在、硫黄山の火山活動が続く中、本路線の

重要性はますます高まっておりますことから、

まずは事業中の約2.8キロメートル区間につい

て、今後、国の交付金の活用を検討するなど、

さらなる整備促進を図ってまいります。

○中野一則議員 あの2.8キロメートルについて

大型車が離合できないということですが、知

事、ここの白鳥温泉から上は、いわゆる大型車

と言われておりますが、実際は大型の観光バス

のことなんですよ。１台も、今までも登ってい

ないんですよ。新燃が噴火したり、硫黄山が噴

火して、もう１号線が通れないとなれば、こっ

ちは交通混雑するかなと思って何回も行ってい

るけど、１台も下ってこない、登っていかな

い。わざわざ熊本以北の人が、鹿児島県まで

行って、そしてえびの高原に来て、またそのま

ま折り返しをするというのが実情なんです。宮

崎県にあるえびの高原ですから、30号線を１日

も早く改良していただきたいと。県の事業と言

いましたから、知事が先頭になってよろしくお

願いしたいと思います。

それから、県道103号栗野停車場えびの高原

線、これも前からずっとあって、鹿児島県側は

ほぼ改良が進んでいるんですが、残りが宮崎県

だけなんです。これもいろいろと改良してほし

いと要望をしてきております。前は２月議会で

したか、徳重議員も質問しておられましたが、

今、ルート変更がどうかということで、概略ル

ートの検討中ということでありました。これも

１日も早く、ルートを検討していただいて、改

良工事を進めていただきたいと思います。県土

整備部長、よろしくお願いします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 県道栗野停

車場えびの高原線の未供用区間におきまして

は、近年活発化している硫黄山等の火山活動の

状況を考えますと、道路ネットワークの充実を

図ることが、防災体制の強化等に有効と考えら

れますことから、現在、国有林内の既設林道の

活用を含めた新たなルートの検討を進めてお

り、今後、現地調査を実施することとしており

ます。

また、工事に着手するためには、まずはルー

トを決定する必要がございますが、国立公園区

域内を通過し、自然環境の保護などさまざまな

課題が考えられますことから、引き続き、鹿児

島県と連携しながら、環境省など関係機関との

協議を行ってまいりたいと考えております。

○中野一則議員 この変更していただきたいル

ートは、今、既に営林署が作鹿倉林道というこ

とでやっておって、そこは大型のトラックが、

木を運ぶためにずうっと―ほとんど林道がで

き上がっているんです。そこを利用したらどう

かということですから、余り経費も要らない改

良工事になると思うんですよね。

ちょうどえびの30号線のえびの高原から３キ

ロメートル手前に登り口があると、そういう変

更改良はどうかという提案ですので、これも前

平成30年６月13日(水)
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向きに進めていただきたいと思います。

次に、警察行政ということで、警察本部長に

お尋ねしますが、えびの高原には以前、えびの

高原駐在所がありました。これが常駐化しなく

なってしばらくたつんですが、この硫黄山等の

噴火等、えびの高原が非常に危険度が増しまし

たので、そこに来る観光客、あるいはその地域

で働く人たちの安心・安全のためにも、この

間、しばらくの間でも結構ですから、常駐化で

きないかということをお尋ねしたいと思いま

す。

○警察本部長（郷治知道君） えびの高原駐在

所は、平成16年４月に加久藤駐在所と統合し、

駐留型駐在所として運用しております。駐留型

駐在所は、同じ警察署管内の他の駐在所と比較

して、事件事故の発生件数が著しく少ないた

め、勤務員を配置せず、当該施設を活用して、

隣接駐在所の勤務員等が一定の時間駐留して警

戒するものであります。えびの高原駐在所に

は、春、秋の行楽時期、夏山登山の時期を中心

に、えびの警察署勤務員が駐留して、警戒及び

パトロールを行っております。新燃岳、硫黄山

の活動が活発な現状を踏まえまして、今後もこ

の駐留体制を強化して、登山客及び観光客の皆

様の安全確保を徹底してまいります。

○中野一則議員 安全確保ということですの

で、それをして、できたら常駐化をさらにお願

いしておきたいと思います。

次に、観光行政についてお尋ねしたいと思い

ます。

これも言えば、今度の噴火等の流れの質問に

なるわけですが、まずえびの高原の観光対策で

す。我々が若い頃は、100数十万人、少なくと

も120万人来ておったのが、現在は大体60万人で

すから、２分の１になったというのが現実であ

ります。確実な数字とすれば、国民宿舎えびの

高原荘、これはもう県の施設ですが、この２カ

月間、４月、５月を見たら、４月だけでもわず

か139人が宿泊、５月は297人、前年対比４月

で822人マイナス、５月で1,102人がマイナスな

んです。これの回復というのが、実際はえびの

高原の入り込み客の増加にもつながると思うん

ですが、その現状なり回復の対策を、商工観光

労働部長にお尋ねします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 国民宿舎

えびの高原荘の４月から５月までの宿泊者数に

つきましては、議員の質問にもございましたよ

うに、硫黄山噴火の影響で、対前年比約８割減

と大幅に減少しております。そのため、現在、

期間限定の宿泊プランの販売や、温泉割引券の

発行など、利用者を回復するためにさまざまな

対策を講じているところでありますが、なかな

か客足が戻らない状況が続いております。

県といたしましては、こうした状況を踏ま

え、地元市町等との連携による霧島山周辺地域

への集中的な誘客プロモーション事業を今議会

にお願いしているところであります。噴火活動

がいつまで続くか予測できない中、まずは利用

者の安全確保を最優先しながら、今後とも周辺

自治体等とも、えびの高原荘を含む周辺エリア

への誘客への強化について努めてまいります。

○中野一則議員 ぜひ宿泊者がふえるようにお

願いしたいと思うんですが、一番手っ取り早い

のは、県庁職員に、交代で泊まるように何かい

いプランをつくってくださいよ。そうすると、

宿泊率と言うんですかね、それも上がると思い

ます。

次に、環境森林部長にお尋ねしますが、国立

公園満喫プロジェクトというのが４～５年前か

らスタートしました。えびの高原においては、
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ナショナルパークということで全国に８カ所あ

るんですが、その１つとして、上質な宿泊施

設、いわゆる高級ホテルをつくりたいというこ

とで、取り組まれております。今回の噴火騒ぎ

等で、その進捗状況は今どうなっているのか

と、非常に気にしているところでありますが、

その見通しを含めてお尋ねしたいと思います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 上質な宿泊施

設の誘致につきましては、国、県、えびの市の

３者による実行委員会を設置し、実施事業者を

公募する形で誘致に向けた活動を進めてきたと

ころであります。しかしながら、公募に先立ち

実施した民間事業者との対話において、多様な

火山地形や火口湖など、その魅力について高い

評価をいただいた一方で、長期滞在する上で楽

しめるアクティビティーが少ないことや、主要

な交通拠点からのアクセスに難があることなど

から、宿泊施設の進出環境としては厳しいので

はとの御意見をいただいたところであります。

対話の結果や、また霧島山の火山活動が継続し

ていることから、実行委員会として早期の公募

は大変厳しいと判断したところです。

今後は、火山との共生も念頭に置きながら、

多様なアクティビティーの実施やアクセス環境

の改善等に取り組むことで、民間事業者が参入

しやすい環境づくりを行い、実行委員会におい

て誘致を進めてまいりたいと考えております。

○中野一則議員 大変厳しいような見通しを話

されましたが、許される話じゃないですよね。

やはり噴火の影響があるにしても、そのことを

断念せずに、ちゃんと進めてほしいなと思うん

です。よく考えてみたら、阿蘇だって噴火口見

たさに観光客は行くわけですからね。桜島だっ

て、西郷さんと桜島がなかったら鹿児島市内の

観光地はないですよ。やっぱりいろんなものは

見たいという気持ちがあるわけですから、そこ

をうまく利用する施設をつくってほしいなと思

うんです。

それで、こういう厳しい話や入り込み客が

減ってきているということから考えて、私は、

えびの高原を再開発する必要があるんじゃなか

ろうかなと思うんです。えびの高原を含めた霧

島が国立公園になったのは昭和９年です。今か

ら84年前。それからえびの高原を開発しようと

具体的に動き出したのは昭和26年。田中長茂知

事が誕生されてから現地を調査されて、そのプ

ランで今日まで来ているということでありま

す。だからもう、半世紀あるいは１世紀に近く

なろうとする状況ですから、世界の観光地、い

わゆる満喫プロジェクトも、ナショナルパーク

としての霧島、えびの高原ということです。ジ

オパークもやっておるわけですから、そういう

えびの高原を根本から変えて、再開発する必要

があるんじゃなかろうかと思います。知事のお

考えをお聞かせください。

○知事（河野俊嗣君） えびの高原は、我が国

で最初に指定されました霧島錦江湾国立公園の

北部に位置しまして、ミヤマキリシマの群生

や、世界で唯一自生をしております天然記念物

のノカイドウなど、貴重な植物を見ることがで

き、平成22年９月には、えびの高原を含む霧島

山を中心とした環霧島地域が日本ジオパークに

認定されるなど、自然豊かで大変魅力的なエリ

アであると認識をしております。

噴火活動がいつまで続くか予測できない中、

まずは利用者の安全確保を最優先にしながら、

地元市町等と連携をしまして、当エリアへの積

極的な誘客に努めてまいりたいと考えておりま

す。

えびの高原の再開発につきましては、現在、
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国立公園満喫プロジェクトが進行中で、さまざ

まな環境整備に取り組んでいるところであり、

また、世界ジオパーク認定に向けた動きもあり

ますことから、当面はこれらの取り組みを着実

に進めてまいりたいと考えております。

○中野一則議員 新たな開発プランをつくっ

て、県としてやっていただきたいなと要望して

おきたいと思います。

それから、市内の観光のことですが、京町温

泉郷―温泉街とも言いますが―の再開発も

お願いしたい。スポーツランドみやざきとか、

海外旅行客がどんどんふえたと言いながら、宮

崎県の西部地区、特に京町温泉なんかには全く

観光者が寄りつかない状況です。ピーク時に60

万―といっても平成７年ですよ―おったの

が、現在は21万人、３分の１になっている。こ

の平成時代のピークというのはおかしい数字

で、ピークというのは、昭和・大正にさかのぼ

れば、こんなものじゃなかったと。100万は優に

超えておったと思うんですよね。寂しい町なん

です。

以前、「魅力ある観光地づくり総合支援事

業」「中山間地域等創造支援事業」というのに

取り組まれましたが、それにえびの市が申請し

て、「真の幸せまちづくり計画～京町温泉を核

として～」という事業に取り組みました。その

成果なり課題をお聞きしたいと思います。総合

政策部長お願いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） えびの市にお

いては、地元の経営者や若者等をメンバーとし

ますプロジェクトチームを立ち上げ、平成22年

度に京町温泉活性化プランが作成されたところ

であります。このプランに基づきまして、県で

は、平成22年度から24年度までの３カ年で実施

しました中山間地域等創造支援事業により、観

光案内板や共通デザインののれんの設置、足湯

の整備等に対して支援を行うとともに、平成23

年度に実施しました「魅力ある観光地づくり総

合支援事業」により、地元の食材等を活用した

特産品の開発や、京町温泉をＰＲするホームペ

ージの作成等に対して支援を行ってきたところ

であります。

これら２つの事業で整備されました、観光案

内板や足湯、ホームページは、現在も活用され

ておりますほか、当時開発されました里山料理

は、現在も地元の旅館で提供されていると伺っ

ているところでございます。

なお、こうした取り組みを発展的・継続的に

実施していくための体制の構築や、地域リーダ

ーの育成等については、現在も引き続き課題に

なっていると伺っているところでございます。

○中野一則議員 京町温泉郷のよさが、まだ伝

わっていないなという気がいたします。

京町温泉は、温泉源だけで、これはちょっと

データが古いんですが、平成10年の調査で、61

あるんです。ホテル・旅館が９、簡易宿泊所が

５、公衆浴場が21もあるところなんです。です

から、これをうまく活用したらどうかなと、こ

う思いますので、今後ともよろしくお願いしま

す。

それで、一歩進めて、これは私の思案で６年

前に地元に提案しましたが、見向きもされな

かったことを、恥ずかしながら申し上げます

と、大正時代のレトロなまちづくりで京町温泉

はできないかということで、大正時代をコンセ

プトにしたまちづくりをということで提案した

んです。

なぜそう言ったかというと、京町温泉の誕生

というのは、京町そのものの誕生というのは大

正時代に入ってからなんです。だから100年を超
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えました。それで、大正元年に吉都線が開設し

たときの駅が京町駅でスタート、あれから106年

なんです。そして、それに従って京町で温泉を

掘り出して、旅館ができ、町並みができた。そ

して、この大正時代に有名な京町二日市も始

まったと。そういう流れで、この大正時代とい

うのがキーワードだなと、こう思っています。

日本大正村というのが、岐阜県恵那市明智町に

あるんです。ここが江戸時代は宿場町で、明治

大正は製糸工場が栄えたということで、昭和59

年に立村ということでスタートしたらしい。明

智光秀とか、遠山の金さんゆかりの地だという

ことでありました。大変賑わっておりました。

そのことを、二番煎じではありますが、どう

かという提案をしたんです。この提案はいかが

なものですかね。県は支援できないんですか。

商工観光労働部長。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 京町温泉

は、議員からもありましたように、大正初期か

らの長い歴史のある、県内唯一の温泉郷であり

まして、毎年２月に100年以上も続く南九州最大

の買い物市「京町二日市」が開催されておりま

す。このように重要な観光地の一つでありまし

て、そうした歴史を生かすことは、まちづくり

の有効なコンセプトになるものと考えておりま

す。

えびの市が平成29年３月に策定しました観光

振興計画におきまして、重点プロジェクトの一

つとして、「京町温泉の高付加価値化」を掲げ

て、地元旅館の女将の会が中心となって、浴衣

姿で温泉街をめぐるイベントなどに取り組まれ

ているところでございます。

県といたしましては、今後とも地元えびの市

と連携をいたしまして、こうした地域がみずか

ら立ち上がり再生しようという機運の醸成を図

りつつ、その主体的な取り組みを積極的に支援

してまいりたいと考えております。

○中野一則議員 食べ物のおいしい地域ですか

ら、食と温泉ということも含めて、これが再開

発されることを支援していただきたい。よろし

くお願いします。

それから、えびのには、本当にすばらしい観

光資源があるところがあるんです。えびの市の

北東部、飯野の大河平という地域ですが、ここ

には大変な資源が眠っておりますから、まず御

紹介しておきたいと思うんですが、黒木家住宅

というのが国登録有形文化財に登録されまし

た。この黒木家というのが大変ユニークな家庭

で、藩政時代からその指導者をずっと輩出して

きております。特に明治になってから、黒木親

慶という陸軍少佐がおりましたが、これはロシ

ア革命とか、シベリア派兵にも関係する人物な

んです。そのままずっとおれば、陸軍大将にも

なれた人だという話を聞いております。それか

ら、黒木和雄映画監督もここの生まれ。それか

ら、小林高校の駅伝部が最初優勝したときの立

役者、キャプテンでアンカーを走った黒木康

介、この人もここの生まれの人なんです。そう

いう黒木家住宅。

それから、そのほか、いろいろあるんです

が、主なもの10だけを挙げます。

クルソン峡。川内川の一番上流は、クルソン

峡という、大変有名な、行けば大変レジャーの

楽しめる、釣りの楽しめるところです。

それから、狗留孫神社と石卒塔婆。フランス

山事件跡。これは日本最初の労働争議があった

と言われているところですから、これなんかも

うまくやればいいかなと思っています。

新しいところではクルソン大橋。それから、

今城合戦の跡。いわゆる木崎原合戦が有名です
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が、その前の前哨戦としての戦いがあったとこ

ろ。

毘沙門の滝、大河平地区に広大に広がる竹

林。それから大河平氏館跡と大河平ツツジ、享

保水路と太鼓橋。トロッコの軌道とめがね橋。

今10挙げました。このぐらいのものじゃないん

ですよ。ここ、黒木家住宅あたりに家なんかつ

くって、サイクリングを楽しんだり、歩いて

回ったりすれば、非常に集中していて、いい場

所です。しかも、四季折々に取り組める地域だ

と思います。こういうところに宮崎県も注目し

て、何とか県の力で振興できないものかな、こ

う思っているんです。えびの市は力がありませ

んからできませんので、県の力を借りないか

ん、国の力を借りないかんと、こう思っており

ます。商工観光労働部長、前向きの答弁をお願

いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） さまざま

な御紹介がありましたところですけれども、私

どもも、えびの市の飯野大河平地区につきまし

ては、クルソン峡や毘沙門の滝といった美しい

自然環境、また大河平ツツジ、めがね橋や享保

水路太鼓橋といった文化財など多彩な観光資源

を有する魅力あふれるエリアであると考えてお

ります。

えびの市におきましては、この地区を初め、

市内に点在する貴重な観光資源について、パン

フレットやホームページで紹介するとともに、

ガイドが案内するツアーを実施しているところ

であります。

県としましても、今後とも地元えびの市と連

携を図りながら、地域がみずから立ち上がる機

運の醸成を図りつつ、地域の主体的な取り組み

を積極的に支援してまいります。

○中野一則議員 部長、ここはわずか半径１キ

ロメートルの範囲内で、ほとんどのことがここ

にあるんですよ、ほとんどが。それからちょっ

と狗留孫神社は遠いですけどね。全部その範囲

内にあるところなんです。だから、これは開発

の余地があると、こう思うんですよ。ぜひ現場

も調査団をつくって、県がやってください。私

が全部案内しますので。お願いしておききま

す。急いでくださいよ。そのことで、えびのへ

の入り込み客がふえる、宮崎県西部の観光がま

すますふえる、スポーツランド構想でも、そし

て海外の旅行客もここにきてもらえるというこ

とですから、県も恩恵に浴すると、こう思うん

です。よろしくお願いいたします。

それから最後になりましたが、きのうは米朝

会談がありました。私からすれば、具体性がな

かったなという感は拭えません。そこで、知事

に、昨日の会談の御感想をお尋ねしたいと思い

ます。

○知事（河野俊嗣君） 史上初の米朝首脳会談

が昨日、シンガポールで開催されたわけであり

ますが、私も北東アジアの平和と安定に向けた

一歩となる歴史的な会談ということで注目をし

ていたところであります。その結果につきまし

ては、北朝鮮が完全な非核化に向けて取り組ん

でいくことなどの合意がなされたということで

ありますが、これまで求めておりました「完全

かつ検証可能で不可逆的な核廃棄」という文言

までは踏み込まれず、また、その核廃棄に向け

たプロセスも具体化がなされていないというこ

とであります。これまでの経緯を考えると、本

当にトランプ大統領が言われますプロセスの始

まりになるのかどうなのか、今後の推移を注意

深く監視する必要があろうかと考えておりま

す。

また会談では、トランプ大統領から日本人の
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拉致問題について提起がなされたということで

ありますので、今回の会談を契機としまして、

今後、日朝間の協議が進み、拉致問題の早期解

決が図られますことを強く期待しているところ

であります。

○中野一則議員 この朝鮮半島の動きで、日本

の対応というのも、ミリタリーも含めていろい

ろと変わってくるだろうと、こう思うんです。

まあ、さしずめは、この拉致被害者が一日も

早く帰国できるということを願って、質問を終

わりたいと思います。（拍手）

○ 原正三議長 次は重松幸次郎議員。

○重松幸次郎議員〔登壇〕（拍手） 公明党宮

崎県議団の重松でございます。通告に従い、順

次質問を行いますので、知事を初め関係部長の

明快な御答弁をお願いいたします。

ことしも、４月28日から16日間、第23回宮崎

国際音楽祭が開催され、故アイザック・スター

ン氏が提唱した、「アジアの演奏家の育成によ

る、宮崎でしか聴くことのできない質の高い演

奏会」の理念に立ち返り、多彩なプログラムの

もと、約１万9,000人の来場があり、成功裏に終

えたことを河野知事と佐藤総監督が閉幕記者会

見で語られておりました。私も、メーンプログ

ラムの一つ、「アジアのヴィルトゥオーソ」と

いう、台湾のチョーリャン・リン氏と、諏訪内

晶子さんとのヴァイオリン演奏会に行き、クラ

シック音楽に疎い私でも、卓越した技法と美し

い音色に魅了されて、優雅なひとときを満喫さ

せていただきました。

また、４月29日日曜日に、橘通りをメーンに

行われた、宮崎国際ストリート音楽祭2018にも

参加し、好天にも恵まれて、クラシック音楽を

初め、ジャズやフュージョン、吹奏楽など存分

に楽しむことができました。全ての演目にブラ

ボーを贈りたいと思います。

来年も楽しみにしておりますが、翌2020年に

は宮崎国際音楽祭も第25回という節目を迎え、

またあわせて、国民文化祭及び全国障害者芸術

・文化祭が宮崎県で開催されます。

全国に、いえアジアに、宮崎の文化芸術、神

話と郷土芸能の魅力を発信できるチャンスが訪

れます。そこで知事に、国民文化祭及び全国障

害者芸術・文化祭の本県開催の意義と宮崎らし

さをいかに打ち出していくのか、その意気込み

をお伺いいたします。

以上を壇上からの質問とし、以下は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭は、文

化芸術のすばらしさや地域の文化資源に対する

認識を一層深める機会になるなど、本県の文化

振興を図る上で大いにチャンスとなるもの、ま

た今後の弾みになるものと考えております。ま

た、これらを一体的に開催することによりまし

て、障がいのある人もない人も、生き生きと活

躍する宮崎づくりにもつながるものと期待して

いるところであります。

この大会は、文化への注目が集まる絶好の機

会となりますので、本県が誇る文化資源であり

ます日向神話や神楽など、大会のあらゆる場面

で活用する、また披露するとともに、山の幸、

海の幸が生み出す豊かな食文化や農山漁村文

化、さらには今、議員から御指摘がありました

国際音楽祭といった伝統というもの、さらには

若山牧水賞などもあります。そうした宮崎の文

化資源というもの、文化活動というものを全国

に向けて発信したいと考えております。

また、次代を担う若者や障がいのある皆さん
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の活躍も得、参加も得ながら、新たなジャンル

の文化イベント等も開催したいと考えておりま

す。

先般、宮崎の山と海の調和をイメージさせる

大会ロゴマークも決定したところでありまし

て、しっかりこれを活用しながら、県民の皆さ

んにもアピールしていき、今後、宮崎らしい大

会の実現に向けて、オール宮崎で知恵と工夫を

集約して、準備を進めてまいりたいと考えてお

ります。〔降壇〕

○重松幸次郎議員 ありがとうございました。

豊かな食文化の発信、本当にいいと思います。

文化祭の大成功に向けて、県民の機運醸成に努

めていかなくてはと考え、私たち宮崎県議会文

化芸術振興会も、ことし10月に大分県で開催さ

れる国民文化祭、障害者芸文祭に視察交流団を

と、計画を始めたところであります。

また同じ2020年には、オリンピック・パラリ

ンピックが56年ぶりに日本にやってまいりま

す。この機会に、スポーツにおいても、文化芸

術の活動においても、障がいのある人とともに

生きる社会の実現を目指し、県民が障がいへの

理解を深める取り組みを進めていただきたいと

思います。

そこで、福祉保健部長に、「障がいのある人

もない人も共に暮らしやすい宮崎県づくり条

例」施行後２年が経過いたしましたが、改めて

その意義と取り組み状況をお伺いいたしたいと

思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） この条例

は、障がいのある人の社会参加を制約している

物理的な障壁や意識上の障壁を取り除き、全て

の県民の障がいへの理解を深めることにより、

障がいのある人もない人も、住みなれた地域で

思いやりの心を持ってともに支え合いながら、

心豊かに生活できる宮崎県づくりを目指して制

定したものでございます。

県では、平成28年４月１日の条例施行と同時

に、障害者社会参加推進センターに差別に関す

る相談窓口を設置するとともに、施行の半年後

には障がい者差別解消支援協議会を設置し、相

談窓口で解決できない案件に対する助言・あっ

せん等を行う体制を整えたところでございま

す。

また、県民の理解を深めるためのシンポジウ

ムを開催するとともに、障がいのある人の文化

芸術活動や、スポーツへの参加を促進するた

め、指導者や団体等を含めた支援、育成にも取

り組んでいるところでございます。

○重松幸次郎議員 共生社会の実現に向けて、

施策の推進に欠かせないものと理解いたしまし

た。障がいのあることに加え、年齢その他の要

因等にもとらわれず、あらゆる分野の活動に参

加できる機会が確保できますことをお願いいた

します。

次に、視覚障がい者への支援についてお伺い

いたします。先日、明星視覚支援学校に参りま

した。その理由の一つに、視覚障がいのある方

が情報を取得するために、点字ディスプレーと

いう高性能の文書読み取り機器があり、支援学

校さんがその機器のさらなる整備を求めている

というお話を聞いて、伺ったところでありま

す。

点字ディスプレー、全く私も知らなかったの

で、とにかく見に行きました。実際に支援学校

の先生による操作を見ていますと、打ち込んだ

文章が16升の点字となって浮き上がってくるこ

とにより、それを指先で確認しながら文書編集

と保存もできるすぐれた端末機器でありまし

た。
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先生方は個人で所有されておりますけれど

も、支援学校には１台しかないので、これから

生徒の学習能力を高めるためにも、点字ディス

プレーが複数必要とのお話でありました。

そこで、明星視覚支援学校に、視覚障がい者

が情報取得に必要な点字ディスプレーをさらに

整備できないか、教育長にお伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） 点字ディスプレーに

つきましては、点字を使って学習している視覚

障がい者が、効果的に情報を得たり、活用した

りできるということから、将来の自立と社会参

加に有効な支援ツールの一つであると考えてお

ります。

県教育委員会といたしましては、明星視覚支

援学校の幼児、児童、生徒のニーズや実態を考

慮しながら、点字ディスプレーを含む支援機器

の整備充実に引き続き努めてまいりたいと考え

ております。

○重松幸次郎議員 このディスプレーの機能を

補足しますと、入力データがプリンターで出力

でき、また音声出力で操作もサポートされるよ

うです。さらには、パソコンと接続して点字で

も音声でも情報が取得できるというものです。

まさに、視覚障がい者のための情報端末機であ

りました。先生方は、点字ディスプレーのほか

にもタブレット端末の専用アプリを使い、さま

ざまな情報を取得できる操作方法を説明してい

ただきました。

先生方の思いは、視覚支援学校の生徒さんに

は、どんどん情報を入手し学力を向上させ、大

学などへ進学して、一般企業や公務員としてで

も活躍できる人になってもらいたい。その機会

をつくってあげたいと伺いました。

さて、視覚支援学校のみならず、大人になっ

てから病気や事故などで視力が低下または失明

された方もおられると思いますが、そうした方

々にも支援が必要です。点字ディスプレーなど

視覚障がい者向け情報機器の操作に関する講習

会の実施状況はどうなっているのかを、福祉保

健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県では、県

立視覚障害者センターにおいて、パソコンやタ

ブレット、スマートフォンの音声読み上げ機能

など、情報機器の操作に関する講習会を平成28

年度より毎月開催しておりまして、昨年度は

約150名の方々が受講されております。

お尋ねの点字ディスプレーにつきましては、

所有者が少ないため、随時、個別に訪問し、使

い方等の相談に応じることとしております。

視覚障がいのある方にとって、パソコンなど

の機器を活用した情報の収集、取得、利用は、

社会参加やコミュニケーションの場を広げるた

めにも大変有効でありますことから、今後と

も、講習会等の充実により、機器の活用促進に

努めてまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 県立視覚障害者センターで

取り組まれているということ、承知しました。

そちらでもさまざまな機材が必要になってくる

と思いますので、御支援をお願いいたします。

また、視覚障がい者でなくとも高齢になる

と、字が読みづらくなってくると思います。そ

れでも新聞や本を読み、生涯学習を続ける意欲

を持つことは大変大事であります。そこで、全

ての障がい者を対象に、県立図書館における障

がい者サービスの取り組みについて、教育長に

お伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） 県立図書館では、障

がいのある方の読書活動を支援するため、大活

字本、音声録音図書などの収集や、拡大読書器

の設置を行っております。
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また、重度の障がいにより図書館への来館が

困難な方のために、資料の郵送サービスを行う

とともに、視覚障がいのある方や、高齢や病気

など、本を読むのにお困りの方のために、音声

録音図書や再生機器の貸し出しを行っておりま

す。

さらに、県内図書館職員を対象に、障がい者

サービスに関する研修を行い、職員の資質向上

に取り組んでおります。

今後とも、県民の皆様のニーズ等を踏まえな

がら、障がい者サービスの充実に努めてまいり

たいと考えております。

○重松幸次郎議員 先ほどの条例にありますよ

うに、障がいのある方も高齢者も、さらに利用

しやすいサービスを向上させていただきたいと

思います。

参考になればと思い、明星視覚支援学校さん

の情報で、障がい者サービスが充実している、

大阪府立中央図書館を先月訪問いたしました。

中央図書館は、ハード・ソフト両面にわたる

サービスのアクセシビリティーを推進し、施設

のバリアフリーはもちろんのこと、障がい者支

援室には専門の職員や支援員がいて、対面朗読

や点字録音図書の貸し出しなど、さまざまな取

り組みを紹介していただきました。

中でも視覚障がいのある当事者が、図書館認

定司書として働いておられ、その方に点字ディ

スプレーやデイジー図書、パソコン音声操作の

方法など丁寧に説明をいただきましたが、これ

ほど的確にすばらしく操作できるものかと、感

心してまいりました。

一方で宮崎県立図書館も、県民のための知の

総合拠点として県内市町村と連携し、ネットワ

ーク力を生かして、素早い図書のデリバリーに

取り組んでいることを、県の担当者からお伺い

しました。

また、県立図書館に行きましたら、黄色い「L

ive! Library」とあわせて、「日本一の読書県

を目指しています」というフラッグが目につき

ました。

そこで、関連して知事に、知事は「日本一の

読書県」を提唱しておられますが、その取り組

みについてお伺いしたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 私は、読書というもの

は、豊かな人生を生きていく上で欠くことので

きない大変重要なものであると考えまして、県

民の誰もが読書に親しむ「日本一の読書県」を

提唱したところであります。

その取り組みとしまして、例えば県立図書館

では、県民の方々が希望する図書を県立図書館

から最寄りの図書館に、素早く配送するシステ

ムを構築しているところであります。

このところ、都城や小林、また延岡市など、

新しい図書館でありますとか、図書コーナーな

どができて、大変快適で、しかも町のにぎわい

を生んでいる。これは読書の機運を高める大変

大きなきっかけになるものだというふうに考え

ておりまして、県立図書館とそうした施設との

連携を深めることも大変重要であると考えてお

ります。

また学校におきましては、朝の時間を使った

一斉読書や、学校図書館を利用した調べ学習、

ＰＴＡや地域と連携をした読み聞かせなどの取

り組みを行っているところであります。

このほかにも、広報番組を使いました県民へ

のおすすめ本の紹介や、読書に関する県民フォ

ーラム、また、県民のアイディアを生かした読

書事業などを行っているところであります。

また、先ほど教育長から紹介がありましたよ

うに、障がいのある方が読書を楽しむことがで
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きるような環境整備を行うなど、さまざまなこ

ういった取り組みで、「日本一の読書県」を目

指して機運を高めてまいりたい、そういうふう

に考えております。

○重松幸次郎議員 わかりました。読書率のデ

ータを調べてみますと、年齢が高くなるほど読

書率は下がっていくということです。特に働き

盛りの年代から急激に下がり始めているようで

あります。また、子供や若者が最近、スマート

フォンを長時間利用するようになり、本を読む

時間が減ってきている可能性もあると見て、国

は実態調査に乗り出す方針であります。家庭、

地域、学校の役割を示して、読書率を高める環

境づくりをさらに進めていただきたいと思いま

す。

話を戻しまして、大阪府立中央図書館の司書

さんのように、視覚障がいのある方でも司書と

して採用されている方が全国で約30名います

が、残念ながら九州にはいらっしゃらないと伺

いました。この司書さんの出身は埼玉県で、そ

の当時は点字による採用試験が地元でなく、大

阪で受験できたので採用されて18年になります

とおっしゃっておりました。

そこで、本県においては、障がい者雇用の現

状と採用試験における対応についてどのように

なっているのかを、総務部長と教育長にそれぞ

れお伺いします。

○総務部長（畑山栄介君） 知事部局における

障がい者の雇用の現状でありますが、平成29年

６月１日現在の障がい者雇用者数は109人で、雇

用率は法定雇用率を上回る2.72％となっており

ます。

また、採用試験につきましては、一般の競争

試験のほか、身体障がい者の方々を対象とした

特別枠の採用試験を行っておりますが、いずれ

の試験におきましても、受験者の要望に応じま

して、点字による受験や手話通訳者の配置と

いった対応を行っているところであります。

引き続き、こうした取り組みを進めること

で、障がいのある方々の雇用の促進に努めてま

いりたいと考えております。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会におき

ます平成29年６月１日現在の障がい者雇用者数

は170人で、雇用率は法定雇用率を上回る2.55％

となっております。教職員の採用試験におきま

しても、障がいのある者を対象とした特別選考

試験の実施や、受験者の要請に応じて、手話通

訳の準備や点字問題の作成など、障がいのある

方が受験しやすい環境づくりに努めているとこ

ろでございます。今後とも、教育現場における

障がいのある方の雇用促進に努めてまいりたい

と考えております。

○重松幸次郎議員 試験の対応ができていて、

安心いたしました。明星視覚支援学校の先生方

も、図書館司書や公務員の採用枠が広がること

を望まれていることをお伝えして、この項目を

終わります。

次に、農林水産業の振興についてお尋ねいた

します。

初めに林業です。我が党の機関紙で､｢情報技

術の活用で稼げる林業の育成｣というタイトルの

対談があり、少し引用させていただきますが、

「林業は住宅に使う木材の供給を初め、バ

イオマス発電用の木材チップ製造など社会生

活を支える基幹産業といえる。しかし戦後の

日本は外国産木材を大量に輸入することで住

宅建築などの旺盛な木材需要を支えた。結果

的に国内林業の育成政策は後手に回った。

一方、戦後70年以上経ち、これまでの拡大

造林で育った人工林が一斉に利用期を迎えて
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いる。ところが、木材の素材生産や加工、流

通など各分野の市場整備が手つかずだったこ

とで、国産木材の消費は低迷し、影響は今も

尾を引いている。

しかし生産性を改善すれば、世界の木材需

要を取り込む形で、日本の林業は成長市場に

生まれ変わる可能性がある。

そのためには、サプライチェーン（供給

網）の構築や、トレーサビリティシステム

（流通履歴の明示）の構築が必要である。

国産木材を安心して消費者に買ってもらう

には、何よりも森林そのものの姿＝資産価値

が見えないといけない。所有者不明土地が全

国的に問題になっているが、背景には森林の

資産価値が見えないことも影響している。

そこで、森林全体を「３Ｄバックパック型ス

キャナ」などの最新技術を活用し、森林価値

を「見える化」できれば、所有者の森林経営

意識は高まると考え、情報が「見える化」が

できれば、次は流通市場の整備に取組めて、

さらには長期的な経営視点で、『どの木をど

のように切ろうか』と考え、安全対策を向上

させることになる。」

とありました。

森林資源を活用するには、このように最新技

術を活用した森林施業を効率化する技術の導入

が必要であるが、どのように取り組まれている

のか、環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 森林施業の効

率化は、施業の低コスト化や林業労働の軽減な

ど、林業経営の改善や担い手を確保する上で、

重要な課題と考えております。

このため県では、今年度新たに「みやざき林

業イノベーション加速化事業」により、ＩＣＴ

等最新技術の機器であるドローンや地上レーザ

ー計測器等を用い、森林内の地形、立木の位

置、直径、高さ等の森林資源の計測や、林道や

作業道等の適正な路線計画のシミュレーション

に活用するなど、森林施業の効率化の実証など

に取り組むこととしております。

また、来年度開講する「みやざき林業大学

校」におきまして、ＩＣＴ等最新技術について

もカリキュラムに盛り込むこととしておりま

す。

これらの取り組みを通じて、最新技術の積極

的な導入に努め、森林組合や林業事業体等へ普

及・定着させることによって、森林施業の一層

の効率化を図ってまいりたいと考えておりま

す。

○重松幸次郎議員 今、御説明いただいたとお

り、最新技術には３次元バックパック型スキャ

ナーのほかにも、ドローンや航空機、そして衛

星からの探索など次々と進歩をして、ＩＴ技術

の活用は欠かせない状況になっております。ど

うか力を注いでいただきたいと思います。

対談の次のテーマが、木材の輸出拡大であり

ます。良質な日本産の木材を輸入したがってい

る国は意外と多いとのことです。そこで、県と

して、木材輸出の拡大にどう取り組んでいくの

かを、環境森林部長に再度お伺いします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 県では県産材

の販路拡大に向け、現在、中国や韓国等の東ア

ジアを中心に、木材の輸出拡大の取り組みを進

めております。

このうち、輸出額の約６割を占める原木につ

いては、主に中国や台湾に工事用資材等の材料

として輸出されておりますが、今後は、家具や

内装材などに利用される、価格の高い原木の輸

出拡大の取り組みを進めたいと考えておりま

す。
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また、輸出額の約４割を占める製材品につい

ては、より付加価値が高い輸出につながるよ

う、主に韓国に向け、現在、プレカットした材

料と建築技術をパッケージにした「材工一体」

による取り組みを設計者向けに進めているとこ

ろです。これに加えまして、今年度からは、韓

国側の建築技術者の育成についても取り組みを

強化することとしております。

その他の国につきましても、相手国の市場動

向を見きわめながら、木材の輸出拡大に努めて

まいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 輸出先の一つは中国大陸。

中国では建物の柱やはりなどの構造材に、日本

の杉やヒノキ、カラマツが使用できるよう法改

正がされて、本年８月に施行予定とされており

ます。「日本の林業界にとって大きなチャンス

となる」とありましたが、輸出や加工技術を生

かして、林業から新たな産業の創出を期待して

います。

続いて、中山間地域の対策についてでありま

す。「本県人口の約４割、面積で９割を占める

重要な地域であり、国土の保全や水源のかん養

など多面的な機能を有し、神楽などの農村文化

を守り続けてきたが、人口減少や高齢化等によ

り担い手不足が深刻化している」と、国への提

案・要望の中にもその現状として書かれており

ました。

そこで、中山間地域における農業所得の向上

や、農業・農村の魅力発信について、どのよう

に取り組んでいくのか、農政水産部長にお伺い

いたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 中山間地域の

農業所得向上や魅力発信につきましては、現

在、農業・農村長期計画における「多様な地域

特性・資源を生かす地域づくりプロジェクト」

として、積極的に推進しているところでござい

ます。

具体的には、夏季冷涼な気象条件を生かした

収益性の高いラナンキュラスなどの園芸品目の

拡大や、ユズ、クリ等を活用した６次産業化の

推進など、地域の特性を生かした付加価値の高

い農業の推進に取り組んでいるところでありま

す。

また、焼き畑等の伝統農法や、神楽などの農

村文化を、各種イベントなどでＰＲするととも

に、中山間地域の魅力を直接感じてもらうため

に、農家民宿等による都市と農村の交流を促進

しているところでございます。

今後とも、関係機関・団体等と連携し、中山

間地域のさらなる農業振興に努めてまいりま

す。

○重松幸次郎議員 さまざまな支援制度・対策

への当初予算を確保して、中山間地域への取り

組みをお願いします。

続けて、鳥獣被害対策についてお伺いしま

す。

環境農林水産常任委員会の県北視察で、５

月30日に北川町のしきみ部会を調査させていた

だきました。

昭和40年から挿し木による栽培が始まり、今

では北川町内４支部51名で構成され、年間出荷

量が215トン、販売金額１億5,800万円と、高い

生産性がある一方で、シキミの葉を虫や病気か

ら守るため薬剤防除をしたり、イノシシ等が苗

を掘り返すなど悪さをするので、その防護柵の

対策に神経を使っているとのことでした。行き

帰りの車中からも、田んぼや畑はどこも防護柵

に覆われている状況でしたので、やはり被害が

あるのだと推測されますが、改めて、鳥獣被害

対策の現状と取り組みについて、農政水産部長
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にお伺いいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 平成28年度の

農林作物への鳥獣被害は約４億6,000万円と、平

成24年度以降、年々減少傾向にありますが、依

然として、大きな金額となっております。

このため、県としましては、本庁と各地域に

設置しております「鳥獣被害対策特命チーム」

において、全庁的な鳥獣被害対策の方向性等を

決定し、地域における関係機関と連携した対策

を推進するとともに、「鳥獣被害対策支援セン

ター」により、技術面でのきめ細かな支援を

行っているところであります。

また、国の鳥獣被害防止総合対策交付金等を

活用して、市町村等が行う有害鳥獣の捕獲や集

落ぐるみの取り組み、野生鳥獣の侵入防止柵の

整備等に対して、支援を行っております。

今後とも、野生鳥獣の生息状況や被害状況の

把握に努めるとともに、地域が一体となった総

合的な対策について、一層推進してまいりたい

と考えております。

○重松幸次郎議員 年間被害額は４億6,000万円

となり、ピーク時からすると半減近くになって

きているというふうに思います。とはいえ、被

害があることは変わりはありません。いよいよ

収穫というときに、一夜にしてごっそり食害に

遭えば、営農意欲がなくなるのは当然でありま

す。

ニホンジカは、昭和53年度から平成26年度ま

での36年間で約2.5倍、平成23年度から26年度の

３年間で約1.2倍に拡大し、イノシシは、昭和53

年度から平成26年度までに約1.7倍に拡大してい

ることが明らかになっております。

そこで、以前にもお話しさせていただきまし

たけれども、認定鳥獣捕獲等事業者制度があり

ます。制度の趣旨については、次のようにう

たってあります。

「これまでの鳥獣の捕獲は、主に狩猟者の協

力により、地域の中の相互扶助の精神に基づい

た活動で支えられてきました。しかし、捕獲対

策の強化が求められている中、捕獲に従事する

狩猟者の負担は急激に増加しております。鳥獣

の捕獲は、専門的な技術が必要な上に、危険も

伴う作業です。これまでのボランティア的な作

業だけでは、今後、担い手の確保や維持がます

ます困難になっていくでしょう。

このような中で、認定鳥獣捕獲等事業者と捕

獲従事者には適切に社会の要請に沿った捕獲事

業の実施と、そのための体制の維持及び向上が

求められます。」とありました。

現在、全国で136事業者、本県では延岡市にの

み認定事業者がおられますが、先月、事務所に

お邪魔して昨年度の実績などをお聞きしてまい

りました。

この事業者はわな猟や、首にドッグマーカー

をつけた猟犬を使い、追い払いや、鹿やイノシ

シを追い詰めてしとめる手法で、年間に鹿・イ

ノシシ合わせて800頭ほど捕獲する、まさにプロ

フェッショナルであります。

ですが、聞くところによれば、被害が多いと

の連絡を受けて他の市町村の地域に入ろうとす

ると、地元の猟友会が地域内に入るのを拒むと

いうことがあるようです。制度が始まって２年

になりますが、営農生産者を守るための制度で

あれば、県が認定した事業者であるとの周知や

理解をしていただき、共存を図れるように、県

からも市町村の担当者に頼んでほしいとのこと

です。

そこで、認定鳥獣捕獲等事業者のこれまでの

取り組み状況と、関係者への制度の周知につい

て、環境森林部長にお伺いいたします。
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○環境森林部長（甲斐正文君） 認定鳥獣捕獲

等事業者制度は、捕獲に必要な知識や技術を持

つ法人を知事が認定するもので、先ほど御案内

がありましたとおり、本県では平成27年８月に

１事業者が認定を受けております。

この認定事業者を活用し、一部の市町におい

て有害鳥獣捕獲を実施しているほか、県や九州

森林管理局も捕獲事業を委託し、目標を上回る

捕獲数を確保しております。

認定事業者は、今後の新たな捕獲の担い手と

して大きく期待されていることから、制度の概

要やメリットを市町村や地元関係者に周知する

とともに、認定事業者による捕獲の実施に向け

て既存の猟友会等との十分な調整を図り、捕獲

体制の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○重松幸次郎議員 周知の徹底をよろしくお願

いいたします。

さて、捕獲した獣肉はしっかり活用しなくて

はなりません。約１割しか活用されていないと

いうふうに聞いております。このたび国産ジビ

エ認証制度が制定され、鳥獣食肉の安心安全が

担保されるようですが、国産ジビエ認証制度の

概要について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 国産ジビエ認

証制度は、厚生労働省が定めるガイドラインに

基づいた衛生管理の遵守などの、一定の基準を

満たした食肉処理施設を認証することにより、

食肉処理施設の自主的な衛生管理等を推進する

とともに、より安全なジビエの提供と消費者の

ジビエに対する安心の確保を図ることを目的

に、本年５月に制定されたものでございます。

県としましては、この制度は、ジビエの普及

拡大にとって有益なものであると考えておりま

すので、今後、市町村や関係機関等に対し、制

度の周知を図りながら、その活用促進に取り組

んでまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 先ほどの延岡の認定事業者

さんは、このたび食肉処理加工場も新設をし

て、他の猟師さんの獲物も引き受けながら、鹿

・イノシシ肉の加工販売もこれまで以上に拡大

し販売されるそうです。捕獲から販売まで一貫

して行うことにより事業を維持させ、地域振興

と雇用の創出に努力をされますので、地域活性

化への各種補助金を活用し、また適切な御助言

をお願いします。

次は、水産業の振興について２点お伺いいた

します。

先月、我が会派で日南市へ行き、カツオ一本

釣り漁業の水揚げについて、市の担当者と南郷

漁協組合長からお話を伺ってきました。

特に春先の水揚げが減少しており、その原因

は、フィリピン・パラオ沖での他国のまき網漁

により、カツオの稚魚が減少しているのではな

いかと分析されており、その影響で漁船はさら

に東のルートへ移動し、カツオを追い求めてい

ると聞きました。燃油も高騰しており、長い距

離を走れば採算が合わず、今後さらに操業が困

難になるのではと危惧されておりました。

そこで、今期のカツオ一本釣り漁業の状況

と、収益性の向上に係る取り組みについて、農

政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 今期の本県カ

ツオ一本釣り漁業につきましては、お話があり

ましたように、３月までは例年と比べ漁獲が伸

びませんでしたが、４月以降、近海で好漁場が

形成されたことによりまして、１月から５月ま

での累計の漁獲量は、前年並みとなっておりま

す。

一方、このところ、燃油価格が上昇してお
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り、今後、経営を圧迫すると大変懸念している

ところでございます。このため、県としまして

は、燃油価格が一定の基準を超えた場合に、使

用量に応じて補塡金が支払われる「漁業経営セ

ーフティネット構築事業」の利用促進を図ると

ともに、燃油価格の高騰下においても、安定し

た経営を築いていくことができるよう、漁船の

小型化や、省エネ型のエンジンの導入を促進し

ているところであります。今後とも、関係団体

と連携を図りながら、収益性の向上に努めてま

いりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 よろしくお願いいたしま

す。担い手についてもお話をいただきました

が、カツオ漁においても、インドネシアからの

外国人技能実習制度でもっているのが現状との

ことでした。一方で、地元近海を操業する漁業

者の減少はさらに深刻な状況とのことですの

で、沿岸漁業者の減少の状況とその対策につい

て、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 本県の沿岸漁

業の経営体数は、平成15年の1,373経営体から平

成25年の960経営体と大きく減少しており、漁村

地域の活力を維持していくためにも、沿岸漁業

者の確保・育成が喫緊の課題となっておりま

す。このため、県におきましては、県内外を問

わず多様なルートで担い手を確保し、地域への

定着を促すため、今年度から新たに「地域ぐる

みの漁業担い手リクルート活動展開事業」を実

施することといたしております。

この事業では、地域の漁業者みずからが漁業

の魅力をＰＲすることで、新規就業者の確保に

つなげていくとともに、地域への受け入れ後も

継続して支援を行う体制を構築することといた

しております。今後とも関係団体と連携しなが

ら、担い手の確保・育成にしっかりと取り組ん

でまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 水産業従事者の担い手確保

をよろしくお願いいたします。

農林水産業の最後に、ＴＰＰ11と県内の対策

についてお尋ねします。

米国を除く11カ国が署名した環太平洋経済連

携協定（ＴＰＰ11）の新協定の承認案と関連法

案が今国会で審議されています。アジア太平洋

地域に物やサービスなどの取引を自由に行える

巨大経済圏をつくる試みです。政府の試算では

日本のＧＤＰ（国内総生産）を約８兆円（約1.5

％）押し上げる効果があり、約46万人の雇用が

生み出せる見込みのようです。

一方で、国内農林水産物の生産減少額は最

大1,500億円とも試算されており、であるからこ

そ、国も国内産業への守りと攻めの対策を講じ

ていると聞いております。では、ＴＰＰ11等の

発効を見据え、県は農畜産分野でどのような取

り組みを行っているのか、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） ＴＰＰ11等に対する取

り組みにつきましては、平成28年１月に策定を

しました「宮崎県ＴＰＰ対応基本方針」に基づ

きまして、セーフティーネットの強化や生産体

制の構築、輸出体制の強化などの取り組みを推

進しているところであります。

具体的には、国の「畜産クラスター事業」や

「産地パワーアップ事業」を活用した生産基盤

の強化を初め、生産性の向上につながるＩＣＴ

技術の開発、地域の核となる担い手の育成・確

保に積極的に取り組んでいるところでありま

す。また、攻めの輸出体制の強化を図るため

に、牛肉等の施設整備などを進めているところ

でありまして、昨年度は、本県からの農畜水産

物の輸出額が過去最高の46億円を記録したとこ

ろであります。
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県としましては、国際化という大きな流れの

中にありましても、生産者が安心して経営に取

り組んでいけるよう、本県農畜産業の競争力強

化にしっかりと取り組んでまいりたいと考えて

おります。

○重松幸次郎議員 農林水産業は昨今、多額な

設備投資を必要としております。また、自然の

気象や事象を相手に、大変御苦労が多いと思い

ますので、国の制度等を活用して厚い支援をお

願いいたします。

次の項目、商工観光の振興についてお尋ねい

たします。

初めに、先ほども中野一則議員からありまし

た、霧島山火山活動に関する対策についてであ

ります。

新燃岳が７年ぶりに再噴火となり、本年３月

１日からこれまでに、約50回の爆発的噴火が起

き、４月５日には火口から高さ約5,000メートル

まで噴煙が上がり、前回のように降灰による甚

大な農業被害や日常生活に支障を来すのではな

いかと心配しました。

また、同じ霧島連山の硫黄山も４月19日、250

年ぶりに噴火し、今度は川の水が白く濁るとい

う、これまで霧島火山噴火の歴史にもない事象

が起こり、我が党も党本部と連携し、国会議員

の派遣を要請いたしました。

去る３月18日には河野義博参議院議員に、小

林市野尻町のマンゴー・ホウレンソウ農家と小

林市細野の畜産農家を視察してもらい、さらに

５月４日には、硫黄山噴火に関連し、えびのエ

コミュージアムにて副市長から説明を受け、そ

の後現地へ向かい、長江川の白濁対策と稲作な

どの農業補償等の要望を受けました。

また５月12日には、我が党の幹事長である井

上義久衆議院議員も来県し、高原町では新燃岳

の降灰対策を、またその後えびの市で長江川の

白濁問題を調査していただき、各省庁への対策

を要請していただきました。

先ほども中野一則議員からも農業補償等、ま

た観光・商業の支援についてありましたけれど

も、私からは、その重複を避け、霧島山周辺の

農家民泊の影響が気になりましたので、県内の

農家民泊のこれまでの実績と、新燃岳、硫黄山

の噴火後の北きりしま田舎物語推進協議会への

影響について、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

○農政水産部長（中田哲朗君） 県内の農家民

宿は、平成29年末で171軒となっております。昨

年、29年における教育旅行の受け入れ人数は、

日帰り体験も含め3,303人と、年々増加している

状況にございます。

その中で、北きりしま田舎物語推進協議会

は、教育旅行の半数以上を受け入れております

けれども、今回の新燃岳、硫黄山の噴火による

キャンセルは現時点で発生しておらず、特段の

影響は出ていないと伺っております。

しかしながら、火山活動は現在も続いており

ますので、県といたしましては、協議会等と連

携しながら、今後とも悪影響が出ないよう、正

確な情報発信等に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○重松幸次郎議員 修学旅行に成りかわってい

る農家民宿、農家民泊でありますので、大切に

していただきたい。また、まだまだ噴火活動は

続いております。予断を許さない状況でありま

すので、現地と隣接する市町とも連携しなが

ら、さらなる対策強化をお願いします。

次に、中小企業支援についてお尋ねいたしま

す。

現在、全国で公明党の全議員が地域に飛び込
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み、「中小企業」「防災・減災」「介護」「子

育て」の４つのテーマでアンケートを行う、

「100万人訪問・調査」運動を４月から展開して

おります。

私も「中小企業」において、市内の小売・サ

ービス業と、建設業やビルメンテナンス業など

を回り、ものづくりなどの設備投資、事業承継

支援、ＩＴ導入補助金、技術技能研修、各種相

談体制など11項目を示し、どの支援を利用した

いのか、その他要望はないかなどを聞き取りな

がらアンケートを集約しております。

特に「ものづくり補助金」については、製造

業の現場から、「要件を緩和し柔軟に活用でき

るようにしてもらいたい」などの要望が多いよ

うです。そこで、県内中小企業の生産性向上の

取り組みの一つとして、国の「ものづくり・商

業・サービス経営力向上支援補助金」がありま

すが、県内における活用状況について、商工観

光労働部長にお伺いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 国の「も

のづくり・商業・サービス経営力向上支援補助

金」、いわゆる「ものづくり補助金」でござい

ますが、平成24年度から毎年実施されておりま

して、中小企業が取り組む、生産性向上のため

の設備投資等を支援するもので、昨年度までに

県内では577件が採択され、約63億円が交付され

ております。

この補助金の活用によりまして、高精度の工

作機械やＩｏＴを活用した生産管理システムの

導入など、新商品の開発や生産技術の高度化に

つながる積極的な設備投資が行われており、本

県中小企業の生産性向上が図られているものと

考えております。

○重松幸次郎議員 ＩＴ経営が中小企業の成長

・発展の鍵となる時代であります。先ほどの補

助金も、中小企業庁が進める「中小企業共通Ｅ

ＤＩ」の一つでありますが、業務の効率化を促

すために、活用を推奨していただきたいと思い

ます。

またその上で、昨年所属しておりました商工

建設常任委員会の県内調査で、ミツワハガネ株

式会社さんや、株式会社くしまアオイファーム

さんなど、県内経済を牽引する中核企業―こ

れを成長期待企業としておりますが―を視察

し、個人的にもその他数社を訪問させていただ

きました。

県では、「成長期待企業」への支援に取り組

んでおりますが、これまでの取り組み状況を、

商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 県では、

県内の産学金労官の13機関で構成する「企業成

長促進プラットフォーム」により、将来、地域

経済を牽引する中核企業となることが見込まれ

る企業を「成長期待企業」として、現在まで19

社認定し、構成機関と連携して集中的に支援し

ております。

具体的には、提出された事業計画の実現に向

け、企業を足しげく訪問し、さまざまな課題や

ニーズを十分に把握・分析した上で、新商品開

発や販路開拓等に係る補助、またさらには経営

診断等の助言や指導を行う外部専門家の派遣な

ど、企業に寄り添いながら、きめ細やかな支援

を実施しているところであります。

これにより、県外からの新規受注獲得や雇用

者の増加など、徐々に成果が出ているところで

ありまして、引き続き、構成機関が一体となっ

て成長期待企業を支援し、中核企業の育成に向

けて取り組んでまいります。

○重松幸次郎議員 県内を引っ張っていただけ

る中核企業に大いに期待できますし、たとえ認
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定がなくとも、同様の支援を県内企業へ進めて

いただきたいと要望します。

次に、小売・観光・サービス業の支援につい

てお尋ねいたします。

企業のＩＴ経営が進むように、前回の一般質

問でも紹介しました、金融やサービスもフィン

テック―ファイナンスとテクノロジーの造語

でありますけれども―の社会に一変していま

す。

街での買い物やサービスの決済方法が、現金

からクレジット・デビットカードや、電子マネ

ー、Ｅｄｙ、ｎａｎａｃｏなどの流通系と、Ｓ

ｕｉｃａ、ＰＡＳＭＯなどの交通系などがあ

り、最近ではスマートフォンによる、おサイフ

ケータイ、ｉＤ、Ａｌｉｐａｙなどのアプリで

支払うことができます。やがてビットコインな

どの仮想通貨でも決済ができるようになる、つ

まり現金を使わない本格的な「キャッシュレス

の時代」が到来します。

各国のキャッシュレス割合は、韓国で89％、

中国で60％、欧米でも約50％で、日本は18％

と、普及がおくれております。

キャッシュレス化は、消費者の利便性や営業

側の収益性が上がると言われております。そこ

で、キャッシュレス化の推進について、県とし

てはどのように取り組んでいくのか、商工観光

労働部長にお伺いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 本県にお

けるキャッシュレス化の現状といたしまして

は、ＱＲコードを使ったスマホ決済などの新た

な取り組みは始まったばかりでありまして、小

規模な飲食店や観光施設等では、これから徐々

に進んでいくものと考えております。

キャッシュレス化の進展は、店舗業務の効率

化や県民の利便性向上、さらには外国人観光客

の受け入れによる地域経済の活性化といった側

面がある一方で、利用者側のプライバシー流出

の不安や店舗側の導入コストの負担といった課

題もあるところです。

県といたしましては、このような状況を踏ま

え、本年度初めて、国との共催で商店街や商工

団体の方々を対象としたキャッシュレスセミナ

ーの開催を予定しているところであります。今

後とも、このような取り組み等を通して、関係

団体等と十分に連携を図りながら、機運醸成に

努めてまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 安全性とスピーディーな決

済で、それにまたポイントが付与されるんです

ね。その楽しみがふえていくなど、使いなれる

と便利さがわかってきます。特に外国人客、つ

まりインバウンド対策には欠かせない取り組み

でありますので、普及啓発をお願いいたしま

す。

インバウンド効果を取り込むもう一つが、市

中免税店いわゆるタックスフリー（消費税還

元）への対応です。この件でも私は、京都府亀

岡商店街さんを調査してまいりました。ＪＲ亀

岡駅周辺の８店舗が免税店の許可を受け、各店

舗にかわって商店街組合インフォメーション窓

口で、旅券確認、購入記録の作成や、商品の包

装など一括サービスを行い、外国人客にとって

複数店舗の購入でも合算できる利点をアピール

できるとのことであり、今も免税加盟店を募っ

ているとのことでした。

免税手続一括カウンターの導入について、県

としてどのように取り組まれるのか、商工観光

労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 商店街な

どで、点在する店舗の免税手続を代行して行う

免税手続一括カウンターの導入は、外国人観光
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客の買い物しやすい環境が整備されることとな

り、東京オリンピック・パラリンピック等で増

加が見込まれる訪日外国人の消費を取り込む上

で、効果的な方策の一つだと考えております。

一方で、店舗側にとっては、一括カウンター

設置のための場所や人員の確保、免税手続後の

精算事務の発生など課題も多く、現在のところ

県内では導入に至っていない状況にあります。

県といたしましては、免税手続一括カウンタ

ーの導入に向けた県の補助制度等を活用したモ

デル的な取り組み等について、商店街や関係市

町村等と十分に連携を図りながら検討してまい

りたいと考えております。

○重松幸次郎議員 今お話があった免税手続の

清算事務、これはもう既にシステムができてい

て、そのシステムを購入するのに府が補助をし

たというふうなお話を伺っております。亀岡商

店街さんでは、そのほかにも組合インフォメー

ションや免税店で、多言語の自動翻訳機能を備

えたタブレット端末を置いて、外国人接客を強

化しているとのお話を伺いました。先ほどの免

税一括カウンターの導入も含めて、検討してい

ただきたいと思います。

インバウンド対応として、全国各地でクルー

ズ船の入港が急激にふえて、各港では大型船対

応の岸壁や、旅客ターミナルビルの建設が進ん

でいるようです。

港湾を活用した旅客や海外輸出も、今後さら

にふえていくと思われますが、本県の重要港湾

の整備についてどのように取り組んでおられる

のか、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 本県の３つ

の重要港湾につきましては、細島港は外国貿易

を初めとする東九州の物流拠点、宮崎港はフェ

リー輸送などによる南九州の物流拠点、油津港

は県南の物流拠点やクルーズ船の寄港地とし

て、それぞれの特徴を生かした整備を進めてお

ります。

細島港では、津波対策として防波堤の改良を

進めており、また、急増している原木輸出など

に対応するため、岸壁整備の早期事業化を目指

しているところであります。

宮崎港では、航路等の堆砂対策として防砂堤

の整備に取り組んでおり、今後、予定されてい

るカーフェリー大型化に対応するため、必要な

港湾施設の検討を進めているところでありま

す。

油津港では、大規模地震対策として岸壁の耐

震改良工事を進めており、22万トン級の大型ク

ルーズ船に対応した整備が昨年度完了し、今後

も受け入れ体制の強化に努めてまいります。

今後とも、これら３つの重要港湾が地域産業

の競争力強化と地域活性化につながるよう、よ

り一層の機能充実に取り組んでまいりたいと存

じます。

○重松幸次郎議員 防災対策と地域活性化のた

めにの重要な港湾整備、よろしくお願いしま

す。

宮崎マリーナの北突堤に延伸する防砂堤が完

成すると、マリーナ入り口に砂の堆積が減少

し、より県外からのビジター艇も利用しやすく

なり、さらに活気づいてくると期待しておりま

す。

ところで、ヨット関係者の方からお話があり

ました。「宮崎マリーナ以外の県内港湾（水深

３メートル以上ある県北、県南に１カ所ずつ）

でも気兼ねなく停泊させられるようにできない

か。なぜならば、ヨットの１日の平均移動距離

は約70マイル（130キロメートル）で、入港可能

な港を目指しながら、小刻みに入出港を繰り返
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して移動するが、特にしけのときや体調不良の

ときは停泊したいので」と、要望がありまし

た。

県内の港湾に、ヨットなどのビジター艇の受

け入れは可能か、県土整備部長にお伺いいたし

ます。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） ヨットなど

のビジター艇が寄港する場合は、必要な水深に

対応した係留施設での貨物船等の利用状況を、

あらかじめ、係留を希望される港湾を所管する

港湾事務所等に確認していただく必要がござい

ます。当該係留施設におきまして、貨物船等の

利用の予定がなく、所定の手続をとっていただ

ければ、受け入れは可能でございます。

○重松幸次郎議員 受け入れ可能ということ

で、ありがとうございます。

できましたら、１隻係留する場所を確保して

いただきたい。１隻でもいいんですね。２・３

隻と横づけをされるそうなんです。ですから、

バースをつくる必要はなく、１隻だけでも係留

できれば大変ありがたいと言われています。２

隻目、３隻目は、出航の時間によって自分たち

で話し合って入れかえをされると伺っておりま

す。またそのために、県としては、「宮崎県は

本当にビジター艇に優しいな」と言われるよう

に、「ビジター艇も歓迎！どうぞ御連絡くださ

い」と、県のホームページなどで広報してはど

うかと言われておりました。

それでは最後の項目、防災・減災についてで

ございます。

先日、宮崎県防災士ネットワークの総会に参

加しました。今現在、県内に4,211名の防災士が

おり、人口10万人当たりでは全国５位にあるそ

うです。防災意識向上のために、この際、「め

ざせ防災士取得・日本一！」を掲げてはどうか

と思います。

防災士をさらにふやすために、企業に勤めて

いる人や中高生にも、防災士養成研修を呼びか

けていくべきと思いますが、県の考えを危機管

理統括監にお伺いいたします。

○危機管理統括監（田中保通君） 本県では、

県内各地で防災士養成研修を実施しているとこ

ろですが、近年は、500名前後の方々が受講して

おり、本年５月末時点で、議員からもありまし

たように、4,211名が防災士として登録しており

ます。

研修を受講される方には、自治会や自主防災

組織に所属される方のほか、市町村や企業・団

体等における職場研修の一環として受講される

方もいらっしゃると伺っております。また、例

年、大学生等も受講しているようですが、今年

度は、高校生に養成研修を受講させたいという

門川町の意向を受けまして、門川町内の会場で

も養成研修を実施することとしております。

今後とも、さまざまな地域、職場、学校等で

活躍する防災士の養成を図るため、市町村や関

係団体・企業等と連携しながら、防災士養成研

修受講者の拡大に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○重松幸次郎議員 大分県では、防災対策強化

として、指定管理者施設の資格要件に防災士の

配置があり、配置済み６団体、配置予定・検討

が10団体、合計16団体に配置をするようです。

また、東京都教育委員会が、全国的に珍しい

高校生による防災士の養成に、2016年度から取

り組んでおられるようです。どうか、「目指せ

防災士日本一」の、さらなる啓発をお願いした

いと思います。

最後の質問になりました。６月は「土砂災害

防止月間」でありますけれども、河川や急傾斜
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地等に関する緊急情報を住民へどのように周知

・伝達されるのか、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 洪水や土砂

災害が発生するおそれがある場合は、住民の早

期避難が最も重要であります。このため県で

は、昨年６月から市町村長に直接、情報提供す

る「ホットライン」の取り組みを開始してお

り、避難勧告等の発令が的確に判断できるよう

支援しているところでございます。

また、河川水位計131基、監視カメラ57基を設

置し、インターネットを通じ、これらの情報を

提供しており、急傾斜地等につきましても、１

キロ四方ごとに色の変化で土砂災害の発生危険

度を提供しております。

さらに、国におきましては、個人の携帯電話

に洪水情報の緊急速報メールを配信する、

「プッシュ型配信」に取り組まれております。

このように、パソコンやスマートフォン等で

災害情報を提供することにより、県民みずから

の避難を促進しているところであります。今後

とも、さまざまな手段で緊急情報の提供を的確

に行い、防災対策に取り組んでまいりたいと考

えております。

○重松幸次郎議員 しっかり情報を把握し、住

民みずからが早期避難を行いたいと思います。

先日も震度４の地震が参りましたが、前回も

南海トラフの発生確率が30年以内に８割と言い

ましたけれども、それよりも日向灘沖の地震の

確率が高いのではないかと。

あとはＬ１という、Ｌ２よりもＬ１の津波対

策が今後、大変重要になってくるというよう

に、執行部とのお話の中でありましたけれど

も、このことにつきましては、次の議会で質問

させていただきたいと思います。

地球温暖化で異常気象はますます脅威となっ

ております。１人でも犠牲者がないことを祈り

ながら、全ての質問を終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

○ 原正三議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後１時０分開議

○ 原正三議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、田口雄二議員。

○田口雄二議員〔登壇〕（拍手） ６月議会の

初日に質問の機会をいただきました。県民連合

宮崎の田口雄二です。これまで、この壇上から

質問するときは、当たり前のようにいた速記を

されるお二方がいなくなっての初の議会です。

私にとりまして11年間の見なれた景色が変わ

り、大変寂しい気がいたします。

さて、４年前の９月議会で、延岡市出身の大

相撲の、当時まだ幕下の「琴恵光関」を紹介さ

せていただきました。その後、小さな体を強靭

な体に変身させ、十両での経験も十分積んで迎

えたさきの夏場所で、十両二枚目という難しい

位置にもかかわらず、11勝４敗の好成績を上げ

てくれました。次の名古屋場所で、本県出身で

は44年ぶりに新入幕が確実な状況です。さらに

精進して、横綱や大関との対戦をぜひ見せてほ

しいものです。県民の皆様の力強い応援をよろ

しくお願いします。

延岡にはもう一つ明るい話題があります。平

成２年の建設当時から要望していた延岡南道路

の値下げが決まり、今年度中に新料金体系に移

行することが、３月30日に国土交通省とＮＥＸ

ＣＯ西日本から発表されました。普通車が260円
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から240円、大型車が410円から280円へ、特大車

が930円から350円となります。普通車が20円し

か下がらなかったのは残念ですが、特大車と大

型車は大きく値下がりしました。特に特大車に

至っては、580円も値下げとなり、これまでの半

額以下になったことは実にありがたいことであ

ります。国道10号の土々呂地区の渋滞解消と、

高額料金を避けて県北最大の一ケ岡団地に流入

していた大型トラック等が減少することが期待

されます。団地の皆さんには、これまで多大な

御迷惑をかけてきましたが、これでかなり軽減

するのではないかと思っています。御尽力いた

だきました皆さん方に、心から感謝申し上げま

す。

それでは、通告に従い質問をしてまいりま

す。まず初めに、知事の政治姿勢からお伺いし

ます。

年末には知事選挙も予定されており、今年度

は知事の２期目の仕上げの年となります。そこ

で、私自身が、結構話題になりながらも最近そ

の動向を余り耳にしなくなっていることについ

て、３点お伺いします。

まず、東九州新幹線の取り組みについてで

す。大分県とともに調査費をつけて、新幹線が

本当に必要か否かも含めて大きな話題になりま

した。ところが、ＪＲ九州が株を上場し、経営

改善のために大幅減便のダイヤ改正の大なたを

振るったり、特急のワンマン化など、地域に厳

しい経営方針を示してきました。現状は、新幹

線の話題どころか、地域住民の足の確保とし

て、路線維持にきゅうきゅうとしているところ

です。また、長崎新幹線の建設に関しまして

も、フリーゲージトレインの開発断念で、建設

費の大幅アップが予想されています。そのよう

な中、東九州新幹線の取り組み状況はどうなっ

ているのか、知事にお伺いします。

延岡は、大変神楽が盛んなところで、至ると

ころで神楽が舞われております。神楽祭りのと

きなど、私は挨拶等の中で、宮崎県は東京オリ

ンピック・パラリンピックの開会式に「天岩戸

開き神話」を取り上げてほしいとオリンピック

関連先にお願いしていると、関係者に話をして

きました。神楽の関係者はその取り組みに大き

な期待を寄せ、楽しみにしています。平成24

年、2012年から取り組んできた記紀編さん1300

年事業は、オリンピックが開催される2020年が

締めくくりの年であり、記紀編さん1300年事業

の集大成として取り組むと、知事も御挨拶等で

も披露されていました。しかし、オリンピック

まであと２年となりましたが、現状がどうなっ

ているのか、最近の動きが見えてきませ

ん。2020年東京オリンピック・パラリンピック

開会式での「天岩戸開き神話」採用に向けての

取り組み状況を、知事にお伺いします。

次に、先日までラグビー日本代表やスピード

スケートナショナルチームが本県で合宿を行

い、選手たちのスポーツ環境のすばらしさをコ

メントする報道をたくさん見ました。２巡目国

体に向けて、さらに県内のスポーツ施設も充実

したものになると思います。そこで、屋外型ナ

ショナルトレーニングセンターの本県誘致を打

ち上げましたが、その後の取り組みがよく見え

ておりません。屋外型ナショナルトレーニング

センターの誘致について、現状と今後の取り組

みを、知事にお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終了します。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君） お答えします。

まず、東九州新幹線についてであります。東

九州新幹線は、可能性を将来につなぐ観点か
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ら、整備計画路線への格上げに向けて、国に対

し、毎年、要望活動を行っておりまして、本年

１月にも、４県１市で構成します東九州新幹線

鉄道建設促進期成会の会長という立場で、国土

交通省に対し、整備計画路線への格上げ等を要

望したところであります。新幹線の整備は、長

い時間軸でもって取り組んでいくべき課題であ

ります。全国の整備路線の進捗が進んでいるこ

とも踏まえ、東九州地域の発展に向け、今後も

引き続き、４県１市の連携した取り組みとしま

して、国に対してアピールし続けていくことが

大事であると考えております。

次に、東京オリンピック・パラリンピックの

開会式についてであります。開会式で「天岩戸

開き神話」が採用されますと、日本の神話への

興味・関心が高まるとともに、本県をアピール

する絶好の機会になるものと考えております。

このため、県といたしましては、国立能楽堂

や九州国立博物館などで神楽公演を行い、その

魅力を全国に発信しているところでありまし

て、これについては、強い手応えを感じている

ところであります。また、開会式への神話・神

楽、そういったものの採用につきまして、国や

大会組織委員会などに対し、提案・要望を行っ

ているところでありまして、私がリーダーを務

めます全国知事会のスポーツ・文化・観光プロ

ジェクトチームにおきましても、具体的な要望

の項目に盛り込んで、要望活動を行っていると

ころであります。

このような取り組みにより、関係者にはこう

いった本県の提案を認識していただき、徐々に

その認識が広がりつつあるということを感じて

おりますが、開会式またその他のセレモニーに

向けて、どのような検討過程にあるかについて

は、まだ公表されていないところでありますの

で、引き続き、開会式を初め、その他関連セレ

モニー等において、神話や神楽を取り上げてい

ただけるよう、継続的に取り組んでまいりたい

と考えております。

最後に、屋外型ナショナルトレーニングセン

ター、いわゆる「屋外型ＮＴＣ」についてであ

ります。屋外型ＮＴＣにつきましては、昨年３

月に策定されました国の第２期スポーツ基本計

画におきまして、冬季や海洋・水辺系とあわせ

て、「あらゆる可能性の中で検討を進める」と

され、整備方針までは示されない中、先月もス

ポーツ庁へ誘致活動を行うなど、機会あるごと

に国等へ要望を続けているところであります。

平昌オリンピックの後に、冬季型のＮＴＣにつ

いて選手の間から声が上がった、これも記憶に

新しいところであろうかと思います。

本県としましては、競技団体等から賛同を得

る、また声が上がっていくことも大変重要であ

ると考えておりまして、先月、本県で開催され

たＪＯＣ主催の「競技別ＮＴＣ合同ミーティン

グ」におきまして、代表チームや競技別強化拠

点の関係者に、私みずから、日本代表の受け入

れ実績等とあわせて、屋外型ＮＴＣの本県への

誘致につきましてＰＲを行ったところでありま

す。

このミーティングでは、本県の合宿環境等を

高く評価する声を多数いただいたところであり

まして、今後、こうした声を、合宿誘致はもと

より、屋外型ＮＴＣの誘致活動にも積極的に生

かしながら、粘り強く要望し、実現を目指して

まいりたいと考えております。

○田口雄二議員 ありがとうございました。新

幹線は長い取り組みになることでしょうが、Ｊ

Ｒ九州の今後が心配です。大変厳しい方針に転

換し、収支の厳しいところを利便性の悪いダイ
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ヤにして、さらに利用者を減らして、いずれ廃

線にしようとしているのではないかと思ってし

まいます。先日、総務政策常任委員会の県南調

査で吉都線の小林駅に行ってまいりました。駅

や駅前再開発を済ませ、さあこれからと思った

やさき、ダイヤ改正で大幅な減便になったと、

宮原新市長が嘆いておりました。特急のワンマ

ン化にしても、先日の新幹線での殺人事件を見

ると、運転手１人だけというのは、事件や災害

時にはどうなるのかと本当に心配です。ただこ

の問題は、我が会派の太田議員の専門分野です

ので、これでこの話は終わります。

東京オリンピック・パラリンピックの開会式

に「天岩戸開き神話」採用の件は、もう余り時

間がありません。今回の開会式のイベントの総

合プロデューサーがまだ決まっていないと聞い

ております。高千穂で観光神楽を見に行くと、

日本人より香港や台湾の外国人のほうが多いの

には驚かされます。開会式に採用されますと、

さらに外国人の関心も高まるのではないか、ま

た日本人も再認識するのではないかと思いま

す。粘り強い取り組みをよろしくお願いしま

す。

記紀編さん1300年事業は、オリンピックが開

催される2020年が締めくくりの年です。2020年

の集大成に向けた記紀編さん1300年記念事業の

取り組み状況について、再度、知事にお伺いし

ます。

○知事（河野俊嗣君） 記紀編さん記念事業に

つきましては、古事記や日本書紀にまつわる歴

史的・文化的資源を本県の宝といたしまして、

これまで磨き上げを行ってまいりました。今年

度からは、「神話の源流みやざき」ブランドを

定着させるための最終段階に入っているところ

であります。

このような中、神楽や古墳の世界遺産登録を

視野に入れた取り組みも進めておりまして、こ

のたび、西都原古墳群などが本県初の日本遺産

に認定されましたことは、これまでの取り組み

の成果の一つであると考えております。

この記念事業の集大成となる2020年は、東京

オリンピック・パラリンピックも開催され、海

外からの注目度も高まるわけでありまして、こ

の機会を活用しまして、日向神話や神楽などを

国内外に積極的に発信し、観光誘客や地域活性

化に結びつけるとともに、あわせて、次世代に

継承される取り組みというものも進めてまいり

たいと考えております。

○田口雄二議員 古事記や日本書紀は多くの舞

台が宮崎であるということは、県民にも大分知

られるようになりました。1300年記念事業が終

わっても事業が引き継がれていきますよう、よ

ろしくお願いします。

昨年、２巡目国体の県有主要３施設の整備に

ついて、県は大英断を決断してくれました。開

会式などを行うメーン会場になると思われる陸

上競技場は都城市山之口町、体育館は延岡市、

そしてプールは宮崎市と決まりました。宮崎市

の一極集中から、分散がようやく決まりまし

た。８年後の宮崎国体というとまだまだ先のよ

うにも見えますが、当然１〜２年前には完成さ

せておき、本番前のプレ大会等の実施も考えら

れます。また、予定地にはどんな遺跡が出てき

て、調査に時間を要するかもわからない等々の

ことも考えられます。また、建てかえでも駐車

場の増設など用地買収も発生しますので、そん

なに時間的に余裕があるとは思えません。２巡

目国体に向けた県有主要３施設の整備につい

て、現在の進捗状況と今後のスケジュールを、

総合政策部長に伺います。
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○総合政策部長（日隈俊郎君） ３施設のう

ち、陸上競技場と体育館につきましては、その

整備地であります都城市及び延岡市と、共同整

備に向けた調整を円滑に行うため、それぞれ検

討会を設置いたしまして、施設の配置や整備手

法等について随時検討を進めてきております。

また、プールにつきましては、宮崎市内の県

有地を候補地としておりますが、民間事業者と

の対話を実施いたしまして―今募集中でござ

いますが―この民間事業者との対話におい

て、ＰＦＩによる整備の可能性や、コスト縮減

等について意見をいただくなどの取り組みを行

いながら、整備内容の検討を進めてまいりたい

と考えております。

現在、基本計画の策定を進めておりますが、

陸上競技場については本年９月を目途に、ま

た、体育館とプールについては今年度末を目途

に取りまとめてまいりたいと考えており、その

後、設計や建設工事等を進めていくこととして

おります。

○田口雄二議員 今年度中に基本計画が３施設

ともまとまり、具体的に前に進むことがわかり

ました。よろしくお願いいたします。

それでは次に、医療福祉行政について伺いま

す。

私は昨年の２月議会の代表質問で、宮崎市や

都城市のドクターカーの現状を伺い、稼働率の

高さから県立延岡病院と日南病院に導入できな

いのかと要望させていただきました。しかし、

そのときは、救命率の向上を図る上で導入が望

まれるが、両病院ともに医師が十分充足されて

いない現状では難しいとの病院局長の答弁でし

た。

ところが、その後、延岡病院では医師の増加

により、延岡市との連携で４月18日よりドクタ

ーカーが導入されました。御尽力に心から感謝

申し上げます。延岡市消防本部から出動した緊

急車両が、県立延岡病院で医師と看護師を乗

せ、救急現場に向かうというピックアップ方式

です。導入以来、約２か月が経過いたしました

が、ドクターカーによる県立延岡病院における

救命救助現場への医師投入の取り組み状況につ

いて、病院局長にお伺いします。

○病院局長（桑山秀彦君） 御質問にもありま

したように、県立延岡病院では、救命率の向上

と後遺症の軽減を図ることを目的といたしまし

て、延岡市消防本部と連携して、病院の医師等

が、消防からの要請を受けて消防本部の緊急車

両に同乗して現場に向かい、現場または合流後

の救急車両内において医療行為を行っていると

ころでございます。

本年４月中旬の取り組み開始から６月７日ま

での間に６件の出動を行いまして、頭部外傷や

心肺停止の患者などの治療を行っております。

取り組みがスタートしまして間もない状況の

中で、消防当局と病院との間で出動要請を行う

判断基準が一致していない場合があるなどの課

題が挙げられておりますが、今後、両者で意見

交換を行いながら、より効果的な活用が図られ

るよう努めてまいりたいと考えております。

○田口雄二議員 医師がふえたこともあります

が、県立宮崎病院でドクターカー導入に尽力さ

れた先生が、現在は延岡病院に来ていると伺い

ました。そのことによりましてこの事業が実現

したようです。まだまだ実績は少ないですが、

消防署と連携を強めて、経験を重ねて実績を上

げていただきたいと存じます。

次に、４月29日の宮崎日日新聞に、「本年度

「臨床研修医」県内病院で始動 地域医療支え

る若い力」と称して、今年度からの２年間の医
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療現場で実践を積む臨床研修制度を本県で始め

た研修医が、一人一人顔写真入りで紹介されて

いました。県内の医師は他県と比べても高齢化

が進んでおり、研修医の諸君は、多くの経験を

積んでスキルアップの上、そのまま県内に残っ

ていただきたいものです。そこで、県立３病院

の臨床研修医のマッチング結果と採用につい

て、病院局長に伺います。

○病院局長（桑山秀彦君） 昨年度の県立病院

における臨床研修医のマッチング状況は、宮崎

病院が定員16名に対して12名、延岡病院が定員

４名に対して３名、日南病院が定員７名に対し

て５名の計20名でありまして、その後の国家試

験を経て、全員が本年４月に採用となり、マッ

チング制度が始まった平成15年度以降、過去最

高の結果となりました。さらに、今年度、自治

医科大学卒業生４名も研修に加わっておりま

す。

病院局では、臨床研修医確保のための取り組

みとして、毎年度、東京や大阪などで開催され

ます病院の合同説明会への参加や、県立病院見

学バスツアーなどを実施しているところであり

ますが、今回の臨床研修医の増加は、そうした

取り組みの成果があらわれたのではないかと考

えております。

臨床研修医の確保は、地域医療を支える人材

を確保・育成する上で極めて重要でありますの

で、今後とも、関係機関と連携しながら、しっ

かり取り組んでまいりたいと考えております。

○田口雄二議員 県立３病院の研修医の採用は

過去最高で、延岡病院にも３名も研修医が来て

くれました。３名も来るのは初めてでございま

す。ありがとうございました。県立病院の研修

医はいい結果が出ましたが、次からの質問は

ちょっと心配な内容です。

医師になるのには、６年間の大学医学部を卒

業して医師国家試験に合格し、２年以上の臨床

研修制度が必修となります。臨床研修制度を修

了すると、各診療領域の専門医を目指すのが一

般的です。その専門医制度が、さまざまな紆余

曲折を経て、今年度から新たな制度に変更され

てスタートしました。この制度は既に幾つかの

問題点が指摘されておりますが、その中でも最

も問題とされるのが、地域や診療科の偏在が助

長され、地域医療への影響が心配されることで

す。本県は既に地域偏在が大きく、この新専門

医制度の今後を危惧しているところです。そこ

で、平成30年度から新しい専門医制度がスター

トしましたが、本県で専門研修を開始した医師

の状況について、福祉保健部長にお伺いしま

す。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 日本専門医

機構の発表によりますと、平成30年度から本県

で専門研修を開始する医師数は、県内で臨床研

修を修了した医師が32名、県外で臨床研修を修

了した医師が５名の計37名となっており、残念

ながら全国最下位となっております。

このようなことから、国に対し、臨床研修及

び専門研修制度において、医師少数地域への適

正な配置を行うよう強く要望するとともに、県

としましても、専門研修資金貸与を行うなど、

専門医確保に向けた取り組みを推進していると

ころでございます。

また、県内で臨床研修を受けた医師が、その

まま専門研修を受ける割合が高いことを踏ま

え、今後とも、宮崎大学医学部や県医師会等と

連携しながら、医師確保に取り組んでまいりた

いと考えております。

○田口雄二議員 残念ながら全国最下位、心配

された影響が早速出ました。４月号の県医師会
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の機関紙「日州医事」で、河野雅行会長が懸念

されたとおりになったことを憂いています。

次に、これまで、宮崎大学医学部への本県出

身者が少ないことが本県の医師不足の要因の一

つではないかと、その対策を進めてきました。

一番少ないときは16％という危機的な状況が

あったこともありますが、地域枠を創設し、さ

らに地域特別枠を設けるなどしたことにより、

成果が出てまいり、本県出身者は増加してまい

りましたが、宮崎大学医学部医学科への本県出

身者の過去５年間の状況を、福祉保健部長に伺

います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 宮崎大学医

学部の本県出身の入学者数でございますが、定

員110名中、平成26年度が39名、平成27年度が38

名、平成28年度が40名、平成29年度が34名、平

成30年度が31名となっておりまして、過去５年

間で４割に満たない状況となっております。

○田口雄二議員 地域枠は３年連続で定員に届

いておりません。本県の医師確保の政策とし

て、地元の子供に宮崎大学医学部に入学しても

らい、医師国家試験合格後は県内で臨床研修制

度を実施してもらい、そのまま県内で医師とし

て残ってもらうようにするものでした。それが

崩れつつあるのではないか心配です。宮崎大学

医学部医学科の本県出身者が昨年度より減少し

ていることについて、教育長の御見解を伺いま

す。

○教育長（四本 孝君） 本県出身の宮崎大学

医学部医学科への入学者につきましては、年度

によって増減がありますけれども、医師の確保

は県政の緊急かつ重要な課題でありまして、そ

のためにも、地元宮崎大学への進学者をふやす

ことが必要であると考えております。

このため、各学校におきましては、進路説明

会や三者面談等を通じまして、高校生が県内の

医療について知る機会をより一層ふやし、本県

の医師不足の現状をしっかりと捉えられるよう

に、努めてまいりたいと考えております。

○田口雄二議員 本県から、毎年、大体100名近

くが医学部へ進学しているものと思います。先

ほどの宮崎大学医学部の本県出身者、ことし

は31名ですので、約70名、約70％の学生が他県

に流れているのではないかと推測されます。昨

年の清山議員の質問では、鹿児島大学や沖縄の

琉球大学では６割以上の地元出身者を維持して

いると紹介しています。本県の倍以上の地元率

です。本県では地域枠、地域特別枠がそろった

平成21年ごろから、地元率が高くなってきまし

たが、平成23年の40.9％をピークに、その後は

低迷しています。改めて、宮崎大学医学部医学

科の本県出身者の増加に向けて、教育委員会と

してはどのように取り組んでいるのか、教育長

に伺います。

○教育長（四本 孝君） 宮崎大学医学部医学

科の本県出身者の増加に向けた取り組みとしま

して、平成18年度入試からの地域枠推薦入試、

平成21年度入試からの地域特別枠推薦入試の導

入を受けまして、県といたしましては、制度の

理解を促し、積極的な利用を進めてまいりまし

た。

例えば、推薦入試制度の趣旨や目的につきま

して、宮崎大学医学部の実施するオープンキャ

ンパスに職員を派遣し、生徒や保護者に向けて

説明を行っております。さらに、平成23年度か

ら延岡高校の理数科をメディカル・サイエンス

科に改編するなど、医師確保という地域課題の

解決や、より質の高い学びを提供する体制を整

えたところでございます。

今後も、宮崎大学や関係機関と連携を図りな



- 47 -

平成30年６月13日(水)

がら、本県医療を担う人材の育成に取り組んで

まいりたいと考えております。

○田口雄二議員 先ほど鹿児島大学の医学部と

琉球大学の医学部の件を出しましたが、６割以

上をずっと維持していると。そのあたりがなぜ

なのかということも、研究することが必要では

ないかと思いますので、御検討よろしくお願い

いたします。

次に、知事に伺います。宮崎大学医学部の本

県出身者が徐々に減少しており、今年度は31名

で、またしても３割を切りました。新専門医制

度がスタートしましたが、本県で専門研修を開

始する医師は37名、全国最下位です。この新制

度は、既に幾つかの問題点が指摘されておりま

す。再度申し上げますが、最も問題とされるの

が、地域や診療科の偏在が助長され、地域医療

への影響が心配されることです。これまで本県

が進めてきた医師確保の政策が大きく揺らいで

きています。知事の認識をお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘がありました専

門研修や宮崎大学医学部入学者の状況というも

のは、地域医療の将来を担う若手医師の確保対

策に取り組んでいる中、非常に厳しい結果であ

ると、重く受けとめているところであります。

今年度から開始された専門研修につきまして

は、今後、その要因の分析に取り組み、対策を

講じていくこととしておりますが、まずは、先

日国に対して、原則、専門研修を出身大学の地

域で受けるような仕組みを構築できないかと、

提案したところであります。

また、医学部進学を希望する中高生に対しま

しては、フォーラム開催等を通じまして、本県

の地域医療を担う医師を養成する宮崎大学医学

部の魅力をしっかりと伝えることで、本県出身

者の割合を高めていきたいと考えております。

今後とも、中高生、医学生、臨床研修医と

いった各段階ごとに、関係機関が連携して、オ

ール宮崎で取り組んでまいります。

○田口雄二議員 今回のやりとりで担当職員に

聞きましたが、本県で専門研修を開始する医師

が37名、全国最下位というのは、知事もかなり

気にしているとのことでしたので、今後の取り

組み、よろしくお願いいたします。

宮崎大学医学部の本県出身者の減少、新専門

医制度等、宮崎の将来の医療に不安が出るよう

な事例が重なってきました。医師確保、関係機

関の連携、オール宮崎での取り組み、よろしく

お願いします。

次に、産業振興に移ります。

昨年度からスタートした奨学金返還支援事業

について質問します。社会的な問題になってい

る奨学金返還の重い負担軽減と若者の県内企業

への就職を促進し、今後の地域や産業の担い手

を確保し、本県経済の活性化により地方創生の

実現を図ろうとするものです。貸与を受けた奨

学金の２分の１を上限に、県内企業に就職した

１年目、３年目、５年目に、県と企業から給付

するものです。支給総額の４分の１を企業が、

４分の３を県が負担します。昨年度からスター

トした奨学金返還支援事業について、初年度の

支援企業認定及び支援対象者決定の実績につい

て、総合政策部長にお伺いします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 初年度の実績

でございますが、本事業に登録し返還支援を行

う支援企業について、応募のあった県内企業35

社全てを認定するとともに、これらの企業に就

職し奨学金の返還義務のある大学生等19名を支

援対象者として決定したところであります。

○田口雄二議員 19名の支援対象者ということ

ですが、募集枠が40名見込まれていたので、21
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名分の枠を学生や企業が活用できなかったとい

うことになります。初年度の事業でしたので、

学生たちがこの事業の存在を知らなかったのだ

と思いますし、企業側もうまくＰＲできなかっ

たことが予想されます。昨年度の実績を踏ま

え、この支援事業のさらなる活用を図るため、

今後どのように取り組むのか、再度、総合政策

部長にお伺いします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 今お話のあっ

たとおり、本事業のさらなる活用を図るため、

まずは、今年度の支援企業として、昨年度の35

社を大幅に上回ります62社を認定することによ

り、若者にとって、より利用しやすいものとし

たところであります。

また、今後、支援対象者の募集に当たりまし

ては、県内外の大学等へのＰＲチラシの送付や

就職説明会における相談ブースの設置に加え、

事業の周知を図るためのイベントを複数回開催

するほか、多様なＳＮＳを活用するなど、広報

活動の充実・強化に努めることとしておりま

す。

このような取り組みを通じまして、学生や保

護者、教育関係者等への周知を図ることはもち

ろんのこと、宮崎のよさや県内企業の魅力を効

果的に伝えることによりまして、若者の県内定

着を促進し、宮崎の将来を担う産業人材の確保

につなげてまいりたいと考えております。

○田口雄二議員 ＰＲのほうをしっかりよろし

くお願いいたします。今年度は予定した募集枠

を全て使えるようによろしくお願いします。

次に事業承継の取り組みについてお伺いしま

す。

この質問は３回目となります。本県は、倒産

に至らなくても事業継続を断念して、休廃業・

解散を選択する企業が実に多く、全国でワース

ト２位です。帝国データバンクによります

と、2017年で330件、倒産件数の12.7倍です。後

継者問題や代表の高齢化が深刻化して、業種で

は建設業が125件と４割近くを占めています。休

廃業・解散した県内業者の売上高合計は約149億

円、従業員数合計は約850人と見られます。事業

承継の現状と県の取り組みについて、商工観光

労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 昨年、県

が60歳以上の経営者を対象に実施したアンケー

ト調査では、回答者の約半数が、「自分の代で

廃業予定」あるいは「後継者未定」としてお

り、経営者の高齢化が進行する中で、円滑に事

業承継が行われなければ、雇用の場や地域経済

の活力が失われていくものと認識しておりま

す。

このため、県ではことし４月に、これまでの

関係機関連絡会議を発展させ、宮崎県事業承継

ネットワークを立ち上げたところであります。

その中で、経営者に計画的な準備を促す事業承

継診断、また、税理士等の専門家による高度な

支援に至るまで、宮崎県事業引継ぎ支援センタ

ーを中心として、切れ目のない支援を行うこと

としております。

県としましては、今後とも、関係機関と連携

・協力し、円滑な事業承継の推進に、しっかり

と取り組んでまいります。

○田口雄二議員 国や市町村、商工団体や金融

機関など48機関から成る関係機関連絡会議をさ

らに発展させ、県事業承継ネットワークを立ち

上げたそうですが、地域経済のためにも、円滑

な事業承継をよろしくお願いいたします。そこ

で、宮崎県事業引継ぎ支援センターの実績につ

いて、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 宮崎県事
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業引継ぎ支援センターの実績につきましては、

平成27年８月の開設から平成30年３月末まで

で、親族内承継、従業員承継及び第三者承継に

関する相談件数が296件、そのうち、センターと

して支援し、事業承継の成約に至ったものが９

件となっております。

○田口雄二議員 相談件数が296件もあったと聞

きましたが、事業承継の成約に至ったものが９

件しかなかったと、今答弁がございました。相

談件数に比べて成約件数が少ない要因につい

て、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 事業引継

ぎ支援センターの相談件数につきましては、昨

年度、積極的な周知を行いまして、平成28年度

の68件から195件と、約３倍に増加したところで

あります。これらの相談は、親族内承継、従業

員承継、第三者承継を広く受け付けているもの

であります。

このうち、当該センターが支援対象とする第

三者承継につきましては、中長期的な支援が必

要なものや、専門家による高度な支援が必要な

ものが多く、相談後すぐ成約に結びつくこと

は、難しい状況にございます。そのため、同セ

ンターでは、今年度から、人員体制をさらに強

化するとともに、事業承継ネットワークを通し

て、支援を強化することとしております。県と

しましては、これらの取り組みにより、今後、

成約の積み上げが図られるものと考えておりま

す。

○田口雄二議員 事業承継の取り組みがかなり

強化されてきたことを確認できました。これか

らどんどんマッチングが進んでいくものと思い

ます。期待をしておりますので、どうぞよろし

くお願いいたします。

次に、開放特許について質問いたします。

開放特許とは、企業や大学、研究機関が公開

する特許の一つです。比較的安価で技術を導入

できます。せっかくの発明も休眠させていて

は、経済、金融、産業などに大きなつながりを

見出せません。大手企業は多くの特許権を所持

しており、自社で実施しない特許権は他社に実

施を認め、ライセンス収入を得るほうがよい場

合もあります。

中小企業が自力で技術開発をしていくこと

は、資金面等々から至難のわざです。開放特許

を活用した企業支援の取り組み状況について、

商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 人材、資

金面で開発力の弱い中小企業におきましては、

大企業等の開放特許を活用した製品開発は、不

足する技術を比較的安価に入手できることや、

大企業のブランド力で自社の知名度を補うこと

ができるなど、大きなメリットがあり、「川崎

モデル」で知られる川崎市が先駆的に取り組ん

でいるものであります。

本県におきましては、川崎市との連携協定の

取り組みの一つとして、このノウハウの提供を

いただきながら、28年度から「知財ビジネス

マッチング」として実施しておりまして、昨

年、延岡市の企業が、オフィス家具の大手企業

とライセンス契約を締結し、立ち上がり補助機

能つきの椅子の開発を進めているところであり

ます。

県といたしましては、引き続き関係機関と連

携を図りながら、このような開放特許を活用し

た県内中小企業の付加価値の高い製品づくりを

支援してまいりたいと考えております。

○田口雄二議員 今回の質問で初めて知ったの

ですが、川崎市との連携協定は、本県の杉材の

活用等ばかりだと思っていました。このような
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部門まで広がっているとは初めて知りました。

開放特許は、中小企業にとりまして心強い制度

でもあります。延岡市の例も、商品化がうまく

進めばと思っております。さらに川崎市と連携

を深めて、さまざまな分野で御教授願えたらと

思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

次に、警察行政について伺います。

本県の東九州道は片側１車線がほとんどで、

上下線の中央には簡易なラバーポールが立って

いるだけで、反対車線への飛び出しによる死亡

事故などの大きな事故が発生していました。こ

の対策を求めて、衝撃の緩和性能を持つワイヤ

ロープの設置の声が上がり、ＮＥＸＣＯ西日本

より一部に設置されました。設置されて約１年

が経過いたしましたが、東九州自動車道のワイ

ヤロープ設置後の交通事故の状況について、警

察本部長にお伺いします。

○警察本部長（郷治知道君） 平成29年６月３

日までに、東九州自動車道の宮崎西インター

チェンジから門川インターチェンジ間の10か

所、合計11.6キロメートルの簡易中央分離帯に

ワイヤロープが設置されております。

同日以降１年間で、この設置区間での当該ワ

イヤロープに接触した交通事故が12件発生して

おりますが、全て車両単独による物損事故と

なっておりまして、対向車との衝突や接触など

人身事故の発生は１件もない状況であります。

設置前１年間では、同区間において、車が対

向車線に進出するなどした人身事故が３件発生

しておりました。

設置の効果を判断するためには、設置者等に

おいて、他県の高速道路におけるワイヤロープ

の設置区間の状況等を踏まえた検証等が必要か

と考えられますが、県内の現在までの状況は、

前述のとおりでありますので、今後とも、こう

した状況が続くことを期待したいと考えており

ます。

○田口雄二議員 大型車の事故はなかったよう

ですが、乗用車の12件は反対車線への飛び出し

も全くなかったようですし、人身事故もなかっ

たと。非常に安全性が確認できたと思っており

ます。私は、門川南スマートインター建設中の

現場での飛び出しによる死亡事故の際は、その

直前を走っておりました。私が事故に遭ったか

もしれないと心配する声もありましたが、今聞

きましたら、安全性が非常に高まり、ありがた

く思っています。

次に、ユネスコエコパーク登録に伴い、祖母

・傾・大崩山系の関心が大きく高まりました。

現在山登りブームもあり、ＮＨＫの衛星放送等

でも日本百名山等が放映されています。大崩山

では、ユネスコエコパーク登録後すぐに死亡事

故が発生しています。ユネスコエコパーク登録

に伴い、祖母・傾・大崩山系の山岳遭難事故の

発生状況と警察で行っている訓練等について、

警察本部長にお伺いします。

○警察本部長（郷治知道君） 平成29年中の祖

母・傾・大崩山系での山岳遭難事故の発生は、

８件10名です。このうち、転落事故が２件２

名、道に迷った事案が６件８名です。転落事故

の当事者はいずれも男性で、まことに残念なが

ら１名が亡くなられ、もう１名が重傷を負って

おります。平成29年のうち、６月のユネスコエ

コパーク登録以降の山岳遭難事故の発生は、４

件４名でありまして、２件の転落事故も含んで

おります。また、本年は、５月末現在１件１名

で、登山中に足を捻挫された方を救助しており

ます。

警察が行っている訓練は、県内13警察署に山
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岳救助班を編成しておりまして、本年これまで

に、延岡警察署を初め、３警察署において山岳

遭難救助訓練を実施しています。また、毎年、

各警察署の担当者を集めて、専門の知識・技能

を有する県警機動隊員指導による「山岳遭難救

助指導者研修会」を実施しまして、山岳遭難が

発生した際の捜索・救助活動に備えておりま

す。

○田口雄二議員 ３つの山、特に大崩は、九州

一危険な山とも言われております。山登りの知

識にたけた経験豊富な人としか登れない危険な

山です。事故防止の啓発もよろしくお願いいた

します。

次に、人材確保について質問します。

人材不足、人手不足が連日のように報道され

ております。少子高齢化の上、好景気で企業に

人材をとられ、県職員等の競争倍率にも影響が

出ています。県職員採用試験の競争倍率が低下

しているようですが、その推移及び要因につい

て、また受験者を確保するためにどのような取

り組みを行っているのか、人事委員長に伺いま

す。

○人事委員長（濵砂公一君） 県職員採用試験

の競争倍率でございますけれども、昨年、平

成29年度は、大学卒業程度全体で3.9倍でござい

ました。５年前よりも2.6ポイント低くなってお

ります。この要因につきましては、民間企業の

採用意欲が強く、できるだけ早く学生等を確保

しようとする動きが活発化していること、ある

いは同じ公務員の中でも国や市町村との競合が

あることなどが考えられます。

このため、ホームページ等による広報の充実

はもとより、大学等での説明会への参加、技術

系の学生に対する相談対応、さらには、技術系

職種の試験において、教養試験の負担軽減を図

るなど、受験者確保対策に取り組んでいるとこ

ろでございます。また、早い時期から県の仕事

に興味を持ってもらうために、高校生等に対す

る出前講座を実施し、やりがいや魅力等につい

て発信しているところであります。今後とも、

関係部局と連携し、優秀な人材の確保に努めて

まいります。

○田口雄二議員 大企業の少ない本県において

は、県庁は親にも勧められ、競争倍率も非常に

高く安定した人気の就職先でした。県のシンク

タンクの機能が損なわれないように、優秀な人

材確保をよろしくお願いします。

次に、警察官の採用状況を伺います。今回、

本県の警察官採用については、ちょっとマスコ

ミで話題になりました。警察官採用試験の競争

倍率が低下しているようですが、その推移につ

いて、また、受験者を確保するためにどのよう

な取り組みを行っているのか、警察本部長に伺

います。

○警察本部長（郷治知道君） 平成29年度の警

察官採用試験の競争倍率は、大学卒業を対象と

する警察官Ａが4.2倍、高校卒業を対象とする警

察官Ｂが3.8倍となっておりまして、５年前と比

較しますと、警察官Ａが0.8ポイント、警察官Ｂ

が1.6ポイント下がっております。

県警では、このような厳しい採用情勢を踏ま

えまして、平成29年度から採用試験において身

長・体重の身体基準を撤廃しまして、今春、従

来の制度では受験することができなかった男性

２名、女性１名を採用しております。そのうち

２名は、関西の出身ですが、「警察官になりた

い」という志を持ち続け、本県の身体基準が撤

廃されたことを機に受験しております。

今後も、優秀な人材を幅広く採用できるよ

う、社会情勢に応じた試験制度の見直し等を検
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討していきたいと考えております。

○田口雄二議員 先ほども申し上げましたよう

に、今回の身体基準の撤廃は、マスコミでも話

題になりました。正義感に燃える優秀な人材確

保をよろしくお願いします。

将来の宮崎を背負って立つ子供たちの教員の

採用状況について伺います。教員採用選考試験

の競争倍率が低下しているようですが、その推

移及び要因について、また、受験者の確保の取

り組みをどのように行っているのか、教育長に

お伺いします。

○教育長（四本 孝君） 教員採用選考試験の

競争倍率につきましては、平成25年度は10.6倍

でありましたが、29年度が4.7倍となっておりま

して、5.9ポイント下がっております。これは、

ここ数年の退職者の大幅な増加に伴い、採用予

定者数がふえていること、これに加えまして、

応募者数が少しずつ減っているためと捉えてお

ります。

県教育委員会では、人材を確保するため、本

年度から、受験年齢の制限を実質的に撤廃する

とともに、他県の現職教員などを対象とした特

別選考試験の出願要件を緩和するなど、より受

験しやすい環境を整えたところであります。ま

た、本年度からは、大学生などを対象としたガ

イダンスを県内外で実施することとしており、

引き続き、優秀な人材の確保に努めてまいりた

いと考えております。

○田口雄二議員 受験年齢の制限を59歳まで広

げたと聞いておりまして、私もまだ受験する資

格があるんですよね。いろいろな要因があり、

単純に競争倍率だけでは比較できませんが、平

成25年度に10倍以上あったものが、平成29年度

ではわずか４年で５倍を切るというのは、本当

に大丈夫かと心配になります。忙し過ぎる先生

やモンスターペアレント等の話がマスコミ等で

よく取り上げられるので、人気が落ちたりして

いないのか不安になります。

教員の大量退職の話がよく出てきますが、現

在は再任用制度があり、定年後も延長しての雇

用が大変多くなってきております。教職員の再

任用の状況について、教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 平成29年度末、退職

者における、本年度の再任用の状況につきまし

ては、小学校は、退職者146人に対しまして、再

任用者60人、率にして41.1％。中学校は、退職

者68人に対しまして、再任用者26人、率にし

て38.2％。県立学校は、退職者64人に対しまし

て、再任用者38人、率にして59.4％であり、合

計いたしますと、退職者278人に対しまして、再

任用者124人、率にして44.6％となります。

○田口雄二議員 教職員の再任用の比率は、さ

まざまな理由があって、県職員などと比較する

と、残念ながらかなり低いようであります。こ

れも教員不足の要因の一つと思えるところでご

ざいます。

次に、本県における外国人技能実習生の状況

を伺います。

先日、インドネシアのジャカルタに参り、公

益社団法人「日本・インドネシア経済協力事業

協会」、通称「ジーク」を調査してきました。

宮崎県庁の近くにはジークの南九州支局があり

ます。元理事長が宮崎市赤江の出身で、黒木さ

んという方ですが、そういう関係もありまし

て、宮崎県出身の職員も多くいらっしゃいまし

た。ここは、インドネシアの若者を日本へ技能

実習生として送り出すところです。３カ月半の

日本語と日本に関する教育となる事前研修を行

い、日本に入国後さらに１カ月の講習を経て、

企業実習に臨むものです。
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若者たちの教育現場を見てみると、短期間で

日本語をかなり話せるようになっており、そし

て、日本に来て自炊するための調理実習も受け

ていました。その中で、もうすぐ門川町の魚の

加工場、都城市の農産物の加工場に行くという

実習生を紹介されました。インドネシア人と聞

くと、宮崎では漁船に乗っている実習生のイメ

ージが強かったのですが、人手不足の日本の要

望もあり、さまざまな職種で実習しているよう

です。本県においても、かなりの外国人技能実

習生が入っていることを実感させられました。

そこで、本県における外国人技能実習生の人数

の推移等を、商工観光労働部長にお伺いしま

す。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 宮崎労働

局によりますと、本県の外国人労働者数は、各

年10月末時点で、平成27年は2,119人、28年

は2,602人、29年は3,490人となっており、この

うち、外国人技能実習生につきましては、平

成27年は1,371人、28年は1,704人、29年は2,342

人と、いずれも年々増加しております。

また、国籍別ではベトナムと中国が、産業別

では製造業と農業が多くなっておりまして、外

国人労働者及び技能実習生ともに、同様の傾向

が続いております。

○田口雄二議員 外国人労働者は29年の10月

で3,490人ですので、この増加の仕方では、こと

しの10月のカウント時は軽く4,000人を超えてい

るのではないかと想像されます。そのうち、技

能実習生は3,000人を超えているのではないかと

も想像されます。既に多くの外国人が入ってい

ての人手不足です。日本の人手不足がいかに深

刻かよくわかりました。

そこで政府は、2019年４月に外国人労働者向

けに新たな在留資格をつくります。最長５年間

の技能研修を修了した外国人に、さらに最長で

５年間、就労できる資格を与えます。５年間が

過ぎれば帰国してしまう人材を就労資格で残

し、人手不足に対処するようです。新資格で就

労すれば技能実習より待遇がよくなるので、技

能研修から移行を希望する外国人は多いと予想

されます。農業、介護、建設などの人手不足の

業界を対象にしています。さらに外国人労働者

が増加することになります。

次に、教育行政について質問します。

教員の大量退職や特別支援学級の増加で、正

規の免許の教員だけではカバーできなくなり、

臨時免許で働く教員が増加しているとお聞きし

ました。臨時免許とは、普通免許を持つ人を採

用できない場合に限り、都道府県の教育委員会

が検定を経て交付されるものです。文部科学省

は臨時免許を安易に出さないように通知してい

ますが、欠員になれば現場に支障を来すことに

なり、やむを得ず実施しているようです。本県

の臨時免許状の校種別授与件数について、教育

長に伺います。

○教育長（四本 孝君） 本県における平成28

年度の臨時免許状授与件数は、小学校61件、中

学校166件、高等学校123件、特別支援学校20

件、その他幼稚園等３件、合計373件となってお

ります。

○田口雄二議員 この数が多いのかどうかとい

うのは、私が判断する物差しを持っておりませ

んが、本来の専門性の高い教科等ではなく、自

分が得意としない授業をするというのは、先生

たちのストレスになるのではないか、また子供

たちへの教育の提供という面からはいかがなも

のかと思います。

正規の免許状ではない臨時免許状で授業を行

うことは、本来好ましくないことだと私は考え
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ますが、教育長の見解を伺います。

○教育長（四本 孝君） 臨時免許状は、普通

免許状を有する者を採用できない場合に、やむ

を得ず授与される免許状であります。

近年、学校の小規模化や特別支援学級の増加

等により、当該校種や特定教科の免許状を有す

る者を十分に確保できない状況にあります。

県教育委員会といたしましては、計画的な正

規職員の採用に努めるとともに、臨時免許状で

教える者への普通免許状の取得促進や、小規模

校における兼務の推進など、普通免許状を有す

る教員の確保に努めてまいりたいと考えており

ます。

○田口雄二議員 普通免許状を有する教員の確

保、ぜひよろしくお願いいたします。以上で用

意した質問はすべて終了いたしました。

今回は、本県の医療の将来を危惧しての質

問、産業振興、人材確保を中心に質問させてい

ただきました。いずれもすぐに解決できるよう

な課題ではありませんが、粘り強い取り組みを

よろしくお願いいたします。以上で終わりま

す。ありがとうございました。

○ 原正三議長 次は、武田浩一議員。

○武田浩一議員〔登壇〕（拍手） 皆様、こん

にちは。傍聴席の皆様、本日もありがとうござ

います。自由民主党くしま、串間選出の武田浩

一でございます。本日最後の質問者でありま

す。しばらくお時間をいただきます。

まずは、霧島山の新燃岳、硫黄山の噴火によ

り被害に遭われた住民の皆様、関係者の皆様に

心よりお見舞いを申し上げますとともに、国・

県・地元自治体の応急対策や中長期的対策によ

り、地域の皆様が一日も早く平穏な生活に戻ら

れるよう願うものであります。

さて、私も50歳を超え、ＮＨＫの大河ドラマ

をおもしろく思える年代となりました。「西郷

どん」を毎週録画して、楽しく見ております。

改めて、西郷隆盛の偉大さと当時の若者たちの

自分個人ではなく、家族・友人・地域に対する

純粋な熱い思いに毎回心を揺さぶられておりま

す。

「敬天愛人」「道というものは天地自然のも

のであって、人はこれに則っているものである

から、天を敬うことを目的とするべきである。

天は他人をも自分をも平等に愛したまうから、

自分を愛する心をもって人を愛することが肝要

である」ということでしょうか。

昨今ちまたをにぎわせている「モリ・カケ問

題」「日大アメフト部危険タックル問題」、セ

クハラ・パワハラ・いじめ、そして虐待問題、

私の大好きな日本、日本人はどうなってしまっ

たのでしょう。

現在の日本、日本人に足りないもの、忘れて

しまったものが、この大河ドラマ「西郷どん」

「敬天愛人」にあらわれているような気がいた

します。

それでは、通告に従いまして質問してまいり

ますので、よろしくお願い申し上げます。

まずは、地方創生についてであります。

平成26年に元総務大臣の増田氏が座長を務め

る日本創生会議が、少子化の進行や人口流出に

歯どめがかかっていないこと、また、2010年か

ら2040年までの間に20～39歳の女性の人口が５

割以下に減少すると推計される自治体に、全国

の市・区・町・村の約半数が該当するというこ

とを指摘し、国は東京一極集中を是正すること

で地方の人口減少に歯どめをかけ、日本全体の

活力を上げることを目的として、「地方創生」

という一連の政策を掲げました。我が宮崎県も

各市町村も、「まち・ひと・しごと創生総合戦
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略」を策定し、宮崎の創生、地方創生に取り組

み、鋭意努力されていることは承知していると

ころではありますが、なかなか下げどまらない

人口減少下にある県内各地の活性化を図ってい

くために、県のトップリーダーとして今後どの

ように宮崎県の創生に取り組んでいかれるの

か、知事に伺います。

次に、知事も私と同年代でありますので、同

じような認識だと推測するものでありますが、

私の若い頃は十年一昔と言われておりました。

しかし、最近は一年一昔、いやそれ以上に日々

新しい変化を実感し、時には時代についていけ

ないと感じるときもあります。そんな中で、社

会経済情勢の急激な変化に対応するためには、

組織の見直しなど柔軟に対応していく必要があ

ると考えますが、知事の所感を伺います。

以上で壇上からの質問を終わり、後は質問者

席より行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

まず、人口減少下における地方創生の取り組

みについてであります。人口減少が進行する

中、県全体の活力を維持していくためには、あ

る程度、人口や都市機能が集積した地域を核と

して、周辺市町村がそれらの地域と連携を図る

とともに、それぞれの強みを生かし、また、弱

みを補完し合いながら、バランスよく発展して

いくことが重要であると考えております。ま

た、定住人口に加えて、交流人口・関係人口を

ふやしていく、そのような努力も必要であろう

かと考えております。

このような中、例えば串間市におきまして

は、豊かな自然を守り生かす「串間エコツーリ

ズム」の推進や、農産物・水産物の輸出の拡大

など、地域資源を活用した交流の促進や産業振

興を図る取り組みが展開されております。県に

おきましても、各市町村が総合戦略を推進する

ため、地域と一体となって取り組む地域づくり

への支援など、さまざまな施策を講じていると

ころであります。これらの取り組みに加え、引

き続き、社会資本整備によります圏域間のネッ

トワーク強化も図りながら、県内各地域の個性

と魅力が十分に発揮される、宮崎ならではの地

方創生の実現を目指してまいりたいと考えてお

ります。

次に、組織のあり方についてであります。県

の組織につきましては、時代の変化や新たな行

政需要に迅速かつ的確に対応するとともに、効

果的・効率的な施策の展開を図るため、毎年

度、必要な見直しを行っているところでありま

す。その上で、危機事象などの緊急に対応すべ

き事案や部局横断的な課題については、私や副

知事をトップとする「本部会議」を設置して、

部や課といった組織の枠を超えて全庁的に対応

するほか、所属の異なる職員が、一定期間、同

じ執務室で勤務するプロジェクトチームを設置

するなど、さまざまな事案や課題に迅速かつ柔

軟に対応してきたところであります。

今後とも、簡素で効率的な組織体制を基本と

しつつ、業務の内容に応じて、どのような体制

が望ましいのかという観点から、組織のあり方

を総合的に判断して、県政の重要課題に適切に

対応してまいりたいと考えております。以上で

あります。〔降壇〕

○武田浩一議員 ５月の22日・23日、29日・30

日に、総務政策常任委員会の県内調査に行って

まいりました。高千穂町の五ケ村集落、延岡市

のエンクロス、川南町の指定管理者を利用した

文化ホール・図書館、常に先進的に取り組まれ

ている宮崎空港ビル、国内線の拡充・国際線定
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期便化を目指しておられるソラシドエア、小林

駅周辺の都市再生を図るＫＩＴＴＯ小林、県内

各地で我がふるさとを何とかしたいという熱い

思いを感じてまいりました。また、組織のあり

方につきましては、現状がだめだというのでは

なくて、変化の激しい時代に、常に変化に対応

していただきたいという思いから質問させてい

ただきました。

今回の霧島山の新燃岳・硫黄山の噴火後の危

機管理体制や、先日行われました若手職員によ

るワークショップなど、私としても大変評価し

ているところでありますが、もっともっと柔軟

でアメーバ経営的手法も取り入れながら、県職

員一人一人が輝ける組織を期待するものであり

ます。地方創生、宮崎の創生として、知事の答

弁にありましたように、周辺市町村が連携を図

りながら、強みを生かし、また弱みを補完し合

いながら、ともに力を合わせ、県内各地域の個

性と魅力を十分に発揮し、ウイン・ウインの関

係で、宮崎ならではの地方創生の実現を目指し

てまいりましょう。宮崎丸の船長としての知事

のリーダーシップを期待しております。よろし

くお願いいたします。

次に、県内調査の中で、宮崎地方気象台の業

務内容や施設の状況を調査させていただきまし

た。

近年の想定を超える集中豪雨、火山関連、そ

して地震・津波情報の関係機関への伝達等をお

聞きし、その後、高鍋町の津波避難タワー、青

島地区の地域総合センターを調査いたしまし

た。その中で気になったことが、夜間の避難体

制であります。夜間、市街地の津波避難ビル等

へ避難するためには、道路、側溝、用水路、街

灯等の避難路の安全面が重要であると考えます

が、市町村の取り組みに対する県の支援策につ

いて、危機管理統括監に伺います。

○危機管理統括監（田中保通君） 津波避難ビ

ル等への避難路につきましては、市町村長が、

安全性や機能性が確保されている道路を指定す

ることとなっており、沿岸市町において、安全

に避難できる避難路の確保・整備に取り組んで

おります。県では、夜間でも安全かつ迅速に避

難できるよう、減災力強化推進事業によりまし

て、街灯や誘導灯、手すりの設置、路面の補修

など、避難路への附帯施設等の整備や拡充に取

り組む市町村に対して支援を行っているところ

であります。

今後とも、津波から県民の命を守るため、安

全に避難できる避難路の整備が、着実に進むよ

う、沿岸市町の取り組みを支援してまいりたい

と考えております。

○武田浩一議員 市町村との連携を密にしてい

ただいて、１人でも犠牲者を減らすように努力

をお願いいたしたいと思いますので、よろしく

お願いしておきます。

次に、昨年11月議会での私の質問に対して、

知事より、「地方創生の取り組みや定住自立圏

構想などを進めており、特に県南地域において

は東九州自動車道のミッシングリンクの早期解

消などに全力で取り組んでいく必要がある」、

また県土整備部長より、「油津から串間、夏井

までの約34キロメートルは、事業化に向けて調

査中である」「県としても、今後とも国や関係

各県、地域の皆様との連携を図り、一日も早く

全線開通するよう全力で取り組む」との答弁を

いただきました。

本年に入り県南初の日南北郷―東郷間の９キ

ロメートルが開通したことは、評価するもので

ありますが、我がふるさと串間市においては、

まだ１ミリも事業化されておりません。どうか
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串間市民の意を酌んでいただき、油津―串間―

夏井間の早期事業化に向けた知事の意気込みを

伺います。

○知事（河野俊嗣君） 今、御指摘がありまし

た東九州道の日南北郷―東郷間、３月11日に、

県南区間初の高速道路ということで開通をし、

この地域に大いに活力また元気をもたらしてい

るところであります。こうした東九州自動車道

の広域開通によりまして、さまざまな分野であ

らわれてきておりますストック効果を、県内全

域にわたって最大限に発揮させるためには、御

指摘の油津―串間―夏井間の事業化を何として

も早期に実現させる必要があるものと考えてお

ります。

このため、先月の29日には、 原議長ととも

に国土交通省や財務省に対しまして、高速道路

のミッシングリンクの早期解消や、公共事業予

算の確保なども要望してきたところでありま

す。また、全国の首長や国会議員などが集まり

ます高速道路建設協議会の総会、これに私も出

席をいたしまして、おくれている本県の実情を

強く訴えるとともに、国の財政制度等審議会に

おきまして、「日本の社会インフラが概成しつ

つある」、すなわち高速道路を含めたインフラ

がおおむね完成しつつあるというような指摘が

なされていることについて、大いに異を唱え、

公共事業予算全体としてパイを確保していくこ

との必要性を強く訴えてきたところでありま

す。

また、７月には、沿線の４県１市が一体とな

りまして、1,000人規模の地方大会を宮崎市で開

催しまして、東九州自動車道の全線整備に向け

た地域の熱意を強く訴えていくこととしており

ます。高速道路は、地方創生を支える社会基盤

でありまして、南海トラフ地震などの大規模災

害時における命の道にもなるものと考えており

ますので、私が先頭に立ちまして、一日も早い

事業化を目指して、沿線自治体や地域の皆様と

連携を図りながら、全力で取り組んでまいりま

す。

○武田浩一議員 日本の社会インフラは終わっ

たわけではなくて、宮崎県におきましても、特

に串間市におきましては、まだ全然進んでいな

いところがありますので、地方創生を進めてい

く上で、インフラ整備は本当に串間市の悲願で

あります。知事より力強いお言葉をいただきま

したので、しっかりと本年度、来年度に向け

て、何とか事業化していただけるようによろし

く要望しておきます。

次に、東九州自動車道油津―串間―夏井間の

早期事業化を図るために、副知事としてどのよ

うに考えておられるか伺います。

○副知事（鎌原宜文君） 東九州自動車道油津

―串間―夏井間の早期事業化を図るためには、

知事が先ほど答弁しました国の公共事業予算の

総額を確保するということのほかに、地元でで

きることとして、２点あるかと考えておりま

す。１つには、現在事業中区間の早期完成に向

けまして、事業進捗を図り、新たな区間の事業

化に着手しやすくすること、そしてもう１つに

は、全国の未事業化区間の中において、油津―

串間―夏井の事業化の優先度を高めていくこ

と、この２つが重要であろうと考えておりま

す。

まず１つ目の、事業中区間の事業進捗を図る

ことにつきましては、いろいろ工夫が考えられ

るわけですが、例えば、日南東郷―油津間にお

きましては、国が速やかに工事に着手できるよ

う、用地の先行取得などを日南市と協力して進

めることが有効ではないかと考えております。
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次に、油津―串間―夏井の事業化の優先度を

高めるためには、この区間のストック効果の発

現が早い、あるいは、そもそも期待されるス

トック効果が大きいというふうにすればよいわ

けでございますので、例えば関係市において、

あらかじめ地籍調査を行って土地の境界を確定

させておくということですとか、将来の全線開

通を見据えて、産業振興、観光振興のための取

り組みを進めておくことなどが有効ではないか

と考えております。

県といたしましては、早期事業化を図るた

め、これらのことを踏まえて、関係市との連携

を密に図り、地域の皆様と一体となって、全力

で取り組んでまいりたいと考えております。以

上です。

○武田浩一議員 ありがとうございます。ス

トック効果として、今、串間も道の駅に取り組

んでおります。また、都井岬の再開発、アオイ

ファーム、黒瀬水産といった、世界に誇る企業

が芽生えておりますので、命の道として、串間

市民、県民の命を守っていただきたいと思って

おります。どうか串間市民の意を酌んでいただ

いて、一日も早い事業化をお願いしておきま

す。

次に、国道448号の災害復旧について伺いま

す。

昨年の11月議会で、「国道448号藤地区におい

ては大規模な地すべりである。対策工法の検

討、ボーリング地質調査を行い、災害復旧事業

の採択に向けてさまざまな検討を行い、国との

協議を進めている」「早期復旧に向け全力で取

り組んでいく」と御答弁をいただきました。

知事を先頭に、県土整備部の皆様、県執行部

の皆様、県議会の皆様、また地元の古川衆議院

議員を初め、県選出の国会議員の皆様、もちろ

ん串間市、地元住民の皆様の努力をもちまし

て、国道448号藤地区の災害関連事業が採択され

ました。心より感謝を申し上げます。

そこで、この３年間で32億円というものが採

択されたわけですが、今後どう取り組んでいか

れるのか、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 国道448号串

間市藤地区の道路災害につきましては、地すべ

り発生により被災した箇所や、隣接する地質の

もろい箇所を迂回し、トンネルを含むバイパス

により復旧する災害関連事業として、ことし３

月に採択されたものであります。

事業内容は、全体延長が約1,140メートル、こ

のうちトンネル延長が約880メートルとなってお

り、事業期間は、今年度から平成32年度までの

３年間、全体事業費は約32億円であります。

現在は、用地買収と並行して工事発注に向け

た事務手続を進めているところであり、トンネ

ル工事につきましては、一日も早い復旧を図る

ため、２工区に分割し、両方から掘り進めるこ

ととしております。

今後とも、地元の皆様や関係機関の御理解と

御協力を賜りながら、一日も早い完成に向け

て、全力で取り組んでまいりたいと考えており

ます。

○武田浩一議員 現在迂回路となっております

市木南郷線の改良のほうも大変御尽力いただい

ているところです。トンネル等も、暗いとか狭

いとかいう話もございますので、そちらの方も

どうかよろしくお願いを申し上げておきます。

次に、今回の県内調査では、延岡市と小林市

において、ＪＲ九州のダイヤ改正の影響につい

ても調査し、意見交換をしてまいりました。

特に学生や高齢者等、車を運転できない交通

弱者の方々に影響が出ているようでございま
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す。ＪＲ九州のダイヤ改正による減便等の影響

をどのように認識しているか。また今後、県は

どのように取り組んでいかれるのか、総合政策

部長に伺います。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 今回、県が実

施しましたダイヤ改正後の影響調査では、通学

のために保護者の送迎負担が生じている、列車

の待ち時間が長くなって利便性が低下したなど

の状況が報告されておりまして、さまざまな形

で沿線地域住民の日常生活への影響が出ている

ものと認識しているところであります。

このため、県としましては、先月、沿線自治

体や九州各県とともにＪＲ九州にダイヤ改正後

の見直しを要請いたしましたが、今後ともＪＲ

九州にはしっかりと地元の声を届け、地域住民

の利便性の維持を図ってまいりたいと考えてお

ります。

一方で、特に利用者が減少しております吉都

線や日南線においては、沿線自治体やＪＲ九州

とも連携を図りながら、これまでの地域内の利

用促進に加え、今年度は、地元食材を活用した

レストラン列車や、イセエビなど魅力ある御当

地グルメを活用したツアーなど、地域外からの

需要喚起を図る取り組みを積極的に進め、路線

の維持・活性化に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○武田浩一議員 知事が先ほど答弁されました

「県内各地の個性と魅力が十分に発揮される、

宮崎ならではの地方創生の実現」のため、また

交通弱者対策、観光宮崎のためにも、今後、Ｊ

Ｒ減便等を契機に、鉄道と路線バス、コミュニ

ティーバスの接続をよくするなど、県全体を考

えながら、公共交通機関をより効率的に運行し

ていくことが重要だと考えます。県の考えを総

合政策部長に伺います。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 少子化や人口

減少などの影響によりまして、路線バスを初め

とする公共交通機関の利用者数は年々減少傾向

にあります。路線の減便や廃止があった場合で

も、公共交通機関をより効率的に運行し、利便

性の確保を図ることは、持続可能な地域公共交

通網を維持していく上で、重要な課題であると

認識しているところでございます。

このため県では、地域公共交通会議等の場に

おきまして、生活交通のあり方について市町村

とも協議しているところでございます。また、

昨年度は、日向・東臼杵地域をモデルとして、

沿線市町村や交通事業者、地域住民と連携しま

して、鉄道と路線バス、コミュニティーバスの

ダイヤ調整により、相互間の乗り継ぎ改善を図

るとともに、路線バスについては、重複運行区

間を集約するなど、運行の効率化に取り組んだ

ところであります。

今後とも、市町村や交通事業者等と緊密に連

携を図りまして、広域的に公共交通機関相互の

乗り継ぎを改善するなど、人口減少下におきま

しても持続可能な、地域公共交通網の維持・形

成に取り組んでまいりたいと考えております。

○武田浩一議員 少子化の影響により、ＪＲ九

州も、今回は知事を初め、九州各県の皆さんか

らの要望で、見直しをかけるような話が今ニュ

ースで出ておりますが、やはり将来を考えます

と、なかなか厳しいなというのが現状です。私

も串間市に住んでおりますので、日南線のこれ

以上の減便、現在、高校生等を中心に大変御迷

惑をかけている状況で、大変心苦しく思ってお

ります。私も、ほとんど乗ることがないという

のが現状でありまして、県議会に来るにして

も、どうしても時間の都合であるとか、帰りを

考えますと、なかなか利用ができないというの
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が現状であります。

ことし、三女が中学生になったんですが、ロ

マンウオークというのをやっていまして、油津

から福島小学校まで親子で歩くという、これを

年に１回やっております。そのときは全員で、

親子一緒に日南線を利用しました。もう満員で

した。立ち状態で２両が満員です。乗られた地

域の方々が、「きょうは何があるの」という感

じでびっくりされていました。高齢の方々に席

を譲りながら、日南線に久しぶりに乗せていた

だきまして、やはり列車はいいなと思ったとこ

ろでしたし、子供たちも大変喜んでおりまし

た。その後の30キロはみんな大変苦労しており

ましたが、久々の列車の移動をいいなと感じた

ところでありました。

串間市の現状を申しますと、日南の県病院に

行くにしても、宮崎の大学病院に行くにして

も、なかなか便がないという状況で、何とか日

南のコミュニティーバス、串間のコミュニティ

ーバス、志布志のコミュニティーバスなんかを

つなぎながら、もちろんＪＲと、路線バスと言

いながら、串間には路線バスは入っておりませ

んで、日南から市木しか入っておりません。宮

交のバスがですね。そういう状況ですので、こ

の現状を理解していただいて。

今回、部長の答弁の中で、日向・東臼杵地区

をモデルとして取り組んでいらっしゃるという

ことを、前回、県内調査のところでもそういう

お話を、延岡で伺ったところでした。これを県

全体に広げていただいて、県をまたいだ形で、

例えば都城に行くのも、串間から都城の病院に

行くのも大変なんですよね。昔はＪＲが都城ま

で志布志から走っていましたけれども、今は

走っておりませんので、ここをどうつないでい

くか。交通弱者の方々に。しっかりと県とし

て、そこらあたりをリーダーシップをとって、

県内の市町村と連携をとっていただきたいと

思っております。

また、観光の面でも最近１人とか２人ぐらい

で、外国人の方が串間駅に見えたりします。

びっくりしてちょっと声をかけますと、個人旅

行で来られているみたいです。最近も帰りに、

モアイ像の前のバス停に10人とか20人とかいう

方々がバスを待っていらっしゃいます。だか

ら、この公共交通網を生かして、地元の足とし

て、また観光の足としても重要ではないかと感

じておりますので、今後また、県内の公共交通

網の効率的な運行に力をかしていただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。

次に、地方創生を進めながら、また全国トッ

プレベルの出生率を誇る宮崎県でも、子供たち

の数は減少傾向を抜け出せません。生徒数の減

少が続く中、今後の県立高等学校再編整備に対

する知事の考えを伺います。

○知事（河野俊嗣君） 今後の県立高等学校の

再編整備におきましては、少子化が進行し、生

徒数の減少が見込まれる中、地域の実態等も踏

まえながら、保護者・生徒の多様なニーズを適

切に配慮しまして、魅力と活力のある教育環境

を提供する必要があると考えております。

次の整備計画の策定に当たりましては、本県

の高校生に、よりよい教育環境を提供するとい

う観点から、保護者や教育関係者、学識経験者

など、県民の皆様の幅広い御意見をいただきな

がら、教育委員会において適切に検討されるも

のと考えております。

○武田浩一議員 このたび、県立高等学校教育

整備計画の後期計画がまとまったようでござい

ます。私の地元の福島高校が何とか存続できた

ことは大変うれしく思っておりますが、統廃合
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になられた学校の方々、地域の方々は大変悲し

い思いをされていると思います。今、知事が御

答弁されましたように、地域の実態を踏まえな

がら、保護者・生徒の多様なニーズに適切に配

慮して、次の10年をまたみんなで話し合ってい

ただいて―地域に学校がなくなると、本当に

活力がなくなります。地方創生もまた足かせに

なるんじゃないかと危惧しておりますので、よ

ろしくお願いをしておきます。

同じく、地域における県立高等学校のあり方

について、教育長の考えを伺います。

○教育長（四本 孝君） このたび策定をいた

しました県立高等学校教育整備計画後期実施計

画におきましては、高等学校の魅力づくりを実

現するという観点から、「地域との連携による

教育の推進」を掲げております。そのために

は、学校が、地元自治体と連携体制を構築し、

地域の抱える課題や将来への展望等を認識・共

有しながら、地域の人材や資源等を生かした教

育活動を行う必要があると考えております。今

後とも、地域や保護者の学校運営への参画な

ど、地域と学校をつなぐ仕組みづくりに取り組

んでまいりたいと考えております。

○武田浩一議員 地域との連携による教育の推

進ということで、中高一貫校ということで、連

携型の中高一貫校を今回、福島高校と福島中で

行っていただきました。本当にありがとうござ

います。福島高校の子供たちも、地域の課題を

解決しようと、今、地域学を一生懸命頑張って

いるところであります。何とか連携型の中高一

貫校を、教育委員会の皆様と地元が一緒になっ

て成功させて、何とか県内全域の３クラスない

ところ、また募集人員に達していない高等学校

を残していきたいと。これが宮崎の地方創生に

つながるのではないかと思っております。しっ

かりと一緒に頑張っていきますので、また御支

援を、教育長よろしくお願い申し上げておきま

す。

次に、地方創生や食育・郷土愛を育むという

観点からも、学校給食における地場産物の活用

を促進すべきだと考えますが、活用状況と教育

長の考えを伺います。

○教育長（四本 孝君） 学校給食における地

場産物につきましては、文部科学省の「平成28

年度学校給食栄養報告」によりますと、本県で

は全食材数の29.9％で活用されており、全国平

均の25.8％を上回っている状況にございます。

学校給食におきまして地場産物を活用するとい

うことは、児童生徒が地域の食文化への理解を

深めたり、生産者に対する感謝の気持ちを育ん

だりする上で意義深いと考えております。

現在、市町村や各学校に対して、地場産物を

活用した献立を紹介するとともに、栄養教諭等

を対象とした研修会で啓発しているところであ

りまして、今後とも、学校給食における地場産

物の活用に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○武田浩一議員 同じく学校給食における地場

産物の活用について、農政水産部長の考えを伺

います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 学校給食にお

いて、子供たちが地元の食材を知り、食への感

謝の気持ちや農業への関心を高めることは、大

変重要であると認識しております。

現在、例えば、学校給食で使用される米と牛

乳は、全て県内産であり、また学校給食会と連

携しながら、県産米粉を使用したパンの導入に

も取り組んでおりまして、昨年度は328校で実施

されたところであります。今後とも、教育委員

会や市町村等と連携し、子供たちや保護者、学
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校関係者へ県産食材の魅力を発信しながら、学

校給食における地場産物の活用促進に努めてま

いりたいと考えております。

○武田浩一議員 我が宮崎県は農業立県であり

ます。この質問をさせていただいたのは、ある

保護者の方から、「武田さん、給食に野菜サラ

ダが出ないみたいなんだけど」という話があっ

て、「え、そうなんですか」と。よくよく話を

聞くと、Ｏ－157の発生以来、生ものには火を通

せというものが上からおりてきたみたいで。串

間市の給食センターとか教育委員会とお話しさ

せていただいたら、給食センターの設備、配送

の設備、受け入れる学校側の設備があれば、何

とか提供できないことはないという話も伺った

ところでしたが、保護者の方から、「何で、串

間に新鮮なキュウリ、ワンタッチキュウリがあ

り、ピーマンがあり、宮崎は全国の中でもキュ

ウリ・ピーマンというと、すごい上位に入って

いるじゃないか。２位、３位じゃないか。その

中で地元の子供たちに地元のおいしい野菜が食

べられないのはおかしい」という話があって。

その中で、こうやって全体の食材数の割合をお

聞きしたところですが、全国平均が25.8％、本

県は29.9％ですので、確かにパーセンテージに

おいては全国でも上の方かもしれませんが、や

はりこれだけの農産物を有している宮崎県が、

これを例えば40％とか50％にして、全国に誇れ

る宮崎の農産物を子供たちに食べさせてあげた

いなという思いであります。

食育の面からも、農業の面からも、大事なこ

とではないかなと。確かに予算の面もありまし

て、保護者の皆様にそんなに御負担はかけられ

ませんので、そこもなかなか心苦しいところで

はありますが、少しでも宮崎県の農産物を子供

たちが食べて、農業を継いでくれる子供たちを

ふやして、宮崎の地方創生につなげていただき

たいと思いますので、今後ともよろしくお願い

をしておきます。

次に、壇上でも申し上げましたように、我々

を取り巻く環境が、すごいスピードで変化して

おります。ＩＴ、ＩＴと言っておりましたが、

いつの間にかＩｏＴ、ＡＩとなりました。農畜

産業を取り巻く環境も同様でございます。将来

に向けた農畜産業の振興についてどのようにお

考えか、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 農畜産業を取

り巻く情勢は、担い手の高齢化や農業就業者の

減少、ＴＰＰ等に代表される国際競争の激化な

ど、さまざまな課題を抱えております。このよ

うな状況の中、本県農畜産業を将来にわたり持

続的に発展させるためには、時代の変化や社会

のニーズに対応できるような産業へと転換して

いく必要があります。

そのため、まず人財育成の観点から、多様な

分野や地域からの担い手の確保、また生産力向

上の観点から、ＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活

用したスマート農業の展開、さらに販売力強化

の観点から、国内外への販路開拓などに積極的

に取り組んでいるところでございます。県とし

ましては、これらの取り組みを通じて、農業者

が夢と希望を持てるように、本県農業の成長産

業化をさらに推進してまいりたいと考えており

ます。

○武田浩一議員 今、畜産業も大変いい波が来

ておりますし、農業におきましても、どんどん

法人化されたり、串間市でも、個人的な農業を

されている、そんなに大きな法人化されていな

いところでも、今回、外国人労働者が研修制度

を使って入ってきております。

本当に数年前までは、まさか串間の大束の芋
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づくりに外国人労働者が来るなんてことは全く

考えておりませんでした。アオイファームさん

とか、そういうレベルであれば、もちろんそう

いう外国人労働者を受け入れることは考えて

おったし、実際、大分受け入れておられるんで

すが、まさか自分の同級生とかが親子でしてい

るような農家に、「外国人労働者が今度、武田

君、どっと来るとよ」という話をされると、も

うびっくりしまして、この時代のスピードにつ

いていけないなと。

また、農業の今の外圧的な関係から、日本食

ブームで日本の食材が外国で見直され、国内の

農業の形態もどんどん変わっております。この

中で、やはり今までどおりの10年後の計画なん

かをされると、なかなか難しい。だから、これ

は農業分野だけじゃなくて、先ほど知事に申し

ましたように、全体が物すごく速いスピードで

動いているので、ついていけないなという思い

でおるところですが、やはり本県の基幹産業で

ある農畜産業が元気であれば、観光業も商工業

も一緒に元気が出てまいりますので、お伺いし

たところでした。

次に、同じく本県の水産業の成長産業化に向

けて、県がどのように取り組んでおられるの

か、農政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 近年、世界的

な水産物需要の高まりや、生産効率向上のため

の技術の著しい進展が見られるなど、水産業は

大きな変革期を迎えつつございます。

このような中、本県では、現在、第５次宮崎

県水産業・漁村振興長期計画に基づきまして、

漁船の小型化などによる収益性の向上や、宮崎

県漁村活性化推進機構と連携した担い手の確保

などに取り組んでおります。

今後とも、水産業の変革に対応し、安定した

漁業経営を確立するため、これまでの取り組み

をより強化するとともに、海外輸出に対応した

産地の育成や、ＩＣＴを活用した操業の効率化

などに積極的に取り組み、本県水産業の成長産

業化を推進してまいりたいと考えております。

○武田浩一議員 水産業も同じような感じとい

うか、沿岸漁業が衰退していく中で、先ほども

質問がありましたように、地元の漁業家の方を

何とか残していきたい、新しい方々が継いでい

ただきたいという思いもありますし、また黒瀬

水産のように養殖業に特化されて、世界を目指

している企業もあります。この中でうまくマッ

チングさせながら、海洋王国日本の海を守って

いかなければならないと思っております。農業

同様、ここもしっかりと地方創生にとって農

業、水産業のほうで本当に多くの若い人材を募

集しているような状況でございますので、しっ

かりと人材育成にも努めていただきながら、農

畜水産業を支えていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いをしておきます。

次に、先ほど午前中にも、重松議員の質問

で、県内の鳥獣被害については、現状について

はだいたい理解できました。ピンチはチャンス

であります。そこで、本県のジビエ利用の現状

とこれからの方向性について、農政水産部長に

お伺いをいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 現在、県内の

ジビエは、精肉だけでなく、レトルトカレー等

の加工品として、一部利用されておりますけれ

ども、主要なイノシシ、鹿におきましても、捕

獲頭数の約４％しか利用されていないなど、十

分な活用がなされていない状況にあります。

このため県では、ジビエの利活用を促進する

ため、国の交付金を活用して、市町村等が取り

組む処理加工施設の整備を支援するとともに、
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狩猟者や鹿などの処理解体従事者を対象とした

衛生管理の研修会や、プロの調理師を対象にし

たジビエ調理研修会の開催、さらには、一般消

費者を対象にした消費拡大イベントに取り組ん

でいるところであります。

今後とも、関係機関・団体と連携しながら、

本県産ジビエの普及拡大に取り組んでまいりた

いと考えております。

○武田浩一議員 鳥獣被害もさることながら、

半分ぐらいに落ちてきているということです

が、農家の方にとっては大変な問題でありま

す。一石二鳥ではありませんが、とった鹿やイ

ノシシ、今の御答弁によりますと、４％しか利

用されていない。それは外向けであって、それ

ぞれが食肉に乗っていない部分は多くあると思

うんですが、これをしっかりとした形でちゃん

と乗せることによって、６次化も含めた新しい

ジビエ産業が宮崎に定着すればいいなと思って

おります。

その中で、ジビエ利用において、鮮度管理

上、処理加工施設までの時間的な問題なども指

摘されておりますが、移動式解体処理車の導入

の可能性について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 山中で捕獲し

た鹿やイノシシの中には、処理加工施設への運

搬が容易でなかったり、搬入までの間に肉質が

劣化するなどにより、やむを得ず廃棄されるも

のもあります。このため、捕獲現場近くで衛生

的な処理が可能となる移動式解体処理車は、よ

り良質なジビエの供給体制の確立を図る上で有

効な手段として期待されております。

このような中、県内におきましても、一昨

年、移動式解体処理車の実証調査が行われまし

たが、県内関係者からは、価格が高いことや山

中での運行が難しいなど、より多くの課題があ

り、現時点での導入は難しいとの意見が出され

ております。県といたしましては、ジビエの普

及拡大のためには、より良質なジビエの供給と

いう課題の解決を図っていく必要がありますの

で、引き続き、市町村や狩猟者等関係者の意見

を伺いながら、車両の改良状況や他県の導入事

例等の情報収集を行ってまいりたいと考えてお

ります。

○武田浩一議員 聞くところによると、１

車2,000万とか、大き過ぎて県内の山間部に入っ

ていけないとか、いろいろ問題があるようで

す。聞くところによると、ちょっと小さめの車

を今開発中であるとか、予算的にも下がるよう

ですので、研究をまた続けていただきたいと

思っております。よろしくお願いをしておきま

す。

次に、地方創生は、まちづくり、人づくり、

仕事づくり、知事がおっしゃいました「宮崎な

らではの地方創生」の実現のためには、農畜水

産とともに観光は、やはり大きな柱であると思

います。５年後10年後の将来を見据え、宮崎の

観光振興にどのように取り組んでいかれるの

か、知事の考えを伺います。

○知事（河野俊嗣君） 観光は、農林水産業や

商工業、交通・宿泊など、さまざまな分野に関

連をします裾野の広い産業であります。本県産

業のより大きな柱に育ててまいりたい、そうい

う強い思いから、今年度新たに、「観光みやざ

き未来創造基金」を創設したところでありま

す。

観光産業の振興を図るためには、旅行者の滞

在時間を延ばしていくこと、そして県内の消費

につなげていくこと、これが大変重要であると

考えております。まずは、「スポーツ」や

「食」「神話」「自然」、こうした本県の強み
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を生かしていくこと。さらに最近では、ナイト

タイムエコノミー、夜のエンターテインメント

でありますとか、さらに朝のアクティビティ

ー、そういったものを提供することによって、

宿泊に結びつくような仕掛けづくり、これが大

変重要であると考えておりまして、さらに進め

てまいりたいと考えております。

今後、訪日外国人の一層の増加が見込まれる

中で、国内外のターゲットに応じた効果的なプ

ロモーションの実施や受け入れ環境の整備、さ

らには、地域の観光をリードする人材の育成や

美しい宮崎づくりなど、将来を見据えたさまざ

まな施策に官民一体となって取り組みまして、

地域経済を牽引するみやざき観光というものを

実現していきたいと考えております。

○武田浩一議員 宮崎県は、知事が先頭になり

取り組まれた結果、プロ野球キャンプを初め、

国内外から多くのアスリートがキャンプを行う

地として有名となりました。また、それを見る

ために多くの観光客が訪れます。この観光客

を、さらに市町村と連携しながら県内の各観光

地に勧誘し、県内滞在時間を延ばしていく取り

組みが必要だと考えますが、その取り組みにつ

いて商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） スポーツ

キャンプに訪れる観光客の滞在時間を延ばし、

宿泊や消費拡大等につなげていくことは、大変

重要であると考えておりまして、昨年度、プロ

野球キャンプの動向調査等を実施したところで

あります。その結果、来訪者の約３分の１が宿

泊をしているものの、キャンプ地以外の観光地

等への周遊が少なく、滞在時間も短いなど、来

訪の効果を十分取り込めていない状況が明らか

になったところであります。こういうことを関

係自治体等と情報共有を図っているところであ

ります。

今年度につきましては、このような状況を踏

まえ、関係自治体等と連携のもと、観光地等へ

の周遊を促すとともに、御当地グルメやお土産

品等のさらなるＰＲを図るなど、消費額の拡大

につながる取り組みにつきまして、検討してま

いりたいと考えております。

○武田浩一議員 私が昨年、補選で県議会に来

るようになりまして思ったことが、一つだけあ

ります。それは、観光立県宮崎。私も串間にい

て、宮崎はすばらしい場所だと思っています

し、私の串間もすばらしい場所だと思っていま

す。多くの観光客の方々が、大昔のハネムーン

時代に、フェニックスハネムーンの歌とともに

南国宮崎に押し寄せた時代とはまた変わっては

いると思いますが、何とか知事の力で復活させ

ていただきたいなと思っております。

今、サーフィンであるとかサイクリングであ

るとか、いろいろなアクティビティー、先ほど

知事もおっしゃいましたが、宮崎の地に、観光

客じゃなくて、そういうスポーツ関連で見える

方が本当にびっくりするくらいふえております

ので。せっかく宮崎に来ていただいて、キャン

プに来てその日に帰ってしまうんじゃなくて、

何とか泊まっていただきたいし、関連市町村

は、もうちょっと、それなりに自分たちのとこ

ろを調べていると思いますし、県と連携してで

すね。私は本当なら、今の時点より早くできて

いて普通だなと思っていたんですが、また取り

組んでいただきたいと思います。

最後に、外国人観光客を長期滞在させるため

には健康をテーマとするツーリズムが有効だと

考えますが、県の考え方を商工観光労働部長に

伺います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 健康をテ
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ーマとするツーリズムは、本県の強みでありま

す豊かな自然や、安全・安心な食材などを生か

すことのできる観光誘客の有効な手段の一つで

あると考えております。このため県では、外国

人観光客をターゲットに、サイクリングやハイ

キングなどのアクティビティーや、健康的な食

をテーマとした旅行商品の開発、ＰＲ等に取り

組んでいるところであります。外国人観光客に

長期滞在していただくためには、さらなるメ

ニューの多様化や、滞在時間を延ばす仕掛けづ

くりが常に必要でありますことから、今後とも

市町村等と連携しながら、検討を進めてまいり

たいと考えております。

○武田浩一議員 最後に、遺伝子研究の世界的

権威の村上和雄先生によると、１つの生命細胞

がこの世に生を受ける確率は、１億円の宝くじ

に100万回続けて当たるほどだそうです。

壇上でも申しましたが、私はこのいただいた

命を大切にしなければならないし、同じくとう

とい命である隣人、他国の人々も自分の家族の

ように愛したいと思います。そうすれば、今起

こっているような国内外の問題も解決するので

はないかと考えます。

以上で私の質問を終わります。どうもありが

とうございました。（拍手）

○ 原正三議長 以上で本日の質問は終わりま

した。

あすの本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時51分散会



６月14日（木）
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○ 原正三議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、日

高博之議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さんおは○日高博之議員

ようございます。自民党の日高博之でございま

す。

それでは、通告書に従い一般質問を行いま

す。

初めに、人口減少対策についてであります。

本県では平成27年９月に、人口減少への対応

と宮崎の地方創生を実現するために、人口の動

向分析や将来の展望をまとめた宮崎県人口ビ

ジョンと平成27年からの５年間における地方創

生の取り組みの基本目標をまとめた、みやざき

総合戦略を策定いたしました。

本県の人口は、1996年の117万7,000人をピー

クに年々減少し、国立社会保障・人口問題研究

所の推計によりますと、2025年から2030年の間

の早い時期に、とうとう100万人の大台を割り込

むという、大変厳しい現実がすぐそこまで迫っ

ております。

宮崎人口ビジョンでは、「しごとを興す」

「人を育てる」「まちを磨く」「資源を呼び込

む」という４つの施策目標と、総人口や移住世

帯数など、数値目標が示されております。しか

し、こういった数値目標の数値上の変化の見通

しは示されておりますが、そのことによって県

民の生活がどう変わるのかといった、具体的な

ビジョンを伝えるまで至っていないような感じ

がいたします。

人口減少が県民生活に及ぼす影響を、わかり

やすく県民に示し、みずからの課題として認識

してもらうことが、本県最大の課題である人口

減少対策への突破口になるのではないかと感じ

ております。そのためには、将来起こり得る厳

しい現実と向き合い、県庁だけが頑張るのでは

なく、県民や市町村と共通の認識を持ち、人口

推計から予想される５年後、10年後の新しい地

域社会の将来の姿を想定し、人口減少対策を進

めることが重要と考えますが、知事の見解をお

伺いいたします。

以下の質問は質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

平成27年国勢調査の結果や、これをベースと

した国立社会保障・人口問題研究所の将来の人

口推計が公表されました。大変残念なことに、

本県の人口減少は、以前予測したものよりも早

く進行している状況にあります。特に中山間地

域におきましては、今後30年で大幅な人口減少

が見込まれ、中核的な産業である農林水産業や

建設業を初め、医療・福祉などの暮らしに必要

なサービスの維持が困難になっていくこと、さ

らには、今のままでの集落の維持というものが

非常に難しいのではないかと懸念しているとこ

ろであります。

県におきましては、市町村ごとの人口減少の

見通しを分析し、市町村と連携しながら、若者

の社会減対策等を進める取り組みもスタートさ

せたところであります。地域の現状や抱える課

題は、それぞれに異なりますので、県民の声に

耳を傾け、各市町村との十分な連携のもとに、

地域の将来像や今後の方向性について、さらに

踏み込んだ議論を行うとともに、企業や各種団

平成30年６月14日(木)
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体の協力も得ながら、危機感を持って人口減少

対策に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。以上でございます。〔降壇〕

今後30年で、大幅な人口減少○日高博之議員

が見込まれるということですが、2042年には、

団塊の世代に加えて団塊ジュニア世代までもが

高齢者になるという推計があります。私にはと

ても想像もつかないゆゆしき事態が、現実とし

て待ち構えていると。知事におきましては、先

見的な見地で、一歩も二歩も踏み込んだ人口減

少対策のほう、ぜひよろしくお願いいたしま

す。

次に、先日、日向・東臼杵市町村振興協議会

が日向市で開催されました。協議会では、人口

減少対策を共通のテーマに、地域の7つの課題に

ついて、圏域の各首長から、多岐にわたり貴重

な御意見、御要望をいただきました。

例えば、放課後児童クラブの待機児童の問題

では、人員不足で事業に取り組みたくても取り

組めない。また、入郷地域の基幹産業である林

業の作業班の人材不足が循環型林業に大きな影

響を与えている。そして、地域医療を支える医

師や看護師が生涯にわたり本当に確保できるの

かなど、特に人口減少、少子高齢化が急速に進

む入郷地域の住民の将来に対する不安は、本当

にはかり知れないと実感をしたところでありま

す。まさに、将来起こり得る厳しい現実が、既

にこの地域には起こり始めているということで

あります。

日隈部長は福祉保健部時代には、山間部等に

おける在宅医療サービスの提供体制の充実を図

るため、関係機関との検討会の立ち上げや、新

規参入の方策等を検討する取り組みに先鞭をつ

けられましたが、これは、雇用や新たな人の呼

び込みなど、さまざまな分野に波及効果が期待

できるすばらしい取り組みであったというふう

に考えております。

人口減少が厳しい山間部を活性化させるため

には、ある一つの取り組みだけで何かが成り立

つわけでは決してありません。全体としての仕

組みが必要であり、将来を見据えた取り組みの

戦略を描くことが必要と考えますが、総合政策

部長の見解をお伺いいたします。

県では、中山○総合政策部長（日隈俊郎君）

間地域振興計画に基づき、基幹産業であります

農林業の振興や担い手確保を初めとして、新た

な交通・物流の仕組みづくりによる集落の活性

化など、さまざまな施策に取り組んでいるとこ

ろであります。

しかしながら、お話にありましたように、特

に人口減少の進行が著しい山間部において、地

域の維持・活性化を図っていくためには、例え

ば、お話にありましたが、医療や介護の分野に

おいて新規参入を促し、サービスの確保だけで

なく新たな雇用の創出につなげる仕組みや、農

林業等の産業分野における業種の枠を超えた人

材の活用、事業承継と組み合わせた移住の促進

といった、これまで以上に柔軟な発想や視点が

必要であると考えております。

今年度は、中山間地域振興計画の見直しも

行ってまいりますので、このような点にも留意

しながら作業を進めてまいりたいと考えており

ます。

中山間地域振興計画の、中山○日高博之議員

間の「中」を抜くぐらい、「山間」部に集中し

てもらいたいなと思うんですよね。日隈部長の

政策立案能力は、本当に卓越してすぐれている

という評価が、我々議員の中でもあるわけです

から、さまざまな分野に波及効果が出るような

戦略づくりをしっかりとされますことを、よろ
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しくお願いいたします。

現在、人口減少を初め、働き方改革や女性活

躍、移住・定住対策など、県の複数の部局にま

たがる課題が非常に多くなっております。県に

おいては、高いレベルでの政策立案に基づき、

施策の着実な推進を図るための総合調整機能が

これまで以上に求められているのではないかと

思います。私は、そのような役割は総合政策部

が担うべきだというふうに考えておりますが、

総合政策部長の見解をお伺いいたします。

本県において○総合政策部長（日隈俊郎君）

は、お話にありましたが、社会経済情勢の変化

を背景に、少子高齢化や人口減少を初めとする

さまざまな課題が山積しており、各種施策を効

率的・効果的に推進していくことが求められて

いると考えております。さらに、行政課題が特

定分野にとどまらず、多重化・複雑化する中

で、県の重要施策の立案とその総合調整を図る

機能は、ますます重要になってきているものと

認識しております。

このため、総合政策部といたしましては、よ

り一層、効果的な施策を構築するため、将来を

見据えた方向性を明確にし、庁内全体のまとめ

役として政策的な議論を先導するなど、総合調

整の役割をしっかり果たしてまいりたいと考え

ているところでございます。

力強い言葉をいただきまし○日高博之議員

て、総合政策部は、そう考えると、野球でいう

とキャプテンみたいな存在でありまして、先ほ

ど日隈キャプテンの答弁にもあったとおり、庁

内全体のまとめ役ですね。これを、しっかり牽

引していくんだと、そして河野県政をしっかり

と前に進めていくんだということをよろしくお

願いいたします。

次に、建設産業における人材確保等について

お伺いいたします。

建設産業は、地域経済を支え、活性化を促す

社会基盤整備を担う基幹産業であり、また、風

水害の抑制や災害復旧・対応など、県民の安全

・安心を守る重要な産業であります。しかしな

がら、公共事業費の削減や受注競争の激化によ

り、建設産業は疲弊し、現場の従事者の処遇改

善が進まず、若年就職者の減少が危惧されてお

ります。

本県の建設業においても、技術者や技能者の

担い手が減少し、従事者の高齢化が急速に進ん

でおります。建設業協会の会員数は、平成10年

の957社がピークで、翌年から徐々に減少に転

じ、平成29年には487社、約半分まで減少いたし

ました。また、30歳未満の従事者の割合は7.7

％、一方、50歳以上の割合は53.9％、そして、

何と言いましても、高校卒業者の離職率は58％

で、平成29年度の高校卒業後の県内就職者は184

名いますが、うち47名しか本県にとどまってい

ない。本当に危機的状況にあります。人口減少

が加速し、子供の人口も減っている中、建設業

を含め業種間での若者の争奪戦が各分野で繰り

広げられていることを耳にいたします。

建設産業が、将来にわたってインフラ整備や

災害への対応等「地域の守り手」としての役割

を果たしていくためには、担い手確保は最優先

に進めなくてはならないと考えますが、今後の

取り組みについて、県土整備部長の所見をお伺

いいたします。

議員御指摘○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

のとおり、建設産業においては、担い手の育成

・確保は喫緊の課題となっております。

このため県では、産業開発青年隊における建

設技術者の育成を初め、高校生等の若い世代に

建設産業の魅力を伝えるため、現場見学会の開
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催などに取り組んでおります。また、雇用環境

の整備を図り、若者や女性に魅力のある職場づ

くりを進めるため、労務単価の引き上げや社会

保険等への加入を促進するとともに、女性が働

きやすい環境の整備に加え、週休２日工事や生

産性向上を図るＩＣＴ工事、さらには、新たに

若年技術者を配置しやすい入札方式を試行して

いるところでございます。

今後とも、関係機関や建設業団体等と十分な

連携を図りながら、建設産業の担い手の育成・

確保に努めてまいりたいと考えております。

現在は、建設業協会におい○日高博之議員

て、県内の各高校を訪問して、建設産業に係る

各種ＰＲ活動やインターンシップを積極的に実

施していると、協会からも意見交換で伺いまし

た。意見交換の中では、「建設業における若者

の就職者数をふやすために、県内外の大学、県

内高校等の就職担当職員との連携が重要ではな

いか」、また、今後の課題として、「担い手確

保については、業界だけでの取り組みには限界

があり、今後、行政や教育機関との共同で施策

を展開し、スピード感を持って進めていくこと

が重要」との生の声をいただきました。

これまでの取り組みは一定の効果があって、

県もこうした取り組みを支援してきたことには

本当に感謝をしているところでありますが、実

際には担い手不足に歯どめがかかっていないこ

とから、担い手確保に向けた取り組みを、より

一層強化する必要があるのではないかと考えて

おります。

秋田県では、庁内に建設産業担い手確保育成

センターを設置し、県が積極的に関与していく

ことで、産学官の連携を強化し、担い手支援の

窓口を一元化することで、若者や女性の就職増

につなげる取り組みを推進しております。

そこで、担い手の確保・育成に向けて、産学

官の連携をより強化していく考えはないか、県

土整備部長にお伺いいたします。

県では、若○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

年技術者等の育成・確保に資するため、建設業

団体が高校生を対象に実施するインターンシッ

プを支援するなど、学校等と連携した取り組み

を進めているほか、建設業団体等と連携し、県

内の建設業者等を対象とした若年者の職場実習

や、資格取得を支援する事業などを実施してお

ります。建設産業の担い手の確保・育成に当た

りましては、産学官の連携強化は重要でありま

すので、関係機関や建設業団体等と十分な連携

を、より一層図ってまいりたいと考えておりま

す。

教育委員会と学校側が重要な○日高博之議員

ところを担っているというふうに思いますの

で、ぜひしっかりと学校側と連携して、高校生

が県内の建設業にスムーズに入っていけるよう

な土壌づくりをお願いしたいと思います。

次に、若手技術者のキャリアアップについて

ですが、即戦力人材の確保、そして、高校生の

県内就職を後押しするために、県内建設産業に

就職を希望している高校生等を対象に施工管理

技士の試験対策講座を開催し、在学中の学科試

験合格を支援することなど、担い手確保に向け

て、より一層強化する必要があると思います

が、県土整備部長にお伺いいたします。

現在、県で○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

は、建設業の魅力をＰＲするため、高校生を対

象とした出前講座を実施しておりますが、資格

取得を目的とした講座は実施していないところ

でございます。

議員御質問の、県内建設産業に就職を希望し

ている高校生を対象とした施工管理技士の試験
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対策講座の開催は、県内建設業の担い手確保に

大変有効であるとともに、若年技術者のキャリ

アアップにもつながることから、処遇改善と、

その後の離職防止のためにも効果的な対策であ

ると考えます。

県といたしましては、他県の状況や学校等か

らの御意見なども踏まえながら、将来の建設産

業を担うこととなる高校生に対する支援につき

まして、今後検討してまいりたいと考えており

ます。

キャリア教育とあるんです○日高博之議員

が、キャリアアップ教育として、次につなげて

いければなと思っておりますので、よろしくお

願いします。

次に、県内工業系高校卒業生の就職状況につ

いては、先ほど御紹介いたしたとおりでありま

すが、工業系高校以外の卒業生についてはどう

なっているのか。

私の周りには、工業系高校を卒業し建設業に

就職した人よりも、普通科や私立高校を卒業し

て建設業に入社し、今でも活躍している人がい

ます。工業系高校以外であっても、建設業に就

職したいという希望を持っている生徒は多いと

いうふうに思っております。そこで、建設業に

就職した、県内高校生の全体数と工業系高校以

外の人数を、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

平成29年度○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

の学校基本調査によりますと、平成29年３月に

卒業した県内の高校生で、建設業に就職した人

数は、全体で282名であり、そのうち、工業系高

校以外の人数は77名であります。

工業系高校以外の人数が77名○日高博之議員

と、思ったより多いなと感じたわけであります

が、工業高校であるなしを問わず、建設産業の

魅力を、関係機関と連携しながら全県的に広げ

ていってもらいたいなと思います。

次に、ＩＣＴ土工についてお伺いいたしま

す。

農業、工業、建設業にかかわらず、ドローン

に期待するものは非常に大きいと思いますが、

いきなり現場工事とドローンのマッチングとい

うのは、そう簡単ではないと思います。

ドローンに興味がある高校生はたくさんいる

のでありますが、例えば、全ての設計自体を、

ドローンを使って３次元設計にして、ＩＣＴ建

設機械などを使って施工できるかといえば、技

術的にもコスト的にも、現段階では厳しい状況

だと思います。

しかし、ここ何十年かで、長寿命化計画を

やっていく中、橋梁の維持管理、公共構造物の

関係につきましても、やはりドローンの活躍の

場がどんどん広がっていきますし、国において

も、ドローンを用いた工事の発注のボリューム

も倍々の勢いで進めていくと聞いております。

まさに、建設業界においても、第４次産業革命

の転換期がそこまで来ているんだなというふう

にうかがえます。

そこで、本県建設産業においても、ＩＣＴと

ＡＩの普及による仕事と雇用の環境変化を捉え

た先見的な対応が必要と考えますが、どのよう

な認識を持たれているのか、県土整備部長に元

気な声でお伺いいたします。

建設産業に○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

おいては、ドローンによる３次元測量等を活用

したＩＣＴ工事の拡大や、ＡＩを活用したイン

フラ点検技術の開発などの取り組みが、国を中

心として積極的に推進されております。

本県におきましても、昨年度からＩＣＴ工事

の試行を開始し、さらに、ことし３月からは、
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１万立方メートル未満の切り土・盛り土工事も

対象とするなど、適用範囲を拡大したところで

ございます。また、昨年、県が開催しましたＩ

ＣＴ研修会では、官民合わせて90名を超える技

術者の参加があり、関心の高さを確認できたと

ころであります。

ＩＣＴやＡＩの活用は、生産性向上が図ら

れ、ひいては、給与や休暇などの現場の労働条

件が改善されるなど、若者が建設産業に魅力を

感じることにもつながることから、今後とも関

係機関や建設業界と十分に連携を図りながら、

ＩＣＴ工事等の活用拡大に積極的に取り組んで

まいりたいと考えております。

よろしくお願いいたします。○日高博之議員

ドローンと現場のギャップというのは、キャ

リア教育で学校で教育委員会がドローンのこと

を教えても、現実に就職したらスコップを持た

されたりするわけですから、この辺のギャップ

を埋めていかんと、なかなか厳しいというふう

に思うわけです。だから、ＩＣＴの活用をしっ

かりとマッチングしてもらえればなと要望いた

します。

次に、完全週休２日制の導入についてお伺い

いたします。

本県では、働き方改革による労働環境の改善

対応ということで、週休２日工事を確保すれ

ば、間接工事である、共通仮設費率、また現場

管理費率などの上乗せを実施するということで

あります。

しかし、前の議会で、我が会派の坂口博美先

生の一般質問でもありましたが、現場には日給

月給の人たちもたくさんいるんだと。そういう

人たちは、仕事をしない日は給料が出ないし、

いわゆる稼ぎが減るわけであります。また、給

料も本体工事費から出ているので、間接工事の

上乗せ分では対応できないということでありま

す。

私は、そういったことをいかにして解決して

いくかというのは、実際に施工した業者の皆さ

んから聞き取りをしながら解決策を考えていく

方法だと。まさに、そういったことが若者が建

設業に入ってこない要因ではないかと。それを

何とか解決しないことには建設産業の先はない

というふうに思っております。また、建設産業

というのは、技術者だけでなく、多くの技能者

にも支えられている裾野の広い産業でございま

す。

そこで、若者や女性にとって魅力ある産業へ

の転換を図るためには、産学官で協議する場を

持つなど、県民の声を広く聞く機会が必要であ

ると思いますが、県土整備部長の考えをお伺い

いたします。

建設産業の○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

担い手の確保について、関係者などから幅広い

意見を求めることは、大変重要であると認識を

しております。

産学官連携で協議する場につきましては、例

えば、産業、教育、行政などで構成される協議

会などが考えられ、これらは、関係者の多様な

意見が反映されるよい機会になるとともに、次

代を担う建設産業の人材を、共同で育成する契

機になり得るものと考えております。

県といたしましては、関係機関や建設業団体

等と十分な連携を図りながら、女性が働きやす

く、若者にとって魅力ある建設産業となるよ

う、産学官連携で協議する場も含め、幅広い意

見を求める方法について検討してまいりたいと

考えております。

建設業界のイメージ、これを○日高博之議員

変えないかんわけですね。特にこの魅力ある産



- 76 -

平成30年６月14日(木)

業への転換、ここを建設業の方たちにもわかっ

てもらわないかん。こういったことが大いに必

要だというふうに思います。先ほど部長答弁で

ありましたが、幅広い意見を求める方法を、ス

ピード感を持って構築していただきたいと思い

ます。

次に、スポーツランドみやざきのさらなる充

実についてお伺いいたします。

本県の強みであるスポーツを核とした取り組

みは、スポーツランドみやざきの名のもとに、

プロ野球７球団、サッカーＪリーグ17チームと

多くのプロスポーツキャンプが実施されていま

す。また、2019年ラグビーワールドカップで

は、イングランド代表の公認チームキャンプ地

の内定、2020年東京オリンピックではドイツ陸

上連盟の事前合宿の誘致が決定するなど、実績

は日本一と言っても過言ではありません。官民

一体となった受け入れ環境の整備も着々と進

み、今後のインバウンド等の誘客増も大きく期

待しているところであります。

しかし一方で、プロスポーツチームを有する

ことでの実績はなく、よそから来たプロチーム

を見る機会はあっても、自分たちのプロチー

ム、いわばおらが県のプロチームはない県であ

ります。本県には以前、バスケットボールのＢ

Ｊリーグで宮崎シャイニングサンズというクラ

ブチームがありましたが、運営がうまくいかず

活動を休止しております。また、Jリーグ参入を

目指すチームは、テゲバジャーロ宮崎とＪ.ＦＣ

ＭＩＹＡＺＡＫＩの２チームあるものの、現状

はＪＦＬ、九州リーグで実力をつけている段階

であります。特に、Ｊリーグにつきましては、

全国でも９県、九州では本県だけがチームがあ

りません。

先日、関係者から、Ｊリーグが宮崎に誕生す

ると、地域経済の活性化につながり、子供たち

のサッカーに対する機運も上がり、競技力向上

にも貢献できるなど、熱く語っていただきまし

た。しかし、運営するのはとても大変で、リス

クのあるチャレンジをしているのが現状である

とも言っておられました。そこで、県として、

このような状況をどのように考えておられるの

か、知事にお伺いいたします。

地元に、Ｊリーグなど○知事（河野俊嗣君）

プロチームを有することは、競技力を含めたス

ポーツの振興はもとより、一体感の醸成や地域

の活力づくりなど、さまざまな効果があると

思っております。つくづく感じましたのは、私

が以前赴任しておりました宮城県、昭和63年、

平成元年当時は全くプロスポーツがなかったわ

けでありますが、その後、楽天、ベガルタ仙

台、大変地域の盛り上がりにつながっていると

ころであります。

本県では、長年、プロ野球やＪリーグチーム

のキャンプを受け入れ、観光誘客や情報発信な

ど多大な経済効果を生み出しておりまして、さ

らにこれに加えて地元チームの公式戦が開催さ

れることになれば、新たな誘客を生み出すな

ど、スポーツランドみやざきの一層の推進にも

つながるものと考えております。

その中で、御指摘のように、Ｊリーグを目指

すチームとしてテゲバジャーロ宮崎、Ｊ.ＦＣ

ＭＩＹＡＺＡＫＩが誕生し、さまざまな活動が

行われていること、さらに昨年、テゲバジャー

ロ宮崎が九州リーグからＪＦＬへの昇格を果た

したことは、大変すばらしいことと受けとめて

おります。

Ｊリーグチームをつくりますには、ホームタ

ウンとなる地元自治体やスポンサー企業などに

よります安定的な運営・支援体制の確立、スタ
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ジアムの整備など、課題も数多くあるところで

あります。

先日天皇杯で、テゲバジャーロ宮崎もＪ１チ

ームに対して大変な善戦をした。大きな感動、

また元気を与えていただいたところでありま

す。私としましても、こういったチームのホー

ム初戦においては、キックオフセレモニーに参

加したり、シーズン最初のキックオフパーティ

ーなどに参加して激励するなど、いろんな形で

支援に取り組んでいるところでありますが、関

係者の機運が一層盛り上がるよう、いろんな形

でエールを送ってまいりたいと考えておりま

す。

私も日向のサッカー協会の会○日高博之議員

長になりまして、野球からサッカーへとかいう

ことになっておりますが。この両チームから、

そういうことで話を聞く機会がありまして、知

事に対する期待はすごく大きいなということを

一番感じました。

期待と言いましても、金銭的な支援の期待で

はないんですよね。やはり県と連携して、サッ

カーで宮崎を盛り上げていこうという熱い思い

がそこにはあるんです。

ほかの、例えば福島県とか、知事がマニフェ

ストに挙げて、Ｊリーグをつくるぞと言って旗

振り役をしたところもございます。また、県が

直接関与してやろうというところもなんぼかあ

るわけであります。

お願いですが、せめて本県でも、ホームゲー

ム開催時には、「試合を見に行こうじゃない

か」ということで、ホームページとか、または

県広報紙を活用した誘客活動の支援はできない

ものか、知事にお伺いいたします。

Ｊリーグチームの誕生○知事（河野俊嗣君）

のためには、もちろんチームの競技力の向上と

いうのは大変重要でありますが、チームの運営

体制の強化というのも必要でありますし、そこ

を支える地元のファンの熱意の盛り上がり、例

えば入場者数も平均で2,000人以上ということが

求められているわけでありまして、しっかりそ

れを支えていく必要があろうかと思います。

観戦者をふやすなど、チームを応援するサポ

ーターをふやしていくことは大変重要だと考え

ておりますので、宮崎でホームゲームが行われ

る際は、観光情報サイトの「旬ナビ」や「みや

ざきスポコミュ」など、ホームページやＳＮＳ

を使って県民へ応援を呼びかけるなど、積極的

に対応し、機運の盛り上げに努めていきたいと

考えております。

積極的な御答弁ありがとうご○日高博之議員

ざいます。いつの日か、知事が宮崎県初のＪリ

ーグチーム誕生の拳を上げるその時期、そのタ

イミング、その瞬間を見守っていきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

次に、Ｊ３に加入するためのライセンス、基

準、加盟条件はＪ１に比べてかなり緩和された

ものとなっていますが、設備関係や経済面での

条件、さらにチーム力の強化など、先ほど知事

が述べたとおり、多くの問題を抱えておりま

す。特に、チーム力の強化や、試合や練習会場

の確保など、行政の協力を得なければならない

こともあります。

将来的に活躍するジュニア選手を地元から発

掘・育成し、競技力向上につなげていくことも

大変重要だと思います。そこで、これまで県と

して、選手の発掘や競技力向上にどのように支

援を行ってきているのか、教育長にお伺いいた

します。

県では、本県選手の○教育長（四本 孝君）

競技力向上に向け、県体育協会や競技団体、学
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校体育団体と連携をし、ジュニアから成年まで

の選手発掘や育成、強化など、一貫した対策を

推進しております。

具体的には、小学生段階から２巡目国体や世

界で活躍できる有望選手の発掘・育成を目指す

「宮崎ワールドアスリート発掘・育成プロジェ

クト」に取り組んでおります。また、少年の競

技力向上のため、高い競技力を有する中学校・

高校の強化指定校や優秀選手を集めた合同合宿

への支援を行っております。

このような取り組みの結果、平成24年度に

は、全国高等学校サッカー選手権大会において

鵬翔高校が悲願の全国優勝を果たし、その中心

選手であった北村知也選手がＵ−17日本代表に選

出をされております。さらには、Ｊリーグで活

躍する興梠慎三選手がリオデジャネイロオリン

ピックに出場するなど、本県から多くのすぐれ

た選手を輩出しているところであります。

こういったすばらしい選手が○日高博之議員

いるのに、宮崎県に活躍の場がないために、ど

うしても県外に活躍の場を求めるしかないわけ

です。私も、そういった優秀な選手が、この宮

崎でプロの選手としてプレーできる環境づくり

を推進していきたいと思いますし、１日でも早

い宮崎県初のＪリーグチーム誕生を願いたいと

思います。

次に、お倉ヶ浜海岸の砂浜の侵食についてお

伺いいたします。

お倉ヶ浜は、全国屈指のサーフポイントとし

て、全国から注目を浴びてきております。昨年

の世界ジュニアサーフィン選手権の開催につな

がるとともに、大会の成功により、世界的な知

名度も上がってきました。また、日向市を訪れ

るサーファーも昨年は30万人、前年度比30％増

とふえております。日向市ではサーフタウン日

向基本構想を策定し、お倉ヶ浜をハード・ソフ

ト両面から環境整備していくと聞いておりま

す。

このことから、将来的にお倉ヶ浜海岸の環境

を維持していくことが望まれます。しかしなが

ら、これまで台風等の影響を受け、砂浜が侵食

されたことは何度もありました。１年くらいす

ると徐々に戻ってきていましたが、昨年９月の

台風の影響で、赤岩川と吉野川、約１キロ間の

海岸の砂が侵食され、新たな砂の堆積が見られ

ず、なかなか以前の状態に戻らないことから、

日向市、また日向市サーフィン連盟から、お

倉ヶ浜海岸の環境の維持について、要望をいた

だいているところであります。

まず、お倉ヶ浜の砂浜の侵食の状況につい

て、県土整備部長にお伺いいたします。

お倉ヶ浜海○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

岸のうち、赤岩川から吉野川の区間につきまし

ては、砂浜の背後地が潮害防備保安林に指定さ

れており、昭和40年代後半から50年代前半にか

けて、防潮護岸が整備をされております。近年

は、護岸の前に砂が堆積しておりましたが、議

員御指摘のとおり、昨年の台風の波浪により侵

食を受け、護岸が露出したり、浜崖ができるな

ど、砂浜が台風前の状態には戻っていない状況

にあります。

赤岩川から吉野川間の状況○日高博之議員

は、部長答弁のとおり、一部侵食されていると

いうことですが、一方で、お倉ヶ浜海岸の南に

位置する平岩港は、少なくとも平成10年ごろか

ら毎年、地元の漁業者からの要望等によりしゅ

んせつしており、そのしゅんせつ土は、基本的

にはお倉ヶ浜海岸から外に持ち出さず、隣接地

などに養浜として置いていると聞いておりま

す。
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せっかく養浜するのであれば、同じ海岸内の

浜崖ができている赤岩川から吉野川周辺にしゅ

んせつ土を置いたほうが、海岸の砂が循環し、

安定した砂浜を形成することができるのではな

いでしょうか。そこで、しゅんせつした砂の有

効利用を図る上でも、平岩港でしゅんせつした

砂を赤岩川から吉野川周辺に養浜し、循環形成

をすることができないのか、県土整備部長にお

伺いいたします。

平岩港につ○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

きましては、砂浜に隣接する港であり、砂が港

の中に流入しやすいことから、港の安全な利用

を確保するために、しゅんせつを行っておりま

す。しゅんせつした砂につきましては、お倉ヶ

浜海岸内の養浜に利用することを基本として、

砂浜の保全にも努めてきたところであります。

しゅんせつした砂を赤岩川から吉野川周辺へ養

浜するに当たりましては、今後、しゅんせつす

る際に、砂浜の侵食状況を確認の上、養浜する

箇所や運搬方法を検討してまいりたいと考えて

おります。

ぜひ運搬の方法を検討してい○日高博之議員

ただきたいと思います。お倉ヶ浜海岸で発生し

た砂は、今後とも外には持ち出さないというこ

と、そしてお倉ヶ浜海岸区域内だけで移動を限

定することが、今できる侵食対策じゃないかな

と思います。

しかし、砂浜は年間通して変化するものであ

ります。特に台風シーズンは侵食傾向にあっ

て、基本的な対策が難しいと考えるわけであり

ますが、今後の取り組み方針・対応について、

県土整備部長にお伺いいたします。

砂浜は、波○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

浪の状況等で、季節によっても変化しますこと

から、まずは、現状を把握するための測量を実

施するとともに、今後、状況の変化を注視して

いくこととしております。砂浜は、人命や資産

を波浪等から防護するだけでなく、海岸利用や

環境の観点からも非常に重要でありますことか

ら、今後とも、お倉ヶ浜海岸の砂浜が維持でき

るよう、日向市などの関係者の皆様方と一緒に

なって取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

見守るということで、測量を○日高博之議員

することは本当に有効なことだというふうに思

います。そうすると一目瞭然どうなっているか

わかるので、ありがたいなと思っております。

先ほどありました、日向市また関係団体と同

じ方向で、宮崎海岸の件もありますので、そう

ならないように。日向で今の顔はサーフィンな

ものですから。これが砂浜が侵食されるとなる

と印象的に悪いものですから、しっかりその辺

を民間団体とともにこの環境を維持していく

と。ぜひよろしくお願いいたします。

次に、県立延岡病院の心臓脳血管センター

（仮称）について、お伺いいたします。

県立延岡病院の循環器内科「心臓血管センタ

ー」は、平成15年に内科から独立し、心臓専門

の診療科として、ことしで15年を迎え、県北地

域で暮らす県民にとって、なくてはならない存

在となっております。また、当科を代表する心

臓カテーテル治療について、現在、県北地域

で24時間対応可能な心臓カテーテル室を有する

のは、ここ県立延岡病院のみとのことでありま

す。宮崎県で発生する急性心筋梗塞患者の約25

％、これが県北地区のほぼ100％に当たります。

これが県立延岡病院に搬送されており、着実な

治療件数を重ねているとお伺いしております。

そこで、県立延岡病院における心臓カテーテ

ルの検査と治療の現状と課題について、病院局
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長にお伺いいたします。

県立延岡病院が実○病院局長（桑山秀彦君）

施しております心臓カテーテル検査や治療は、

実績で見ますと、ここ数年、年間1,000件程度で

推移しておりまして、九州内でも有数の実績と

なっているところでございます。

課題としましては、現在は、心臓カテーテル

室が１室しかありませんので、救急患者が入っ

てきた場合には、あらかじめ予定されておりま

した検査や治療との調整を図る必要があるな

ど、患者やその家族に負担をかける状況にあり

ます。また、現在は、ＩＣＵや手術室に隣接す

る３階フロアに設置をされておりますが、心筋

梗塞等の救急患者の治療は、１分１秒でも早い

処置が必要でありますことから、設置場所につ

いても課題となっております。

このような課題に対応するために、今年度、

１階にあります救命救急センターに隣接する場

所に、心臓カテーテル室２室と脳血管造影室１

室を備えた、仮称でございますが、心臓脳血管

センターを整備することとしたところでありま

す。

確かに、県立延岡病院は、今○日高博之議員

年度、心臓脳血管センターの増設が予定されて

おり、平成30年度予算に盛り込まれておりま

す。

ところで、先月、厚生常任委員会の県北地区

調査の際に、病院側からこういうことを聞きま

した。「現行装置は、一時期、装置の停止が複

数ケース繰り返され、治療中に停止する重大イ

ンシデントが発生したことがある」と伺ったわ

けであります。大変危惧するわけであります

が、その内容について、病院局長にお伺いいた

します。

現在の心臓カテー○病院局長（桑山秀彦君）

テル装置は、平成18年度に購入したものであり

まして、病院からの報告によりますと、平成26

年度に、治療中に装置が一時停止するという重

大インシデントが１回発生しております。この

ときは、間もなく装置は再起動しまして、治療

は無事に終了しましたことから、患者への影響

はなく、重大事故には至らなかったものであり

ます。

原因としては、装置の稼働率が高いために、

十分なメンテナンス時間を確保できなかったた

め、装置を制御しますコンピューターシステム

に不具合が生じたと聞いております。

なお、その後は、メンテナンス時間を十分確

保しておりますことから、大きな不具合は発生

していないところでございます。

治療中に停止したのは１回と○日高博之議員

いうことであり、患者に影響はなかったという

こと、また、それ以降不具合はなかったという

ことで、とりあえず安心したところでありま

す。

だけど、基本的には、こういう重大アクシデ

ントは繰り返されたり こういう紛らわしい―

ことは、そうじゃなくてはっきり、情報という

のを一本化してやることは、命を守ることには

すごく重要だというふうに思います。

今回、新たに心臓カテーテル室をふやし２室

にするとともに、脳血管造影室１室を備えた心

臓脳血管センターを本年度に整備し、来年４月

に開所を目指す運びとなったことは、県北地区

で暮らす県民のより一層の安全・安心を図る上

で、大変ありがたいことだというふうに思って

おります。

しかし、２台設置される心臓カテーテル装置

は、１基は新設されるものの、もう１基は既存

のものを移設するということですが、平成18年
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度の機器の導入から年数も経過しており、も

う10年以上ということですね。検査・治療の実

績も多く、現場の医師からは、できるだけ早く

新しい機器に更新してほしいとの要望を強くい

ただいたところであります。

県北地域住民のより一層の安全・安心の保障

という観点からは、今後、急激に増加する見込

みである循環器系入院患者への対応のため、２

基とも新機器を導入すべきではないかと思うわ

けですが、どのようにお考えなのか、病院局長

にお伺いいたします。

県立病院における○病院局長（桑山秀彦君）

医療機器の導入や更新は、各病院の医療需要を

踏まえました必要性を第一に、また収支見通し

などの経営的な観点も十分踏まえながら進めて

いるところであります。

県立延岡病院の心臓脳血管センターの整備に

つきましても、このような観点から、心臓カテ

ーテル装置を２台体制として、今後の医療需要

に適切に対応できるよう充実を図ることとして

おります。また、２台のうち１台は新規購入

し、もう１台については、現在の装置が定期的

な保守点検等により適切に管理されております

ことから、引き続き使用することとしたところ

であります。

しかしながら、御質問にもありましたよう

に、現在の装置は導入後、相当年数を経過して

おりますので、利用者の方々の安心・安全を

しっかり確保できるように、センターの設置後

の稼働や保守点検の状況を見ながら、具体的な

更新時期等について検討してまいりたいと考え

ております。

具体的に早く更新をしてくだ○日高博之議員

さい。よろしくお願いいたします。

利用者の安全・安心の確保、命にかかわるこ

とは、何よりも優先されなければならないこと

だというふうに思います。現場の意見を尊重し

て、早期の新機種更新を病院局長、前向きに、

前向きにお願いいたします。

次に、山間部における在宅サービスの充実に

ついてお伺いいたします。

先月、厚生常任委員会で、日之影町のサンル

ーム西臼杵事業所にお伺いし、西臼杵郡内での

在宅介護の現状についてお伺いいたしました。

山間部における特徴は、都市部と違い、移動

距離と時間がかかることや、五ヶ瀬とか奥深い

地域になると、雪や大雨・台風時にはインフラ

整備のおくれによる交通規制があり、迂回路も

ないこと、効率が悪く危険性を伴うケースが数

多く発生するとのことを伺いました。五右衛門

風呂もあれば、まき、また古民家が多いから縁

が高いものだから、行ってみれば車椅子も入ら

ん、そういった住宅が多いわけです。山間部で

の居宅サービスにおける厳しい実態を目の当た

りにしたわけであります。

また、事業所運営についても、基本報酬に加

え特別地域加算があるものの、採算面で厳しい

と考えるが、県はその状況をどう認識されてい

るのか、福祉保健部長にお伺いいたします。

県では、こ○福祉保健部長（川野美奈子君）

れまで、市町村との意見交換等を通じ、課題の

把握や情報の共有に努めているところでござい

ますが、その中で、山間部の居宅サービスは、

利用者や人材の確保が困難であることや、移動

距離が長いことなど、さまざまな経営上の問題

があり、その運営は大変厳しい状況にあると

伺っております。

私も、この３月まで環境森林部長として、何

度も山間部に足を運ぶ中で、豊かな自然環境と

伝統文化に触れる一方、生活インフラの整備の
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おくれや、人的資源の不足など、課題が山積し

ていることを身をもって感じたところでござい

ます。

このような状況や認識を踏まえまして、引き

続き、山間部における居宅サービスの充実に取

り組んでまいりたいと考えております。

ありがとうございます。川野○日高博之議員

部長とは、環境森林部時代に、諸塚で蜂の子の

さなぎとか幼虫とかを100匹単位で食べたこと

が、昨日のように思い出されるわけでありま

す。その分、山間部の大変厳しい状況は、誰よ

りも把握されているというふうに、こじつけで

すが実感をしているところでございます。

そこで、地域包括ケアシステムの構築を図る

上で、訪問看護体制の充実は大変重要になって

くると思われます。現在、本県の訪問看護ステ

ーションの空白町村は、美郷町、諸塚村、椎葉

村、五ヶ瀬町、西米良村の５町村と聞いていま

すが、この空白町村における、訪問看護ステー

ションの提供体制の充実にどのように取り組ん

でいくのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

訪問看護サ○福祉保健部長（川野美奈子君）

ービスは、地域包括ケアシステムの構築を進め

る上で、在宅医療と介護をつなぐ大変重要な役

割を担うことから、県ではこれまで、訪問看護

ステーションの新規参入を促進するため、空白

地域等を対象に、開設費用を支援する取り組み

を行ってきたところでございます。

今年度はさらに、補助率を引き上げた事業を

新たに行う予定でございまして、今後、広く公

募により事業者を選定し、中山間地域において

も運営可能なモデルの構築を目指すこととして

おります。あわせまして、この事業を検証する

ことによりまして、介護報酬見直しを含めた事

業者支援策についても、必要に応じ、国への要

望を検討してまいりたいと考えております。

入郷、これは日之影もです○日高博之議員

が、入郷町村はもっと厳しい状況にあるかな

と。常備消防も正直設置されていない。日本で

も一番厳しい地域かなと。私は日向在住です

が、日向圏域という大きな枠で見ると、入郷地

域のことがそうであれば、やはりしっかりと

やっていかないかんという気概はありますの

で。県も、ぜひ、そういったことで、中山間の

「中」を抜いて「山間」部と、ヤマカンという

とちょっとあれだけど。山間部をしっかりと

担ってほしいなと思っております。そういった

山間部における在宅サービスの実情の把握、ま

た課題分析を通じて、地域の実情に応じた介護

体制の充実、また部長の現地調査も含めてお願

いしたいと思います。

最後に、実を言いますと、宮崎産業経営大学

が、今、全日本大学野球選手権で勝ち進んで、

ベスト８です。きょう４時半から神宮球場でベ

スト４を目指してやります。これ、やはりテレ

ビ中継もないんです。その中でも、こういっ

た、おらが県の野球チームを県全体で応援して

いかにゃいかんというふうに思っておるところ

です。

最後、知事に、エールをお願いしたいと思い

ます。

宮崎産業経営大学であ○知事（河野俊嗣君）

りますが、全日本大学野球選手権に本県から初

めて出場した。これもすばらしい快挙でありま

すが、全国の名立たる強豪大学を相手に２連勝

して、ベスト８ということであります。

関係の皆様に心からお祝いを申し上げたいと

思っております。特にこの産経大は、必ずしも

野球専用グラウンドを持っているわけではない
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という状況ですとか、チームの選手が地元宮崎

や鹿児島の選手で、必ずしも強豪高校から選手

を集めてというチームづくりではない、そうい

う中での快挙というのは本当にすばらしいこと

だと思います。

産経大は、サーフィンとかサッカーが非常に

有名なわけでありますが、野球でもこうやって

全国に向けてアピールをする。甲子園優勝を目

指す本県としても、大きな弾みになるのではな

いかなと思っております。

きょうは、福岡代表の九州産業大学との準々

決勝ということであります。この九州産業大学

は、きのう、優勝候補と目される「150キロトリ

オ」という投手を擁した東洋大学にコールド勝

ちをしたという、相当強い相手ではないかと

思っております。しかも、ナイターになる可能

性があると。ナイターの経験がないということ

で、いろいろ不安はあるわけですが、ぜひ意地

を見せていただきたいと思いますし、頂点目指

して頑張っていただきたい、そのように思うわ

けであります。

この大会は昨年、本県で合宿をしていただい

ております立教大学が59年ぶりに優勝したとい

うことでありますが、産経大の三輪監督は立教

大学のＯＢで、また産経大のユニフォームも同

じような縦じまだということで、何か勢いがあ

るのではないかなという期待をしながら、見

守ってまいりたいと考えております。

終わります。ありがとうござ○日高博之議員

いました。（拍手）

次は、前屋敷恵美議員。○ 原正三議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。通告に従い一般

質問を行います。

まず最初に、知事の政治姿勢から伺ってまい

ります。

最初は、新田原基地の米軍単独使用について

伺います。米海軍は、５月25日まで実施してい

た硫黄島での空母艦載機着陸訓練に続き、九州

沖海域での米軍の空母による着陸資格取得訓練

を、５月30日から６月３日まで実施しました。

その際、例外として、天候急変などで不測の事

態が生じた場合、緊急着陸空港として新田原基

地を使用すると通告をして、今回、２回の緊急

着陸が行われました。しかし、いずれも悪天候

などによる不測の事態などではなく、燃料補給

が理由でした。そもそも、これまで米軍による

新田原基地使用は、協定に基づいた日米共同訓

練以外にはあり得ず、今回のような米軍の単独

訓練時の新田原基地使用は、まさに協定違反の

基地使用と言わなければなりません。こうした

今回の事態について、知事の見解を伺いたいと

思います。

後の質問は、質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

今回の訓練に係る新田原基地の使用につきま

しては、日米地位協定に基づく日米合同委員会

において承認されたものであります。今回の訓

練は、米軍の単独訓練であり、地元自治体との

協定は締結されておりませんが、県としまして

は、国に対して、地元自治体に対する丁寧な説

明とともに、県民の安全・安心を確保する観点

から、事故等により県民の生命や財産が脅かさ

れることのないよう、また、騒音の軽減など可

能な限り生活の保全が図られるよう、万全の対

策を講じることを文書で要請したところであり

ます。今後も、引き続き国に対して、適時的確

な情報提供と万全の対策を、強く求めていきた
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いと考えております。以上であります｡〔降壇〕

ただいま知事のお答えで○前屋敷恵美議員

は、日米地位協定によることが最大の要因だと

いうふうにお話しされましたが、日米地位協定

に基づいて全てが行われるようになってしまえ

ば、日本の主権や自治体の主権、住民の皆さん

のその思いは全くないものになってしまうので

はないかと思います。これまで、日米共同訓練

は、協定により その協定は、宮崎県の立ち―

会いのもとに、関係自治体と当時の防衛施設庁

や、福岡防衛施設局との間で交わされてきまし

た。そして、それに準じて訓練が実施されてき

ました。

振り返りますと、最初、昭和55年でしたが、

日米共同訓練に関する協定では、当時、黒木博

知事の立ち会いのもと、新田原基地を日米共同

訓練のために一時的に使用させるが、これを契

機に恒久的に米軍基地にしない、恒久的に使用

はさせないことを確認しております。その次に

結んだ協定は、米軍再編による新田原基地への

訓練移転に関する協定、これは平成19年、当時

は東国原知事でございました。これでは、移転

訓練は、航空自衛隊との共同訓練であること、

共同訓練は１回当たり１日〜15日、年間56日以

内などを取り決めて確認をしております。

これに基づいて、これまで日米共同の訓練が

新田原基地を使って行われてきたわけですが、

今回の米軍単独訓練というのは、こういった協

定にも全く外れた、まさに協定違反であり、日

米地位協定で何もかもがなし崩しになってしま

うゆゆしき事態だというふうに、私は思ってお

ります。今回の米軍空母による着陸資格取得訓

練について、どのような通知があったのか、危

機管理統括監にお願いしたいと思います。

米軍の空母○危機管理統括監（田中保通君）

着艦資格取得訓練の実施に伴う新田原基地の使

用につきましては、４月19日に、九州防衛局の

職員が県庁を訪れ、説明を受けております。そ

の際、九州防衛局からは、米軍の空母艦載機が

厚木飛行場から岩国飛行場に移駐されたことに

伴い、資格取得訓練も九州沖に変更され、新田

原基地が不測の事態が生じた場合の代替着陸先

として使用される場合がある旨の説明があった

ところであります。また、九州防衛局は、18日

から19日にかけて、新田原基地周辺自治体に対

しても、同様の説明を行ったと聞いておりま

す。

九州防衛局の情報提供とい○前屋敷恵美議員

う形で、一方的な通知にすぎないというふうに

私は思います。しかも、これが口頭の通知だと

いうことでありましたが、これでは納得できる

ものではないというふうに思います。

あわせて、緊急時に備えた米軍の整備員10名

の配置も通告をしてきたようですが、何の取り

決めもなく米軍が常駐すること自体、協定違反

ですし、燃料補給が緊急事態・不測の事態と言

えるのか。どのように考えるか、知事の見解を

お聞きしたいと思います。

九州防衛局からの訓練○知事（河野俊嗣君）

前の説明によりますと、天候の急変等に伴い、

安全を十分確保するために岩国飛行場に向かう

途中で着陸しなければならないような不測の事

態が生じた場合には、新田原基地が使用される

ことがあり、燃料不足に伴う着陸もあり得ると

の説明があったところであります。また、今回

の米軍機２機の新田原基地への着陸について、

九州防衛局に確認をしましたところ、燃料補給

が必要になった経緯などは明らかになっており

ませんが、今回の着陸は、新田原基地の使用条

件の範囲内で行われたものとの説明を受けてい
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るところであります。

新田原基地の使用条件の範○前屋敷恵美議員

囲内であることは、今も私がお話ししましたと

おり、まさに協定にも何にもない形で使われた

わけです。不測の事態と言えないこの燃料補

給、もともと燃料などは十分に措置をして飛ぶ

のが当たり前でありますけれども、こういう形

で、いかなる理由をつけてでも新田原基地を使

おうとする。これが今後続くようであれば、大

変なことだというふうに私は思います。

米軍はこれまで、厚木基地を拠点に、房総沖

の洋上で行ってきた訓練が、拠点を岩国基地に

移したことにより、九州沖の洋上に変更され

て、新田原基地が緊急着陸の基地にされたわけ

ですが、こうした米軍単独訓練での使用をこの

まま認めれば、先ほども言いましたが、米軍が

いつでも恒常的に新田原基地を使うことに道を

開くのではないか、大変危惧するところです。

これまでは、少なくとも協定を結んで米軍使用

への一定の歯どめをかけてきたというふうに、

私は思っています。

しかし、今回のように地元自治体を無視する

形で、一方的な通告による基地使用は認められ

ないと思います。知事はどのように、これから

のことも含めて考えておられるのか、見解をい

ただきたいと思います。

今回の訓練による新田○知事（河野俊嗣君）

原基地の使用につきましては、日米合同委員会

において承認された条件に基づいて実施された

ものと考えております。また、今回の訓練は、

使用目的や使用期間が定められており、代替着

陸先としての使用ということで、九州防衛局か

らも、米軍が新田原基地に恒久的に配備される

計画はないとの説明を受けているところであり

ます。

先日もＦ15戦闘機が墜落い○前屋敷恵美議員

たしました。乗組員は命の別状はなかったよう

ですけれども、こういうふうに戦闘機が飛べ

ば、事故はついてくるんです。これまでの日米

共同訓練のその上に、こうした米軍単独での訓

練にも基地が使われるようになれば、この危険

性は本当に、騒音とともに増していくことにな

るというふうに思います。安心・安全な住民の

皆さんの暮らしをしっかり守る、そういう知事

の立場では、こうした訓練は認められない、こ

のように考えるわけです。

ぜひ、今後の訓練の中止を申し入れていただ

きたいと思いますが、いかがですか。

外交・防衛の問題は、○知事（河野俊嗣君）

国の専管事項であります。今回の新田原基地の

使用につきましても、安全保障政策の一環とし

て、国の責任においてなされたものと考えてお

ります。県としましては、今回の訓練の実施に

当たりまして、まず、地元自治体に丁寧な説

明、情報提供をしていただくとともに、県民の

生命・財産を守る観点から、事故の防止や騒音

の軽減などについて万全の対策を講じることな

どを、国に対して要請したところであります。

今回のことも含めて、知事○前屋敷恵美議員

の責任、県の責任は大変大きいものがあるとい

うふうに思います。やはり、県民の暮らし、

しっかり安全を支えるという立場で、今後対処

していただきたい。このように強く思います。

もう一点お伺いしたいのは、ことし３月30日

に、延岡市北方の上空で、オスプレイと見られ

る飛行機が目撃されています。このことは、地

元の夕刊紙で報道されました。県を通じて事実

確認を求めておりますが、明らかにはなってお

りません。状況を御報告いただきたいと思いま

す。危機管理統括監、お願いいたします。
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今回の事案○危機管理統括監（田中保通君）

につきましては、情報をいただいた段階で、地

元の延岡市に対し、他の低空飛行事案と同様

に、詳細な状況を目撃者の方に確認の上、報告

していただくようお願いしたところでありま

す。その後、延岡市において、目撃者の方に確

認をとりまして、６月11日に、市から県に報告

がありましたので、同日付で、県から九州防衛

局へ照会をしております。九州防衛局に対しま

しては、速やかな確認と回答を要請したところ

であります。

写真から見てオスプレイだ○前屋敷恵美議員

ということがわかります。とりわけオスプレイ

は、各地で事故が頻発している機種です。この

軍用機がどういう目的で宮崎の上空を飛行した

のか、連絡があったのか、何もわからないとい

う状況で県民の安全を守る危機管理ができるの

か、知事の見解を伺いたいと思います。

県では、国に対しまし○知事（河野俊嗣君）

て、オスプレイ等の飛行情報について事前の情

報収集に努めることや、関係市町村を含めて速

やかに情報提供するよう、文書により申し入れ

ているところであります。また、低空飛行等に

ついて市町村から情報提供があった場合には、

九州防衛局を通じて米軍等に照会をしていると

ころであります。今後とも、県民の安全・安心

を確保する観点から、早急な情報提供が行われ

るよう、国に対し強く求めてまいりたいと考え

ております。

いずれにいたしましても、○前屋敷恵美議員

県民の安全・安心な暮らしを守る責任ある県と

して、また知事として、しっかり対処していた

だくことを申し上げておきたいと思います。

次に、重度心身障がい者（児）医療助成制度

の改善について伺います。

まず、給付のあり方についてです。現在、全

ての県で、重度心身障がい者の方への医療費助

成が行われておりますが、その給付について、

宮崎県では、通院の際、医療機関の窓口で一旦

立てかえ払いをした後、役所に出向いて、領収

書や支払証明書を添え、還付手続を行って払い

戻しを受ける、いわゆる償還払いの制度がとら

れております。

しかし、制度を利用される方々にとっては、

受診した際の一時立てかえ払いは、経済的に大

変な負担になっています。しかも、払い戻しを

受けるまでに２カ月から３カ月かかるという状

況では、なおさらなことだというふうに思いま

す。「ぜひ、立てかえ払いのない現物給付の制

度にしてほしい」というのが、障がいを持たれ

た方々の切実な願いです。以前から要求が寄せ

られていると思いますが、なぜこれまで改善が

図られないのか伺いたいと思います。福祉保健

部長、お願いします。

重度障がい○福祉保健部長（川野美奈子君）

者（児）医療費公費負担事業につきましては、

外来の場合、利用者が医療費の１割から３割相

当分を一旦支払い、その後、市町村の窓口で申

請して払い戻しを受ける償還払い方式としてい

ることで、市町村に出向くなどの負担があると

いうことは、伺っているところでございます。

しかしながら、制度を開始した昭和50年当初

は数千万円程度であった県の負担額が、現在

は10億円を超えておりまして、給付方法の見直

しに当たっては、事業費の増加が見込まれます

ことから、財源の確保が大きな課題になると考

えているところでございます。

この制度は、障がいのある方の健康と福祉の

向上を図る上で大変重要であると認識しており

ますので、安定的な運営を図りながら、限られ
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た財源の中で、将来にわたり持続可能となるよ

う、事業主体である市町村とも意見交換を行っ

てまいりたいと考えております。

この医療費の助成は、おく○前屋敷恵美議員

れてであっても、後で行われるわけです。です

から、その財源を問題にするというのは、私は

いささか次元が違うんじゃないかと思うところ

です。その財源確保ができないというところ

が、ちょっと腑に落ちないわけであります。

障がいを抱えて生活しておられる方々の６割

が、年収100万円以下という状況の中で、この助

成制度は、まさに命綱ともいうべきものです。

一時立てかえでの負担とともに、申請の手続で

も代筆を頼まなければならない方も多くて、そ

の負担も大変なもので、経済的にも、また精神

的にもその負担は大きいものがあります。全国

的には、既に30の都道府県が、立てかえ払いの

ない償還払いを実施しており、宮崎県でできな

いはずはないというふうに私は思います。

必要とする人たちのための助成制度ですか

ら、利用しやすく改善を図ることは当然のこと

ではないでしょうか。自治体の負担も大変だと

いうふうに伺っています。これは一例ですが、

宮崎市では、月に約１万5,000枚の申請書の事務

処理を行っていると伺っています。書類を点検

し、振り込むための事務作業ですが、その負担

は相当なもので、現物支給は、こうした非効率

的な作業の改善にもつながることになるという

ふうに思います。ぜひ、制度の見直し・改善を

図っていただき、真に障がい者の方々の生きる

力、生きる支えとなる助成制度にしていただき

たいと思いますが、今後の方向性を部長、お示

しいただきたいと思います。

現物給付化○福祉保健部長（川野美奈子君）

についての御質問でありますが、前回、入院の

場合を現物給付した場合に、県の負担額が１

億3,000万増加したというような実例もございま

す。平成29年度の事業費、入院と外来の内訳を

見ますと、入院が４割、外来が６割というよう

な形になっておりまして、今回、外来を現物給

付化した場合には、一定の増加額が見込まれる

ところでございます。そういったところも踏ま

えまして、先ほど申し上げましたとおり、この

制度について持続可能な制度とするために、市

町村と意見を交換しながら、制度のあり方等に

ついて検討を進めてまいりたいと思っておりま

す。

制度は、先ほど申しました○前屋敷恵美議員

が、本当に必要とする方々のためのものですか

ら、使い勝手をよくすること。これを利用し

て、障がいを抱えながらも懸命に頑張るという

方々を支援するものですから、ぜひ制度の改善

は行っていただきたい。このことを強く申し上

げておきたいと思います。

次に、重度心身障がい者（児）医療費助成の

対象拡大について伺いたいと思います。現在、

全ての県で、身障手帳１級・２級の方を対象に

助成を行っていますが、３級まで助成している

県は38都道府県、４級まで対象にしている県

も11県あります。宮崎県は２級までです。

ところが、内部障がいの心臓、腎臓、呼吸器

などの機能障がいについては、２級の規定がな

いために、１級の人しか医療費助成が受けられ

ません。なぜ、内部障がいに２級の規定を設け

ていないのか不可解なのですが、規定がないの

です。このことからしても、３級まで助成の対

象を広げなければ、内部障がいで治療を続ける

方を援助することはできません。ぜひ、障がい

者の医療費助成の対象をせめて３級まで拡大で

きないか、伺いたいと思います。
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医療費助成○福祉保健部長（川野美奈子君）

制度でございますが、日常生活が極度に制限さ

れている方の医療費を助成することで、経済的

負担の軽減を図ることを目的としておりますこ

とから、対象者を重度の方に限定させていただ

いているところでございます。対象者の拡充に

つきましても、先ほどの外来の現物給付化と同

様に、事業費の増加が見込まれるところでござ

いますので、この制度が、限られた財源の中で

将来にわたり持続可能となるよう、事業実施主

体であります市町村とも意見交換を行ってまい

りたいと考えております。

先ほども申しましたけど、○前屋敷恵美議員

全国では、３級まで拡大をしているところは38

都道府県、４級まで対象にしている県は11県も

あるんですね。そういった点で見ると、宮崎県

は非常におくれている取り組みだ、施策だとい

うふうに思います。病気で苦しむ患者さんや御

家族を支援するこの制度は、県民の暮らしその

ものを支えるということになるわけですから、

私は、できないことはないし、ぜひ、県で取り

組まなければならない課題だというふうに思っ

ています。財源の問題も、先ほど言われました

けれども、県全体の予算の中で、本当に何が必

要なのかというところの位置づけの問題も、私

は大変重要だと思っているところです。

ぜひ、検討課題にのせて、結果を出していた

だきたい。このことを強く求めておきたいと思

います。御見解があれば述べてください。

議員御指摘○福祉保健部長（川野美奈子君）

のこの医療費制度でございますが、やはり事業

費の増加の問題と、利用者目線に立った問題、

いろいろ課題がございます。そういった中で、

いろんなことを検討しながら、どういった制度

のあり方が一番いいのか、十分に検討してまい

りたいと思います。

ぜひよろしくお願いしたい○前屋敷恵美議員

と思います。

次に、障がい福祉サービスの介護保険移行問

題、65歳問題について伺いたいと思います。

障がい福祉サービスを受けて生活をしておら

れる方が、65歳になると介護保険制度に移行さ

れるという、いわゆる介護保険優先原則のもと

で、これまで受けていたサービスが保障され

ず、在宅での暮らしに困難な事態が生じており

ます。県はこうした事態をどのように認識して

おられるのか、伺いたいと思います。

65歳以上の○福祉保健部長（川野美奈子君）

方の、障がい福祉サービスから介護保険サービ

スへの移行につきましては、介護保険制度が創

設された平成12年度当初から、65歳以上の方

は、基本的には介護保険サービスを優先的に受

けていただくものの、必ずしも一律的な取り扱

いを行わないよう、サービスの実施主体であり

ます市町村に対しまして、機会があるごとに助

言してきたところでございます。今後とも、各

種会議や研修会などさまざまな機会を活用しな

がら、改めて周知・徹底に努めてまいりたいと

考えております。

先日、私は65歳を間近に控○前屋敷恵美議員

えた方の不安の声をお聞きしました。現在、

月45時間の外出などのサービスが支給されてお

り、リハビリに通ったり、人との交流に使って

いるということでありましたが、これが10時間

に減らされることになると言われておりまし

た。そうなると、どうしても家にこもりがちに

なって、身体機能も低下することになるんじゃ

ないかという不安を語っておられました。

私は以前にも、この「65歳問題」は一般質問

で取り上げさせていただいたことがあります
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が、「負担軽減措置があるので、65歳になった

からといって一律に介護保険を適用することに

はならない」、こういう答弁でした。今、部長

がおっしゃったように、こうした内容を政府が

通知しているんですね。この徹底を進めてほし

いということも、そのときの質問でお願いした

ところなんですけど、現実には、そのときお話

を聞いた方が、昨年65歳になって、介護保険に

移行されました。要介護４という認定になった

そうです。それまで45時間のサービスが、10時

間に減らされました。新たに１割負担も生じる

ようになり、さらには住宅の問題も、障がい者

対応の住宅から高齢者向け住宅に移り、お部屋

も狭くなったようです。出費も、これまでの２

倍にふえたそうです。障害年金だけではとても

足りないということで、蓄え 働けないわけ―

ですから。この方は筋ジストロフィーという病

気も持っておられて、治療にも当たっておられ

るんですけれども、働けないということもあっ

て、今、蓄えを取り崩しながら生活をしている

と。この蓄えがなくなった後はどうなるんだろ

うかと、心配・不安を語っていただきました。

私は、まさにこうした方々の暮らしそのものを

抹殺するようなことになるんじゃないか、死ね

と言わんばかりじゃないかというふうに、極端

なことですけれども、思いました。

ですから、ぜひ、政府のこうした通達、一律

に介護保険サービスに移行するということには

しないと。介護保険サービスを優先しないとい

う、この通達をもっと各自治体にも徹底してい

ただいて、障がいを持ちながらも本当に懸命に

頑張って生きていこうとしておられる皆さん方

をしっかり支える。私はそれが行政の役割だと

思いますので、ぜひその周知と徹底、きめ細か

な支援・援助をお願いしたいと思います。部

長、いかがでしょうか。

国の通達に○福祉保健部長（川野美奈子君）

基づいて、現在まで市町村に指導してきたとこ

ろでございますが、一部そういった行き届かな

い部分もあるというふうには聞いておりますの

で、今後とも、しっかりと周知徹底に努めてま

いりたいと考えております。

ぜひ、丁寧な徹底をよろし○前屋敷恵美議員

くお願いしたいと思います。

次に、個人の尊厳が守られる高校にどうする

かという点で、一つに、高校生の制服について

伺いたいと思います。

「なぜ女子の制服はスカートなのか。なぜ男

子はズボン、女子はスカートと決まっているの

か」と、制服のあり方について疑問を呈した高

校生の新聞投書がありました。私自身、問題意

識を持ちながらも提起のおくれがあったこと

を、本当に反省するものですが、制服のあり方

については、見直し・検討が求められていると

いうふうに思います。

ズボン、スラックスなどは、寒さを防ぐ防寒

対策はもちろんのこと、紫外線対策など健康上

も必要になってまいりました。また、ＬＧＢＴ

・性的マイノリティーの方たちの立場でも、学

校生活で生きづらさを生じさせないためにも、

制服は希望者の選択制にするなど、制服のあり

方の見直し・検討は、必要かつ重要な課題だと

思っております。教育長の見解を伺いたいと思

います。

県立高校の制服につ○教育長（四本 孝君）

きましては、各学校で指定しているわけであり

ますが、全国的に見ると、スカートまたはス

ラックスを自由に選択できる制服を導入してい

る学校もありますことから、今後、健康上の理

由やＬＧＢＴ等の性的マイノリティーの生徒に
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配慮した制服のあり方について、研修会などを

通して、各県立高校に対し、情報提供を行って

まいりたいと考えております。

なお、現在におきましても、生徒や保護者か

ら健康上の相談等があれば、制服のかわりに体

操服の着用を認めるなど、学校ごとに柔軟に対

応しているところであります。

ぜひ当面の課題としても、○前屋敷恵美議員

この制服の問題はしっかり取り組んでいただき

たい、このように思うところでございます。

あわせて、トイレの課題についても伺いたい

と思います。現在、公共施設のトイレには、心

と体の性別が一致しない、トランスジェンダー

と言われる利用者の方への配慮として、多目的

トイレに「どなたでも利用できます」の表示が

あります。県庁内にも設置してありますが、そ

の表示だけでは十分とは言えません。真に利用

者の立場を理解していないとの声も聞かれると

ころです。私は、学校においてはなおさらのこ

とだと思います。２月議会では、来住議員が学

校トイレの洋式化の充実について質問いたしま

したが、今回私は、ぜひ、ＬＧＢＴ・性的マイ

ノリティーの方たちの立場、視点でのトイレ設

置のあり方を検討する必要性があるとの思い

で、質問をいたします。現在の学校の状況はど

うなっているのか、お聞かせください。

県立高校におきまし○教育長（四本 孝君）

ては、ＬＧＢＴ等の生徒だけを念頭に置いた整

備ということではありませんが、バリアフリー

などの考え方に基づきまして、生徒や職員はも

とより、避難所としての対応もできるように、

高齢者や障がい者など、多様な利用者に配慮し

た多目的トイレを整備しているところでござい

ます。

トイレは、生活の基本で○前屋敷恵美議員

す。生理的には健康上が第一義的ですが、性的

マイノリティーの人たちの視点からも、精神的

にもデリケートな問題として、人権を守るとい

う立場からも重視する必要があろうかと思いま

す。男性トイレ、女性トイレを利用することに

苦痛を感じる方々が、多目的トイレを利用した

ことで、中傷やからかいの対象にならないよう

な、配慮あるトイレの設置をどう考えていく

か、今後のトイレのあり方を検討することは、

極めて重要と考えます。今後の方向性をぜひ、

教育長、お示しいただきたいと思います。

各学校におきまして○教育長（四本 孝君）

は、健康上の理由やＬＧＢＴ等の性的マイノリ

ティーの生徒への配慮から、多目的トイレある

いは職員トイレの使用を認めているところでご

ざいます。しかしながら、多感な時期である高

校生は、トイレへの行きづらさを感じていると

いうことも考えられますので、生徒の心に寄り

添った相談しやすい環境づくり、あるいは他者

を思いやる心の醸成に努めて、全ての生徒が安

心してトイレを使用できるよう、きめ細かな対

応について啓発を図ってまいります。

ぜひ個人の尊厳が守られる○前屋敷恵美議員

学校にしていくためにも、重要な課題として、

一日も早く改善が図られるよう求めておきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

もう一点は、県立高校の混合名簿について伺

います。県教育委員会は、混合名簿実施の推進

を進めておられますが、この春、私が出席した

小学校の入学式は混合名簿でした。しかし、中

学校ではまだ、男女別の名簿でした。県立高校

においては現在どのような状況になっているの

か、伺いたいと思います。教育長、お願いいた

します。

平成30年度におきま○教育長（四本 孝君）
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す男女混合名簿、いわゆる「性で分けない名

簿」の使用状況であります。小学校から申し上

げますと、小学校で235校中146校、率にし

て62.1％。中学校で126校中51校、率にして40.5

％、県立高等学校及び中等教育学校におきまし

ては39校中24校、率にして61.5％ということに

なっております。前回調査の平成28年度と比較

をいたしますと、小学校で51.5ポイント、中学

校で35.9ポイント、県立高等学校及び中等教育

学校で17.9ポイント上回っているところでござ

います。

県立高校においては、６割○前屋敷恵美議員

以上が混合名簿ということでしたが、ＬＧＢＴ

を含めた性別で分けることに伴う課題の解消、

また男女平等・男女共同参画の推進を図ると

いった点でも、混合名簿の促進を、高校のみな

らず小学校・中学校でも、ぜひ、より一層推進

の方向を進めていただきたい、このように思い

ます。よろしくお願いいたします。

では次に、高校生の奨学給付金の拡充につい

て伺います。

2014年から、高校生の奨学給付金制度が開始

されました。中学まで就学援助制度を活用して

いた世帯にとって、より多額の費用が必要とな

る高校入学においては、より必要な制度とし

て、奨学給付金制度は求められておりました。

奨学給付金制度の現在の受給者数を、私立高

校、県立高校でそれぞれ伺いたいと思います。

平成29年度の○総合政策部長（日隈俊郎君）

実績でございますが、私立高等学校における受

給者数は1,873名でございます。

同じく県立高校等に○教育長（四本 孝君）

おける受給者数は4,273名でございます。

この高校の奨学給付金の対○前屋敷恵美議員

象は、生活保護世帯と住民税非課税世帯に限定

されております。小中学校の就学援助の支給基

準は、生活保護基準の1.1倍、1.2倍などと各自

治体で異なっておりますが、準要保護世帯まで

拡大されています。そこで、これまで就学援助

を受けていた人たちで、奨学給付金が受けられ

なくなる人が出てくるわけです。国の調査で

も、就学援助の対象になるような高校生の２割

が、奨学給付金が受けられていない状況にある

と言われております。高校入学においては、小

中学校ではかからなかった教科書代が要るよう

になりますし、また交通費なども必要になった

りいたします。特に、入学時にはより多額の準

備費用がかかるなど、高校では教育費の負担が

ふえております。高校の奨学給付金の支給基準

を、所得制限の見直しや、就学援助の条件程度

に引き上げることが必要だと思いますが、教育

長の見解を伺いたいと思います。

高校生等奨学給付金○教育長（四本 孝君）

は、生徒が安心して教育を受けられるよう、授

業料以外の教育費負担を軽減するために、高等

学校などに在学する生徒がいる生活保護世帯や

非課税世帯に対して給付されております。しか

しながら、高校生等奨学給付金と小中学校の就

学援助の支給要件が異なるために、小中学校で

は就学援助を受給していた方でも、高校生等奨

学給付金が受給できない場合もあります。本県

といたしましては、就学援助受給者が高校生等

奨学給付金を受給できるように、毎年、国に対

して、所得制限の緩和をお願いしておりまし

て、今後も引き続き要望を行ってまいりたいと

考えております。

高校生の教育を受ける権利○前屋敷恵美議員

を保障するためにも、ぜひ改善が図られること

が必要だと思っておりますので、今、教育長

は、政府にも要望しているということでしたけ
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れども、ぜひ引き続き強く要望をしていただき

たい、このように思います。よろしくお願いい

たします。

では、最後ですが、硫黄山噴火による長江川

白濁問題について、農家への支援、農業を守る

対策、また地域の経済を守る対策などについて

伺いたいと思います。

４月19日に硫黄山が噴火して、赤子川・長江

川に白濁が生じて約２カ月になろうとしていま

す。白濁は徐々に解消されてきておりますが、

水質検査では、ヒ素やカドミウムといった有害

な重金属類がまだ検出されている状況です。ま

ず、現状をお聞かせください。

県では、白濁○環境森林部長（甲斐正文君）

が最初に確認された４月21日に長江川上流の大

原橋で水質検査を行ったところ、水素イオン濃

度や重金属などが環境基準を超過していたた

め、下流側の川内川でも検査を行った結果、一

部の項目で環境基準を超過しておりました。そ

の後、毎週６カ所で定期的に水質検査を実施し

ております。直近の結果では、川内川の調査地

点で、検査した全ての項目が環境基準を達成し

ておりますが、川内川合流前の長江川や赤子川

の調査地点では、現在でも、水素イオン濃度や

ヒ素など、環境基準を超えている項目がござい

ます。

なかなか安心できる状態に○前屋敷恵美議員

はありません。長江川の水を農業用水として利

用できなくなった稲作農家の方々は、ことしの

作付を断念されました。約650戸の農家に及んだ

と伺っております。全国に名をはせた、ブラン

ド米の「えびの米」をつくれないことは、どれ

ほどつらく、断腸の思いであったか、消費者の

私たちも非常に残念でなりません。何としても

来年は作付できるよう、手だてを講じることが

重要ですが、ことし作付できなかった農家や関

連業者、例えば、もみすり業者の方たちなど

へ、再生産、再事業につなぐ支援が必要である

と思います。

昨日、対策のための補正予算が追加上程され

ましたが、必要なところへの対策が打たれる内

容なのでしょうか。どのような対策で取り組む

のか伺いたいと思います。

長江川白濁の○農政水産部長（中田哲朗君）

影響で、水稲の作付ができない農家に対しまし

ては、まずは、予定されております水稲の共済

金の支払いが円滑に進むよう、農業共済やえび

の市と連携して取り組んでおります。さらに、

本議会でお願いしております「えびの市水田農

業緊急支援事業」を活用いたしまして、飼料作

物への作付転換や来年の稲作再開に向けた地力

の維持・増進の取り組み等を支援することとい

たしております。また、もみすり業者に対しま

しては、水稲の収穫時期に向けて、えびの市や

関係団体と連携し、業者同士の情報交換や作業

の調整について、話し合いの場を設けるなどの

対応をしてまいりたいと考えております。

そういった農家の方々や、○前屋敷恵美議員

また関連業者の皆さん方、これから頑張るとい

う方向に向けて、寄り添った支援をぜひ、しっ

かりお話も聞きながら行っていただきたいと思

います。ことしは米がつくれなかったけれど

も、来年はことしの分まで頑張ろうという意欲

が持てるような対策でなければならないと思っ

ております。そうでなければ、「えびの米」

も、えびのの農業も守れないと思います。

今、新聞の投書でも、「おいしいえびの米を

つくり続けてほしい」という県民の激励が数多

く寄せられておりますけれども、やっぱり県民

の皆さん、みんなそういう思いだと思います。
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それにどう応えるかというのも、県の大きな役

割だと思います。私は、国の支援も大いに要請

をして、ぜひ農家の皆さんに寄り添った対策を

とっていただきたい、このように思います。

次に移りますが、えびの高原・からくに荘の

跡地に設置した沈殿池が６月５日に完成して、

運用が開始され、不純物を沈殿させ上澄みを流

しておりますが、まだ重金属類が、今御報告い

ただきましたように検出されております。この

沈殿池で、どの程度の効果が見込めるのか、今

後この沈殿池で対応できるのか。そのあたりの

ところをお聞かせいただきたいと思います。

県が行いまし○環境森林部長（甲斐正文君）

た沈殿物の検査では、低濃度ではありますが、

ヒ素の溶出が確認されておりますので、河川の

濁りや水質悪化の原因となる物質の下流への流

出を防止する沈殿池の設置については、一定の

効果があるものと考えております。

また、流れている上澄みについては、今議会

でお願いしております追加補正予算により、水

質等の検査を強化するとともに、硫黄山・河川

白濁対策協議会等において、国や地元、大学等

の専門家と連携し、水質改善に向けた効果的

で、かつ、適切な対策の検討を進めていくこと

としております。

また新たな沈殿池の必要も○前屋敷恵美議員

出るかもわかりません。安全な水を供給すると

いう点では、これからの対策も求められるかと

思います。私は、発生源対策をしっかりしなけ

れば、今後、長江川から農業用水を利用するこ

とは難しいのではないかと思います。

硫黄山の噴火の終息が現段階で見通せない以

上、今後の新たな農業用水の確保を検討するこ

とが必要になっていると思いますが、今後の見

通しについて、農政水産部長、御答弁をお願い

します。

議員からお話○農政水産部長（中田哲朗君）

がありましたとおり、農業用水は非常に大事で

あると考えております。農業用水の確保につき

ましては、地元えびの市と連携いたしまして、

短期的な対策と中長期的な対策を行うこととい

たしております。短期的な対策といたしまして

は、複数ある用水路ごとの水量や地形などの調

査を実施した上で、既設水路の改修工事等を行

い、水の有効活用をしていくことといたしてお

ります。また、中長期的な対策としましては、

将来に向けて営農活動ができるように、地元農

家の意向を把握した上で、まずは事業化するた

めの計画の策定を行い、その計画に基づいて、

用水施設の整備等を行うことといたしていると

ころでございます。

今、県が進めようとしてい○前屋敷恵美議員

る方向が、どの程度の期間を要すると位置づけ

ておられるのか。私は、稲作を継続するために

は、水の確保は第一義的な課題で、新たな作付

が、２年も３年も先になるようでは、農家の皆

さんの意欲も損なわれるということになると思

います。非常に心配をするところです。

ですから、まず県が、来年度の作付をどうす

るか、来年度は作付ができるようにするんだ

と、そういうような強い意志を持って対策を講

ずることが、私は極めて重要なことだというふ

うに思っているところです。水を確保するとい

う点では、今さまざまな手法もお話しされまし

たけれども、この長江川から水が引けない以上

は、どこかから水を持ってこなければならない

わけで、深層地下水をくみ上げるのか、また新

たな湧水池を見つけて水を引いていくのか、い

ずれにしても、かなりの費用も期間もかかると

思いますけれども、その方向性をしっかりと決
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断することが重要かと私は思います。

この深層地下水、井戸を掘るという点では、

火山地帯でもありますので、温泉も出てくるん

じゃないかという話もありました。しかし、そ

ういう水脈だけではないと思うんです。

安全な水を供給するためには、そういった試

験的なことも大いに進めていくことが必要で

す。実際、えびのにはコカ・コーラがあります

けれども、あちらで使われている水は深層地下

水がくみ上げられていると伺っているわけです

から、そういった点で、安全な水を確保するこ

とは十分できることだと私は思います。また、

そういう方向性を進めていくためにも、国の英

知や国の財源も非常に必要といたしますので、

国には積極的にその要請をすることだというふ

うに思います。

早く決断をしないと、来年の作付に、またそ

の後の作付に大きく影響を及ぼしますので、こ

こは県の決断するときだと思いますが、部長い

かがでしょうか。

影響を受けて○農政水産部長（中田哲朗君）

いる地域につきましては、赤子川・長江川・川

内川から取水している地域でございます。

対策としましては、先ほど申しましたけれど

も、短期的な対策、中長期的な対策をしっかり

やっていくというのが非常に大事だと考えてお

ります。

短期的な対策につきましてはもちろん、来年

の作付にどれだけ水を確保していくかという観

点で早急に調査を行いまして、今ある湧水であ

りますとか、ため池の水をいかに有効に活用で

きるか、そのあたりを検討いたしまして、施設

の改修等をやっていきたいと考えております。

それから、地域全体の水の確保という観点で

は、やはり当地域が非常に複雑な地形、いろん

な条件がございます。また、農家の意向等もご

ざいますので、しっかり農家の意向を踏まえた

上で、地元のえびの市、土地改良区あたりとも

しっかり連携しながら、現場の調査をしっかり

やって、計画的に事業を実施し、水の確保を

図っていきたいと考えております。

今の部長の答弁では、来年○前屋敷恵美議員

の作付、何としても進めていきたいという意欲

を持った答弁だと受けとめたところでございま

す。そのためにも、ぜひこの水の確保が重要で

すので、安全な水を供給していく、その立場で

のこれからの施策を大いに進めていただきたい

と思います。強く要望しておきたいと思いま

す。

時間もなくなりました。今回の質問も、県民

の皆さんの安心・安全な暮らしをどうつくって

いくのか、支えていくのかという立場での質問

をさせていただきました。ぜひ、本来の自治体

のあり方、地方自治体の本旨である福祉や暮ら

しをしっかり守るという、こういう立場に立っ

た県政を切に要望いたしまして、今回の一般質

問を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○ 原正三議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時43分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開○外山 衛副議長

きます。

次は、丸山裕次郎議員。

〔登壇〕（拍手） 自由民主○丸山裕次郎議員

党の丸山裕次郎です。通告に従い一般質問を行

います。
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まず初めに、新燃岳・硫黄山噴火についてお

伺いします。

ことし３月、７年ぶりに新燃岳で本格的なマ

グマ噴火が起こり、高原町・小林市・都城市な

ど広範囲に灰が降りました。特に私の住む高原

町では、７年前の教訓を生かし、大規模な噴火

や火砕流が起きる前に家畜・牛の移動の検討を

したりしました。今回は、幸いに新燃岳の火山

活動がある程度おさまり、避難することなく

ほっとしております。しかしながら、今回の新

燃岳の噴火では、出荷の最盛期を迎えていまし

たシイタケに灰が付着しました。灰をできるだ

け取り除き、乾燥して乾シイタケをつくってみ

ると、見た目はきれいに仕上がっているのに、

少しだけ灰により白くなったということで、宮

崎のシイタケブランドを守るために出荷停止に

なってしまいました。郡司副知事や当時の横田

副議長、県選出国会議員、県・農政局の職員

に、現地まで来ていただき、シイタケ農家の厳

しさ等を調査・意見交換をしてもらいました。

知事・県議会議長で、「新燃岳火山災害対策

に係る支援措置」に関する要望を、３月23日に

国に対し緊急要請を行っていただきました。し

かし、いまだに具体的な支援策・補正予算が出

てきておりません。そこで、原木シイタケの降

灰被害対策にどのように取り組んでいるのか、

環境森林部長にお伺いいたします。

次に、国立公園満喫プロジェクトについてお

伺いいたします。

国立公園満喫プロジェクトに霧島錦江湾国立

公園が選定され、御池や生駒高原・えびの高原

等がビューポイントに指定されました。これま

で、なかなか木を切ることも許されなかった御

池では、生い茂った木が伐採され、歩道やデッ

キなどが整備され、見違えるようになり、御池

を訪れた方が感動しております。新燃岳・硫黄

山の噴火により、予定されていたビューポイン

トの整備に影響が出るのではと心配しておりま

す。そこで、国立公園満喫プロジェクトの現在

の進捗状況と今後の整備計画について、環境森

林部長にお伺いいたします。

次に、美しい宮崎づくりについてお伺いいた

します。

昨年、美しい宮崎づくり推進条例ができ、今

年度より、観光みやざき未来創造基金を活用

し、「美しい宮崎づくり推進事業」がスタート

しました。推進事業のことを、小林市・高原町

などの各種団体を回って説明していますが、美

しい宮崎づくり推進条例の認知度は低く、推進

事業のことは全く知らない状況でありました。

私が話した方々はとても興味を持っていただ

き、活動団体になってみたいと言っていただき

ました。活動団体の登録数は40団体強と聞いて

おりますが、今後の登録団体の加入促進が不可

欠だと思っております。そこで、美しい宮崎づ

くり活動団体の登録促進について、今後どのよ

うに取り組んでいくのか、市町村との連携も含

め見解を、県土整備部長にお伺いいたします。

次に、観光みやざき未来創造基金についてお

伺いいたします。

ラグビーワールドカップ2019、2020年東京オ

リンピック・パラリンピック、国民文化祭及び

全国障害者芸術・文化祭の開催等を観光・交流

の飛躍的拡大の好機と捉え、本県がこれまで築

き上げてきた強みを生かした観光誘客に取り組

み、世界から選ばれる「観光みやざき」を実現

することを目的として、「観光みやざき未来創

造基金」が造成されました。今年度は12事業３

億3,000万円余の予算で、国際水準の「スポーツ

の聖地みやざき」への進化などに取り組んでお



- 96 -

平成30年６月14日(木)

ります。観光は、言うまでもなく民間の取り組

みが不可欠であり、市町村との連携も必要であ

ると考えます。そこで、「観光みやざき未来創

造基金」を活用し、市町村や民間との連携を図

るべきだと考えておりますが、商工観光労働部

長にお伺いいたします。

昨日の田口議員の質問と多少重なりますが、

次に、医師確保についてお伺いいたします。

ことし４月に宮崎大学医学部に行き、鮫島病

院長と、医師確保等について意見交換をさせて

いただきました。病院長から、「研修医を確保

するためにさまざまなことに取り組んでおりま

すけれども、県出身の学生の確保が最も必要」

などの意見をいただきました。

また、厚生常任委員会の県南調査で、県立宮

崎病院における研修医師確保について、実際に

研修医として働いている研修医との意見交換も

行うことができました。宮崎大学医学部出身の

研修医からは、「研修先を決めるのに、それぞ

れ高校時代の地元を基本に考えている。また、

都市部の大きな病院を考えている」との意見を

いただきました。

そこで、過去５年間において、本県の高校生

が医学部医学科へ合格している人数と、そのう

ち宮崎大学医学部医学科に合格している人数

を、教育長にお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終え、以下の質問は

質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答○環境森林部長（甲斐正文君）

えいたします。

原木シイタケの降灰被害対策についてであり

ます。原木シイタケの降灰被害対策について

は、速やかに現地調査を行い、灰の除去に用い

る動力噴霧器などの資機材類は充足しているこ

とを確認するとともに、原木の確保など、今後

の生産再開に向けた課題をお聞きしたところで

あります。

このため、３月下旬には、知事と県議会議長

が、生産回復に必要な原木や種こま等の導入に

要する予算の確保について、国へ要望活動を行

いますとともに、国の担当室長にも現地調査を

行っていただき、現在、支援策について協議を

進めているところであります。また、灰が付着

したシイタケの活用に資するよう、県の試験研

究機関において、乾シイタケの戻し汁の成分分

析を行っているところであります。今後とも、

国や関係機関との連携を密にしながら、被害を

受けられた方に寄り添った対応をしてまいりた

いと考えております。

次に、国立公園満喫プロジェクトの現在の進

捗状況と今後の整備計画についてであります。

このプロジェクトでは、えびの高原や御池な

ど、本県側３つの重点取り組み地域において、

老朽化や国際化に対応した施設整備等を実施し

ており、進捗率は事業費ベースで39％と、ほぼ

順調に推移しているところであります。現在、

新燃岳・硫黄山の火山活動による立ち入り規制

等によりまして、一部、韓国岳登山道などの改

修工事ができない状況でありますが、プロジェ

クトへの影響がないよう、実施可能な箇所から

計画的に整備を進めているところであります。

今後の整備計画といたしましては、御池歩道

のユニバーサルデザイン化や園路改修、えびの

高原池巡りコース等の改修事業にも取り組むほ

か、大幡山登山道の休憩所の建設にも着手する

こととしております。引き続き、プロジェクト

に盛り込まれたさまざまな事業を計画的に実施

できるよう取り組んでまいりたいと考えており

ます。〔降壇〕

〔登壇〕○商工観光労働部長（井手義哉君）
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お答えいたします。

観光みやざき未来創造基金についてでありま

す。観光は、農林水産業などさまざまな分野に

関連する大変裾野の広い産業であり、その振興

を図るためには、県だけではなく、多様な関係

者がそれぞれの役割を果たしながら、相互に連

携して取り組む必要があると考えております。

観光みやざき未来創造基金は、県として、本県

観光のステップアップにつながる施策に戦略的

・集中的に取り組んでいくために創設したもの

であり、基金の趣旨・目的に合致する、より効

果の高い事業に活用してまいりたいと考えてお

ります。

このようなことから、市町村や民間企業等と

連携することで、より大きな効果が得られるよ

うな事業につきまして、その役割分担を踏まえ

た上で、基金を有効に活用してまいりたいと考

えております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

答えいたします。

美しい宮崎づくりについてであります。美し

い宮崎づくりの推進には、市町村、県民、事業

者との連携が極めて重要であることから、県ホ

ームページやフェイスブックなどによる情報発

信のほか、講演会等の参加者へのチラシの配

布、市町村からの情報提供などをもとに、美し

い宮崎づくり活動団体への登録を進めてきたと

ころであります。

今年度は、新たな取り組みとしまして、市町

村長等を訪問し、直接、登録制度や美しい宮崎

づくり推進事業の内容について御説明するとと

もに、地域で活動する団体への情報提供につい

て、協力をお願いしたところであります。

今後は、市町村からの情報も活用し、活動団

体や企業をきめ細かに訪問するなど、これまで

以上に制度の周知に努めたいと考えているとこ

ろです。県といたしましては、今後も、地域の

実情に詳しい市町村と連携し、より一層の登録

促進に取り組んでまいります。以上でありま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（四本 孝君）

します。

医学部医学科の状況についてでございます。

平成26年度入試から平成30年度入試におきまし

て、全国の医学部医学科に合格した本県の高校

生の延べ人数は、過年度卒業生も含めまして、

平成26年度から順に、102名、107名、115

名、126名、107名となっておりまして、５年間

の平均は約111名となっております。

また、同じく平成26年度入試から平成30年度

入試におきまして宮崎大学医学部医学科に合格

した本県の高校生の人数ですが、過年度卒業生

も含めまして、平成26年度から順に、38名、38

名、37名、34名、31名となっておりまして、５

年間の平均は約36名となっております。以上で

あります。〔降壇〕

新燃岳・硫黄山についての○丸山裕次郎議員

再質問を行う前に、シイタケ農家への支援策を

早急に対応していただくことを、まずは要望し

たいと思います。

新燃岳が噴火した状況をマスコミが報道する

ことによりまして、高原町は大変だから行かな

いほうがいいよという風評被害が生じ、ゴルフ

場を利用する客の減少、温泉・飲食店を訪れる

方も減少してしまいました。また小林市で

は、2,000人以上が参加する予定だった霧島山絶

景マラソンが急遽中止になり、ホテル・飲食店

のキャンセルがありました。

このように、農業だけでなく商業・観光業に

も大きな被害が発生しました。高原町におきま
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しては、冷え込んだ消費を喚起する目的で、町

単独事業でプレミアム商品券を5,500万円発行す

ることにしております。小林市でも、実際に新

燃岳の降灰により被害を受けた農家、商工業者

への支援策を独自に検討していると聞いており

ます。

県は今回、硫黄山の白濁被害のみを考慮し

た、えびの市が発行する５億5,000万円のプレミ

アム商品券に対する助成を提案しております。

えびの市が発行する予定のプレミアム商品券の

額が５億5,000万円ということでありますけれど

も、えびの市が口蹄疫から復興するために発行

した際の発行額１億2,000万円と比べると、非常

に違和感を感じております。何で、えびの市が

発行する５億5,000万円のプレミアム商品券

に2,500万円の貴重な税金をもとに助成するの

か、小林市民・高原町民そして全ての県民に説

明する責務が県にあると思います。そこで、今

回、えびの市が発行するプレミアム商品券にだ

け助成する明確な理由を、商工観光労働部長に

お伺いいたします。

霧島山の○商工観光労働部長（井手義哉君）

火山活動により、西諸県・北諸県地域を中心に

さまざまな影響が出ており、現在、「セーフ

ティネット保証」による金融の円滑化や特別相

談窓口の設置を行っております。

今回、被害を最小限に抑え、一日も早い地域

経済の回復を図るため、高原町など影響が大き

い地域を対象とした「霧島山火山活動対策貸付

の創設」や「霧島エリアへの誘客の促進」に加

えまして、えびの市を対象に、「長江川対策地

域商業緊急支援事業」をお願いしております。

長江川対策につきましては、河川の白濁によっ

て米の作付ができないこと等により、農業資機

材を扱う事業者等の売上が減少し、小売店・飲

食店等の地域経済にも深刻な影響が生じている

ことから、緊急に支援を行うこととしたところ

であります。

県といたしましては、今後とも、火山活動の

推移や、それに伴う地域経済への影響を見きわ

めながら、地元自治体と連携いたしまして、随

時、効果的な支援策を検討してまいりたいと考

えております。

今の答弁では、えびの市だ○丸山裕次郎議員

けなぜプレミアム商品券に助成するのかは理解

できません。恐らく、新燃岳の噴火の降灰被害

に拡大しますと、膨大な費用がかかるために、

長江川白濁に絞ったのではないかと思います。

口蹄疫のときでさえ、えびの市が発行したプレ

ミアム商品券の額が１億2,000万円余りだったの

に、今回の５億5,000万円のプレミアム商品券は

適正な額なのかを含め、今後しっかり検証して

いただきたいと思っておりますし、今後起こり

得る災害に対してどう対応されるのか、県とし

ての方針を出していただくことを要請しておき

ます。

また今回、助成から除かれました、小林市・

高原町にしっかりと説明していただくことを要

請しておきます。

硫黄山噴火により１キロ以内が入山規制にな

り、県道１号が通行どめになり、生駒高原とえ

びの高原にこれまで20分程度で行けたのが、倍

の40分近く迂回しなければならなくなってしま

いました。硫黄山の活動は長引く可能性もあ

り、県道１号の通行どめが続くことも予測され

ます。県道１号は、生駒高原とえびの高原を結

ぶ路線であり、霧島周辺観光に大きな役割を果

たしております。そこで、通行どめになってい

る県道１号について、生駒高原とえびの高原を

つなぐための方策を検討すべきではないかと考
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えますが、見解を県土整備部長にお伺いしま

す。

県道１号小○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

林えびの高原牧園線の硫黄山周辺につきまして

は、現在、立ち入り規制がかかっており、被害

状況の確認ができないことから、ドローンを

使った上空からの映像などで、現状の把握に努

めているところであります。県としましては、

火山活動の沈静化後に、現道を利用した早期の

交通開放を目指したいと考えておりますが、噴

気による破損や、地下の空洞等により、現道が

通行できない可能性もありますので、硫黄山周

辺について、航空写真による測量を実施するこ

ととしております。今後とも、県としてとり得

るさまざまな手段について、検討してまいりた

いと存じます。

県道１号の重要性を考慮し○丸山裕次郎議員

ていただきまして、さまざまな観点から事前に

できる調査を行っていただいていることに感謝

いたします。

立ち入り規制が解除されたときには、速やか

に安全性を確保し通行どめを解除していただく

ことを、まず要望しておきたいと思っておりま

す。また、長期にわたり入山規制が続き、通行

どめが長期になることも推測されますので、で

きるだけ短い迂回路等の検討も要望しておきま

す。

これまで霧島連山は、我々にきれいな水、温

泉、癒やしなど、さまざまな恩恵を与えていた

だきました。霧島連山と共生していくことも必

要だと考えております。今回、新燃岳から流れ

出した溶岩は、日本で一番新しい溶岩だとも言

えると思っております。この溶岩は観光資源に

なると思っております。すぐには登山をして見

られる状態ではないわけでありますけれども、

ヘリコプターを使っての遊覧観光とかができれ

ばいいのではないかと考えております。

霧島連山は火山活動が活発なため、ピンチの

状態だと思っておりますが、このピンチをチャ

ンスに変え、霧島連山と共生していくことが重

要だと考えております。そこで、霧島周辺地域

観光誘客事業の具体的な内容について、商工観

光労働部長にお伺いいたします。

噴火活動○商工観光労働部長（井手義哉君）

がいつまで続くか予測できない中で、火山との

共生は、今後の霧島山周辺地域の観光振興にと

りまして、議員がおっしゃるとおり、重要な視

点になるものと考えております。

お尋ねの「霧島山周辺地域観光誘客事業」に

つきましては、まずは、同地域の観光需要を回

復させるため、大手オンライン旅行会社が運営

する宿泊予約サイトに特設ページを設け、集中

的にＰＲするものであります。具体的なＰＲ内

容等につきましては、今後、周辺自治体等と十

分連携しながら決定することとしております

が、この地域の特色であります四季折々の豊か

な自然や、それを生かした体験メニューなど、

多くの方々に魅力を感じていただけるよう、季

節に応じた情報発信を行ってまいりたいと考え

ております。また、周辺自治体が行う独自の誘

客対策等と連動させることで、霧島山周辺地域

への観光入り込み客の増加につなげてまいりた

いと考えております。

霧島山火山活動により冷え○丸山裕次郎議員

込んだ観光誘客につながることを、期待してお

ります。成果が出るためには、市町村・観光関

係者と連携をしていただきまして、季節ごとに

霧島山周辺の情報を的確にＰＲし、霧島山周辺

に来られた観光客が満足できるサービス提供が

できる環境整備にも努めていただくことを要望
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しておきます。

新燃岳は現在、落ちついている状況でありま

すけれども、今後も、噴火・降灰は続く可能性

があります。噴火をするたびにばたばたするの

ではなく、家畜の避難に関する経費補助の制度

の確立や、ハウスに降灰した灰の除去に必要な

ブロア等の整備、降灰に影響されにくい作物へ

の転換などが必要だと考えております。そこ

で、長期的な視点に立った農業施策が必要だと

考えておりますけれども、見解を農政水産部長

にお伺いいたします。

新燃岳の火山○農政水産部長（中田哲朗君）

活動の先行きが見通せない中、農業者が意欲を

持って営農活動を継続していくためには、ハー

ド・ソフト両面での支援策を、しっかりと講じ

ていくことが重要であると認識しております。

現在、ハード面の支援では、国の降灰関連事

業を活用した除灰機械の導入などにより、一定

の成果を上げておりますが、県といたしまして

は、引き続き予算の確保とあわせて、地域から

要望のあります事業メニューの拡充について国

に要望してまいります。また、ソフト面の支援

では、降灰地域の中長期的な営農活動を視野

に、品質や収量に影響を受けにくい品目への転

換や、灰の洗浄にも水が活用できる畑かん営農

の普及拡大などを進めております。

今後とも、農業者が安心して営農が行えるよ

う、災害に強い産地づくりに取り組んでまいり

ます。

ぜひ、農家が安心して営農○丸山裕次郎議員

に取り組め、災害に強い産地づくりができるよ

うに取り組んでいただくことを要望しておきた

いと思います。

次に、国立公園満喫プロジェクトについて再

質問を行います。

国立公園満喫プロジェクトは、外国人観光客

増を目指すことになっており、霧島錦江湾国立

公園では７万人を21万人にふやすことになって

おります。実際に外国人旅行客を導くために

は、空港や駅からの２次アクセス、具体的なバ

ス乗り継ぎの時間、レンタカーの乗り方などの

提供が必要になってくると思います。そこで、

訪日外国人を国立公園に誘客するために、２次

アクセスが重要だと考えておりますが、今後ど

う対応されていくのか、環境森林部長にお伺い

いたします。

議員御指摘の○環境森林部長（甲斐正文君）

とおり、二次交通環境の改善につきましては、

大変重要でありまして、国と県が昨年度実施し

たモニターツアーに、外国人ライターやカメラ

マン、旅行エージェントを招き、国立公園が持

つ魅力と課題について、ツアー参加者に検証し

ていただきました結果、国立公園はすばらしい

が、公共交通機関の接続に難があるといった御

意見をいただいたところであります。このた

め、本年度、国、県、市町、交通事業者等が連

携し、交通拠点と国立公園内の観光スポットを

めぐる、県境を越えた周遊バス等の実証運行を

行いまして、目的地までの接続方法や移動時

間、滞在時間等について検証していくこととし

ております。

検証結果につきましては、宮崎・鹿児島両県

の民間事業者により進められています訪日外国

人を呼び込むツアーなどに、しっかりと生かし

てまいりたいと考えております。

空港等からの２次アクセス○丸山裕次郎議員

の確保・充実が、訪日外国人誘客に不可欠であ

りますので、民間事業者との連携、観光関係者

との連携強化を要望しておきます。

次に、森林環境税についてお伺いいたしま
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す。

森林環境税は、全国的に森林の荒廃が進む

中、市町村が所有者にかわって間伐などを行う

のに必要な財源を確保するため、2018年税制改

正で創設が決定しました。１人当たり年間1,000

円を個人住民税に上乗せして徴収することに

なっておりますけれども、実際に国民から森林

環境税を徴収するのは、東日本大震災復興で徴

収している上乗せが終わる2024年からになって

おりますが、来年度から借入金を原資に、年数

百億円を前倒しして市町村へ森林環境譲与税が

譲与されることになっております。管理が行き

届かない森林を市町村が管理できるようにな

り、非常に期待しております。そこで、新たな

森林経営管理制度において、管理が行き届かな

い森林とはどのようなものなのか、また、どの

ように把握するのか、環境森林部長にお伺いい

たします。

国が示した、○環境森林部長（甲斐正文君）

経営管理が行われていないおそれがあるとされ

る森林の基準の目安は、人工林において、下刈

り、除伐等が不十分なため、植栽した木が周り

の草木に覆われている場合や、間伐が行われて

いないために過密化している場合などで、市町

村森林整備計画に定める標準的な施業を行って

いない森林とされております。

また、これらの森林については、市町村が、

森林経営計画の策定の有無、施業履歴の状況等

により、経営管理の行われていないおそれがあ

る森林を抽出し、現地調査や森林所有者への聞

き取りを行うとともに、集落座談会の開催など

を通じて、確認、把握することとされておりま

す。

本県には、約40万ヘクター○丸山裕次郎議員

ル余の民有林があると聞いております。市町村

で新たな森林経営管理計画を策定するには、か

なりの事務手続が出てくると思っております。

小さい市町村では人員も限られ、農業との兼務

も多く、本当に事務がスムーズに進むか心配し

ております。そこで、市町村における林業担当

職員数と、職員１人当たりが担当する民有林面

積及び森林所有者数について、環境森林部長に

お伺いいたします。

県内市町村の○環境森林部長（甲斐正文君）

本年度における林業担当職員の人数は98名で、

１市町村当たり3.8名となっております。また、

職員１人当たりが担当する民有林の面積の平均

は4,162ヘクタールで、最も広い市町村は、西米

良村の１万2,659ヘクタール、一方、最も狭い市

町村は、高鍋町の706ヘクタールとなっておりま

す。さらに、職員１人当たりが担当する森林所

有者数は、県平均で1,459名で、最も多い市町村

は、高原町の4,070名、一方、最も少ない市町村

は、西米良村の355名となっております。

今の答弁にありましたよう○丸山裕次郎議員

に、林業に専従している職員の数が、市町村で

大きくばらつきがあるのを聞きまして、全ての

市町村で、しっかりとした経営管理のための計

画が策定できるか心配になりました。市町村間

の連携や、また県、森林組合の支援が必要だと

考えます。そこで、新たな森林経営管理制度を

担う市町村に対する県の支援策について、環境

森林部長にお伺いいたします。

市町村は、来○環境森林部長（甲斐正文君）

年度、森林を経営管理する上で基本データとな

る林地台帳を公表し、運用することとなってお

りますが、県では、そのベースとなる台帳の原

案を本年度中に作成し、市町村へ提供すること

としております。また、市町村が嘱託職員とし

て林業技術者を活用できる「地域林政アドバイ
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ザー」のあっせんを行うとともに、来年度開講

予定の「みやざき林業大学校」におきまして、

新たに市町村職員を対象とした研修も実施する

予定であります。さらに、今年度、市町村が集

落座談会や戸別訪問を通じて行う森林所有者へ

の意向調査に対しても、支援を行うこととして

おります。

県としましては、来年度からスタートするこ

の制度におきまして、森林の経営管理が円滑に

実施できますよう、日ごろから市町村、森林組

合等と連携して活動している県の林業普及指導

員等が中心となり、市町村を積極的に支援して

まいりたいと考えております。

市町村にとって新たな業務○丸山裕次郎議員

になり、大変な事務になることが予測されます

ので、適切なアドバイスを要望しておきます。

現在でも、植栽作業や下刈り、さらには間伐

作業を行っている作業員が不足している状況で

あるのに、新たに森林環境譲与税により森林保

育等のニーズがふえることになりますので、作

業員の確保が重要だと考えております。そこ

で、新たな森林経営管理制度を進めるために

も、林業担い手の確保が重要でありますが、そ

の現状と確保対策を、環境森林部長にお伺いい

たします。

林業の担い手○環境森林部長（甲斐正文君）

は、平成27年2,222人で、５年前に比べまして17

％減少し、高齢化も進行しております。このた

め、新規就業者の確保に向け、就業相談会の実

施、林業事業体の福利厚生や労働安全衛生の充

実に取り組むとともに、来年度の林業大学校の

開講に向け、今年度は、林業の魅力が伝わるよ

うＳＮＳと連動したホームページの構築など、

情報発信の強化を図ることとしております。

また、将来的に少ない人数でも森林管理が可

能となるよう、伐採と造林の連携推進や、下刈

り作業の省力化、先端技術を活用した森林情報

の把握などの実証にも取り組むこととしており

ます。加えて、県内の森林組合では、地元の建

設業などとの連携を検討する動きも始まってお

ります。こうした施策や工夫により、将来にわ

たり宮崎の林業を支える担い手の確保に取り組

んでまいりたいと考えております。

現在、全ての産業が人手不○丸山裕次郎議員

足になっており、特に労力が必要な下草払い・

間伐などの保育作業は、現在でも人手が足りず

厳しい状況にあると思っております。新たな森

林環境税創設で非常にうれしいわけであります

けれども、これまで以上に保育作業をしなけれ

ばならない面積がふえていくことが予想できま

すので、その対応ができる作業員確保に全力で

取り組んでいただくことを要望しておきます。

次に、美しい宮崎づくりについて再質問を行

います。

県はこれまで、沿道修景美化条例をもとに、

国道・県道沿いの花植え、植栽、剪定などを

行ってきましたが、美しい宮崎づくり条例で

は、国道・県道にかかわらず市町村道、農道、

農地、山林など、県下全域が対象になりまし

た。

対象が広がったという視点で、自宅から議会

に来る途中を見てみますと、人家の近くや県道

・国道などの沿道沿いの杉が大きくなり、景観

にそぐわない状況になっている箇所が散見され

ます。杉を所有されている方に聞いてみます

と、杉を切りたくても交通規制やクレーンを使

わないと伐採できず、杉を売ったとしても赤字

になるのでほっておくしかないという答えが

返ってきました。１カ所１カ所では伐採運搬コ

スト等がかかるため、なかなか伐採されず放置
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されている状況で、景観を崩していると思って

おります。また、大きな台風などで杉が倒れ、

大きな被害が出るのではないかと心配しており

ます。このような、人家の近くや県道・国道沿

いの民有地に放置されている大きくなった杉の

伐採促進を行い、その後に桜などの植栽を行え

ば、美しい宮崎づくりにつながると考えます。

そこで、国道・県道沿いに散見される大きく

なった杉山をモデル的に伐採すれば、美しい宮

崎づくりにつながると考えますが、見解を県土

整備部長にお伺いします。

美しい宮崎○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

づくりの推進に当たりましては、眺望を阻害す

る樹木の伐採についても、重要な課題と認識し

ているところです。このため、昨年11月に策定

しました「美しい宮崎づくり推進計画」では、

沿道の眺望を阻害する樹木等の伐採、剪定によ

る沿道景観の磨き上げを盛り込むとともに、沿

道修景美化モデル事業として、景観向上に資す

る伐採等に取り組んできたところです。

美しい宮崎づくり推進事業を活用し、これら

の取り組みを拡大していくためには、市町村や

県民、事業者の皆様の御理解と御協力が不可欠

でありますことから、今後も引き続き、美しい

宮崎づくりに関する普及啓発に努め、良好な景

観の形成に取り組んでまいります。

杉山の所有者、市町村、○丸山裕次郎議員

県、美しい宮崎づくり活動団体がお互いに協力

できれば、景観を阻害している杉を伐採できる

ということだと理解しました。非常に大きなモ

デル事業になると思っておりますし、美しい宮

崎づくりの啓発につながるのではないかと思っ

ております。具体的な事例が上がってきた場合

には、適切な対応をよろしくお願いいたしま

す。

今年度は、観光みやざき未来創造基金を活用

し、「美しい宮崎づくり推進事業」を行ってお

ります。昨年度も述べましたが、沿道修景美化

条例が制定された昭和44年の沿道修景予算は800

万円程度でありましたが、１巡目の国体が開催

された昭和54年には１億2,000万円になってお

り、10年間で15倍以上の予算を確保しておりま

す。当時知事をしていた黒木知事の熱い思い

と、宮崎の観光の父である岩切章太郎氏との連

携で、全国に先駆けた沿道修景、宮崎の景観を

つくり上げたと思っております。

今回の美しい宮崎づくりは、民間はもとよ

り、県民総参加による全県下公園事業につなげ

るべきだと考えております。知事の美しい宮崎

づくりについての意気込みと予算拡充が、大き

な鍵を握っていると思っております。そこで、

美しい宮崎づくりの予算をしっかりと確保し

て、さらなる県民運動につなげる考えはない

か、知事にお伺いいたします。

美しい宮崎づくり、大○知事（河野俊嗣君）

変重要な取り組みでありまして、財源の確保、

これも大変重要な課題であります。県として

も、しっかりと財源の確保に取り組むととも

に、市町村や事業者などに自主的な取り組みを

促してまいりたいと考えております。県としま

しては、これまで取り組んでまいりました沿道

修景美化推進対策事業などに加え、今年度、新

たに創設をしました「観光みやざき未来創造基

金」を活用した観光振興の施策の一つとして、

美しい宮崎づくりの推進にも取り組むこととし

たところであります。

今後、本県で開催されます国民文化祭や全国

障害者芸術・文化祭、国民体育大会、全国障害

者スポーツ大会、また東京オリンピック・パラ

リンピック、こうしたスポーツや文化など一大
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イベントを好機と捉えまして、市町村や県民、

事業者など、県民総参加による美しい宮崎づく

りを推進してまいりたいと考えております。本

県ならではの美しい風景をつくり上げ、世界に

誇れる美しい宮崎を次世代に引き継いでいく、

そのような強い思いを持って取り組んでまいり

ます。

しかしながら、今後、高齢○丸山裕次郎議員

化に伴う社会保障費の増加、またインフラの老

朽化対策費の増加、南海トラフ巨大地震対策

費、国体施設整備費等大きな課題がありますの

で、知事の手腕で乗り越え、予算をしっかり確

保した上で、美しい宮崎づくりが、本当に知事

の言われたような形で全県下に広がるように、

よろしくお願いしたいと思っております。

次に、医師確保について再質問を行います。

先ほど教育長によりますと、毎年、本県出身

の医学部医学科の合格者は111人程度になること

を答弁いただきました。また、宮崎大学医学部

に入学した学生は、過去５年の平均では36名程

度とわかりました。県はこれまで、県出身の宮

崎大学医学部の入学生をふやすために、また、

医師確保につなげるために、地域枠制度を設け

ました。そこで、地域枠推薦入試、地域特別枠

推薦入試の導入前と後の合格者数の傾向を、教

育長にお伺いいたします。

地域枠推薦入試は平○教育長（四本 孝君）

成18年度入試から、地域特別枠推薦入試は平

成21年度入試から導入されまして、定員数の増

加もあり比較が難しい面もございますが、制度

導入前の平成14年度入試から17年度入試におき

まして、合格した本県の高校生の人数の平均

は、過年度卒業生も含めて12名であります。一

方、制度導入後の平成18年度入試から30年度入

試におきまして、合格した本県の高校生の人数

の平均は、過年度卒業生も含めまして約34名で

あります。比較いたしますと、制度導入前に比

べて導入後の合格者数は、約2.8倍に増加してお

ります。

地域枠を設けて、ある一定○丸山裕次郎議員

の成果は見られておりますけれども、近年の宮

崎大学医学部入学の学生は34名に、まだとど

まっているということで、なかなか実際伸びて

いないのも現状であると思っております。毎

年111名程度の方が医学部に合格しているのに、

宮崎大学医学部に進んでいただいている医学生

が少ないと感じております。本県出身の宮崎大

学医学部学生が１人でも多くなってほしいと考

えております。そこで、宮崎大学医学部医学科

の進学希望者をふやすための県教育委員会の取

り組みについて、教育長にお伺いいたします。

宮崎大学医学部医学○教育長（四本 孝君）

科への本県出身の進学者をふやすことは、本県

医療の充実を図ります上で重要な取り組みであ

ると考えております。先ほど御説明しましたと

おり、平成18年度入試からの地域枠推薦入試、

加えて、平成21年度入試からの地域特別枠推薦

入試の導入を受け、県といたしましては、制度

の利用を促してまいりました。

また、医学部医学科を志望する生徒の志を高

めるため、全県下の高校３年生対象の学習会に

おきまして、医学部等を目指すコースを開設し

たり、高校２年生対象の学習会の中で、宮崎大

学医学部の教授による講義を実施したりしてお

ります。さらに、宮崎大学医学部との入試連絡

協議会や情報交換会などを実施いたしまして、

情報の共有を図っているところであります。今

後も、県内高校の医学部進学希望者が本県の医

療に関心を持てるような環境づくりに、努めて

まいりたいと考えております。
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宮崎大学医学部への進学希○丸山裕次郎議員

望者をふやす取り組みも重要だと思っておりま

す。しかし、どうしても宮崎大学では得られな

い臨床に憧れる学生がいるのも現実で、実際

に70人程度が県外の医学部に進学していること

が想定できます。

県外の医学部に進学しても、宮崎県に戻り研

修する研修医、また研修を終え宮崎に戻り、県

内の病院に赴任する医師を１人でも多く確保す

るには、本県の研修病院の体制や県内の医療体

制に関する情報提供を積極的に行うべきだと考

えます。そこで、県外に進学した医学生や県外

の医師にどのように情報提供しているのか、福

祉保健部長にお伺いいたします。

県では、県○福祉保健部長（川野美奈子君）

外に進学した医学生に対しまして、宮崎で活躍

する医師や病院を紹介する広報紙の配付や、県

内での臨床研修、及び国保病院等での体験実習

についての情報提供を行っているところでござ

います。また、県外にお住まいの本県出身の医

師や、本県で勤務を希望する医師等に対しまし

ては、広報紙や本県の医療機関の求人情報など

を、定期的に提供しているところでございま

す。

今後とも、県外に進学した医学生や県外の医

師が、本県の地域医療について理解を深め、臨

床研修、専門研修や転職などの段階で宮崎に帰

り、円滑に本県で勤務を開始できますよう、さ

まざまなアプローチを図ってまいりたいと考え

ております。

県民の命を守るためにも、○丸山裕次郎議員

宮崎大学を初め関係機関と連携をとっていただ

き、１人でも多くの医師確保に努めていただく

ように要望しておきます。

次に、西諸医療圏の分娩再開についてお伺い

いたします。

昨年７月末から、西諸地域ではお産ができる

病院がなくなり、非常事態になってしまいまし

た。小林市長・えびの市長・高原町長等が一致

団結し、知事や宮崎大学等に陳情を重ねたこと

により、えびの市出身で県外にいた産婦人科医

師が、地元の窮地を救うために英断していただ

きました。また、県や国、さらには小林市の予

算で分娩に必要な医療機器整備ができるように

なり、分娩再開に御尽力をいただきました皆様

方に感謝申し上げたいと思っております。お産

ができなくなった西諸地域に来月、待望の産科

医師が小林市立病院に赴任されます。現在、宮

崎大学からの応援はあるものの、365日24時間の

体制が整っておらず、お産が再開できる体制に

はなっておりません。

昨年度策定された、第７次宮崎県医療計画に

おいて、医療資源の少ない地域における正常分

娩等への対応ということで、地域それぞれの課

題について、主体となる市町村とともに明確化

を図りつつ、妊婦健診や分娩を取り扱うことの

できる体制の整備、圏域を超えた搬送体制の確

保など、地域の実情を踏まえた支援に努めるこ

ととなっております。そこで、西諸医療圏での

分娩再開に向けて、さらなる支援策ができない

のか、福祉保健部長並びに病院局長にお伺いい

たします。

西諸医療圏○福祉保健部長（川野美奈子君）

におきます分娩再開に向けたさらなる支援策

は、即効性があるものを講じることが難しい状

況でございますが、西諸医療圏を初めとする二

次医療圏での分娩取り扱い体制の整備は重要な

課題であると認識しているところでございま

す。このため県では、分娩施設における医師や

助産師といった医療従事者の確保・育成に取り
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組んでいるところでございます。

特に医師育成につきましては、今年度から開

始された専門医制度のもと、本県で産婦人科専

門研修を受ける医師に対して研修資金を貸与す

る制度を創設し、今年度は、現在１名に貸与し

ているところでございます。今後とも、地元市

町や宮崎大学、県医師会など関係機関と連携し

ながら、取り組んでまいりたいと存じます。

地域医療の充実に○病院局長（桑山秀彦君）

貢献することは、県立病院の重要な役割の一つ

であると考えております。今後、福祉保健部と

十分協議しながら、分娩再開に向けて、病院局

としてどのような支援が可能なのか、検討して

まいりたいと考えております。

なかなか難しい問題であり○丸山裕次郎議員

ますので、ぜひ小林市、宮崎大学、県がしっか

り連携をして、役割分担をしっかりやっていた

だかないと、なかなか簡単ではないと思ってお

りますので、ぜひ連携、また役割分担を明確に

していただいて、一日も早く西諸地域で分娩が

できるように要望しておきたいと思っておりま

す。

最後に、宮崎歯科福祉センターについて質問

を行います。

宮崎歯科福祉センターは、平成14年に開設以

来、障がい児・者の歯科診療利用者の数が年々

ふえ、平成26年からは１万人を超えており、

五ヶ瀬町を除く全ての市町村の方々が利用して

おります。宮崎歯科福祉センターは、県内唯一

の障がい児・者の歯科専門の歯科センターとし

て、非常に重要な役割を果たしていると思って

おります。しかし、宮崎歯科福祉センターがあ

る場所は、南海トラフ巨大地震による大規模津

波で想定される浸水地域になっているため、市

郡医師会病院が宮崎西インターチェンジ付近に

移転するのにあわせ、移転計画を進めておりま

す。宮崎歯科福祉センターは、県の歯科保健行

政の中でどのような役割を担っているのか、ま

た、移転に伴う費用に対し、財政的支援ができ

ないか、福祉保健部長にお伺いいたします。

歯や口腔の○福祉保健部長（川野美奈子君）

自己管理が困難な障がい児・者に対しまして、

適切な歯科診療や口腔ケアを提供することは、

歯科疾患の重症化を予防するだけでなく、誤嚥

性肺炎などを予防する上で大変重要でありま

す。こうした中、宮崎歯科福祉センターは、一

般の診療所では対応が困難な障がい児・者に対

し、専門的な歯科診療や口腔ケアを提供する中

核的な施設として、県内全域から年間述べ１万

人以上の方に利用されており、大変重要な役割

を担っております。このため、県としまして

は、今回の移転計画が円滑に実施されるよう、

国庫補助事業の活用に向けた国との協議を速や

かに進めるなど、必要な対応に努めてまいりた

いと考えております。

今回の移転は、先ほど言い○丸山裕次郎議員

ましたとおり、南海トラフ巨大地震による大津

波で浸水地域になってしまうことから、設置か

ら15年程度しかたっておりませんが、移転を決

定いたしております。防災という観点から、県

としての支援はできないのか、危機管理統括監

にお伺いいたします。

防災の視点○危機管理統括監（田中保通君）

からということでありますけれども、県では、

南海トラフ巨大地震等に備えまして、大規模災

害対策基金を設置し、各種対策に取り組んでお

ります。この基金は、原則としてソフト事業を

中心としておりまして、ハード事業につきまし

ては、津波避難タワーなどの避難のための施設

整備、あるいは耐震化の支援などに限定してお
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りまして、建物移転は対象となっていないとこ

ろであります。したがいまして、お尋ねの宮崎

歯科福祉センター移転に対する支援は、こちら

では難しいと考えております。

宮崎歯科福祉センターは、○丸山裕次郎議員

県内唯一の障がい児・者が通っている非常に重

要な施設であろうと思っております。県にはこ

れまで、障がい児・者の口腔ケア・診療を担う

人材育成の観点から、年間に約700万円から

約400万円程度の補助をしていただいて、非常に

感謝していると聞いております。

今回の移転は、南海トラフ巨大地震対策の一

環であります。本当に命を守る事業でありま

す。６月末に、宮崎歯科福祉センターの移転に

関しまして、市郡歯科医師会・県歯科医師会・

福祉団体等が知事のところに要望に行くことに

なっておりますので、きょうのいろいろな議論

を含めまして、知事には明確な答弁を期待して

おります。私の全ての質問を終わりますが、こ

こで一つ、皆様方にうれしい報告をさせていた

だこうと思っております。

それは、５月12日に長崎で開催されました

第55回九州各県議会議員野球で、何と、何と、

奇跡的でありますけれども、我が宮崎県チーム

が31年ぶりに優勝することができました。あり

がとうございます。選手の皆様、まことにお疲

れさまでした。スポーツ議員連盟会長として非

常に喜んでおります。このよい流れが全県下に

広がり県勢が発展することを願って、私の一般

質問を全て終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

次は、新見昌安議員。○外山 衛副議長

〔登壇〕（拍手） 通告に従○新見昌安議員

い、一般質問を行います。知事を初めとして、

関係各部長、教育長に答弁をお願いいたしま

す。

初めに、知事に伺います。昨年９月議会に引

き続き、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）につ

いてです。

ＳＤＧｓは、国際社会が2030年を目指して解

決すべき課題を、国連の場で明らかにした17の

目標のことであります。2015年９月、国連本部

で採択されておりますが、ＳＤＧｓの前に国連

が設定した国際的な開発目標に、ＭＤＧｓとい

うものがありました。ミレニアム開発目標で

す。2000年に国連で採択され、2015年までに達

成すべき８つの目標が設定されておりました。

しかし、2000年当時の日本では、現在のＳＤＧ

ｓほど注目はされておりませんでした。なぜな

ら、その目標がアジア・アフリカなどの開発途

上国が抱えていた課題だったからであります。

一方、今回のＳＤＧｓが注目されているの

は、その目標が開発途上国のみならず、先進国

にも共通する課題であるからであります。クリ

ーンエネルギー、地球温暖化、経済成長、持続

可能なまちづくりなど、国のみならず、地方も

率先して取り組むべき目標が含まれておりま

す。「持続可能な宮崎」を実現するため、少子

高齢化、大規模災害などといった課題の解決に

向け、さまざまな分野とも連携を図る推進体制

をつくるべきであります。既に庁内に推進本部

を立ち上げる方針を打ち出した県もございま

す。本県も、一歩踏み出した取り組みが必要で

あります。知事の見解を伺います。

壇上からの質問は以上とし、残りは質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）につきまし

ては、「住み続けられるまちづくり」を目標の
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一つにするなど、地方創生の実現にも資する重

要な行動計画であると考えております。国にお

きましては、今年度から、ＳＤＧｓの達成に向

けて先導的な取り組みを行う都市を、「ＳＤＧ

ｓ未来都市」として選定し、支援を行う新たな

仕組みづくりがスタートしたところでありま

す。このＳＤＧｓの理念やその方向性は、福祉

の充実や健康づくり、地域資源・エネルギーの

循環促進、成長産業の育成など、県の施策と合

致するものも多くあると考えておりますので、

引き続き、国の動向も注視しながら、県の各種

計画の策定や施策の推進に生かしていまいりた

いと考えております。以上であります｡〔降壇〕

国においては、知事の答弁に○新見昌安議員

あったように、ＳＤＧｓ達成に向けてすぐれた

取り組みを提案する自治体を「ＳＤＧｓ未来都

市」に選定して支援する事業を、今年度から始

めております。また、日本経済団体連合会、経

団連が提唱している経営倫理規定としての「企

業行動憲章」、これは昨年11月に改定され、Ｓ

ＤＧｓの理念が新たに盛り込まれております。

民間も動き出しております。報道によれば、県

においては今月７日、県総合計画の改定に向

け、若手職員の意見を参考にするワークショッ

プを開いたようであります。県総合計画の「長

期ビジョン」は今年度中に改定、「アクション

プラン」は来年度中に新たに策定されるようで

ありますけれども、改定に向けての今後の動き

の中でＳＤＧｓとの関連性も明確にする、その

ためにも庁内に推進会議あるいは推進本部と

いったものを立ち上げる、ぜひとも前向きに検

討していただきたいと要望しておきます。

次は、健康長寿日本一を目指すためにという

ことで、福祉保健部長に大きく３点にわたって

伺ってまいります。

１点目は、がん検診受診率の向上についてで

あります。

国は本年３月、「第３期がん対策推進基本計

画」を策定しております。そこでは、がん検診

の受診率の目標を第２期基本計画と同じ50％と

しております。現状の受診率は30〜40％という

ことで、第２期基本計画から掲げている目標

値50％を達成できていない中、第３期基本計画

には、受診率向上のために取り組むべき施策と

して、「受診対象者の名簿を活用した個別受診

勧奨、再勧奨」が新たに加えられております。

一方、県においても、国と同じく本年３月、

「がん対策推進計画」を策定しておりますけれ

ども、その中の「がん検診の受診率向上対策に

ついて【現状と課題】」には、「宮崎県のがん

検診受診率は男性の肺がん（50.9％）を除い

て、30％ないし40％台であり、第２期がん対策

推進計画における目標値（50％。胃・肺・大腸

は当面40％）を達成できていません」として、

「がん検診については、受診対象者にコール・

リコール（個別の受診勧奨・再勧奨）をするこ

とが有効です。健康増進法に基づく健康増進事

業としてがん検診を実施する市町村は、受診対

象者の名簿を作成し、全員を対象にコール・リ

コールを実施するなど、受診率向上に努めるこ

とが求められます」とあります。コール・リコ

ールが、これからのがん検診受診率向上にとっ

て重要となってきます。

以上を踏まえ伺いますが、国は都道府県の受

診勧奨に対する補助事業としての「都道府県が

ん対策推進事業」で、「がん検診の受診促進や

受診率向上に資する事業」というものに予算を

計上しておりますけれども、本県ではこの事業

を活用しているのかどうか。活用しているので

あれば、どのように取り組んでいるのか伺いた
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いと思います。

がんによる○福祉保健部長（川野美奈子君）

死亡率を減らすためには、がんの罹患率を減ら

す１次予防に加え、２次予防として、検診によ

り、がんを早期に発見し、早期治療につなげる

ことが重要でございます。このため県では、広

く県民に対し、がん検診の重要性について、国

の補助事業を活用して、テレビやラジオ、新聞

などのマスメディアによる情報提供や、イベン

トでの啓発を行うことで、受診率の向上を図っ

ております。また、がん検診を実施する市町村

に対する研修会を通じて、検診対象者名簿の更

新と、正確な受診歴の管理を行うことの重要性

を周知しております。さらに、医療機関等が、

検診受診者に対して継続的な検診受診が重要で

あることを説明するよう、働きかけを行ってい

るところでございます。

次に、同じく国の補助事業○新見昌安議員

で、「新たなステージに入ったがん検診の総合

支援事業」というものがございます。これは、

市町村に対する補助事業であり、事業内容とし

ては、受診勧奨・再勧奨云々というふうになっ

ております。そこで伺いますが、県内市町村に

おけるコール・リコールの実施状況はどうなっ

ているのか、課題等があればお示しください。

がん検診の○福祉保健部長（川野美奈子君）

受診勧奨・再勧奨、いわゆるコール・リコール

は、受診率の向上に有効であることが科学的に

示されている取り組みでございます。平成29年

度に、国の補助事業によりコール・リコールを

実施した自治体は３市町であり、平成30年度で

は、６市町が実施する予定となっております。

また、国の補助によらず、コール・リコールを

行っている自治体は、平成29年度では４町村と

なっております。いずれにしましても、コール

・リコールに取り組む市町村は、現在半分にも

満たない状況でありますことから、実施率の一

層の向上が課題であると考えております。

受診率の向上を図る上では、○新見昌安議員

コール・リコールの有効性が科学的に示されて

いるということでありました。それでは、まだ

少ないようですけれども、市町村のコール・リ

コール実施率を向上させるため、県としては今

後どのように取り組んでいくのかについても伺

いたいと思います。

がん対策基○福祉保健部長（川野美奈子君）

本法等において、都道府県は、市町村が実施す

るがん検診の事業評価を行い、必要な助言や指

導を行うこととされております。このため県で

は、有識者から成る協議会を設置し、毎年、市

町村から実施状況の報告を受け、事業評価を

行っているところでございます。昨年度の協議

会において、コール・リコールの実施率が低い

ことが多く指摘されたことを受けまして、県で

は、未実施の市町村に対して、個別に実施の依

頼をするとともに、担当者向けの研修会等にお

いて、その有効性について説明・指導を行った

ところでございます。県としましては、今後と

も、市町村の意見を十分に聞きながら、がん検

診受診率の向上に向けて、適切な助言や指導を

行ってまいりたいと思います。

しっかり取り組んでいかれる○新見昌安議員

よう、お願いしておきます。

２点目は、特定健康診査の実施率向上につい

てであります。

これも県が本年３月に策定した「第３期宮崎

県医療費適正化計画」によれば、本県の実施率

は平成27年度44.6％で、全国順位は41位と下位

にあります。県は2023年度の目標実施率を70％

としていますが、現在の県内保険者別の実施率
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は、先ほど述べたように県全体で44.6％。保険

者別では市町村国保が34.3％と最も低く、70％

という目標を達成するためには、市町村が実施

する国民健康保険の特定健診の受診率を向上さ

せることが極めて重要であります。そのため

に、県としてはどのように取り組んでいくかに

ついても伺いたいと思います。

特定健診の○福祉保健部長（川野美奈子君）

実施率向上のため、市町村におきましては、未

受診者に対する受診勧奨のほか、休日及び夜間

の集団健診の実施や、がん検診との同時実施な

どの受診機会の拡大に取り組まれておるところ

でございます。

県におきましては、こうした市町村の取り組

みを財政的に支援するとともに、県内全ての医

療保険者で構成する保険者協議会を通じて、特

定健診の重要性を広く県民へ啓発しているとこ

ろでございます。また、昨年12月に策定した宮

崎県国民健康保険運営方針に基づき、かかりつ

け医からの特定健診の受診勧奨や、診療におけ

る検査データを特定健診のデータに活用する市

町村の取り組みにつきまして、新たな支援を

行っていくこととしております。今後とも、市

町村や医療機関等と連携して、実施率の向上に

努めてまいりたいと考えております。

これもよろしくお願いしてお○新見昌安議員

きます。

３点目は、糖尿病発症予防・糖尿病性腎症重

症化予防について伺います。

糖尿病が強く疑われている人が2016年に推計

で1,000万人に上ったということが、昨年、厚生

労働省が行った調査で明らかになっておりま

す。「国民病」とも言われる糖尿病でありま

す。放置すると、腎不全を発症して透析治療に

至ったり、失明や脳卒中などを引き起こして、

生活に重大な支障を生じさせるおそれがありま

す。この事態を深刻に受けとめて、しっかりと

対策を講じなければなりません。県は昨年、

「健康寿命男女とも日本一」を目指して、「宮

崎県糖尿病発症予防・糖尿病性腎症重症化予防

指針」を策定しておられます。この指針には、

糖尿病の発症予防、重症化予防、合併症重症化

予防において取り組むべきことが示されており

まして、市町村においてこの指針が確実に実施

されることによって、県民の健康増進や医療費

適正化につながってくると考えております。そ

こでまず、市町村における取り組み状況はどう

なっているのか伺いたいと思います。

従来より市○福祉保健部長（川野美奈子君）

町村は、糖尿病の発症予防や糖尿病性腎症重症

化予防の対策として、住民に対する健康教育や

保健指導及び特定健診の受診勧奨等を行ってき

たところです。

こうした中、昨年８月に、県や医師会等の５

者で、本県における糖尿病予防等の標準的な取

り組みとなる「指針」を策定し、市町村や関係

団体にもお示ししたところでございます。指針

策定後、市町村の取り組み状況を確認したとこ

ろ、かかりつけ医から専門医へ紹介する基準の

明確化や紹介連絡票等の様式の統一など、新た

な取り組みも始まっているところでございま

す。

なお、指針の具体化を図るためには、市町村

と医療機関との連携が重要でありますことか

ら、県としましても、積極的に市町村を支援し

てまいりたいと考えております。

次に、糖尿病性腎症重症化予○新見昌安議員

防に取り組んでいるおおむね全ての市町村は、

対象者の抽出基準というものを設けておりま

す。国が作成した「糖尿病性腎症重症化予防プ
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ログラム」というものがありますが、この中

で、「レセプトを有効活用することにより、健

診未受診者からの抽出や併発疾病等の確認が可

能となることから、抽出にあたってはレセプト

等の情報も活用することが望ましい」とありま

す。合併症が懸念される糖尿病治療中断者への

対策として、未治療者や治療中断者の抽出が可

能となるレセプトデータの活用は有効であると

考えます。県内市町村のレセプトデータの活用

状況はどうなっているのか、また、未治療者や

治療中断者に対する受診勧奨の実施状況とその

方法について伺います。

レセプトデ○福祉保健部長（川野美奈子君）

ータの活用状況でございますが、県内全ての市

町村が、県の指針に基づきまして、国民健康保

険加入者の特定健診の結果から、糖尿病が疑わ

れる対象者の抽出を行った上で、レセプトデー

タにより医療機関の受診状況を確認し、治療を

受けていない方を抽出しているところでござい

ます。

また、こうした方への受診勧奨の実施状況と

その方法でございますが、県内全ての市町村に

おいて、文書、電話、面接、訪問など対象者に

効果的と判断される方法により実施されている

ところでございます。

今後、市町村における重症化予防の取り組み

を円滑に進めていくためには、医療機関との連

携が不可欠でありますことから、県としまして

は、糖尿病専門医、かかりつけ医、市町村など

の関係者が情報交換を行う会議や、保健指導の

充実強化を図る研修会の開催などにより、市町

村の支援に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

「第３期宮崎県がん対策推進○新見昌安議員

計画」「第３期宮崎県医療費適正化計画」「健

康みやざき行動計画21（第２次）中間見直

し」、これらは全て本年３月に策定され、今年

度からそれぞれスタートしております。県民が

いつまでも心身ともに健康で、将来にわたって

快適に安心して生活できるよう、県におかれて

は、さまざまな施策の展開、フルスロットルで

お願いいたします。

次は、公衆衛生医師の確保・育成についてで

あります。引き続き、福祉保健部長に伺ってま

いります。

少々旧聞に属しますが、昨年12月、読売新聞

が行った全国の保健所長の兼務状況調査の結果

が報道されておりました。それによると、全

国481の保健所のうち、21道県の49カ所で、定年

退職などした所長の後任が見つからず、隣接地

域の所長らが兼務している実態があるというこ

とでございました。北海道が７カ所で一番多

く、茨城県、新潟県が５カ所、群馬県、鹿児島

県４カ所と続き、本県も１カ所とありました。

地域住民の健康管理はもちろんのこと、災害

発生時の感染症予防など、公衆衛生活動の先頭

に立ち、その役割の重要性がこれまで以上に高

まっている保健所でありますが、そのような組

織の最高責任者の不在・不足はゆゆしき問題で

あると思います。兼務している所長の負担の大

きさもはかり知れなく、緊急時の対応等も考え

れば、急いで解決すべき問題ではないかと思い

ます。

厚生労働省は2004年に、自治体が人材を確保

しやすいように所長の資格要件を緩和してはい

るものの、新要件のもとで就任した所長はわず

かで、所長につくのは公衆衛生医師でありま

す。そこで、何点か伺いたいと思います。

まず、県の公衆衛生医師の人数及び年齢構成

はどうなっているのか。また、保健所長の年齢
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構成についてもお示しください。

県の公衆衛○福祉保健部長（川野美奈子君）

生医師の人数につきましては、今年度４月１日

現在で申しますと12名で、年齢構成につきまし

ては、30代が４名、40代が１名、50代が５

名、60代が２名となっております。そのうち保

健所長につきましては７名で、30代が１名、40

代が１名、50代が４名、60代が１名となってお

ります。

今の数字を聞きますと、こ○新見昌安議員

の10年くらいの間に、複数の保健所長が退職さ

れる状況にあります。先ほど述べた読売新聞の

調査結果では、宮崎県内でも保健所長の兼務が

１カ所ありました。この５年間を調べてみます

と、以前は延岡と高千穂の保健所長の兼務が

あったものの、その後解消され、現在は都城と

小林の保健所長が兼務のようであります。それ

も、５年間同じ方がつかれております。この状

況はいかがなものか、解消すべきと考えます

が、県の考えを伺いたいと思います。

地域の保健○福祉保健部長（川野美奈子君）

医療行政を担う公衆衛生医師につきましては、

全国的に医師が不足する中、臨床業務に従事す

る医師と同様に、確保が困難な状況にありま

す。このような中、議員御指摘のとおり、小林

保健所長につきましては、都城保健所長が兼務

をしており、業務負担の面からも厳しい状況に

あるため、できる限り早い時期に兼務を解消し

たいと考えております。なお、都城保健所にお

きましては、公衆衛生医師としての経験が豊富

な所長を配置するとともに、若手の公衆衛生医

師を配置することにより、業務の負担軽減を

図っているところでございます。

今後、地域包括ケアシステム○新見昌安議員

の推進を図る上でも、保健所の重要性はますま

す高まってまいります。その中心である所長た

る公衆衛生医師の確保は重要であると考えま

す。県民の安全・安心な暮らしを守るために、

県として公衆衛生医師の確保・育成にどのよう

に取り組んでいかれるのか、伺いたいと思いま

す。

公衆衛生医○福祉保健部長（川野美奈子君）

師の確保対策につきましては、県のホームペー

ジへの募集案内の掲載や、宮崎大学の医学生を

対象とした講義において、公衆衛生の重要性や

魅力を伝えるとともに、公衆衛生に興味を持た

れた県内外の医師と直接面談して勧誘を行うな

ど、機会を捉えて積極的に取り組んでいるとこ

ろであります。また、育成対策につきまして

は、公衆衛生学会や国立保健医療科学院等の実

施する研修への派遣に加え、若手の公衆衛生医

師を対象とした専門医養成のための体系的な研

修プログラムを整備し、昨年度から実施してい

るところでございます。県としましては、これ

らの取り組みの充実を図りながら、引き続き公

衆衛生医師の確保・育成に努めてまいりたいと

考えております。

インターネットで「公衆衛○新見昌安議員

生」を検索してみると、隣県の大分県や鹿児島

県が公衆衛生医師を募集しているページにぶち

当たりました。本県でも同様の対策をとってお

られるようですけれども、他県もその確保に腐

心している状況がうかがえます。公衆衛生医師

を確保し、保健所長についてもらうためには、

どうしても時間がかかります。県民が地域で安

心して暮らすことのできる環境づくりの広域的

な、また専門的、技術的な機関が保健所ですの

で、その中心者、司令塔である公衆衛生医師の

所長の職責は本当に重要だと思います。今後と

も、有能な人材の確保に努めていただきたいと
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思います。

次に、高等学校における通級による指導につ

いて、教育長に何点か伺います。

発達障がいなどのある児童生徒が、学習や生

活上の困難の改善や克服のため、通常学級に通

いながら通級指導教室等の特別な場で、個々の

特性や教育的ニーズに応じた特別の指導を受け

る「通級指導」、公立小中学校でこの通級指導

を受けている児童生徒数は年々増加している

と。昨年度は全国で10万人を超える状況だそう

です。

そういった状況の中、義務教育終了後の進路

をどうするか、これが大きな課題となっていた

ところでございます。これまでは普通に高等学

校の通常の学級に入るか、あるいは特別支援学

校の高等部に進学するか、障がいのある生徒の

学びの場は限られていたわけでありますけれど

も、今年度から、高等学校における通級指導

が、教育制度として導入されております。保護

者にとって、期待の大きさははかり知れないと

思います。

本県では昨年度、県内４つの県立高校を指定

して研究調査を行ってきておりますが、今年度

は県内８校を拠点校と定め、通級による指導体

制構築事業がスタートしております。そこでま

ず、今年度においては、中学校や生徒・保護者

への周知はどのように行っているのか伺いたい

と思います。

本年度から制度化さ○教育長（四本 孝君）

れました、高等学校における通級による指導に

つきましては、お話にありましたように、県内

８つの拠点校において取り組みを開始したとこ

ろであります。その周知につきましては、本年

４月の公立校長会で、県内全ての校長に対して

説明を行いました。また、市町村の担当者会に

おきまして、各学校や生徒、保護者に対しての

周知を依頼したところであります。さらに、具

体的な通級による指導の取り組みにつきまして

は、直接、各拠点校の担当者が中学校に出向く

などして、周知に努めているところでありま

す。

次に、高等学校における通級○新見昌安議員

による指導を希望する生徒が在籍する中学校と

の連携は、どのような時期に、どう図っていく

のか伺いたいと思います。

中学校と高等学校の○教育長（四本 孝君）

連携につきましては、入学前に、配慮を要する

生徒に関する情報交換会を実施するとともに、

各拠点校におきましては、中学校に在籍する生

徒・保護者の希望に応じた教育相談や、中学校

への訪問を実施しているところであります。ま

た、新学習指導要領において、通級による指導

を受ける生徒には、個別の指導計画等の作成が

義務づけられておりますことから、今後、中学

校で作成された個別の指導計画等が重要な連携

の基礎資料として活用されるよう、指導してま

いりたいと考えております。

次に、通級による指導を行う○新見昌安議員

先生には、どういった免許が必要となるのか。

また、先生の専門性を高めることも重要であり

ます。どのような取り組みをされるのか伺いた

いと思います。

通級による指導の担○教育長（四本 孝君）

当者の条件といたしましては、高等学校の教諭

免許状を有する者とされていることに加えまし

て、特別支援教育に関する知識や経験が必要と

されております。

また、専門性を高めるための取り組みとし

て、本県では、文部科学省の委託事業を活用し

た各拠点校間の情報交換会を開催するととも
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に、担当者による県外の先進校等への視察も予

定をしているところであります。

この項目の最後になりますけ○新見昌安議員

れども、通級による指導を実施するために、ど

のような措置や取り組みを行っていくのかにつ

いても、伺いたいと思います。

小中学校と同様に高○教育長（四本 孝君）

等学校におきましても、通級による指導を行う

各拠点校に対して、国により教員を加配する措

置が講じられております。また、各拠点校にお

きましては、担当者の専門性を高めるための取

り組みに加え、全ての生徒を対象とした授業に

おいても、学習活動の流れを視覚的に提示した

り、黒板の周りの掲示物を除いたりするなど、

授業に集中しやすい環境づくりに努めていると

ころであります。これらの取り組みによりまし

て、各拠点校における校内体制を構築し、通級

による指導を充実させていきたいと考えており

ます。

以上４点伺ってきましたが、○新見昌安議員

文部科学省が本年３月時点での実施予定の調査

をしております。それによりますと、今年度か

ら始める都道府県の中で、実施箇所数が最も多

いのは、兵庫、山口の両県で、それぞれ９カ

所。次いで群馬、宮崎両県が各８カ所となって

おります。県の教育委員会におかれましては、

先駆的に取り組んでいただいたのだと評価をし

たいと思います。

通級による指導には、対象となる生徒が、在

籍する学校で指導を受ける「自校通級」のほか

にも、通級指導教室のある学校に行って指導を

受ける「他校通級」、自校に巡回してくる他校

の教員から指導を受ける「巡回指導」といった

形態があるようであります。期待の大きい事業

であります。いずれは他校通級・巡回指導、そ

れらにも取り組んでいただきたい。この点は要

望しておきたいと思います。

次は、ヘルプマークの普及と周知への取り組

みについてであります。

「県広報みやざき」の６月号には、「ヘルプ

マークを見かけたら、思いやりのある行動を！

「ヘルプマーク」をご存知ですか？」と、県

民に呼びかけるページがあります。義足や人工

関節を使用している方、内部障がいや難病のあ

る方など、外見からは容易に判断ができないハ

ンディのある方が、周囲に援助や配慮が必要で

あることを知らせるマーク。議員の皆さんはよ

く御存じのことと思います。平成24年10月に東

京都がスタートさせたヘルプマークを導入する

自治体が全国で拡大する中、本県でもこの４月

から交付がスタートいたしました。県では、緊

急連絡先や必要とする支援内容などを記載する

ことができるヘルプカードも、ヘルプマークに

あわせて交付しておられます。

ヘルプマークは昨年７月、「駐車場」や「温

泉」マークなどとともに、案内用の図記号を規

定する日本工業規格（ＪＩＳ）に追加されて、

公的な意味合いを持ってきました。これによっ

て、全国への広まりはさらに加速するのではな

いかと考えます。このヘルプマークは、援助や

配慮を必要とする方が、所持・携帯することは

もちろんですが、周囲でそのマークを見た人が

理解していないと、意味を持ちません。認知度

向上を図ることが重要であります。「県広報み

やざき」と、県ホームページに記載されている

ことは承知しております。それ以外のこれまで

の県としての取り組みと今後の取り組みについ

て、福祉保健部長に伺います。

本県では、○福祉保健部長（川野美奈子君）

今年度から本格的にヘルプマークの配付を開始
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しておりますが、制度導入から間がないことも

ありまして、制度の趣旨を広く県民の方々に理

解していただくことが何よりも重要であると考

えております。このため県では、各市町村及び

関係団体への広報チラシの配布や、指定障害福

祉サービス事業者向けの制度説明会、福祉・介

護職員等を対象とした研修会などにおいて、ヘ

ルプマークについて理解を求めるなど、広く周

知に取り組んでいるところでございます。今後

とも、市町村、関係団体と十分に連携を図りな

がら、福祉分野に限らず、県や市町村、各種団

体等が開催するイベント等においてＰＲを行う

など、あらゆる機会を活用し、ヘルプマークの

周知に努めてまいりたいと考えております。

東京都では、交付を始めてか○新見昌安議員

ら既に５年半以上経過しておりまして、少々古

いデータですけれども、昨年８月末までに累計

で19万個交付したようであります。しかし、そ

のような先進地でも認知度が追いついていない

と言われております。県としてしっかり取り組

んでもらうことはもちろんのことですけれど

も、ヘルプマークの普及と周知を図るために

は、県内企業等の協力も得ることが必要ではな

いかと思います。同じく福祉保健部長に見解を

伺います。

ヘルプマー○福祉保健部長（川野美奈子君）

クを、広く県民に周知し、普及を図るために

は、行政や関係機関のみならず、幅広く企業や

団体等の協力を得ることが重要であると考えて

おります。このため現在、ＪＲやバス会社に対

し、多くの方の目にとまる場所へのポスター等

の掲示について、協力依頼を行っているところ

であります。さらに、県と包括連携協定を締結

している企業等を初め、経済団体に対して、広

報活動への協力を依頼するとともに、多くの企

業等が、社内研修での周知など、自発的にヘル

プマークの普及・啓発に向けた取り組みを行っ

ていただけるような機運の醸成を図ってまいり

たいと考えております。

若い人たちへの周知に取り組○新見昌安議員

むことも重要だと考えます。学校現場でも、こ

のヘルプマークを知ってもらうよう努めるべき

だと考えますが、教育長の見解を伺います。

今年度、県教育委員○教育長（四本 孝君）

会におきましては、重点施策の一つとして、

「いのちの教育」の推進に取り組んでいるとこ

ろであります。このヘルプマーク導入の趣旨に

つきましては、「いのちの教育」の軸となる

「自他ともに尊重し合うための啓発」に合致

し、「いのち」を大切にする学びにつながるも

のであります。県教育委員会といたしまして

は、今後、福祉保健部等とも連携を図りなが

ら、ヘルプマークの周知に努めてまいりたいと

考えております。

２年後の10月には、国民文化○新見昌安議員

祭とあわせ、全国障害者芸術・文化祭も開催さ

れることになっております。その６年後、2026

年は全国障害者スポーツ大会です。全国からた

くさんの人が来県されます。外見から障がいが

わかる人にはもちろんのこと、ヘルプマークを

持っている人にも思いやりを持って接すること

ができるように、しっかりと周知に取り組んで

いただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。

次は、住宅行政について、県土整備部長に伺

います。

１点目は、新たな住宅セーフティネット制度

についてであります。これは、高齢者や低所得

者、子育て世帯など向けに、民間の空き家や空

き部屋を賃貸住宅として活用する制度で、昨

平成30年６月14日(木)
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年10月25日に施行された改正住宅セーフティー

ネット法に基づくものでありますが、その制度

の柱の一つが、「住宅確保要配慮者向け賃貸住

宅の登録制度」であります。具体的には、空き

家などの所有者が高齢者らの入居を拒まない物

件を自治体に登録する制度のことですが、一定

の条件を満たす場合には、国と自治体が改修費

や家賃の一部を補助するなどの優遇措置もあり

ます。

しかしながら、全国的に登録件数が伸びてい

ないようであります。国土交通省によります

と、この３月末現在の登録件数は、要配慮者の

入居を拒まない「円滑住宅」が621戸と、目標を

大きく下回っているようであります。内訳は、

大阪府が最も多く237戸、次いで山梨県が88戸、

岡山県が54戸、鹿児島県が50戸、兵庫県が37戸

で、この５府県で全体の３分の２を占めており

ます。地域によってばらつきがあるようであり

ますが、本県及び九州各県における状況はどう

か伺いたいと思います。

住宅確保要○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

配慮者向けの賃貸住宅、いわゆるセーフティー

ネット住宅につきましては、現在、本県では宮

崎市内におきまして、１棟２戸の登録がされて

おります。また、九州では、福岡県で１棟３

戸、熊本県で１棟１戸、鹿児島県で３棟50戸の

登録がされております。

それでは、その原因をどう捉○新見昌安議員

え、今後どのように対応するのかについても伺

いたいと思います。

住宅確保要○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

配慮者向け賃貸住宅の登録が進まない原因とし

ましては、登録申請のための添付書類が多く、

手続が煩雑であることが、その一因と言われて

おります。このため国では、制度改正により、

登録申請の手続の簡素化を検討していると聞い

ており、本県におきましても、国の動向を注視

しながら、引き続き、制度の広報に努めるほ

か、関係団体に対して登録の促進を働きかけて

まいりたいと考えております。

よろしくお願いしておきま○新見昌安議員

す。

次に、県営住宅の入居手続に関して、ストレ

ートに伺っていきます。県営住宅に申し込み、

抽選に当たったけれども、連帯保証人を確保す

ることができずに入居を断念したという当選人

が少なからずおられます。民間の家賃債務保証

会社を活用することはできないか伺いたいと思

います。

家賃債務保○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

証制度は、民間賃貸住宅において、連帯保証人

にかわるものとして広く利用されております。

県営住宅において、この保証制度を活用できる

とした場合、入居予定者は、家賃以外に、保証

料や、一般的には保証契約更新時期の更新手数

料が必要となります。また、入居者によって

は、保証会社との契約が更新されない場合も想

定され、県といたしましては、家賃の確実な徴

収に課題があるのではないかと考えておりま

す。こうしたことから、現時点では、民間の家

賃債務保証会社の活用については、慎重に見き

わめる必要があるものと考えており、今後、調

査研究を行ってまいりたいと考えております。

沖縄県うるま市では、市営住○新見昌安議員

宅に入居する際、他自治体と同様、連帯保証人

を立てるように入居者に求めていましたが、昨

年４月から、連帯保証人または家賃保証会社の

どちらかを選択できるようにしております。少

子高齢化がより一層進展する中で、連帯保証人

を立てられないケースが将来増加することが予
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想されるため、条例を改正したようでありま

す。これは研究してみる価値はありそうであり

ます。よろしくお願いしておきます。

次は、災害への対応について伺います。

北海道を除き、日本各地が梅雨入りしまし

た。いずれの地域も例年より早い梅雨入りとな

り、大雨や洪水に警戒が必要な季節ともなって

まいります。気象情報には十分注意していかな

ければなりません。昨年も日本各地が豪雨災害

に見舞われましたが、国の直轄河川につながる

都道府県管理の中小河川で被害が相次いだと言

われております。７月の九州北部豪雨、まだ記

憶に新しいところでありますけれども、福岡県

管理の河川で、土砂崩れによって発生した大量

の流木が川の流れを変え、流域に甚大な被害を

もたらしております。

国土交通省はこの九州北部豪雨を踏まえ、全

国で２万の中小河川を緊急点検したようであり

ますが、その結果、400河川の300キロメートル

区間で過去に洪水が発生したにもかかわらず、

十分な対策がとられていなかったほか、住宅な

どが浸水する危険性が高いのに、河川に水位計

がない場所が5,800カ所に上ったようでありま

す。

国土交通省はこの点検結果を踏まえて、今年

度からおおむね３年間で事業費3,700億円に上る

緊急対策の実施を決めております。その内容と

しては、流木や土砂を食いとめる効果の高い砂

防堰堤等の整備や河川の底の掘削と堤防の整備

とともに、特筆すべきは、「洪水時に特化した

低コストな水位計」を設置するというものがあ

ります。そのために、従来の10分の１以下に当

たる100万円程度の水位計を開発して、該当する

河川に設置するとのことであります。そこで伺

いますけれども、本県ではどういった状況か、

県土整備部長に確認しておきたいと思います。

昨年の九州○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

北部豪雨等の災害を踏まえまして、昨年12月に

国が策定した、「中小河川緊急治水対策プロ

ジェクト」では、人家や要配慮者利用施設が近

くにあるなど、水位把握が必要な中小河川にお

いて、新たに低コストの水位計、いわゆる「危

機管理型水位計」を全国約5,800カ所に設置し、

近隣住民の避難を支援することとしておりま

す。本県では、既に設置している水位計131カ所

に加え、45河川67カ所に設置していく予定であ

り、これまで、国と自治体で構成する運用協議

会に参加し、機器の検討を進めるとともに、現

在、地元市町村と設置箇所の調整を進めている

ところであります。今後、近年の出水状況など

を踏まえ、緊急性の高い箇所から順次設置して

まいりたいと考えております。

よろしくお願いしておきま○新見昌安議員

す。

それでは、設置された低コストの水位計をど

のように活用していくのか、同じく県土整備部

長に確認をしたいと思います。

危機管理型○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

水位計は、これまで水位計がなかった河川や、

洪水氾濫のおそれが高い箇所などに追加して設

置することとしており、現在設置されている水

位計とあわせ、県内河川の水位観測網の拡大・

充実が図られると考えております。危機管理型

水位計の水位は、国が運営する情報システムに

集約され、インターネットを通して、市町村や

住民に情報提供される仕組みとなっていること

から、住民が、出水時の河川水位の上昇を素早

く把握することで、迅速な避難行動に活用でき

るものと考えております。

危機管理型水位計というんで○新見昌安議員
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すね、大いに期待したいと思います。

災害への対応、最後になりますが、平成27年

９月議会において私は、被災地や事故現場に派

遣される災害派遣福祉チーム、いわゆるＤＣＡ

Ｔを設置すべきと提案しました。災害派遣医療

チーム、ＤＭＡＴの福祉版であります。その

後、全国的にこのＤＣＡＴを整備する都道府県

がふえております。その中の一つ、埼玉県が全

国の都道府県に対して独自に行った調査によれ

ば、昨年10月末時点で、ＤＣＡＴを「整備済

み」の自治体は15道府県、「検討中」の自治体

は13都県あったそうであります。本県でも設置

すべきとの思いをさらに強くしているところで

ありますが、福祉保健部長に見解を伺います。

災害時にお○福祉保健部長（川野美奈子君）

いては、高齢者や障がい者など配慮が必要な方

のニーズに的確に対応することが大変重要であ

るため、これまで県では、福祉避難所の拡充

や、福祉施設等の相互応援の体制づくり等に取

り組んできたところでありますが、県外への派

遣も想定した、いわゆるＤＣＡＴにつきまして

は、法令上の根拠や設置基準が不明確であるこ

となどから、いまだ設置には至っておりませ

ん。

このような中、先月末、厚生労働省から、

「災害時の福祉支援体制の整備に向けたガイド

ライン」が新たに発出され、ＤＣＡＴの構成員

や活動内容、派遣調整の方法等について、統一

した指針が示されたところでございます。今後

は、このガイドラインをもとに、過去の災害対

応の事例も研究しながら、ＤＣＡＴを含む災害

時の支援体制の構築に向けて、関係団体や市町

村等と意見交換を重ねてまいりたいと考えてお

ります。

有意義な意見交換を行ってい○新見昌安議員

ただいて、ぜひとも前向きに検討していただき

たいと思います。

最後になりますが、県民の声からということ

で、３点届けておきたいと思います。

まず、宮崎市木花にある県総合運動公園内の

体育館でソフトテニスをしている高齢者グルー

プのメンバーの一人からの要望であります。

ここを使用する際には、使用料とは別に照明

代も取られるということであります。「健康維

持のために運動しているのに、１時間770円の照

明代は、年金生活者にとっては正直痛い。午前

中だけの使用だけど、雨が降ってよほど暗くな

い限り我慢している。照明代は取らないか、そ

れが無理なら少し安くならないかしら」とい

う、つましい訴えでございました。調べてみる

と、県の都市公園条例では、「県総合運動公園

内の有料公園施設を使用する者は、使用料を納

付しなければならない」とあります。料金表に

は使用料金の一部として、体育館の照明料金も

確かに記載されております。使用料金は、「個

人使用」と「団体使用」に分けてあり、さらに

それぞれ「児童生徒」と「一般」に分けてあ

り、「児童生徒」は「一般」の半額になってお

ります。

考えてみますと、今の世の中、さまざまな場

面で高齢者を優遇するシステムができ上がって

おります。公共交通機関しかり、シネマコンプ

レックスにおいては、60歳以上から優遇されて

おりまして、私もその恩恵にあずかっておりま

す。健康維持のために有料公園施設を利用する

高齢者向けの、新たな料金区分を設定すべきで

はないかと考えますけれども、県土整備部長、

いかがでしょうか。

県総合運動○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

公園の体育館の照明料及び使用料につきまして
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は、都市公園条例に定めており、照明料は、使

用者の区分にかかわらず、一律の料金としてお

ります。また、使用料は、「児童生徒」と「そ

の他の者」の２つに区分して設定しておりま

す。お尋ねの「高齢者」向けの料金設定につき

ましては、高齢者の生きがい・健康づくりを踏

まえ、他県の取り組みを調査研究してまいりた

いと考えております。

県においては、本年３○新見昌安議員

月、2025年を見据えた高齢者施策の方向性を示

す新たな計画としての「高齢者保健福祉計画」

を策定しておられますけれども、その33ペー

ジ、生涯スポーツのページには、「現況」とし

て、「スポーツに親しむことができる生涯スポ

ーツ社会を実現することが求められています」

とあり、「基本的方向」として、「高齢者が生

きがいを感じながら運動やスポーツに取り組め

る環境を整えます」とあります。「目指せ！健

康長寿日本一」というスローガンのもと、「健

康寿命男女とも日本一」との目標を掲げて、知

事を先頭に突き進もうとしている宮崎県であり

ます。他県じゃなくて、県土整備部、福祉保健

部、教育委員会、関係部局、真剣に検討してい

ただくことを強く要望しておきたいと思いま

す。

次に、本県の歴史ある観光地でもあります県

立平和台公園に関して伺います。

高校時代の同級生から、「一度、平和の塔を

見てくれよ」という強い要望を受けまして、先

般、一緒に見に行きました。本当に愕然としま

した。塔本体、そして四方に置かれた四神像に

雑木が生い茂っておりました。１～２カ所とい

う生易しいものではありません。「観光立県み

やざき」を標榜する本県の代表的な観光地の一

つでもある県立平和台公園の象徴がこれでは、

「観光みやざき」の名折れであります。特に四

神像は信楽焼であります。雑木が成長すると割

れてしまう危険性もあります。至急、対策を講

ずべきと考えますが、県土整備部長、いかがで

しょうか。

県立平和台○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

公園は、平和の塔を中心に、レクリエーション

施設や自然と触れ合うための施設も整備され、

広く県民の憩いの場として親しまれており、本

県を代表する観光地となっております。このよ

うな中、平和の塔に茂った雑草や雑木につきま

しては、良好な景観の保全や施設維持の観点か

ら、状況を見ながら除去しているところであ

り、今年度は既に予算を確保し、速やかに作業

することとしております。今後とも引き続き、

多くの方々が平和の塔を訪れ、気持ちよく利用

していただけるよう、努めてまいりたいと考え

ております。

ありがとうございます。よろ○新見昌安議員

しくお願いしておきます。

引き続き県立平和台公園に関してであります

が、同日、公園のはにわ園内を散策する中で、

あれっと思ったのが、観光案内板でありまし

た。日本語、英語、そして韓国語のみでありま

した。「はにわ館」の案内も同様でありまし

た。観光地では多言語表示が今、常識となって

おります。こういった中で、中国語は繁体字、

簡体字ともありませんでした。これはいかがな

ものかと思った次第であります。県の考えを県

土整備部長に伺いたいと思います。

平和台公園○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

の案内板につきましては、これまで日本語、英

語、韓国語について記載しておりましたが、昨

年度から、中国語の簡体字と繁体字を記載した

案内板に取りかえているところであります。昨



- 120 -

平成30年６月14日(木)

年度は、平和の塔前広場に設置していた平和台

公園総合案内板を取りかえており、今年度は、

はにわ園周辺の案内板を取りかえることにして

おります。来年度以降も順次、計画的に中国語

を加えた多言語化を図ることにより、海外から

訪れる多くの観光客へのおもてなし環境の向上

に努めてまいりたいと考えております。

ありがとうございます。一安○新見昌安議員

心でございます。

以上で私の質問の全てを終わります。ありが

とうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○外山 衛副議長

ました。

あすの本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時48分散会



６月15日（金）
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午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）１番 武 田 浩 一 自由 民 主 党 く し ま

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 後 藤 哲 朗 同

（ ）８番 二 見 康 之 同

（ ）９番 日 高 博 之 同

（ ）10番 野 﨑 幸 士 同

（ ）11番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 原 正 三 同

（ ）14番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）15番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 徳 重 忠 夫 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 丸 山 裕次郎 同

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 横 田 照 夫 同

（ ）24番 黒 木 正 一 同

（ ）25番 松 村 悟 郎 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 右 松 隆 央 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 濵 砂 守 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 星 原 透 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 外 山 衛 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危 機 管 理 統 括 監 田 中 保 通

福 祉 保 健 部 長 川 野 美奈子

環 境 森 林 部 長 甲 斐 正 文

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 中 田 哲 朗

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 吉 村 達 也

教 育 長 四 本 孝

警 察 本 部 長 郷 治 知 道

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人事委員会事務局長 原 田 幸 二

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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◎ 一般質問

○ 原正三議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、後

藤哲朗議員。

○後藤哲朗議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。自由民主党の後藤哲朗でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

先月末、商工建設常任委員会の県南調査で道

の駅えびのを、硫黄山噴火の観光への影響につ

いての調査で訪問してまいりました。道の駅関

係者の、風評被害に何するものぞという、はつ

らつとした働きぶりが印象に残りました。以前

訪れたときは、ちょうどＪＡの職員さんたち

が、特Ａを獲得したえびの米のキャンペーンを

されておりましたので、感慨深いものもありま

した。一日も早い復興を御祈念申し上げます。

さて、県内では、スポーツキャンプ等に関し

てビッグニュースが続いています。ラグビー日

本代表の強化試合に向けた直前合宿を、先月

の28日から今月の１日まで、宮崎市で行いまし

た。また、平昌五輪で活躍したスピードスケー

トのナショナルチームも、強化合宿のため先月

の27日に本県入りしました。同五輪で金、銀、

銅メダルを獲得した高木美帆選手ら22人が、Ｋ

ＩＲＩＳＨＩＭＡヤマザクラ県総合運動公園

で、今月の7日まで練習に励みました。さらに

は、ラグビーイングランド代表の公認チームキ

ャンプ地の内定であります。

ところで、スポーツ庁の第２期（2017年４月

から2022年３月）までのスポーツ基本計画

は、2020年東京大会の先を含む５年間の国のス

ポーツの重要な指針であります。この計画の骨

子である４つの指針は、国民がスポーツで「人

生」が変わる、「社会」を変える、「世界」と

つながる、「未来」を創るであります。これ

は、関係者が一体となってスポーツ立国実現を

目指し、スポーツをする、見る、支えるといっ

た参画人口の拡大を目指すものであります。そ

こで知事に、スポーツランドみやざきに取り組

む思いについてお伺いいたします。

引き続き、知事にお尋ねいたします。政府

は、今月の５日、経済財政諮問会議を開き、経

済財政運営の「骨太方針」案を示しまし

た。2019年10月の消費税増税や2020年の東京五

輪・パラリンピック後に景気を失速させないよ

う財政出動の余地を確保。消費税増税時の家計

負担軽減に予算、税制両面で万全の策を講じる

としています。また、経済成長を実現するには

人手不足の克服が課題とし、人工知能（ＡＩ）

などの活用で生産性を高めるとしています。

ところで、日本経済団体連合会、通称経団連

の新会長に中西宏明日立製作所会長が就任さ

れ、新体制の経団連が直面する主な課題と取り

組みが発表されました。それは、人工知能（Ａ

Ｉ）やロボット技術の普及等の成長戦略の具体

化、消費増税、社会保障給付の効率化を政府に

要望、生産性の向上、働き方改革の推進等の人

口減社会への対応、民間経済外交を通じて発信

力を強化等の自由貿易の推進などです。そこ

で、企業の生産性の向上について、知事の認識

をお伺いいたします。

引き続き、知事にお尋ねいたします。私が考

えます現場主義とは、百聞は一見にしかず、何

事も何度も聞くより、一度でもみずからの目で

確かめることが大切だということ。百見は一考

にしかず、100回見ても、考えなければならな

平成30年６月15日(金)
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い。百考は一行にしかず、100回考えても、行動

を起こさなければならない。百行は一果にしか

ず、行動したら成果を残さなければならない。

要するに、成果・結果が大事だと思います。そ

こで、アクションプラン、知事の２期目の任期

が終盤に差しかかるに当たりまして、現場主義

の徹底、対話と協働の推進についての知事の認

識やこれまでの取り組みについて、お伺いいた

します。

引き続き、アクションプランの最終年度に当

たり、知事にお尋ねいたします。「宮崎県国土

強靭化地域計画」の着実な推進には、このたび

の「みやざきの提案・要望」にありますよう

に、防災・減災対策に必要な予算の総額確保を

図ることや、全国防災事業にかわる事業の創設

など、新たな財政措置の仕組みづくりを図らな

いといけないと考えます。しかしながら、地域

の安全・安心を実現するための、ハード・ソフ

トを総動員した「宮崎県国土強靭化地域計画」

の推進は、今も着実に取り組まなければなりま

せん。そこで、安全で安心な県土づくりに資す

る、社会資本整備についてのこれまでの取り組

みと成果について、御所見をお伺いいたしま

す。

以上で壇上からの質問を終わりまして、後の

質問は質問者席から行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

まず、スポーツランドみやざきに取り組む思

いであります。本県では、スポーツ合宿の受け

入れやスポーツ大会等の実施など、官民一体で

スポーツランドみやざきを推進しております。

この春のキャンプでは、延べ参加人数が過去最

高、経済波及効果も約130億円を記録したほか、

プロ野球等の様子が全国に発信されるなど、観

光誘客にも大きな成果を上げてきております。

こうしたスポーツランドみやざきの取り組み

は、観光振興はもとより、本県のイメージアッ

プ、地域の活力づくりの観点からも、大いに効

果を上げているところでありまして、その効果

を県下全域に広げられるよう、全県化・通年化

・多種目化を推進しているところであります。

またあわせて、本県におけるスポーツの競技

力の向上、これも大変重要な課題であります。

昨日、宮崎産業経営大学、残念ながらベスト４

には進出できませんでしたが、すばらしい活躍

を見せていただきましたし、44年ぶりの入幕が

期待される琴恵光の活躍、さらにはゴルフでは

大山志保選手、永峰選手優勝など、本県スポー

ツ選手の躍動も見られるところであります。い

よいよラグビーワールドカップ、東京オリン

ピック・パラリンピックなど、ゴールデン・ス

ポーツイヤーズと言われる大きなスポーツ大

会、本県にとりましてさらなる飛躍のチャンス

が近づいてまいりました。

私も先頭に立ちまして、スポーツキャンプの

聖地みやざきのブランド力の向上と情報発信、

そしてさまざまな効果の発現に取り組んでまい

りたいと考えております。

次に、企業の生産性向上についてでありま

す。近年、人口減少や少子高齢化が急激に進む

中で、地域の活力を維持し、県内産業の活性化

を図っていくためには、若年者の県内定着率の

向上や女性・高齢者の就労支援など、産業人材

の確保を図るとともに、これまで以上に企業の

生産性を向上させていくことが何よりも重要で

あると認識をしております。

このため、県内の産学金労官が一体となり、

フードビジネスや医療機器など本県の強みを生
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かした付加価値の高い成長産業の振興や、地域

経済を牽引する中核企業の育成などに取り組ん

でいるところであります。

国におきましても、2020年までを「生産性革

命・集中投資期間」と位置づけ、減税措置や補

助金の新設・拡充など、さまざまな生産性向上

の取り組みを進めております。

県といたしましては、こうした国の取り組み

等も活用しながら、生産性の高い設備の導入や

ＡＩ・ＩｏＴ等の社会実装など、企業の生産性

の向上のための取り組みを一層推進してまいり

たいと考えております。

次に、現場主義の徹底、対話と協働の推進に

ついてであります。私は、県政の主役は県民で

あると考えておりまして、県総合計画アクショ

ンプランの推進に当たりましても、基本姿勢の

一つとして、「現場主義の徹底」や「対話と協

働の推進」を掲げております。

これまでも、地域のさまざまな御意見やニー

ズを把握し、可能な限り施策に反映させたいと

いう思いから、県内各地域に出向きまして、住

民の皆さんとの対話を行う「知事とのふれあい

フォーラム」を初め、市町村職員との意見交

換、「くるまｔｈｅ談義」という名前で行って

おりますが、そういった意見交換にも努めてき

たところであります。

また、プライベートでも可能な限り地域に足

を運ぼうという思いで、今月３日も、おととい

も議論がございましたが、えびのに妻と二人で

参りまして、クルソン峡、狗留孫大橋、めがね

橋、陣の池などを回りまして、改めて魅力ある

資源があるということを確認したところであり

ます。また、議員からも御指摘がありました道

の駅も、私も参りましたが、多くのお客様でに

ぎわっている状況を感じたところであります。

現在、地域課題が多様化・複雑化する人口減

少社会、また宮崎がさまざまな地域資源が限ら

れているということで、行政のみならず、多様

な主体が協働することは大変重要であると考え

ておりまして、ＮＰＯ、企業、団体との協働、

オールみやざきの体制づくりにこれまでも努め

てきたところであります。

今後とも、さまざまな声に真摯に耳を傾け、

地域の実情を肌で感じながら、県民本位の県政

運営を、県民の皆様とともに進めてまいりたい

と考えております。

最後に、安全で安心な県土づくりについてで

あります。県土の強靭化に向けましては、南海

トラフ巨大地震や風水害、土砂災害の対策な

ど、効率的・効果的な社会資本整備を進めてい

るところであります。

このような中、東九州自動車道を初めとする

広域交通ネットワークの整備により、熊本地震

被災時には、九州縦貫自動車道の代替路として

の機能を発揮したところであります。また、

五ヶ瀬川や耳川などにおいては、延岡市川水流

地区の堤防や、諸塚村中心部のかさ上げを初め

とする整備を進めた結果、治水の安全性が大幅

に向上するなど、河川整備の効果も見られてい

るところであります。このほか、細島港などの

重要港湾の耐震岸壁の整備が進み、防災拠点と

しての機能が確保されるなど、県内全域で取り

組みの成果が徐々にあらわれてきているところ

であります。

しかしながら、本県の社会資本整備はまだま

だ不十分なことから、今後とも、国に対して整

備の必要性を強く訴え、必要な予算の確保な

ど、全力で取り組んでまいりたいと考えており

ます。以上であります。〔降壇〕

○後藤哲朗議員 それぞれにありがとうござい
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ました。安全で安心な県土づくり、質問でも述

べましたように、予算の確保、引き続き、国に

強く要望していただきたい、そのように思いま

す。

現場主義の徹底と対話と協働の推進でござい

ますが、これも答弁にありましたように、地域

の実情というのを肌で感じていただきまして、

県民本位の県政運営をよろしくお願いいたしま

す。

それでは続きまして、スポーツの振興につい

てお尋ねいたします。

健康意識を高め、健康政策に財源を投入する

には、エビデンスが不可欠であると私は考えま

す。そのような中、「第２期スポーツ基本計

画」、スポーツで「社会」を変えるという項目

ですが、これは社会が抱えている課題の解決

に、スポーツはもっともっと貢献できるし、貢

献していこうという考えです。この項目の中で

紹介されている一つのことが、次の内容です。

「新潟県見附市である実験を行いました。市

民にスポーツを推奨する活動を、運動プログラ

ムなどもつくって３年間継続したのです。健康

管理システムもフル活用しました。その後、ス

ポーツ実施者と非実施者の医療費を比較したと

ころ、スポーツを実施している人は、年間で

約10万円も医療費を抑えられる結果となりまし

た。」

この見附市では、健康であることは、個人、

家族、地域、さらには行政にとってもプラスに

なるということで、健康政策が認知されるよう

になったそうです。

ところで、健康みやざき行動計画21、本年度

中間見直し、分野別目標の身体活動・運動の課

題で、運動習慣をあらわす項目である週１回以

上運動習慣のある人の割合が、20歳から64歳ま

での男女で減少しています。そこで、身体活動

の増加と運動習慣の定着を図るために、県では

どのような取り組みを行っておられるのか、福

祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県では、経

営者を対象とした健康経営セミナーの開催や、

従業員の健康づくりに取り組む企業の表彰を行

うとともに、企業や事業所の従業員を対象とし

た出前運動講座を実施することにより、働く世

代の運動習慣の定着を図っているところでござ

います。さらに、県のスマホ用歩数計測アプリ

「ＳＡＬＫＯ」の活用などにより、楽しみなが

ら運動を始めるきっかけづくりにも取り組んで

おります。今後とも、健康みやざき行動計画21

が掲げる目標の実現に向けて、県民の運動習慣

の定着に向けて積極的に取り組んでまいりたい

と考えております。

○後藤哲朗議員 次に、スポーツランドみやざ

きについてお尋ねいたします。アクションプラ

ンでは、重点項目として、スポーツの聖地とし

てのスポーツランドみやざきの構築を掲げ、取

り組みとして、スポーツキャンプ・合宿等の受

け入れ体制の整備を挙げ、実施内容は、市町村

と連携した予約確認窓口の一元化や、既存施設

の整備・充実、地域のスポーツ文化や季節の特

性に応じた受け入れ体制の構築等により、スポ

ーツキャンプ・合宿の全県化・通年化・多種目

化を進めますとあります。そこで、スポーツキ

ャンプ・合宿の全県化・通年化・多種目化の取

り組み状況について、商工観光労働部長にお伺

いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 県では、

市町村やみやざき観光コンベンション協会等と

連携し、スポーツ合宿の全県化・通年化・多種

目化に向け、さまざまな取り組みを行っており
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ます。

具体的には、新たな競技の誘致につなげられ

るよう、市町村が行う練習環境等の整備に対し

助成を行っているほか、受け入れ実績の少ない

市町村にも対応できるよう、学生・社会人への

誘致セールス等も積極的に行っております。そ

の結果、県外からスポーツ合宿を受け入れた市

町村の数は、前年度より１つふえ、22市町村に

なったところであります。

さらに、今議会におきまして、国の補助事業

を活用したガイドブックの作成や市町村との合

同誘致セミナーなどの補正予算をお願いしてい

るところであります。今後とも、先月末の日本

代表スケートチームのような冬季スポーツや、

韓国・台湾等のインバウンドなど、新たな分野

も視野に入れながら、全県化・通年化・多種目

化に努めてまいります。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

スポーツの全県化では、都城市への県立陸上競

技場、延岡市への県立体育館整備で拍車がかか

るような気がいたします。

さて、県内では特色あるスポーツイベントが

開催されております。「九州玉入れ選手権大会i

nもろつか」「霧島登山マラソン」、自転車競技

の「ヒルクライム高千穂天岩戸大会」、「綾・

照葉樹林マラソン」「ゴールデンゲームズinの

べおか」等々であります。来月には、県民・市

民がトップアスリートと触れ合いながらビーチ

スポーツを体験するイベント「日向ビーチスポ

ーツフェス」が、初めて開催されます。オリン

ピックイヤーには、宮崎―延岡間、100キロウォ

ークも、開催に向けて準備がスタートいたして

おります。スポーツランドみやざき、スポーツ

の全県化が一歩一歩と進んでいくような気がし

て、大変ありがたく、そして心強く思っている

ところです。

そこで、スポーツランドみやざき、その効果

を広げていくために、地域の特性を生かしたス

ポーツイベントへの支援について、商工観光労

働部長に御所見をお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 地域の特

性を生かしたスポーツイベントといたしまして

は、お話にもありましたが、「ゴールデンゲー

ムズinのべおか」や「ヒルクライム高千穂」、

また「霧島・えびの高原エクストリームトレイ

ル」「なんごうシーカヤックマラソン」を初

め、各海岸で開催されるサーフィン大会など、

県下全域で多種多様なスポーツイベントが行わ

れております。

こうしたイベントは、直接的な経済効果はも

とより、魅力の発信や地域の活力づくりに寄与

するものでありまして、県といたしましては、

観光情報サイトや、ＳＮＳ等を通じたＰＲを行

うとともに、参加者等の延べ宿泊者数に応じた

助成を行うなど、開催の後押しをしているとこ

ろであります。今後とも、このような地域の特

性を生かしたスポーツイベントに対して、引き

続き積極的に支援を行ってまいりたいと考えて

おります。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

今月の１日に、「東京2020に向けた応援プロ

ジェクトinスポーツランドみやざき」のスポー

ツフォーラム2018「スポーツが拓く地域の未

来」のセミナーが開催されました。基調講演の

テーマは、「地域とつくる東京2020」。パネル

ディスカッションでは、「東京2020とスポーツ

ランドみやざき」として開催され、パネリスト

として、知事も登壇されています。

ところで、「スポーツが拓く地域の未来」

は、「スポーツランドみやざき」を標榜してい
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る本県にとりまして、重要かつ大きな政策テー

マであります。そこで、2020年の東京オリン

ピックは、地方の活性化にもつながる一大スポ

ーツイベントでありますが、その効果の取り込

みに向けてどう取り組まれるのか、知事の考え

をお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 昨日よりロシアでサッ

カーのワールドカップが開催され、テレビ視聴

率でありますとか経済効果が、オリンピックを

上回るのではないかというような言われ方をし

ておりますが、それでもオリンピックというも

のが、参加国また競技の数、そして来場者が東

京大会であれば1,000万人、また、経済効果が20

兆円と言われております世界最大のスポーツの

祭典であり、日本への注目というものが世界か

ら集まる絶好の機会であろうと考えておりま

す。そのような機会に、これを東京での大会に

とどめることなく、その効果を地方にも及ぼす

ということが、大変重要であると考えておると

ころであります。また、さまざまな地域の魅力

・資源を見詰め直すこと、そして、これまで十

分行き届いていなかった部分の課題解決の機会

にもしていく。そのような思いで取り組むこと

も必要であろうと考えております。

本県では今、官民が連携して取り組みます

「おもてなしプロジェクト」を進めておるとこ

ろであります。「スポーツランドみやざき」を

掲げる本県としまして、もちろん事前キャンプ

の受け入れでありますとか、外国人観光客の誘

客などを積極的に進めるとともに、本大会での

県産食材の供給に向けました「ＧＡＰ制度」の

推進や、選手村で使用される杉材の提供、さら

には、開会式のセレモニーで天岩戸開きを初め

とする神話、神楽などの採用も働きかけている

ところであります。

今回のオリンピックを、このようなさまざま

な本県の飛躍の好機と捉えまして、食や文化、

観光といった本県の魅力を積極的に国内外に発

信してまいりたいと考えておりますし、今後、

本県で予定されております国民文化祭、さらに

は２巡目国体などの成功にもつなげてまいりた

い、そのように考えております。

○後藤哲朗議員 スポーツランドみやざき関連

でしたが、スポーツをする、見る、支える、特

にスポーツランド推進室の皆さんにおかれまし

ては、たくさんのチームへの空港での送迎、歓

迎やレセプション、県産品の贈呈など、本当に

支えてもらっているなという感じがいたしま

す。本当にお疲れさまでございます。

次に、地域福祉の推進についてお尋ねいたし

ます。

国は、これまで高齢者・障がい者・子供と

いった対象者ごとに、専門的なサービスが提供

できるように、各種の制度を充実・発展させて

きました。

しかしながら、その一方で、家族・地域社会

の変容などにより、制度が対象としないような

生活課題や複合的な課題を抱える世帯への対応

など、これまでの制度では対応できない新たな

課題が生じております。また、少子高齢化の進

行や本格的な人口減少社会の到来により、福祉

の担い手の確保が喫緊の課題となっています。

こうした中、国は、地域のあらゆる住民が支

え合いながら、自分らしく活躍できる、「我が

事・丸ごと」の地域社会づくり、いわゆる地域

共生社会づくりを進めることとしています。そ

こで、県としての地域共生社会の実現に向けた

現在の取り組みについて、福祉保健部長にお伺

いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 地域共生社
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会を実現するためには、住民の皆様が主体的に

地域の課題を把握し、支え合いながら、みずか

らの解決に取り組むための体制づくりが重要で

あると考えております。このため県では、「宮

崎県地域福祉支援計画」に掲げております、

「地域福祉を担う人づくり」と「地域福祉サー

ビスの基盤づくり」「みんなで支え合う地域づ

くり」の３つの基本目標に基づきまして、民生

委員・児童委員等の人材の育成や確保、身近な

相談支援体制の整備、地域で支え合い、見守っ

ていく体制づくりの充実等に取り組んでいると

ころでございます。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

地域共生社会におきましては、住民が主体的に

支え合うとともに、公的機関等と協働しなが

ら、課題の解決に取り組んでいくことが重要と

考えます。

こうした中、昨年、これまで長く地域福祉を

支えてきた民生委員制度が100周年を迎えまし

た。今後、民生委員の活動はますます重要に

なってくるものと思いますが、一方で課題もあ

るものと考えます。そこで、地域共生社会にお

ける民生委員の課題と今後の取り組みについ

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 民生委員に

つきましては、同じ地域で生活する一員として

住民や地域の課題を把握し、受けとめるととも

に、関係機関への「つなぎ役」として、重要な

役割を担っていただいております。しかしなが

ら、高齢化や人口減少などにより、なり手が不

足しているとともに、人間関係の希薄化などに

よる住民の民生委員への理解が不足しているこ

となど、大きな課題があると認識しておりま

す。

このため、県としましては、今後とも市町村

や民生委員児童委員協議会と連携して、若い世

代を初めとする県民の皆様の民生委員に対する

理解の促進や、民生委員の確保、活動しやすい

環境づくりに、積極的に取り組んでまいりたい

と考えております。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

民生委員さんは、地域において大変重要な役割

を担っておりますが、現在の複雑化する地域の

課題に対応していくためには、民生委員と一緒

に活動したり、さまざまな形でみずから課題解

決に取り組むような、地域福祉を担う方々をふ

やしていくことが大切だと考えます。そこで、

地域福祉の担い手確保のための県の取り組みと

その成果について、福祉保健部長にお伺いしま

す。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県では、地

域福祉の担い手として、地域福祉コーディネー

ターの養成を進めておりまして、これまでに県

内全域で645名の方が研修を修了され、それぞれ

の地域で、民生委員や関係機関と連携しながら

高齢者の見守りや居場所づくりなどに取り組ん

でいただいております。また、民間事業者と協

定を結び、「みやざき地域見守り応援隊」とし

て、現在、18の事業者に御協力をいただいてい

るところでございます。その活動によりまし

て、自宅で転倒して動けなくなった高齢者を発

見し、市町村等に通報したり、振り込め詐欺を

未然に防止したといった成果を上げていると

伺っております。

○後藤哲朗議員 今、御答弁がありました地域

福祉コーディネーターの養成につきましては、

県内全域で645名とのことでした。着実に増加し

ていることに感謝を申し上げます。32年度の目

標が760名ですので、引き続き御努力をよろしく

お願いいたします。
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地域福祉推進のテーマ、最後にお尋ねいたし

ます。少子高齢化や社会の変化に伴い、地域に

おいては、高齢者の介護や子供の貧困、ひきこ

もりといった福祉的な問題から、買い物やごみ

出しといった日常生活上の困り事まで、さまざ

まな課題が出てきております。このため、こう

した課題に包括的に対応し、住民の福祉の向上

を図っていく地域福祉の推進がますます重要に

なるものと思います。そこで、今後、地域福祉

の推進に向け、県としてどのように取り組んで

いかれるのか、福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 誰もが住み

なれた地域の中で、自分らしく安心して暮らし

ていくためには、自治会や企業、社会福祉法人

などを含めた全ての住民が、地域福祉に参加し

やすい仕組みをつくっていくことが重要である

と考えております。このため、県としまして

は、市町村等とも連携しながら、これまでの取

り組みに加えまして、次代を担う人材を育成す

るための福祉教育の強化や、子供の貧困対策に

取り組む民間団体のサポート、社会福祉法人等

のネットワーク化による地域貢献の促進などに

取り組んでまいりたいと考えております。

○後藤哲朗議員 やはり、地域経済の活性化と

いうのが県民所得の向上。地域福祉の推進とい

うのが県民福祉の向上。引き続き、地域福祉の

推進に御尽力のほど、よろしくお願いいたしま

す。

続きまして、医療的ケアを要する重症心身障

がい児・者への支援対策について、お尋ねいた

します。

医療技術の進歩等により、吸引・経管栄養・

導尿の３行為に加え、酸素吸入や人工呼吸器の

管理等の医療行為が必要な児童生徒がふえてい

ると伺っています。

そのような中、特別支援学校におきまして

は、常時医療的ケアを必要とする児童生徒が安

全で安心な学校生活を送るとともに、保護者の

負担軽減を図るため、看護師を配置するなど

の、特別支援学校医療的ケア実施事業に取り組

んでいます。そこで、今年度、特別支援学校に

おいて医療的ケアを受けている児童生徒数や看

護師配置数など、現状について教育長にお伺い

いたします。

○教育長（四本 孝君） 医療的ケアの現状と

いたしましては、特別支援学校８校に、医療的

ケアを受けている児童生徒が50名在籍してお

り、安全・安心に学校生活を送ることができま

すように、看護師を25名配置しているところで

あります。また、看護師や教員のための研修会

や、関係機関との連携を深める医療的ケア連絡

協議会を年２回開催し、特別支援学校における

医療的ケアの充実に努めているところでござい

ます。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

特別支援教育課では、昨年度から、文科省の委

託事業「学校における医療的ケア実施体制充実

事業」に取り組んでいただいています。この事

業は、人工呼吸器の管理等を必要とする児童生

徒が、より一層、安全で安心な学生生活を送る

ため、学校、医療、福祉等が連携して医療的ケ

ア実施体制のあり方を研究し、高度な医療的ケ

アに対応できる実施体制の充実を図るもので

す。そこで、昨年度から実施している「学校に

おける医療的ケア実施体制充実事業」の取り組

み状況について、教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 本事業におきまして

は、医療・福祉や学校の関係者、保護者を委員

とします医療的ケア運営協議会を年５回開催

し、専門的な意見を伺いながら、緊急時に対応
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するためのフローチャートや、人工呼吸器に特

化したガイドラインの作成など、より高度な医

療的ケアの体制の強化を図ってきたところでご

ざいます。また、今年度から、医療・福祉や学

校の関係者を委員とする医療的ケアガイドライ

ン作成委員会を開催し、医療的ケアの全般的な

ガイドラインについても、検討を進めていると

ころであります。今後とも、医療、福祉との連

携によりまして、学校における医療的ケア実施

体制の充実を図ってまいります。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします。

２問について、特別支援学校における医療的ケ

アの取り組みについて伺いました。学校と医

療、福祉との緊密な連携のもと、支援体制の構

築、充実を改めて教育長にお願いいたします。

さて、学校外でも、重症心身障がい児の放課

後等デイサービスや重症心身障がい者の生活介

護、医療的ケア児・者のショートステイ等、重

症心身障がい児・者への支援についてのニーズ

が高いものがございます。特に、医療的ケアを

要する重症心身障がい児・者への医療型短期入

所施設の設置であります。そこで、医療型短期

入所施設の充実のための、これまでの県の取り

組みと整備状況について、福祉保健部長にお伺

いします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県では、医

療型短期入所施設の充実のため、平成27年度か

ら、新規開設や受け入れを拡大する医療機関等

に対し、必要な施設や設備の整備費を補助する

とともに、看護師等の育成のための研修を実施

しているところでございます。これらの事業を

活用して、平成28年には、宮崎市に定員19人の

医療型短期入所施設「はながしま診療所」が開

設しているところでございます。このほか、既

存の施設についても、機能の充実を図ったとこ

ろでありまして、現在の整備状況は、宮崎市の

こども療育センター、日南市の愛泉会日南病

院、川南町の国立病院機構宮崎病院と合わせま

して、県内４施設、定員37人となっているとこ

ろでございます。

○後藤哲朗議員 引き続き、福祉保健部長にお

尋ねいたしますが、ここで、重症心身障がい児

・者に関するある調査結果について、御紹介い

たします。

この調査は、昨年の７月から８月にかけて、

延岡市の職員が、重症心身障がい児・者を在宅

にて介護されている御家族を対象に行ったもの

で、対象者113名のうち回答があったのは70名、

回答率は約60％であります。

この調査結果によりますと、重症心身障がい

児・者の約半数は、寝たきりもしくは動くこと

ができても座位保持までという状態であり、80

％以上の御家族が、「体位変換から移動、食事

等の日常生活に何らかの支援が必要」と回答さ

れています。さらに、重症心身障がい児・者の

うち36％は、「気管切開等により、痰の吸引や

体温調節などの医療的ケアが必要」との回答

で、日常的に、介護者である御家族に大きな負

担がかかっている状況がうかがえます。また、

ほとんどの方が定期通院されており、通院先は

多い方で16カ所にも上るほか、通院に係る時間

も、長い方で片道５時間の方がおられるなど、

通院においても御家族に大きな負担がかかって

いることがわかります。一方で、施設入所等に

つきましては、66％の方が、「申し込みをして

いない」「考えていない」と回答されるととも

に、「申し込みを考えている」という方も、今

すぐではなく、将来的に考えていらっしゃるよ

うで、多くの御家族が、我が子とともに住みな

れた地域で暮らしたいという御希望をお持ちだ
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ということがわかります。そして、このような

願いをかなえるためにも、必要な福祉サービス

として、御家族の負担を和らげる医療的ショー

トステイを求める声が多くございました。

また、この調査とは別ですが、五ヶ瀬町にお

住まいの重症心身障がい者の方は、ショートス

テイのため、御家族が約３時間もかけて川南町

の国立病院機構宮崎病院に送迎されているとの

話も伺っております。

先ほどの答弁にありましたように、二次医療

圏域及び障がい保健福祉圏域に該当する県北地

区には、医療的ケア児・者を受け入れている医

療型短期入所施設・病院がなく、川南町の国立

病院機構宮崎病院や、宮崎市清武町にある県立

こども療育センターまで通院しなければならな

いのが現状であります。そこで、県北における

医療型短期入所施設の開設に向けた県の取り組

みについて、福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県としまし

ても、県北障がい保健福祉圏域に医療型短期入

所施設がないことは十分認識しておるところで

ございまして、延岡市や日向市とも協議しなが

ら、県北地域の医療機関等と、開設の可能性な

どについて継続的に意見交換を重ねてきている

ところでございます。その中では、高度な医療

的ケアに対応するためには、医師・看護師など

の確保、安全な受け入れのための施設改築や事

業収支の均衡などが課題として挙げられている

ところでございます。

今後、地元市町村、医師会及び関係団体とさ

らに連携を密にして、課題解決に向けた検討を

進めるとともに、まずは、開設に向けて取り組

んでいただける医療機関等について、掘り起こ

しや働きかけに努めてまいりたいと考えており

ます。

○後藤哲朗議員 知事におかれましては、現場

主義の徹底、対話と協働の推進を掲げられてお

ります。教育長、福祉保健部と連携を図ってい

ただき、県北における医療型短期入所施設の開

設を検討課題として取り組んでいただくよう要

望いたします。

また、病院局長には、県病院の空きベッドを

活用されているケースも全国に数件ありますの

で、研究課題として取り組んでいただくとあり

がたく思います。

続きまして、林業の振興についてお尋ねいた

します。

昨年来、県内では誤伐・盗伐の事案が発生

し、国会でも取り上げられました。先般、素材

生産を行う企業と意見交換する機会があり、

「県内の素材生産に携わる多くの企業はまじめ

な企業で、ごく一部の悪質な素材生産業者や仲

介業者の行為によって、業界全体が悪い印象で

見られ迷惑をしている」との声が聞かれまし

た。

そのような中、先ごろ、今後の林業行政の大

きな転換点となる森林経営管理法案が成立しま

したが、参議院農林水産委員会の同法案審議

で、３人の林業専門家が参考人として招致され

ました。そのうちの一人は、本県「ＮＰＯ法人

ひむか維森の会」代表の松岡氏でありました。

ネットで同会の取り組みを見ますと、会みずか

ら環境保全に配慮した森林伐採などの作業マ

ニュアルを作成し、そうした行動規範に基づい

た事業者を「責任ある伐採事業者」として、ひ

むか維森の会が認証するシステムにも取り組ん

でいます。このような取り組みから、県内の森

林組合や伐採事業者の多くはまじめな事業者と

考えます。そこで、環境保全や再造林に配慮し

た責任ある素材生産に取り組む林業事業体の育
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成について、県の考えを環境森林部長にお伺い

いたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 林業事業体が

資源循環型林業の確立に向け積極的な役割を果

たしていくことは、大変重要であると考えてお

ります。このため、県におきましては、林業事

業体に対し、境界の確認、環境に配慮した適切

な伐採・搬出や再造林の推進について、あらゆ

る機会を捉え周知に努めているところでありま

す。

また、林業事業体の有志によって構成される

「ＮＰＯ法人ひむか維森の会」では、伐採搬出

作業時の環境配慮や再造林支援について、「伐

採搬出ガイドライン」を定め、その実践に取り

組む事業者を、学識経験者とともに認証してお

り、その取り組みは、ことしの森林・林業白書

でも紹介されたところであります。

県においては、「伐採搬出ガイドライン」が

林業事業体全般に広がるよう、今年度から研修

会の開催などについて支援することとしており

ます。今後とも、環境保全や再造林に配慮した

責任ある林業事業体の育成に努めてまいりま

す。

○後藤哲朗議員 ありがとうございました。よ

ろしくお願いいたします。

続きまして、産業の振興についてお尋ねいた

します。

ＩＣＴにおいては今、これまで主流だった業

務の効率化やコスト削減などのための投資か

ら、「デジタルトランスフォーメーション」に

代表される、新しい技術を活用して新ビジネス

を創出する「攻めのＩＣＴ投資」へと変わりつ

つあります。

また、国内で推し進められている働き方改革

においても、ＩＣＴは重要な役割を果たしてお

り、時間や場所を選ばない柔軟で多様な働き方

を可能とするとともに、ＩＣＴでできる仕事は

任せ、人はより生産性の高い仕事へシフトする

こともできるようになりました。そこで、ＩＣ

Ｔ産業の振興について、県としてどのように取

り組まれているのか、商工観光労働部長にお伺

いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 県では、

「みやざき産業振興戦略」において、ＩＣＴ産

業を重点分野の一つに掲げ、戦略的な企業誘致

に加えまして、急速に進展するＩＣＴ技術に対

応するための研修会や、県外企業との商談会な

どに取り組んでいるところであります。また、

ＩＣＴ産業や製造業の技術者、大学の研究者な

どが参加する「新産業創出研究会ＩＣＴ利活用

促進分科会」において、ネットワークの形成や

先端技術等の情報共有を図ることによりまし

て、企業の新たな事業展開に向けた取り組みを

支援しております。

○後藤哲朗議員 引き続きお尋ねいたします

が、今、答弁にありました新産業創出研究会Ｉ

ＣＴ利活用促進分科会で実施している、新たな

事業展開に向けた取り組みとは、具体的にどの

ような取り組みなのか、商工観光労働部長にお

伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 分科会で

は、新たな事業展開につながるものとして、農

業や介護福祉などさまざまな産業分野へのＩＣ

Ｔ技術の導入・活用を促すセミナーの開催や、

ＩＣＴ化を進めたい企業とのマッチング支援な

どを行っております。また、分科会の会員であ

ります電気通信事業者を中心に、企業や大学な

どが連携して、現在でありますと、低コスト省

電力の新たな通信ネットワークを活用した、

「棚田での稲作環境のデータ収集」「高齢者の
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見守りサービス」「バスの運行状況サービス」

「チョウザメ養殖場の管理サービス」といっ

た、４つのＩｏＴ関連の実証実験を進めている

ところであります。県といたしましては、今後

とも、ビジネス機会の創出や拡大を図り、ＩＣ

Ｔ産業の一層の振興につなげてまいりたいと考

えております。

○後藤哲朗議員 よろしくお願いします。

続きまして、水産業の振興についてお尋ねい

たします。

本県は、養殖生産量が全国で、ブリ４位、カ

ンパチ５位となるなど、養殖業が盛んでありま

す。人口減少や魚離れなどにより、国内での魚

の消費量が減少する一方、世界銀行が、2030年

に世界で生産される魚介類の３分の２近くが養

殖となる見通しを示すなど、海外での養殖魚の

需要が高まっています。そこで、県内で養殖に

より生産されるブリ等の水産物について、生産

量をふやし、海外に販路を拡大させることが、

養殖業の振興、さらには漁村地域の活性化につ

ながるものと考えますが、県としてはどのよう

に取り組んでいかれるのか、農政水産部長にお

伺いします。

○農政水産部長（中田哲朗君） ブリなどの海

面養殖業につきましては、消波堤の整備による

養殖場造成や経営支援等によりまして、その振

興を図ってきたところであり、生産額は約80億

円と、本県水産業の約４分の１を占める重要な

基幹産業となっております。

このような中、議員からお話がありましたよ

うに、近年、世界的な養殖生産量の増加によ

り、餌の原料となる魚粉価格が高騰し、経営に

悪影響を及ぼしていることから、生産性の向上

が課題となっております。このため現在、「宮

崎県海面養殖振興方針」の策定を進めていると

ころであり、この中で、養殖業の成長産業化を

図るため、沖合養殖への展開や、ＩＣＴを活用

した養殖技術の開発等を進め、輸出拡大や低コ

スト養殖の実現に取り組んでいくことといたし

ております。

○後藤哲朗議員 続きまして、世界農業遺産に

ついてお尋ねいたします。

今月は、県内のほとんどの河川で、今季のア

ユ漁が解禁されます。全国屈指のポイントとし

て知られる西米良村村所の一ツ瀬川や、五ヶ瀬

川上流の日之影町などでは、県内外からの釣り

客が訪れます。

ところで、先日、岐阜県の世界農業遺産「清

流長良川の鮎」について、現地に行き調査をし

てまいりました。岐阜県では、「清流の国ぎ

ふ」を打ち出しており、今回、アユにスポット

を当て、恵みの逸品制度という産地ブランド化

事業等を進めるとともに、市や団体などと連携

して、観光活用などでも積極的に発展につなげ

ていきたいと思っているとのことでした。

そこで、「高千穂郷・椎葉山地域」の世界農

業遺産認定の効果を上げるためには、一般の方

への周知が重要と考えますが、これまで認知度

向上をどのように図ってこられたのか、農政水

産部長にお伺いします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 世界農業遺産

の認知度向上を図っていくことは、交流人口の

拡大や地域住民の自信と誇りにつながる、大変

重要な取り組みであると考えております。この

ため、県や地元自治体・関係団体から成る「高

千穂郷・椎葉山地域活性化協議会」を中心に、

案内板やＰＲ動画、ホームページ等による積極

的な情報発信、世界農業遺産の意義や魅力を

知っていただくためのフォーラムの開催、さら

に、ほかの国内認定地域との共同ＰＲイベント
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の実施や、東京ビッグサイトで行われたツーリ

ズムエキスポへの出展など、県内外でさまざま

なＰＲ活動を実施し、認知度向上に努めている

ところでございます。

○後藤哲朗議員 引き続き、世界農業遺産につ

いてお尋ねいたします。世界農業遺産登録をい

かに地域活性化につなげるか、これまでの取り

組み状況と今後の取り組みについて、農政水産

部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 世界農業遺産

の認定を地域活性化につなげるために、人材の

育成や、文化の継承、さらには産業の振興にも

積極的に取り組んでいるところであります。具

体的には、高千穂高校生を対象とした教育プロ

グラムの実施や、神楽等伝統文化の継承に対す

る支援、特産品である米、茶、乾シイタケの統

一パッケージによる試験販売、農作業体験など

地域の特徴を生かした観光ツアーの造成などの

取り組みを行っております。今年度は、これら

に加え、教育プログラムの拡充や、農林産物の

付加価値向上を目的とした認証制度の創設、世

界農業遺産ツアーガイドの育成などに取り組ん

でいくことといたしております。

○後藤哲朗議員 世界農業遺産、最後のお尋ね

です。さまざまな取り組みを行う上で、国内外

の認定地域とのさらなる連携が重要と考えます

が、今後どのように進めていかれるのか、農政

水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） ほかの認定地

域と連携した取り組みといたしましては、ま

ず、国内の認定地域が共同で、それぞれの地域

の伝統文化や特産品等をＰＲするイベントを、

毎年、大都市圏を中心に実施いたしておりま

す。

また、九州の認定３地域が連携して取り組ん

でおります「中学生サミット」が、本年１月に

高千穂町で開催され、各地域の中学生の代表

が、地元の魅力や将来像について、熱心に調

査、発表する姿は、今後に大きな期待を抱かせ

るものであり、心強く感じているところでござ

います。

さらに、海外との連携につきましては、東ア

ジア農業遺産学会が毎年開催されております

が、ことしは我が国の和歌山県で開催される予

定で、本県からも多くの関係者が参加し、各国

の認定地域と交流を深めることといたしており

ます。

今後とも、国内外の認定地域との連携を深め

ていくことで、世界農業遺産の認定効果を高め

ていきたいと考えております。

○後藤哲朗議員 実は、岐阜県の世界農業遺産

担当者の方も、認知度向上に大変苦慮されてい

るとのことでした。どうしても世界文化遺産、

あるいは世界自然遺産は非常に認知度があるけ

れども、世界農業遺産についてはなかなか厳し

いということでございました。

ただ、世界ブランドをどう生かしていくか、

これも課題でありますが、地域の資源というよ

りも、県の貴重なブランド資源ですので、引き

続き御尽力のほどよろしくお願いいたします。

最後に、建設業の働き方改革についてお尋ね

いたします。

国が昨年とりまとめました「建設産業政

策2017＋10」では、10年後を見据えて、建設産

業にかかわる各種の制度インフラを再構築し、

働き方改革や生産性向上等の取り組みを通じ

て、建設産業の好循環を実現していくための方

向性や政策が示されているところです。

また、ことし３月、国土交通省は、建設業に

おける週休２日の確保を初めとした働き方改革
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をさらに加速させるため、長時間労働の是正、

給与・社会保険、生産性向上の３つの分野にお

ける新たな施策をパッケージとしてとりまとめ

た、「建設業働き方改革加速化プログラム」を

策定したところです。

そこで、本県でも、建設産業における長時間

労働の是正のために、週休２日の確保が重要と

考えますが、県は具体的にどう取り組んでおら

れるのか、県土整備部長にお伺いします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 県では、平

成28年度から週休２日工事の試行を行ってお

り、ことし２月からは、実施に伴う建設業者の

負担を軽減するために、共通仮設費と現場管理

費の間接費を割り増しし、また、その対象工事

を拡大するなどの見直しを行ったところであり

ます。

さらに、４月には、国において週休２日制を

推進するため、間接費のさらなる割り増しや、

新たに労務費や機械経費等についても補正する

などの大幅な見直しが行われたところであり、

県におきましても、早期の適用に向け、必要な

作業を進めているところでございます。

県としましては、週休２日制の推進は、担い

手確保を図る上でも大変重要な課題であると考

えておりますので、今後とも国の取り組み状況

を踏まえ、建設業団体等とも十分に連携を図り

ながら、積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○後藤哲朗議員 それぞれの質問に御答弁いた

だきまして、ありがとうございました。

時間が若干ございますので、１点だけ御案内

をさせていただきます。

スポーツランドみやざき、スポーツをする、

見る、支える。見るといえばスポーツ観戦。８

月28日、本県10年ぶりとなりますプロ野球パ・

リーグ公式戦。セ・リーグは４年ですけれど

も、パ・リーグでは10年ぶりだということで、

オリックス・日本ハム戦があります。

オリックスといえば、キャンプで宮崎市清武

町、福良監督が延岡市、西村ヘッドコーチが串

間市であります。山本投手が都城高校、金田投

手が都城商業高校出身であります。

以上、御案内とさせていただきます。終わり

ます。（拍手）

○ 原正三議長 次は、野﨑幸士議員。

○野﨑幸士議員〔登壇〕（拍手） 皆さんこん

にちは。宮崎県議会自由民主党の野﨑幸士で

す。６月定例議会に当たり、議長のお許しをい

ただきましたので、質問通告書に従いまして質

問を進めてまいります。

４月19日、午後３時39分ごろ、宮崎、鹿児島

県境にある霧島連山のえびの高原・硫黄山が噴

火しました。硫黄山の噴火は、1768年以来

で、250年ぶりだそうですが、既に詳しく御案内

のとおり、噴火の影響で、えびの市を流れる長

江川の水が白濁し、環境基準値を超えるヒ素な

どの有害物質が検出されたことを受け、一時

は、市内の最大約650戸の農家の水稲の作付に影

響が出ることになりました。この問題について

は、一昨日、昨日と地元の中野一則議員を初

め、数人の議員の方々も質問されていますが、

本県の重要な問題だと思いますので、重なると

ころもあると思いますが、質問させていただき

ます。

御案内のとおり、えびの市は、「日本の米づ

くり100選」に選ばれ、昔から島津の殿様も食べ

ていたという「うまい米どころ」です。霧島連

山の豊かな湧き水を集めた川内川が盆地の水田

を潤し、恵まれた肥沃な土壌が稲を育て、日本

穀物検定協会が実施している「平成27年産米の
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食味ランキング」において、霧島地区「ヒノヒ

カリ」が、最高評価である「特Ａ」を宮崎県で

初めて獲得しました。５月の委員会調査におい

てえびの市にお伺いし、村岡市長みずから現状

と対策、そして懸念される問題等々お聞きし、

現場確認を行いました。河川の白濁は大分薄

まってきているように感じましたが、まだま

だ、さまざまな問題が山積しているのは必至で

す。まず、この問題に対しての知事の所感をお

伺いし、以下の質問は、質問者席からお伺いい

たします。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

硫黄山の噴火に伴う河川の白濁につきまして

は、全国的に見てもこれまでに例のない災害で

ありまして、発災直後から国や関係機関と連携

して対応を図ってまいりました。水質につきま

しては、発生当初からは改善しているものの、

依然として、回復までの先行きが見通せず、水

稲の作付ができないなど、地域に深刻な影響が

生じるとともに、観光や農産物への風評被害、

消費の落ち込みも懸念されるところでありま

す。

このため県では、霧島山火山活動対策本部及

びえびの市や国の関係機関、宮崎大学等で構成

します硫黄山・河川白濁対策協議会を設置し、

情報の共有や対策の検討を行うとともに、必要

な支援策について関係省庁に要望してきたとこ

ろであります。

今議会において補正予算をお願いしておりま

すが、今後は、当面の応急対策を進め、地元自

治体や国、関係機関等とも連携を図りながら、

水質の改善や安心して営農できる環境づくり、

地域経済の回復に取り組んでまいりたいと考え

ております。以上であります。〔降壇〕

○野﨑幸士議員 答弁にもありましたように、

観光や農産物への風評被害が心配になるところ

ですが、ことし３月に７年ぶりに爆発的な噴火

をした新燃岳の際には、農畜産の被害を中心

に、観光の面でも火口から約20キロメートル離

れた京町温泉街と吉田温泉では、計400件以上の

宿泊キャンセルがあったように、その風評被害

はえびの市全体に広がりました。

今回の硫黄山の噴火においても、えびの市ま

たその周辺に影響が広がることが懸念されま

す。えびの市は、先ほど述べたように農業が盛

んな地域であることから、特に農畜産物に対す

る風評被害対策が重要と考えますが、その対策

をどのようにとられていくのか,お伺いいたしま

す。

○農政水産部長（中田哲朗君） 長江川の白濁

や、その水質検査の結果が報道されました５月

上旬以降、えびの市やＪＡ等には、取引先や消

費者から、農産物の安全についての問い合わせ

があると聞いております。現在のところ、取引

を中止するといった具体的な事例は聞いており

ませんけれども、今後も,えびの市のみならず県

産農畜産物全体の取引に影響が出ないように取

り組んでいく必要があると考えております。こ

のため、今回の追加補正予算で関連経費をお願

いしておりますけれども、大手量販店等の取引

先や消費者に対する本県農畜産物のＰＲや、西

諸県地域での食のイベントを通じた地域経済の

活性化と産地応援などに取り組むことといたし

ております。

○野﨑幸士議員 やはり、消費者からの心配の

声があると思いますので、その声が広がらない

ように、しっかりと対策を進めていただくこと

を要望いたします。

えびの市の農業においては、耕種農業が22.1
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％、畜産農業が77.9％、畜産農業の農業産出額

を見ますと、宮崎県では４位、全国では27位

と、えびの市の農業の中心は畜産農業になって

います。話を聞いてみますと、長江川の白濁の

影響は畜産用の水にも及んでおり、畜産用水を

湧水等で運んで使用している農家が、現在でも

数軒残っていると聞いておりますが、畜産用水

の確保についてどのような対策が行われてきた

のか、お伺いをいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 畜産用水につ

きましては、長江川水系の白濁が確認された日

に、えびの市から、対象地区の畜産農家に対し

まして、長江川水系の水を利用している場合

は、井戸水や水道水に切りかえることや、その

際の、水道料金の増額分を減免する旨の通知が

なされたところであります。

その後、県がえびの市とともに水の確保状況

について調査を行ったところ、11戸の畜産農家

が長江川水系の水を利用しており、このうち９

戸につきましては、市の水道水へ切りかえてお

りましたが、残り２戸につきましては、水道水

利用が困難であるため、えびの市が設置した給

水ポイントの水を利用しております。

県としましては、畜産用水の安定確保につい

て、引き続き、えびの市と連携して取り組んで

まいりたいと考えております。

○野﨑幸士議員 水道水の利用が困難な残り２

戸の畜産農家につきましても、給水ポイントま

で１日何往復もすることは大変だと思いますの

で、ぜひ対策をとっていただきたいと思いま

す。

冒頭に申したように、今回の硫黄山の噴火で

は、多くの稲作農家に影響が出ることになり、

ことしは稲作ができない地域がありましたが、

来年に向けた農業用水の確保対策をどのように

考えておられるのか、お伺いをいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 来年に向けた

農業用水の確保につきましては、湧水やため池

等の水を有効活用するため、複数ある用水路ご

との水量や地形などの調査を実施し、その結果

を踏まえながら、地元農家の意向をしっかりと

把握した上で、用水路つけかえや既設水路の改

修などの工事を行うことといたしております。

今後とも、えびの市や土地改良区などの関係機

関と連携し、農家の方々が安心して営農を継続

できるよう、農業用水の確保に取り組んでまい

りたいと考えております。

○野﨑幸士議員 来年は、全ての農家の方々が

自分の水田で安心して稲作ができるように、

しっかり取り組んでいただくことを要望いたし

ます。

本県においては、平成22年に発生した口蹄

疫、知事におかれましては、１期目の就任時に

鳥インフルエンザの発生、数日後に新燃岳の噴

火等々、立て続けに大変大きな災害に見舞われ

てきましたが、その都度その都度、迅速にしっ

かりと対策がとられ、復興を果たしてきた経緯

があります。今回のこの硫黄山噴火に伴うさま

ざまな問題におきましても、全国でも本当にま

れな問題と聞いておりますが、国・県・市・各

関係機関が迅速に対応されているようです。知

事の答弁にもありましたように、今６月定例議

会においても、その対応としての補正予算が計

上してありますので、しっかりと取り組んでい

ただき、一刻も早く、えびの市を中心とする地

域の方々の安心を取り戻していただき、守って

いただくことを強く要望いたします。

このような問題を見ますと、本当に農業に

とって「水」は命です。先ほどの長江川問題と

は事例が異なりますが、2016年の台風16号で崩
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落した田野町の「河鹿大橋」。この災害時に

は、農業用パイプラインが破断し、３地区で183

ヘクタールの農地への農業用水が断水となりま

した。緊急的に仮設給水スタンドを４カ所設置

するなどの対策が講じられました。このとき、

被害を受けた古城地域においては、地元のため

池を必死につないで、この水問題を乗り切った

わけですが、日ごろから地元の方々がため池を

しっかり管理していたことが、地元の農業を守

る命の水となったわけです。

農業用ため池については、ため池施設の老朽

化で、堤体の侵食や漏水、ヘドロ堆積による貯

水量の減少等々、さまざまな問題を抱えている

のも事実です。農業用ため池の改修について、

どのように考えておられるのか、お伺いをいた

します。

○農政水産部長（中田哲朗君） 県内には、農

業用ため池が699カ所あり、農業用水を確保する

ための重要な役割を果たしておりますが、中に

は老朽化が進み、改修が必要なため池もござい

ます。このため、県では特に、ため池の下流に

人家等があり、被害を及ぼすおそれのある134カ

所を「防災重点ため池」と位置づけ、優先的に

改修を進めておりますが、これ以外のため池に

つきましても、関係市町や土地改良区等と連携

し、必要な改修に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○野﨑幸士議員 ため池には、かんがい機能を

初め、さまざまな機能がありますが、特に農業

用の水資源として見ますと、その中には、ため

池の水を田畑に引く労力が大変な負担になると

して、農業用水としてほとんど利用されていな

いため池もあるようです。例えば、ため池の水

をパイプラインでつなぎ、バルブをひねればた

め池の水が容易に利用できるような整備を行え

ば、ため池の水の利用もふえ、災害や渇水期な

どで水の心配をしなくてよくなります。このよ

うな田畑の環境整備が、農業従事者、担い手、

新規就農者等の就農意欲につながると思います

ので、市町村・各団体と連携・協議を行ってい

ただき、よりよい農業環境の整備に努めていた

だくことを要望いたします。

次に、大規模自然災害時のごみの問題につい

て質問いたします。

平成23年３月11日に発生した東日本大震災、

平成28年４月14日に発生した熊本地震、両者と

もその人的被害、物的被害等々その災害の状況

は、報道等で御案内のとおりです。我が県も、

南海トラフ巨大地震を初めとする大規模な自然

災害に備え、被害を最小限に抑えるために、ソ

フト・ハード両面からの防災・減災対策が強化

されています。もちろん、県民の生命と財産を

守ることが最重要ですが、今回は大規模自然災

害時に発生する災害廃棄物について質問をさせ

ていただきます。

災害廃棄物とは御存じのとおり、地震や津

波、洪水などの災害に伴って発生する倒壊・破

損した建物などの瓦れきや木くず、コンクリー

ト塊、金属くずなどの廃棄物のことです。調べ

たところ、平成７年に発生した阪神・淡路大震

災では、1,450万トンを超える災害廃棄物が、平

成19年能登半島地震の際には、約43万トン、平

成23年３月に発生した東日本大震災では、膨大

な量の災害廃棄物が発生し、その量は、東日本

の太平洋沿岸部を中心に、13道県にわたり

約2,000万トン、津波堆積物約1,100万トン、平

成28年４月14日に発生した熊本地震では、約316

万トンの災害廃棄物が発生しています。海岸線

の総延長が402.4キロメートルの我が県におきま

しては、大規模災害において発生する災害廃棄
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物の処理が懸念されますが、その災害廃棄物量

を県北・県央・県南とどのように試算されてい

るのか、お伺いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 南海トラフ地

震などの大規模な自然災害に伴い発生する災害

廃棄物を円滑・迅速に処理するため、県では平

成27年度に、宮崎県災害廃棄物処理計画を策定

しております。本計画では、さまざまな災害を

想定しておりますが、最も被害の大きい南海ト

ラフ地震における災害廃棄物発生量は、本県全

体で年間の一般廃棄物発生量の約40年分に相当

する1,600万トンと推計しております。地域ごと

の推計量の内訳は、県北部が666万トン、県央部

が739万トン、県南部が195万トンであります。

○野﨑幸士議員 本県の１年間の一般廃棄物発

生量の約40年分1,600万トンですから、本当に想

像もつかない量ですが、この災害廃棄物の処理

の流れをお伺いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 災害廃棄物処

理計画においては、まず、当該市町村におい

て、災害廃棄物を集積・保管する仮置き場を設

置し、生活環境から廃棄物を早期に分離させる

こととしております。また、災害廃棄物は、家

屋倒壊に伴う瓦れき類や家電品、家財道具と

いった多様なごみが、混合した状態で大量に発

生する特徴がありますことから、仮置き場で選

別や中間処理を行うことにより、可能な限りリ

サイクルによる再資源化を行い、焼却処理量や

最終処分量を減らした上で、県内の処理施設で

処理を行うという流れを想定しております。

○野﨑幸士議員 答弁にもありましたが、災害

廃棄物を一時的に保管する仮置き場の確保につ

いて、どのように進められているのかお伺いい

たします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 仮置き場につ

いては、初期分別や保管を行う１次仮置き場

と、中間処理機能も備える大規模な２次仮置き

場の２種類を想定しております。１次仮置き場

については、各市町村が、面積規模や人家との

距離など、適地が限定される状況にあります

が、鋭意、候補地の選定を進めているところで

あります。また、２次仮置き場については、県

による設置を想定しているものでありますが、

災害規模等によって、必要とされる機能等が異

なることから、その状況にも対応できるよう、

検討を進めているところであります。

災害廃棄物処理において、仮置き場の確保は

大変重要でありますことから、今後とも、市町

村に確保を促すとともに、適地の情報収集など

を行い、必要面積の確保に努めてまいりたいと

考えております。

○野﨑幸士議員 大規模自然災害時に発生する

災害廃棄物処理においては、まずその災害廃棄

物をどこに集めるかが、答弁のとおり大事にな

ると思います。我が県では、先ほどあったよう

に、1,600万トンもの膨大な災害廃棄物が発生す

ると試算されていることからも、１次・２次仮

置き場の選定は、発生した災害廃棄物処理をス

ムーズにするかなめだと思いますので、しっか

りと進めていただくことを要望いたします。

次に、こういった災害廃棄物の取り扱いは、

既存の廃棄物処分施設で処理されると思います

が、その処分場は、県北・県央・県南と足りて

いるのか、その現状をお伺いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 議員御指摘の

とおり、地域によって、現在の廃棄物処理施設

の能力や、稼働状況による将来的な寿命などに

も差がある状況であります。南海トラフ地震発

災時においては、県央部では、焼却施設が１カ

所であるため、焼却処理に長期間を要すること
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や、県北部では、最終処分場の容量が不足する

ことが想定されております。こうした状況に対

処するため、災害廃棄物処理計画では、地域間

で連携し、オール宮崎で処理することにより、

目標期間であります３年以内で処理を完了する

こととしております。

県としましては、市町村や関係する民間団体

で構成される災害廃棄物処理ネットワーク会議

を設置するなど、県全体での処理体制の構築に

努めておりますが、廃棄物処理施設そのものの

被災なども想定されますことから、民間処理施

設の活用や、県境を越えた連携など、より実効

性ある災害廃棄物処理対策を行ってまいりたい

と考えております。

○野﨑幸士議員 先ほど述べたように、熊本地

震では、約316万トンの災害廃棄物が発生してい

ますが、これは、熊本県で１年間に発生する一

般廃棄物の5.6年分に相当するそうです。我が県

の場合では、先ほどの答弁にありましたよう

に、約40年間分の一般廃棄物の発生量と試算さ

れています。熊本地震では津波の堆積物は含ま

れていませんが、我が県では含まれています。

また、熊本地震の際には、ごみ焼却施設25施

設のうち５施設、ごみ固形燃料（ＲＤＦ）化施

設２施設のうち１施設、し尿処理施設21施設の

うち４施設が地震により被害に遭い、災害廃棄

物処理、生活ごみ等への対応が大きな問題に

なったようですが、我が県も同様のことが懸念

されます。

また、県北で最終処分場の容量不足が想定さ

れるとのことでしたが、県北で発生した災害廃

棄物を県央や県南にわざわざ運搬して処理する

のか、そのとき県央、県南は運搬できる状況な

のか、そのときの手間、費用等々、もちろんオ

ール宮崎で取り組むことですが、さまざまな状

況を想定すると不安な点が多々あると思いま

す。

我が県の災害廃棄物処理計画によりますと、

県内処理の優先が基本方針に盛り込まれていま

す。熊本地震では、約２年かかっている災害廃

棄物処理を、本県の計画では３年以内で処理を

完了することを目標としていますので、各市町

村との連携の構築はもちろんですが、仮置き場

・処理場の不足等を鑑みますと、民間事業者と

の連携体制の構築も進めていく必要があると思

います。いつ起きるかわからない大規模自然災

害だからこそ、過去の大規模災害の教訓を生か

しながら、あらゆる問題を想定して、その備え

を細かく構築していただくことを強く要望いた

します。

質問の内容が変わりますが、次にモバイル

ファーマシーについて質問いたします。

モバイルファーマシーとは、キャンピングカ

ーを改造して調剤室を備えた医師の処方薬を提

供できる車両です。医薬品の供給体制が滞るよ

うな大規模災害に見舞われた被災地でも、素早

く駆けつけ、現地の医師や薬剤師の方々と連携

しながら、医療救護所や避難所等で医薬品を必

要とする被災者の方々に、医薬品を自立的に調

剤して提供することができます。

東日本大震災では、被災地での医薬品供給体

制がほぼ壊滅するという事態となり、特に発災

直後は、薬剤師や医薬品は全国からの支援等で

何とか確保できたものの、調剤設備が確保でき

ず、これらの人員や医薬品を十分に活用できな

いというような問題が各地で発生したようで

す。このような事態を実際に体験した宮城県薬

剤師会が、被災地で自立的に医療用医薬品の調

剤と供給を行うことができる薬局機能を有する

車両の開発に取り組み、平成24年９月に全国に
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先駆けて第１号のモバイルファーマシーが導入

された経緯があります。

この東日本大震災を教訓に宮城、和歌山、広

島、鳥取、大分、千葉、三重、岐阜、静岡、熊

本の10県が導入しています。そういった災害へ

の備えが功を奏して、被災地では初めて、熊本

地震において大分、広島、和歌山の各県の車両

が約１カ月半活動し、その後、熊本県も導入し

ております。

今後、本県においても大規模な自然災害が想

定される中、東日本大震災での教訓や、それが

生かされた熊本地震での利用状況を見たとき、

被災への新たな備えとして、モバイルファーマ

シーが必要ではないかと考えますが、見解をお

伺いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） モバイル

ファーマシーは、ライフライン喪失下の被災地

において、自立した支援活動として調剤作業と

医薬品の交付を迅速に行うことができますこと

から、大規模な災害時における避難所等での医

薬品の供給方法の一つとして、有効であると考

えております。その一方で、法令上、平常時に

移動薬局としては使用できないことや、使用頻

度等の課題もありますことから、既に導入して

いる他県の状況を踏まえますとともに、薬剤師

会などの関係団体等の意見をお伺いしながら、

その必要性や効果等について検討してまいりた

いと考えております。

○野﨑幸士議員 東日本大震災の教訓から生ま

れたモバイルファーマシーですから、大規模自

然災害の際には本当に必要なものだと私は思い

ます。しかし一方では、いつ起こるかわからな

い大規模自然災害のために随時管理をしておか

なければならないという課題もありますので、

モバイルファーマシーを導入している、先ほど

の10県の状況を調査していただき、薬剤師会を

初めとする関係団体と前向きに協議していただ

くことを要望いたします。

次に、ＵＩＪターンの取り組みについて質問

いたします。

御案内のとおり、我が国は少子高齢化の急速

な進展や本格化する人口減少の局面に入ってお

りまして、本県は、その喫緊の課題であります

人口減少対策の一つに、ＵＩＪターンの促進を

重点施策に掲げ進めていますが、その政策の手

法も多岐にわたっているようです。もちろん、

あらゆる角度からＵＩＪターンの促進を進める

ためだと思いますが、まず、本県へのＵＩＪタ

ーンを検討する方に向けた移住ポータルサイト

「あったか宮崎ひなた暮らし」の、過去３年間

のアクセス数についてお伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 県では、移住

に関する情報を総合的に提供します、ポータル

サイト「あったか宮崎ひなた暮らし」を開設し

まして、仕事や暮らし、市町村や各種イベント

等の情報発信を行っているところであります。

移住ポータルサイトへのアクセス数についてで

ございますが、平成27年度が３万5,295件、平

成28年度が８万3,13 6件、平成29年度が12

万7,617件となっております。

○野﨑幸士議員 ３年間でアクセス数が約3.6倍

にふえていますので、宮崎を移住先として考え

ている人、または、関心のある方がふえている

動向のあらわれだと思います。

次に、本県へのＵＩＪターン就職を促進する

ために運営している「ふるさと宮崎人材バン

ク」に登録してある、求職者と企業の数につい

て、過去３年間の推移をお伺いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） ふるさと

宮崎人材バンクは、県内へのＵＩＪターン希望
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者と人材を求めている企業とのマッチングを行

うため、県が運営しているものであります。ま

ず、人材バンクに登録された求職者につきまし

ては、平成27年度末時点で398人、平成28年度末

で394人、平成29年度末では425人となっており

ます。また、企業につきましては、平成27年度

末時点で436社、平成28年度末で449社、平成29

年度末では495社となっております。

○野﨑幸士議員 次に、県が運営する移住希望

者登録制度「宮崎ひなた移住倶楽部」の会員数

をお伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 宮崎ひなた移

住倶楽部は、効果的に移住希望者を把握し、移

住を後押しするために、平成29年２月からスタ

ートさせた移住希望者登録制度でございます。

この制度では、本県への移住に関心がある方に

登録を呼びかけまして、会員となっていただい

た方には、移住に関する情報提供を行うととも

に、県内企業の協力を得て、引っ越しやレンタ

カー料金の割引など、移住に役立つ特典を多数

提供しているところでございます。平成30年３

月末の会員数は708名となっております。

○野﨑幸士議員 次に、都市部で開催している

移住や就職に関する説明会の実施状況をお伺い

いたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 県では、移住

・ＵＩＪターンに関する相談対応等を強化する

ため、東京や大阪などの都市部におきまして、

移住相談会や就職説明会を開催しております。

平成29年度の実施状況についてでございますけ

れども、市町村等が暮らしの相談に応じる移住

相談会を東京と大阪で１回ずつ、また、県内企

業と就職希望者のマッチングを図る就職説明会

を東京、大阪、福岡で計５回開催いたしまし

て、来場者数は、合計で408名となっておりま

す。今後とも、都市部における効果的な情報発

信や、相談対応に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○野﨑幸士議員 次に、平成27年４月から宮崎

・東京に開設した「宮崎ひなた暮らしＵＩＪタ

ーンセンター」、移住・就職相談員の方が、お

一人お一人に親身になって相談を受けながら運

営されていると思いますが、開設から３年、そ

の相談件数をお伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 宮崎ひなた暮

らしＵＩＪターンセンターの関係でございます

が、平成27年度の開設以降の相談件数について

申し上げますと、東京と宮崎のセンターに寄せ

られた、移住相談と就職相談の合計で、平成27

年度が837件、平成28年度が1,180件、そして平

成29年度が1,643件となっております。

○野﨑幸士議員 相談件数も年々ふえているよ

うですけれども、本県のＵＩＪターンのさまざ

まな取り組みは、そのほとんどが平成27年度以

降からスタートしているようですが、平成27年

度以降、実際に移住につながった件数をお伺い

いたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 移住実績につ

きましては、県の関係部署や市町村が、移住施

策等を通じて把握しております移住世帯数を集

計しておりますが、平成27年度が202世帯、平

成28年度が388世帯、平成29年度が506世帯と、

年々増加しているところでございます。今後と

も、市町村や関係機関と十分連携を図りなが

ら、人口減少対策の柱として、ＵＩＪターンの

促進に、積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○野﨑幸士議員 ここまで質問してきました、

おのおののＵＩＪターンの取り組みは、おのお

のにそのアクセス数、また人数とも増加傾向に
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あり、成果を出していると思います。ただ、移

住してきた方々がどの取り組みを利用して移住

に至ったのか、その決め手は何かが、選択肢が

多くて若干複雑に感じます。

もちろん、お一人の方が複数の取り組みに関

心を持ってアクセスしたり、登録したりして移

住に至った方もいらっしゃると思いますが、取

り組みによって担当課も異なりますし、統計

上、移住の決め手はどの取り組みなのかがわか

れば、その取り組みに重点を置けると思います

ので、スリム化できるところはスリム化して、

その成果の流れがわかりやすくなるように努め

ていただくことを要望いたします。

本県は、御承知のとおり、平成27年と28年３

月の高校卒業者の県内就職率が２年連続で全国

最下位となりました。平成29年３月卒業者の県

内就職率は、１％増の55.8％となり、全国最下

位からは脱しましたが、全国平均の81.2％を大

きく下回っています。また、大学進学者のうち

約７割が県外の大学へ進学するなど、若者の進

学・就職時の県外流出が続いており、県内企業

にとって若者の人材の確保が最重要課題となっ

ています。こういったことから、県外の大学と

の連携を図り、ＵＩＪターン就職支援に関する

協定を結び、ＵＩＪターンのさらなる促進に向

けた取り組みが進められているようですが、そ

の現状をお伺いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 若者の県

外流出や県内企業の人手不足が大きな問題と

なっている中、県といたしましては、本県出身

の学生などのＵＩＪターンをさらに促進するた

め、昨年度から、県外大学との就職支援協定の

締結に取り組んでいるところであります。

協定の締結につきましては、協定をより効果

的なものとするため、まずは、本県出身の学生

が多く在籍している大学を中心に行うこととし

ております。昨年度は、専修大学、福岡大学、

西南学院大学、久留米大学との間で協定を締結

し、今年度は、５月８日に立命館大学と協定を

締結したところであります。これまで５つの大

学との間で協定を締結しております。

○野﨑幸士議員 ５つの大学と協定を結んだと

のことでしたが、このＵＩＪターン就職支援協

定に基づく具体的な取り組み内容についてお伺

いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） ＵＩＪタ

ーン就職支援協定につきましては、県と大学と

が、学生の宮崎県内へのＵＩＪターン就職活動

を相互に支援することとしております。

その具体的な内容といたしまして、県内企業

の情報や就職説明会、奨学金返還支援事業等に

ついて、大学のキャリアセンターを通じた情報

提供を行うほか、大学が主催する企業説明会な

どの就職関連イベントや保護者向け懇談会に職

員を派遣し、学生や保護者に直接説明するな

ど、各大学と連携してさまざまな取り組みを

行っております。

県といたしましては、このような取り組みを

通じて、本県出身の学生はもとより、他県出身

の学生も含めた多くの方々に、県内企業の魅力

や宮崎の暮らしやすさをしっかりと発信し、Ｕ

ＩＪターンの促進に積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

○野﨑幸士議員 本県のさまざまなＵＩＪター

ンの取り組みを質問させていただきましたが、

やはり、移住される方は、他の地域に移住され

ると勇気が要ると思うんですね。例えば、私も

他の地域に住もうと思うと、やっぱり勇気が要

るものですから、移住される方の気持ちになっ

て、親身にＵＩＪターンの取り組みを進めてい
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ただきたいと思っております。

先日、平成29年次における新規就農者が平成

以降、過去最高の406名になり、そのうちＵＩＪ

ターン者が94名といううれしい報告を受けまし

た。さまざまな取り組みの成果だと思っており

ます。これからも、さらにＵＩＪターンの促進

に頑張っていただきたいと思っております。

次に、子供の安全対策について質問いたしま

す。

この質問は、昨年の６月定例議会で、記憶に

あると思いますが、ベトナム国籍の千葉県松戸

市在住だった小学３年生の女の子が、本人が通

う小学校の保護者会会長に殺害された事件を取

り上げ質問させていただき、警察、学校、そし

て地域としっかりと連携し、将来を担う、大事

な子供たちを安全・安心に、また健全に育成し

ていただくことを要望したところでありました

が、また先月、新潟市西区のＪＲ越後線で列車

にひかれた状態で亡くなった小学校２年生の女

児が、殺人・死体遺棄の被害者と判明した事件

が起こり、日本中を揺るがせました。

犯人は、女児の首を絞めるなどして殺害後、

線路に置き去りにしたと見られ、近くに住む23

歳の会社員の男が逮捕されましたが、このよう

な幼い女児が被害者となる凄惨な事件に対し

て、県警としてどのように受けとめているの

か、お伺いいたします。

○警察本部長（郷治知道君） 新潟市内におけ

る小学生女児が殺害される、まことに痛ましい

事件につきましては、報道等により承知してお

ります。警察としましては、関係機関・団体等

と連携し、子供たちを犯罪から守るための対策

に、一層取り組んでいく所存でございます。

○野﨑幸士議員 逮捕された男は、４月にも別

の女児に対する青少年保護育成条例違反などで

書類送検されたとの報道もありました。

再犯率は、窃盗や薬物犯罪などに比べて低い

とされている性犯罪ですが、被害者またその家

族、地域、社会への影響は非常に大きいものが

あります。

この事件の報道を見ていたところ、インタ

ビューを受けた方が、「過去このような性犯罪

を犯した方が近くに住んでいることがわかって

いれば、それなりに気にして、注意して生活す

るのに」と答えていたのが強く印象に残りまし

た。

そういった情報が共有されることは、保護者

や住民にとっては安心な材料の一つになると考

えますが、一方では、犯罪を犯した方のプライ

バシー侵害、個人情報公開につながることも

あって、非常に悩ましい問題です。我が国にお

きましては、過去に犯罪を犯した方の情報につ

いては公開しない方針ですが、後を絶たない、

こういった子供が巻き込まれる事件に対して、

どのような子供の安全対策をとられているの

か、お伺いいたします。

○警察本部長（郷治知道君） 警察が実施して

いる子供の安全対策につきましては、子供に対

する声かけ事案や、不審者に関する情報があっ

た場合には、子供や保護者、学校関係者等から

寄せられた当該情報に基づき、発生予想箇所に

おける警戒活動を行ったり、行為者を割り出し

て指導・警告、犯罪に当たるときは検挙をして

おります。

また、県警ホームページや防犯メール、チラ

シ等を活用しまして、発生事案の情報や被害防

止に資する情報を積極的に発信し、地域住民に

対して注意を喚起する活動も行っております。

さらに、学校関係者、関係機関・団体、地域

住民等と連携したパトロールや、子供や保護者
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に対する被害防止教育に取り組んでおります。

今後も引き続き、これらの対策を推進し、子供

が被害者となる犯罪の未然防止に努めてまいり

ます。

○野﨑幸士議員 アメリカでは、1994年にニュ

ージャージー州で成立した性犯罪者情報公開法

ミーガン法という法律があります。被害者女児

の名が由来となっています。性犯罪者と呼ばれ

る人々をさまざまなメディア、場合によっては

インターネット上に公開して、身元を特定する

ことを司法権力に要求するもので、この被害者

ミーガンの母親は、「娘を殺害した犯人につい

ては何も知らなかった。もしも犯人の前科につ

いて知っていたならば、娘に、彼に近づかない

よう警告していたのに」と主張したとありま

す。

この法律については、賛否を含めたさまざま

な意見はありますが、基本的な意図は、保護者

に近隣に性犯罪者がいることを知らせること

で、子供たちを守れるようにすることにありま

す。日本でも後を絶たない、こういった少女が

巻き込まれる犯罪。本当に難しい問題ではあり

ますが、犯罪者とそれを受け入れる社会との関

係、あり方が今後、問われてくると思います。

先ほど答弁にありましたように、警察もあり

とあらゆる細かい対策をとりながら、学校、地

域との連携もしっかりとっていることは十分理

解しています。しかし、先ほどのような問題も

社会全体で考えながら、過去のこういった犯罪

の教訓を生かし、子供たちの安全対策を社会全

体でしっかり進めていくことが重要だと思いま

す。

次に空き家対策について質問いたします。

総務省が５年に一度行う「住宅・土地統計調

査（平成25年度）」の結果を見ますと、総住宅

数約6,060万戸に占める空き家の数は約820万

戸、約13.5％もあり、８軒に１軒以上が空き家

ということになります。空き家問題の大きな原

因は、高齢化・人口減少とされていますが、雇

用が都市部に集中していることや、長寿命化に

よる介護施設の利用増加等々、さまざまな要因

があります。

空き家には幾つか種類がありますが、「用途

がなく使われていないか分類不能：例えば介護

施設への入所で空き家になる場合や、所有者が

亡くなって空き家になる場合など」（その他の

住宅）に分類される空き家が問題となっていま

す。冒頭の平成25年度「住宅・土地統計調査」

によりますと、全国で約318万戸がそれに当たり

ます。そこで、先ほどの５年に一度行われる

「住宅・土地統計調査」をもとに、本県におけ

る「その他の住宅」に分類される空き家につい

て、平成15年以降の状況をお伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 議員お尋ね

の「住宅・土地統計調査」は、５年に一度、10

月１日時点で国が実施するものでありますが、

その結果によりますと、本県の「その他の住

宅」に分類される空き家数につきましては、平

成15年では２万5,90 0戸、平成20年では３

万2,100戸、平成25年では４万3,600戸と推計さ

れており、平成20年から25年の５年間で、１

万1,500戸、率にして約35.8％の増となっており

ます。

○野﨑幸士議員 やはり年々ふえているようで

すが、冒頭に申したように、空き家問題の原因

は、高齢化・人口減少が背景にありますが、空

き家問題のベースになるのが、住宅数と世帯数

のバランスです。住宅数が世帯数を上回れば、

当然、空き家がふえる要因になります。全国で

は、この逆転現象が昭和40年代後半に始まって
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いるようです。そこで、本県の住宅数と同時点

での世帯数について、平成15年以降の状況をお

伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 本県の住宅

総数につきましては、「住宅・土地統計調査」

によりますと、平成15年が49万400戸、平成20年

が50万9,600戸、平成25年が53万3,900戸と推計

されており、平成20年から25年の５年間で２

万4,300戸、率にして約4.8％の増となっており

ます。一方、本県の世帯数につきましては、

「宮崎県現住人口調査」によりますと、各調査

年の10月１日時点で、平成15年が45万3,349世

帯、平成20年が46万3,111世帯、平成25年が46

万9,386世帯と推計されており、平成20年から25

年の５年間で6,275世帯、率にして約1.4％の増

となっております。

○野﨑幸士議員 本県の高齢世帯数の推移を見

ますと、世帯主の年齢が65歳以上の高齢世帯の

数は、平成27年では18万3,338世帯であり、一般

世帯数に占める割合は39.7％となっています。

また、その高齢世帯の家族類型別の推移を見ま

すと、高齢世帯のうち、夫婦のみの世帯数は昭

和60年から平成27年には2.8倍に、また、単独世

帯は昭和60年から平成27年には3.4倍に増加して

おり、この傾向は今後も続くものと見込まれま

す。

こういった数字を見ますと、我が県にとって

も、「空き家問題」は大変深刻な問題になって

くることは予想できます。また、空き家がふえ

ている理由の一つに、固定資産税の優遇制度が

あります。建物を解体して更地にするより、建

物を残して空き家にしておくほうが、固定資産

税が６分の１になり、優遇されます。この優遇

制度があるため、あえて建物を解体せず、空き

家にしている所有者も多いのが現状でございま

す。

全国的に空き家の増加が指摘される中、平

成27年５月に「空家等対策の推進に関する特別

措置法」（空家法）が施行されました。この空

家法は、しっかり管理されている空き家はこの

法律の対象外となり、「特定空家」に指定され

た空き家が、措置の対象となります。空家法に

よって「特定空家」に指定された場合は、先ほ

どの固定資産税が６分の１になる優遇対象から

外れ、建物を残しておいても、更地と同様、今

までの６倍の固定資産税が発生することになり

ます。また、強制撤去が行われた場合、解体費

用が建物の所有者に請求されることになり、こ

れによって、誰も住んでいない空き家を建てて

おくメリットがなくなり、空き家の数を減らす

ことができると見込まれています。

「特定空家」に指定される条件は、そのまま

放置すれば倒壊が著しく、保安上のおそれのあ

る状態のもの、そのまま放置すれば著しく衛生

上有害となるおそれのある状態のもの等、周囲

に危険、迷惑をかけている空き家、かけそうな

空き家が対象になります。「特定空家」の指定

は、空き家を管轄する自治体が行う調査から始

まり、この調査は正当な理由がないと拒むこと

は難しく、所有者への通知が困難だと判断され

た場合、所有者の立ち会いがなくても、調査が

行われます。そして調査の結果、先ほどの条件

に該当した場合は「特定空家」に指定されるこ

とになりますが、空家法の施行後、県としては

どのような取り組みを行っているのか、お伺い

いたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 「空家等対

策の推進に関する特別措置法」では、住民に最

も身近な行政主体である市町村が対策を実施

し、県は、市町村に対する助言やその他必要な
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援助を行うこととされております。

このため、県といたしましては、新たな制度

や全国での先進的な取り組み事例に関する情報

提供、また、市町村相互間の情報共有を目的と

した「市町村空き家連絡調整会議」の開催など

により、市町村の空き家対策の取り組みを支援

しているところであります。

また、市町村が行う空き家調査のための「空

家等実態調査マニュアル」や、所有者や周辺住

民などからの相談に対応するための「空家等相

談マニュアル」を作成し、市町村に提供してい

るところであります。今後とも、市町村が行う

空き家対策が円滑に進むよう、必要な援助を

行ってまいりたいと考えております。

○野﨑幸士議員 国において、平成28年度か

ら29年度にかけて取り組まれた、「先駆的空き

家対策モデル事業」、市区町村や民間団体事業

者が連携して、空家法に基づいて行う先駆的な

取り組みについて国が支援し、その成果を全国

に展開する事業です。本事業で全国に展開され

ている空き家対策の先駆的な取り組みの成果

が、本県でも、今後、市町村が取り組む空き家

対策の参考になると思いますので、この事業に

取り組んだ各市町村・団体の成果を検証しなが

ら、しっかりと空き家対策に取り組んでいただ

くことを要望いたしまして、私の全ての質問と

します。ありがとうございました。（拍手）

○ 原正三議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時42分休憩

午後１時０分開議

○外山 衛副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、二見康之議員。

○二見康之議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。きょうは地元のほうから、この県議

会の傍聴に多数の方にお越しいただきました。

本当にありがとうございます。地元と県とをつ

なぐ距離感というものを大きな課題としても感

じているわけなんですが、ここで感じたことを

ぜひ地元の皆様にもお話しいただければ幸いで

ございます。また、やはり来年の改選が近づき

ますと、開会前に地元の皆さんの話も大変盛り

上がりまして、これも活性化につながっていく

のじゃないかと思いますと、大変うれしく思っ

ているところでございます。

私も結構老けて見られるんですけれども、こ

う見えてもこの県議会の中で一番若い議員にな

りまして、そのプレッシャーも負いながら、こ

れからも県政の発展に努めていきたいと思って

おります。

そこで、まず初めに、高齢者福祉について質

問していきたいと思います。我々も地元、地域

に育った一人として、これからの将来を案ずる

ところでありますけれども、皆様御存じのとお

り、我が国の少子高齢化に伴う地域社会の機能

や世帯構造が大きく変化する中で、高齢者介護

・福祉のあり方が大きな課題となっておりま

す。

高齢者福祉は、長年にわたって社会の進展に

寄与し、豊富な知識と経験を有している高齢者

が敬愛され、生きがいを持って健康で安心した

生活を送ることができるよう、社会全体で支え

ていくことを目的に、「老人福祉法」に基づい

て発展してきました。

現在、高齢者に対するホームヘルプサービス

や福祉施設の利用等、具体的なサービスの多く

は、2000年に導入された介護保険制度のもとで
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実施され、この制度も国民生活への定着が進

み、高齢期の生活を支えるためにはなくてはな

らないサービスとなっております。利用者の数

も増加し、今後も国民の医療・介護の需用が増

加することが見込まれる中、このために国で

は、団塊の世代が75歳以上となる2025年をめど

に、「地域包括ケアシステム」の構築を目指し

て各種施策を推進されております。

重度な要介護状態になっても、住みなれた地

域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、住まい、医療、介護・予防

・生活支援が一体的に提供されるという仕組み

が地域包括ケアシステムです。地域の高齢化の

状況は、都市部や町村部などでさまざまであり

ます。よって、市町村や都道府県が、地域の自

主性や主体性に基づき、地域の特性に応じてつ

くり上げていくことが求められています。

しかし、高齢者の丸ごとの生活を支えるため

には、このような公的なサービスだけでなく、

地域社会全体の見守りを初めとする「支え合

い」や「助け合い」、インフォーマルなサービ

スの充実が大変重要になっています。介護保険

制度においても、保険者である市町村が主体と

なって、多様な担い手による介護予防・生活支

援サービスの充実を図りつつ、支え合い・助け

合う地域社会づくりを目指して取り組みが進め

られております。

また、国は現在、福祉分野において「子供・

高齢者・障がい者など全ての人々が地域、暮ら

し、生きがいをともにつくり、高め合うことが

できる社会」つまり「地域共生社会」を掲げ、

その実現に向けて検討を始めております。

このような国や市町村の動き・取り組みとと

もに、本県もよりよい社会を築いていくために

努めなければならないと思いますが、県は、高

齢者福祉の向上にどのように取り組んでいかれ

るのか、知事に伺いますが、傍聴にお越しいた

だいた皆様が安心してお帰りいただけるような

御答弁をお願いいたします。以下の質問は質問

者席より行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

本県におきましては、全国を上回るスピード

で高齢化が進んでおります。高齢者の全人口に

占める割合もどんどんふえていくわけでありま

して、議員御指摘のように、これまでの社会を

築いてくださった高齢者の皆さんが安心して暮

らし続けられる環境を整えていくことが、大変

重要であると考えております。

このため、県では本年３月に策定をしました

高齢者保健福祉計画に基づき、「地域包括ケア

システム」の構築や、それを支える医療・介護

基盤の整備、人材の確保などに引き続き積極的

に取り組むこととしております。

また、健康長寿社会づくりの推進等といった

観点から、担い手としての高齢者の社会参加

や、高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取

り組みについても加速化させていく必要がある

と考えております。

また、ねんりんピックなどに参加しておりま

しても、元気な高齢者が本当にふえておられる

なと大変手応えを感じるところであります。宮

崎のそういう環境も生かしながら、スポーツ、

また健康づくりにもしっかりと取り組んでまい

りたいと考えております。

本県の高齢者福祉を取り巻く状況は、さまざ

まな課題がございますが、今後とも県内市町村

はもとより、関係機関や団体の皆様方との連携

を深め、そして県民一人一人の御協力もいただ

きながら、高齢者福祉の向上に、より一層努め
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てまいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○二見康之議員 ことし４月に都城市におい

て、社会福祉法人観音の里が経営される特別養

護老人ホーム高城園が主催されました、「日中

おむつゼロ達成報告会」並びに国際医療福祉大

学大学院教授で介護力向上講習会主任講師の竹

内孝仁氏の講演会が開かれました。「日中おむ

つゼロ」とは、入居者の方をトイレ案内し、お

むつはつけないで日中はパンツで過ごすという

取り組みです。この施設では、平成24年から竹

内教授の理論のもと、自立支援介護に取り組ん

でこられ、達成施設の設定を受けたのは、都城

市では高城園が初の施設となります。

具体的にどのようなことに取り組んでおられ

るかといいますと、起床時に冷たいお水を飲

み、１日に食事以外に1.5リットルの水分をと

り、理学療法士や機能訓練指導員により、起立

訓練や歩行訓練に取り組みます。また、歯科医

師・歯科衛生士・管理栄養士等と連携し、口腔

衛生を保ち、食事内容をミキサー食や刻み食で

はなく、普通の食事・常食に変え、医師や看護

師と連携し、下剤の使用を廃止、そして日中ト

イレの案内をするということです。

その結果、皆さん元気になられまして、外出

機会の増加や要介護度の低下、また元気になら

れたので家族の面会回数もふえたり、内服薬の

減少、認知症症状の軽減、またそういうことに

より文化的な楽しみのある食事ができる、これ

が自立支援介護という取り組みだそうですが、

このような日中おむつゼロの取り組みについ

て、まずどのような見解を持っておられるのか

伺います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 特別養護老

人ホームには、主に寝たきりや認知症などによ

り、常時介護が必要な方が入所されておりま

す。このような中、「おむつゼロ」の取り組み

は、入所者それぞれの心身の状態に合わせ、介

護職員や看護職員、栄養士などさまざまな職種

が連携し、トイレでの自然な排便を目指すもの

で、県内でも数年前から実施している施設があ

ると伺っております。このような取り組みによ

りまして、入所者自身が自立に向けた励みや喜

びを感じられるとともに、おむつが外れること

で精神的負担の軽減にもつながることから、高

齢者の尊厳を支えるケアの実現という観点から

も、大変意義深いものであると考えておりま

す。

○二見康之議員 おっしゃるとおりだと思いま

す。私も先日、施設を視察させていただきまし

たが、通路には、皆さんがつくられた絵や書道

など、そういった作品が飾られていました。ま

た、よくベッドで寝ていらっしゃる方が多いん

ですけれども、そこでは、部屋にはほとんどお

りませんでした。皆さん、通路に置いてあるソ

ファーとか、椅子に座られたり、車椅子で起き

ておられたり、またテーブルを囲んでお茶を飲

みながら、音楽を聞いたり、お話をされたり、

そういう状況でありました。一人だけ、ベッド

に座っていらっしゃる方がいたんですけれど

も、この方、座ってはおりましたが、行って

「こんにちは」と声をかけますと、「あら、あ

んたどっから来たんね。遠いところから来て御

苦労さんね。ここの施設の職員の方が本当によ

くしてくれて、本当に私たち幸せやよ」とおっ

しゃっておりました。この方、104歳だったんで

すけれども、そのときはたまたまベッドにおら

れましたが、ふだんは同じ100歳代のお友達お二

人と合わせて三人で、お茶を飲みながらお話を

されるというのが楽しみらしいです。
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こういう自立支援介護報告会で発表された利

用者の方の例を挙げてみますと、77歳・要介護

度４の男性、この方、御夫婦で生活されていた

そうですが、色素網膜症・脳梗塞を発症され

て、徐々に視力が低下し両眼失明状態となりま

す。体力の低下と歩行が困難になったことによ

り、入所されたそうです。御本人の希望として

は、「目が見えないけれども、できることは自

分でしていきたい」「寝たきりにならないよう

に気をつけて、また、歩けるようになりたい」

というもので、支援内容の目標は、「身体機能

の改善を図り、できるだけ自立した生活が送れ

ることで、生活意欲の向上を図る」とし、「水

分量の増加、歩行器での歩行、トイレでの排

便」に取り組まれたそうです。１日平均1,900cc

程度を飲まれ、スタッフ付き添いで１日200メー

トル程度歩かれ、すると、２日に１回くらい、

トイレで排便できるようになったそうです。御

本人の感想としては、「また、自分の足で歩く

ことができるようになってうれしい。近くにい

る人と会話ができるようになってよかった。食

事を自分の力で食べられるようになってよかっ

た」ということです。

また、別の例で、94歳・要介護度５の女性の

方は、夜だけでなく昼間もベッドで過ごされ、

笑顔が少なく表情が乏しかったそうです。便秘

気味で下剤を使用し、マイナスな発言が多いと

いう状況で入所されました。それから食事・水

分・排泄・運動に取り組まれ、飲み物は本人が

好きなもので水分を確保し―ゼリーとかも

使ったりするんですね、こういうときには―

ベッド上で過ごしていたところから、昼間はリ

クライニングの車椅子、なれてきたところでス

タンダード、普通の車椅子へ移行されました。

歩行器を使って歩行訓練を行い、職員２人の介

助が必要だったトイレが、１カ月後には職員１

人の介助で座れるようになり、下剤も使用しな

くてよくなったそうです。食事も介助が必要

だったのが自分で食べられるようになり、正月

には御自宅に帰って泊まられて、家族一緒にご

ちそうを食べたり、親戚の方と会われたり、そ

うして新年を過ごされたそうです。日中の過ご

し方も、終日ベッド上だったのが車椅子に座

り、他の利用者の方々とおしゃべりをされた

り、食事も普通の御飯・おかずを自分で箸を

使ってとられ、トイレにも自分が行きたいとき

に行けるようになられ、そして何より、笑顔が

多く見られるようになったということでした。

そのような利用者の方々のうれしい声だけで

なくて、おむつ交換などの介護職員の重労働の

負担も減り、またオムツ代自体も使わなくなれ

ば減っていきます。これまでの介護現場のイメ

ージを180度変えるようなものだと思いますけれ

ども、このような「日中おむつゼロ」のような

取り組みを、県としても広めていくべきではな

いかと思いますが、いかがお考えでしょうか。

○福祉保健部長（川野美奈子君） おむつゼロ

のような自立支援・重度化防止に向けた取り組

みにつきましては、県内の関係団体等におきま

しても、取り組み事例の発表や先進事例の視察

などを通して、研さんに努めておられます。県

としましても、介護に関するテレビ番組等の広

報媒体の活用や、研修会などのさまざまな機会

を捉え、周知に努めますとともに、他の介護施

設等においてもこのような取り組みが広がるよ

う、その手法等について、関係団体と協議して

まいりたいと考えております。

○二見康之議員 ぜひよろしくお願いします。

論語の言葉に、「政を為すは人にあり」という

言葉があります。政治を行うには、やはり人だ
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と。経営でもやはり人だと思うのですが、高城

園の場合は、経営者の方の決意があって、そこ

から取り組みが始まったそうです。それから、

職員の方々、利用者の家族の方々に理解を求め

る努力をして、それから関係者一体となっての

自立支援介護の実践、その結果、利用者の方々

の喜びの声が出て、とてもすばらしい取り組み

だと思います。

しかしながら、取り組むに当たっては、やは

り職員の研修費がかかったりします。最初は東

京だったらしいんですけれども、今は福岡に

行って受けたりするようになっているようです

し、また、要介護度が下がると今度は介護報酬

が下がってしまうと。せっかく努力して頑張っ

た結果よくなったのに、報酬が下がるというの

は何か矛盾する課題だと思うのです。「政治の

目的は善が為し易く、悪の為し難い社会をつく

ることにあり」とは、イギリスの政治家・グ

ラッドストーンの言葉なんですけれども、福祉

向上に努力した結果、収入が下がる、そのよう

なことがないように図るのが政治の本質である

と思います。そのことを基本において取り組ん

でいただきたいと思いますし、介護保険を制度

設計される国の方にも働きかけてまいりたいと

思います。

次に、子育て支援、育児休業について伺いた

いと思います。

厚生労働省は先日、「平成29年度雇用均等基

本調査（速報版）」の結果を公表されました。

男性の育児休業取得率は、前年度比1.98ポイン

ト増の5.14％と、５年連続で上昇し、過去最高

となったそうです。女性の育児休業取得率は、

前年度比1.4ポイント増の83.2％とのことでし

た。ほかの項目を加えた確報版は７月末ごろに

発表ということです。

育児休業者率を事業所における育児休業制度

規定の有無で比較すると、制度規定がある事業

所は女性が85.1％、男性が5.31％、制度規定が

ない事業所は女性が49.5％、男性が2.15％と、

顕著な差があります。やはり事業所において制

度規定をしっかり設けていただくことがまず大

事だと思いますが、近年では、育児休業、いろ

いろと制度も充実してきております。ですが、

まだまだ社会へ浸透しているとは言いがたいと

ころです。特に、男性の育児休業取得率が過去

最高でありながら、まだ５％台であることは、

さらなる取り組みが必要であると感じます。

北欧の国々を見てみますと、90年代よりパパ

・クオータ制を導入し、父親の育休取得を促し

てこられております。このパパ・クオータ制と

いうのは、育児休業の一定期間を父親に割り当

てる制度で、1993年に導入したノルウェーでは

４％だった取得率がわずか数年で７割を超

え、2003年には父親の９割が利用するようにな

り、あわせて合計特殊出生率も増加した模様で

す。またスウェーデンにおいても同様の制度

が95年に導入され、父親の利用率は約８割に

なったということです。

このように、父親の育児参加・育児休業の取

得を促進するためには、「パパ・クオータ制」

の導入が有効と考えますが、県の考えをお伺い

いたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 父親が当事

者意識を持って家事・育児に参加することは、

少子化対策や女性活躍といった観点にとどまら

ず、幸福感を高め、家族とのきずなを深めると

いう点から、何よりも父親自身にとってプラス

になるものであると認識しております。

本県においても、「パパのイクメン手帳」の

配付や、父親と子供が一緒に参加する講座の開



- 154 -

平成30年６月15日(金)

催などに取り組んでいるところであります。

「パパ・クオータ制」につきましては、父親

の育児参加を促進するために有効でありますこ

とから、現在、全国知事会において、国に導入

の検討を提言しておりまして、昨年、育児・介

護休業法が改正された際の附帯決議において

も、「パパ・クオータ制の導入に向けて検討す

る」とされたところでありますが、今後とも、

さまざまな場面において国に働きかけてまいり

たいと考えております。

○二見康之議員 全国知事会において、その提

言もされているということなんですけれども、

河野知事は、育児に対しては非常に理解がある

と思いますけれども、今後の積極的な発言を期

待する意味も込めまして、知事自身のこれまで

の家事・育児経験を踏まえた、父親の家事・育

児参加に対するお考えをお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） これまで３人の子供の

父親ということで育児に関わってまいりました

が、つらつら考えまして、父親が家事・育児に

参加するということは、もちろん子育ての取り

組みの充実というところもありますが、今、部

長の答弁にもありましたが、父親であったり、

そこに参画する母親も含めて、その人生が豊か

になる、またそこに学びがあるということを感

じるところであります。

これまで、子供のスポーツの大会などで一緒

に時間を過ごす、その中で、家事育児もしっか

りと母親の手伝いをするということも行ってい

ましたし、一緒の時間を過ごすことで、喜びも

悲しみも実感をし、共有することができます

し、また子供のそういう活動を通じて、またＰ

ＴＡなどを通じて、肩書きとは違う中での知り

合いというものが広がってくる。

また、育児をすることでの学びというものを

ですね。私も子供がサッカーをやっておりまし

て、部活がサッカーだったものですから、いつ

も「あれやれ、これやれ」というのをずっと

ピッチのそばで言っておりましたが、褒めて育

てる、そっと見守ることの大切さというのも学

んだように思います。ぜひとも父親・母親がと

もに家事育児を進める、そのような宮崎づくり

を、自分の経験も踏まえながら、ぜひ広めてま

いりたい、そのような思いがしております。

○二見康之議員 よろしくお願いいたします。

私も今３人の子供がいますけれども、子供の成

長というのは本当に早いなと思いますし、また

親をよく見ているなと。親の姿がおそらく子に

移ってくるんだろうと思います。きょう、実は

父も来ているものですから、どういうふうに見

えているか分かりませんけれども、父親の背中

を見て育っているというのは自分でも実感して

いるなと思いますので、子供に対してもそうい

う思いで接していきたいなと思うところです。

次に、幼児教育について伺いたいと思いま

す。

来年10月より幼児教育の無償化が導入される

方向性が示されました。そもそも、この幼児教

育の必要性・重要性というものを考えてみます

と、よく言われる小１プロブレム、小学校１年

生、入学したばかりのときに、集団行動がとれ

ないとか、授業中に座っていられない、先生の

話を聞かないなど、学校生活になじめない状態

が続くという問題です。その改善の一助にもつ

ながるのではないかと思います。これは家庭の

しつけが十分でないことも押さえないといけな

いと思うんです。また、自分をコントロールす

る力が身についていないことなどが主な原因と

されておりますが、幼児期においてしかるべき

教育を受けることによって、集団行動や話を聞
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く姿勢、きちんと座ることなど、しっかりと身

につけることができるようになります。

これは、幼稚園等の入園式とかに行くと、よ

くわかると思います。年少、年中、年長関係な

く、初めて園に入る子供たちは、泣いたり、わ

めいたり、母親のところから離れなかったりす

るわけなんですが、それよりか小さい子たち、

１年間その園に通っていた子たちは、ちゃんと

座って話を聞くことができるんですね。

「性相近し、習い相遠し」とも言いますけれ

ども、小さいころの学びで大きく変わってくる

というのが見えるところなんですが、施設側の

話では、幼稚園というのも、体系的に年齢の成

長に合わせて指導していくというところがあり

ますので、できれば３カ年保育教育をしてあげ

たいという声があります。これは、子供の発達

段階において、それぞれ身につけていくこと、

学べることがあるので、体系的に教育を行うた

めには、できれば年少児、保育園では満３歳

児、そこから預かりたいということです。

これから施設に預けるかどうかという判断

は、それぞれ親の判断によるものと思います

が、幼児教育の重要性や子供の健全発達・健全

育成のためにも、検討の必要があると思いま

す。そこで、県内の就学前児童の年齢ごとの幼

稚園等への入園状況は今どのようになっている

のか。それと、幼児教育の重要性を踏まえ、県

はどのように取り組んでいかれるのかお伺いし

ます。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 平成29年４

月１日現在の県内就学前児童数でございます

が、５万7,230人で、このうち幼稚園や保育所等

への入園率は、おおむねゼロ歳児で22％、１〜

２歳児では66％、３歳児が90％、４〜５歳児で

は94％となっております。

幼児期は、生涯にわたる人間形成の基礎を培

うとともに、小学校入学後の生活や学習へつな

がる極めて大切な時期でありますことから、幼

児教育は大変重要であると認識しております。

このため、県におきましては、ニーズに応じ

た受け皿の確保を図るとともに、職員の経験年

数に応じた研修等を実施し、教育の質と専門性

の向上に努めてきたところであります。

また、本年３月には、新たに「宮崎県幼保小

接続カリキュラム作成のためのてびき」を、県

内全ての教育・保育施設、小学校等に配付し、

幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図ってい

るところでございます。

○二見康之議員 おおむね３歳児で県内約1,000

人ぐらい、４歳児・５歳児でも約500人ぐらいず

つまだ幼児教育を受けていないというのが現状

のようですが、これには認可外施設が含まれて

いないとのことですので、もうちょっと精査が

必要かもしれません。

先ほど言われた、県と県教育委員会でつくら

れた、この「てびき」、その中にも載せてあり

ます「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

というのに挙げられていますように、自立心や

協同性、道徳性・規範意識、社会生活とのかか

わり、思考力、言葉、豊かな感性と表現など、

こういったものは一朝一夕に育むことができる

ものではなくて、日々の生活を通じて少しずつ

学び育てるものだと思います。そのためにも、

このたびの幼児教育の無償化を機に、幼児教育

をしっかり受けられるように、その重要性を県

民に対してしっかり啓発していくべきと思いま

すが、県の考えを伺います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 幼児教育・

保育の無償化につきましては、来年10月から実

施の方針が示されたところでございます。この
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うち３歳から５歳児は、所得にかかわらず、全

世帯が無償化の対象になるとされておりますこ

とから、幼稚園等への関心がさらに高まること

が予想されます。

現在、幼稚園等におきましては、未就園児や

その保護者を対象に、体験入園や行事への参

加、育児相談、園庭開放などを実施しておりま

して、これらの取り組みは、幼児教育について

の理解を深める大変よい機会となっておりま

す。

県といたしましては、今後とも、これらの取

り組みに支援を行うことなどにより、幼児教育

の重要性の啓発に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○二見康之議員 そういうところで啓発するの

も大事だと思うんですけれども、そもそも、そ

ういうところに来ない方たちに理解してもらえ

る努力が必要だと思いますので、そこへのアプ

ローチを忘れないで取り組んでいただきたいと

思います。

次に、教育行政について伺いますが、教育委

員会におかれましては、教職員の大量退職並び

に試験倍率の低下に伴う対応として、ことしか

ら、職員の採用年齢を60歳まで引き上げられた

と聞いております。

受験年齢制限は緩和されましたが、これまで

も正規職員採用を目指して頑張っている臨時的

任用講師等の方々もいらっしゃると思います。

またその中には、ことしも勉強して受験するけ

れども、もし採用にならなかった場合、次年度

以降も臨時で採用してもらわなければ生活が困

るので、採用権限のある学校長の評価をよくし

ておくために、ほかの先生が敬遠しそうな部活

動の顧問や担任などを受けられ、またそれに

よって採用試験勉強の時間がなかなか確保でき

ないという声も聞いたことがあります。

そこで、現在、学校において、臨時的任用講

師等の非正規職員の業務はどのように割り振ら

れているのか、教育長に伺います。

○教育長（四本 孝君） 学校におきまして臨

時的任用講師等を配置する状況は、学級数の増

減への対応や、育児休業等の代替職員としての

任用など、さまざまでございます。任用の際に

は、校長が面接等におきまして、本人の希望や

経験等を把握した上で、学校の実情や任用の時

期などを総合的に判断して、業務の割り振りを

行っているところであります。今後、学校にお

ける働き方改革を進めていきます上でも、臨時

的任用講師を初め、特定の職員に過度の負担を

強いることがないよう、適切に業務の割り振り

を行うことが重要であると考えております。

○二見康之議員 そうなんですね、学校長が大

体判断されるので、「総合的に判断していま

す」と言われても、中身がよくわからないんで

す。実際どうやって対応されているのか、わか

らないことが多過ぎて、どのようになっている

のか、その辺の解明。恐らく、大体いいように

されているところがほとんどだとも思います。

ただ、もしそういう場合があったときにどう

チェックするのかという課題が残ると思うの

で、この辺の取り組みを今後お願いしたいと思

います。

次に、全日制の高校入試について伺います。

高校入試は、義務教育を終えた生徒たちが、

それぞれの将来の目標に向かって新たな高等教

育を受けるために、ほかのライバルたちとの競

争に勝ち抜くことが試されるという意味合いも

あるかと思います。

ただ、半数以上の高校で定員割れが生じてい

る現在、この意味合いはちょっと薄いのかなと
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も思うんですが、実際に平成30年度宮崎県立高

等学校入学者選抜の一般入学者選抜において、

受験者数が14校では定員を満たしたそうです

が、18校で受験者の定員割れ、３校では合格者

が定員割れになったようです。よって、２次募

集を実施した高校は21校になりますが、その２

次募集では、受験者数188人に対し、合格者数

が144人だったそうです。一般入学者選抜学力検

査の全体状況を見てみますと、５教科総合得点

が100点に届かなくても合格するというような状

況です。高校入試には、先に述べた競争性のほ

かにも、義務教育における学びの評価を受ける

もの、どれだけちゃんと習熟したかというとこ

ろを見られるのも、この高校入試の意味がある

のかと思いますが、県教育委員会は、この高校

入試を行う目的をどのようにお考えなのか伺い

ます。

○教育長（四本 孝君） 本県におきます県立

高等学校の入学者の選抜は、学力検査及び作

文、面接、調査書等により、各高等学校の学科

やコースの特性に配慮しつつ、その教育を受け

るにふさわしい力が身についているかどうか

を、総合的に判定することを目的に行っており

ます。なお、学力検査では、中学校までの基礎

学力の定着や、当該高等学校における学習への

適応力を見ることとしておりますが、それだけ

ではなく、作文、面接、調査書等で、生徒の能

力や適性等を多面的に評価することとしており

ます。

○二見康之議員 中には、点数が高い人が落ち

て、点数は低くても通ることもある。この辺の

基準というものがよくわからないなと。中学校

までにおいて、教育委員会でも学力向上に取り

組まなければならないと言っているわけですよ

ね。その辺も含めて、学力向上に取り組まなけ

ればならない。やっぱりこの試験というものは

一つの通過点であるし、ハードルだと思いま

す。そこを乗り越えるようなたくましさを求め

たいとも思うわけなんですが、現状として、逆

に、そういう学力もない中でも合格するという

ことがあるわけなんですけれども。入学した後

は、実際そこでの授業についていかなければな

らないわけですね。そういったときに、授業に

ついていけない場合というのがあると思うんで

すが、そのような生徒に対する学力向上の対策

をどのように考えておられるのか、教育長に伺

います。

○教育長（四本 孝君） 学習面での手助けが

特に必要な生徒につきましては、学習に対する

不安を解消し、学びの意欲を高めることが、大

変重要であると考えております。このため、各

学校におきましては、生徒の実態に応じて、中

学校までの内容についての学び直しや、放課後

等を活用した個別指導に取り組みますととも

に、必要に応じて、学級担任と教科担任などが

連携して、情報共有を図りながら支援を行って

おります。県教育委員会としましては、今後と

も基礎学力の定着を含めた高校生の学力向上に

向けて、積極的に取り組んでまいります。

○二見康之議員 考えようによっては、できる

だけ受け入れて、しっかり教育できる体制があ

るのであれば、そういうことも望ましいのかな

とも思うわけなんですけど、ここのバランス、

どうやっているのかが我々にはわからないんで

すね。各学校でのそれぞれの判断となっており

ますと。

やっぱり中学校・小学校の学校教育現場で、

子供たちを励ましながら、目標設定させて、そ

こに向かって取り組むようにするためには、あ

る一定の基準というか、そういったものをちゃ
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んと決めるべきなのかなという感じもします。

次に、インターハイについて伺いたいんです

が、本県でもこの５月下旬から６月上旬に、高

校総体が開催されました。それぞれの競技にお

いて、さまざまなドラマや感動が生まれたこと

と思います。

ことしのインターハイは、「2018 彩る感動

東海総体」が、三重・岐阜・静岡・愛知・和

歌山５県で開催されるそうですが、本県の代表

として、その活躍が期待される生徒たちですけ

れども、出場するに当たっては、遠征費など相

当の負担もかかると思います。そこで伺いたい

のですが、現在、県は全国高校総体に出場する

選手に対してどのような支援をしているのか。

教育長に伺います。

○教育長（四本 孝君） 全国高等学校総合体

育大会は、高校生スポーツ最大の祭典でござい

まして、県大会や九州大会で代表権を獲得した

選手が出場するという大会でございます。そこ

で、出場する選手への支援といたしまして、現

在、県高等学校体育連盟に対し、一定額の大会

派遣費の補助を行っているところであります。

○二見康之議員 一定額の派遣費の補助を行っ

ているということですけれども、今回は東海地

域なんですが、全国持ち回りですので、九州の

近場であったり、また東北とか遠いときもある

わけなので、その年その年で遠征費用は異なる

かと思うんです。県からの支援を、一定額では

なくて開催場所に応じた支援ができないのか、

同じく教育長に伺います。

○教育長（四本 孝君） 全国高校総体は、全

国９つの地域の持ち回りで、年ごとに場所を変

えて開催されております。大会派遣の支援につ

きましては、高校体育・スポーツの振興策の一

つとして取り組んでいるものでございまして、

選手の競技力向上や、本県で開催する大会の運

営等に対するさまざまな取り組みとあわせて、

限られた予算の中で最大限の効果が上げられる

ように努めているところでございます。今後と

も、効果的な支援のあり方について、総合的な

観点から研究をしてまいりたいと考えておりま

す。

○二見康之議員 次に本県開催予定の国民文化

祭・全国障害者芸術文化祭、以下は国文祭と略

しますが、これについて伺います。

本県での開催予定が決まってから、実行委員

会の立ち上げや企画委員会設置など、平成32年

の開催に向けて準備を進めてこられていると思

いますが、現段階はどのような準備状況になっ

ているのか。開催まで残り２年余りとなりまし

たが、現在の準備状況についてお伺いいたしま

す。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 国民文化祭・

全国障害者芸術文化祭、略称で国文祭・芸文祭

と申し上げますけれども、この県主催事業につ

きましては、先般の県実行委員会において、開

会式、閉会式等の総合フェスティバルの日程、

場所が決定したところでありまして、その具体

的内容については、専門の事業者から提案を受

けた上で、今年度中に計画を策定することとし

ております。

また、大会ロゴマークを決定するとともに、

公式フェイスブックとツイッターを開設しまし

て、周知・広報にも努めているところでありま

す。

さらに、市町村と文化団体が主体的に行う事

業であります分野別フェスティバルにつきまし

ては、市町村実行委員会設立の動きが進むとと

もに、文化団体への個別相談会の開催等により

まして、団体から市町村への事業提案もふえて
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いるところであります。今後とも、市町村や文

化団体と十分に連携を図るとともに、有識者で

構成します企画会議等の意見も参考にしなが

ら、着実に準備を進めてまいりたいと考えてお

ります。

○二見康之議員 また知事も、これまでいろん

なところで、国文祭開催に当たっては開催後の

本県文化芸術の振興につなげていくことが重要

であるとお話しされておりますが、この国文祭

開催後、どのように本県の文化振興を図ってい

かれるのかお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） この国民文化祭は、文

化における国体というような表現もされている

ところですが、国体というものが本大会開催に

向けて施設を整備していく、またスポーツの競

技力を高めていく、そのことが後々のスポーツ

の振興に結びついていくように、国民文化祭、

それから全国障害者芸術文化祭に向けてさまざ

まな準備をすることによりまして、文化団体の

さまざまな活動を活性化させる、そしてさらな

るレベルアップを図っていく、そして全国から

集う同じ仲間と文化というものを共有してい

く、また披露し合う、そのことにより文化芸術

のすばらしさや地域の文化資源に対する認識を

一層深め、県民の文化活動がより活発化する、

そのような契機になるものと考えております。

県としましては、文化団体のさまざまな取り

組み等を支援しますとともに、国文祭、芸文祭

の開催後も見据えまして、文化活動へのアドバ

イスや、効果的な情報発信、人材育成等を一元

的に行うプラットフォーム、そういった仕組み

づくりを進めていこうとしているところであり

ます。

国文祭、芸文祭に向けてはもちろんのこと、

その開催後も引き続き機運を継続させ、県民の

生きがいづくりや地域の活性化につなげるため

に文化振興を図ってまいりたいと考えておりま

す。

○二見康之議員 県内における芸術文化活動、

分野ごとの団体、並びに各市町村の芸術文化協

会を取りまとめる役割を担うのが公益財団法人

宮崎県芸術文化協会であると思うわけなんです

が、本県の文化活動の充実・発展のためには、

この協会との連携が重要であると思いますし、

また現在も、県からも補助金等を支出している

と思います。

では、県は宮崎県芸術文化協会に対して、文

化活動の充実・発展のためにどのような活動を

期待しているのか、お伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 宮崎県芸術文

化協会は、本県の芸術文化の振興を図ることを

目的に、全県的に活動する音楽や美術などの文

化団体と、市町村単位の総合的な文化団体で組

織された、県内で唯一の文化に関する統括的な

団体でございます。

同協会におきましては、これまでも県と連携

しまして、「みやざき文学賞」や「県民芸術

祭」の開催に取り組んでおられます。また、昨

年度からは新たに、東京オリパラ文化プログラ

ムや国民文化祭に向け、創造性やチャレンジ性

のある公演・取り組みを支援する「チャレンジ

文化活動事業」を実施し、文化団体の主体的な

活動の促進とレベルアップに取り組んでいると

ころであります。

今後ますます、文化活動の県全体への広がり

が重要となってまいりますので、宮崎県芸術文

化協会には、引き続き、文化団体の活性化や団

体相互の連携強化が図られるよう、県内文化活

動の中核的な役割を果たしていただきたいと期

待しているところでございます。
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○二見康之議員 はい、わかりました。

次に、交通政策について伺います。

総合交通課は、「総合交通対策の企画及び総

合調整に関すること。基幹輸送体系の整備促進

に関すること。」が分掌事務とされておりま

す。本県の陸海空のそれぞれ交通輸送体系の現

状をしっかり把握して、そこから将来の本県の

輸送体系を描いていくことが求められているの

ではないかなと思うのです。昨年11月の議会で

も自動運転に関する質問をしたんですけれど

も、その後、いろいろお話を伺っていると、あ

のときに御答弁いただいた内容よりも大分スピ

ード感が変わってきているんじゃないかなと感

じます。本県の交通体系を検討するのは、導入

が始まってからでは遅いと思いますので、まず

はお伺いします。この自動運転技術、トラック

の隊列走行等、技術が実用化に向けてどの程度

進んでいるのかお伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） お話にありま

した自動運転技術につきましては、国におい

て、2020年までにドライバー監視下での自動運

転、さらに将来の完全自動運転の実現に向けま

して、内閣府を中心に各省庁で横断的に取り組

まれております。

その中で、ドライバー不足等の物流の問題の

解決に資するトラックの隊列走行につきまして

は、今年度、先頭車両以外のトラックを無人化

することを想定した隊列システムの実証実験が

行われる予定でありまして、これらの実験を踏

まえ、2020年度には新東名高速道路での後続無

人隊列走行の実現、2022年度以降には東京―大

阪間の高速道路での事業化を目指していると聞

いております。

今後、自動運転技術が進展することで、物流

・交通等の諸問題の解決に大きな効果が期待さ

れることから、県といたしましても、引き続き

動向を注視してまいりたいと考えております。

○二見康之議員 恐らくほかの国に比べると、

日本の目標設定というのはきちっきちっと進め

ていくみたいですので、今伺った、2020年度に

東名、東京―名古屋間が自動化になれば、これ

また大きな物流が変わってくるんじゃないかな

と思います。トラックのドライバー不足とかの

改善につながるいい技術開発だと思いますの

で、今後のその動向もしっかり注視していかな

ければならないんですが。

それと同様に、今度は鉄道なんですけれど

も、昨年も同じように11月議会で質問しまし

た、宮崎に子供が通う保護者の方だったんです

けれども、西都城駅に朝６時半ごろ行って、そ

こからバスに乗って学校に行くという話だった

んですね。実際に通っている子供と話す機会が

ありまして、伺ってみるとやっぱり同じような

流れでした。

都城からも結構、宮崎に流れているんだなと

思うんですけれども、今、実際このスクールバ

スの運行状況がどのようになっているのか、総

合政策部長にお伺いします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） お話にありま

したとおり、県内のほとんどの私立学校で、生

徒の通学の利便性を図るため、それぞれ１路線

から10路線のスクールバスを運行されておりま

す。特に、ＪＲ駅から離れている学校では、多

くの運行路線を設けているようであります。

各私立学校で状況は異なりますけれども、宮

崎市内の路線数の多い学校を例に申し上げます

と、最寄りのＪＲ駅から学校までのシャトルバ

スのほか、スクールバスとして、北は日向、木

城、西都などからの３路線、西は小林、都城、

綾・国富などからの３路線、宮崎市郊外からの
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４路線の計10路線を運行されているところもご

ざいまして、各路線を20名から40名程度の生徒

さんが利用されているという状況にあるようで

ございます。

○二見康之議員 バスも半年で大体６万円ぐら

いの利用料を取られるそうなんですね。ＪＲの

方もネットで調べたら、通学定期で大体６万ぐ

らい。ＪＲの方が高いかなと思ったけど、通学

の場合はそっちの方が安そうなんですね、どう

見ても。その子供の話によると、「別に電車で

行ってもいい」と言うわけなんです。「えっ」

と思いましたけれども。ただ、「電車で行くと

みんながたくさん乗っていて座れないんだ。座

れないからバスの方がいい」と言うわけなんで

すね。

都会の方では、通勤時間は女性専用の車両を

設けたりするわけなんですけれども、学生専用

の車両を設けるとか、こういう新たな取り組み

を考えていかなければ、実際、電車は行く、バ

スは行く、これはある意味、環境への二重の負

荷でもあると思うんですよね。こういう無駄を

なくすような取り組みというものを構築してい

く必要もあると思います。

これからの利用者増を見込むための対策が必

要なんですが、これまでのＪＲ九州の減便等を

受けて、改めて県内鉄道の利用促進に取り組む

必要があると思いますが、いかがお考えでしょ

うか。

○総合政策部長（日隈俊郎君） ＪＲ九州のダ

イヤ改正による減便等で、県内鉄道を取り巻く

状況がますます厳しくなる中、路線の維持のた

めには、一層の危機感を持って利用促進に取り

組んでいく必要があるものと考えております。

このため県では、特に利用が減少しておりま

す吉都線や日南線について、今年度から、沿線

自治体と一体となりまして、地元の食材・グル

メや地域の観光資源を活用したツアーなど、地

域外からの需要喚起を図る取り組みを強化する

ほか、今月末に、有識者や地元関係者、沿線自

治体のほか、ＪＲ九州も交えたメンバーで構成

します「みやざき地域鉄道応援団」を立ち上げ

まして、より効果的な利用促進のあり方などを

検討することとしております。

県としましては、今後とも、沿線自治体やＪ

Ｒ九州ともしっかりと連携しながら、さまざま

な角度から利用促進策について検討を重ね、可

能な限り輸送密度の維持・増加を図ることによ

り、県内鉄道路線の維持に努めてまいりたいと

考えております。

○二見康之議員 新たな需要を掘り起こすのも

いいとは思います。ただ、県内に住んでいる住

民の利便性の向上を考えていただきたいなと。

実際、県の職員の方も、北諸県農林振興局とか

に行かれる方は電車通勤の方が多いと思います

けれども、僕も何度か乗ったことがあります

が、やっぱり座れない、ほぼ満員に近いような

状態なんですね。そういったところの利便性の

向上を図れば、もっと県内にある地元のニーズ

を掘り起こすことができると思うんです。

まずはそのためには、いろんな情報収集をし

なければならないし、体系的に構築していく、

計画も立てなければならない。それを考えると

きに、今の県の総合交通課の体制では、人数等

も含めて、とてもではないけれども、陸・海・

空、鉄道・バス・船・飛行機のそれぞれに対応

していくのはかなり難しいのかなと思うのです

が、これらの本県の交通を取り巻く環境の変化

に対応するためには、さらなる体制の充実を

図って、総合交通対策を充実する必要があると

思いますけれども、知事にお伺いいたします。
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○知事（河野俊嗣君） 人口減少・高齢化が進

む中で、本県におきましては、バスやＪＲの利

用者が減少する、何とか地域の県民の交通手

段、その足を守っていく必要がある一方で、大

消費地から遠い本県にとりましては、県産品を

国内外の消費地にどのように届けていくか、ま

た国内外からどのように観光誘客を図っていく

か、そういうことを考えますと、交通ネットワ

ークの充実は、本県の持続的な発展のために大

変重要な課題であると考えております。

今、御指摘がありましたように、自動運転が

視野に入ってきた中で、ＩＣＴ技術の進歩によ

りまして、交通や物流を取り巻く環境は大きく

変化する状況がございます。本県におきまして

も、客貨混載など全国に先駆けた取り組みなど

を進めておるところでありますが、変化に的確

に対応し、公共交通機関の利用促進や路線の維

持・充実等を図っていくため、時代の要請を踏

まえながら、スピード感を持ってさまざま交通

施策を進めていく必要があろうかと考えており

ます。

公共交通網の維持・充実は、本県が地方創生

を実現する上での基盤であると考えております

ので、私としましても、陸・海・空の総合交通

体制のさらなる充実に向けて、なお一層努めて

まいりたいと考えております。

○二見康之議員 ＪＲより早い対応をぜひお願

いしたいと思います。

次に、許認可事務の処理体制についてお伺い

したいんですが、行政手続法第５条によります

と、行政庁は許認可等の性質に照らし、できる

限り具体的な審査基準を定め、また、特別の支

障がない限り、それを適当な方法により公にす

るものとされています。

また、同法第６条によりますと、行政庁は標

準処理期間を定めるよう努め、これを定めたと

きは適当な方法により公にするものとされてい

ます。

平成26年に宮城県監査委員がこれら許認可等

に係る行政監査を行われたところ、審査基準・

標準処理期間の設定・公表及び表示、受付窓口

の体制、新任担当職員・実務担当職員の研修、

審査の進行管理体制や処理期間の状況、申請手

続の簡素化・効率化などについて、改善・見直

しなどの必要性が浮き彫りになったそうです。

これらの審査基準や標準処理期間が明確にな

り、適切な手段で公表され、県民の許認可の仕

組みについての理解が深まれば、県民並びに行

政担当職員の負担軽減にもつながるものではな

いかと思います。

そこで、本県におきましても、このような許

認可事務に係る「審査基準」及び「標準処理期

間」の遵守状況等について改善点がないか、行

政監査を行った方がよいのではないかと思いま

すが、いかがお考えでしょうか。

○代表監査委員（高橋 博君） 行政監査につ

きましては、これまでの財務監査とは別に、平

成３年の地方自治法の改正により、平成４年度

から実施をしているところでございます。

対象とする事務事業につきましては、その重

要性等を勘案し、監査委員の協議により選定し

ており、許認可事務につきましても、平成８年

度と14年度の２回取り上げております。

許認可事務は、県民の生活や社会経済活動に

密接に関わる重要な手続であり、法令等の遵守

はもとより、透明性や迅速な処理が求められま

すので、今後の行政監査のテーマの一つとして

検討してまいりたいと考えております。

○二見康之議員 あと、空き家対策なんですけ

れども、午前中の野﨑議員の質問の続きではな
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いんですが、県内市町村における空き家対策計

画の策定状況が今どのようになっているのか、

お伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 市町村は、

空き家等対策に関する基本的な方針のほか、空

き家等の調査や、所有者等による適切な管理の

促進など、９つの事項から成る「空家等対策計

画」を定めることができるとされております。

県内市町村における計画の策定状況でありま

すが、平成30年５月末現在で、７市町村におい

て計画が策定されております。このほか、４市

町村において現在策定中であり、また３市町に

おいて策定予定と伺っておりますので、今年度

中に、合わせて14市町村が策定見込みとなって

おります。

○二見康之議員 空き家対策を速やかに進める

ためにも、県内すべての市町村が空き家対策計

画を策定して、計画に基づく対策を推進するこ

とが重要と考えますが、本県の今の取り組み状

況をお伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 「空家等対

策の推進に関する特別措置法」におきまして

は、市町村が、空家等対策計画の策定、及びこ

れに基づく空き家等に関する対策の実施、その

他必要な措置を適切に講ずるよう努めるものと

されております。

この計画は、空き家等対策を進める上で大変

重要でありますことから、県では、その前提と

なる実態調査のためのマニュアルを作成し、市

町村に提供したほか、「市町村空家連絡調整会

議」等を通じて、機会あるごとに策定について

要請してきたところであります。今後とも、全

ての市町村において空家等対策計画の策定が進

むよう、市町村へ足を運び、引き続き強く働き

かけ、必要に応じて策定事務の支援を行うとと

もに、市町村が行う空き家対策が円滑に進むよ

う、必要な援助を行ってまいりたいと考えてお

ります。

○二見康之議員 ありがとうございました。

以上で私の一般質問の全てを終わります。

（拍手）

○外山 衛副議長 次は、髙橋透議員。

○髙橋 透議員〔登壇〕（拍手） 異質なもの

が排除され、分断が拡大する今の時代、企業理

念にダイバーシティーを基本にするところがに

わかにふえてきています。

ダイバーシティーとは、「多様性」を意味す

る英語です。最近、経済活動で多く使わている

言葉で、国籍、性別、年齢を問わずに人材を活

用することで、ビジネス環境の変化に柔軟、迅

速に対応できると考えられています。自由に物

が言えて、それぞれの意見をくみ上げること

で、職場が生き生きと活躍できる環境になりま

す。全ての障壁にとらわれることのない職場環

境、働きやすさが求められています。これらの

考え方を県の施策に生かしていくべきだと思い

ますが、知事の見解を伺います。

後は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

本格的な少子高齢・人口減少社会の中、今後

も本県の活力維持や経済活性化を図っていくた

めには、若者、女性、高齢者、障がい者、外国

人など、あらゆる県民が個性と能力を十分に発

揮して、生き生きと活躍できる社会の実現が求

められております。

こうした中で、個性や違いを受容するダイバ

ーシティー、多様性というものは、女性や高齢

者の活躍促進、開かれた教育や就労機会の創

出、障がい者の自立支援やまちづくりなど、誰
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もが社会参加できる環境づくりに向けて、さま

ざまな施策を展開する際の、とても重要な概念

であると考えております。今後とも、この点を

意識しながら施策立案に当たり、豊かな地域社

会の形成、多様な人材の確保、魅力ある産業の

創出につなげ、一人一人が尊重され、誰もが将

来に夢と明るい希望が持てる県づくりを進めて

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○髙橋 透議員 多種多様な個性とか、価値観

を尊重して理解し合う、生かしていくというこ

とは、口で言うほど簡単なものではないと思い

ますが、施策立案に当たって、職員の個々の能

力を引き出すことができる職場づくり、本当に

重要だと思います。管理職の職場コーディネー

ト力、仕事力が問われると私は思います。その

ことについて、各部局長、教育長、警察本部長

に問いたいところですが、時間がございません

ので、知事に代表して答弁をいただきたいと思

います。

○知事（河野俊嗣君） 県庁組織全体として県

民の期待にしっかりと応えていくためには、個

々の職員が持つ知識や経験等を引き出し、これ

を最大限に活用していくことが大変重要である

と考えております。

意欲ある職員の能力を十分に生かすため、所

属長等が、みずからリーダーシップを発揮し、

コミュニケーションが活発で、風通しのよい職

場づくりを進めていく必要があると考えており

まして、各所属におきましては、上司と意見交

換しながら業務の目標を定めておりますほか、

職員の提案制度である「かえるのたまご」の実

施などを通じて、しっかりとやる気の向上を

図っているところであります。

また私自身も、職員の声に耳を傾けることを

大事にしたいという思いから、各種会議や協議

の場を初め、チャレンジ枠予算の審査の場な

ど、機会あるごとに、職員と直接、意見を交わ

しているところであります。今後とも、自由で

活発な意見交換を通じて、職員一人一人の能力

を最大限に発揮できる職場づくりに取り組むこ

とで、県政の課題にしっかりと対応してまいり

たいと考えております。

○髙橋 透議員 引き続きよろしくお願いいた

します。

次に、もう一問お尋ねしますが、「経済財政

運営と改革の基本方針2018」いわゆる骨太の方

針原案が先般発表されたところであります。こ

の骨太の方針における、地方一般財源の取り扱

いについて、知事の所感を伺います。

○知事（河野俊嗣君） 先般発表されました、

いわゆる骨太の方針案におきましては、社会保

障関係費の急増等を見据え、来年度からの３カ

年を、持続可能な経済財政の基盤固めを行いま

す「基盤強化期間」―これは仮称であります

が―と位置づけられ、当該期間における地方

一般財源総額につきましては、地方の安定的な

財政運営のため、本年度と同水準を確保すると

されておりまして、この点につきましては、地

方の声が反映されたものと評価をしているとこ

ろであります。

一方で、地方交付税の改革実績による配分の

強化や、地方法人課税における税源の偏在是正

等につきましては、今後の検討に委ねられてお

りますことから、地方行政の安定的・計画的な

運営に支障を生じないよう、その動向を注視し

ていく必要があると考えております。

社会保障関係費が年々増加する中、防災・減

災対策、公共施設の老朽化対策、地方創生の実

現等に積極的に取り組むためには、地方税財源
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の確保・充実が不可欠であると考えております

ので、引き続き、あらゆる機会を捉え、国に対

し本県の実情というものをしっかり訴えてまい

りたいと考えております。

○髙橋 透議員 地方一般財源総額が来年度か

ら３カ年保証された、確保されたということは

ありがたいことでありまして、全国知事会等の

粘り強い要望のおかげだと思っております。一

方で、今ありましたように、地方交付税の改革

実績による配分の強化ということを言われまし

たが、具体的にどのようなことが考えられるの

か、総務部長に答弁を求めます。

○総務部長（畑山栄介君） 骨太の方針案にお

きましては、例えば、頑張る地方の取り組みを

支援する仕組みの強化の観点から、「まち・ひ

と・しごと創生事業費」について、地方創生の

取り組みの成果の実現ぐあいに応じた算定への

シフトを進めるとされております。

具体的には、「まち・ひと・しごと創生事業

費」について、現在は、本県のような財政力の

弱い団体に対し、一定の配慮をした上で、人口

増減率や出生率、若年者就業率などの指標ごと

に、各団体の状況を全国の状況等と比較した

「取り組みの必要度」に応じた算定と、各団体

自身の過去の状況と比較した「取り組みの成

果」に応じた算定が行われております。今後

は、この「取り組みの成果」に、さらにシフト

した算定が検討されるのではないかと考えてお

ります。

○髙橋 透議員 本県の人口減少対策の目標

値、いわゆる若年層のところが下振れした結果

が出ていますよね。これを非常に心配するわけ

ですが、今まさに説明があった交付税算定の対

象になって、減額になる可能性が高いと受けと

めざるを得ないわけです。その配分強化の仕組

みをもう少し緩めていただく、そういう要望も

地方自治体はするべきじゃないかと思っていま

すし、いずれにしても、今取り組んでいる「ま

ち・ひと・しごと地方創生事業」、これにしっ

かり取り組んで、県だけじゃなくて26市町村、

チーム宮崎として取り組んで成果を出す。人口

減少目標値に近づける取り組みをしていくこと

が大事だということを申し上げておきたいと

思っております。

次に移ります。環境施策についてお尋ねして

まいります。

「宮崎県新エネルギービジョン」の中間見直

しを行うということでありますが、その方向性

とスケジュール及び数値目標の設定をどのよう

に考えているのか、お伺いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 県の新エネル

ギービジョンは、本県が太陽光や降水量、さら

には木質バイオマス資源等に恵まれている環境

を生かし、新エネルギーの導入を積極的に推進

するため、導入の目標数値を設定するなど、そ

の具体的な計画を定めているものであります。

現在のビジョンは、今月から中間年の見直し

を行う予定でありまして、今後、県民や事業者

へのアンケート調査や県議会への報告などを経

て、来年６月までに新たな計画を策定したいと

考えております。

なお、数値目標の設定に当たりましては、よ

り一層の新エネルギーの導入を図る方針であり

ますが、国のエネルギー基本計画や、再生可能

エネルギー固定価格買取制度改定後の影響など

を考慮する必要がありますので、再生可能エネ

ルギーの専門家など、外部有識者等からの意見

聴取も行いながら、具体的な検討を進めてまい

りたいと考えております。

○髙橋 透議員 具体的な数値目標を今、示さ
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れなかったわけですけど、審議会の事務局とし

て、素案には示されるはずだと思うんです。

ちなみに、現在の再生可能エネルギーの比率

あるいは電力自給率、もし、お手元に持ってい

らっしゃれば教えてください。

○環境森林部長（甲斐正文君） 平成28年度に

おける県内の電力消費量は、約953万8,000キロ

ワットアワーであるのに対しまして、新エネル

ギーによる発電量は、約159万7,000キロワット

アワーでありますので、新エネルギーによる電

力自給力は約17％であります。新エネルギービ

ジョンの見直しにおける目標数値の設定につき

ましては、諸般の状況を考慮する必要がありま

すが、一層の新エネルギーの導入が図られるも

のにしたいと考えております。

○髙橋 透議員 新エネルギーの定義には、い

わゆる大規模の再生可能エネルギーは多分含ま

れていないんじゃないかと思うんですが、そこ

を確認します。

○環境森林部長（甲斐正文君） 新エネルギー

以外、いわゆる再生可能エネルギーという大き

な枠の中で言いますと、そこから大規模水力発

電、地熱発電等を除いた太陽光発電であります

とか、風力発電、バイオマス発電、小水力発電

等を、熱利用も含めてですけれども、新エネル

ギーと定義しております。

○髙橋 透議員 本県は企業局が全国第３位の

発電量を持っていますから、それなりに再生可

能エネルギーの比率は高いはずなんですよ。

残念なことに、国が５月に示した基本計画で

は、再生エネルギーの比率は据え置いたんです

よね。ここで数字の細かな突き合わせはしませ

んけど、本県は、一定の数字の素案というの

は、先ほど言いましたように出されるわけだか

ら、今よりも高めの数値の設定を追求すべきだ

ということを申し上げておきたいと思います。

１月末に、我が会派で再生可能エネルギーの

取り組み状況について、群馬県にお伺いしたと

ころであります。群馬県では、小水力発電の導

入を推進するために、民間企業による事業化検

討の一助となるよう、群馬県内に多数ある砂防

堰堤の落差を利用した小水力発電の可能性調査

を行っておりました。

導入可能性のある地点として13地点を選定し

て、「再生可能エネルギーの固定価格買取制

度」による価格・期間で売電した場合の概算収

支を試算して、期間内、いわゆる20年で投資回

収が見込まれる地点が５地点あったそうです。

これをひっくるめて13地点をホームページで公

表しているわけです。そこで、小水力発電につ

いて、県が有望地点調査を行う必要があると思

いますが、本県の考えを伺います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 県では、小水

力発電等の再生可能エネルギーの導入促進を図

るため、市町村等が実施する可能性調査や計画

策定に対する支援を行っており、この事業等を

活用して、平成29年11月に日之影町の大人（お

おひと）地区において、小水力発電所が稼働し

たところであります。

小水力発電は、水利権の調整や日常的な維持

管理など、より地域の理解や協力が求められま

すことから、地元との連携が非常に重要であり

ます。このため、県といたしましては、今後と

も市町村等と連携を図りつつ、地域の導入意向

等について把握するとともに、企業局など庁内

関係部局が保有する小水力発電の可能性等に関

する情報を活用することによって、より一層の

導入促進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

○髙橋 透議員 答弁にもありましたように、
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これまで同様の、市町村に補助金を流して市町

村にその調整を委ねるという手法なのかなとい

うことで理解をせざるを得ないわけですが、そ

れでは、やっぱり可能性調査は進まないんじゃ

ないかと思うんです。

ちなみに、群馬県に行ったときに、沼田市の

赤城沢小水力発電所を見に行きました。雪の中

をかき分けかき分け、我が会派の議員と行った

わけですが、昨年１月に１億円の事業費を投資

して稼働しておりました。そこで説明を受けた

ときに、宮崎県内にも２カ所以上、可能性、い

わゆる採算がとれるところがあれば行きますよ

とおっしゃるわけですよ。調査費に金はかかり

ますけど、事業費は会社が出すんです。ちなみ

に20年後は、当該自治体に寄付をしますという

ことまでおっしゃっていました。東京に本社が

ある「アドバンス」という会社でありますが、

紹介をしておきます。ぜひ可能性調査、県で責

任持ってやっていただきたいなと思っていま

す。よろしくお願いします。

次に、食品ロス削減対策について質問してま

いります。１年前も私は、この食品ロス削減対

策の質問をしております。

御存じのように、毎日、国民１人茶わん１杯

分の食べ物を廃棄している、そのくらいの量が

捨てられているということなんですよね。その

量は621万トン。国際機関が開発途上国に食糧を

援助していますけど、何と、この２倍の数字ら

しいんですね。このことを消費者庁が国民に調

査しましたら、65％がこの実態を知っていると

答えているんですよ。その割には、食品ロス削

減、なかなか進んでいないというのが実情であ

ります。そこで、この間取り組まれてきました

食品ロス削減運動推進事業、その成果と課題に

ついてお伺いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 食品ロス削減

運動推進事業につきましては、食料生産者や食

品を扱う事業者、消費者団体、福祉団体等で構

成される「宮崎県食品ロス削減対策協議会」

を、昨年８月に立ち上げるとともに、著名人に

よる講演会などを行った「食べきり宣言フォー

ラム」や、啓発ＣＭの放送など、県民向けの情

報発信を行ったところであります。

議員御指摘の啓発効果の広がりにつきまして

は、食べきり協力店に、昨年度末で137店舗の登

録があったり、フォーラムにも400名を超える方

々に御来場いただくなど、徐々に浸透している

ものと考えております。

しかしながら、食品ロス対策は、取り組みを

始めて日が浅いこともあり、県民が積極的な行

動を起こす状況にはまだまだ至っていないた

め、啓発効果の拡大や、事業系の食品ロスの削

減を引き続き課題と位置づけまして、今後と

も、県民に対する情報発信を継続し、食品ロス

対策の浸透を図ってまいりたいと考えておりま

す。

○髙橋 透議員 事業系はそれなりの法律が

あって、対策が割としやすいんですけど、問題

は家庭から出る食品ロスですよね。一生懸命取

り組まれてきたと思いますけれども、いま一

つ、県民運動として盛り上がっていない感があ

ると思うんですよ。社会教育団体等々、こう

いったところに、もっともっと働きかけて広げ

ていただく。私だけかもしれませんけど、ス

テッカー・ポスター、余り見かけないような気

がするものですから、もうちょっと何か啓発運

動を考えることはできないかなと思って……。

公共交通機関、バスのラッピング、これも私は

効果があるんじゃないかなと思います。県民運

動として盛り上がりを図るための工夫した仕掛
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けが必要と思われます。県の考えを伺います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 食品ロス削減

を県民運動として推進するためには、多くの企

業や団体に参加していただくことや、啓発効果

が広く県民に波及していくことが重要でありま

す。

このため、昨年から食べきり宣言プロジェク

トとして、婦人会や業界団体が参加する食品ロ

ス削減対策協議会の設置や、さまざまな啓発事

業に取り組んでいるところであり、今年度はさ

らに、イベント等を利用した簡易的なフードバ

ンクにも試験的に取り組む予定であります。

今後とも、フォーラムの開催や啓発ＣＭの放

送など、現在の取り組みを推進するとともに、

県民が参加しやすい仕組みづくりを行い、県民

運動としての食品ロス削減を目指してまいりた

いと考えております。

○髙橋 透議員 しっかり取り組んでいただき

たいと思います。国は2030年度までに、2000年

度比で食品ロスを半減する、こういった目標を

「循環型社会形成推進基本計画」に盛り込むこ

とを決定されるようですけれども、県として目

標数値を定めることはしないのか、お尋ねいた

します。

○環境森林部長（甲斐正文君） 食品ロス削減

量の数値目標については、国において策定作業

が進められている第４次循環型社会形成推進基

本計画には、家庭から排出される食品ロスの削

減目標が盛り込まれると聞いております。現時

点では、国の基本計画によって展開される施策

や、国が設定する指標の詳細が示されていない

ことから、情報収集に努めているところであり

ます。

県としましては、国の動向を注視しながら、

食品ロスの削減目標の設定について検討してま

いりたいと考えております。

○髙橋 透議員 それでは次に、医師確保対策

に移りたいと思います。

宮崎大学医学部の地域枠、地域特別枠推薦入

試の状況と、定員充足に向けた県の取り組みに

ついては既に質問がありましたが、ことしは地

域枠定員10名に対して、６名の入学者数であり

ました。地域特別枠と同様に、研修後、本県に

残る可能性が極めて高い方々なわけで、この地

域枠を定員いっぱい埋めることが先決だと思っ

ております。

そこで、定員充足に向けての工夫が求められ

ていると思うんですが、例えば、より優秀な生

徒を学校側に推薦してもらうために、推薦入試

の要件を高くするとか、あるいは返済不要の奨

学金を支給するとかのインセンティブを与える

ことはできないものか。あるいは、推薦入試制

度の名称変更を検討することも必要ではないか

と思います。県の考え方を伺います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 地域枠推薦

入試は、本県の医師不足を解消するために、県

の要望に基づき、平成18年度から設けられ、定

員は現在10名となっております。

しかしながら、その入学者数は、平成28年度

７名、平成29年度５名、平成30年度６名と、近

年、定員を満たさない状況にあり、医師の安定

的な確保が困難になるおそれが生じておりま

す。

今後、地域枠の入学者数減少の要因の分析に

取り組み、必要に応じて、大学、県教育委員会

等と、推薦入試制度のあり方についても協議し

てまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 ３年連続で定員を下回ったこ

とは重く受けとめるべきで、「地域枠」を選択

するメリットがあるかどうかというのが一つの
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ポイントだと思うんです。「地域特別枠」とい

うのは奨学金がありますね。「地域枠」は、私

は思いませんけど、入りやすいという間違った

メッセージを送っている、そういうことを聞く

こともあります。地域枠は、センター入試で２

次試験は免除ですけれども、自動車学校に早く

行けてバイトもできるくらいのことですから、

そんなところでは魅力は感じないわけで、何ら

かのインセンティブを与えることはできないの

か。

名前が変わってどうかというのはありますけ

れども、例えば「希望枠」とか、「地域創生

枠」とか、あるいは「ひなた枠」とか、わくわ

くするような名称にできないものか、ぜひ御一

考いただきたいと思っています。

次に、地域枠を創設した目的、これは医師確

保ですよね。この入り口対策、ここをしっかり

確保した上で、卒業後、研修医を経て県内医療

機関に従事してもらう出口対策が重要なわけで

す。地域枠で入学した医学生の県内定着率はど

うなっているのか、お伺いいたします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 平成18年度

から平成29年度までで、地域枠で入学した医学

生は110名でございまして、医学生が57名、医師

が50名、その他３名となっております。医師50

名のうち、県内で勤務する医師は36名、県外で

勤務する医師は14名となっておりまして、県内

定着率は72％となっております。

○髙橋 透議員 その他３名はもうお聞きしま

せんけれども、72％とおっしゃいました。ただ

し、地域枠推薦入試要件に次の文章が明記して

あります。「卒業後は、県内で臨床研修を受

け、研修終了後も引き続き宮崎の医療に従事す

ることを約束できるもの」。ですから、100％

じゃないといけないわけですよね。約束違反で

すよ。引き続き100％県内定着を目指し、取り組

みをお願いしたいと思います。

次に移ります。観光立県の取り組みについ

て。

まず、宮崎ＭＩＣＥの取り組みについてお尋

ねしてまいります。ＭＩＣＥ、Meeting・Incent

ive・Convention・Exhibitionの総称なんです

が、このＭＩＣＥ、私は昨年、沖縄県への観光

客数が初めてハワイを上回ったという記事を見

て本当にびっくりしたんですが、那覇空港は御

存知のように、アジア諸国を中心に週200便以上

の国際直行便が就航しております。また、人

口20億人以上の市場を擁する、成長著しい東ア

ジアの巨大なマーケットに囲まれています。こ

うした地理的特性を生かして、沖縄県はＭＩＣ

Ｅを成長のインフラとして戦略的に位置づけて

おります。実際に、沖縄本島東海岸の中城湾港

マリンタウン地区に大型ＭＩＣＥ施設を建設予

定であります。隣県の鹿児島県もしかりで、大

規模収容施設があります。

本県においても、大規模ＭＩＣＥを誘致して

いくことはもちろんですが、交通インフラとか

施設面でライバル県よりハンディがあります。

よって、本県のＭＩＣＥ誘致戦略として、小規

模ＭＩＣＥを県内全域へ地道に誘致する必要が

あると思いますが、県の考えを伺います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 県内で開

催されるＭＩＣＥの多くは、宮崎市で開催され

ており、宮崎市以外での開催は少ない状況にご

ざいます。このことから、県といたしまして

は、ＭＩＣＥの効果を県内各地に広く波及させ

るために、主催者に対しまして、県内のさまざ

まな観光地などを組み込んだアフターＭＩＣＥ

メニューの提案を行っております。また、ＭＩ

ＣＥが、お話にありましたように県内各地で開



- 170 -

平成30年６月15日(金)

催されますよう、一定の要件を満たした延べ宿

泊者数が50人以上100人泊未満の小規模なＭＩＣ

Ｅに対しても支援を行うこととしております。

ＭＩＣＥの誘致に当たりましては、交通アク

セスや受け入れ施設の状況など、踏まえるべき

ポイントもありまして、主催者側のニーズと受

け入れ側の情報をうまくマッチングさせること

が重要であると考えております。

○髙橋 透議員 今まで100人以上じゃないと補

助が出せなかったわけで、それが50人以上でも

出しますよということで改善されて、本当にあ

りがたいことだと思いますから、日南市も頑張

りたいと思います。

次に、ＭＩＣＥのさらなる誘致に必要なの

は、アピール力、営業力があると思います。誘

致に向けた組織のあり方だと思いますが、誘致

体制を強化すべきと思います。県の考えをお伺

いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） ＭＩＣＥ

の誘致につきましては、県とみやざき観光コン

ベンション協会が連携して誘致活動に取り組ん

できたところでありますが、平成27年度に、市

町村など官民で構成する「みやざきＭＩＣＥ推

進協議会」を設置いたしました。また、平成28

年度にはＭＩＣＥ誘致のキーパーソンとなる学

識経験者等を宮崎県ＭＩＣＥアンバサダーに任

命し、そのネットワークを活用しながら、誘致

活動に取り組んでいるところであります。

こうした取り組みにより、今年度は、日本内

分泌学会学術総会や、アジアで初めての開催と

なりましたＬＲＥＣ2018など、大規模な国内外

のＭＩＣＥが開催されたところであります。

今後とも、市町村等と十分に連携し、効果的

なＭＩＣＥ誘致に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○髙橋 透議員 よろしくお願いします。

次に、クルーズ船誘客対策についてお尋ねし

てまいります。16万トン級クルーズ船の寄港地

がふえました。クルーズ船誘致合戦が激化して

いると思います。油津港は本県におけるクルー

ズ船の拠点港だと私は思いますが、本県への誘

致見通しについてお伺いいたします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） クルーズ

船の誘致につきましては、今お話にありました

とおり、ことしから佐世保港や鹿児島港で16万

トン級の受け入れが開始されるなど、他県の港

との競争が激化しているところであります。そ

うした影響もありまして、油津港の平成30年の

予約状況は、現時点で、国内、海外合わせて13

回となっており、今後、変動する可能性はあり

ますが、昨年の26回を下回る見込みでありま

す。

○髙橋 透議員 ２月議会でも外山議員が質問

されていまして、そのときは20回ぐらいとおっ

しゃったような気がするんですが、この前日南

市に聞きましたら、16回と言っていたんです

よ。きょうはもう13回ですか。じゃ、来週はま

だ減っていますね。それだけ今、激化していま

して、私は危機感を持っているから、今回この

クルーズ船対策を質問に取り上げたわけです。

九州の主な寄港地の中で、ファーストポート

化になっていないのは油津港と別府港だけです

よね。台風など天気が荒れると、ファーストポ

ートじゃないから油津港には寄れません。そし

て今、４泊・５泊の、ショートのクルーズの需

要がふえているらしいですが、そうなると日本

へは２カ所だから、ファーストポートともう一

カ所だから、油津港は外されるんですよね。

ですから私は、このファーストポート化を急

がないと、13回が来週・来月には減っている、
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そういう危機感を持っています。ファーストポ

ート化の取り組み、努力されていると思います

が、どこまで進んでいるのかお伺いいたしま

す。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 検疫港として

指定されていない油津港に、外航クルーズ船が

ファーストポートとして寄港するためには、国

から特例的な取り扱いとして、国にかわって地

元自治体等が検疫業務の一定の役割を担う体制

を整えることが条件である旨の方針が示されて

おりますので、その要件を満たす必要があるも

のと考えております。

具体的には、感染症の疑いのある患者が発生

した場合の搬送方法や、定期的に蚊やネズミの

病原体検査等を行う港湾衛生業務など、さまざ

まな技術的な課題があります。

このため、今後、県内の体制を整えた上で、

検疫所や関係機関と協議を行い、油津港のファ

ーストポート化の実現に向けて、関係部局連携

して、課題の解決に向け取り組んでまいりたい

と考えております。

○髙橋 透議員 引き続き努力をお願いいたし

ます。10市町で協議会を組織してクルーズ船客

の受け入れを工夫されているようですが、た

だ、ライバル港と同様の受け入れではリピータ

ーはふえないと思うんです。また訪れたいとい

う仕掛けが求められていると思うんです。その

ためには独創性のある体験型観光の掘り起こし

が大事です。県の取り組みをお伺いいたしま

す。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 地域の資

源を生かした体験型観光の実施は、クルーズ客

の新たな消費を喚起するとともに、本県の魅力

をより深く知ってもらうことで、リピーターの

確保にもつながるものであり、大変重要な視点

であると考えております。

こうしたことから、県では、地元自治体等と

連携しまして、和太鼓体験やトレッキングな

ど、新たな体験型メニューの掘り起こしに取り

組むとともに、ツアー商品に取り入れてもらう

よう、クルーズ船社や旅行会社に働きかけを

行っているところであります。

これらの取り組みによりまして、今年４月に

は、油津港に寄港した台湾からのクルーズ客を

対象としたサイクリングツアーが実現したとこ

ろであります。今後とも、関係者と連携し、本

県ならではのメニューづくりに努めながら、他

県の港との差別化が図られるよう、取り組んで

まいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 申し上げてきましたように、

他県では港湾の改良を進めて、クルーズ船誘致

に成功しております。油津港も22万トン級の受

け入れ整備が完了したことで、感謝を申し上げ

ておきたいと思います。ただ、クルーズ船専用

岸壁がないわけですよね。私は必要じゃないか

と思うんです。クルーズ船が寄港するたびに、

シャシー移動とかを王子製紙などの会社に協力

いただいているわけです。熊本県の八代港で

は、専用岸壁を今、改修中と聞くじゃありませ

んか。現状では、油津港の機能に限界があると

思うんです。競争が激化したことで、さらに寄

港数が減る心配をしています。何らかの新たな

仕掛けが必要だと思いますが、知事の意気込み

を伺いたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 県では、東アジア地域

からの旺盛なインバウンド需要を取り込むため

に、地元や関係機関等と連携しながら、クルー

ズ船の誘致に取り組んできたところでありま

す。

いっときの「爆買い」というものは今、鎮静
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化している状況でありますが、それでも何千人

の方が訪れることによる経済効果、そして、そ

の方々に、宮崎のことを知っていただける情報

発信効果、大変大きなものがあろうかと考えて

おります。

他県の港との競争が激化している今、御指摘

がありましたように、専用岸壁がない、ファー

ストポートでないというハンディを背負ってい

る中で、危機感を感じているところでありま

す。

一方で、油津港は、島々の眺望のすばらし

さ、港に出入りする際のこの眺望、大変評価を

いただいておりますし、鵜戸神宮、飫肥城下町

など主要観光地へのアクセスのよさ、それか

ら、東アジア地域から太平洋側を周遊するルー

トにおいて好位置にあるということで、クルー

ズ船社から高い評価を受けているところであり

ます。

また、先日は、なんごうシーカヤックマラソ

ンが10周年を迎えましたが、シーカヤック、サ

ーフィン、フィッシング、そういったマリンス

ポーツなどのアクティビティーの魅力を訴える

ということも、これからもっと必要になってく

るのではないかと考えております。

県では、地元自治体等と連携をしながら、食

や自然、スポーツ、アクティビティー、本県の

強みを生かしたさらなる魅力づくりに努め、他

県の港との差別化を図りながら、引き続き、ク

ルーズ船の誘致に積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。

○髙橋 透議員 知事、ハード面には一言も触

れていただけませんでしたが、私はこの専用岸

壁建設は極めてハードルが高いということは認

識した上で申し上げたわけです。もっと申し上

げるなら、専用岸壁を建設されるとすれば南

側、今、漁協がある側につくられるだろうと思

いますが、その背後には日南線が通っているん

です。であるならば、クルーズ船が寄港したと

きに、臨時駅を設けて、そこに海幸山幸、臨時

列車を走らせることもアイデアじゃないかと。

ＪＲ日南線も活性化します。そんな大胆な発想

までしながら、危機感を持って、知事、このク

ルーズ対策をお願いしたいと思います。

外国人観光客は右肩上がりで、今日まで伸び

てきましたけれども、減ることも予想されるわ

けです。何千人という単位で来る船が１隻２隻

と減っていくわけですから、そのこともしっか

りと念頭に置いていただきたい。岩切章太郎さ

んが「大地に絵を描く」とおっしゃっていまし

たが、知事、油津港に一度絵を描いてみてくだ

さい。お願いしたいと思います。

次に、観光立県の最後になりますが、亜熱帯

作物支場と南郷道の駅の連携についてお尋ねい

たします。今、道の駅なんごうは、ジャカラン

ダまつりでにぎわっています。次の日曜日で終

わりますが、関係者によりますと、ことしは大

型観光バスが減ったと言われるんです。なぜか

というと、やっぱり新燃岳なんです。この噴火

によって、やっぱりつながっているんですね。

宮崎県観光は一体だなということを感じた次第

であります。

行かれた方はおわかりだと思うんですが、亜

熱帯作物支場は小高い山で斜面です。ここに最

近行ってみましたら、頂上付近に駐車場が幾つ

かあって、孟宗竹があるわけですよ。ところど

ころに杉も木立があるんですね。これはもった

いないなと。もし必要じゃなければ、そこを伐

採してジャカランダを植えるべきです。そう

いったことが可能なのか、関係部長、答弁をお

願いします。

平成30年６月15日(金)
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○農政水産部長（中田哲朗君） 亜熱帯作物支

場は、御案内のとおりでございますけれども、

マンゴーやライチといった温暖化に適応する亜

熱帯性の果樹や花木の新品目の導入や生産技術

の確立などに取り組む試験研究機関でございま

す。

一方、敷地内の有用植物園では、美しい景観

を生かし、日南市が道の駅を整備するととも

に、５月、６月にかけては、地元の皆さんの御

尽力によりまして、ジャガランダまつりが開催

されるなど、県南の主要な観光施設として、県

内外の多くの皆様に親しまれております。

御指摘の孟宗竹や杉につきましては、その状

況を調査しているところでございますけれど

も、伐採による土砂の流出などの影響や、費用

等も考慮しながら、どのような対応ができるか

検討してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 ぜひ検討いただいて、もし了

という結果が出れば、伐採いただきたいと思い

ます。その後は任せてください。ジャカランダ

のまちづくりの団体がいらっしゃるんですよ。

その方々が植栽をして、管理までしていただけ

るんですよね。何なら私も加勢に行きますよ。

ぜひ検討を急いで、結果を出していただきたい

と思います。

そして、県有地の管理規則があると思うんで

すが、例えばジャカランダ祭りの期間だけでも

―先ほど言いましたように小高い斜面があっ

て、そこを市道がぐるっと迂回しているわけで

すね。頂上には何もないんですよ。都会から来

た人は結構歩くそうです。だから、下で飲み物

を買って行かれるわけですね。できれば、この

期間限定でもいいですから、飲食物が提供でき

る仮設のお店、許可できないものか、答弁を求

めます。

○農政水産部長（中田哲朗君） 支場内におけ

る、ジャカランダ祭り期間中の飲食物の販売に

ついてでございますけれども、今後、地元の活

性化に取り組む皆様からの、場所や時間等の具

体的な提案が出てきましたら、その提案を踏ま

え、試験研究業務への支障の有無や、県内の主

要な観光施設となっている点なども考慮し、検

討してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 もう認めていただけるような

答弁だったと思います。早速、私、帰って関係

者と協議をしたいと思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。

次に移ります。農業振興施策についてであり

ますが、１年前のこの６月議会で申し上げてお

ります、種子法廃止に伴う影響と課題について

であります。

そのときの答弁で郡司副知事、思い出してい

ただきたいと思います。「種子を制するものが

農業を制する」と言われました。「優良種子の

安定供給に不安が生じる事態は、何としてでも

回避しなければならない。国に対し、必要な予

算の確保等を要望していきたい」と答弁をされ

ております。

その後、種子法廃止に対する意見書が、主に

東日本の方ですけれども、61の県、市町村議会

から国へ提出されております。そして、危機感

を持った米どころの県ですけれども、安定的な

供給の責任を持つ条例を制定しております。新

潟県、兵庫県、埼玉県です。北海道や長野県で

も条例制定の動きがあると聞いております。ま

た、野党６党による復活法案も衆議院に提出さ

れております。

主要農作物種子法が廃止されましたが、中山

間地域を多く抱える本県の稲作を守っていくた

めにも、本県独自の条例を制定すべきと考えま

平成30年６月15日(金)
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すが、答弁をお願いいたします。

○農政水産部長（中田哲朗君） 水稲は県内一

円で作付され、特に、中山間地域では、地域農

業を支える大きな柱となっておりますことか

ら、県が主体となって、県内各地の気象条件に

適した水稲品種を選定するとともに、良質な種

子を安価で安定的に供給することは、大変重要

であると考えております。このため、県としま

しては、主要農作物種子法廃止後も、引き続き

県が主体となって、現在の種子供給体制を堅持

することとしているところであり、御提案のあ

りました条例制定につきましては、今後、全国

の状況も調査しながら、その必要性を含め、検

討してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 ＴＰＰ発効後に本県の安価な

種子を守ることはできなくなると、私は思いま

す。外資による種子支配を政策的に規制できる

かは極めて疑問なんです。ＴＰＰには、ＩＳＤ

Ｓ条項があります。御存じだと思います。これ

は外国の企業が、投資を受け入れ、国の措置に

よって損害をこうむった場合に、損害賠償や原

状回復等の救済を求めて申し立てる解決手続で

あります。この条項は２階建てになっているよ

うです。

ちょっと調べてきました。１階部分が、投資

受け入れ国が外国企業の財産を差別的に取り扱

うなど保護しない場合、２階部分が、受け入れ

国が外国企業と取り交わした合意や許可をほご

にした場合に、ＩＳＤＳ条項に基づき国際的な

紛争解決を行うこととなっております。今、米

国が離脱しておりますから、２階部分は凍結に

なっているようです。ただし、私は、米国は復

帰する可能性が高いと見た方がいいと思うんで

す。これは不幸中の幸いですから、少なくとも

米国がＴＰＰに復帰するまでには、条例を制定

しておくべきじゃないかと思っております。

知事、問題意識とスピード感を持って取り組

んでいただきたいと思うんです。今、ＪＡグル

ープとか、県農民連盟、農業会議から県議会に

も知事にも、条例をつくってほしいという要望

書が出ているはずです。私は、ＪＡはまゆうの

正組合員で、かつ農民連盟の一員でもあります

が、宮崎県の農業者を代表して、条例制定に向

けての知事の決意を求めたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） この種子の供給体制、

大変重要な課題であります。水稲が、本県農業

の基幹品目の一つでありますことから、その優

良な種子を、安価で安定的に生産者に供給する

ことは、極めて重要な課題であります。先ほど

の農政水産部長の答弁でもありましたとおり、

主要農作物種子法廃止後も引き続き、県が主体

となって、従来の種子供給体制を堅持していく

こととしております。御提案のありました条例

の制定につきましては、その必要性も含め、検

討してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 ぜひよろしくお願いしたいと

思います。中山間地域を多く抱えている本県で

は、多様な気候に応じた品種の改良なり栽培が

行われてきているわけですが、近年では高温障

害に適応した品種「夏の笑み」、多収量で倒伏

に強い品種ですよね。本当に農業技術者のおか

げだと思っています。安価で地域に適した種子

を、安定供給してきた、そういう歴史があるわ

けですよ。何はともあれ、農業技術者の方々に

は、農業者の不安の解消、そして、安全・安心

で良質な農産物供給を図ってきたという自負と

誇りがあるわけですよ。ぜひ知事、答弁にあり

ましたように、スピード感を持って手続を進め

ていただきたいと思います。

次に移ります。土砂災害対策について。
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土砂災害の危険性が高まる時期となったわけ

ですが、これまでの危険地区の調査につきまし

ては、地形図とか航空写真で実施をしてきたら

しいですが、近年の調査は、レーザー測量によ

るデジタルデータで危険箇所の調査が可能に

なったと伺っております。昨年度行われました

調査の結果についてお尋ねいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 近年、集中豪

雨等による大規模な山地災害が発生し、国民の

生命等に甚大な被害を与えていることから、林

野庁では、山地災害危険地区の精度向上を図る

ため、平成28年度に調査要領の改正が行われま

した。

このため、本県においても、新たな調査要領

に基づき、地形や地質等の自然条件を再調査す

るとともに、航空レーザー測量のデータを新た

に活用し、危険地区の見直しを行なったところ

であります。

その結果、これまで地形図等では読み取れな

かった、山腹崩壊の発生源となる水が集まりや

すいくぼんだ地形など、微細な地形も判別でき

たことなどから、山地災害危険地区は、これま

での4,440カ所から5,390カ所に増加したところ

であります。

○髙橋 透議員 約1000箇所ふえたわけです

が、今回のこの調査結果を受けて、今後どのよ

うな対策を講じていかれるのか伺います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 山地災害につ

きましては、治山事業により、速やかに復旧を

図っておりますが、近年、九州北部豪雨など、

大きな災害が連続して発生しており、災害を未

然に防止する観点から、予防的な治山事業な

ど、事前防災や減災に取り組んでいるところで

あります。

このようなことから、今回の調査結果を、市

町村や関係機関とも情報共有を行い、治山事業

を初めとする事前防災等の関連事業に活用する

とともに、国に対しては、十分な予算の確保を

要望してまいりたいと考えております。

さらには、ハード面の整備だけでは、全ての

災害の防止は困難でありますので、今回の結果

を県庁ホームページに掲載するとともに、市町

村に対して地域防災計画への反映を要請するな

ど、広く県民に周知を図り、防災意識の高揚を

図ってまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 スピード感を持って取り組ん

でいただきたいと思います。

最後の質問になります。教育問題でありま

す。

本県の教職員組合が、昨年、時間外勤務の実

態調査を行っております。１カ月の時間外勤務

時間が過労死ライン（80時間）を超える割合

が、小学校55.3％、中学校73.6％、中には240時

間を超える人もいたようです。同様の調査は文

科省も行っており、教職員の長時間労働が社会

問題化していることが浮き彫りにされておりま

す。そこで、教職員の勤務状況について、どの

ように把握し、対策をとっているのか、教育長

に伺います。

○教育長（四本 孝君） 教職員の勤務状況に

つきましては、全ての県立学校で、出退勤時刻

をパソコン入力することにより、把握をしてお

ります。また、市町村立学校におきましても、

多くの学校で同様の把握が進んできておりま

す。

長時間勤務に関する対策につきましては、

「働きやすい環境づくりプログラム」を改定い

たしまして、学校全体で取り組む「ワン・アク

ション運動」、あるいは教職員一人一人が取り

組む「ワン・トライ運動」を推進いたしますと
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ともに、部活動の休養日や、週１回、定時退庁

を促すリフレッシュデイを設定するなど、働き

やすい職場環境づくりの支援等にも取り組んで

いるところでございます。今後とも、教職員の

勤務状況をしっかりと把握し、長時間勤務の縮

減に向けた効果的な対策のあり方について検討

してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 県立高校は勤務実態の把握を

されているように理解したんですけれども、い

ま一度確認しますけど、小中学校では学校長が

しっかりと教職員の超過勤務を把握しているの

か、再度お尋ねします。

○教育長（四本 孝君） 市町村立学校の勤務

状況の把握につきましては、服務監督権者であ

る市町村教育委員会が行うということになって

いるわけですが、県教育委員会の調査によりま

すと、多くの市町村で、勤務状況の把握が進ん

でいる状況にございます。県教育委員会といた

しましても、今後、学校長が所属職員の勤務状

況を正確に把握できるように、さらに市町村教

育委員会との連携を図ってまいりたいと考えて

おります。

○髙橋 透議員 全国の事例を見てみますと、

過労死として公務災害認定された方もいらっ

しゃるわけですよね。本県においても長期療養

中の人がふえている実態が、これまでこの県議

会でも報告されてきました。

まずは勤務実態を把握することだと思ってお

ります。昨年、私は、大人のひきこもりについ

て実態調査を行う必要があるんじゃないかとい

うことを質問しましたが、実態が把握できなけ

れば、その対策はとれないんですよ。教職員

だって同じだと思っています。

例えば、タイムカードなどの導入とか考えら

れないのですか。教育長にお尋ねいたします。

○教育長（四本 孝君） 現在のところ、県立

学校では、各教員がパソコンに勤務時間を入力

するという方法でやっております。また、市町

村におきましても、同様の方法をとっていると

ころが多いというふうに認識をしております。

昨年度の９月から、これを始めたわけでござ

いまして、今後これがいい方法であるのか、そ

れで的確に勤務時間の把握ができるのかどうか

ということを検証して、お話がありましたよう

なタイムカード等の活用ということも、今後検

討してまいりたいと考えております。

○髙橋 透議員 タイムカードは１台２～３万

円ですか。中学校を入れて300校ぐらいあるんで

すか。ちょっと私の数がアバウトで申しわけな

いんですが、600万とか700万の世界なんだと思

いますが、要は勤務実態の把握をしっかりと

やっていただきたいと思います。

次に、小学校の外国語教育に伴う教職員の負

担ついてお尋ねします。2020年度から、小学校

では外国語教育が本格的に導入されますが、教

員の不安感や負担感を解消するために、教育委

員会としてどのような取り組みを進めているの

か、お尋ねします。

○教育長（四本 孝君） 議員御指摘のとお

り、小学校における外国語教育の早期化・教科

科に伴いまして、教員が、授業の進め方や指導

方法に不安を感じているということは、認識を

しております。

そのため、県教育委員会といたしましては、

昨年度から、県内８校のモデル校において研究

を実施いたしまして、その成果や課題をもと

に、何をどのように教えればよいかということ

について、全ての小学校の教員に対して研修を

行うなど、不安感の解消に努めているところで

ございます。
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また、授業時間数の増加に伴う負担感を減ら

すために、会議の効率化や報告書の簡略化な

ど、授業以外の業務の軽減にも努めているとこ

ろでございます。

○髙橋 透議員 今度の指導要領の改訂でびっ

くりしたのは、子供たちが習得する総語彙数、

単語の数が物すごくふえていますよね、中学

校、高校までひっくるめて。それで、子供の負

担もありますが、授業時間数の増加によって、

教員の負担がまた増しました。この軽減を図る

ために、加配教員をふやす必要があると思いま

すが、県教育委員会の取り組み状況を伺いま

す。

○教育長（四本 孝君） 現在、本県では、国

からの加配措置によりまして、英語を専門的に

指導する「専科教員」を９名配置いたしまし

て、18校で指導を行っております。しかしなが

ら、この数の配置では、教員の負担軽減を図る

上で十分とは言えず、本県独自で「専科教員」

を配置するにも、多額の財政措置が必要であり

まして、厳しい状況にございます。

このため、国に対し、全国都道府県教育長協

議会を通じまして、「専科教員」の増員につい

て要望いたしますとともに、ことし５月には、

私も知事とともに文部科学省に行きまして、直

接お願いをしてきたところでございます。今後

とも、引き続き国へ強く要望し、本県教員が自

信を持って指導に当たることができるように、

環境整備に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○髙橋 透議員 専科教員が９名とおっしゃい

ましたよね。確か全国で1,000名の配置がされた

と聞いているんですが、ということは0.9％です

よ。これ、いつもの配分じゃないですかね。全

人口に対する宮崎県の割合が0.9ですよ。本当に

これは話にならないわけですよね。

そして、しかも18校ですか、近隣の担当を入

れて。237校あると聞きました。１割にも満たな

いですよ。これじゃ、先ほどから申し上げてい

る、教職員への負担、対策をとっても、また新

たな課題が出てきたじゃないですか。本当に大

変な問題だと思っています。

知事と直接、文科省へも行かれたようです

が、引き続き、知事会、全国教育長会一体と

なって専科教員の配置について要望を強めてい

ただきたいと思っています。

今回の質問は、英語で始まり、英語で終わり

ましたけれども、冒頭のダイバーシティー、最

初見たときに、「潜り」「海女ちゃんのまちづ

くり」かなと思ったぐらいなんですよね。先ほ

どの指導要領改訂で英語の総語彙数が、小学校

から高校卒業までで4,000語から5,000語ぐらい

になりました。私たちのときは、中学・高校合

わせて3,000語ぐらいだったと聞きますので、私

は高校でまじめに勉強した記憶もありません

が、それでも私はふだんの生活に不都合を感じ

たことはないわけですよ。今の子供たちは、い

ろんな面で、窮屈で、追い込まれているなとい

うことを申し上げておきたいと思います。

そして、幼い子供の命が奪われております。

「ゆるしてください」「おねがいします」。お

なかをすかして、寒さに凍えて死んでいった５

歳の女の子。本当に胸が痛みます。子供の命、

人権が危機にさらされています。今の時代、教

育のありようも含めて、社会全体で子供の人権

をしっかりと守る仕組みをつくらなければとい

う思いを申し上げて、質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手）

○外山 衛副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。
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次の本会議は、18日午前10時から、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時54分散会
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○ 原正三議長

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、井

上紀代子議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○井上紀代子議員

ございます。県民の声、井上紀代子でございま

す。

通告に従い、一般質問を行います。

今回の質問を行うに当たり、影響を受けた出

来事が２つありました。

１つ目は、６月９日から11日、天皇皇后両陛

下が全国植樹祭に出席などのため福島県をお訪

ねになったことです。両陛下が、東日本大震災

で東北の被災地へ足を運ばれるのは14回目で、

在位中最後の機会との報道がありました。陛下

は、震災発生から５日後に、「被災者のこれか

らの苦難の日々を、私たち皆が、さまざまの形

で少しでも多く分かち合っていくことが大切で

あろうと思います」との異例のビデオメッセー

ジを公表されました。被災者の苦労に国民が目

を向けることの重要さを訴えられた陛下は、み

ずからの言葉を実践し、東北の被災地を訪問し

続けられました。皇后様とともに、一人一人の

手を握りながら会話されるお姿は、地元で生活

する人々の声に耳を傾けることで、被災者の苦

労を疑似体験し、共感することができるとのお

心遣いからだったのだろうと思われます。「事

に当たっては、時として人々の傍らに立ち、そ

の声に耳を傾け、寄り添うことも大切」との陛

下のお言葉は心にしみます。

２つ目は、世界三大映画祭の一つ、カンヌ国

際映画祭で是枝裕和監督の「万引き家族」が最

高賞のパルムドールに輝いたことです。是枝監

督は、一貫して「家族」という普遍的なテーマ

を掲げ、実績を積み上げてこられました。監督

は、「今の日本社会の中で隅に追いやられてい

る、本当だったら見過ごされてしまうかもしれ

ない家族の姿を、どう可視化するか考える」と

言われています。私は、この言葉に強く共感し

ます。子供たちが被害者となる悲惨なニュース

が毎日繰り返し報道されています。目を背けた

くなりますが、今ここで日本社会の中で起きて

いることです。国会論議では、あるものもない

ものとして片づけられていますが、しっかりと

あるものはあると、認識しなければなりませ

ん。可視化してその実態に寄り添える強さが必

要だと思います。宮崎県の子供たちがどんな環

境に置かれていたとしても、しっかりと生活習

慣・学習習慣を身につけ、「生まれてきてよ

かった」「私は愛されている」と実感でき、ど

こからでも人生を選択できる社会をつくり上げ

ることは急務です。まず知事に、宮崎で育つ子

供たちに対する思いを伺います。

壇上の質問は以上とし、以下の質問は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

私は常々、未来を築いていくのは子供たちで

あると考えております。子供の健やかな育ちと

子育てを支援することは、子ども自身やその保

護者の幸せにつながることはもとより、これか

らの社会を築いていく人材を育成する重要な未

来への投資であり、社会全体で取り組むべき最

重要課題の一つであると考えております。

私も、サッカーの少年団やＰＴＡのおやじの

会などを通じまして、子供たちの姿を見る、小

学生ぐらい、非常に幼かったのが、あっという

平成30年６月18日(月)
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間に高校生、大学生、大人となっていく。まさ

に子供たちというのは我々の社会の未来そのも

のであるということを感じるわけであります。

子供や子育て支援につきましては、子供の視点

に立ち、子供の存在と発達が保障される必要が

あるという考え方に基づきまして、基本理念と

して、「「子どもの育ち」と「子育て」をみん

なで支え「子どもの最善の利益」が実現できる

宮崎づくり」を掲げて取り組んでいるところで

あります。

今後とも、宮崎で生まれ、育つ全ての子供た

ち、この宮崎の将来を担う子供たち一人一人が

安心して過ごすとともに、その力を十分に伸ば

し、活躍できるよう、県民の皆様と力を合わせ

て、「日本一の子育て・子育ち立県」の実現に

努めてまいりたいと考えております。以上であ

ります。〔降壇〕

知事、答弁ありがとうござ○井上紀代子議員

いました。

まず、総合交通問題について、総合政策部長

にお尋ねをいたします。

「減便 県内中高４割「影響」」との文字が

新聞に踊りましたＪＲ九州ダイヤ改正では、利

用者調査の結果を受けて、ＪＲ九州本社や宮崎

総合鉄道事業部に対し、ダイヤ見直しなど対応

を求めて要請活動を行ってこられました。御努

力には感謝をいたします。しかし、減便が見直

されなければ、吉都線や日南線はますます厳し

くなると思われますが、ＪＲ九州に対し、どの

ように対応していくのかお伺いいたします。

今回のＪＲ九○総合政策部長（日隈俊郎君）

州のダイヤ改正による大幅な減便等を受けまし

て、県では、減便等の影響を調査いたしまし

て、先月、ＪＲ九州に、調査で確認された沿線

地域住民の日常生活への影響を伝え、ダイヤ改

正等の見直しを強く要請したところでありま

す。ＪＲ九州においては、完全民営化後も、公

共交通機関の使命として、路線の適切な維持や

利用者の利便性を確保するという役割がありま

すので、県としましては、沿線自治体ととも

に、ＪＲ九州にしっかりと地域の実情を訴え、

地域の公共交通機関としての責務を着実に果た

していくよう、粘り強く働きかけてまいりたい

と考えております。また、路線の維持を図るた

めには、一層の利用を促進していく必要があり

ますことから、沿線自治体やＪＲ九州とも連携

しながら、取り組みを強化してまいりたいと考

えております。

15日の報道ですけど、「Ｊ○井上紀代子議員

Ｒ九州減便復活させず 運行時刻の調整と車両

の増で対応したい」というような話が報道でさ

れていたようです。減便された吉都線や日南線

の路線維持のためには、今後、利用促進をどう

取り組んでいくのか、そのことがとても大切だ

と思います。経営する側と利用する側とが一致

しなければ、なかなかそれを残していく、それ

から増便していくなどということは考えられな

いことなんですね。ですから利用促進を、どう

気合いを入れて進めていくのかというのは大切

なことだと思いますが、部長に答弁をお願いい

たします。

県では、吉都○総合政策部長（日隈俊郎君）

線や日南線の沿線人口が減少している状況を踏

まえ、これまでの地域内の利用促進に加えまし

て、今年度は、宮崎牛、イセエビなど県外でも

知名度のある地元食材を活用したツアーやレス

トラン列車の運行、発信力のある大手旅行メ

ディアと連携した路線ＰＲなど、地域外からの

利用をふやす取り組みを、沿線自治体と一体と

なって展開することとしております。また、こ
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うした利用促進の取り組み強化に加えまして、

今月末には、有識者や地元関係者、沿線自治体

のほか、ＪＲ九州も交えたメンバーで構成いた

します「みやざき地域鉄道応援団」を立ち上げ

まして、より効果的な利用促進のあり方などを

検討することとしております。県としまして

は、将来にわたって路線の維持を図るため、今

後とも、沿線自治体やＪＲ九州など官民一体と

なって、利用促進に取り組んでまいりたいと考

えております。

地域の人たちだけの努力と○井上紀代子議員

か人数だと、残っていくということにはなかな

かならないと思うんですね。域外の人たちをど

れだけ集めるかということが、とても大切だと

思います。商工観光労働部と一緒になって、で

きるだけ観光列車みたいなものを含めて、前か

ら私も申し上げておりますが、できたら列車ぐ

らい買っていただきたい。そして、鉄道ファン

の人がどんどん押しかけてくるような、そうい

う沿線にしていただけたらと思っております。

次に、本県で生産される農産物の７割から８

割はフェリーを利用しています。宮崎県の課題

の一つは物流です。長距離フェリーについて、

新会社として運航開始後、どのような利用状況

にあるのか、部長にお尋ねいたします。

長距離フェリ○総合政策部長（日隈俊郎君）

ー航路につきましては、その輸送品の多くが農

畜産物でありますことから、第１次産業を基幹

産業とします「本県経済の生命線」であると考

えております。この航路を長期的かつ安定的に

維持するため、県や宮崎市、県内経済界等が結

束したオール宮崎の支援体制を構築しまして、

新会社が航路を担っていくこととしたところで

あります。新会社として、３月１日から運航を

開始しておりますが、直近３カ月の利用状況に

つきましては、収益の多くを占めます貨物の台

数が、対前年比8.7％の増加となっており、ま

た、旅客につきましても、好調でありました昨

年並みとの報告を受けており、おおむね順調な

経営状況にあるものと考えております。

このカーフェリーは、これ○井上紀代子議員

からの宮崎にとっては大きな大きな力ですの

で、ぜひ、しっかりと支援もお願いをしたいと

ころなんですが、実はこれの宣伝ですね、この

カーフェリーがいかに有効であるかという宣伝

は、もっと強力に発信していただけるといいな

と思っています。

県は、新造船建造については今後どのように

考えておられるのか、部長にお尋ねいたしま

す。

現在の宮崎カ○総合政策部長（日隈俊郎君）

ーフェリーの船舶でございますけれども、船齢

が20年を超えておりまして、耐用年数や他社の

使用年数を考慮しますと、新船建造が急がれる

状況でございます。また、新船建造は、個室を

ふやすことなどにより、快適な旅行を求める県

内外の旅客のニーズに対応するほか、積載台数

の増加を求める県内経済界の声に対応するため

にも、船体の大型化を図る必要があると考えて

おります。さらに、新型エンジンの導入に伴う

燃費改善が期待されるなど、コスト削減を通じ

て、経営安定に大きく貢献するものと考えてい

るところであります。

新船のスペックについて、現在、新会社にお

いて、客室数や貨物の積載能力等の検討を進め

ているところでございまして、県といたしまし

ては、県民・県内経済界のニーズに対応した新

船建造が早期に実現しますよう、新会社や関係

者と一体となって取り組んでまいりたいと考え

ております。
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次に、大変競争力の強いＬ○井上紀代子議員

ＣＣについてお尋ねしたいと思います。

ＬＣＣ成田線の就航を初め、航空ネットワー

クの充実が図られていますが、さらなる充実に

向けて、今後どのように取り組んでいかれるの

か、部長にお尋ねいたします。

本県の航空路○総合政策部長（日隈俊郎君）

線につきましては、この１年の取り組みによ

り、新たにＬＣＣによる成田線やソウル線が就

航するなど、路線が充実したことによりまし

て、首都圏や海外からの交流人口の増加が図ら

れているところであります。

一方で、県民からも、ＬＣＣが運航しており

ます成田線及び関西線の増便を望む声があるほ

か、国際線につきましても、新たな就航先を望

む声があるなど、さらなる充実に向けて、取り

組むべき課題があると認識しております。

本県にとりましては、航空路線は、県民の利

便性向上や、県内経済の活性化を図る上で、大

変重要な交通基盤でありますので、国内のＬＣ

Ｃの増便や新規路線の開設を初め、国際チャー

ター便の誘致などを目指しまして、引き続き、

航空会社への要望活動や利用促進に積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。

ほかの空港も大変な勢いで○井上紀代子議員

このＬＣＣには取り組んでいるようですので、

皆さんが飛びつきやすいような、そして乗りや

すくなっているわけですから、それを十分に活

用できるような状況を早めにつくっていただく

ようにお願いしたいと思います。

次に、林業政策についてお伺いいたします。

今、国会において審議されていた「森林経営

管理法」が可決され、６月１日に公布されまし

た。

この法律は、手入れが行き届いていない森林

を意欲ある担い手に集約する新たな森林管理制

度と言われていますが、新しい制度を担う市町

村の体制や、境界の特定などさまざまな課題が

あり、国会の審議においても、新制度を法の趣

旨どおり運用することは、非常に難しいとの指

摘がされています。

国は、平成36年度からの「森林環境税」に先

行し、来年度から新たな森林管理制度をスター

トすることとし、制度の運用に当たっては、県

も応分の支援をすると伺っております。

そこでまず、森林利活用の前提となります、

林地の国土調査の進捗状況と水源地域保全条例

に基づく届け出の件数及び面積について、環境

森林部長にお尋ねをいたします。

本県の林地に○環境森林部長（甲斐正文君）

おける国土調査の進捗状況は、平成29年度末

で67.4％となっております。また、宮崎県水源

地域保全条例に基づく届け出件数及び面積につ

きましては、平成29年度が429件で971ヘクター

ルとなっております。

さて、この担い手に土地を○井上紀代子議員

集約していくという考え方は、今年度、制度創

設から５年目を迎える農地中間管理事業と同じ

考え方だと思います。

農地の８割を担い手に集約することを目的と

するこの制度についても、その進捗状況のみな

らず、農地中間管理機構が中間保有する農地の

賃料や徴収や支払い事務や相続の対応など、本

来は民民でやっていた事務を全て機構が代替す

るため、保有する農地がふえればふえるほど事

務量が増加してしまうという、制度上の大きな

欠点があると伺っています。

そこで、農地中間管理事業の実績と運用上の

課題、その対策について、農政水産部長にお伺

いいたします。
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平成29年度の○農政水産部長（中田哲朗君）

農地中間管理機構によります農地の貸付面積

は、前年度比45％増の1,540ヘクタールとなり、

事業が始まって以来４年間の累計面積で

は、4,813ヘクタールと、本県の耕地面積の約７

％を占めているところであります。引き続き、

担い手への農地の集積・集約化を着実に推進す

るためには、機構の取り扱い農地の増加に合わ

せて必要となる事務手続や現地調整を行う職員

の確保や、地域においてしっかりと話し合い、

担い手が農地をまとまった形で利用できるよ

う、機構や関係機関が連携してサポートする体

制の一層の強化が必要となります。このため、

県としましては、機構のさらなる体制整備の強

化を図るとともに、市町村、農業委員会など、

施策推進に携わる関係者と一体となって取り組

んでまいりたいと考えております。

農地の場合は、戦後の食糧○井上紀代子議員

難を乗り切るために、早い段階から「農業委員

会」や「市町村の農業振興地域担当」「県農業

振興公社」等の農地制度を運用するための仕組

みが整備されてきています。

今回の新たな森林管理制度は、その理念や目

標に文句を言う人はいないと思いますが、誤伐

や盗伐が後を絶たず、所有者すらわからない森

林も多いという状況にある中で、新たな制度を

的確に進めていくには、県においてもかなり気

合を入れて取り組んでいく必要があると考えて

います。

そこで、新たな森林管理システム導入の課題

と県支援のあり方について、環境森林部長にお

伺いいたします。

新たな森林経○環境森林部長（甲斐正文君）

営管理制度を推進する上では、この制度を中心

的に担う市町村の体制等に課題があることか

ら、この課題解決に向けて、支援を行う必要が

あると考えております。まず、市町村の体制整

備について、市町村をサポートする地域林政ア

ドバイザーをあっせんするとともに、来年度開

講予定のみやざき林業大学校において、市町村

職員向けの研修を実施することとしておりま

す。

次に、本制度では、市町村が経営管理の計画

を作成する必要があるため、計画の基本となる

林地台帳の精度向上のための森林境界の明確化

や、施業履歴の情報提供、森林所有者に対する

意向調査も支援することとしております。

また、この計画に基づき適切な森林整備が進

められるよう、市町村と協力しながら、林業担

い手の確保・育成にも取り組むこととしており

ます。県としましては、この制度が円滑に推進

できるよう、森林組合等と連携し、市町村への

支援に努めてまいりたいと考えております。

農政水産部には、農地中間○井上紀代子議員

管理事業のノウハウがあります。５年間積み重

ねてこられた実績があります。ですから、きち

んとノウハウをお互いに伝え合いながら、市町

村の人たちの人材確保も含めて、市町村がしっ

かりとできるようにぜひお願いしたいと思って

おります。

災害のたびごとに川の上流から下流まで行く

んですが、山がしっかりしていないと災害はふ

えます。そのことを思えば、今後、林業がしっ

かりとされていくことこそ、災害をとめていく

大きな力となると思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。

次に、私の大好きな課題ですが、６次産業化

の推進についてお伺いいたします。

６次産業化については、これまでも多く質問

してきており、県農業振興公社や市町村等と連



- 187 -

平成30年６月18日(月)

携しながら積極的に取り組んでおられることは

承知しております。そこでまず、これまでの取

り組みの結果、本県の地域産業としての視点か

ら、６次産業化の成果をどのように評価してい

るのか、農政水産部長にお伺いいたします。

６次産業化○農政水産部長（中田哲朗君）

は、農林漁業者が加工や販売などに取り組み、

農林水産物に付加価値をつけることで、農家所

得の向上や、地域産業の活性化、雇用拡大につ

ながる重要な取り組みであります。

このようなことから県では、農業振興公社に

６次産業化プランナーを26名配置するなど、積

極的な推進に努めておりまして、国の６次産業

化に向けた総合化事業計画の認定数が、平成30

年５月時点で全国３位の98件となるなど、その

取り組みが着実に広がっているところでありま

す。また、国が公表しております本県の農業・

漁業生産関連事業総販売額は、全国７位の740億

円となっておりまして、６次産業化の成果が地

域産業の発展に大きく貢献しているものと考え

ております。

740億円というのは、地域産○井上紀代子議員

業として、かなりの産業と言ってよいと思いま

すが、はたから見ていると、頑張っている元気

な事業者は思い浮かぶのですが、なかなかその

実態が見えていません。地域経済に寄与するよ

うな６次産業化のモデル事例について、農政水

産部長にお伺いいたします。

本県における○農政水産部長（中田哲朗君）

６次産業化につきましては、加工や直売、観光

農園などさまざまな取り組みが行われておりま

す。その中で、地域全体で６次産業化に取り組

んでいる美郷町の事例では、特産のクリをその

まま栗あんに１次加工して、県外の有名菓子店

と取引を行っているほか、その栗あんを利用し

て、町内の女性グループによる栗きんとんなど

の商品の生産が行われております。

また、高原町の農事組合法人「はなどう」の

事例では、地域で生産した原料でつくったみそ

や麺を販売するとともに、県内の酒造メーカー

と連携して、地域で生産した麦や米を使って開

発されたビールや酒が、地元直売所などで販売

されております。このように地域の特産品を活

用した６次産業化の取り組みは、地域経済の活

性化にもつながっているところでございます。

本県に移住されました歌人○井上紀代子議員

の俵万智さんは、本県を選ばれた理由は「野菜

がおいしいから」と言われています。野菜に限

らず、本県の農林水産物は本当においしいし、

力、つまり生命力があります。

このすばらしい食材に付加価値をつけていく

６次産業化の取り組みが、担い手の高齢化など

で、今後、埋もれていくことがないよう、いま

一層の取り組みが必要と思います。６次産業化

という「点」の取り組みから、「面」、地域産

業への取り組みに育てていく推進方策につい

て、郡司副知事にお伺いいたします。

６次産業化の取り組○副知事（郡司行敏君）

みにつきましては、１次産業が基幹産業であり

ます本県にとりまして、御質問にもありました

ように、農林水産物に付加価値をつけるという

視点、それからフードビジネスを推進していく

という視点から、大変重要な取り組みであると

認識しているところであります。

この６次産業化の推進に当たりましては、意

欲ある農林漁業者のアイデアや情熱を「産業の

芽」として育んでいくことが何より大切である

と、そのように考えております。このため県で

は、平成24年度より、毎年「みやざき６次産業

化チャレンジ塾」を開講しておりまして、これ
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までに271名の修了生を輩出しているところであ

ります。さらに、加工業者や小売業者等との連

携強化を目的に、平成28年度に「みやざき食の

連携研究会」を設置し、６次産業化にかかわる

個々の取り組みを面的に広げ、地域産業として

育くんでいく、そのような取り組みも現在推進

しているところであります。

今後とも、農林漁業者が積極的にこの６次産

業化に取り組んでいける環境を整備し、「６次

産業化の芽」を、地域にしっかりと根をおろ

し、実り多き産業になるよう、取り組みを進め

てまいりたいと考えております。

実は、農業の担い手の方○井上紀代子議員

は、６次産業化が本当に自分たちの力にどんど

んなってほしいと思っていらっしゃるようで

す。ただ、どこかでちゅうちょがあるんです

ね。突き進んでいけない。やっぱりチャレンジ

塾とかを含めて、もっともっと身近に、そこに

参加できるようにできたらいいなと思っている

ところです。ぜひ６次産業化、頑張っていただ

きたいと思っております。

次に、水産振興政策についてお伺いいたしま

す。

６月も半ばとなり、梅雨真っ盛りの季節で

す。夏の宮崎の魚といえばカツオです。宮崎県

は、平安時代にはカツオを朝廷に上納する産地

として指定されていました。

今日に至っても、刺身用の生鮮カツオに使わ

れる「近海カツオ一本釣り漁」は、日南市の28

隻のカツオ船団が日本一の漁獲を揚げており、

東日本大震災の際には、本県のカツオを一番水

揚げしている宮城県気仙沼漁港に最初に水揚げ

することで、復興に向けた大きな希望と勇気を

授けてくれました。

先日、新聞で気になる記事を見つけました。

記事によりますと、カツオが産卵・生育する熱

帯地域でツナの缶詰用に大規模なまき網漁が行

われており、日本近海に北上してくるカツオが

大きく減少しており、カツオ漁が存続の危機に

あるとのことです。そこで、近年のカツオの漁

獲状況と売れ行きについて、農政水産部長にお

伺いいたします。

本県カツオ一○農政水産部長（中田哲朗君）

本釣り漁業におけるカツオの漁獲量は、平成22

年に約２万トンであったものが、平成28年には

約１万2,000トンと大きく減少している状況にあ

ります。その理由としましては、国の研究機関

によりますと、カツオの資源水準は国際的には

高いものの、お話にございましたとおり、熱帯

水域において、まき網により大量に漁獲されて

いることや、日本近海への来遊量が減少してい

るためではないかと言われているところであり

ます。

また、カツオのＰＲ対策としましては、平

成18年から毎年、「みやざき初かつおフェア」

を開催しておりますが、参加店舗数が当初の県

内79店舗から、ことしは県内外合わせて325店舗

にまで拡大しております。また、プロ野球の春

季キャンプや、観光列車「海幸山幸」でのＰＲ

等、メディアやイベント等で積極的にＰＲする

とともに、創作料理の提供などにより消費拡大

を図ってまいりたいと考えております。

先日、テレビで愛媛県の一○井上紀代子議員

本釣り漁が報道されていました。「いや、うち

のほうがすごいよ」と言いたいくらい、テレビ

で見せていただきましたが、本県のカツオ一本

釣り漁が、効率よく漁獲量を揚げられるまき網

漁ではなく、一本釣りにこだわり続けてきたの

は、魚の鮮度とおいしさを追い求めてきたから

だと伺っています。このような危機にある今こ
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そ、宮崎のカツオ一本釣り漁の魅力を、知事を

筆頭にＰＲしていただきたいと考えますが、カ

ツオにかける知事の思いをお聞かせください。

カツオは、本県にとり○知事（河野俊嗣君）

まして重要な漁業資源でありまして、本県の近

海カツオ一本釣り漁業は、平成６年から23年連

続で日本一の漁獲量を誇る、本県漁業生産を支

える重要な産業となっております。また、議員

から御指摘がありましたように、平安時代の

「延喜式」において、日向の国から朝廷に献上

されているという記述もあるわけであります。

この一本釣り漁業は、400年続く県南地域に根差

した伝統文化でもありまして、現在、日南市で

は、日本農業遺産の認定に向けて取り組んでい

るほか、「かつお飯」や「かつお炙り重」など

の料理は、県外のお客様にも好評であり、カツ

オ一本釣り漁業は、地域活性化の大きな核と

なっているところであります。

私自身も、カツオというと、宮崎に赴任する

前は、高知土佐、そしてタタキというイメージ

がありましたが、宮崎がこの一本釣りで日本一

であるということ、さらには刺身で食べるとい

うのは初めて経験をし、これは本当においしい

ものだなと感心したところであります。私自身

も、「みやざき初かつおフェア」におきまし

て、ポスターでの宣伝を行うなど、情報発信に

積極的に取り組んでいるところであります。

また、宮崎の特産品でありますとか観光地を

短歌に詠んでいただく「みやざき百人一首」の

中では、歌人の草田照子さんにカツオを詠んで

いただいております。「はがねなすかつをの大

群ゆく海のひかり潮鳴りさくらふぶきす」と、

こういったさまざまな形でのＰＲに努めなが

ら、カツオ一本釣り漁業の振興とカツオの消費

拡大に、しっかりと取り組んでまいりたいと考

えております。

カツオは、ユネスコの無形○井上紀代子議員

文化遺産の認定を受けた「和食」を支える大切

な食材であります。今後、世界中でカツオの刺

身を食べる食文化が生まれていくこと、それを

私は願っています。その際に、鮮度とおいしさ

にこだわる一本釣り漁は、重要な漁法として評

価されると考えますので、今後、28隻の船団が

１隻たりとも減ることがないように、よろしく

御支援をお願いしたいと思います。

さて、厳しい厳しいと言われてきた水産業で

すが、最近は、各地で元気をもらえる取り組み

が出てきています。まず、延岡市島野浦では、

国内外に居酒屋を展開している企業と組んで、

これまでどおり１時間早い、朝２時に定置網を

揚げ、宮崎空港から東京等に送ることで、その

夜のメニューに朝どれの刺身を提供していま

す。西米良村では、宅配便とバス、ＡＮＡが提

携することで、西米良サーモンを香港に輸出

し、好評を博しています。日南市では、昨年度

から３月から６月に揚がるアジを「めいつ美々

鯵」としてブランド化し、ことしはさらに、脂

肪を測定した７％以上のアジを「三つ星」とし

て差別化することで、かなりの高値で販売して

いるとのことでした。

このような地域の取り組みを、県を挙げて積

極的にＰＲしていくことが、今とても大切だと

思います。水産物のブランド化への支援と今後

期待される新しい水産資源について、農政水産

部長にお伺いいたします。

水産物のブラ○農政水産部長（中田哲朗君）

ンド化につきましては、漁業者の所得向上を

図っていくため、これまで「ひむか本サバ」や

「みやざき金ふぐ」などをブランド認証し、そ

のＰＲ等に努めてきたところであります。
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また、お話にありました「めいつ美々鯵」や

「ぶどうカンパチ」等のブランド化の取り組み

に対しましては、魚肉成分の分析等、ブランド

基準の作成や県内外でのフェアや商談会への参

加に対し支援を行っております。

また、新たな水産資源としましては、アラな

どの単価の高い深海魚を対象とした漁具導入な

どへの支援による新たな漁場開発や、これまで

余り利用されていなかったフカなどを加工品と

して活用し、付加価値向上にも取り組んでいる

ところであります。

今後も関係団体等と連携し、本県水産物のブ

ランド化などに取り組み、漁業者の所得向上に

つなげてまいりたいと考えております。

それぞれ御答弁いただき、○井上紀代子議員

本当にありがとうございました。これからも水

産業、林業、農業、大変期待しておりますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

冒頭、知事から宮崎県に育つ子供たちに対す

る思いをお伺いし、「日本一の子育て・子育ち

立県」の実現に努めてまいりたいとの知事の決

意も聞かせていただいたところです。それで

は、宮崎県の子供を取り巻く現状について、ま

ず情報を共有したいと思います。

出生率は、平成27年、全国8.0、宮崎県8.4、

年少人口割合、15歳未満、平成28年10月現在、

宮崎県13.6％です。合計特殊出生率、平成28

年、全国1.43、宮崎県1.73です。大変接近をし

てきています。

出生数は、平成28年、宮崎県は男性4,526名、

女性4,271名です。全体で8,797人が生まれてい

ます。そして、その中で大変心配しております

のは、低出生体重児の状況です。平成27年度に

おいて、2,500グラム未満の出生数は883人で

す。うち、1,000グラム未満の子が36人、1,000

グラム以上1,500グラム未満の子が45人、1,500

グラム以上2,000グラム未満が109人、2,000グラ

ム以上2,500グラム未満が693人です。私は大変

厳しい状況だと捉えざるを得ないというふうに

思っております。

そしてまた、死産率につきましては、長年の

宮崎県の取り組みもあり、大変向上してきてい

るんですけれども、死産率は、2000年には宮崎

県は46.3で、ワースト１位でした。2005年

が41.4でやはりワースト１位、2010年が３位

で30.1％、2015年が29.4％で２位です。平成28

年になって、やはり26.2％でワースト１位、そ

して平成29年、ようやく23.2％でワースト７位

となりました。

この死産率、それから低出生体重児、これは

とめることができないのかということが大変問

題になると思いますが、やはり妊娠する性を持

つ女性たちが、2,500グラム以上、安全に子供を

育てられる環境になるように、育てにくい子供

にならないようにしていくことが大変大切だと

思っております。

この状況を見るとき、宮崎でも、産む性を持

つということをしっかりと教育する必要がある

のではないかと思います。まず、学校における

性に関する教育は、どの学年からどのように行

われているのか、教育長にお伺いいたします。

性に関する教育は、○教育長（四本 孝君）

児童生徒が生命尊重あるいは男女平等の精神に

基づく正しい異性観を持つことにより、望まし

い行動をとれるようにすることを目標としてお

ります。学校における性に関する指導は、小学

校１年生から始まり、学級活動において、「命

の連続性ととうとさ」や「男女関係なく仲よく

する態度」などについて行われております。ま

た、小学校３年生から始まる保健の授業におき
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まして、「思春期の体の変化」や「心の発達」

などの指導が、発達の段階に応じて行われてい

るところであります。

次に、性の多様性に対する○井上紀代子議員

教育というのは大変難しいと私自身も思いま

す。

先日、男女共同参画センターが主催されまし

た性情報リテラシーの問題についての講座に、

私も行かせていただきましたが、そのとき思っ

たことは、全ての問題を人権問題としてうまく

取り上げて、教育の中で子供たちに対し、性を

単なる「男の子」「女の子」という性差だけに

ついて教育するのではなく、人権教育として教

育する必要性があるということを改めて理解し

たところですが、管理職を含めた教職員に対す

る人権教育に関する研修の実施状況について、

教育長にまずお伺いをしておきます。

学校における性の多○教育長（四本 孝君）

様性に関する教育を推進するためには、教職員

自身が、人権に関する正しい知識と理解を深め

ることが重要でございます。そのために、県教

育委員会といたしましては、全ての公立学校の

管理職を対象とした人権教育研修会や、教職員

を対象とした人権に関する講座等を実施し、そ

れをもとに、各学校で校内研修の充実を図って

おります。

今後とも、これらの研修や講座等の内容をさ

らに充実させ、教職員の人権感覚を高めること

で、子供たち一人一人の違いを個性として捉

え、互いを認め合うことの大切さを理解できる

ように、人権教育を推進してまいりたいと考え

ております。

先ほど取り上げました低体○井上紀代子議員

重児の状況、この状況の先、いろんなことを考

えますと、医療的ケアの必要な子供たちの実態

はどう把握されているのか、そしてまた、障が

い児の現状はどうなっているのかというのが大

変危惧されるところです。一つ一つの丁寧な取

り組みというのをしっかりとやっていく必要が

あるというふうに思っているところです。

ところで、死産率を下げていくために、県と

してどのような取り組みをされてきたのか、そ

こが大変知りたいところなんですが、福祉保健

部長にお尋ねをいたします。

県では、平○福祉保健部長（川野美奈子君）

成27年度に、人工妊娠中絶をされた方たちを対

象として調査を行っており、その結果、妊娠・

出産に関する正しい知識が不足していること、

予期しない妊娠をした場合に相談できる窓口が

十分に知られていないこと等の課題が明らかに

なったところです。

このため、中学生や高校生等に対し、助産師

による講話や、年齢の近い大学生によるカウン

セリングを実施し、正しい知識の普及に努めて

おります。また、産婦人科医会に御協力をいた

だき、それぞれの医療機関において、人工妊娠

中絶を受けた方に対し、再び繰り返さないよ

う、避妊方法の指導等を実施していただいてお

ります。

さらに、中央保健所に開設している女性専門

相談センター「スマイル」について、ポスター

の掲示や案内カードを大型商業施設等に設置す

ることなどにより、周知を図っているところで

ございます。これらの取り組みにより、人工死

産率の改善が図られているところであります

が、依然として全国平均を下回っていますこと

から、さらなる充実に取り組んでまいりたいと

考えております。

この実態をしっかりと受け○井上紀代子議員

とめるとするなら、学校の教育現場のところ
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に、門戸を閉めずに、学校の先生たちだけで

ＬＧＢＴも含めてそうですが 教育をす― ―

るというのは大変困難性があると私は思いま

す。ですから、例えば保健師の皆さんを学校に

お呼びするなり、医者の方をお呼びするなり、

男女共同参画センターの方をお呼びするなり、

学校の教員以外の方たちを学校の中にどんどん

入れ込んでいくということが大変必要なのでは

ないかなと思っているところです。ぜひ教育長

には御一考願いたいと思っています。

次に、子供たちの生活の状況を見ますと、宮

崎県の子供たち、これはまだ平成28年度は暫定

値なので、今、要保護・準要保護就学援助率と

いうのは16.03％になっています。全国は15.23

％ですから、ちょっと高いと言わざるを得ない

というふうに思います。だからと言って全員が

貧困かというと、なかなか難しい点はあります

が、子供たちが置かれている現状は、そういう

状況がある。だから、６人に１人が貧困状態と

言われていることは、宮崎県でもしっかりその

ようであるということが認識できると思いま

す。

次に、養育の状況ですが、宮崎県にあります

児童相談所に来ています相談件数は、養護の相

談、つまり児童虐待とかが入っているんです

が、それが987件、障がいに関する相談が1,797

件、非行に関してが162件、育成に関して 育―

ちにくいとかいろいろなことがあるというのに

が423件、その他で68件、3,437件の相談が―

児童相談所に上がっています。

まず、警察が受理した児童虐待に対する相談

件数についてお伺いいたします。

警察が受理した○警察本部長（郷治知道君）

児童虐待事案に関する相談は、平成29年中は86

件、平成26年中は56件でありまして、年々増加

傾向にあります。

最近、大変問題になってい○井上紀代子議員

ます、警察が行っている児童相談所との連携に

関する現状と今後の取り組みについて、警察本

部長にお尋ねします。

警察では、児童○警察本部長（郷治知道君）

虐待に関する相談を受理した際は、全ての事案

について現場に赴きまして、児童の安全を直接

確認して、安全確保を最優先とした対応をして

おります。児童相談所とは、あらかじめ互いの

連絡窓口を交換いたしまして、各事案の対応に

おいて早期に情報を共有して、的確な対応を

図っているところです。

昨年10月に、こうした情報提供について明確

にする協定を締結いたしましたので、今後も協

定に基づきまして、緊密な連携を図りながら対

応したいと考えております。

それでは、児童虐待対応に○井上紀代子議員

おける児童相談所と警察との連携の状況につい

て、福祉保健部長にもお伺いいたします。

本県の児童○福祉保健部長（川野美奈子君）

相談所におきましては、警察との連携協定に基

づき、警察から通告等がなされた全てのケース

について、子供の安全確認などの必要な対応を

行うとともに、児童相談所からも、警察による

対応が今後必要と想定されるケースについて、

速やかに情報提供しているところでございま

す。また、虐待が疑われる家庭への対応等にお

いて、保護者の抵抗が激しく、子供の安全確認

が難しいケースや、子供や職員に対して危害が

加えられる可能性が高いケースなど、児童相談

所だけでは対応が困難と思われる場合には、警

察の援助を受けて同行訪問を行うなど、警察と

の緊密な連携のもと、児童虐待の未然防止と子

供の安全確保に取り組んでいるところでござい
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ます。

警察と児童相談所と両方か○井上紀代子議員

ら答弁をいただいたんですけれども、具体的な

連携のあり方というのがなかなか見えてこな

い、そういう状況にあります。ただ、今回あり

ました事件のようなことを考えますと、「おね

がい、ゆるして」と書かせるような、そういう

ことがあってはいけないわけで、これから本当

に綿密な、何を称して警察と連携をとるのかと

いうのは大変難しいことだと思いますが、そこ

をしっかりとやっていただきたいと思っていま

す。

先ほどから、宮崎県の子供たちが置かれてい

る状況について、数値を含めてお話をさせてい

ただきましたが、宮崎県の子供の課題として一

つ言えることは、市町村の子育て世代包括支援

センターの機能の充実、これへの支援というの

は決して欠かせないと思います。やはり市町

村、近くのところで包括支援センターに対する

支援をしっかりしていかなければいけない、こ

のことは一つ言えると思います。

もう一つは、子供の貧困対策、子供の居場所

と支援体制の充実、子供の家庭養育の推進、こ

れは欠かせないものなんですけれども、それを

どうしていくのかということに、具体性を持た

せなければいけないと思います。もちろん、措

置権者の３児相の強化、これなくしてそのこと

は実現できないのではないかと私は思っており

ます。先ほどありましたように、児相に相談件

数として上がってくるものは4,000件近くありま

す。それの一つ一つに対応しているわけですか

ら、児相がどのように対応できるのかというの

は、子供たちが貧困とか虐待とかのスパイラル

からどうやって抜け出すかということが、今の

ままでは大変難しいのではないかと思います。

措置権者としての力を持っているのは児相しか

ありませんので、その３つの児相がどう強化さ

れるのかということが大変重要だと思っており

ます。真に自立をするためには、環境が大変大

切なんですね。その環境は、生活習慣であった

り学習習慣であったり、人生を選択できるとい

うことが大変重要だと思います。では、そうい

う環境のところにどうやって早く措置できるの

かということが重要だと思います。

そこで、児童相談所における児童心理司の役

割は大変重要です。体制の強化が必要と考えま

すが、見解を福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

児童相談所○福祉保健部長（川野美奈子君）

における児童心理司などの心理職員は、子供た

ちの傷ついた心のケアを行うなど、被虐待児へ

の対応において重要な役割を担っております。

心理職員の配置につきましては、平成28年度時

点で、常勤職員８名と、心理判定や心理療法な

どの支援を行う非常勤職員９名を配置しており

ました。しかしながら、増加する児童虐待相談

に適切に対応するためには、常勤の心理職員の

体制強化が必要と判断し、平成29年度には３

名、平成30年度には１名を増員して、常勤職員

を計12名としたところであります。今後とも、

虐待を受けた子供たちに十分な支援が行えるよ

う、児童相談所の体制の充実に努めてまいりた

いと考えております。

都城児童相談所に先日、厚○井上紀代子議員

生常任委員会の調査として行かせていただきま

した。常勤職員の方と非常勤職員の方、半々と

言っていいくらいの人員配置ですよね。やは

り、児相は、そういう意味では、個人情報を含

めてセキュリティーをしっかりしなければいけ

ない場所だと思います。それを非常勤でずっと
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やり続けていくことにどんなメリットがあるの

かなと、心配になりました。心理判定も含め

て、心理療法などの支援をしっかりと行うため

には、非常勤ではなく常勤職員をふやしてい

く、そして３児相がしっかりと軽快に動いてい

けるように、困っている子供たちのところに寄

り添えるようにしっかりとしていくということ

が大変重要なのではないかと思いましたので、

そこは改めて児相の強化について、福祉保健部

長はどのようにお考えなのか、お聞かせくださ

い。

議員がおっ○福祉保健部長（川野美奈子君）

しゃいますとおり、児童相談所の役割は非常に

重要でございます。特に、虐待を受けている子

供、措置される子供たち、保護される子供たち

はいろいろな状況にございます。そういったケ

ース一つ一つに丁寧に迅速に対応していくため

には、児相の職員の向上、体制強化が大変必要

であるというふうに考えておりますので、今後

とも、その体制強化にしっかりと取り組んでま

いりたいと考えております。

ぜひ速やかに速やかに、○井上紀代子議員

困っている子供のところに手が届くということ

が大事なんですね。子どもシェルターができた

ということが、先日報道されておりました。こ

の子どもシェルターの問題は、これで問題解決

が全部済むかと言えばそうでもなく、一つ一つ

のこういうものができ上がって、有効に動いた

ときに初めて子供たちは救われていくと思いま

すので、子供たちの養育の現場については大変

厳しいものがありますが、ぜひしっかりと頑

張っていただきたいと思っております。

６月16日、先ほど申しましたが、宮崎県男女

共同参画センター主催で、「子どもの「性」と

メディア～性教育に求められるメディアリテラ

シーとは？～」という講座が開催されました。

講師のメディア学者、ジャーナリスト、大学客

員教授であります渡辺真由子さんは、まとめる

と「ハッピーな性のために。性をめぐる幸せな

コミュニケーションは、お互いを尊重し合う関

係を築くことから、性教育は人権教育」と、

はっきりと言い切っておられました。

私がそこで一つ気になるのは、前財務事務次

官、あの方たちみたいな方が普通にいらっしゃ

るわけですよね、現実に。そして、セクハラに

関する相談窓口やマニュアルの整備などの防止

策を県内の事業者の４割が実施していないこと

が、県の2017年度労働条件に関する調査でわ

かった って、わかってるわけですよ。男女―

雇用機会均等法から10年以上経過しているけれ

ども、やっぱりこの状態なんですね。現実をど

う受けとめていくかということは、大変重要だ

と思います。このような児童虐待やセクハラな

ど、人権に関するさまざまな問題が起きていま

すが、これに対する知事の思いをお伺いいたし

ます。

御指摘のとおり、依然○知事（河野俊嗣君）

として、児童虐待やセクハラなど、さまざまな

人権問題に関する報道、悲惨な事件の報道に接

するたびに、胸塞がる思いもしているところで

あります。被害者が受けた苦痛、悲しみ、絶

望、また御家族の心情を思いますと、このよう

な行為は断じて許されるものではありません。

根絶に向けて粘り強く取り組んでいくことが大

切だと考えております。

氷山の一角という言葉がありますが、これま

での官民を挙げた人権を尊重し、養護するため

の取り組みによりまして、問題があるにもかか

わらず、以前なら取り上げられなかった言動に

注目が集まり、光が当たり、ハラスメント行為
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として議論されるなど、社会全体として、人権

意識が高まっているという傾向はあろうかと

思っております。一方で、水面よりも上に上

がってきているものはふえているにしても、ま

だまだ水面下にあるものがあるのではないか

と、そのような警戒心というものを我々は忘れ

てはならないと考えております。

ことしは、「世界人権宣言」が採択されてか

ら70周年に当たります。この節目の年に、改め

て初心に立ち戻りまして、一人一人の人権が尊

重され、誰もが自分らしく生きていける、その

ような宮崎県となりますよう、引き続き尽力し

てまいりたいと考えております。

私は４月、今年度の初め○井上紀代子議員

に、他県の女性議員さんと一緒にイタリアに

行ってまいりました。そこで学んだのは人権教

育と、あそこは精神病院とかはない国ですの

で、その国のありようというものを見せていた

だきました。

小さいときから人権教育というのがしっかり

されていることを、財政破綻していると言われ

た国ですけれども、改めて大変すばらしいこと

をやっておられるなと思いました。リーダーの

方は、大体が心理の経験者であったり、そのこ

とをしっかりと受けとめた形でやられていると

いうのは大変すばらしいことだなと思っており

ます。

やはり教育長にはお願いしたいのですが、メ

ディアに負けない性教育、メディアに打ちかて

るような性教育をしっかりして、自分を愛せる

子供、そして、この社会の中でしっかりと生き

ていける、そしてまた、リベンジのできる子供

たちに仕上げていっていただきたいと思いま

す。

宮崎県の子供たちに十分な愛情が注がれます

ことをお願い申し上げて、私の一般質問を終わ

ります。ありがとうございました。（拍手）

次は、松村悟郎議員。○ 原正三議長

〔登壇〕（拍手） おはようご○松村悟郎議員

ざいます。自由民主党の松村悟郎です。一昨

日、南九州短期大学で開催された「拉致被害者

奪還のための宮崎大集会」に拉致議連の仲間と

参加いたしました。

シンガポールでの「米朝首脳会談」の成果と

して、「日朝間直接交渉による拉致問題解決」

の可能性が出てくるのではと期待する声も出て

きておりました。改めて、被害者が一刻も早く

家族のもとに帰れることを願うものでありま

す。

質問に入ります。

けさは、大阪北部で震度６弱の大きな地震が

ありました。公共交通もストップし、各地で停

電も起きています。人的被害がないことを願う

ばかりであります。

まず、地震、津波防災対策の住宅耐震化と空

き家解消についてお伺いいたします。

先週も、宮崎市などで震度４を記録する地震

があったところですが、国の地震調査委員会

は、ことしになって、南海トラフ沿いでマグニ

チュード８〜９クラスの大地震が30年以内に発

生する確率が70％から80％に高まったと発表し

たところです。熊本地震は記憶に新しいところ

でありますが、大規模な地震が発生し、耐震性

の低い住宅が倒壊しますと、多数のとうとい人

命が失われるだけではなく、倒壊した住宅によ

り、避難行動や救急・救援活動に支障が出るな

どの人的被害の拡大要因ともなります。

一方、本県における住宅の耐震化の現状を見

ますと、約46万戸とされる住宅のうち耐震性が

不足するものが約10万戸あり、本県の平成26年
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度末の耐震化率は約77％と推計されています。

これを90％にすることで、建物被害は全体で８

万9,000棟から５万8,000棟に減少、さらに、津

波に対する早期避難を実施することとあわせ

て、人的被害は３万5,000人から8,600人へ軽減

されると予想されています。

耐震化は、建物の倒壊による死傷者数を軽減

するだけではなく、出火件数の低減や、家屋か

らの脱出困難者を最小限に抑えることや、津

波、避難経路の倒壊被害を防ぐことで、円滑な

避難に効果があります。建物の耐震化は、地震

津波災害から生命財産を守る必須条件と言えま

す。

そこで、減災効果が高いとされる住宅の耐震

化について、今後一層の取り組みが必要と考え

ますが、本県における耐震改修の進捗状況を踏

まえ、知事の考えについてお伺いします。

以下の質問は質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。住宅の耐震化についてであります。

本県では、南海トラフ地震、津波の発生によ

る甚大な被害が想定されているところでありま

す。東日本大震災の発生以降、やはり津波への

被害の減災というところに意識が集中している

ところでありますが、御指摘のようにけさの大

阪での地震、昨日は群馬での震度５の地震、ま

た、ことしはえびの地震50周年という年でもあ

ります。命を守るという観点からは、県民の皆

様には、ぜひとも減災効果の高い耐震化の工事

を実施していただきたいと考えております。

このため県では、県民の皆様が住宅の耐震化

に取り組みやすくなるよう、耐震改修への補助

制度を創設し、その後、段階的な改修工事も補

助対象に追加するなどの制度の拡充を、国や市

町村と連携をして行ってきたところでありま

す。しかしながら、住宅の耐震化率を、当面の

目標とします90％に高めるためには、建てかえ

によります耐震性の改善を考慮しても、なお約

４万戸の住宅で耐震化の工事が必要でありま

す。今後は、想定される大地震から県民の命を

守るために、市町村や関係団体との連携を強化

し、広く県民に対して、耐震化の重要性と補助

事業の周知に、より一層、積極的に取り組んで

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

次に、津波避難対策特別強化○松村悟郎議員

地域における取り組みについてお伺いいたしま

す。

発生する津波の高さは、私の地元である高鍋

町で最大11メーター、到達時間は最短で20分と

されています。知事の答弁にもありましたとお

り、住宅の耐震化は、自力脱出困難者の数を減

らすなど減災効果が高いとされており、津波到

達が想定される地域においては、耐震化は極め

て重要であると考えます。

そこで、津波避難対策特別強化地域に指定さ

れている沿岸10市町における耐震改修工事の補

助事業の実績について、県土整備部長にお伺い

いたします。

国や市町村○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

と連携して実施しております木造住宅耐震化推

進事業では、平成24年度から耐震改修工事に対

して補助を実施しております。平成29年度まで

の６年間の補助事業の実績は、累計で226件で、

このうち、津波避難対策特別強化地域に指定さ

れている10市町の実績合計は158件で、全体の約

７割となっております。

耐震改修工事の県全体での実○松村悟郎議員

績が６年間で226件ということであります。

平成30年６月18日(月)
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しかしながら、先ほど申し上げましたとお

り、津波による人的被害を３万5,0 0 0人か

ら8,600人に軽減する、そのためには住宅の耐震

化率を90％に高めることが条件となっていま

す。これには、約４万戸の耐震化が必要とされ

るわけですけれども、226戸の改修であります。

この実績は非常に少ないと言わざるを得ませ

ん。住宅の耐震化を一層推進していくために、

どのような取り組みを行っていくのか、県土整

備部長にお伺いします

県としまし○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

ては、これまでもさまざまな機会を通じて、住

宅の耐震化の必要性について、意識啓発を行う

とともに、本事業を活用した住宅の耐震化の促

進に取り組んできたところであります。さらに

昨年度からは、新たな取り組みとして、耐震診

断を行い、改修が必要と判定されたにもかかわ

らず、改修工事に至っていない方々に対しまし

て、積極的な動機づけを行うため、専門的知識

を有する「木造住宅耐震診断士」による戸別訪

問や、工務店等を対象とした、低コストでより

簡便な耐震改修工法の講習会を行っているとこ

ろであります。今後は、このような取り組みに

加え、市町村や自治会、関係団体等を訪問しま

して、耐震化への協力を繰り返し要請し、県内

全域を対象に、出前講座などの啓発活動を展開

して耐震化の重要性や補助事業の周知に取り組

むなど、木造住宅の耐震化を、より一層推進し

てまいりたいと考えております。

南海トラフ地震で同様の大き○松村悟郎議員

な被害が想定されます高知県では、2016年度で

実績が3,386件の耐震診断と1,246件の耐震改修

がなされています。また、和歌山県では、2020

年度までに90％を達成する見込みです。

住宅の耐震化率を向上させないと、人的被害

の軽減対策は進みません。理想的には100％にす

ることでありますけれども、県の地震減災計画

に掲げる90％の達成には、まだまだ努力が足り

ません。また、耐震化は、津波から逃げるため

の避難経路の確保の上で大変重要であると考え

ます。避難ビルの指定や避難タワーの整備は着

々と進められていますし、各地域での避難訓練

も実施され、避難への意識は高まっていると思

いますが、避難経路に面した建物の耐震化につ

いては、特に早急に対策をとっていただくよう

お願いいたします。

次に、空き家バンクの取り組みについてお伺

いいたします。

先週の野﨑議員の質問への答弁でもありまし

たとおり、国の「住宅・土地統計調査」により

ますと、賃貸用や売却用などの一時的に空き家

となっているものを除いた「その他の住宅」に

分類される県内の空き家の数は、平成20年で３

万2,100戸、平成25年では４万3,600戸と推計さ

れており、５年間で、１万1,500戸、約35.8％の

増となっているということでした。ふえ続ける

空き家に対しては、防災・景観等の観点から

も、周辺の生活環境に悪影響を及ぼすものは、

除去などの対策を行うことが重要であります。

一方、まだ使用できる空き家の活用も重要で

あり、市町村には空き家バンク制度を設け、活

用を促進しているところもあります。空き家の

活用に対して、こうした空き家バンク制度が一

つの有効な手段になるのではないかと考えま

す。

そこで、県内市町村における空き家バンクの

設置状況またその登録状況、空き家バンクの効

果について、県土整備部長にお伺いします。

県内市町村○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

の空き家バンクにつきましては、23市町村で設
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置済みであり、空き家の登録件数は、平成30年

５月末時点で合計244件となっております。ま

た、空き家バンクに登録された物件のうち、利

活用されるに至った空き家件数は、「空家等対

策特別措置法」が全面施行されました平成27年

５月以降では、平成27年度が160件中58件、平

成28年度が286件中107件、平成29年度は377件

中145件となっておりまして、空き家の解消に一

定の効果を上げているものと考えております。

空き家の中でも、所有者不明○松村悟郎議員

となっている空き家への対応は、全国でも大き

な課題となっておりますが、現実的には、なか

なか取り組みが進んでいないようです。

「空家等対策特別措置法」では、危険な空き

家、いわゆる「特定空家等」について、市町村

が行政代執行により解体・除去できることと

なっておりますが、空き家は個人の資産であり

ますから、所有者がみずから解体・撤去を行う

ことが基本であり、全てを行政側で対応するこ

とは難しいものと認識しております。しかしな

がら、特定空き家等をそのまま放置すること

は、住民の生命や周辺の生活環境、地域の防災

面からも、大きな問題になると考えられます。

そこで、全国的に、所有者不明の特定空き家等

を対象に、強制的に撤去する事例も出てきてい

ますが、県内の状況と、県としてどのように対

応していくのか、県土整備部長にお伺いしま

す。

特定空き家○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

等のうち、所有者不明のものに対して、市町村

が行ういわゆる略式代執行につきましては、本

県では、現在まで事例はございません。なお、

所有者不明の特定空き家等に対しましては、民

法の「不在者財産管理人制度」を活用し、解体

撤去を行うなど、先進的な取り組みを行ってい

る他県の事例もありますので、引き続き、市町

村に対し、「空き家連絡調整会議」等を通じて

情報提供を行うなど、必要な援助を行ってまい

りたいと考えております。

空き家対策は、市町村の役割○松村悟郎議員

ということでございますけれども、なかなか進

んでいないというのは誰もが思うことだと思い

ます。

さて、県には、住宅供給公社というものがあ

ります。52年前に、勤労者に対して居住環境の

良好な住宅を供給することを目的として、県の

出資により設立され、住宅が量的に不足してい

た昭和40年代から、質の高い団地の開発や住宅

の供給という面で、長い間、民間事業者を先導

する役割を担い、県内各地で１万戸以上の住宅

や宅地の供給を行ってきたところであります。

その公社がかつて開発した大規模住宅団地は

今、購入者の多くが高齢者となって、施設に入

られたり、お亡くなりになったり、また団地で

生まれ育った子供たちも団地に戻る者が少ない

ため、残念ながら空き家が増加しつつあると聞

き、団地の空き家対策は公社でできないのだろ

うかとも思いました。しかしながら、住宅供給

公社は、社会経済情勢の変化により、住宅供給

という所期の目的をおおむね達成したと言える

状況となったことなどから、将来的な解散を見

据えて、資産の整理と業務の縮小、それにとも

なう組織のスリム化を進めており、公社の生え

抜きの職員も、既に全員が定年を迎えた状況に

あると伺いました。

こうしたことから、今から住宅供給公社に空

き家対策を担ってもらうことが容易でないこと

は、理解しております。しかしながら、空き家

対策を担う市町村によっては、専門の職員がお

らず、人的体制が限られる中、一方で、空き家
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は年々増加し、傷みも進み、相談・苦情も増加

し、職員が対応に大変苦慮されていると聞いて

います。このため、空き家の所有者や民間事業

者と、市町村とを結ぶコーディネート的な業務

や、空き家対策を行う団体・組織があれば、市

町村の負担の軽減になるのではないかと思いま

す。

そこで、住宅供給を先導した住宅供給公社の

ように、空き家の活用、解消を推進するため、

県の関与が必要ではないかと考えますが、県土

整備部長の見解をお伺いします。

空き家対策○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

に係る県の関与についてでありますが、県で

は、全国におけるさまざまな取り組みのうち、

先進的なものなどの情報を市町村に提供してき

ております。一例を挙げますと、山形県鶴岡市

のＮＰＯ法人つるおかランドバンクの取り組み

がございます。この団体では、宅地建物取引

士、建設業者や解体業者、土地家屋調査士、司

法書士、建築士などの専門家と、銀行、大学、

行政などさまざまな機関が連携して、空き家の

利活用や解体に成果を上げており、学ぶべき点

の多い事例であると考えております。

このように、空き家対策を民間主導で行うこ

とができれば、対策の推進だけでなく、民間事

業者の仕事量の確保、市町村の負担軽減などメ

リットが多いと考えられますことから、県とい

たしましては、市町村の負担軽減にもつながる

事例を積極的に紹介するなど、市町村の空き家

対策の取り組みを支援してまいりたいと考えて

おります。

県内の空き家戸数は、住宅供○松村悟郎議員

給公社設立直後の昭和43年には１万860戸であっ

たものが、平成25年には７万4,200戸と、大きく

ふえております。もう10年ほど前に空き家問題

が顕在化していれば、住宅供給公社を、空き家

対策を担う組織ヘと衣がえさせるような判断も

あり得たのではないかと残念に思っています。

ことしは、５年置きに実施される総務省の「住

宅・土地統計調査」が行われる年でありますの

で、県内でも空き家戸数が調査されます。前回

よりさらにふえているのではないかと懸念され

ます。

空き家対策は、市町村が中心的に担うことと

されておりますが、空き家の増加は、防災・防

犯上、問題であり、また景観や衛生の悪化を招

きますので、市町村における空き家対策が円滑

に進むよう、県においては、市町村に対する助

言・指導を適切に行っていただきますよう、お

願いします。

次の質問に移ります。

本県では、南九州古墳群の世界文化遺産登録

に向けて、積極的に取り組んでいるところだと

思います。西都原古墳群、新田原古墳群、生目

古墳群に、新たに持田古墳群を加え、県を中心

に西都市など関係自治体とも連携し、平成25年

度から調査研究や機運の醸成に取り組まれてい

ますが、先日、西都市が中心となって取り組ん

だ、「古代人のモニュメント 台地に絵を描く

南国宮崎の古墳景観」が日本遺産に認定されま

した。これは、４世紀から６世紀、７世紀へと

古墳群の変遷を体感してもらい、あわせて古墳

群の景観を楽しむストーリー設定が評価された

ものと聞いています。

全国から76件の申請があり、うち本県から今

年度の認定を目指して３件の申請が行われ、全

国で13件が認定を受けています。今回、本県で

初めて認定を受けました、この日本遺産とはど

のようなものなのか、教育長にお伺いします。

日本遺産でございま○教育長（四本 孝君）
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すが、平成27年度から始まった文化庁の事業で

ありまして、文化財と景勝地や祭り、食などの

観光資源をつなぎ合わせて、地域の歴史的魅力

や特色を表現したストーリーを認定するもので

ございます。認定されました自治体では、国の

補助を受けながら、情報発信やイベント開催な

ど、さまざまな施策が行われ、国内外の観光客

が訪れる魅力的な地域づくりが進むものと期待

されているところでございます。なお、日本遺

産には、これまでに全国で67件が認定されてお

りまして、東京オリンピック・パラリンピック

の開催されます2020年までに100件が認定される

予定でございます。

日本遺産の認定は大変すばら○松村悟郎議員

しいことでありますが、一方でこれを機に期待

が高まる「西都原古墳群をはじめとする南九州

の古墳群」の世界文化遺産についてでありま

す。

この世界文化遺産ヘの取り組みについては、

これまでも、丸山議員、濵砂議員を初め、本会

議で質問され、西都原古墳群を代表する男狭穂

塚、女狭穂塚の御陵墓参考地の整備について

は、私も宮内庁に要望にまいりました。そうし

た中、県では、平成25年度から、教育委員会文

化財課に担当職員を配置し、平成27年度から

「世界遺産調査研究事業」を立ち上げるなど、

取り組みを進められています。今年度は「長崎

と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」が登録

され、来年度は「百舌鳥・古市古墳群」がユネ

スコで審議される予定となっています。

このような動きがある中、世界文化遺産登録

についての動きや見込みについて、なかなか伝

わってこないところであります。そこで、世界

文化遺産の登録について、現在の状況を教育長

にお伺いします。

世界文化遺産に登録○教育長（四本 孝君）

されますためには、まず、国内の暫定リストに

掲載される必要がございますが、現段階では、

見直しについての具体的な動きがなく、「西都

原古墳群をはじめとする南九州の古墳群」につ

きましては、残念ながら掲載には至っておりま

せん。そのため、県といたしましては、暫定リ

ストの見直しについて、継続的に国への要望を

行っているところでございます。

本県には、世界農業遺産、ユ○松村悟郎議員

ネスコエコパークなど、その価値が認められた

世界ブランドが幾つかありますが、やはり世界

文化遺産となりますと、非常に大きなインパク

トがあると思います。しかしながら、答弁にあ

りましたように、国内暫定リストの追加を含め

た見直しがなされていないことなどを考えます

と、大変厳しい状況にあり、暫定リスト掲載に

向け粘り強い気持ちで取り組まなければなりま

せん。

先ほどお尋ねしました日本遺産のブランド

を、大いに活用していく必要があると考えま

す。そこで、世界文化遺産登録に向けて、この

高いハードルをクリアするために、今後どのよ

うに取り組むのか、教育長にお伺いいたしま

す。

県といたしまして○教育長（四本 孝君）

は、暫定リストへの掲載を目指して、関係市町

と連携し、古墳群の調査研究や普及啓発活動

等、さまざまな取り組みを実施しているところ

であります。特に、南九州の古墳群のすぐれた

景観は、国内外の研究者にも高く評価されてお

り、昨年度から、ドイツの大学と共同で、景観

に着目した古墳群の調査と研究を進め、新たな

価値づけや評価など、その磨き上げについて取

り組んでいるところでございます。これらの調
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査成果の報告も含め、今後、国への要望を行い

ますとともに、関係市町と一体となって、新た

に認定された日本遺産における取り組みも活用

しながら、世界文化遺産登録に向けて、積極的

に取り組んでまいりたいと考えております。

世界文化遺産登録について○松村悟郎議員

は、息の長い取り組みが必要なようでありま

す。県としては、「やり通す」という覚悟が必

要となってくると思います。ここで、知事が先

頭に立って取り組んでいただきたいと思うので

すが、世界文化遺産登録に向けて、知事の思い

をお伺いします。

今回、本県で初めて日○知事（河野俊嗣君）

本遺産の認定を受けました「南国宮崎の古墳景

観」につきましては、これまでの世界文化遺産

登録に向けた取り組みの成果の一つでありまし

て、改めて、その価値が評価されたものと考え

ております。議員から御指摘のありました世界

文化遺産登録に向けて先行しております「百舌

鳥・古市古墳群」につきましては、古墳自体は

大変巨大なものでありますが、周辺が市街地と

して開発されている。それに比べまして、今、

教育長が答弁しましたように、本県の古墳とい

うものが昔ながらの古墳景観を保たれていると

いうことが、非常に貴重なものであるというこ

とであります。世界文化遺産の登録に向けまし

ては、長い期間を要すると考えておりますが、

関係する市町とともに、「日本遺産」のブラン

ドも活用しながら、国内外への情報発信や調査

研究を進め、世界に誇れるすばらしい歴史遺産

となるよう、しっかりと取り組んでまいりたい

と考えております。

西都原を中心とした南九州の○松村悟郎議員

古墳群は、日本の中でも最もすばらしい古墳群

だと信じております。これまで以上に、全力で

取り組んでいただきますよう、お願いをいたし

ます。

次に、外国人材の受け入れと共生社会づくり

についてであります。

我が国は少子高齢化が進み、人口減少社会に

突入しており、人手不足が深刻な問題となって

います。それに伴い、日本国内に居住し働く外

国人は、今後ますますふえてくると思われま

す。都市部だけではなく、全国的に外国人が増

加しており、本県でも町なかや、就労現場で外

国人の方を目にする機会がふえてきたと実感し

ています。

そこで、まずお尋ねしますが、県内の外国人

労働者は５年前と比較してどの程度ふえている

のか、また、在留資格や産業別の就労状況はど

うなっているのか、商工観光労働部長にお伺い

いたします。

宮崎労働○商工観光労働部長（井手義哉君）

局によりますと、県内の外国人労働者は、平

成29年10月末現在3,490人で、平成24年の1,634

人に比べますと、約2.1倍と大きく増加しており

ます。その主な内訳は、技能実習生が2,342人と

大部分を占めておりまして、そのほかは、永住

者などの身分に基づく方が423人、専門的・技術

的分野の在留資格の方が313人などとなっており

ます。

また、産業別の構成比で見ますと、製造業が

約47％、農林業が約15％、卸小売業が約７％な

どとなっております。一方、全国の構成比で

は、製造業が約30％、卸小売業が約13％、農林

業が約２％などとなっておりまして、本県は製

造業、農林業の比率が全国に比較すると高く

なっております。

外国人労働者だけではなく、○松村悟郎議員

外国人留学生の数も全国的にふえていると聞き
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ます。政府は2008年に「留学生30万人計画」を

打ち出し、2020年度までに外国人留学生を当時

の14万人から30万人に拡大する目標を定めまし

た。昨年５月の段階で、全国の留学生数は約26

万7,000人ということであります。このまま順調

に行けば、目標達成は間違いないのではないか

と思います。

本県でも外国人留学生がふえていると思われ

ますが、県内の大学や専門学校における外国人

留学生の数は、５年前と比較してどの程度ふえ

ているのか、商工観光労働部長にお伺いしま

す。

宮崎地域○商工観光労働部長（井手義哉君）

留学生交流推進協議会の調査によりますと、県

内の大学や専門学校における外国人留学生の数

は、平成29年５月１日現在で463人でありまし

て、平成24年の170人に比べますと、約2.7倍と

大きく増加しております。

外国人労働者や外国人留学生○松村悟郎議員

も、それぞれ増加しているとの答弁をいただき

ましたが、それ以外にも、永住者を含め本県で

暮らす外国人の数は相当ふえているのではない

かと思います。そこで、永住者を含む本県の外

国人住民の総数は、５年前と比較してどの程度

ふえているのか、商工観光労働部長にお伺いし

ます。

法務省の○商工観光労働部長（井手義哉君）

「在留外国人統計」によることになりますが、

永住者を含む本県の外国人住民の総数は、平

成29年12月末現在で5,78 3人で、平成24年

の4,125人と比べますと、約1.4倍と増加してお

ります。

これら外国人住民の増加に伴○松村悟郎議員

い、言葉や生活の面などで、さまざまな課題が

生じているのではないかと思います。

国においては、外国人住民が、言語、文化、

生活習慣、価値観などの違いを認めながら、共

に地域の一員として協力し合う「多文化共生」

の地域づくりを推進していると聞きます。そこ

で、外国人の方が安心して暮らせる多文化共生

社会づくりに向けた県の取り組みについて、商

工観光労働部長にお伺いいたします。

県におき○商工観光労働部長（井手義哉君）

ましては、多文化共生社会づくりを推進するた

め、みやざき国際化推進プランに基づきまし

て、宮崎県国際交流協会と連携し、外国人住民

のための法律・生活相談や、日本語講座、防災

講座等を開催するとともに、外国人を支援する

ボランティアの育成に取り組んでおります。

また、防災パンフレットや、公共施設等にお

ける案内表示の多言語化など、多言語表記を推

進しているところでもあります。さらに、多文

化共生の意義を広く県民の皆さん方に知ってい

ただくため、広報紙やホームページ等による啓

発を行うとともに、県民向けの異文化理解講座

等を開催しております。

今後、外国人の一層の増加など国際化の進展

が見込まれますので、引き続き、外国人住民が

地域社会において安心して生活を送ることがで

きるよう、必要な取り組みを行ってまいりたい

と考えております。

調理師専門学校への留学生が○松村悟郎議員

急増しているそうです。

和食がユネスコ無形文化遺産に登録されて以

降、ここ数年でアジアを中心に2.4倍の424名が

学んでいるそうです。また、大分県別府市の立

命館アジア太平洋大学では、アジアを中心に世

界90カ国から留学生が約3,000名在籍し、国際化

が最も進んだ大学の一つと評価される大学で

す。アジアの成長力を日本経済の推進力に生か
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すには、多くのアジアの優秀な人材に日本に来

てもらうことが最も重要で、さらに高度な技術

や知識、斬新な発想力を持ったアジアの優秀な

人材が日本に定住すれば、日本とアジアの経済

のイノベーションや相互理解を飛躍的に進展さ

せていくことになるだろうと、学長のコメント

が書かれています。単に人手不足解消のための

賃金の低い労働者確保の受け皿とならないよう

に、ともに、これからの日本をつくっていくパ

ートナーとして、外国からの人材の受け入れに

取り組んでいくべきだと考えています。

次に、大学入学共通テストについてでありま

す。

グローバル化の進展や情報化、技術革新の進

展など、急激に変化する社会において、教育の

役割はますます重要になっています。この時代

の変化に対応するために、国では、大学入試制

度改革を進めており、現在の高校１年生が高校

３年生になる2020年度には、現在行われている

大学入試センター試験にかわって、大学入学共

通テストが導入されてまいります。

そこで、大学入学共通テストが新たに導入さ

れることになった背景について、教育長にお伺

いします。

急激な社会の変化に○教育長（四本 孝君）

伴いまして、これからの時代を支える若者たち

には、今まで以上に文化や価値観の違う人たち

との対話や、人間にしかできない複雑な状況に

応じた思考力や判断力が求められるようになっ

ております。したがって、これからの学力は、

単に知識を暗記するだけではなく、それらを活

用しながら、多様な人たちとのコミュニケー

ションを通して、異なる考えや意見も取り入

れ、柔軟に課題に向き合い、解決していく力が

求められております。大学入学共通テストは、

このような新たな時代に求められる学力の視点

に立って、大学教育を受けるために必要な能力

を把握することを目的として導入されるもので

あります。

大学入学共通テストは、これ○松村悟郎議員

からの時代を生きるために必要な学力を評価す

るためのものということですが、新たに導入さ

れる大学入学共通テストと、現在行われている

大学入試センター試験との違いについて、教育

長にお伺いします。

現在行われておりま○教育長（四本 孝君）

す大学入試センター試験は、マークシートによ

る選択式の問題でありますが、平成32年度から

新たに導入されます大学入学共通テストでは、

大きく２つの点が変更されます。

１点目は、従来の選択式の問題に加え、国語

と数学において、記述式の問題を導入すること

としており、平成36年度からは、地理歴史・公

民や理科でも導入する予定となっております。

２点目は、英語におきまして、これまで「読

む」「聞く」だけの技能を評価しておりました

が、外部検定試験を活用し、「話す」「書く」

を含めた４技能を評価するようになります。

大学入学共通テストでは、大○松村悟郎議員

きな変更が２つあることはわかりました。で

は、県教育委員会としては、この変更に対して

どのような対応をされているのでしょうか。大

学入学共通テストでは、記述式の問題が導入さ

れるということでありますが、それに対する取

り組みについて、教育長にお伺いします。

大学入学共通テスト○教育長（四本 孝君）

の記述式の問題は、複数の情報を読み取り、自

分の考えを、根拠を示しながら論理的に記述す

る力が問われるようになります。そういった生

徒の力を育成するためには、日々の授業の中
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で、対話を通して課題を解決していくような、

「主体的・対話的で深い学び」を踏まえた授業

実践が、教員に求められております。そのた

め、現在、生徒が主体的に話し合ったり発表し

たりする場面を取り入れた授業の公開や、実際

の授業をもとに教員同士が協議をする研修会な

どを通して、授業力向上や授業改善の取り組み

を進めているところでございます。

次に、英語については、英語○松村悟郎議員

４技能を評価するようになるということであり

ますが、それに対する取り組みについて、教育

長にお伺いします。

英語４技能を生徒に○教育長（四本 孝君）

バランスよく身につけさせるために、先進的な

指導方法についての研修を、全ての英語教員に

対して実施いたしますとともに、生徒の言語活

動を充実させるための研究校を指定し、大学等

と連携した授業公開や研修等を実施しておりま

す。その中でも、「読む」「聞く」の技能に加

えて、新たに評価される「話す」「書く」の技

能を育成するために、生きた英語に接する機会

となる外国語指導助手（ＡＬＴ）を効果的に活

用し、生徒が自分の思いや考えを話したり書い

たりするような活動を、授業に多く取り入れる

ようにしております。

変更点に対する県教育委員会○松村悟郎議員

の取り組みについては、ある程度理解いたしま

した。しかしながら、大学入学共通テストを実

際受験することになる現高校１年生、そしてそ

の保護者は、大学入試制度の変更について、大

きな不安を持っていることと思います。その不

安を解消するためには、生徒に、大学入学共通

テストに対応した学力を、全ての教科において

身につけさせることが重要だと考えます。そこ

で、大学入学共通テストに必要な学力を身につ

けさせるための取り組みについて、教育長にお

伺いします。

大学入学共通テスト○教育長（四本 孝君）

の導入は、高校と大学、そして、それをつなぐ

大学入試が、連続したものとして一体的に変わ

る、大きな教育改革の一つであると捉えており

ます。そこでは、社会とのつながりを意識しな

がら、未来をつくり出すための「知識・技能」

「思考力・判断力・表現力」「主体的に学習に

取り組む態度」などの学力が、生徒の発達段階

に応じて求められております。

そのため、そのような学力を身につけさせる

「主体的・対話的で深い学び」を踏まえた授業

実践について、それぞれの教員が試行錯誤を重

ねながら、日々の授業改善に取り組んでおりま

す。県教育委員会といたしましては、生徒や保

護者が安心して受験に臨めるように、大学入学

共通テストを含む教育改革の動向を的確に伝え

ていくとともに、本県の生徒たちが、将来の夢

の実現に向けて前進できるよう、全力で支援を

してまいりたいと考えております。

今回は、大学入学共通テスト○松村悟郎議員

への対応について質問しましたが、この新テス

トが、変化の厳しいこの社会を生き抜く力を身

につけさせるための高等学校教育、大学教育、

大学入学者選抜の一体的な教育改革の一つであ

り、県教育委員会、高等学校・教員も、その対

応に取り組んでいることがわかりました。単な

る大学入試対策としての学力だけではなく、社

会で生き抜く働く力を、宮崎の子供たちに身に

つけさせていただきたいと思います。

次に、大人のひきこもりについてでありま

す。

ＳＮＥＰという言葉を聞いたことがあります

か。孤立した無業の人々の略語であります。20
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歳から59歳の結婚したことがなく、学生でもな

く、家族以外との人づき合いがない、孤立状態

にある無業者と定義され、推定では160万人以上

もいるとされています。中高年ニートよりも年

齢層が広く、こうした方々は、そのまま年を重

ねたとき、やがて親はいなくなり、貯金も尽

き、場合によっては、生活保護を受ける可能性

や、犯罪に巻き込まれるケースなども危惧され

ます。

ＳＮＥＰは、外出する人も含まれているた

め、ひきこもりと完全に一致するものではあり

ませんが、ひきこもりについては、30代、40代

といった世代の増加が懸念されています。

小学校、中学校、高等学校の子供の不登校、

ひきこもりについては、学校や地域内である程

度の対策がとられていると思いますが、大人の

ひきこもりに対する対策はとられているので

しょうか。この問題を放置しておくと、今後大

きな社会問題となるのではないかと考えます。

そこで、大人のひきこもりの問題について、

県はどのように認識しておられるのか、福祉保

健部長にお伺いします。

これまでの○福祉保健部長（川野美奈子君）

内閣府の調査により、ひきこもりの長期化が認

められているところでありまして、今後、30代

以降のいわゆる大人のひきこもりの増加が見込

まれております。ひきこもりは、本人だけでな

く、家族や職場などさまざまな要因が複雑に絡

み合っているため、その対応は難しくなってお

ります。さらに、長期化するとひきこもりの状

態から抜け出しにくくなるとともに、家族も高

齢となり、収入が途絶えたり、病気や介護の問

題が生じるなど、家族の孤立や困窮につながる

おそれがあることから、社会全体で考えていか

なければならない問題であると認識しておりま

す。

大人のひきこもりについて○松村悟郎議員

は、該当する方々がどの程度いるのか把握する

ことはなかなか困難であるとは思いますが、こ

の問題を解決するためには、しっかり実態を把

握した上で、今後の対策を講じていく必要があ

ると思います。そこで、本県の大人のひきこも

りの現状について、福祉保健部長にお伺いしま

す。

本県では、○福祉保健部長（川野美奈子君）

平成26年度にひきこもり地域支援センターを設

置し、本人や家族等からの相談に対応している

ところであります。平成29年度に相談のあった

ひきこもりの方は84人であり、年代別に見ます

と、20代が最も多く31人、率で37％、次いで30

代が23人で27％、40代が12人で14％となってお

ります。相談に来られない方の状況につきまし

ては、把握することができないため、県では今

年度、５月から民生委員の皆様に御協力いただ

き、ひきこもりの状態にある方の年齢や家族構

成、ひきこもっている期間などについてアンケ

ート調査を実施しているところでございます。

ひきこもりの方々や御家族の○松村悟郎議員

抱える問題は、さまざまなものがあると思いま

すし、また、ひきこもりが長期化するほど複雑

な問題を抱えやすくなるでしょうから、対象者

の状態に応じて適切な支援を行うことが、何よ

り重要であると考えます。

そういう意味で、ひきこもり地域支援センタ

ーの役割は大変大きいものがあると思います。

ひきこもり地域支援センターでは、相談者に対

してどのような支援を行っているのか、福祉保

健部長にお伺いします。

ひきこもり○福祉保健部長（川野美奈子君）

地域支援センターでは、保健師や精神保健福祉
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士から成るひきこもりコーディネーターを配置

し、電話や面接による相談に加え、本人の状況

に合わせて、訪問による相談対応も実施してお

ります。また、ひきこもりの方は、就労の問題

や貧困、健康問題などさまざまな課題を抱えて

おられますことから、就労や生活面等の関係窓

口を紹介するなど、きめ細かな支援を行ってい

るところでございます。

ひきこもりの方々を支援する○松村悟郎議員

ためには、まずは相談窓口に足を運んでもらう

ことが必要でありますので、相談に来られない

方々にどうやって働きかけ、把握していくかが

重要だと考えます。現在も相談窓口の周知に取

り組んでいるとは思いますが、ひきこもり状態

にある方や、その御家族に対し、しっかり情報

を伝えるとともに、相談がしやすくなるような

工夫が必要ではないかと考えます。県内には、

ひきこもり問題に取り組む民間団体もあると聞

きますが、相談窓口に来られない方について、

民間団体等と連携するなどして対応できない

か、福祉保健部長にお伺いします。

ひきこもり○福祉保健部長（川野美奈子君）

に悩んでおられる本人や家族の中には、相談窓

口の情報が届いていない方や、窓口を知ってい

ても相談しにくい方もおられるのではないかと

考えております。このため県では、ひきこもり

の方や家族に接する機会のある民生委員に御協

力をいただき、ひきこもり地域支援センターや

その他の相談窓口の周知を図っていくととも

に、民間の家族会とも連携しながら、相談会や

学習会などの支援活動を行っているところであ

ります。ひきこもりにつきましては、地域のさ

まざまな方がかかわり、自立に向けての段階的

な支援を行うことが大切でありますので、市町

村や民間団体の御意見や、先ほど申し上げまし

たアンケート調査の結果を参考にしながら、効

果のある対策について検討してまいりたいと考

えております。

ひきこもりの高齢化が深刻に○松村悟郎議員

なっております。支援団体「全国ひきこもり家

族会連合会」の調査によると、ひきこもりの平

均年齢は、10年前より４歳高く、34.4歳。当事

者のいる家族の平均年齢も64.5歳。中でも80代

の親が、無職で引きこもる50代の子の面倒を見

る「8050」問題の実態把握も、課題となってい

ます。長年ひきこもる息子の母親は「私が死ん

だら、この子の生活はどうなるのか」と、深い

悩みを述べられています。

大人のひきこもりは、近年でこそ、テレビや

報道でも取り上げられるようになってきました

が、相談の窓口に来られ、みずから解決への一

歩を踏み出せる方は一部であり、それ以外の多

くの方々が、私たちの身の回りに存在している

ということを認識しなければなりません。

社会的孤立や排除に対して、「他人事ではな

いという意識」の広がりを期待し、注意深く丁

寧に必要な対策を講じていくことが、社会全体

の豊かさにつながると思います。また、そうな

ることを願い、私の一般質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○ 原正三議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時47分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開○外山 衛副議長

きます。

次は、日髙陽一議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さんこん○日髙陽一議員
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にちは。宮崎のひなた、日髙陽一です。

一般質問４日目、１週間で一番眠くなる月曜

日の午後ですけれども、質問が子守歌にならな

いように頑張ってまいりますので、どうぞよろ

しくお願いいたしします。

午前中、松村議員からもありましたが、け

さ、関西地区で震度６弱の地震が発生しまし

た。被害状況が大変心配であります。きのう

も、群馬県南部で震度５弱の地震。そして一昨

日には、千葉県南部で震度４の地震が起きてお

ります。３日連続で大きな地震が起きておりま

す。先週火曜日には、宮崎市でも震度４の地震

がありました。最近多発している地震ですが、

南海トラフ大地震に備えて、しっかりと防災対

策をしなければならないと思ったけさの地震で

ありました。

この防災対策といえば、我々の宮崎県におい

ても、地震や台風などの自然災害への備えだけ

ではなく、口蹄疫の備えも重要となります。

2010年の４月に本県で発生した口蹄疫は、29

万7,808頭の命を奪い、経済損失額は2,350億円

と言われております。畜産農家はもちろん、県

内全域に大きな損害を出しました。この口蹄疫

が発生する前には、韓国で口蹄疫が発生し、そ

の後、この宮崎で大きな被害を残しました。衝

撃が大きかったため、鮮明に覚えていらっしゃ

ると思います。

宮崎県では発生当時、徹底した防疫対策が行

われました。私も、車両消毒に参加いたしまし

た。県民一丸となって取り組んだ防疫対策でし

たが、口蹄疫発生から８年が経過する今、ゴル

フ場などの防疫マットの不十分なところがある

との話も聞いています。人の記憶は薄れていく

ものです。今、再び韓国や中国で、ことしに

入ってからも口蹄疫が発生しています。

私たちは、もう二度とあのつらい経験をしな

いためにも、改めて万全の防疫体制を考えなけ

ればならないと思いますが、本県の水際防疫対

策の取り組みについて、郡司副知事にお伺いい

たします。

以下の質問は、質問者席よりお伺いいたしま

す。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○副知事（郡司行敏君）

す。

韓国での口蹄疫の発生を受け、県では、畜産

農家に対し、農場防疫の一層の強化を周知する

とともに、空港、港湾、ゴルフ場等に対しまし

ても、水際防疫の徹底を改めて依頼し、あわせ

て動物検疫所と連携して、海外渡航者に対する

緊急的な啓発も実施したところであります。

また、毎年４月には家畜の「特別防疫月間」

にあわせて、知事による水際防疫の協力要請を

行っておりますが、宮崎空港では、独自に、国

際線を初め全ての搭乗口に、消毒効果や歩行者

に配慮した、液はね防止加工を施した幅の広い

消毒マットを設置いただいており、また、動物

検疫所におけるゴルフシューズの靴底消毒も実

施されているところであります。さらに今回、

私が要請に参りました宮崎カーフェリーにおき

ましても、車椅子利用者等にも配慮した消毒

マットを通年で設置されており、しっかり対応

いただいていると感じたところであります。

本県の空港や港湾におかれましては、このよ

うに全国のモデルとなる対応が行われておりま

すが、今後とも、防疫の基本となる農場防疫に

加え、関係団体とも連携しながら、水際防疫の

強化にしっかり取り組んでまいります。以上で

す。〔降壇〕

ゴルフ場の玄関はもちろんな○日髙陽一議員

んですけれども、ゴルフシューズを履いてコー
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スに出る裏口もしっかりと防疫対策をお願いし

たいと思います。見えない悪魔。二度と同じ思

いをしないように、引き続きよろしくお願い申

し上げます。

次に、農水産物の輸出についてですが、香港

の知人が、宮崎出身の方の居酒屋「元気一杯」

で「ひなたマルシェ」と称して、本県産の農水

産物や加工品の直売会を行っております。非常

に好評と聞いておりまして、きのうは４回目の

直売会が行われたようです。宮崎で育った元気

いっぱいの農水産物が海外で人気が出ていると

伺っておりますけれども、本県農畜水産物の輸

出の現状について、農政水産部長にお伺いいた

します。

平成29年度の○農政水産部長（中田哲朗君）

本県農畜水産物の輸出実績につきましては、前

年度比135％の約46億4,000万円と、過去最高を

記録したところでございます。

品目別に見てみますと、特に牛肉が、昨年９

月の台湾での輸出解禁後、国内第１号で輸出す

るなどして、前年度比141％の約35億円と大きく

伸びております。また、アジア各国で人気が高

まっておりますカンショが、前年度比120％、海

外でニーズがある有機栽培茶を中心としたお茶

が、前年度比348％、養殖ブリが前年度比134％

と、順調に伸びてきております。

今後とも、生産者や企業・団体等と連携しな

がら、さらなる輸出拡大に努めてまいりたいと

考えております。

この伸びには、もちろん生産○日髙陽一議員

者、関係者の皆さんの努力もあると思いますけ

れども、県では４年前から輸出促進コーディネ

ーターも配置されて動いています。

それぞれの国のコーディネーターが、それぞ

れのやり方で宮崎を売り出していただいている

とは思いますが、初めの配置から３年たった

今、県産品販路拡大のための、県が海外に配置

している輸出促進コーディネーターの成果につ

いて、商工観光労働部長にお伺いいたします。

県では、○商工観光労働部長（井手義哉君）

みやざきグローバル戦略に基づき、香港、シン

ガポール、北米、ＥＵ及び台湾の５つの地域

に、現地に精通した輸出促進コーディネーター

等を配置しまして、県産品の売り込みや、県内

企業とバイヤーとのマッチング支援など、各市

場の特性を踏まえながら、販路開拓に努めてい

るところであります。

こうした活動により、例えば、香港におきま

しては、県北の３つの蔵元が連携したビール、

焼酎、日本酒の輸出、国際見本市出展を契機と

した県産豚肉の輸出につながっており、また、

シンガポールにおきましては、現地百貨店に常

設の売り場が設置されたことにより、カン

ショ、キンカン等の定期的な農産物の輸出が実

現しております。

その他の地域におきましても、焼酎、漬物、

日本茶等の輸出に向けた新たな取り組み事例が

ふえており、海外展開に取り組む県内企業が増

加するなどの成果も上がっているものと考えて

おります。

いろんな難しい部分もあると○日髙陽一議員

思いますが、しっかりと連携して輸出拡大して

いただきますよう、よろしくお願いいたしま

す。

現在どの業界も人手不足が大きな問題となっ

ている中で、農業でも一層深刻な問題であると

考えております。農産物の集荷場では、選別作

業のパートさんが集まらず、大変苦労されてい

ると聞いております。農家の方からも、高齢を

理由にパートをやめられた後、募集しても応募
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すらしてこないとの状況だと聞きました。人口

減少が進行する我が国にとって、東アジアから

の人材確保はとても重要なことだと思います。

農業における外国人労働者の雇用に関して、

今後の取り組みについて農政水産部長にお伺い

いたします。

本県では、外○農政水産部長（中田哲朗君）

国人技能実習制度を活用して、多くの外国人実

習生が農業分野で受け入れられておりまして、

重要な役割を担っていただいていると考えてお

ります。このような中、昨年度の制度見直しに

より、県を事務局とする第三者管理協議会を設

置することで、農協等が実習生を雇用し、複数

の農家で農作業実習をすること等が可能となり

ましたことから、現在、関係団体と協議会の設

置に向けた検討を進めているところでありま

す。

一方、国において、人手不足が深刻な農業な

ど５分野を対象として、最長５年の就労のため

の在留資格を創設する方針が打ち出されており

ます。県といたしましては、このような国の動

きにも注視しながら、外国人を含めた労働力の

確保について、関係団体と連携し、しっかりと

対応してまいりたいと考えております。

この宮崎県でも幾つか、外国○日髙陽一議員

人労働者を雇用している農家があります。繁忙

期には本当に助かっていると喜ばれています。

しかし、閑散期の、仕事がない時期の雇用がと

ても厳しいと伺っています。

宮崎の農産物がたくさん出荷される冬、北の

方では積雪のため農業ができずに、出稼ぎに行

くと聞いています。そういう地域と連携しなが

ら、外国人の雇用ができないものかと考えてい

ます。国の制度の流れも注目しながら、検討を

どうぞよろしくお願いしたいと思います。

さて、近年、農業の新たな担い手の一角とし

て、他産業からの農業参入の動きが見られてい

ます。全国で、量販店や飲食業者、農業機械も

扱えるオペレーターを社員に持つ建設業者など

が、新たな事業として農業展開しており、2009

年の農地法改正後は、この数が急増しているよ

うであります。

これら他産業からの農業参入について、本県

の現状を農政水産部長にお伺いいたします。

他産業からの○農政水産部長（中田哲朗君）

参入状況につきましては、平成30年１月１日現

在、142法人が県内で農業経営を行っておりま

す。参入企業を業種別に見ますと、建設業が28

％と最も多く、次いで食料品製造業が16％、農

畜産物卸小売業が９％の順となっており、生産

品目といたしましては、野菜と畜産で約８割を

占めている状況にございます。

さまざまな経営資源を持った○日髙陽一議員

企業が、この強みを生かして地域農業の振興に

寄与していただくことは、ありがたいことでは

ありますが、農業に挑戦したのはよいものの、

計画どおり収益が上がらず、すぐに撤退する事

例が全国的に見られています。また、国が法人

の農地利用に関する規制緩和を進める中、地域

においては、地元の配慮を欠いた無計画な参入

の増加を懸念する声も上がっております。

ただその一方で、地域と連携してモデル的な

生産活動を行う優良事例も、県内各地に拡大し

ているとも聞いております。農業参入に対する

県の支援状況について、農政水産部長にお伺い

いたします。

農業への参入○農政水産部長（中田哲朗君）

や連携を志向する企業が、地域の農業者や農業

団体等との連携を図りながら、担い手の一角と

して持続的かつ発展的な経営を展開すること
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は、本県農業の成長産業化を図る上で大変有効

な手段であると考えております。このため県で

は、参入企業と農業者の共同出資による新法人

設立への誘導や、市町村・関係機関と連携した

参入後のフォローアップなど、本県独自のきめ

細やかな支援を行っているところであります。

今後とも、他産業と農業・農村がお互いの強み

を生かし、弱みを補完し合うようなパートナー

シップを構築し、農業参入の取り組みが地域の

新たなビジネスモデルの創出につながるよう支

援してまいりたいと考えております。

この経営ノウハウや資本力、○日髙陽一議員

あるいは農業に応用できる先進技術等を持った

企業が、地域と調和を図りながら参入すること

は、本県の農業に大いに刺激になると思いま

す。将来的に生産基盤の低下が懸念されていま

すが、地域農業との連携によるモデル的な参入

事例が拡大していくよう、お願いしたいと思い

ます。

続いて、本県農産物の栄養・機能性について

お伺いいたします。

今まで、ビタミンＣの推奨摂取量は100ミリグ

ラムであると言われていました。しかし、最近

は1,000ミリグラム摂取するほうがいいと聞きま

す。健康目的では800ミリグラム、美容目的で

は1,000ミリグラムが適切とも言われています。

ビタミンＣは免疫力を高め、風邪をひきにく

い体質にし、ストレスに強くなり、美容効果も

あるといいます。本県の農産物は、日照時間も

長く、栄養価が高いと言われていますが、本農

産物の栄養・機能性を生かした取り組みについ

て、農政水産部長にお伺いいたします。

県におきまし○農政水産部長（中田哲朗君）

ては、消費者の健康志向の高まりを背景に、平

成17年から、県産農産物の栄養・機能性成分の

分析を進めているところであります。その結

果、平成25年度に、お話がございましたけれど

も、ビタミンＣ含有量が標準より1.3倍多いこと

を特徴とする「ビタミンピーマン」を、平成26

年度には1.4倍多い「ビタミンゴーヤー」を、ブ

ランド商品として認証しているところでありま

す。

また、食品表示法の施行により、生鮮食品に

おいて栄養・機能性表示が可能になったことか

ら、昨年12月に、ピーマンでは全国で初めて、

パッケージにビタミンＣの栄養機能を表示した

販売を開始したところであり、量販店からは、

これらの商品の拡充を望む声をいただいている

ところであります。さらに、冷凍ホウレンソウ

においても、本年10月から、目の保護機能成分

である「ルテイン」が含まれていることを表示

した販売を予定しているところであります。

県といたしましては、これらの健康に着目し

た商品の充実を図るとともに、取引先や消費者

に対し、その価値をアピールしながら、有利販

売に生かしていきたいと考えております。

このルテインもビタミンＣも○日髙陽一議員

今、注目されている成分でありますので、しっ

かりとＰＲしていただきたいと思います。

ことしの春はとても暖かい日が続きました。

そのせいなのか、水田では、例年以上にジャン

ボタニシも多く発生していると聞きます。

このジャンボタニシは、エスカルゴのように

食用として国内に輸入されるようになりまし

た。しかし、タニシなどと同様、体内に寄生虫

を宿していることから、十分に加熱せずに食し

た場合、寄生虫が人体に感染し、死に至ること

もあることから、現在では食用として使われる

ことはなくなり、水田に大量発生しておりま

す。
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1981年に台湾から日本へ持ち込まれたジャン

ボタニシですけれども、国はなぜ、寄生虫があ

る食材を輸入許可したのか疑問であります。こ

のジャンボタニシは、若苗を食することから、

早いときには５日で、植えた苗が田んぼから全

て消えてしまうと聞いております。全てはなく

ならなくても、田んぼの１割、２割は既に食さ

れているところが多く、特に面積の大きい田ん

ぼでは打つ手がありません。

お米農家のジャンボタニシによる被害が今、

とても多いと聞いておりますが、県内の発生状

況と県の対応について、農政水産部長にお伺い

いたします。

ジャンボタニ○農政水産部長（中田哲朗君）

シの発生状況につきましては、県が５月に実施

している定点調査によりますと、近年、減少傾

向にございましたけれども、ことしは、過去10

年間で生息密度が最も高く、発生面積も２番目

となるなど、非常に多い状況にございます。

防除対策につきましては、例年、農業改良普

及センター等が、作付前に実施する栽培講習会

で、田植え後の水管理や農薬による駆除等の指

導を行っておりますが、本年の状況を踏まえま

すと、発生前の対策や地域ぐるみの取り組みの

徹底を図っていく必要があると、改めて認識し

たところでございます。このため、今後、農業

共済組合等とも連携し、冬場の耕うん等の事前

対策や、集落営農の推進を通じた用排水路の一

斉駆除などの取り組みを強化し、被害軽減に努

めてまいりたいと考えております。

沖縄で８ミリの悪魔と言われ○日髙陽一議員

たウリミバエのように、撲滅させる作戦などが

あればいいなと考えております。

ことしから、行政による生産数量目標の配分

が行われなくなり、米の直接支払交付金が廃止

されたお米農家にとって、とても大きい問題で

あります。ぜひ、対応をよろしくお願いいたし

ます。

そして、きょう６月18日は、お米の日・おに

ぎりの日でもあります。お米は、脳の働きを活

性化する役割を備えています。きょうは皆さ

ん、御飯をおかわりしてください。

続きまして、宮崎駅西口の再開発についてお

伺いいたします。

空の玄関である宮崎空港は、国際路線が３カ

国合わせて週11便運航し、国内線もＬＣＣ２社

が参入するなど、活気にあふれています。一

方、陸の玄関である「駅」について、他県では

既に駅前開発が進み、福岡はもちろん、隣県の

鹿児島・大分でも駅に人が集まり、周辺の開発

とあわせ、にぎわいを創出しています。

熊本県におきましては、来年2019年の夏に、

都市計画による市街地再開発事業が開始

し、2021年の春に、再開発ビルが開業予定であ

ります。

この宮崎駅におきましても、2020年にＪＲ九

州と宮崎交通が共同で、複合商業ビル２棟を開

発すると発表されております。ことし２月末に

行われた会見では、ＪＲ九州の青柳社長が、

「宮崎の玄関口にふさわしいものにしたい」、

そして宮崎交通の菊池社長は、「共同開発で規

模や内容を魅力的なものにでき、中心市街地の

活性化に結びつく」と発言されました。

ここで、ＪＲ九州と宮崎交通による宮崎駅西

口再開発に関連し、県としてどのようにかか

わっていくのか、総合政策部長にお伺いいたし

ます。

宮崎駅周辺○総合政策部長（日隈俊郎君）

は、宮崎市の計画において、「憩い・交流する

場の創出」や「まちなかを訪れる楽しさの創
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出」を目指すエリアとして位置づけられており

ます。今般の宮崎駅西口の再開発につきまして

も、駅前に創出される新たな人の流れを市の中

心市街地活性化につなげていくことが期待され

ているものと認識しておりまして、今後、事業

者から開発の具体的内容が示されていく中で、

まずは宮崎市において検討が進められるものと

考えております。県といたしましては、その状

況を踏まえた上で、観光・物産面での県内への

波及効果や、鉄道の利用拡大などの効果も期待

されますことから、関係機関等と連携しながら

対応していくことになるものと考えておりま

す。

確かにこの開発は、中心市街○日髙陽一議員

地の活性化の起爆剤になり得ると考える方も少

なくないと思います。しかし、他の地区の事例

を見ると、この複合ビルの建設が確実に活性化

につながるわけではないと考えております。

隣県のように、この複合ビル建設にあわせ

て、駅西口一体の再開発などが考えられます

が、その一つが、天候を気にしない、にぎわい

創出を目的とした「駅前広場」の開発です。駅

前あたりの声を聞くと、大木で視界が遮られて

いるイメージや、日が沈むと街灯が少なく、特

に女性や子供から、歩くのが怖いという話も聞

いたことがあります。「日本のひなた」らしい

「明るい」「楽しい」駅前が、周辺を元気にす

るのではないでしょうか。

また、2020年には東京オリンピック・パラリ

ンピックも開催されます。駅前のこの広場で、

パブリックビューイングなども開催可能ではな

いでしょうか。陸の玄関も、２年後のこの駅ビ

ル開発と同時期に、全天候型の「駅前広場」を

計画してはいかがでしょうか。そこには、セレ

モニーやさまざまなイベントに対応できる常設

のステージもあるといいのではと考えていま

す。あわせて要望させていただきます。

ちなみに、鹿児島中央駅は年間355日、301回

のイベントが開催され、84.7万人を動員したそ

うです。

次に、駅から西に伸びる高千穂通りについて

お伺いいたします。

高千穂通りは歩道も広く、また景観もよく、

イベントを行うには最適な場所だと思います。

実際、過去には、みやざき観光コンベンション

協会主催の「てげうま国際夜市」が開催。そし

て現在、神武大祭の広場、そして復活から５年

を迎える宮崎の夏の風物詩「まつり宮崎」も開

催されています。高千穂通りの広い歩道とその

空間の利活用、例えばヨーロッパでよく見られ

るカフェなどの飲食店の前に椅子・テーブルが

設置されたり、食の販売ブースがあったり、人

々が回流、滞在できる空間を創出することがで

きれば、西口に新たに生まれるにぎわいを市街

地へと導くことができるのではないでしょう

か。

高千穂通りの歩道を、オープンカフェなどに

利活用することはできないのか、県土整備部長

にお伺いいたします。

道路をオー○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

プンカフェ等の目的で使用するためには、道路

法に基づく道路占用許可と道路交通法に基づく

道路使用許可を受ける必要がございます。この

うち、オープンカフェ等の占用許可につきまし

ては、地域のにぎわいを創出するための道路空

間を活用した地域活動として、国のガイドライ

ンに基づき、許可を行っているところでありま

す。具体的な事例としましては、県庁前の楠並

木通りで開催されております朝市などがありま

す。なお、許可に当たりましては、申請者やそ
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の目的が「公共性、公益性」を有しているこ

と、「地域の合意形成」がなされていることな

ど、一定の要件を満たすものについて認めるこ

ととしております。

「公共性・公益性」「地域の○日髙陽一議員

合意形成」と、もちろんわかりますけれども、

ヨーロッパでは場所代と地域限定のルールでカ

フェをすることも可能です。福岡の屋台などの

例もあります。地域を盛り上げようと頑張って

いる事業者の皆さんもいますので、どうか御検

討をお願いしたいと思います。

先ほど例に挙げました駅を中心とした、にぎ

わい創出の相乗効果を生み出すためには、今か

ら、周辺の商店街や企業としっかりと連携を図

ることが必要と考えますが、宮崎市の中心市街

地の商店街振興について、県としてどのように

かかわっていくのか、お伺いいたします。

県といた○商工観光労働部長（井手義哉君）

しましては、地域商業の振興を図るため、県内

全域で、商店街リーダーの育成や、商店主の顔

写真を店舗前に掲示します「顔の見える商店街

づくり」に取り組むとともに、地域に出向いて

の意見交換会等を実施しております。このよう

な中、宮崎市につきましても、「宮崎市中心市

街地まちづくり推進委員会」や「Ｄｏまんなか

モール協議会」に参画し、商店街の方々と一緒

になって検討するとともに、街市を初めとした

商店街のにぎわいづくりに対する支援を行って

いるところであります。今後とも、市町村や商

店街等と十分に連携をしながら、地域の主体的

な取り組みが一層進みますよう支援し、商店街

の振興に努めてまいりたいと考えております。

現在、西口から町なかへ通じ○日髙陽一議員

る県道「高千穂通り」には通り会（組合）が存

在しません。県、市、そして駅西口に位置する

商工会議所がサポートし、高千穂通り沿いやそ

の周辺、そして町なかの企業や大型店舗などが

手を取り合い、今から意見交換の場を設けてい

くこともまた、必要ではないでしょうか。

この流れを組むことができれば、宮崎の陸の

玄関として、ほかの商店街と連携し、橘通り駅

前商店街、広島通り、そしてまた若草通り、一

番街、ニシタチへのにぎわいも創出できるはず

です。どうぞ御検討をよろしくお願いいたしま

す。

続きまして、観光スポーツ行政についてお伺

いいたします。

とうとうあすに迫ってきましたワールドカッ

プ2018日本代表初戦、コロンビア戦であります

けれども、楽しみにしていらっしゃる方も多い

のではないでしょうか。そんなＦＩＦＡワール

ドカップと同じぐらい盛り上がりを見せるの

が、来年行われますラグビーワールドカップで

ございます。観客数が225万人、テレビの放送国

は238とも言われています。第６回の大会の収益

は約230億円、今やスポーツのイベントとして

は、ＦＩＦＡワールドカップ、オリンピックに

次ぐ世界で３番目に大きな大会となっていま

す。

そんな大会が、この九州で行われます。この

ラグビーワールドカップに向け、本県はイング

ランド代表の公認チームキャンプ地に内定しま

したが、日本代表の合宿誘致はどのようになっ

ているのか、商工観光労働部長にお伺いいたし

ます。

来年のラ○商工観光労働部長（井手義哉君）

グビーワールドカップの日本代表の合宿誘致に

つきましては、地元宮崎市等と一体となって、

事前合宿の誘致に取り組んでいるところであり

ます。その結果、先月27日から６日間、強化試
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合のトレーニングとして、３年ぶりに宮崎合宿

が実施されたところであります。県では、関係

機関等と連携し、ウエートトレーニングの環境

を整えるなど、円滑な受け入れに努めたところ

であり、ヘッドコーチなど代表関係者からは、

宿泊地と隣接した充実した練習環境やトップア

スリートに対応したおいしい食事など、改めて

高い評価をいただいたところであります。

今後の事前合宿につきましては、日本ラグビ

ーフットボール協会において、現在検討中と

伺っており、前回大会と同様、再び宮崎で長期

の合宿が行われるよう、積極的な誘致活動を続

けてまいります。

３年ぶりの宮崎合宿、実は私○日髙陽一議員

も見学に行ったんですけれども、まだまだ日本

にはラグビーの楽しさが浸透していないのか、

ワールドベースボールクラシック侍ジャパン

の1,000分の１ぐらいのファンしかいませんでし

た。ファンの応援で選手も強くなると思います

が、あれはプロ野球最下位のチームの２軍キャ

ンプ以下の人数でありました。

報道陣は多いので、ぜひラグビーキャンプの

情報も、しっかりと発信をお願いしたいと思い

ます。前回大会では、この宮崎でキャンプを行

い、好成績をおさめたラグビー日本代表です。

先日も宮崎の合宿後、大分銀行ドームで行わ

れたテストマッチでイタリア代表戦に挑み、４

つのトライを奪って34対17で快勝いたしまし

た。２戦目は惜しくも負けましたが、縁起のい

いキャンプ地として、毎大会この宮崎で行って

いただくよう、しっかりと誘致をしていただき

たいと思います。

さて、現在11月、２月と、スポーツキャンプ

で盛り上がる宮崎県でありますが、ラグビーは

シーズン中であります。ということは、キャン

プは宮崎の繁忙期以外となります。

イングランド代表の公認チームキャンプ等

を、今後、ラグビートップリーグの合宿誘致に

も生かしていくべきだと思いますが、商工観光

労働部長にお伺いいたします。

ラグビー○商工観光労働部長（井手義哉君）

トップリーグの合宿につきましては、昨年度、

ＮＴＴコミュニケーションズシャイニングアー

クス、パナソニックワイルドナイツ、宗像サ

ニックスブルースの３チームを受け入れており

ます。こうした中、来年、我が国で開催される

ラグビーワールドカップにおいて、世界屈指の

強豪国であるイングランドの公認チームキャン

プ地に本県が内定しましたことは、国内屈指の

ラグビー合宿地として、本県を国内外に発信す

ることにつながり、そのブランド力は大いに高

まるものと考えております。今後は、これらの

実績や受け入れで得たノウハウをさらに生か

し、ラグビートップリーグの合宿誘致はもとよ

り、キャンプの聖地としての宮崎をしっかりと

ＰＲしてまいりたいと考えております。

このラグビーワールドカップ○日髙陽一議員

を機に、必ずラグビーファンはふえてくると思

います。ぜひ、ラグビーの聖地にたくさんの

ファンが集まるよう、お願いしたいと思いま

す。続いて、昨年、大分の県議会議員の仲間か

ら、キャンプ時期の宮崎県は本当にうらやまし

いと言われました。彼もホークスファンで、キ

ャンプに行きたいけど、ホテルの予約がとれな

いみたいだから、まだ行ったことがないと言わ

れました。

確かに、多くのファンでにぎわうキャンプシ

ーズンですが、県内の宿泊施設の稼働率につい

て、本県と全国の状況を商工観光労働部長にお

伺いいたします。
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国の宿泊○商工観光労働部長（井手義哉君）

旅行統計調査によりますと、平成29年の客室稼

働率は、全国が60.8％に対しまして、本県

は53.0％となっております。その中で、本県で

キャンプシーズンの２月が、最も高い65.2％と

なっておりまして、全国の同月は59.5％であり

ます。一方、全国で客室稼働率が最も高くなる

のは８月となっておりまして、68.8％でありま

す。本県は同月57.4％となっております。

２月で65.2％と、３連休など○日髙陽一議員

は厳しいと思いますが、平日はまだ余裕がある

と思いますので、もっと宿泊客が訪れるようＰ

Ｒを行っていただきますようお願いいたしま

す。

続きまして、２巡目国体に向けて、お伺いい

たします。

先日、田口議員から、２巡目国体に向けた県

有主要３施設の進捗状況について質問がありま

した。施設の配置や整備手法等について、随時

検討を進めると答弁がありました。国体をきっ

かけに、これから先、宮崎県民のために、地域

が活性化できるすばらしいものをつくっていた

だきたいと思います。私はハード面ではなく、

ソフト面でお伺いしたいと思います。

「福井しあわせ元気国体2018」は、正式競技

が37競技、特別競技が１競技、公開競技が４競

技、デモンストレーションスポーツが36競技

と、78競技が行われます。この多くの数の競技

役員をそろえないといけないとなると、早めの

準備が必要だと思いますが、２巡目国体に向け

た競技役員等の養成について、現在どのように

取り組んでいるのか、お伺いいたします。

国体の競技運○総合政策部長（日隈俊郎君）

営に当たります競技役員等の養成につきまして

は、競技会の円滑な運営や本県及び地域スポー

ツの普及・振興を図るためにも、大変重要であ

ると認識しております。国体の開催には、多く

の競技役員が必要になりますことから、現在、

競技団体へのヒアリングや調査を実施し、有資

格者等の把握などを行っているところでござい

ます。今後、この調査結果等を踏まえ、県準備

委員会において、協議役員に関する養成基本方

針等を決定し、競技団体や関係機関と十分に連

携を図りながら、計画的に養成していくことと

しております。

それぞれの競技団体で、活躍○日髙陽一議員

されているリーダーがいらっしゃると思いま

す。しっかり見つけて、大会に備えていただき

たいと思います。

国民体育大会は、全国から多くの選手団が訪

れます。今回の大会は、県内全域でそれぞれの

競技が行われますが、選手・役員の宿泊、輸送

について、今後どのように対応していくのか、

総合政策部長にお伺いいたします。

国体の本県開○総合政策部長（日隈俊郎君）

催では、選手・役員を初め、大変多くの来県者

が見込まれますことから、宿泊、輸送等につい

ては、重要な課題であると認識しております。

選手・役員の宿泊、輸送に関しましては、先催

県の例では、臨時駐車場の設置やシャトルバス

の運行などが行われておりますので、本県でも

同様の対応を検討する必要があるものと考えて

おります。本県におきましても、宿泊場所や移

動手段、駐車場の確保など、開催地であります

市町村を初め、関係機関・団体と十分連携を図

りながら、受け入れ体制の準備に取り組んでま

いりたいと考えております。

最近あった冬季オリンピック○日髙陽一議員

では、バス停で何時間も観客や選手を待たせた

というトラブルが発生いたしました。このよう
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なことがないよう、対応をよろしくお願いいた

します。

国体の後には、全国障害者スポーツ大会が行

われます。国体とは、競技種目によってルール

が変わります。選手の育成はもちろんですが、

競技役員や審判もしっかりとした育成が必要だ

と思いますが、全国障害者スポーツ大会の本県

開催に向け、選手の育成や競技役員の養成にど

のように取り組んでいるのか、福祉保健部長に

お伺いいたします。

まず、選手○福祉保健部長（川野美奈子君）

の育成につきましては、県障がい者スポーツ協

会と連携しまして、優秀な選手や指導者を招聘

しての実技講習会の開催や、活躍が期待される

選手の国内外の大会への参加を支援することに

より、競技力向上を図っているところでござい

ます。また、競技役員につきましては、主に県

体育協会加盟の各競技団体に審判等の協力を仰

ぐことになりますので、今年度より計画的に、

各競技団体役員を全国障害者スポーツ大会へ派

遣しまして、障がい者スポーツのルールや運営

等について理解を深めていただくことにしてお

ります。これらの取り組みを進めながら、選手

の育成や大会を円滑に運営できるような体制整

備に取り組んでまいりたいと考えております。

障がい者スポーツは、選手に○日髙陽一議員

よっては一人で移動するなど困難なことがある

ため、コーチがペアで行動をともにします。選

手参加支援を行っているようですが、できれば

支援は２人の支援をお願いしたいと思います。

県内にも、2020年パラリンピックを狙える選手

がいます。ぜひ、競技力向上のためにサポート

をお願いしたいと思います。

続きまして、「エレクトロニック・スポー

ツ」についてお伺いいたします。略してｅスポ

ーツ、これはいわゆるゲームスポーツでありま

す。

世界には、この日本の人口よりも多いアク

ティブユーザーの数がいると言われています。

昨年８月にアメリカで開催された「The interna

tional 2017」は、ｅスポーツ史上最高の賞金総

額約26億円がついたそうです。

2019年開催の茨城国体では、ｅスポーツ大会

を開催すると発表がありましたが、本県でもｅ

スポーツ大会の開催を検討してはいかがでしょ

うか。総合政策部長にお伺いいたします。

お話にありま○総合政策部長（日隈俊郎君）

したように、来年度、茨城県で開催される国体

におきましては、国体開催の機運醸成やスポー

ツ文化等の普及啓発を目的に、「文化プログラ

ム」として、都道府県対抗ｅスポーツ大会が開

催されると伺っております。ｅスポーツは、コ

ンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対

戦をスポーツ競技として捉えたものでありまし

て、近年は、スポーツ競技会として大会も開催

されております。本県で開催する２巡目国体に

向けましては、茨城県やその後の開催県の取り

組み状況も参考にしながら、県民運動や文化プ

ログラム等による大会の開催機運を盛り上げる

取り組みについて、検討してまいりたいと考え

ております。

世界では既に人気が高まって○日髙陽一議員

いるこのｅスポーツ大会ですけれども、室内の

大会ですので、天候は関係ありません。

宮崎県の閑散期であります５月、６月に、こ

のｅスポーツ大会を開催するのはいかがでしょ

うか。ぜひ御検討いただきたいと思います。

続いて、総合型スポーツクラブについてお伺

いいたします。

先週、後藤議員の質問で、新潟県見附市のス
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ポーツ推奨する活動を３年間続けた結果、スポ

ーツ実施者と非実施者とでは、医療費が年間10

万円も抑えられたというエビデンスのお話があ

りました。この金額を県民の数字にすると、と

ても大きな金額となります。県内でも、総合型

地域スポーツクラブなど、地域の活性化のため

に多くの方に御尽力いただいておりますけれど

も、クラブの設立が困難な地区もあると聞きま

すが、県下全域に総合型地域スポーツクラブの

設立が進まない理由についての見解と、既存の

クラブに対する支援の状況について、お伺いい

たします。教育長、お願いいたします。

総合型地域スポーツ○教育長（四本 孝君）

クラブは、地域住民により自主的・主体的に運

営されている、スポーツを核としたコミュニ

ティークラブでありまして、現在、県内に31の

クラブが活動しております。その設立が県下全

域に進まない理由といたしましては、クラブ設

立のキーパーソンとなる人材が少ないことや、

活動する場所の確保の問題、それから、会費を

払ってスポーツをするという意識が住民に定着

していないことなどが考えられます。既存のク

ラブに対する支援につきましては、クラブをマ

ネジメントする人材に対し、運営や企画に関す

る研修会を開催するとともに、クラブを訪問

し、情報提供や助言等を行っております。ま

た、ホームページや県政番組等による広報や、

県内全ての公立学校へリーフレットを配付する

など、クラブの認知度を高める取り組みも進め

ているところであります。

スポーツランドみやざきで○日髙陽一議員

す。観光スポーツはもちろんですけれども、健

康スポーツにも力を入れていただきたいと思い

ます。

続いて、環境森林行政についてお伺いいたし

ます。

平成27年度、松くい虫の被害量が、前年度

の1.3倍となる約5,000立方メートル、７万7,000

本の被害が出ました。特に被害の大きかった宮

崎市では、前年度の1.8倍となる４万3,000本の

被害が出ました。当時、ボランティアの皆さん

が、土日を返上して松くい虫の被害に遭った木

を伐倒するなど対応していただき、心から感謝

をいたします。

３年たった今、さまざまな対策がとられてき

ましたが、この松くい虫被害状況について、環

境森林部長にお伺いいたします。

本県民有林の○環境森林部長（甲斐正文君）

松くい虫の被害量は、近年3,000立方メートル台

の横ばいで推移しておりましたが、平成25年夏

の猛暑などの影響により、松くい虫に対する抵

抗力が弱まったことなどから、被害量は急激に

増加し、お話にありましたように、平成27年度

には、約5,000立方メートルの甚大な被害となっ

たところです。このため県では、これまでの薬

剤防除や被害木の伐倒駆除に加えまして、28年

度から、ラジコンヘリによるきめ細かな薬剤散

布や、これまで十分な対応ができなかった海岸

林周辺における民家の被害木処理などにも取り

組んできたところであります。その結果、28年

度の被害量は約2,800立方メートル、29年度には

約1,300立方メートルまで減少するなど、一定の

取り組み成果があらわれてきたものと考えてお

ります。

ありがとうございます。この○日髙陽一議員

海岸保安林は潮害、風害から農地や居住地を守

る重要な役割を果たしています。さらに、美し

い景観を維持したり、野生生物の生息場所とも

なっておりますので、こうした保安林としての

機能が発揮できますよう、松林が維持されるこ
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とをお願いいたします。

続きまして、スポーツランドみやざきでスポ

ーツが盛んに行われていますが、このスポーツ

の基本となるバランス感覚を養うためには、幼

少期にはだしで駆け回り、足の裏の筋肉を刺激

することが大切であると聞いたことがありま

す。はだしになれる場所としては、芝生の張っ

てある公園があると思います。しかし、この公

園で子供たちがはだしで駆け回ることが難しく

なっています。原因は、芝生の中に急増してき

ている帰化植物メリケントキンソウです。この

植物は、種子にとてもかたいとげを持ち、これ

を踏むと足に激痛が走ります。急激にふえてい

るこの外来種の雑草をこのまま放っておくと、

駆除をすることが大変難しくなると思います

が、外来植物であるメリケントキンソウについ

ての県の対応を、環境森林部長にお伺いいたし

ます。

メリケントキ○環境森林部長（甲斐正文君）

ンソウは、公園や広場などの明るい場所に生育

する南アメリカを原産とする植物です。特徴と

して、５月から６月にかけて果実にかたいとげ

を持つことから、芝生などで手をついたりして

触れると、肌に刺さってけがをすることがあり

ます。このため、県のホームページを通じた注

意喚起に加えて、公園等の管理者や市町村、小

中学校等にチラシを配付して、公園等の芝生に

入るときはとげに注意することや、種を拡散さ

せないため、靴底などの確認も周知していると

ころであります。また、公園等でメリケントキ

ンソウが確認された場合は、施設の管理者に、

除草などの適切な駆除を要請しているところで

あります。今後とも、外来植物等につきまして

は、関係する県の出先機関などと連携して、県

民の皆様の相談等に対応してまいりたいと考え

ております。

メリケントキンソウを放って○日髙陽一議員

おきますと、日本のひなた宮崎で、芝生の上で

ごろごろ、ひなたぼっこができなくなってしま

うかもしれません。子供たちがはだしで駆け回

ることができる環境を整えることが、スポーツ

の基本であるバランス感覚を養う上でも大変重

要だと考えておりますので、しっかりとした対

応をお願いしたいと思います。

最後になります。先週、スポーツ議連会長で

あります丸山会長から報告がありましたが、宮

崎県野球チームが見事優勝しました。丸山議員

がさらっと述べましたので、ちょっと時間をも

らいまして。攻撃的には、有岡先輩であったり

図師先輩がホームラン。そして決勝では野﨑先

輩が猛打賞ということで、本当に大活躍でござ

いました。１回戦では鉄壁の守りでノーヒット

ノーランでございました。これの半分がサード

ゴロだったんですけれども、何と横田先輩、ノ

ーエラーでさばいていただきました。ちょっと

残念なエラーが２つあったんですけれども、エ

ラーというのは野球につきものでございます。

この２つのエラーがなければ完全試合だったと

は、これっぽっちも思っておりません。実は、

そのエラーをしたお二人が、きょうは誕生日で

ございます。重松先輩、西村先輩、誕生日おめ

でとうございます。

以上をもちまして、質問の全てを終わりたい

と思います。ありがとうございました。（拍

手）

次は、有岡浩一議員。○外山 衛副議長

〔登壇〕（拍手） 郷中の会の○有岡浩一議員

有岡でございます。通告に従い、質問をさせて

いただきます。

まず、知事の政治姿勢であります。
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知事の政治信条として、「対話と協同」「徹

底した現場主義」に取り組むとあり、さらに

「責任」と「クリーン」など、知事の公式サイ

トで示されています。しかし、現在の知事の決

断である国体施設整備における県有施設の分散

整備については、競技団体や選手等にいまだ理

解が得られておりません。現場の声の一番地

は、競技者であり大会を支える競技団体であり

ます。

今回の整備候補地の山之口運動公園を見た県

外の方からも、「なぜ宮崎県はあの場所を選ん

だのか理解できない。何らかの国でいうそんた

くがあるのか」と聞かれました。また、延岡市

の方からも、「市の体育館の方がいいんだ。県

の体育館はいらない」と、そういう声も聞きま

した。現在の状況を続ければ、本県のスポーツ

振興は厳しさを増し、チーム宮崎として発展す

ることはありません。

そこで、知事の現場主義・対話と協働を掲げ

る中で、現在の状況をどのように受けとめら

れ、その責任についてどう考えるか、知事の御

所見をお伺いいたします。

次に、昨年11月に引き続きエコクリーンプラ

ザみやざき問題について、知事にお伺いいたし

ます。

平成21年２月17日、財団法人宮崎県環境整備

公社臨時理事会の中で、議題として刑事告発・

告訴について協議されています。議事録を拝見

すると、２名の理事より、「宮崎市と宮崎県か

ら派遣されていた職員から意見陳述等の場が

あってしかるべきではないか」という意見が出

されております。また、理事長の発言でも、

「いろんなその工事の過程で、業者なり、コン

サルタントの方から、「このまま工事を続けれ

ば、当然、地盤沈下が起こる」、あるいは「ス

レーキングが起こる」という提案が再三再四な

されております。しかしながら、その提案につ

いて、どのような協議が公社の中で行われ、意

思決定されたかわからない」という発言がされ

ております。

さらに理事から、平成17年当時の完成検査に

立ち会った職員が責任を負わされることは、ス

ケープゴートみたいになる可能性があると、意

見されております。

実は、その前日２月16日に、関係市町村長会

議を県庁講堂で開催し、刑事告発について知事

より説明されています。当時、副知事として同

席された河野知事も聞いておられるように、宮

崎市では、職員や公社の幹部からも話を聞き、

当時のエコクリーンが操業開始しなければなら

ない中、追い込まれた状況の中で、何とか関係

市町村に迷惑をかけないように必死にいろいろ

な対策を講じたとあり、犯罪認識というのはさ

らさら感じられないと発言がありました。

そこでまず、県から派遣している職員当事者

から現場の話を聞く必要があったと思われま

す。また、控訴審の公判が７月23日に延期され

ているようです。そこで、今後どこかの時点で

直接、当事者から話を聞くことが大切ではない

かと思われます。対話と協同を掲げる知事の御

所見をお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わり、質問者席よ

り再質問させていただきます。（拍手）〔降

壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、国体の施設整備についてでありま

す。

２巡目国体を契機としました今回の施設整備

につきましては、市町村や競技団体など、さま

ざまな団体からさまざまな要望などを伺ったと
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ころであります。この施設整備は、将来への大

きな投資となるものでありまして、今回の投資

を、国体及び全国障害者スポーツ大会の開催だ

けでなく、国体後も見据えながら、本県の将来

にいかにつなげていくのかといった視点が重要

であると考えたところであります。さまざまな

要素を総合的に勘案し、県の整備方針として決

定したものであります。

まだまだ整理しなければならない課題も多々

ありますが、今後も引き続き、地元市等、競技

団体等と十分に連携しながら、全県的なスポー

ツ振興、地域振興を図る基盤としての整備に

しっかりと取り組んでまいりたいと考えており

ます。

次に、エコクリーンプラザみやざき問題につ

いてであります。

この問題につきましては、当時、地元住民や

関係市町村などから不安の声が上がり、早急に

説明責任を果たすことが求められていたところ

であります。また、当時は、さまざまな情報や

憶測が錯綜し、公社や県への信頼が揺らいでい

る中で、客観性や公平性を保ちつつ独自の内部

調査を続けることには限界があり、十分な調査

や問題解決が図られない状況でありました。

このため県では、弁護士等の専門家から構成

される外部調査委員会を設置し、客観的・専門

的立場から、事実の調査、問題点の抽出・整理

などを行っていただくとともに、責任の所在に

ついても明らかにしていただくよう委ねたとこ

ろであります。この調査委員会におきまして、

当事者を含む公社役職員や業者などから、事実

申立書を受領し、事実聴取を行うなど、私とし

ましては、十分かつ丁寧な調査を進めていただ

いたところであると理解しているところであり

ます。

最後に、エコクリーンプラザみやざきの当事

者からの聴取についてであります。当事者や現

場の声に耳を傾けるということは、大変重要な

ことであると考えておりますが、この「エコク

リーンプラザみやざき問題」につきましては、

当時、外部調査委員会において、客観的・専門

的立場から丁寧に当事者の話を聞いていただい

た上で、調査結果を取りまとめていただいてお

りますことから、その調査結果は重く受けとめ

なければならないものと考えております。

このことから、外部調査委員会の調査結果を

受け、この問題の原因究明や責任の所在を明ら

かにすることを第一に、公社が平成22年４月、

設計・施工監理及び盛土施工業者を相手に、損

害賠償請求訴訟を提起したところであります。

現在、控訴審において訴訟が継続中であること

から、状況を見守ってまいりたいと考えており

ます。以上であります。〔降壇〕

答弁ありがとうございまし○有岡浩一議員

た。さて、全国ニュースでは、森友問題・加計

学園問題やパワハラ・セクハラなど、政治や行

政に対する不信感が広がっております。さら

に、地方でも同じような事案が起こり、昨日は

静岡県伊東市の前市長が収賄容疑で逮捕される

など、さらに不信感が広がっております。

そこで、山之口の施設整備に当たり、以前か

らまことしやかにささやかれていることがござ

います。「運動公園周辺の土地を購入すること

が既に決まっていた。だから……」、そういう

話を今もよく耳にするわけでございます。

行政に対する不信感から出てくる話なのかわ

かりませんが、クリーンを掲げる知事の政治姿

勢において、土地購入への御所見をお伺いいた

します。

先ほども答弁したとこ○知事（河野俊嗣君）
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ろでありますが、この県有主要３施設の整備方

針につきましては、国体の開催のみならず、地

域振興や国体後を見据え、地元市などからの要

望も踏まえて、総合的に判断をして決定したも

のであります。今後とも引き続き、地元市など

と十分連携を図りながら、検討を進めてまいり

ます。

次に、「エコクリーンの真○有岡浩一議員

実27」が、多くの皆さんの手元に届いていると

思いますが、問題が起こる背景には、必ずその

原因とプロセスがあります。今後とも、関係者

とともに動向を注視してまいりたいと思ってお

ります。

次に、３番目の県有スポーツ施設整備につい

て、総合政策部長にお伺いいたします。

まず、主要３施設の整備以外に、県が整備を

行う施設にはどのようなものがあるのか、お伺

いいたします。

２巡目国体に○総合政策部長（日隈俊郎君）

向けて県が整備を行いますのは、県有の体育施

設でございますが、主要３施設以外では、自転

車競技場やライフル射撃場など、老朽化が進ん

でいるもの等につきましては、改修等の検討が

必要であると考えております。

今、御紹介がございました○有岡浩一議員

が、老朽化が進んでいるものということで、ま

ず、現在の県体育館、これは当分の間使用する

ということでお話があるようですが、既に50年

経過している施設であります。体操やクライミ

ングなど多くの対策が必要であります。また、

県総合運動公園の施設も同じように古くなって

おります。さらに、公園内にあります児童遊園

の中では、遊具が幾つか置いてありますが、

「この遊具は使えません」と張り紙がしてあ

る、このような現状でございます。日常の保守

点検が必要である中で、なかなか整備ができな

いというのが現状のようでございます。

これまで、さまざまな整備補修がおくれてき

ていたものを、今回の国体整備ということで一

斉に整備し、またこの古い施設もさらに継続す

るために補修をすると。そういった大きな原因

が、これから財政的にも負担がふえてくると考

えております。その中で、再度、総合政策部長

にお伺いいたしますが、プールについては、県

有地につくる予定であると考えておりますが、

現在の予定では延岡市、都城市の土地を市より

お借りし、県のスポーツ施設を整備することに

なっておると理解しておりますが、他県におい

てそのような事例があるのか、お教えいただき

たいと思います。

昨年、国体が○総合政策部長（日隈俊郎君）

開催された愛媛県の場合で、松山市の中央公園

があるんですけれども、そちらの方に同様に整

備した事例や、また、今後ですが長野県におき

ましても、同様の事例があると聞いておりま

す。

そういった長い期間、市有地○有岡浩一議員

を県が施設整備としてお借りする場合、例えば

定期借地権の設定、20年とか50年とかいろいろ

ございますが、そういったことを今後、協議さ

れていくんだろうと思っておりますが、そのよ

うに分散型による管理箇所がふえていくという

ことは、当然、維持管理費が拡大するというこ

とであります。そういった意味では、市との調

整により施設の財政負担がどの程度軽減される

ことになっているのか、その協議内容をお伺い

いたします。

宮崎市に建設○総合政策部長（日隈俊郎君）

の場合でも、木花総合運動公園以外の場合は同

様のことになろうかと思いますけれども、現
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在、都城市、延岡市等、地元市との役割分担に

つきましては、施設の維持管理を含めまして、

これまでも随時協議を進めてきているところで

ございますが、今後、さらに十分に地元市等と

連携しながら、協議・検討を行ってまいりたい

と考えております。

再度、部長にお伺いしたいと○有岡浩一議員

思いますが、地元の利用者、現在使っていらっ

しゃる、山之口でしたら総合運動公園、それか

ら市の体育館の話がありますが、そういった方

たちに対して、市の担当者を通じて話をしてい

らっしゃるということで、僕は以前から県が

しっかり説明をすべきだと申し上げておりま

す。そんな中で、県の説明がまだ行われていな

い段階で、既に場所を決めてしまうということ

は、将来、用地交渉の関係、道路の関係、いろ

いろこれから整備しなきゃいけない場合、県の

負担がふえるということ。そういったことは想

定されていないのか、お伺いいたします。

先ほど、知事○総合政策部長（日隈俊郎君）

からも答弁いたしましたけれども、県有施設３

施設の整備方針につきましては、国体の開催だ

けではなく、地域振興や国体後を見据えまし

て、地元市などからの要望も踏まえ、総合的に

判断し決定したものであります。地元住民や利

用者への説明につきましては、まずは地元市が

主体となって動いていただいているところであ

り、今後も引き続き、地元市などと十分連携を

図りながら、施設整備の内容や必要な支援策等

について検討を進めてまいりたいと考えており

ます。

それでは、具体的にお伺いし○有岡浩一議員

たいと思います。前回の一般質問の中で、延岡

市の体育館利用については、延岡市で利用不安

解消について、３つぐらいの案があり、答弁の

中で、県として大会・行事等の調整方針を含め

て十分協議検討するとありましたが、現状はど

のような協議がなされたのか、お伺いいたしま

す。

新設する体育○総合政策部長（日隈俊郎君）

館で、規模の大きな大会等を開催する場合に

は、施設の利用調整を行うこともあるものと考

えておりまして、このことにつきましては、こ

れまでも延岡市にお伝えしてきているところで

あります。その上で、極力、市民の利用が制限

されることのないよう、その対策について延岡

市と検討しているところでございます。

いずれにしましても、そう○有岡浩一議員

いった姿が、現在の利用者の中にまだまだ見え

てこない、大変不安があるということで、そう

いったさまざまな声が届いているんだと思って

おります。そういった意味では、やはりできる

ところできないところをしっかり整理する必要

があると思っております。前回、私の方からは

競技団体の理解を得られないのではないかとい

うお話をしました。そのときの質問への答弁で

は、競技団体と意見交換をしながら団体の理解

を得たいということを答弁されていますが、ど

のような意見交換会を行われたのか、部長にお

伺いいたします。

競技団体や各○総合政策部長（日隈俊郎君）

自治体ともこれまで意見交換を行ってきており

ますけれども、今後も引き続き、いろいろな課

題につきまして、しっかりと意見交換を行いな

がら検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。

どうしても私のところには○有岡浩一議員

「協力はできないんだ」という声が届くもので

すから、これは何とかせないかんと。そういっ

た意味では、各団体との話し合いをしっかり
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やって、理解を得る必要があると思っておりま

す。

次に、再度質問をいたしますが、議会への説

明資料の「整備候補地の概要」では、「陸上競

技場・県総合運動公園や体育館錦本町県有グラ

ウンドでは、競技団体の意向に沿う形であり、

協力を得られやすい」と掲載されています。今

回、別の候補地となったということは、ある意

味、競技団体の協力は得られにくいということ

を了承済みであるということでよろしいんで

しょうか。部長にお伺いいたします。

今回の整備方○総合政策部長（日隈俊郎君）

針につきましては、競技団体から、地域によっ

ては会場地までの距離が長くなり、選手や審

判、補助員等の移動に時間と経費の面で課題が

あるといった意見は聞いているところでありま

す。一方で、県央部だけでなく、県北や県西地

域における今回の整備に対する期待の声も、競

技団体から寄せられております。

いずれにいたしましても、施設整備を進める

に当たりましては、競技団体の不安等を軽減し

ていくことが重要でありますので、引き続き競

技団体の意見をお聞きしながら、地元市とも十

分連携し、支援のあり方等について、さらに検

討を進めてまいりたいと考えております。

やはり現場を支えていらっ○有岡浩一議員

しゃる方たちの姿をもっともっと見ていただい

て、この方たちの力添えなしには今後はできな

いということを申し上げておきます。

教育長にお尋ねしたいと思います。私は、30

年以上競技役員として大会に携わった経験者と

して申し上げますが、現在の課題は役員の確保

・若手の養成、そういったものなくして宮崎の

スポーツ振興は図れないという現状を感じてお

ります。役員の確保、そういった視点で教育長

の御所見をお伺いいたします。

競技役員を計画的に○教育長（四本 孝君）

養成していくということは、県大会等の円滑な

運営や本県スポーツの普及・振興を図るために

も、大変重要であると認識しております。

そのため来年度、本県で開催されます全国高

校総体南部九州大会の９つの競技におきまし

て、役員の養成を進めており、今後は、２巡目

国体における役員養成に、しっかりとつなげて

まいりたいと考えております。こうした取り組

みの成果を引き継ぎ、２巡目国体終了後も円滑

な大会運営が継続できるよう、県体育協会等と

連携しながら、競技団体による幅広い年代の役

員養成に向け取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

今後、競技力向上に取り組ま○有岡浩一議員

なければならないと。先ほどは障がい者スポー

ツも支援をしていかなければいけない、そのよ

うな各競技団体の力を借りていかなければなら

ない中で、まずは指導者の確保・配置など課題

が山積しております。県民の参加と盛り上がり

をつくっていくための取り組みを、今後とも、

教育委員会におかれましてもお願いしたいと

思っております。

次に、知事に再度お伺いいたします。

今回の施設整備計画は、ある意味、隘路には

まっている状況だと思っております。それぞれ

の立場で考え方が違うかもしれませんが、私

は、このように競技役員として携わる人間とし

て、いろいろな方の意見を聞きますが、厳しい

意見をたくさん聞いております。そういった意

味では、国体後の宮崎のスポーツ振興を考えた

ときに、どれだけの人材が今後協力していただ

き、盛り上がっていっていただくんだろうかと

いうことを大変危惧している一人でございま
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す。そういった意味で、10年後の宮崎のスポー

ツ振興、そしてスポーツの発展に、宮崎県知事

として、河野知事の10年後の責任として、知事

の覚悟をお聞かせください。

今回の施設整備の方針○知事（河野俊嗣君）

につきましては、国体後等も見据えながら、過

去の施設配置の上書きにとどまることなく、ス

ポーツランドみやざきの未来を切り開いてい

く、そのような考え方のもとに県の整備方針と

して決定したものであります。

まだまだ整理しなければならない課題も多々

ありますが、今後とも引き続き、地元市と、ま

た競技団体等とも十分に連携しながら、全県的

なスポーツ振興、地域振興を図る基盤としての

整備に、責任を持ってしっかりと取り組んでま

いりたいと考えております。

私は、前回も申し上げたよう○有岡浩一議員

に、財政的な硬直が今後顕著になってくるだろ

うと思っておりますし、先ほど申し上げたよう

に人材が不足すると。そういう大きな課題を

持った中で、今回、中途半端な形での整備をす

るんじゃなくて、関係者といま一度、世界に通

用する宮崎のブランディングというものをやっ

ていただきたい。そうすることで、今回のスポ

ーツ合宿もそうですが、視点は世界に通用する

ものでなければいけないと。そういう大きな目

標を持って取り組まなければ、宮崎の将来のス

ポーツランド、そして県民の盛り上がりには欠

けていくんじゃないかと危惧しておりますの

で、ぜひとも関係者との話し合い、協議、そう

いったものを、もっともっと積極的にやってい

ただきたいと思っております。

次に、障がい者スポーツに入っていきます

が、全国障害者スポーツ大会へ向け、団体競技

の育成など課題解決がまだまだ見出せていない

状況だと思っています。そのために、活動拠点

としてどのように施設整備を行い、活動を継続

されていくのか、福祉保健部長に御所見をお伺

いいたします。

障がい者ス○福祉保健部長（川野美奈子君）

ポーツの種目の中には、競技者が少なく、チー

ムを編成することができない団体競技もありま

して、その要因の一つに、活動場所の不足があ

るものと伺っております。このため、今後整備

を進める体育施設におきましては、障がいのあ

る方や高齢の方など、幅広い方が利用しやすい

バリアフリーの施設づくりに努めることとして

おります。全国障害者スポーツ大会には、全国

から多くの障がいのある選手や役員が来県され

ますので、多目的トイレやエレベーター、車椅

子使用者用の観覧席の整備など、大会に参加す

る全ての人に配慮した体育施設となるととも

に、大会終了後は、障がい者のスポーツの拠点

ともなるよう、担当部局とも十分に協議してま

いりたいと考えております。

学校現場、特別支援学校等の○有岡浩一議員

現場では、そういうスポーツに親しめる環境が

これから充実してくるだろうと思っております

が、実は、高等学校を卒業した後、社会人に

なってから、どのようにスポーツとかかわって

いくのかというのが課題だと思っております。

そういった意味では、障がい者スポーツに参画

しやすい環境整備が必要であり、継続した活動

の中から、その方たちが新しい指導者に育って

いく、そういうよい循環が生まれると考えます

が、福祉保健部長に御所見をお伺いいたしま

す。

障がい者ス○福祉保健部長（川野美奈子君）

ポーツを振興する上で、あらゆる世代の方がス

ポーツに参画しやすい環境整備を図ることは大



- 225 -

平成30年６月18日(月)

変重要であります。特に、部活動でスポーツに

取り組んできた特別支援学校の生徒は、卒業後

の練習場所や指導者の確保に苦慮しております

ことから、競技力の高い選手を育成するために

も、卒業後のスポーツ活動の機会を確保するこ

とが重要な視点であると考えております。この

ため県では、年に３回、特別支援学校の生徒や

卒業生を含む社会人などを対象に、陸上、バス

ケットボールなどの競技会や体験教室を開催し

まして、世代の異なる選手や指導者との交流を

図っております。今後は、この取り組みをきっ

かけに、障がいのある方が日常的にスポーツに

取り組める仕組みを構築できますよう、特別支

援学校と卒業生を初めとした社会人との連携の

あり方についても、関係者と協議してまいりた

いと考えております。

続きまして、人材育成につい○有岡浩一議員

て再度、福祉保健部長にお伺いいたします。

公立学校法人宮崎県立看護大学は、人々の健

康と福祉の向上に貢献できる人材育成に、公立

学校法人として取り組まれています。しか

し、29年度卒業生の県内就職率は昨年度41.1％

となっております。ここ数年、下がってきてい

る状況です。人材確保が求められる中、現状に

ついて、担当部としての御所見をお伺いいたし

ます。

宮崎県立看○福祉保健部長（川野美奈子君）

護大学は、「県内就職率50％以上」との数値目

標を掲げて大学運営を行っておりますが、議員

御指摘のとおり、昨年度の県内就職率は41.1％

となっており、目標には達しておらず、県とし

ても改善が必要だと考えております。

この状況を踏まえまして、大学では、県内就

職率を高めるために、多くの県内出身者に入学

してもらうことが重要であると考え、推薦枠の

拡大などの入学者選抜方法の見直しに取り組ん

でおられます。また、学生に対しましては、県

内の病院に勤務中の卒業生との交流会や、県内

医療機関による合同就職説明会等を開催してお

られます。

県としましては、県内就職率の高い他県の大

学の状況も参考にしながら、関係団体とも連携

して大学を支援し、県内就職率の向上に取り組

んでまいりたいと考えております。

次に、大学のガバナンスにつ○有岡浩一議員

いて、教職員の退職の現状についてお話しさせ

ていただきます。29年度学長以外に５名の教職

員が退職されております。60名の教職員のうち

の５名であり、内訳は現職１年目１名、２年目

が２名、３年目が２名ということです。

大学に赴任して１年から３年の早期退職者が

多いことは、大学にとっても現役の学生さんに

とってもよいことではありません。現在、どの

ような取り組みを行い、その指導を行っている

のか、再度部長にお伺いいたします。

県では、宮○福祉保健部長（川野美奈子君）

崎県立看護大学の地方独立行政法人化に伴い、

平成28年度に、知事の附属機関として、外部学

識経験者５名で構成する評価委員会を設置して

おります。この評価委員会では、教育の実施体

制はもとより、業務実績についての評価や、大

学法人の中期目標についての意見をいただくこ

とになっております。県としましては、評価委

員会の評価などを踏まえ、必要な助言等を行っ

てまいりたいと考えております。

公立大学法人としてスタート○有岡浩一議員

したわけですが、日本大学ではございません

が、教職員・学生の皆さんを大切に育てていた

だけるよう、理事長や事務局長の手腕に期待し

たいと思っております。
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続いて、先日、商工建設常任委員会で成長期

待企業２社を訪問し、取り組みについて伺って

きました。共通していたことは、改善提案制度

など職員同士の働きやすい環境づくりでありま

した。

そこで、総務部長にお伺いいたします。人材

を生かす取り組みとして、職員が活発に意見が

言える風通しのよい職場づくりとして、どのよ

うな取り組みがあるのかお伺いいたします。

多様化・複雑化す○総務部長（畑山栄介君）

る県民ニーズに的確に対応していくためには、

職員の持つ能力を最大限に引き出し、互いに成

長を支え合う職場づくりが重要であると考えて

おります。庁内でも、職員提案制度である「か

えるのたまご」を実施しているほか、各所属に

おける職場環境の改善事例として、担当の垣根

を越えた実務研修や輪番制の職員スピーチ、朝

礼の実施や所属長からのメッセージの発信など

を通じて相互理解を深め、率直に話し合える職

場づくりに取り組んでいるなど、他の所属の参

考となるさまざまな取り組みが行われていると

ころであります。現在進められている「働き方

改革」におきましても、このような事例を広く

庁内に紹介し、各所属において、職員が自由闊

達に意見交換できる風通しのよい職場づくりに

自発的に取り組む機運の醸成に努めていきたい

と考えております。

今、働きやすい環境として、○有岡浩一議員

風通しのよいという話もございましたが、実は

先ほどの２つの会社の中では、例えばアニバー

サリー休暇のように、何らかの記念日、例えば

誕生日とか結婚記念日など、有給休暇をとりや

すい、アニバーサリー休暇を職場の話題とする

など、働きやすい職場づくりに取り組んでい

らっしゃいました。県においても、このアニバ

ーサリー休暇などを職場の中で検討していただ

ければありがたいと思っております。

ところで、職員が自由に活発に意見が交換で

きる風通しのよい職場づくりとありましたが、

先ほどエコクリーンプラザみやざき問題で、現

場の話を聞いてほしいと申し上げましたが、現

在、どのような派遣職員の取り扱いに関する協

定書になっているのでしょうか。以前は分限及

び懲戒についての条文がありましたが、問題が

起きたときには職員がしっかりと話ができ、安

心して職務に専念できる協定書となっているの

か、再度、総務部長にお伺いいたします。

公益的法人等への○総務部長（畑山栄介君）

職員の派遣に当たりましては、職員の身分等を

明確にするため、派遣先法人と協定書を締結し

ておりまして、この中では、「分限及び懲戒に

ついては、県と派遣先法人が協議するもの」と

しておるところでございます。

続いて農政水産部長に、家畜○有岡浩一議員

排せつ物法施行状況についてお伺いいたしま

す。

まず、前年度の家畜排せつ物等による通報の

実態と対応についてお伺いいたします。

平成29年の畜○農政水産部長（中田哲朗君）

産環境問題に関する通報は123件で、内容別に見

てみますと、悪臭に関するものが55件、水質汚

濁が19件、害虫発生が11件、これらの内容が複

数にわたるもの等が38件となっております。通

報があった場合は、農林振興局等が、市町村や

関係機関・団体と連携して早急に現地の状況を

確認し、原因の究明と改善に向けた技術指導を

行うとともに、通報者への対応状況の報告と、

改善に至るまでの状況確認を行っております。

また、内容によっては、施設・機械の改修等、

抜本的な対策を講じる必要があるものや、水質
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などの分析に基づき、改善経過を調査しながら

長期的に対応していく場合もありますので、そ

のような案件につきましては、継続的に指導を

行っているところであります。

次に、昨今、県の指導だけで○有岡浩一議員

は、なかなか改善されない場面が報告されてお

ります。地域の畜産環境改善だけでなく、現場

の生産者のためにも指導体制の強化が必要では

ないかと考えますが、具体的な指導体制強化に

ついて、農政水産部長にお伺いいたします。

畜産経営の規○農政水産部長（中田哲朗君）

模拡大等が進む中、本県畜産の安定的で健全な

発展を図っていくためには、周辺環境に十分に

配慮した環境対策が求められておりまして、生

産現場での指導体制を強化することは大変重要

であると考えております。このため県では、堆

肥化や浄化処理技術、臭気対策等、分野別の研

修会の開催や、民間のコンサルタントを活用し

た実践研修等により、市町村や関係団体を含

め、指導員のレベルアップに取り組んでいると

ころであります。また、地域だけで指導困難な

案件につきましては、県の関係課、畜産試験

場、団体等で構成する「宮崎県畜産環境技術支

援チーム」も現地に赴きまして指導しておりま

すが、畜産環境問題も複雑化・多様化しており

ますので、今後は、専門家の御意見等を取り入

れるなど、指導体制のさらなる強化を図り、迅

速な対応に努めてまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、６番目になりま○有岡浩一議員

すが、河川工事について、県土整備部長にお伺

いいたします。

以前から事業損失補償については、課題だと

思っておりました。例えば、工事終了後に、家

屋調査による補償額を受け取っても、実際に補

修工事を見積もると３倍以上かかるという事例

がございます。

そこで、29年度以降の河川改修工事におい

て、事業損失補償を行った件数と補償を行う際

の補償額算定の考え方をお伺いいたします。

平成29年度○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

以降に河川改修工事に起因して事業損失の補償

を行った件数は、２事業の18件であります。公

共事業の施工に起因して発生した地盤変動等に

より、建物等に損害が生じた場合には、国が定

める要領に準じて補償額を算定しています。

事業損失補償の考え方としましては、原則と

して、損害等を生じた建物等を従前の状態に修

復し、または復元に要する費用を補償すること

としています。具体的には、建物等の損傷の程

度に応じて、建物等の損傷箇所を補修する方法

や構造部を矯正する方法、あるいは、建物等を

復元する方法のうち、技術的、経済的に合理的

と認める費用を算定し、補償することとしてお

ります。

やはり工事の実施に当たって○有岡浩一議員

は、第一に事業損失補償が生じないような事業

にすべきであります。そういった意味で、工法

の選定を含めどのような取り組みを今後行うの

か、部長にお伺いいたします。

工事の実施○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

に当たりましては、事前の調査や設計の段階

で、地盤及び周辺の家屋や施設など現地の状況

を十分に把握した上で、新工法も含めた工法検

討を行い、安全性や経済性など、総合的な観点

から最も適した工法の選定を行っているところ

であります。しかしながら、工事の施工中にお

きまして、当初の想定と現地状況に相違が生

じ、被害発生のおそれがある場合には、再度、

工法を検討するとともに、関係住民へ現場状況
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等の説明を行い、御理解をいただきながら、工

事を進めることとしております。

県では、職員の技術力を養成するため、各種

研修会等の開催及び現場での指導など、人材育

成にも組織的に取り組んでいるところであり、

今後とも、職員の技術力向上に努めるととも

に、適正な工法の選定を行い、円滑に工事を進

めてまいりたいと考えております。

ぜひ、このような事例を一つ○有岡浩一議員

の参考にしながら、職員の皆さん方の技術力向

上に、伝えていくというんでしょうか、そう

いった場面を教えていくというようなチャンス

として捉えていただきたいと思っております。

地域の皆様方からは、公共工事で完成しました

ので、大変感謝の言葉をいただいております。

細かい質問ではございますが、ぜひ事前調査の

段階、準備工の段階から、環境に応じた十分な

対策を考慮していただくことを強く希望してお

きます。

次に、皆伐による災害について、環境森林部

長にお伺いいたします。

近年の伐採現場において、災害の発生するリ

スクがある現場がふえております。住宅地の周

辺であったり、通学路の近くあったり、災害発

生時には人命にかかわるケースもあります。森

林伐採による災害発生を防止するためには、現

場の伐採業者の理解と協力が不可欠でありま

す。県の指導と取り組みについてお伺いいたし

ます。

県では、市町○環境森林部長（甲斐正文君）

村、森林組合等と合同で、伐採現場のパトロー

ルを地域ごとに毎月行いまして、適切な伐採方

法等を指導するとともに、豪雨が予想される場

合には、市町村等と伐採跡地の巡視を行い、土

砂や林地残材の流出が懸念される箇所について

は、伐採事業者に対し、流出防止対策等の直接

指導を実施しております。また、ＮＰＯ法人

「ひむか維森の会」が、環境や災害防止に配慮

した「伐採搬出ガイドライン」を定めておりま

すことから、県では今年度から、県内の素材生

産団体が伐採事業者に対し、このガイドライン

を広く普及するための取り組みに支援を行う予

定であります。県としましては、これらの取り

組みを通じて、森林伐採による災害の防止に努

めてまいりたいと考えております。

ぜひ、このＮＰＯ法人「ひむ○有岡浩一議員

か維森の会」、こういった活動をもっともっと

広めていただきまして、業者の皆さん方のスキ

ルアップ、そして環境に配慮した取り組みをお

願いしたいと思っております。今回、質問の中

で出させていただいておりますが、再発防止と

自伐型林業、これは環境に配慮した自伐型とい

う表現で今、全国で取り組んでいらっしゃいま

す。そういった自伐型林業の取り組みも、今後

期待したいと思っております。

次に、８番目になりますが、健康長寿日本一

について、福祉保健部長に再度お伺いいたしま

す。

健康長寿の全国順位が今回、女性が４位か

ら25位と大きく後退しています。この結果につ

いてどのような課題を認識されているのか、お

伺いいたします。

県では、○福祉保健部長（川野美奈子君）

「健康寿命男女とも日本一」の目標を掲げ、官

民一体となって健康づくりの取り組みを進めて

きたところでありますが、前回調査から大きく

順位を下げたことは、大変厳しい結果と受けと

めているところでございます。健康寿命を伸ば

すための主な課題としましては、まず、高齢者

世代の健康づくり、次に、若いころからの正し

平成30年６月18日(月)



- 229 -

い生活習慣の定着、そして、健康への関心が低

い働く世代の健康づくりであると認識している

ところでございます。

今、答弁されましたように、○有岡浩一議員

若いころから取り組むこと、そして働く世代が

健康づくりに取り組んでいくことが、長い目で

見たときに、宮崎県が健康寿命日本一、健康長

寿日本一という目標に近づく方法だと思ってい

ます。そういった意味では、若い世代から取り

組むということが必要だと思いますが、具体的

な今後の取り組みについて、福祉保健部長に再

度お伺いいたします。

県では、昨○福祉保健部長（川野美奈子君）

年度、健康づくりの指針である「健康みやざき

行動計画21」を見直し、これに基づき、健康寿

命日本一の実現に向けた取り組みを推進するこ

ととしております。

まず、高齢者世代でございますが、運動機能

が低下すると介護リスクが高まることから、今

年度、モデル市町村におけるロコモ健診を実施

するなど、ロコモ予防に取り組んでまいりま

す。次に、若いころからの正しい生活習慣の定

着に向け、野菜を積極的に食べる「ベジ活」

や、塩分を工夫して減らす「へらしお」など、

食生活の改善を促す取り組みを進めてまいりま

す。さらに、働く世代では、従業員の健康を経

営資源と捉える、いわゆる「健康経営」の取り

組みを、商工団体等と連携しながら、事業主へ

啓発していきたいと考えております。

今後とも、これらの取り組みを積極的に進

め、健康寿命日本一の実現を図ってまいりま

す。

ベジ活という言葉、よく耳に○有岡浩一議員

はするんですが、農業生産が大変高い宮崎にお

いて野菜の摂取が少ないという矛盾した現状で

ありますが、つくっているとなかなか食べない

ということもあるのかもしれませんが、身近に

これだけおいしいものがある。特に東京あたり

に行かれると、宮崎の野菜が置いてあると、

「あ、宮崎の野菜がある」と大変喜ばれます。

そういった意味では、宮崎の野菜がおいしいと

いうことを、我々県民も自覚する必要があると

思いますし、これだけおいしい野菜や食という

ものがある宮崎が幸せだと、そして健康につな

がるんだという意識というか、自信というか、

誇り。そういったものを県民に広く周知してい

くことが、これから健康寿命日本一を目指す中

で、意識を変えていくという、そういった取り

組みを、県が先頭に立って牽引していただきた

いと思っております。ぜひよろしくお願いした

いと思います。

続きまして、９番目になります。シンボルキ

ャラクターについて、商工観光労働部長にお伺

いいたします。

みやざき犬、よくイベントには参加していた

だいておりますが、各地のイベントで、子供た

ちには大変人気であります。そして、いろいろ

なバリエーションがあります。私も毎年、孫と

ともに楽しませていただいておりますが、この

シンボルキャラクターとしてのみやざき犬、こ

としは、いぬ年としてさらなる取り組みが期待

されますが、今後の展開をお聞かせください。

本県のシ○商工観光労働部長（井手義哉君）

ンボルキャラクターであります「みやざき犬」

につきましては、「踊れるゆるキャラ」という

ことで、県内外で親しまれているところであり

ます。この「みやざき犬」のファンをさらにふ

やしていくため、お話にありましたとおり、本

年は特にいぬ年企画として、「みやざき犬の絵

描き歌」を作成し、動画を配信いたしますとと

平成30年６月18日(月)
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もに、名刺、記念ステッカー等を作成し、イベ

ント等で配布しております。また、リニューア

ルした新宿みやざき館ＫＯＮＮＥのデジタルサ

イネージを活用いたしまして、みやざき犬の動

画等の放映を行っており、通行されている方々

の注目を集めております。今後、新たに、写真

を主体とするＳＮＳを活用した情報発信に取り

組むとともに、香港、台湾はもとより、その他

の海外の地域においても、「みやざき犬」を活

用した本県のプロモーションの展開を検討して

まいりたいと考えております。

今後、海外での取り組みとい○有岡浩一議員

うこともお話がありましたが、まず宮崎の中で

継続しながら、このシンボルキャラクターとい

うものを活用していく。そうすることによっ

て、今の子供たちが大きくなったときに、宮崎

のイメージとしてこのキャラクターをずっと愛

していくというんでしょうか、そういった継続

していくことが大事だと思っておりますので、

ぜひ、いろいろなバリエーションをふやしなが

ら、今後とも広く取り組んでいただくことを強

く要望しまして、最後の質問に移らせていただ

きたいと思います。

警察本部長に、警察署整備計画についてお伺

いいたます。

毎回のようにこの質問が出てくるわけではご

ざいますが、平成25年度に、宮崎県における警

察署のあり方について提言を受けております。

このときには、えびの警察署におきまして耐震

強度の課題があるという表現で検討されており

ます。そして先月、無事落成式も終えることが

でき、えびの警察署が新しく移転・新築されま

して、動き出しております。大変ありがたいこ

とだと思っております。

そこで次は、となりますが、今後は、御存じ

のとおり都城警察署、日南警察署が全国１位・

２位に古い警察署となっております。また、地

元の高岡警察署は、周辺住宅の整備が終わりま

して、現在、排水ポンプ横の最も低い位置に

なっております。そのため、大雨のたびに浸水

被害が懸念されるという状況であります。特に

平成17年の台風14号の際には、１階部分がほと

んど浸かってしまうという、そういった経験も

ございます。そういった意味では、県内の全て

の警察署の、または関係するもの、そういった

ものを計画的に取り組むためには、まず整備計

画を立てなければならないと思うんです。そう

しないと、今後の整備というのが、いつまでか

かるんだろうか、今後どうなるんだろうかとい

うことを住民の方も心配する中で、目標がつく

れないということになっております。

そこで、現在の整備計画について、現状を踏

まえた上で、警察本部長に計画をお伺いしたい

と思います。

警察本部では、○警察本部長（郷治知道君）

昨年度、御指摘のとおり耐震性に問題がありま

した、えびの警察署を整備したところでありま

すが、このほかの警察署の建てかえにつきまし

ては、現在のところ具体的な整備計画はござい

ません。警察署の整備につきましては、厳しい

財政状況でありますが、治安基盤及び防災活動

の拠点としての機能を十分に発揮できる施設を

整備するという観点から、機能に支障がある警

察署を最優先として、順次整備していきたいと

いう方針であります。

優先的に云々という話がござ○有岡浩一議員

いましたが、いずれにしても、計画をつくって

毎年毎年要請しながら取り組んでいく、そうい

う計画をつくるという最初の基本的な部分を取

り組まれなければ前に進まないと思っておりま

平成30年６月18日(月)
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すので、財政が厳しいということは重々承知し

ておりますが、計画をつくるということから、

皆さん方に努力していただきたいと思っており

ます。

質問項目は全て終わりましたので、私なりに

幾つか紹介させていただきたいと思っておりま

す。

小林市出身の、大蔵省主計局長を経て第23代

の日本銀行総裁になられました森永貞一朗氏、

今、小林市に森永貞一朗記念館がございます。

その胸像には、宮沢喜一氏が書かれた文字が刻

まれておりますが、この関係で、森永氏につい

て、野村證券の元会長であります瀬川氏がこう

おっしゃっています。「人間は、大局に目の届

く人は小さいことに気がつかない。小さいこと

に気配りできる人は大局に目が届かない。しか

し、森永さんは大局に目が届く上に、小さいこ

とにも気配りができる得がたい人物である」と

評されております。

ぜひ知事におかれましては、大局的なもの、

そして現場という身近なところ、そういった大

局的なところをしっかりと見ていただきたいと

思っております。今の中途半端な形ではいかん

と思っているんですね。そういった意味では、

現場の声を聞きながら、そして大局的なものを

目指していく、そういう人物だと大変期待をし

ておりますので、そういった視点でやっていた

だきたいと思います。

上杉鷹山公の話もよく出ております。やはり

米沢藩の100年間の計画を立てるということで、

今の米沢藩というものが、上杉鷹山公以降発展

し、また「興譲館」といった学問にも力を入れ

てこられたという話を皆さん方よくされており

ます。

もう少し時間がありますので紹介させていた

だきますが、先日は小林市の西諸フォレストパ

ークに行ってまいりました。ヒノキ林の中に整

備された簡易舗装のトレイルパークでありま

す。この簡易舗装の際には県にも大変お世話に

なったということで、感謝されておりました

が、このような地元でできる新しいスポーツ、

新しい環境を自分たちでつくっていく、そうい

う民間の力をこれからは引き出すような施策も

大切だと思っております。

また、この前は、プライベートでカナダのビ

クトリアに行ってまいりました。ここにはブッ

チャート・ガーデンというところがございま

す。これは個人の方が整備された植物園です

が、今はその地域の大きな宝として、100年以降

たった今も、観光地として生かされておりま

す。

そのように、民間の力を生かすことも、これ

から行政に求められる大きな課題でございま

す。どうぞ現場の声を聞きながら、大きなビ

ジョンを県民にうたっていただき、県民の力を

集約する、チーム宮崎としてこれからも頑張っ

ていくことをお誓い申し上げまして、知事にま

たエールを送らせていただいて、質問とさせて

いただきます。本日はどうもありがとうござい

ました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○外山 衛副議長

ました。

あすの本会議は、午前10時から、一般質問及

び議案・請願の委員会付託であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時44分散会

平成30年６月18日(月)
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平 成 3 0 年 ６ 月 1 9 日 （ 火 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）１番 武 田 浩 一 自由 民 主 党 く し ま

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 後 藤 哲 朗 同

（ ）８番 二 見 康 之 同

（ ）９番 日 高 博 之 同

（ ）10番 野 﨑 幸 士 同

（ ）11番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 原 正 三 同

（ ）14番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）15番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 徳 重 忠 夫 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 丸 山 裕次郎 同

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 横 田 照 夫 同

（ ）24番 黒 木 正 一 同

（ ）25番 松 村 悟 郎 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 右 松 隆 央 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 濵 砂 守 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 星 原 透 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 外 山 衛 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危 機 管 理 統 括 監 田 中 保 通

福 祉 保 健 部 長 川 野 美奈子

環 境 森 林 部 長 甲 斐 正 文

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 中 田 哲 朗

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 吉 村 達 也

教 育 長 四 本 孝

警 察 本 部 長 郷 治 知 道

選 挙 管 理 委 員 長 吉 瀬 和 明

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人事委員会事務局長 原 田 幸 二

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 濱 﨑 俊 一

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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○ 原正三議長 これより本日の会議を開きま

す。

議事に先立ちまして一言申し上げます。

昨日の大阪府を震源とする地震によりまし

て、多くの方々が被害に遭われました。また、

複数の方がとうとい命を落とされました。本県

議会は、この地震災害によりまして亡くなられ

た方々に対し、謹んで哀悼の意を表するととも

に、被害に遭われた方々にお見舞いを申し上げ

ます。

◎ 一般質問

○ 原正三議長 それでは、本日の日程は一般

質問及び議案・請願の委員会付託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、西

村賢議員。

○西村 賢議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。本日は、足元の悪い中、傍聴に来て

いただきまして、ありがとうございます。

そして今、議長から御挨拶がありましたとお

り、昨日の大阪府で起こった地震に対して、私

からもお見舞いを申し上げます。

1995年の阪神・淡路大震災を思い出しまし

た。非常に多くの被災者を生んだわけですけれ

ども、それから20数年がたち、その教訓が生か

されていたのかと思いますが、昨日の被害を見

ますと、その教訓も多少は生かされていたので

はないかなと思ったところであります。

私も、非常食であったり、また、地震対策と

いうものを改めて見直さなくてはならないと

思ったところでありました。

さて、これまで多くの質問が出ました。重複

する質問を避け、また通告しておりましたワク

モ対策は割愛し、委員会等にて質問することと

いたします。

まず、知事の政治姿勢について伺います。

県の許認可について伺いますが、本県の経済

活性化のため、県はさまざまな経済対策を打ち

出し、農林水産業、商工業、観光業など、産業

活性化策を、知事を先頭に推し進めています。

経済活性化を考えるときに、公共事業による

インフラ整備や補助金等による産業活性化策な

どもありますが、近年は、国や地方の厳しい財

政状況から、公共投資の伸びはほとんど期待で

きない状況にあります。また、本県や市町村の

経済対策の多くは、企業誘致、観光客誘致、ス

ポーツ大会誘致、移住政策などを積極的に行っ

ております。その効果を全て否定するわけでは

ありませんが、ほとんどが呼び水の政策であ

り、県外資本や県外の人など、他力本願の部分

も大きく、情報発信やニュース性はあるもの

の、他県との競争も厳しく、現実的には地域経

済への波及効果として、大きな伸び代は期待で

きないと考えます。

地域経済活性化には、家屋建設や店舗開設な

どの個人投資、企業の設備投資や工場立地など

の企業投資が大きく影響します。県内でも日

々、個人や企業により事業計画がなされてお

り、それらの事業実施に際しては、県による許

認可が伴うものがほとんどであり、多くの県職

員が、それら民間投資を前提とした「許認可の

相談」を毎日のように受けています。

建設や開発に関する許認可の採択は、公害や

乱開発を防ぐなどの観点から、法令や規則に従

うべきであることは当然でありますが、人口減

少など社会情勢の変化、県民ニーズの変化にも

対応していくべきと考えます。職員みずからが

相談を受けている案件によって、地域の発展に

どれほど寄与するのか、どれほどの雇用が発生

平成30年６月19日(火)
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するのか、県職員が意識することで、結果は大

きく変わると思います。

私は県民から、「行政の許可の判断が出るの

が遅い」「紙での提出書類など手続が煩雑」

「相談しても担当者がよくわかっていない」

「どうして同様のケースで許可がおりないの

か」などの相談を受けることがあります。県民

から見て行政の許認可権限というものは大きな

壁でもありますし、またそこに県民感覚とのず

れも感じます。

そこで、まず知事に、県の許認可が本県経済

に与える影響力についてどのように考えている

かを伺います。

以降、質問者席にて質問を行います。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

行政上の許認可制度は、県民の権利保護や生

活上の安全の確保といった観点などから設けら

れており、法令による申請等の所定の手続を要

するものであります。

このことにより、例えば乱開発や公害の発生

など、重大な社会的・経済的な損失を防止する

意義があるものと考えておりますが、一方で、

申請者におかれましては、事業計画の変更を要

したり、許認可を受けるまでその目的を遂行で

きないなど、経済的影響を含む一定の制約が生

じることもあります。

このため、許認可事務の運用に当たりまして

は、そのような影響があることも認識をしなが

ら、法令等の範囲内で、丁寧かつ的確に手続を

進めることが肝要であると考えております。以

上であります。〔降壇〕

○西村 賢議員 関連して質問を進めます。

次に、職員の人材育成、研修について伺いま

す。先ほどの許認可業務を扱う県職員の意識と

ともに、許認可の可否を判断するスキルは当然

求められます。また、許認可業務経験者と、新

たに新規でその仕事につく担当者などのレベル

に合わせた研修も必要となると思います。

許認可を求める民間企業や県民は、対応した

職員を「プロ」として見るために、時には民間

のスピード感覚や経営状況から厳しい注文をつ

けることもあると思います。許認可を行う部署

に経験のない職員を配置した場合に、その職員

自身にも大きな負担と重圧がかかり、メンタル

ダウンなどにつながりかねません。

過去を振り返ると2006年４月に、県現業職が

任用がえで、一般職と同じ仕事をすることにな

りました。多くの現業職が土木事務所の管理部

門に異動になり、それまでの現業職員がすぐに

職務に対応することには、大きな困難があった

と思います。それから10数年がたちましたが、

それらの経験をもとに人事課サイドは研修等に

も努力してきたと思います。許認可業務に携わ

る職員については、県民サービスの向上を意識

した積極的な対応が必要とされますが、人材育

成の取り組みについて、総務部長に伺います。

○総務部長（畑山栄介君） 県職員の人材育成

につきましては、職員一人一人が意欲を持って

業務に取り組み、個々の能力を最大限に発揮で

きることが重要であるという考えのもと、「人

材育成基本方針」を定めまして、自治学院研修

や自己啓発の推進、人事評価制度を活用したＯ

ＪＴなどにより、意欲と能力を持った職員の育

成に取り組んでいるところでございます。

御質問にありましたように、社会構造や経済

情勢が変化する中で、それぞれの許認可制度の

趣旨を踏まえつつ、県民の利便性向上や事業活

動の活性化を図るためには、業務に携わる職員
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の意識が重要であると考えております。

今後とも、業務遂行能力にすぐれた、プロ意

識の高い職員の育成に努めてまいりたいと考え

ております。

○西村 賢議員 すばらしい答弁だと思いま

す。そのとおりになるようにしていただきたい

と思います。

若手職員が出先の事務所等で経験を積むこと

は、本県にとっても非常に有益なことでありま

すが、県民はあくまで職員をプロとして相談し

ていることを忘れてはいけないと思います。

一方で、それぞれの職員みずからが担当する

仕事が、いかに経済活動につながり、雇用確保

や地域活性化など社会に貢献しているのか、職

員の「やりがい」につながる研修がなされてい

るのか、まだ疑問も残ります。職員が「やりが

い」がある仕事だと考えれば、相談者に対して

もポジティブに対応できるのではないか。前例

踏襲で「だめだ」というよりも、「どうにかし

てできないか」と思うポジティブな考え方に職

員がなってほしいと思います。

次に、許認可の中で、最も地域経済や人口流

出に影響するのが、調整区域撤廃や農地転用で

あると考えます。

私はこれまでも、過疎地の人口流出に歯どめ

をかけるために、農地や調整区域の住宅地など

への転用を進めるべきと訴えてきました。もち

ろん優良農地をあげるわけではなく、今行政が

動けばなんとかその地域が立ち直るかもしれな

いという地域を指しております。また、南海ト

ラフ地震対策として、県民個々人が高台への住

居移転を行っています。沿岸部では住宅地の不

足は現実にあります。

昭和63年に都城市が線引きを廃止した前例を

見てみました。未線引き都市では通常3,000平方

メートル未満の開発建築行為については許可不

要でありますが、乱開発防止のために規定

を1,000平方メートル以下に厳しく規制するなど

して、線引き撤廃を行いました。少し古いです

が、そのことを研究した宮崎大学の研究論文に

よりますと、「旧調整区域の人口減少の緩和が

見られ、過疎化問題は一応の成果を上げた。そ

の分、中心市街地の再立地が停滞気味」とまと

めています。しかし、これこそ、より環境のよ

く地価の安い郊外を求めた結果であるとも言え

ますし、現在の都城市・三股町地域の人口減少

が少ないことで、対策に大きな効果が出ている

とも言えます。

当時の都城市や県などでも多くの賛否や議論

があったと思いますが、過疎地域を初めとする

県下多くの集落で、人口減少や人口流出、地域

の経済活性化が課題となっている今こそ、具体

的かつ現実的な課題解決に乗り出すべきであ

り、まだこの許認可で対応が間に合う地域であ

れば、地域経済を活性化させ、人口流出に歯ど

めをかけられると思います。

農地転用の許可要件についてはさまざまな法

律条件があると思いますが、農地転用について

どのように考えるか、農政水産部長に伺いま

す。

○農政水産部長（中田哲朗君） 農地法は、農

業生産の基盤であります農地を確保することを

目的としておりますが、土地の効率的な利用を

図るために、一定の条件のもとで農地転用の許

可ができるようになっております。

農地転用の許可に当たりましては、農地の広

がりや営農条件など優良農地として保全すべき

か否かを基本に、事業計画の妥当性や周辺農地

の営農への影響の有無など、農地法で定める基

準により審査し、判断することとなっておりま
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す。

なお、農畜産物処理加工施設などの農業の振

興に資する施設につきましては、優良農地にお

いても転用可能でありますが、一般住宅や店舗

などにつきましては、先ほど申し上げました農

地法で定める基準に基づき、個別に判断するこ

とになります。

○西村 賢議員 この法律も当然、農業の発展

のためには必要な法律であると思います。逆に

一方で言えば、人口流出が著しい農村部に対し

ては、重い規制であることを忘れてはならない

と思います。また、都市部に近いところでも、

この規制があるためになかなか住宅立地が進ま

ない。ましてや農家の息子さん、跡取りが必ず

しも農家を続ける時代でもなくなりました。そ

ういった場合には、農地に住居を建てるという

ことが非常に困難である現実があることを、執

行部はしっかりと認識をしていただきたいと思

います。

次に、市街化調整区域における開発行為等の

許可要件や、社会情勢等の変化を踏まえた今後

の対応について、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 市街化調整

区域は、都市計画法により、市街化を抑制すべ

き区域とされており、開発行為等により無秩序

な市街地化の拡大につながらないよう、法第34

条第１号から第14号まで許可要件が定められて

おります。例えば、市街化調整区域に住みたい

方が、土地を取得して住宅を建てるためには、

その土地が、市街化調整区域に指定された際、

地目が宅地であり、かつ、一定の集落内にある

こと、または、法第34条第11号に基づく条例で

指定した区域内にあることなどが要件となりま

す。しかしながら、市街化調整区域の土地利用

につきましては、人口減少など、社会経済状況

の変化を踏まえて対応する必要があるため、法

の趣旨は踏まえながら、許可要件の緩和につい

て、関係市町との勉強会を開催するなど、検討

を進めているところであります。

○西村 賢議員 この質問は、ほかの議員の方

からも出ておりますし、また、しっかりと前向

きに考えていただきたいことであります。先ほ

ど言ったように、乱開発を進めろというわけで

はないんですけれども、実際の県民のニーズと

いうこともしっかりと把握していただきなが

ら、考えていただきたいと思っております。

関係市町村との勉強会というものも、中身の

濃いものにしていって、しっかりとこの地域を

開発してやっていけるということがあれば、規

制を撤廃していくことも重要だと思いますし、

先ほど申し上げた都城市の例もございます。非

常に当時は重い決断だったと思います。しか

し、結果的に私ども日向市とか延岡市の調整区

域が多く残っている地域に比べて、非常に人口

が残っているわけです。そういういい前例も出

してあるわけですから、しっかりと、そこも参

考にしていただきたいと思っております。

今のやりとりを踏まえて、また再度、知事に

質問をいたします。本県の地域経済の活性化、

人口減少の課題については、全庁を挙げて取り

組んでいると思いますが、これまでのやりとり

を見ても、社会情勢の変化に対応が追いついて

いるとは思えません。今回の指摘について知事

はどのように考えるか伺います。

○知事（河野俊嗣君） 農地転用や開発行為等

の許認可につきましては、先ほどそれぞれの所

管部長がお答えしましたとおり、関係法令に

のっとり、地域の実情を踏まえながら、丁寧か

つ的確に運用していくことが求められておりま

す。御質問にありましたように、社会構造や経
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済情勢が大きく変化する中で、行政ニーズや県

政の課題もますます多様化・複雑化しておりま

す。

私は日ごろから、職員に対し、許認可行政も

含めて、実務を行う上では、現場の声によく耳

を傾けるとともに、視野を広く持って、県の活

性化に向けてなすべきことを組織全体で考えて

いくよう求めているところであります。今後と

も、プロ意識の高い職員の育成に努め、県庁全

体の総合力を高めていきますとともに、県民の

皆さんと向き合い、人口減少問題を初めとする

困難な課題にしっかりと取り組んでまいりたい

と考えております。

○西村 賢議員 今、知事が職員の方々にその

ように訴えていただいているのは非常にありが

たいことであります。それがしっかりと浸透し

ていくように―特に人口減少対策、地域経済

活性化というのは、一番重い２つのテーマだと

思います。しっかりとした、現実的な、具体的

な策を―県の許認可ですから、県が動けば、

県がやろうとすればできることであります。他

力本願ではなくて、宮崎県が行政としてできる

ことも踏まえてしっかりとやっていただきたい

と要望しておきます。

次に、鉄道の利用促進について、質問を続け

ます。

５月30日、ＪＲ九州は、九州７県が３月のダ

イヤ改正で削減された便の復活などを求めて提

出した特別要望書について、６月中旬までに各

県や関係市町村へ回答する方針を明らかにしま

した。本県は日豊線、吉都線、日南線の３路線

で運行区間の復活や車両編成の維持を求めてお

りますが、ＪＲ九州からの回答があったのかと

いうことと、この件に関しての知事の所感を伺

います。

○知事（河野俊嗣君） 先月、九州各県ととも

に行ったダイヤ改正の見直しの要望に対しまし

て、正式な回答はまだありませんが、ＪＲ九州

は昨日、７月14日からのダイヤ改正を発表し、

県内の路線では、車両数の削減で一時、混雑、

遅延が発生しておりました吉都線や日豊本線の

一部につきまして、２車両編成を継続すること

が示されたところであります。

また、ＪＲ九州から、ことしの秋以降、吉都

線や日豊本線の一部で、学校の試験期間などに

おける臨時便の運行について、検討していきた

いとの意向が示されたところであります。

しかしながら、九州各県とともに要望してま

いりました、削減された便の復活について、今

回のダイヤ改正で対応していただけなかったこ

とは、大変残念に思っております。

県としましては、利用者の利便性が改善され

ますよう、ＪＲ九州に対し、今後とも地元の声

を届け、減便の見直しを求めてまいりたいと考

えております。

○西村 賢議員 鉄道の利用促進を考える上で

は、少子化が進み、高速道路の整備が進む本県

にとっては、具体的な利用客拡大というのは難

しいかと思います。しかし、先ほどオープンし

た延岡駅のエンクロスや宮崎駅前の再整備、小

林駅周辺整備もですが、明るい材料がないわけ

ではありません。

鉄道に乗るだけではなく、駅の商業施設等の

利用を推し進めていくことも、一つの活性化策

であります。そのためにも、都市部では当たり

前になった、ＳＵＧＯＣＡなどのＩＣカードの

普及も必要だと思いますが、現在、県内では佐

土原―田野、宮崎―宮崎空港間でしか利用がで

きません。今後の利用可能エリア拡大につい

て、総合政策部長に伺います。

平成30年６月19日(火)
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○総合政策部長（日隈俊郎君） お尋ねのＪＲ

九州の交通系ＩＣカード「ＳＵＧＯＣＡ」につ

いてでありますが、これは、平成27年度に宮崎

駅を中心とする12駅に導入されまして、県民は

もとより、県外からの観光客、ビジネス客など

の利便性の向上が図られたところであります。

しかしながら、利用可能エリアが宮崎地区の

みであるため、その導入効果は限定的なものに

とどまっているものと認識しております。

このため、利用エリア拡大につきまして、要

望を続けているところでありますが、昨年10月

には、郡司副知事とともにＪＲ九州本社を訪問

いたしまして、「宮崎県鉄道整備促進期成同盟

会」からの要望として、直接お願いをいたした

ところであります。

県としましては、今後とも沿線自治体等と連

携しながら、ＪＲ九州に対し、引き続き、粘り

強く要望を行ってまいりますとともに、ＪＲ九

州の投資意欲を喚起することも重要であります

ので、県内鉄道の利用促進にも一層取り組んで

まいりたいと考えております。

○西村 賢議員 まだ私の地元日向市駅でも使

うことができないんですが、逆に、地域外から

来た方には「使えないの？」と、物すごく驚か

れますし、宮崎空港であったり、宮崎駅であっ

たり、ＩＣカードを使って入られた方が、その

後、駅員の方といろんなやりとりするのを聞く

ときも、時々あります。そういうのを見ると、

非常に寂しい思いもいたしますし、また、利用

拡大のためにも、これじゃ進まないなという思

いもあります。日向市駅にも１つ２つ、ＩＣカ

ードを使える自動販売機があるんですけれど

も、なかなか使っている光景が見られないの

も、残念なところであります。ぜひ、このＩＣ

カードの普及が進みますように、できるだけ早

く県内一円に広がるように、要望したいと思い

ます。

次に、新幹線整備と鉄道高速化について質問

予定でしたが、田口県議の質問と重複しますの

で、割愛をいたします。一言だけ。本県も東九

州新幹線や、鉄道高速化の夢を絶やすわけには

いきません。次の世代にしっかりと引き継いで

いくためにも、国やＪＲへの要望だけではな

く、知事を先頭にしっかりと行動を起こして、

続けていただきたいと思います。

次に、株式取得について質問いたします。県

内の電車の減便やダイヤ改正などさまざまな合

理化は、ＪＲ九州が民営化したことにより、よ

り株主への配慮や、営利を目的にした運行管理

が行われることは、これまでのやりとりを見て

いても現実的にあります。ＪＲ九州自体の事業

別売上等を見ても、鉄道などの運輸サービスに

よる売上は全体の４割強と、流通外食や不動産

事業など６割弱が既に鉄道以外の売上となって

おり、今後は本県の鉄道事業に対してどれほど

ウエートをかけてくれるのか不安な部分もあり

ます。本県の鉄道の利便性を維持していく上

で、今後は、ＪＲ九州への要望を含め、沿線自

治体との協力体制や県民への利用促進策なども

ＪＲと協力して行っていく必要があります。本

県がＪＲ九州との関係性を築いていく中で、Ｊ

Ｒ九州の株式取得を考えてはどうか、河野知事

に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 本県の鉄道を取り巻く

状況が厳しい中で、その維持・充実を図ってい

くためには、ＪＲ九州と密接な関係を築くこと

が重要でありまして、今後ともしっかりと意思

疎通を図り連携を深める、そのような取り組み

をしてまいりたいと考えております。

御指摘がありましたような、県内の幾つかの
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自治体のように、ＪＲ九州との関係性を築くた

め、株式を取得することも一つの手法ではあり

ますが、株主として一定の権限を行使するため

には、相当数の株式を取得する必要がありま

す。また、仮に相当数に満たない株式を取得し

たとしても、株主平等原則により特別な扱いは

期待できないため、現時点では、県として株式

取得は考えていないところであります。

今後も引き続き、沿線自治体と一体となっ

て、利用促進の取り組みを推進するとともに、

ＪＲ九州としっかり連携してまいりたいと考え

ております。

○西村 賢議員 株式取得に対しては、非常に

消極的であると思いますけれども、相手も民間

企業でありますし、株主の言い分を聞かなくて

はいけない株式会社でありますから、そのこと

を含めて、関係性をより密にするという手法の

一つとして申し上げたところであります。ほか

で株式を取得している自治体もあるということ

でありましたので、そういうところの経過も見

ながら、今後も検討を続けていただきたいと思

います。

次に、アユの資源管理について質問いたしま

す。

五ヶ瀬川水系のアユの資源管理で、五ヶ瀬川

水系のアユを守ることが、環境保護や観光産業

への影響も含めて大きな課題であることは言う

までもありません。五ヶ瀬川のアユが激減し、

県は平成28年度から、「五ヶ瀬川水系のアユ資

源回復に向けた取組方針」に基づき、内水面漁

協や海産稚アユ採捕業者など、関係者による総

合的な取り組みを行ってまいりました。平成29

年の２月からは延岡湾への採捕停止に踏み切

り、アユの資源回復の状況が目標値にいまだ及

ばないことから、来年からは門川、日向の漁協

も海産稚アユの採捕停止の方針を示されており

ます。県は対応策などを提示しておりますが、

当該漁協の方々が非常に強い憤りを持っておら

れることは、これまで議会において質問が出さ

れてきましたので、御承知のことと思います。

県は毎年５月と10月に調査を行っております

が、先月の調査結果とその結果による見通しは

どうであったのか、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 五ヶ瀬川水系

のアユ資源回復に向けた取り組みにつきまして

は、ただいまお話がありましたとおり、平成28

年に策定いたしました方針に基づき、毎年、ア

ユの生息数を調査し、資源の状況を確認しなが

ら管理を進めることといたしております。毎年

５月に実施する調査は、海で育ち、川に上って

きた若アユの数を漁解禁前に把握し、その年の

アユの資源状況を判断するために行っているも

のであります。今年度の調査は、アユ調査の専

門家に委託して、５月21日から25日までの５日

間で実施したところでございますが、現在、そ

の結果の取りまとめを行っている状況にござい

ます。

○西村 賢議員 アユの資源回復のため、五ヶ

瀬川では種苗放流を行っており、５〜10トン程

度の放流を行っているとのことです。100万

〜200万尾に相当するそうです。しかし、この放

流量と資源の回復量には相関関係が認められま

せん。漁業者には、「五ヶ瀬川は以前ほどのア

ユが生息できる環境にない」と指摘する人もい

ます。私もその考えは否めないと感じていま

す。アユが生息していくには、餌であるコケの

育成状況や、カワウなどの外敵、産卵場所や水

位減少による育成密度、水質など多くの要因が

関係してきます。

先日、広島県の栽培漁業センターを訪問し、
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関係者からアユについてのレクチャーを受けて

きました。ここでは、放流用に230万尾のアユを

育て、４つの漁協の中間育成施設に卸していま

す。人工的に育てられたアユは自然環境に弱い

のかと伺ったところ、「冷水病」という感染症

によって死滅してしまうので、その耐性がある

強いアユを品種改良してつくっているとのこと

でした。その研究も顕著であり、広島県灰塚ダ

ムの陸封アユと宮崎県産アユのかけ合わせが、

現段階で最もその細菌に強いということで、冷

水病でほぼ全滅するところが８割程度残ったケ

ースもあるということで、驚きました。アユの

生存率を大きく左右する冷水病に関して、本県

の検査体制と、本県の河川環境に向くアユの品

種改良の取り組みについて伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 本県におきま

しては、これまでアユの冷水病による大きな被

害は出ていないことから、品種改良による対策

は行っていないところであります。しかしなが

ら、冷水病が一たび蔓延すれば甚大な被害が生

じますことから、県内各河川に放流するアユ稚

魚につきましては、水産試験場において検査を

行い、冷水病でないことを確認の上、放流する

など、河川に病気を持ち込まない対策を講じて

いるところでございます。

○西村 賢議員 冷水病の被害はそこまでない

ということですが、そうであればなおさら、な

ぜアユがすめないのか疑問も残ります。さまざ

まな観点から研究がなされていると思います

が、その一つの要因であるカワウについて伺い

ます。五ヶ瀬川水系にはダムなどの魚道が多く

あり、カワウがそこを狙ってくるとも、関係者

の話で聞きました。本県のみならず多くの河川

で、カワウによるアユへの被害があり、各県も

対応に苦慮しているとのことです。自然の摂理

ではありますが、カワウの捕獲にはさまざまな

条件があると思います。五ヶ瀬川の現状と対策

について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 延岡市により

ますと、五ヶ瀬川水系における平成28年度のカ

ワウによる被害額は2,400万円と試算されており

まして、アユを初めとする水産資源に被害が出

ている状況にあります。このため県におきまし

ては、延岡市や内水面漁協が取り組みますカワ

ウの生息調査や駆除活動、また、アユの遡上期

及び産卵期の被害防止活動に対しまして、支援

を行っているところであります。

今後とも、地元関係者と連携を図りながら、

カワウ対策に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

○西村 賢議員 非常に多くの被害が出ており

ますし、カワウの対策というのは、内水面漁協

の方もいろいろ頑張っていただいておるんです

けれども、なかなか難しいということも聞いて

おります。それでも諦めるわけにはいかないと

思いますし、自然環境が相手ですから、なかな

か厳しいとは思いますが、さらなる取り組み

と、いろんな協力をよろしくお願いしたいと思

います。

話をもとのアユの資源管理に戻します。アユ

の資源保護も重要な問題ですが、今回関係する

漁師の方々は、県の方針に対して納得いかない

面もあります。県は別の漁業への転換等対策も

示されているようですが、ただでさえ後継者や

事業継続に悩む漁業者もいることでありますか

ら、容易ではないと思います。

来年まで猶予もありませんが、これまで事業

実施から２年が経過し、蓄積されたデータ等か

ら検証が必要ではないかと思いますが、農政水

産部長に伺います。
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○農政水産部長（中田哲朗君） 平成28年に策

定いたしました取り組み方針に基づき、延岡湾

での海産稚アユの採捕停止や、五ヶ瀬川におけ

る瀬がけ漁の自主的な期間短縮などの取り組み

を開始してから２年が経過したところでありま

す。この間、五ヶ瀬川水系で生まれた稚アユ

や、海で育って川に上っていく若アユの生息数

などを調査してきたところであり、これらのデ

ータが蓄積されているところであります。

取り組み方針におきましては、資源が回復す

るまでの間、アユの採捕を段階的に制限するこ

ととしておりますので、今後、ことしのデータ

も含めてしっかりと検証し、取り組みの効果や

資源の回復状況を確認していく必要があると考

えております。

○西村 賢議員 今回のアユの問題でも、アユ

の産卵時期に、いろんな自然環境であったり、

そのときの水の流れであったり、大きなことが

影響することはわかっております。１年１年の

データだけで、その河川のアユが生息するため

の環境というのははかり切れないかもしれませ

んけれども、漁業者の方々も必死でありますの

で、しっかりと話をしながら、今後の対策も検

討していき、漁業者も納得する対策をとってい

ただきたいと要望しておきます。

次に、種子法廃止による本県の状況と対策に

ついて伺います。

今回、髙橋議員の質問にもありましたので、

条例化等については私からも要望しておきます

が、現在、書籍やインターネット上では種子法

廃止に対する賛否も飛び交い、県民や農業関係

者への不安をあおるところも見受けられます。

いまだに県民の中には、米・麦・大豆以外にも

該当する作物がふえるのではないか、種子の価

格が上昇するのではないか、食品の安全性、外

国産農産物の輸入拡大など、不安の声もありま

す。こればかり聞くと、なかなかメリットのほ

うが見えにくい種子法廃止ですが、農水省の説

明によりますと、「戦略物資である種子・種苗

については、国は国家戦略・知財戦略として、

民間活力を最大限に活用した開発・供給体制を

確立する。そうした体制整備に資するため、地

方公共団体中心のシステムで、民間の品種開発

意欲を阻害している」とのことであります。

本県が民間活力による種子の生産を阻害して

きた可能性があるのか、また現在、本県内で種

子の品種開発を行う企業があるのか、本県の農

業への影響はどうなのか、問題意識を持ってい

るところでありますが、これまでの県における

水稲の民間育種の導入状況と現在の動き、並び

に主要作物の種子法廃止の及ぼす影響につい

て、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（中田哲朗君） 県におきまし

ては、各地域で栽培する水稲について、収量や

品質、種子コスト等を調査・比較し、そのすぐ

れたものを「奨励品種」として普及していると

ころであります。平成元年以降、奨励品種の調

査において、民間が育成した11品種の普及の可

能性を検討いたしましたが、採用したものはご

ざいません。また、最近の民間の動きといたし

ましては、昨年度から、県内での品種導入に向

けて、粘りが強い特性を持つ品種の試験栽培が

行われていると伺っているところであります。

なお、主要農作物種子法廃止後におきまして

も、県の要綱に基づき、これまでどおり、奨励

品種の調査を検討・実施した上で、採用の可否

について判断していくこととなります。

○西村 賢議員 結果を見ますと、県の研究機

関等が開発したものに関して、民間による開発

がまだ及んでいないという状況かなと思いまし
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たが、これからは民間企業と協同して研究を

やっていくとか、いろんなプラスに考えられる

部分もあるかもしれません。

全てをマイナスに捉えてもいけないのかなと

は思いますが、このままでは農家も消費者も納

得いかない部分も多くあると思いますので、今

後も注視していただくようにお願い申し上げま

す。

次に、観光産業について伺います。

今年度、県議会では観光振興対策特別委員会

が設置され、第１回目の委員会では、本県観光

の現状や課題など、担当課から説明があったと

ころであります。課題を冷静に分析している点

は非常に評価できますが、委員一同、本県の観

光をめぐる状況には歯がゆさを感じたところで

あり、さまざまなデータから、「観光立県」は

もはや幻想であると感じています。本県観光の

立て直しを、県や市町村、関係団体とともに取

り組んでいかなければならないと思った次第で

す。

今、年間2,860万を超える外国人観光客を初

め、観光需要の高まりは、地域によって明暗が

分かれています。国は、今後もふえる観光客の

ホテル不足対策として、一般住宅に宿泊を認め

る民泊を認め、今月15日に「住宅宿泊事業法」

いわゆる民泊新法が施行されました。これによ

り、全国的に民泊施設がふえるであろうと考え

ます。

先日、広島県廿日市市にある外国人向けゲス

トハウスを視察いたしました。ここは、バック

パッカーなど宿泊者の７割が外国人という簡易

宿所でありましたが、外国人の中には、安い宿

泊料金と地域の方々との交流を楽しみに、あえ

てホテルや旅館ではないところに好んで宿泊す

る方々も少なくありません。もちろん、日本人

にもそのような方はいるとは思いますが、この

ゲストハウスでも、交流によりリピーターや延

泊につながっているとのことでした。

このような流れの中で、本県もおくれること

なく民泊等観光事業に取り組んでほしいと思い

ますが、民泊新法による営業がふえると、既存

のホテルや旅館業への影響が出てくることも考

えられます。また、報道されているような近隣

トラブル等も考えられ、近隣トラブル対策のた

め、マンションなどの集合住宅では、民泊に利

用できないようにする規約改正などの動きもあ

ります。今後も、その管理体制に問題が出てく

ることも考えられますが、本県において、これ

まで民泊施設として届けられた件数、これまで

近隣住民トラブルはないのかを、福祉保健部長

に伺います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 住宅宿泊事

業法に基づく届け出につきましては、本年３

月15日から全国で受け付けが既に開始されてお

りまして、本県では６月15日現在、６件の届け

出となっております。また、報道されているよ

うな、騒音やごみ出しに係る苦情など、近隣住

民とのトラブル事例につきましては、これま

で、県民からの情報提供や関係機関からの報告

は受けておりません。

○西村 賢議員 今、この民泊のニュースが割

と、ワイドショー等でも毎日のように報道され

ておりまして、非常に関心が高まっているとこ

ろであります。プラスで見る動きも非常にある

んですが、旅館や民宿の少ない中山間地などで

は、これまで農家民宿の形態で県内でも普及が

進んでまいりましたが、この民泊新法により、

より届け出が容易にできるようになり、宿泊料

も取ることができます。住宅の空き室や空き家

の活用も期待され、高齢者でも行える仕事もあ
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るなど、ある意味ではチャンスでもあります。

中山間地の観光や宿泊等、この民泊は観光誘客

につなげられる可能性があると考えますが、商

工観光労働部長に考えを伺います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） お話にあ

りましたように、宿泊できる施設の少ない中山

間地域において、住宅宿泊事業法、いわゆる民

泊新法に基づく健全な民泊サービスの普及は、

空き家の有効活用だけではなく、その地域なら

ではの生活体験などと組み合わせることにより

まして、国内外からの観光誘客につながるもの

と考えております。

特に、これまでも県内各地で取り組まれてお

ります農泊につきましては、今回の民泊新法に

より、宿泊施設としての開業が容易になります

ことから、地域の複合的なビジネスとして、さ

らに発展していくことが期待されております。

民泊新法は、６月15日に施行されたところで

ありますので、まずは適正な制度の運用に努め

てまいりたいと考えております。

○西村 賢議員 最後に、日向市内の道路につ

いて質問いたします。

現在、日向市財光寺地区では、国道10号の門

川日向拡幅工事が行われております。４車線化

になれば、東九州道日向インターへのアクセス

向上や渋滞緩和など、期待がかかりますし、昭

和45年の事業化から約半世紀と、長きにわたり

待った市民にとっては悲願でもあります。

早期整備を市民は期待するところではありま

すが、ここまできて用地取得が進まない部分も

あり、周辺住民や沿線の事業所の方々の不安が

あります。今後の整備の進捗について、県土整

備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 国道10号の

門川日向拡幅につきましては、交通混雑の緩和

や交通安全の確保を目的として、門川町加草か

ら日向市平岩間において、国の直轄事業として

整備が進められており、順次、４車線で供用が

図られております。現在、日向市財光寺地区の

長江交差点から木原交差点間の約1.2キロメート

ルにおいて整備が進められており、ことし３月

までに約94％の用地を取得されております。

今年度は、本格的な改良工事に着手されると

ともに、残る用地の取得を行っていくと伺って

おります。

○西村 賢議員 改良工事がスムーズに進むよ

うに、県もまたバックアップをよろしくお願い

します。

さて、地元の話題でありますが、５月に日向

市役所がリニューアルオープンしました。とて

も立派な市役所ができました。地元の木材等も

ふんだんに使っておりますので、近くにお越し

の際にはぜひお立ち寄りいただき、ごらんいた

だきたいと思います。

さて、その日向市中心部には、南北に県道土

々呂日向線が走っており、東九州道日向インタ

ーからおりてすぐ、この道路につながります。

この道路はかつての国道で、その両脇には商店

や民家が軒を連ねておりましたが、とても狭

く、現在は財光寺地区と中心市街地の土地区画

整理事業等で、道路拡幅工事が進捗しておりま

す。

日向インターからおりて左折し、この道路を

北上していくと、日向市中心部に入ろうとする

手前、塩見橋北交差点から日向市駅西口交差点

までの約900メートルが大型車通行禁止となって

おります。そのため、現在はバスなどの通行が

できません。ここは日向市の中心市街地であり

ますが、大型車が迂回する必要があります。道

路整備が完成した後には、大型車の通行は可能
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となるのか、警察本部長に伺います。

○警察本部長（郷治知道君） 県道土々呂日向

線の日向市駅西口交差点から塩見橋北交差点ま

での約900メートルの区間につきましては、商業

地域内を通る幅員の狭い道路でありますことか

ら、交通事故の防止や渋滞等の緩和を図るため

に、大型車の通行を現在禁止しております。

大型車通行禁止の解除につきましては、道路

整備完了に合わせて見直した場合の影響などを

十分に見きわめるとともに、関係行政機関や地

域住民等の意見を聞きながら、検討してまいり

たいと考えております。

○西村 賢議員 スムーズな通行であったり、

もちろん安全管理というのも非常に大事だと思

いますけれども、前向きに検討していただきた

いと思います。

昨日、私も誕生日を迎えまして、重松議員と

同じく年を１つ重ねました。またことし１年間

も頑張ってまいりたいと思います。そして、

きょうは武田議員の誕生日ということで、おめ

でとうございます。エールを送りまして、私の

質問を終わります。ありがとうございました。

（拍手）

○ 原正三議長 次は、渡辺創議員。

○渡辺 創議員〔登壇〕（拍手） 県民連合宮

崎の渡辺創です。７月８日（日曜日）は、宮崎

市消防団の操法大会が県消防学校で開催されま

す。操法大会というのは、設置された防火水槽

から給水し、火災現場を意識した火点と呼ばれ

る的に目がけて放水し、撤収するまでの一連の

手順の速さと正確さを競うものです。防火水槽

や火点の位置、せりふ、動きがあらかじめ決め

られており、全国規模で大会が行われていま

す。この議場にも同じ宮崎市消防団の現役の日

髙陽一議員や右松議員、ＯＢの横田議員、有岡

議員を初め、消防団関係がたくさんいらっしゃ

いますので、そんな皆様にはなじみのことかと

思います。

実は私も入団７年目、ことし初めて操法大会

に指揮者として出場する機会を得ました。その

ため、５月の連休明けから毎晩大きな声で指示

を出し、筒先を背負い、重たいホースを担いで

走り、放水して火点を倒すという訓練に明け暮

れているところです。そろそろ体中に疲労が蓄

積してきましたが、指導に当たってくださる先

輩方やみずからの時間を犠牲にして訓練をサポ

ートしてくれる仲間とともに、もうしばらく頑

張りたいと思うところです。どうぞ７月８日は

宮崎市選出議員の皆さん、県消防学校に激励に

駆けつけていただきたいと願います。ちなみに

私の出番は、小型ポンプ積載車操法部門に出場

する16部のうち12番目ですので、よろしくお願

いいたします。

さて、なぜ冒頭でこんな話をしたかといいま

すと、今、訓練を受けながら、これまで意識す

ることがなかった一つ一つの動作にもきちんと

道理があるということを実感しているからで

す。なぜホースをできるだけきれいに伸ばす必

要があるのか。なぜ指示は決まった方法で伝え

る必要があるのか。それは、火事の現場で誤り

や誤解がないように、一つ一つの行動の「道

理」を大切にするということなのだと実感をし

ています。

さて県政は、今年末には河野知事が３選を目

指す知事選が予定され、来春には県議会も改選

期を迎えます。今回の質問では、宮崎県政が道

理、つまり物事がそうあるべき道筋にあるかと

いうことをきちんと見直しながら進みたいと思

います。

まず、知事の政治姿勢について伺います。
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昨年11月議会で河野知事は、３期目への意欲

を示しました。１期目は各政党に推薦を求め

ず、２期目は幅広く推薦を求め、「オール宮

崎」の体制を意識されました。いずれも一党派

だけに偏らず、バランスをとった政治的位置を

維持する意思表示というふうに理解をしてきま

した。ただ今回は、報道等によりますと、現時

点で、一部政党や一部経済団体を中心とした政

治団体のみに推薦願をお出しになっているよう

ですが、これまでの基本姿勢に変化があったと

理解をすればよろしいでしょうか。知事にお伺

いします。

壇上からの質問は以上とし、残余の質問は自

席から行います。知事を初め答弁者の皆様に

は、どうか道理にかなった御答弁、方向性をお

示しいただきますようお願いいたします。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

私は、政治姿勢の基本として「対話と協同」

を掲げておりまして、県民の皆様、市町村、経

済団体などとさまざまな形で連携を図って進め

てまいりたいと考えております。このため、２

期目の選挙に際しましては、各政党や団体に幅

広く推薦をお願いしたところでありますが、現

在もその姿勢なり考え方に変わりはございませ

ん。次期選挙におきましても、宮崎の県政に対

する姿勢、私の考え方に賛同いただければ、幅

広い支援をお願いしたいと考えているところで

あります。以上であります。〔降壇〕

○渡辺 創議員 ありがとうございました。基

本姿勢、確認できたと思っております。

次に、ＬＧＢＴなど、性的少数者をめぐる環

境について質問いたします。

ことし２月議会の一般質問の中で、知事に当

事者の皆さんとの意見交換の必要性、また交流

の必要性というところを提起させていただきま

した。その結果、すぐに知事のほうでもお答え

を実行に移していただくということでありまし

た。迅速な対応に心から感謝をいたしたいと思

います。さて、その３月29日に県電ホールで開

催された意見交換ですが、率直に知事はどのよ

うな御感想をお持ちになったでしょうか。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘のありました講

座、本年３月に、県職員向けの研修会としまし

て、「性的指向と性自認に関する人権講座」を

実施しました。４名のＬＧＢＴ当事者の方から

直接、宮崎における実態や課題、今後のあり方

などについて、さまざまな御意見を伺ったとこ

ろであります。

この意見交換を通じて、性的少数者の方々

が、周囲の無理解や誤解、偏見などにより「生

きづらさ」を感じている現状につきまして、改

めて生の声から理解をすることができたと感じ

ております。また同時に、社会全体が性の多様

性をしっかり理解し、そっと温かく受けとめら

れる社会を築いていくことが重要であると強く

感じたところでありまして、そのような宮崎の

実現に向けて、これからもしっかり取り組んで

まいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 知事が直接お会いになったと

いうことの意義は、大変大きいと思っておりま

す。県にとっても前進を明確に示す一歩になっ

たのではないかと思います。そこで、今回の意

見交換を受け、県は今年度どのような取り組み

を進めているのか、総合政策部長と教育長にお

伺いをいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 性の多様性を

正しく理解し、誰もが自分らしく生きられる社

会を築いていくためには、さまざまな機会を通



- 249 -

平成30年６月19日(火)

じた啓発の取り組みが重要であると考えており

ます。このため、今年度は、宮崎県人権啓発推

進協議会の研修会や、西都市で開催します県民

人権講座において、性的少数者の方を講師に招

いての講演会を計画したところであります。ま

た、企業や団体等の研修担当者向けの講座にお

いて、今年度は、ＬＧＢＴをテーマとした職場

研修プログラムを取り入れ、企業等での研修を

支援しております。さらに、民間団体と協働し

て行います啓発事業においても、３団体におい

て、性的少数者の問題をテーマに取り組むこと

としているところであります。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会におき

ましては、本年８月に、市町村の教育長及び県

教育委員会の各課室長等の幹部職員を対象とし

て、ＬＧＢＴ等性的マイノリティーについての

研修を実施することとしております。また、こ

のほか、教職員を対象とした各種の研修会にお

きましても、性的マイノリティーや性に対する

多様なあり方についての理解・啓発を図ってい

るところであります。今後とも、あらゆる研修

の機会を通して、教職員のＬＧＢＴ等、性的マ

イノリティーに係る理解をさらに深めていくと

ともに、これらの児童生徒に配慮したきめ細か

な対応に努めてまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。今

の御答弁からも、県が当事者の皆さんに寄り添

おうという姿勢を示しつつあるというのは十分

に理解できたのでありますが、先日、ちょっと

目を疑う報道がありました。６月10日の宮崎日

日新聞の紙面で、ＬＧＢＴに関する県内首長ア

ンケートでの県の回答の一部です。５ページに

記載されていた質問の６問目「住民に支援や啓

発を「宣言」する考えはあるか？」という問い

に、県は14市町村が「○」ないし「△」と回答

する中で、「×」との回答でした。正式な問い

の文言は紙面だけではわかりませんし、さら

に、「宣言」というのをどう捉えるのかという

ニュアンスの難しさはあるのですが、「×」

（ない）というのは、これまで数回にわたって

本会議で答弁を得てきたニュアンスとは少し離

れているのかなという印象でした。この回答に

ついて、補足説明を総合政策部長に求めたいと

思います。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 本県では、平

成17年１月に、「宮崎県人権教育・啓発推進方

針」を策定しまして、性的少数者に関する問題

を重要課題の一つとして位置づけまして、教育

・啓発活動の積極的な推進を図るとともに、そ

の策定とあわせて、その時点で「「宮崎県人権

教育・啓発推進方針」推進宣言」を行ったとこ

ろであります。これは、性的少数者の問題も含

めたさまざまな人権課題について、積極的に取

り組むという、県の姿勢を明確に示したもので

ありまして、今後とも、この推進宣言にのっと

り、あらゆる人権問題について教育・啓発活動

の推進を図ってまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 平成17年の「「宮崎県人権教

育・啓発推進方針」推進宣言」で、人権問題の

解決に向けた包括的な宣言を既にしているのだ

と、そういう意味だったと理解をしますが、回

答内容がどういうふうに受けとめられるかとい

うところも少し意識して、今後の発信はあった

方がいいのかなという気もします。ただ、これ

までの答弁等で、県が性的少数者の抱える「生

きづらさ」に寄り添おうという姿勢を次第に強

くしていっているというのはよく認識をしてい

ますので、質問を先に進めたいと思います。

そこで、県の姿勢を当事者または県民に、よ

り明確に示すために、来年度予算の中で、事業
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名にしっかりと「性的少数者」「ＬＧＢＴ」な

どと銘打った事業を組んでみてはいかがかと考

えます。決して、特別に予算をふやすとか極端

なことを申し上げているのではなくて、例え

ば、既にある啓発事業等を組み立て直して、し

ばらく性的少数者に関することを特出しするよ

うな形で、県の課題認識であったり姿勢を明確

に示してみる。また、性に関する相談窓口を明

確にしてみるというような工夫の余地があるの

ではないかと考えているところですが、総合政

策部長の考えをお伺いいたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 県ではこれま

で、さまざまな人権課題に対する啓発に取り組

んでおりまして、性的少数者の問題につきまし

ても、県民の理解促進に努めてきたところであ

ります。しかしながら、当事者の方々のお話を

お伺いいたしますと、社会的に十分な理解がま

だ得られていない状況にあるのかなと認識して

いるところでございます。

したがいまして、まずは、性の多様性につい

て県民に広く理解していただけるよう、今年度

の啓発事業にしっかり取り組みますとともに、

来年度以降の事業展開につきましては、御指摘

の点も含め、今後考えてまいりたいと考えてお

ります。

○渡辺 創議員 今、御答弁にありましたよう

に、県としては平成17年から人権問題全般のた

めの啓発の宣言もして取り組んでいる。しか

し、答弁にもあったように、「社会的に十分な

理解が得られていない状況」というふうに認識

をされているわけですので、少し視点を変えた

方法論も必要なのではないかと思うところで

す。ぜひ十分に検討いただきたいというふうに

改めて提起をさせていただいて、次のテーマに

移りたいと思います。

次に、公立学校の教職員をめぐる課題につい

てお伺いをしたいと思います。

教育現場において、正規の教員以外に、「臨

時的任用講師」という立場で教壇に立つ先生方

がいらっしゃいます。この「臨時的任用講師」

とは、そもそもどのような位置づけのものであ

るのか。また、県内における任用状況とその傾

向を、教育長にお伺いしたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 臨時的任用講師と

は、学級数の増減への対応や育児休業等の代替

職員として、臨時的に児童生徒への授業を受け

持つ職員のことでございます。平成29年５月現

在の臨時的任用講師の割合は、小学校12.2％、

中学校13.1％、高等学校13.3％であります。臨

時的任用講師等の任用状況の推移につきまして

は、小中学校全体での状況ではありますが、デ

ータが残っている平成20年度からの推移で見ま

すと、増加傾向にございます。平成20年度は9.0

％でありましたものが、平成29年度は13.7％と

なっているところであります。

○渡辺 創議員 学校種別に若干の違いはあり

ますが、おおむね先生方の13％程度が臨時的任

用講師ということで、しかも学校内でのその比

率は、今ありましたように10年間で約５ポイン

トほどふえてきているということがわかりまし

た。この数字を見ていると、手続上は年度ごと

の臨時的任用かもしれませんが、学校全体を俯

瞰してみれば、恒常的に臨時的任用の先生方が

いらっしゃる。その先生方がいらっしゃらない

と、学校の運営はままならないと言わざるを得

ない状況かと思います。

そこで、話をわかりやすくするために、県内

で461人が臨時的任用講師として働いている小学

校について、限定して考えてみたいと思いま

す。小学校において恒常的に、臨時的任用講師
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の方々が学級担任をしているという実態がある

ように見受けられますが、その状況を教育委員

会としてどのように考えているのか、教育長に

お伺いをいたします。

○教育長（四本 孝君） 学級担任は、教科指

導のみならず、児童理解や保護者対応など、総

合的な指導力が求められますことから、正規職

員での対応が望ましいと考えております。

しかしながら、小学校におきましては、学級

数の増減や育児休業など、複数年にわたっての

配置を必要とする場合もありますため、結果的

に、臨時的任用講師を学級担任として配置せざ

るを得ない状況もあるところであります。

○渡辺 創議員 それでは、その臨時的任用講

師の方々が学級担任をしている割合、全学級数

を母数にした上で、臨時的任用講師が担任をし

ている割合はどのくらいになるのでしょうか。

教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 全県下の状況につき

ましては、把握をしていないところであります

が、宮崎市内の学級数の多い小学校、10校程度

を対象に調査いたしましたところ、学級担任に

占める臨時的任用講師の割合は、およそ16％で

ございました。

○渡辺 創議員 16％ということは、６クラス

に１クラスということですので、学校によって

も事情は当然異なるでしょうが、数字だけを見

れば、小学校で６年間過ごせば、そのうち一度

は臨時的任用講師の方が学級の担任の先生にな

られるということになるかと思います。今の御

説明では、宮崎市内の大規模校での実態を調べ

ていただいたということで御答弁をいただいた

わけですが、今までの答弁の中でも、「本来、

学級担任は正規職員での対応が望ましいとしな

がらも、臨時的任用講師を配置せざるを得な

い」という認識を教育委員会としてはお示しに

なっているわけですので、正直に言えば、県下

全域の実態把握ができていないという状況が、

余り望ましい状況ではないのではないかとも考

えます。ぜひこのあたり、今後も御検討をいた

だきたいと思います。

さて、臨時的任用講師の方々が実質的に学校

現場で重要な役割を担っているということが、

よくわかりました。そこで、先生方の研修のあ

りよう、あり方について確認をしておきたいと

思います。まず、教員が正規採用された場合、

最後の義務研修が行われる11年目までに、どの

ような研修を定めているのか。総時間数まで具

体的にお伺いをいたします。教育長に伺いま

す。

○教育長（四本 孝君） 正規採用された教員

に対し、国は、１年目に「初任者研修」を、お

おむね10年を経過した教員に対し「中堅教諭等

資質向上研修」を実施するよう定めておりま

す。具体的には、「初任者研修」では、校内で

約120時間、研修センター等校外での研修を15日

間、「中堅教諭等資質向上研修」では、校内外

での研修を15日間行っております。また、この

ほか、本県独自に５年を経過した教員に対し、

研修センターで３日間の研修を実施していると

ころでございます。

○渡辺 創議員 それでは、同じように教壇に

立つ臨時的任用講師の方はどのような研修を義

務づけられているのでしょうか。教育長にお伺

いします。

○教育長（四本 孝君） 臨時的任用講師に対

して行われる研修といたしましては、本県独自

に「臨時的任用講師基本研修」を設定してお

り、県立学校は教育研修センターで、小中学校

は各教育事務所で、それぞれ１日行われており
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ます。なお、この基本研修以外にも、ニーズに

応じて、課題への対応力を身につけるための

「課題別研修」や、職務に応じた専門性を身に

つけることができる「職能研修」にも参加する

ことが可能となっております。

○渡辺 創議員 正規職員の方は、１年目だけ

で校内外合わせて、日にちに換算をすれば約30

日。片や臨時的任用講師は１日だけ。しかも聞

くところによると、この臨時的任用講師の基本

研修というのは、継続的に先生を務めていらっ

しゃる場合には、一度受ければ次の年は受けな

くてもいいということのようです。幾つか指摘

したいことはありますが、後段に回すことにし

て質問を続けます。

教育委員会では、今年度の教員採用試験から

宮崎県では受験資格の大幅な見直しなどの新た

な試みを行われております。重立ったところで

は、今まで「満41歳未満」だった年齢要件を

「満60歳未満」に変更して、事実上撤廃をして

います。他県教職からの転職の要件も緩和をさ

れました。既に今年度の採用選考がスタートし

ているところですが、年齢制限の撤廃により今

年度から受験資格を得た層、つまり、これまで

受験できなかった「41歳から59歳」の志願者

は、それぞれどの程度になっているのでしょう

か。教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 本年度の教員採用選

考試験志願者のうち、一般選考試験の受験年齢

制限を実質的に撤廃したことにより、新たに受

験資格を満たした者は、志願者1,524名中、小学

校41名、中学校37名、高等学校20名、特別支援

学校26名、養護教諭８名、合計132名となってお

ります。

○渡辺 創議員 次に、昨年度の採用試験の際

に、１次試験の一部が免除された臨時的任用講

師経験者の方。これは、直近の５年間の中で24

カ月以上臨時的任用講師の立場にあった方々が

対象ということになるわけですので、継続的に

臨時的任用講師をしながら正規の採用試験を受

けている方と理解をすることができるかと思い

ますが、その実数と割合を、それぞれ各校種別

にお伺いしたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 臨時的任用講師等の

経験があることによって、１次試験において、

一部試験免除の対象となった志願者につきまし

ては、小学校31％136名、中学校38％168名、高

等学校34％154名、特別支援学校50％58名、養護

教諭13％15名となっております。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。今

の答弁をもとに、仮に小学校の採用試験で推論

を立ててみると、直近２カ年のデータをもとに

しますので厳格な数字にはなりませんが、今年

度採用試験の小学校応募者総数は423人です。こ

のうち他県で正規教員の経験がある特別選考

の61名を差し引くと、実質的には362名。先ほど

御答弁にあったように、今年度、年齢制限が撤

廃されたことによって新たに採用試験にチャレ

ンジすることができた方が41名いて、さらに直

近である昨年度のデータをもとにして、継続的

に臨時的任用講師を続けている受験者数を推計

すると、136人ですから、合わせて177人。つま

り362人中の180人程度、総受験者数の約半数が

臨時的任用教員を一定程度、恒常的に務めなが

ら採用試験を受けているということになるわけ

です。約半数ということですので、これは他の

採用試験、例えば県庁の一般職の方々の採用試

験で考えれば、ちょっと想像ができないとい

う、なかなか衝撃的な実態ということになるか

と思います。

このことからも、正規教員となることを目指



- 253 -

平成30年６月19日(火)

しながらも、長期にわたって臨時的任用講師を

続けざるを得ないという先生方がかなりいると

いう実態がわかってくるわけですが、このこと

は、決して臨時的任用講師の先生方の資質や能

力の問題ではなくて、構造的に採用数に大きな

偏りがあったことが原因だと思われます。

教育委員会にデータを開示いただいて調べま

したが、例えば小学校教員の採用数、平成17年

に80人だったものが、翌18年には50人にな

り、19年は最低水準で30人となります。そこか

ら９年間、平成27年まで30人台、40人台の低位

で推移をしていきます。ようやくこれが28年か

ら75人、29年が111人、今年度採用が143人と回

復基調となり、そして来春の採用予定数、今試

験を行っている方々は、何と223人が採用予定と

なります。12年前に30人の採用で、競争率

が15.3倍だった採用が、今年度の試験では採用

数223人、競争率1.9倍ということになっていま

す。

実は、受験者の総数は平成19年が459人、今年

度の試験が427人とそう変わっていません。ひと

えに採用数の大きな違いが競争倍率に影響して

きているということがわかるわけです。

つまり、バランスのとれた採用ができていれ

ば、これだけ長期にわたって臨時的任用講師を

続けざるを得ないという先生方は出なかったと

考えることができるのではないかと思うところ

です。もちろん、教員の定数管理は国の方針に

よるところが大きいわけですので、いたし方な

いという面もあると思いますが、このような実

態を教育長はどのように受けとめていらっしゃ

いますでしょうか。

○教育長（四本 孝君） 教員の採用につきま

しては、将来的な退職者数や児童生徒数の推移

などを考慮して、必要な人数の採用を計画的に

行っているところであります。議員御指摘の、

平成20年代前半から中盤にかけましては、児童

生徒数の減少に伴う学校の統廃合が特に進んだ

時期であり、それまでと比べまして、学級数の

減少の幅が大きくなったことや、少子化による

学級数のさらなる減少が見込まれたため、その

後の大量退職は予測をされたものの、採用者数

を抑えざるを得ない状況であったところであり

ます。

○渡辺 創議員 先ほど来、述べてきた実態を

踏まえたときに、現場で一定の経験を有した臨

時的任用講師の先生方というのは、これから教

員採用が難しくなっていく中で、宮崎県にとっ

ての「資源」だと考えます。現場での経験を一

定程度評価する採用の仕組みを考える必要があ

るのではないかと思いますが、教育長の見解を

お伺いします。

○教育長（四本 孝君） 教員採用につきまし

ては、臨時的任用講師のほかに、新規学卒者や

他県の現職教員など、さまざまな経歴の受験者

がおり、試験におきましては、公平性、公正

性、透明性を図りながら、優秀な人材を確保す

る必要がございます。

受験年齢制限の撤廃や、臨時的任用講師等経

験者の１次試験の一部免除など、受験者のこれ

までの経験等を生かせるような受験資格や受験

内容の見直しにより、今回の採用試験において

も、優秀な人材を確保できるものと期待をして

おります。

○渡辺 創議員 このテーマ最後の質問としま

すが、前段のほうでお話をしましたように、正

規の教員の方と臨時的任用講師の方々の研修に

大変大きな違いがあります。生徒児童にとって

みれば、担任の先生が正規採用の先生か、臨時

的任用講師かというのは全く関係がありませ
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ん。教育という子供たちにとってとてもかけが

えのない内容を提供する教師という仕事のとう

とさを考え、さらに臨時的任用講師の多くが将

来的に正規の職員になっていくことも考えれ

ば、研修の充実が必要ではないかと思うところ

ですが、教育長のお考えをお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 臨時的任用講師は、

学校を支える貴重な人材として、本県教育の一

翼を担っていただいている存在であり、その研

修を充実させることは、非常に重要であると考

えております。臨時的任用講師に対する研修の

現状につきましては、先ほど述べたとおりであ

りますが、本人の課題に応じた研修を受講でき

るように門戸を広げるなど、改善を図ってきた

ところでございます。

県教育委員会では、現在、研修計画の見直し

を行っているところでありますが、臨時的任用

講師の研修につきましても、より一層の充実を

図ってまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 教育長、大変たくさんの御答

弁をありがとうございました。ことしのような

大量採用があと数年は続く状況にあるというふ

うに、教育委員会の皆さんと議論する中で聞い

ております。臨時的任用講師を長く続けている

先生方のモチベーションを維持するのは、御本

人たちも非常に大変だと思いますし、そういう

先生方の人生設計もなかなかままならないとい

う状況もあるのではないかと感じます。公務員

採用の公平性を担保する観点から、さまざまな

課題があるというのはわかりますが、ぜひ、こ

の10数年間の不均衡な採用の影響を強く受けて

きた世代の先生方の環境がきちんと整うという

ことを願いながら、このテーマを終わりたいと

思います。

次に、県のアンテナショップ「新宿みやざき

館ＫＯＮＮＥ」についてお伺いしますが、４

月28日にリニューアルオープンをいたしまし

た。オープンから１カ月半がたちましたが、新

装開店１カ月間の実績とその実績に対する評価

を、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（井手義哉君） ４月28日

のリニューアルオープン後、５月末日までの約

１カ月間の実績といたしましては、全体の売上

額が約3,379万円、レジ通過者数が約２万5,800

人となっておりまして、前年同時期と比べます

と、売上額が約1.5倍、レジ通過者数が約1.1倍

の伸びとなっております。これは、店内が明る

く入りやすい雰囲気に変わったことに加えまし

て、店頭でのソフトクリームなどの販売や、市

町村や団体等による物販・観光のＰＲイベント

などにより、店舗前を往来する若い女性を初め

とする多くの通行者の方々の取り込みにつな

がったのではないかと考えております。

さらに、全国放送のテレビ番組など多くのメ

ディアに取り上げられることで効果的な情報発

信が図られており、おおむね順調なスタートを

切ることができたのではないかと考えておりま

す。今後とも、集客力の高いイベントを実施す

ることなどによりまして、この勢いを持続させ

てまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 前年同時期と比べて1.5倍の売

り上げというのは、まずまずのスタートという

ことかと思います。実は私も先日上京した際に

行ってまいりましたが、非常に洗練された雰囲

気を漂わせながらも、宮崎らしい「ぬくもり」

を感じられるアンテナショップに仕上がってい

ると感じました。

そんな中で、今回の整備の目玉の一つが大型

のデジタルサイネージの導入であったと思いま

す。実際に見ましたが、非常に目立っておりま
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して、情報発信のツールとしては大変有益だと

いう印象を持ちました。そのデジタルサイネー

ジに関して、先日フェイスブックで、民間事業

者がＫＯＮＮＥのデジタルサイネージで出す広

告の募集をしているというのを目にしました。

昨年度、担当委員会での議論にかかわる立場に

ありましたが、民間の広告をＫＯＮＮＥのデジ

タルサイネージで扱うという認識はなかったの

ですが、デジタルサイネージの運用のルール、

また活用はどのような仕組みになっているの

か、この機会に商工観光労働部長にお伺いした

いと思います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） デジタル

サイネージの運用についてでございます。新宿

みやざき館ＫＯＮＮＥは、県物産貿易振興セン

ターに施設管理を委託しております。その一部

であるデジタルサイネージでございますが、こ

の運用につきましては、通信回線を使用した遠

隔操作や映像の加工・編集など技術を要する業

務でありますことから、専門の事業者に再委託

されております。その利用に当たりましては、

宮崎の認知度向上や総合的なイメージアップに

資するといった放映方針や一定の基準に基づき

まして、民間企業等にも広告料を負担の上、活

用していただくこととしております。

４月の運用開始以降、県の観光や農畜産物等

のＰＲに加えまして、日南市はジャカランダイ

ベントの告知を、さらに、民間企業は県産品広

告などの活用実績がございます。

○渡辺 創議員 わかりました。ただ、県のＰ

Ｒが最大の目的ですので、その点が薄れること

のないようにしながら、市町村や民間との協力

など、引き続き工夫を施していただきたいと思

います。

訪問した際に、２階に新設されたレストラン

で昼食をとりました。大変おいしくいただき、

さらに従業員の方が料理と県産品の関係などを

丁寧に説明されていたのも非常に印象的だった

ところです。ただ心残りが一つありました。お

茶が出ません。お茶どころでもある宮崎県の物

産館で、しかも、折しも１階のレジの前、つま

りレストランへの導線になっているところで、

宮崎県産茶のキャンペーンを展開しているにも

かかわらず、２階のレストランではお茶が飲め

ないという状況になっていました。ランチ1,000

数百円というところでしたが、東京とはいえど

も、ちょっと高めのお値段に設定をされており

ますし、メニューも限定的という状況ですの

で、ぜひ１階でやっていることと２階のお店の

ことがリンクできるようなキャンペーンを考え

ていただければ、来場者の満足度も増すのでは

ないかと感じましたので、これは何らかの機会

に事業者の方にお伝えいただければと思うとこ

ろです。

次にテーマを変えまして、冒頭発言とも関係

しますが、県内消防団の現状についてお伺いを

します。

先日、文教警察企業常任委員会の県北調査

で、日向警察署で意見交換を行いました。その

場に地域防災の関係で日向市消防団の副分団長

にも御出席をいただいていたのですが、その場

で、団員の高齢化と新たな団員確保が困難をき

わめているという問題提起がありました。委員

会としては所管外ですが、出席していた委員の

多くも同じ認識を共有した空気感が広がったと

ころでした。そこで、県内消防団の現状をどの

ように認識しているのか、危機管理統括監にお

伺いします。

○危機管理統括監（田中保通君） 県内の消防

団の状況ですが、平成29年４月１日現在、定数



- 256 -

平成30年６月19日(火)

１万5,877名に対し、実員数１万4,688名であ

り、充足率は92.5％となっております。実員数

は、県内及び全国ともに、近年、減少傾向が続

いております。平均年齢につきましては、平

成24年４月１日現在では36.9歳でしたが、平

成29年４月１日現在では38.2歳となっており、

５年間で1.3歳上昇しております。このような状

況から、今後、消防団の組織力を維持していく

ためには、若い世代の消防団員の加入促進が重

要な課題であると認識しております。消防団

は、地域防災のかなめであり、今後とも市町村

と連携して、消防団員の確保対策を進めてまい

りたいと考えております。

○渡辺 創議員 平均38.2歳ということでした

が、私が所属しています宮崎市消防団大宮分団

１部でも、20名の団員のうち、私はことし41歳

ですが上からちょうど10番目で、50代も５名い

るという状況ですので、宮崎市の比較的中心部

に近い地域ではもう少し平均年齢が高いのかな

という肌感覚があります。先ほど申し上げまし

た意見交換の際に副分団長さんからは、特に20

代の入団が難しくて、その年齢層を考えると、

例えば子供の保育所入園に関するインセンティ

ブなどがあると、人材確保につながるのではな

いかという指摘もありました。制度的な難しさ

はわかっているつもりですが、そのあたりにつ

いて具体的な方策はありますでしょうか。危機

管理統括監にお伺いします。

○危機管理統括監（田中保通君） 消防団員

は、非常勤特別職の地方公務員であり、報酬や

出動手当の給付を受けていることなどから、消

防団員個人に対して直接的なメリットを付与す

るようなインセンティブ制度の導入は、難しい

と考えております。また、消防庁からも、その

ような制度を導入した自治体は把握していない

と伺っているところであります。消防団員の確

保は重要な課題であり、現在県では、市町村と

連携しまして、学生消防団活動認証制度による

就職活動支援や、割引等が受けられます消防団

応援の店といった取り組みを進めております

が、今後とも、新たな消防団員の確保対策につ

いて、有効な手段がないか、国や他県の動きを

注視しつつ、検討を続けてまいりたいと考えて

おります。

○渡辺 創議員 なかなか厳しいなと思うとこ

ろです。厳しいといえば、自治会活動の維持も

さまざまな課題を抱えています。まず、数年前

に防災の特別委員会でやりとりがあった記憶が

あるんですけれども、県職員の自治会等への加

入率をお伺いしたいと思います。県内では、公

民館制をとっている地域もあると思いますが、

そこは特に区別をする必要はありませんので、

総務部長の答弁をお伺いします。

○総務部長（畑山栄介君） 把握しているデー

タは、少々古いデータでございますが、平成23

年度に知事部局の職員を対象として行ったアン

ケート調査結果によりますと、自治会等への加

入率は70.0％となっております。

○渡辺 創議員 ７年前の調査結果ということ

です。しかもその後、県は、職員の皆さんに自

治会等、地域活動への参加を積極的に推し進め

るということで対応をしてきたと思います。そ

ろそろ職員の皆さんの自治会加入状況等を改め

て点検する時期にあるのではないかと思います

ので、ぜひその対応を願いたいと思います。ち

なみに、宮崎市の自治会加入率は平成29年度、

市内全体で56％。私の暮らしている東大宮地域

自治区は62.1％で、市内平均より６ポイント高

い。そして、県職員の皆さんは70％となってい

る。宮崎市職員の皆さんの自治会加入率は、昨
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年２月の調査で79.0％ということになっていま

す。宮崎市では平成28年６月に「きずな社会づ

くり条例」というのを施行して、積極的な自治

会加入を呼びかけているところです。

地域自治の基本単位である自治会との関係

は、もちろん県よりも基礎自治体の方が深いの

は当然ですが、そのあたりの意識が職員の皆さ

んの加入率にもあらわれているのかもしれませ

ん。けれども、地域コミュニティーが果たす役

割は県にとっても重要なわけです。そこで、県

は自治会など地域組織の役割とあり方について

どのように考えているのか、総務部長に認識を

伺います。

○総務部長（畑山栄介君） 自治会や公民館な

どの自治組織でございますが、地域の活性化や

防犯・防災対策、子育て支援や高齢者の見守り

など、地域コミュニティーが果たしてきた機能

を維持していく上で、重要な役割を担っている

ものと考えております。また、さまざまな地域

課題をみずからの問題として受けとめ、住民が

その意思と責任とで取り組んでいく「住民自

治」の観点からも、その役割は重要であると考

えております。自治組織につきましては、住民

に身近な基礎自治体である市町村が主体的にか

かわっていくものではありますけれども、県と

しましても、県総合計画「未来みやざき創造プ

ラン」において、ＮＰＯやボランティア団体な

どとともに、自治組織を地域社会の重要な担い

手と位置づけているところであり、今後とも、

地域が抱えるさまざまな行政課題に応じて、市

町村とともに連携を図ってまいりたいと考えて

おります。

○渡辺 創議員 ちなみに、総務部長は自治会

に入っていらっしゃると思いますけれども、次

に進みます。その自治会ですけれども、実は来

年度、全国自治会連合会の全国大会がこの宮崎

市で開催される予定です。県連合会をサポート

する立場にある県にとっても大きな行事だと思

いますが、この全国大会、どのように支援を

行っていくつもりか、総務部長にお伺いいたし

ます。

○総務部長（畑山栄介君） 来年度に全国自治

会連合会の全国大会が本県で開催されますこと

は、地域づくりに向けた全国の自治組織の取り

組みや課題を共有化するとともに、県内の自治

組織の連携を深めることにもつながる大変意義

深いものと認識をしております。また、全国各

地から多くの参加者が訪れるこの大会は、本県

の魅力を知っていただく貴重な機会にもなると

考えております。県としましては、本大会の事

務局や宮崎市とも連携を図りながら、今後どの

ような支援ができるか、他県の事例も参考とし

て検討してまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。

それでは次に、旧優生保護法についてお伺い

します。

1996年まで約半世紀にわたって続いた旧優生

保護法は、さまざまな課題を残し、著しい人権

侵害を伴っていたことは、多くの方が御承知お

きのことだと思います。詳細については説明を

避けますが、同法に基づく不妊手術は全国で２

万5,000件に及び、その中でも本人同意のない強

制的な手術が１万6,500件あったとされていま

す。しかも、その被害救済もなされてきません

でした。今、全国各地で、当事者の皆さんらが

実態の解明と被害回復を求める声を上げていま

すが、同法に基づき宮崎県内で行われた強制手

術の件数を、福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 旧優生保護

法に基づき強制的に行われた不妊手術の件数
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は、県の「衛生統計年報」によりますと、法が

制定された昭和23年から改正された平成８年ま

での約50年間における総数でございますが、283

件となっております。件数の多い年は、昭和28

年が最も多く82件、続いて42年の44件、30年

と46年の14件となっております。また、本県に

おいて最後に手術が実施されたのは、昭和62年

の１件となっております。

○渡辺 創議員 数字は理解をいたしました。

さらに当時の具体的な状況がわかる資料を、県

は把握しているでしょうか。また当時、不妊手

術を受けた当事者、家族等から県への問い合わ

せなど、県内での実態を少しでも理解するため

の情報を、県としては得ていますでしょうか。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 当時の具体

的な状況や個人名の特定される資料等は、担当

課において調査を行ったところ、現時点では確

認されておりません。なお、現在、国から依頼

を受けまして、保健所、福祉事務所、児童相談

所等に対して、関連資料の有無についての調査

を実施しているところでございます。また、こ

れまでのところ、不妊手術を受けられた御本人

や御家族からの県への問い合わせ等はございま

せん。

○渡辺 創議員 国への調査報告は６月29日が

期限と聞いております。大きな誤りを含んでい

た法律によって行政の取り組みがあって、著し

く人権を侵害された方々がいるわけですから、

県内でもし何らかの事実が判明したり、当事者

からの申し出があった場合には、できるだけそ

の方々にきちんと寄り添った対応を考えていた

だきたいと思います。

次に移ります。警察本部長にお伺いをいたし

ますが、ことし５月に神奈川県茅ヶ崎市の交差

点で90歳の女性が４人をはねた事故など、高齢

者による交通事故が後を絶ちません。認知症や

身体機能が低下した高齢者の場合、少しでも不

安があれば運転をしないことが最大の事故抑止

策であり、運転をしないためには免許証を返納

するというのが心理的にも最も有効という話も

よく耳にするわけですが、免許証の自主返納は

県内では年間どのくらいに及ぶのか。またその

理由を、警察本部長にお伺いします。

○警察本部長（郷治知道君） 本県の運転免許

の自主返納者数は、ここ10年増加傾向にありま

して、平成29年は3,958人と、過去最高となって

います。また、運転免許を返納された方に返納

の理由を伺ったところ、最も多かったのが、

「身体機能の低下を自覚した」というもので、

返納者全体の約40％を占める1,583人でした。こ

のほかの理由として、「運転の必要がない」と

いうものが約35％の1,367人、「家族等から勧め

を受けた」が約16％の639人などとなっておりま

す。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。

昨年、道路交通法が改正されて、75歳以上の

ドライバーには免許更新時に認知機能検査を受

けることが義務づけられるなど、認知症の疑い

がある運転者への対応が強化をされています。

このシステムは、75歳以上の免許証更新をしよ

うとする方全員が検査を受けた上で、リスクの

ある方は何段階にもわたってチェックをしてい

くという仕組みで、リスクのある方は本当に免

許を保有するのが難しくなるという観点では、

なかなかよくできた仕組みであると思います。

そこで、改正法の施行後、この１年間に、宮

崎県内では免許証更新時の新しいシステムの中

でどのくらいの方が免許証を自主返納したの

か。また、認知症の疑いを持たれて、診断書の

提出を命じられた運転者の総数と、最終的に免
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許証取り消し、停止などの処分を受けた人数

を、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（郷治知道君） 平成29年３月12

日の改正道路交通法施行から平成30年３月31日

までの間に、宮崎県内で認知機能検査を受検し

た75歳以上の高齢運転者数は２万8,157人で、そ

のうち運転免許を自主返納された方が、全体の

約13％に当たる3,583人であります。

認知機能検査を受検しまして、認知症のおそ

れがあるとして診断書の提出を命じられた方

は376人で、そのうち、運転免許の取り消し処分

となった方が７人、停止処分となった方が２人

であります。残りの方は、運転免許を自主返納

された方が182人、運転免許を失効された方が38

人などとなっております。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。

要約をすると、改正道路交通法の施行によっ

て、この１年間で宮崎県内では、認知症のリス

クが認定された高齢ドライバーと、みずから認

知症による運転のリスクを感じた高齢ドライバ

ーが3,600人強に及んでおり、その方々が運転を

しなくなったということだと理解をしました。

今回の改正道路交通法施行から１年の状況と

いうのは、全国で210万5,000人ほどが認知機能

検査を受けて、２万2,000人近くが運転すること

をやめることになったという内容が、警察庁か

ら発表をされております。ただ、県内分は発表

をされていないという状況にあるかと思いま

す。高齢者の運転について考える上で非常にリ

アルでかつ身近な情報かと思いますので、こう

いう情報を積極的に発信していくのも、県警察

行政に県民の関心を向け、高齢者の運転のあり

方を考えるという意味でも、いいきっかけにな

ると思いますので、ぜひ今後御検討いただきた

いと思います。

このテーマ最後にしたいと思いますが、今、

やりとりの中でも明らかになった改正道路交通

法施行後１年の状況を踏まえて、県警察として

どのように高齢運転者対策に取り組むのか、警

察本部長のお考えをお伺いいたします。

○警察本部長（郷治知道君） 県警では、平

成28年４月１日から看護師を宮崎、都城、延岡

の各免許センターに計４人配置しまして、運転

に不安を抱えている高齢者やその家族等に、よ

りきめ細やかな運転適正相談を実施して、専門

的な視点からの医療機関への受診や免許返納に

係るアドバイス等を行って、相談者の立場に

立った懇切丁寧な対応と相談者の不安の解消を

図っております。また、高齢運転者やその家族

に対する広報啓発にも力を入れて、交通事故状

況や先述の看護師による運転適正相談、自治体

が行うコミュニティーバスのサービス拡充な

ど、各種施策に関する情報を伝えるよう努めて

おりまして、今後とも、各種高齢運転者の事故

抑止対策を推進してまいりたいと思います。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。

それでは、最後の質問にしたいと思います

が、遷延性意識障がいについてお伺いをいたし

ます。

遷延性意識障がい、実はこの議場で２回、こ

れまでにも質問をしてきておりますが、特定の

原因による疾患ではなくて、脳梗塞であるとか

交通事故とか、さまざまな原因によって、昔の

言い方をすれば植物人間と言われるような状態

に近いところに陥った方々の状況であります。

原因がさまざまだということもあって、その状

態を捉えての対処というのがなかなか充実して

いっていないという面があるかと思っていると

ころです。県のほうでも、今まで議会での指摘

もあって、実態調査をしていただいて、その調
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査結果の報告まで伺っているところですが、そ

れでは実態調査後、県としてどのような対応を

とられてきたのかということを、福祉保健部長

に確認したいと思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 県では、昨

年２月に実施しました実態調査を踏まえ、家族

会や現場での支援を行う方々との意見交換を随

時、実施しているところであります。

その中で、遷延性意識障がいのある方々は、

高齢化や医療的ケアへの対応などさまざまな問

題を抱えておられるとともに、特に、在宅で日

々見守っておられる御家族の介護負担は、はか

り知れないものがあることを改めて認識したと

ころでございます。このため、まずは御家族の

方の御負担を軽減するための取り組みとしまし

て、医療的ケアを要する方の受け入れが可能な

短期入所事業者等の名簿を作成し、家族会等へ

の情報提供を行ってまいりたいと考えておりま

す。今後とも、家族会や施設の方々と十分に連

携・意見交換を行いながら、個別のニーズに応

じた福祉サービスの提供につながるよう、丁寧

に一つ一つ課題解決に向けた取り組みに努めて

まいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 いろいろとお話ししたいこと

はありますけれども、具体的な指摘は次回の質

問とさせていただきたいと思います。患者の皆

さんを支える家族会の皆様も、大変厳しい環境

の中で一生懸命に活動をされていらっしゃいま

すので、ぜひ寄り添う姿勢を明確に示していた

だければと思います。

これで私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

○ 原正三議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時41分休憩

午後１時０分開議

○ 原正三議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、坂口博美議員。

○坂口博美議員〔登壇〕（拍手） 昨日の地震

により犠牲となられた方々に、心からお悔やみ

を申し上げますとともに、被災された皆様に、

心からお見舞いを申し上げたいと思います。

それでは、一般質問を行います。

知事は、本年12月に行われる宮崎県知事選挙

に出馬する意志を固められ、それを公にされま

した。予想以上に深刻な人口減少時代を迎え、

ますます厳しくなる県政のかじ取り役をみずか

ら三たび目指されるわけであります。地方創生

を見据えての産業振興や社会資本の整備、さら

には少子高齢社会への対応を初めとするもろも

ろの課題などを数多く抱えた本県の知事を引き

続き目指さんとされたのであります。首長職の

３期目は、ある意味、総仕上げの期とも言われ

ております。そこへ挑まんとされる河野知事に

は、政治家として、本県知事として、さらに強

力な指導力を持たれることを、そしてまた、よ

り多くの県民からより大きく慕われるような奥

深い人間味を持たれることを、そして同時に、

宮崎県に対するますます強力な情熱を持たれる

ことを、ただただ願うところであります。

次期知事を目指されるに際して知事は、政治

家河野俊嗣として今後どのような姿勢で県政に

臨んでいかれるのか、その姿勢についてお伺い

をいたします。ところで、本県では長きにわ

たって、国や他の地方自治体、あるいは民間な

どとの人事交流を行ってきております。特に河

野知事は、就任後に副知事２人制を導入され、
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うち１人を国に派遣要請して迎えられ、行政推

進に当たっておられますが、これら交流人事に

係る目的や効果等その考え方について、知事の

御所見をお伺いし、以下、自席から伺ってまい

ります。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

まず、政治家としての姿勢についてでありま

す。私の宮崎での生活もことしで14年目になり

ますが、これまで仕事で、あるいはプライベー

トで県内各地を訪問し、多くの県民の皆様と出

会い、地域の現状にも触れてきたところであり

ます。

特に知事としての７年半にわたる期間の中で

は、第２のふるさとになった宮崎について、そ

の来し方を振り返り、先人の努力に敬意を払い

ながら、その行く末について、また未来につい

て、私なりに懸命に考えながら県政運営に邁進

してまいりました。

今後、本県は少子高齢化、人口減少が急速に

進む中で、地方創生を初め、産業の振興や中山

間地域対策、医療福祉の充実など、これまで以

上に困難な課題に対応していかなければなりま

せん。私に次期県政を担わせていただけるので

あれば、県民の皆様に寄り添い、その声にしっ

かり耳を傾けながら、これまで積み重ねてきた

経験や成果をフルに活用して、さまざまな社会

経済情勢の変化に対応できる政策を推進してい

きたいと考えております。そして、将来にわ

たってこの宮崎が発展をし、県民の皆様が郷土

宮崎に対する愛着や誇りを胸に、明るい希望を

持ちながら、心豊かに暮らしていける、そのよ

うな宮崎づくりを県民の皆様とともに実現して

いくために、熱い思いと力強いリーダーシップ

を持って、全身全霊で努力してまいりたいと考

えております。

次に、人事交流の考え方についてでありま

す。

国や県内市町村、民間企業等との人事交流に

つきましては、県政の重要課題に的確に対応

し、将来を見据えた施策を推進する上で、相互

理解の促進や若手・中堅職員の人材育成等が必

要であるとの考え方から、これまで積極的に

行ってきたところであります。

その効果といたしましては、交流先との連携

の強化や、人的ネットワークの形成による情報

の共有のほか、柔軟で広い視野を持った人材の

育成が図られるなど、県政の課題解決や県民サ

ービスのさらなる向上にもつながっているもの

と考えております。

今後とも、本県を取り巻く諸情勢や課題を踏

まえ、必要な見直しも検討しながら、より効果

的な人事交流を行ってまいりたいと考えており

ます。以上であります。〔降壇〕

○坂口博美議員 「何としても宮崎をよくする

ぞ」という強い、熱い思いを持って、ぜひとも

頑張っていただきたいと思います。そしてま

た、人事交流についても伺いましたが、このこ

とについては、後ほどまたお尋ねさせていただ

くこととしまして、ここではインフラ整備の問

題について伺いたいと思います。

本年６月４日の経済財政諮問会議において、

「経済財政運営と改革の基本方針」いわゆる

「骨太の方針」の来年度骨子案が示されまし

た。これによると、来年10月に予定している消

費税引き上げに伴う需要変動に対応するための

措置として、来年度及び再来年度の当初予算に

臨時的特別措置なる別枠予算を計上する方向で

検討を進めるとされております。

ところで、この会議に先立って５月23日に行
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われた財政制度等審議会では、プライマリーバ

ランス黒字を安定的に確保しておくことの必要

性など、プライマリーバランス黒字の先送りが

なされたことに対する新たな財政健全化計画に

ついての考え方が示されており、その中で、消

費増税については約束通りの実行が大前提であ

るとして、税収が想定を下回ることの可能性を

踏まえ、補正予算の安易な編成などについて

は、厳にこれを慎むべきであると指摘しており

ます。

しかし同時に、それにもかかわらず、どうし

てもそれに頼らざるを得ぬときは、財政健全化

目標に及ぼす影響を考慮した上で財政規律を堅

持するようにとも書いております。そしてまた

同審議会では、社会資本整備の取り組み方針に

関する考え方のベースとして、我が国の公共投

資の規模をあらわす「一般政府総固定資本形成

対ＧＤＰ比」が、欧米諸国と比べ依然として高

い水準にあることや、我が国のインフラは概成

しつつあり、今後は量から質への転換が必要で

ある旨の提言も行っております。財政制度等審

議会の言うこの一般政府総固定資本形成対ＧＤ

Ｐ比やインフラ概成発言に対する知事の御所見

をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） この審議会の指摘は、

社会資本整備のおくれている本県にとりまし

て、大変危惧すべきことと考えております。

まず、ＧＤＰに対する一般政府総固定資本形

成につきましては、欧米諸国と比べまして、国

土や自然条件、ＧＤＰの伸びなどにより、社会

資本の使われ方や必要となる施設の質と量が異

なっておりますので、必ずしも日本の水準は高

いとは言えないものと考えております。

また、「日本の社会インフラは概成しつつあ

る」、おおむね完成しつつある、そういう指摘

につきましては、先月の29日、全国の首長や国

会議員などが集まる高速道路建設協議会の総会

の場におきまして、私みずから強く異を唱え、

高速道路のミッシングリンクの早期解消や南海

トラフ地震による津波対策など、おくれている

本県の実情を訴えてきたところであります。今

後とも、社会資本整備の充実や地域間格差の早

期是正などに向けて、全力で取り組んでまいり

ます。

○坂口博美議員 全くそのとおりだと思いま

す。極めて遺憾なコメントであります。例えば

分母と分子の考え方として、国民は分子が小さ

いぞと言っているのに、財務省は、いやこれを

計算すると、約６％にもなり、これは他の国々

と比べて大きいですよと言っているのでありま

す。それは数学の世界の話であります。そうで

はなくて、分母を大きくすれば比率は小さくで

きると考え、その実現に向けて力する。そし

て、さらなる投資を可能にする。これが政治学

の世界であります。そしてまた、我が国のＧＤ

Ｐでありますが、世界第３位と、確かに高い位

置にあります。しかし、これを国民１人当たり

で見ますと、昨年は世界第25位、米国の1.54分

の１でしかありません。仮に、国民が米国並み

の生産性を上げるなら、６％の率はたちどころ

に４％を切るのであります。

これまで私は、日本は技術大国であると信じ

ておりました。しかしながら、我が国の国民１

人当たりの生産性の低さを知り、それが間違い

であったことを今回知りました。さらにまた、

輸出に関してでありますが、確かに輸出額につ

いては世界第４位にあります。しかし、これに

ついても国民１人当たりで見ますと、世界で44

位と先進国では最下位。貿易立国を名乗るに

は、これまた余りにもおこがましいのでありま
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す。

しかしながら、この現実は、捉えようではま

だまだＧＤＰを伸ばす伸び代があるということ

でもあります。そのためには、中長期的には我

が国も技術先進国並みに技術力を高め、輸出を

ふやしていきながら、急激な人口減少による経

済の低迷、あるいは働き方改革で残業時間が減

り、そのために支払われなくなる賃金が最大で

８兆5,000億円にもなると言われるなど、今また

デフレの懸念が指摘され始めました。これに対

応するために、財政の出動を行い、経済を支

え、そして高めていく、そうすることで、先ほ

ど申し上げました形成比率を小さくしていく。

このような考え方を持てるのが、経済学者や数

学者ならぬ政治家であろうかと思います。

ところで、「経済財政運営と改革の基本方

針2018」、いわゆることしの「骨太の方針」を

見てみますと、地方財政の項目に、「地方交付

税について改革努力等に応じた配分の強化につ

いて検討する」と書かれております。これにつ

いては、過去にも指摘しましたように、地方交

付税は補助金にはあらず、一般財源でありま

す。国や総務省の指導を聞かなければ地方交付

税を減らすぞと言わんばかりの、威圧的ともと

れるような書き方でありますが、知事はこの方

針をどう評価し、また総務省に対してどのよう

な行動をなされるおつもりか、お考えをお聞か

せください。

○知事（河野俊嗣君） 先ほどの公共事業予算

につきましても、地方交付税につきましても、

常に財政削減の圧力にさらされ、その議論の対

象にされているところでありますが、この地方

交付税制度の目的は、地方団体の自主性を損な

うことなく、財源の均衡を図ること、交付基準

の設定を通じて、地方行政の計画的な運営を保

障すること、そして、これらにより、地方団体

の独立性を強化することでありまして、地方交

付税は、地方固有の財源であります。このた

め、算定方法を検討するに当たりましては、条

件不利地域や財政力の弱い団体に特に配慮され

る必要があります。「骨太の方針」に示されて

おります、地方交付税の配分における「成果主

義の強化」につきましては、制度の趣旨を損な

うものになりはしないかと懸念をしておるとこ

ろであります。

このため先般、総務省に対しまして、私がみ

ずから出向き、地方交付税の有する機能の充実

・強化等につきまして要望を行ったところであ

りますが、引き続き、知事会、また６団体、あ

らゆる機会を捉えまして、強く訴えてまいりた

いと考えております。

○坂口博美議員 そしてまた、この項目には、

市町村の戸籍業務等を想定した窓口業務の委託

について、「トップランナー方式の2019年度の

導入を視野に入れて検討する」ともうたってお

ります。もちろん、各自治体がみずからの意思

で住民サービスの維持・向上を図りながら、歳

出削減に向けた取り組みを行っていくことは当

然であり、これを否定するものではありませ

ん。しかしながら、そもそもトップランナー方

式は、一般的な規模の団体であれば、委託が可

能であるものを対象としなければ、単なる地方

交付税カットのための便法としか思えません。

国が目指そうとしているのは、地方交付税の単

なる削減であり、地方交付税制度の趣旨を損な

うことにほかならないのであります。

現在の県内市町村の窓口業務委託の実態と、

トップランナー方式の導入に対する県の考え方

について、知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 本県の市町村におきま
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す窓口業務の民間委託につきましては、ことし

４月現在で、都城市と日南市において実施され

ております。その内容は、狂犬病予防注射済票

の交付業務や、住民票・戸籍等に関する窓口業

務となっております。窓口業務の委託は、住民

サービスの向上や業務の効率化など一定のメ

リットも期待をされる一方で、規模の小さい市

町村では委託先がないなど、考慮すべき事情も

あります。

このため、県といたしましては、トラップラ

ンナー方式を含め、地方の歳入歳出の効率化を

議論する場合には、条件不利地域等、地方の実

情に配慮すること、また、地方交付税は一般財

源であって、「地方の固有財源」でありますの

で、地方団体の行財政改革により生み出された

財源は、必ず地方に還元することなどにつきま

して、全国知事会を通じて国に要望していると

ころであります。

○坂口博美議員 そしてまた、今回の「骨太の

方針」の案ですけれども、これには来年度そし

て再来年度の当初予算に、特別枠として景気対

策費を計上することが盛り込まれております

が、一般会計の当初予算としての計上であるの

に、なぜ別枠とされるのか、そしてその内容に

ついてはどのようなものが盛り込まれるのか、

知事にお伺いをいたします。

○知事（河野俊嗣君） 「骨太の方針」におき

ましては、消費税率引き上げに伴う需要変動に

対して、機動的な対応を図る観点から、臨時・

特別の措置を2019年度及び2020年度当初予算に

おいて講じ、その具体的な内容につきまして

は、各年度の予算編成過程において検討するこ

ととされております。前回の消費税率引き上げ

に際しては、公共事業や駆け込み需要と反動減

の緩和策などの経済対策が講じられております

ので、今後、予算獲得に向け、鋭意、情報収集

に努めてまいりたいと考えております。

○坂口博美議員 次に、この用地の取得、ス

トックについて伺います。これまでになされて

きた経済対策補正予算の公共事業費獲得のあり

方については、いつの場合も用地や設計書のス

トックなどの問題から、箇所づけされた予算を

工種別に見ますと、河川改良や港湾工事などで

は比率が高いものの、道路改良では比率が低い

など、用地先行取得等の必要性が指摘されてき

ておりました。「骨太の方針」で示された特別

枠の予算を十分に確保していくためには、まず

は用地の確保が重要と考えます。そこで、本年

度初めにおける用地ストックの状況及び特別枠

や補正予算への対応のための用地取得の考え方

について、県土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 事業用地の

安定的な確保は、社会資本整備を計画的に推進

していくために大変重要であると考えておりま

す。お尋ねの本年４月１日現在における道路、

河川事業等の用地ストックにつきましては、補

正予算等が編成された場合に対応できる用地と

して、今年度当初予算で施行する工事に必要な

面積の約半分に相当する面積を確保していると

ころでございます。今年度当初の所属長会議に

おきまして、私の方から、補正予算等にも対応

できるよう、用地ストックのさらなる確保を指

示したところであり、今後とも、積極的な用地

取得に努めてまいります。

○坂口博美議員 特にこの補正予算の獲得は１

円でも余計にもらうんだという思いを持って臨

んでいただきたいと思います。こういった経済

対策としてなされる補正予算の場合には、その

県費負担分については起債が可能となります。

そして、これには交付税措置がなされるわけで
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あります。ぜひ準備には万全を期してくださる

ことを求め、次に事業消化について伺います。

経験的な面からも、あるいは技術的にも、さ

らには資金繰りなどを含めて経営の面からも、

企業としては責任を持って工事を完成させ切る

体力は有するものの、現場へ配置すべく有資格

者や作業員など人材確保の問題から受注を断念

せざるを得ないという業者が、時期によると少

なくないとも聞きますが、仮に大型補正がなさ

れた際などには、不調・不落などの懸念はない

のか、県土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 建設工事に

おける入札の不調・不落は、手持ち工事の多く

なる時期に、主に小規模工事や災害復旧工事、

山間部などの現場条件の厳しい工事で発生をし

ております。景気対策予算により工事発注量が

増加し、特定の時期に工事が集中しますと、採

算性を考慮した応札の選択や、有資格者等の確

保の問題から不調・不落の発生が懸念されると

ころであります。これまでも、現場条件を考慮

したきめ細かな積算や、ゼロ県債などを活用し

た発注時期の平準化に取り組んできたところで

あり、今後とも、こうした取り組みをより一

層、進めてまいりたいと考えております。

○坂口博美議員 引き続いて部長に伺いますけ

ど、基本方針では、公共投資における徹底した

効率化と担い手確保の観点から、「年度を通じ

た平準化の取り組み推進に向け、数値目標の設

定等を促し、こうした取り組みによって、人材

の確保、稼働率の改善を推進する」との方向性

を示しております。平準化発注に向けての決意

を、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 公共工事の

平準化の取り組みは、品質の確保はもとより、

労働者の処遇改善や企業の経営基盤の強化など

を図る上で大変重要であると認識しており、県

としましても、ゼロ県債の活用や、余裕期間を

設定した工事の発注などにより、取り組みを推

進しているところです。また、ことし２月に

は、国・県などで構成される九州ブロック発注

者協議会において、市町村も含めた施工時期な

どの平準化に関する数値目標を設定し、その達

成に向けて取り組むことを確認したところであ

ります。これを受けて先月には、県内10地区に

おきまして、品確法に基づく会議を開催し、全

市町村に対しても、平準化の取り組みを推進す

るよう要請したところです。公共工事の平準化

につきましては、国・県・市町村が一体となっ

て推進する必要があることから、今後ともしっ

かりと連携を図りながら取り組んでまいりま

す。

○坂口博美議員 平準化の取り組みは、労働者

の処遇改善の上からも大変重要であるという認

識を示されました。処遇改善の目玉の一つに

は、建設業における働き方改革、つまり週休２

日制の導入があろうかと思います。そして、こ

の問題につきましては、先日、我が会派の後藤

議員の質問に対し、週休２日制の推進のために

国が行った間接経費の割り増し、労務費や機械

経費等についての見直し、これを準用するため

の作業を早急に進めているところだと答えられ

ましたが、具体的には何をどう見直されるおつ

もりか、お聞かせください。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 週休２日工

事の試行につきましては、ことし４月に国にお

いて取り組みを推進するため、最新の施工実態

等を踏まえて、工事費の補正に関する大幅な見

直しが行われたところであり、県においても、

早期の適用に向け、必要な作業を進めていると

ころであります。具体的には、４週８休以上を
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達成した場合、新たに労務費の割り増し率

を1.05、機械経費の割り増し率を1.04として補

正するほか、これまでの共通仮設費率の割り増

しを、1.02から1.04へ、現場管理費率の割り増

しを、1.04から1.05に引き上げることとしてお

ります。さらに、４週６休、７休を達成した場

合にも、割り増し率は異なりますが、同様に工

事費の補正を行うことといたします。県としま

しては、今後とも国の取り組み状況を踏まえ、

建設業団体等とも十分に連携を図りながら、週

休２日制の定着に向けて、積極的に取り組んで

まいります。

○坂口博美議員 今答弁された国の補正率の改

定については、ある工事の設計書を参考にしま

して、補正率の見直し前と見直し後との率を用

いて２通りの積算をしてみました。具体的に

は、直接工事費が2,500万円程度で２万立米ほど

の土を掘削して盛土をしていくという工事。工

期が196日の道路改良でありますが、この現場を

月４休から月８休へと見直し、休みとしてふえ

ることになる４日分を有給扱いで施工していき

ますと、運転手及び作業員合計で延べ56日分の

手当が新たに発生します。これを今の労務単価

で積算すると約100万円になります。

そしてまた、この設計書を見直し後の経費率

で計算しましたら、労務費の合計額は、見直し

前の設計書にあった数字よりも約112万円の増と

なりました。つまり、計算の上では、会社側は

週休２日制に伴い、新たにふえることとなる休

暇分については、経営の面からも有給扱いが可

能となります。そしてまた国は、一般管理費に

ついても研究開発費用等の本社経費を実態に合

わせるとして、増額の見直しを行っておりま

す。

今回、これほどまでの見直しを行ったという

ことは、実に画期的なことでありまして、大い

に評価するところでありますが、ただ同時に大

きな不安も持ったところであります。それは、

先ほど申し上げました「骨太の方針」案の中

に、公共投資における徹底した効率化を図るた

め、平準化を進め、コスト低下の実態を反映さ

せることや、研究開発を進めつつ新技術を活用

することで、公共事業のコストを削減すると書

かれているからであります。

つまり、これらを総じますと、今回の経費率

の見直しは大変ありがたいことではあります

が、これは将来単価を下げて、歩掛かりを大き

くしていくための一つの通過点ではないかとの

不安があるのであります。県としては、業界に

対し、それに備えるための研究やＩＣＴなど技

術革新の必要性を説き、育成していくことが求

められると思いますので、ぜひ県の的確な対応

を求めておきます。

さて、今回の「骨太の方針」案では、国土強

靭化や防災・減災等の分野で重点的に取り組む

プロジェクトを明確化するとも言っておりま

す。具体的に国は何を目指そうとしているの

か、また、これは本県にとってどう評価すべき

ことなのか、知事にお伺いをいたします。

○知事（河野俊嗣君） 国土交通省が経済財政

諮問会議に提出した資料によりますと、これか

らの社会資本整備は、未来の社会を支えるた

め、中長期的な視点に立ち、経済成長や豊かな

暮らしの礎となる政策やプロジェクトを、全国

各地域で戦略的に展開していくこととされてお

ります。具体的には、持続的な経済成長を支え

る高速道路の整備や、未来にわたり、安全・安

心を確保するための防災・減災対策及びインフ

ラの老朽化対策等を推進することとされており

まして、本県が重点的に推進しております県土
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の強靭化に向けた取り組みを後押ししているも

のと認識しております。本県は、全国に比べ社

会資本整備がおくれているわけでありまして、

より一層、取り組みを加速化させる必要があり

ますことから、今後とも、さらなる公共事業予

算の確保につきまして、県議会や市町村、経済

団体等とも連携をしながら、国に強く働きかけ

てまいります。

○坂口博美議員 ぜひよろしくお願いします。

そして、これは鎌原副知事にも聞いていただ

きたいんですけど、今の知事の答弁、県土強靭

化に向けての取り組みを後押ししてくれるとい

う認識でありました。そして、本県の強靭化に

要する経費というのは、河川・海岸施設だけで

も1,000億円以上を要するとの試算もあるわけで

ありますが、そんな中、先日、日本土木学会の

大石久和会長は、南海トラフ巨大地震が発生す

れば、その後20年間の経済損失が1,410兆円にも

及ぶとの専門家による試算を公表されました。

このことを先ほど申し上げました財務省の社

会インフラ概成論などとあわせて考えますとき

に、今後は、利便性や経済発展的視点からのイ

ンフラへの投資から、防災・減災的視点からの

国土強靭化のための投資へとシフトしていき、

優先順位についても、財源が今の公共事業費の

中から持ち出されるとなりますと、ここがやら

れたら日本はどうなるんだという視点からの判

断、その影響力の大きさ、つまり人口規模から

実施箇所が決定づけられまして、人口の少な

い、そして重要施設の規模が小さい本県など

は、また待つだけ待たされる、そういうことに

なるのではないかと危惧をしております。

国土強靭化につきましては、まずその発生確

率や時間的な余裕により優先性を決めるべきで

あります。費用対効果についても、対策を打つ

ことでの損失軽減効果を勘案しての判断である

べきと考えます。そのようなことから、この事

業については、今までにはなかった観点からの

投資のあり方であり、かつ財政法第４条に沿う

ものでもありますので、国債発行などへの柔軟

性を持った特別会計を創設すべきだと考えます

が、知事の御所見をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 今回大阪で発生しまし

た地震を見てもそうでありますが、本県が直面

しております、切迫する南海トラフ地震や激甚

化する豪雨などの大規模自然災害から、県民の

生命を最大限に守るため、県土の強靭化に向け

た取り組みの推進は喫緊の課題であると考えて

おります。ただ、現在の国の予算枠内での配分

では、事業を加速して進めることが困難である

ため、さらなる予算の確保が大変重要であると

考えております。

このため、先月、財務省や国土交通省などの

関係省庁を訪れ、既存の予算枠とは別に、新た

な財政措置の仕組みづくりを図ることなどを強

く要望・提案をしたところであります。さら

に、南海トラフ地震対策につきましては、政策

提言を行う関係の10県の知事会議におきまして

も、国に対し、繰り返し要望を行っているとこ

ろであります。

今後とも、県土の強靭化に向けた社会資本の

整備が着実に推進できるよう、私が先頭に立っ

て、さらなる公共事業予算の確保に努めてまい

りたいと考えております。

○坂口博美議員 先ほどの壇上からの人事交流

に関連して伺いますけど、若手の技術系職員の

技術力向上についてであります。これについて

は、最近の若手職員は現場がわかっていない者

が多く、工事を進めていく上で問題があるなど

の不満を耳にすることも少なくありません。そ
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して同時に、採用後の一定期間を民間企業に派

遣するなどして、現場を経験させることを行っ

てはどうかなどの提言を受けたりもいたしま

す。若手職員の技術力向上に係る考え方を、県

土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 県土整備部

におきましては、「土木技術職員の人材育成に

関する基本方針」に基づき、ベテラン職員が現

場立ち会いに同行して、アドバイスを行う技術

指導や、技術的に高度で専門性の高い施工現場

を紹介する事例発表会など、技術力を高めるさ

まざまな取り組みを行っているところです。し

かしながら、若手職員から、現場における技術

力に不安を持っているという声も聞いておりま

して、民間企業への派遣も含め、土木職員の技

術力向上を図ることは大変重要であります。

そこでまずは、県と建設業者の若手職員が、

合同で現場研修を行うなど、情報を共有し、互

いに研さんする場の拡充について検討したいと

考えております。今後とも、関係団体や企業か

らの現場の声に真摯に耳を傾けながら、土木職

員の技術力向上にしっかりと取り組んでまいり

ます。

○坂口博美議員 それでは次に、今回の不当表

示―と言っていいんでしょうか―に関して

伺います。去る５月22日のことでありました。

商工建設常任委員会の県内調査の途中に、県の

担当職員が合流しまして、取り急ぎ報告したい

事案がある旨の申し入れがありました。一体い

かなる一大事ぞと思いその報告を受けたのであ

りますが、報告内容は、本県内にも複数の店舗

を有する株式会社エー・ピーカンパニーに対し

て、優良誤認表示を行ったとして景品表示法に

基づく措置命令を消費者庁が行ったという内容

のものでありました。

御案内のように当社につきましては、新宿み

やざき館ＫＯＮＮＥの飲食店運営事業者とし

て、公募により昨年度選定された会社でありま

す。その対象施設である新宿みやざき館ＫＯＮ

ＮＥについては、昨年度、県議会において、建

設費が余りにも割高であるとして厳しく審査を

行った経緯があり、今回の報告を聞き、改めて

そのときのことを思い起こしたところでありま

す。

ところで、今回の措置命令に係る県の報告

は、当社のグループ店が平成28年９月から平

成29年９月にかけて行った商品の表示について

のものであるとするものでありましたが、なぜ

その行為が行われた期間からこれだけの時間が

経過した時点での議会への報告となったのか、

知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 今回の措置命令につき

ましては、消費者の信頼を損なうものであり、

大変遺憾であると考えております。

今回の事案に関しましては、担当部局から私

は昨年８月25日に報告を受けております。その

内容としましては、エー・ピーカンパニーのメ

ニュー表示の方法が景品表示法に違反している

のではないかと、県外の方から情報提供があっ

たということ、この情報を消費者庁に速やかに

伝え、消費者庁が調査の権限を有するというこ

とを確認したこと、そして、情報提供者に対し

まして、消費者庁が調査の権限を有し、本県で

は違法・適法の判断は行わないものであること

を連絡し、その旨了解をいただいたと、そうい

う報告を受けたところであります。

今となりましては、大いに反省すべき点では

ありますが、新宿ＫＯＮＮＥのリニューアルを

進めている時期であったわけでありますが、私

としましては、この報告の時点では、特段の対
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応が必要となる大きな事案であるとの認識には

至っておりませんでした。その後、本年５月、

消費者庁から景品表示法に基づく措置命令が出

されたことから、これを重く受けとめ、急ぎ関

係議員へ御説明をしたところであります。

○坂口博美議員 その時点では大きな事案では

ないと判断したということでありましたが、ま

ずその判断に至ることについて、ちょっと深く

聞きたいと思います。県外の消費者とのやりと

りについてはどういうことがあったのか、お尋

ねをいたします。そしてまた、このことに関

し、知事にはいつどのような形で報告をしたの

か。そして知事の判断も、大した事案でないと

判断したということでありましたが、そのこと

に関し、商工観光労働部長にお伺いをいたしま

す。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 今回の事

案に関しましては、県に対し、昨年の８月17日

に、県外の方から、エー・ピーカンパニーが運

営する塚田農場で提供されていた鶏料理につい

てのメニュー表示が、景品表示法に違反してい

ると思われるため、調査をお願いしたい旨の問

い合わせが、電話及びメールで寄せられまし

た。そのため、総合政策部において、この件が

消費者庁の所管案件であることを確認し、８

月21日に、この情報提供者の方に対して、消費

者庁が調査等の権限を持つことを連絡し、その

旨を了解いただいております。

次に、知事への報告についてであります。知

事へは８月25日に、景品表示法の件につきまし

て、県外の方から情報提供があったこと、情報

を消費者庁に速やかに伝えるとともに、消費者

庁が調査の権限を有することを確認したこと、

情報提供者の方に対して、消費者庁が権限を有

するため、県では適法・違法の判断は行わない

ものであること、このことについて報告をいた

しました。その際、当部としましては、レスト

ラン運営業務の委託候補者としてエー・ピーカ

ンパニーが適当か否かについて、知事への協議

は行っていないところであります。

○坂口博美議員 当然でありますけど、県は消

費者からの通報があった旨をエー・ピーカンパ

ニーに伝えたと思います。そして、当社からも

説明を受けたと思います。そして、これは当然

ですが、県へ問い合わせをしたその消費者は、

大きな問題だと判断したから県へ連絡をしたわ

けであります。しかもこの方は株主でありま

す、当社の。そうなると、県が大した事案では

ないと判断するに至った根拠は、エー・ピーカ

ンパニー社側の説明に基づくものだということ

になると思われますが、会社はどのような説明

を県に行ったのか、県は会社とどういうやりと

りを行ったのか、商工観光労働部長に伺いま

す。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 当事案に

つきましては、先ほど申し上げましたとおり、

昨年８月17日に県外の方からの問い合わせがあ

りまして、これを受けまして、エー・ピーカン

パニーのほうにメニュー冊子の内容等を確認す

るために、翌18日、お電話をしました。その

際、同社からは、お客様から同様の問い合わせ

を受けているということでありました。ただ、

このお客様が県の方に申し立てをされた方かど

うかは確認はできないということでございまし

て、そういう、お客様からの同様の問い合わせ

を受けて、早急にメニューの表示を見直す予定

であるという旨の返答を受けました。県といた

しましては、８月22日に、同社から見直し予定

のメニューの原稿が届きまして、ここで、チキ

ン南蛮に対して「若鶏」が使用されていること
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がわかるように表示が改められていることを確

認いたしました。以上でございます。

○坂口博美議員 まず、同一人物かどうかがわ

からないというのは、会社に聞けば名前も言い

ますよ。どこの店で何を指摘されたということ

も。そんなのが一致すれば同じ方でしょう。

違っていれば別の方ということになります。そ

れでは、どこの所管になるかわからんから尋ね

ますけど、「消費者庁ですよ、この所管は」と

指導されたわけでしょう。僕は今までは県の所

管だと思っていたんですよ。なぜ消費者庁に照

会されたんですか。これは担当の方―まず知

事に伺いますけど、補佐される方が答えてもい

いです。

○総合政策部長（日隈俊郎君） ただいまあり

ました、８月17日に情報提供があった件につき

ましては、２つ以上の都道府県の区域において

そういう行為が行われたというような内容であ

りましたので、消費者庁の方から所管は消費者

庁である―要するに単独の県だけであれば県

の方にあるわけなんですけれども、複数県にま

たがる場合は所管は消費者庁であるということ

を確認いたしまして、その内容を、その情報提

供者のほうにおつなぎし、情報提供者のほうは

御理解いただいたところであります。

○坂口博美議員 じゃ、その方が複数の県でこ

ういうことをやっているよと申し出られたわけ

ですか。これは自然に考えれば、こういうこと

がありましたよということをまずおっしゃるは

ずですよ。そうしたら、その自治体に言ってく

ださいと言うはずですよ。これとこれとこれ、

そりゃ旅行者なら別ですよ。東京でも買いまし

た、京都でも買いました、北海道でも。それだ

と「あ、複数だな」とわかるけど、県がなぜ消

費者庁だと判断できたか。今、商工観光労働部

長の話では、どこのどなたかわからないけど、

こういう指摘があったということだったんです

よ。そこらの矛盾点、これもただしていない、

調べていないといったら、これは余りにも県は

いい加減ですよ。宮崎県のシンボル、看板を新

宿で背負わせる会社ですよ、これは。もう一度

答えてください。なぜ消費者庁だと判断できた

か。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 総合政策

部長がお答えした中にありましたように、複数

の都道府県にかかわる案件ということでござい

ますが、当該エー・ピーカンパニーの店舗が複

数の都道府県で開業されており、同一のメニュ

ーが使われているというようなお話を消費者庁

の方に差し上げたところ、複数県にまたがる案

件ということで消費者庁の所管だという旨の返

答を受けたところであります。

○坂口博美議員 それでは今、県にこういった

事案が何名から何件申し出があっていますか。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 詳しく申

し上げますと、当該案件については８月17日に

申し出がありました当事者の方から、それ以前

に１件、エー・ピーカンパニーのメニューにつ

いての疑義のある案件がある旨の情報をいただ

いております。加えて、インターネット上での

お話になりますけれども、同じような件につい

てのインターネット上の書き込みが見られてい

るところでございます。

○坂口博美議員 それを今度は古い順に、いつ

ごろこのことを知ったんだ、いつごろ知ったん

だ、いつごろ知ったんだというのを、詳しくお

答えください。最初に知ったやつだけでいいで

す。何年何月にどこでどういうことがあったと

いうことを、どういう手段あるいはどういう言

葉で県が把握したんだということでいいです。
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○商工観光労働部長（井手義哉君） ８月17日

に、当該の方からの申し出がありましたことが

まず１件。その８月17日の申し出の中に、同じ

く29年４月の時点でそういうメニューについて

の疑義のある案件が他の都道府県でもあってい

るという旨の情報をいただいたところが、もう

１件でございます。そして、それ以降、インタ

ーネット等でのやりとりにつきましては、10月

の時点でもう一度確認したことがございます。

○坂口博美議員 ちょっとわかりづらいんだけ

ど、僕は手持ちの時間があるからですね。お互

いの疑問点をただすわけですから、的確に答え

てほしいけど、一番最初にはいつ知ったんです

かということです、県は。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 29年８

月17日の当該の方の申し出で最初に知りまし

た。

○坂口博美議員 じゃ、農政水産部長、これは

ブランドの問題でもありますよね。そして、限

られた農家しか養えないとも言っていますよ

ね。農政水産部としては、これに対しての問い

合わせとか、あるいは場合によっては指摘、こ

ういったものは来なかったんですか。

○農政水産部長（中田哲朗君） 先ほど商工観

光労働部長が申し上げましたけれども、平成29

年４月に農業連携推進課のほうに、エー・ピー

カンパニー職員の対応が非常に悪かったと。こ

れは要するに、本県の地頭鶏を扱っているお店

として、宮崎県の信用を下げるのではないかと

いうお話が、４月にございました。それを受け

て、エー・ピーカンパニーのほうには、その旨

御連絡をして、指導の徹底をお願いしたところ

でございます。

○坂口博美議員 名前は避けますけど、滋賀県

の方とか、東京の方とかが、宮崎に接触してき

てはおりませんか。もっと古い時間に。もっと

以前に。早い時間に。

○農政水産部長（中田哲朗君） 私が承知して

いる限りでは、平成29年の４月に、先ほど申し

ましたような苦情といいますか、お話があった

ということでございます。

○坂口博美議員 いや、個人の話じゃなくて、

知事をトップにした宮崎県という、この県庁と

いう組織に聞いているんです。私じゃないんで

す。それは引き継ぎもあるでしょうし、メモも

あるでしょうし。そこのところですよ、責任を

持って答えていただきたい。

○農政水産部長（中田哲朗君） 農政水産部の

ほうにお話があったのが、29年４月というふう

に聞いております。

○坂口博美議員 じゃ、29年８月17日より早い

じゃないですか。これはどういうことですか、

商工観光労働部長。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 申しわけ

ありません。商工観光労働部として知ったのは

平成29年８月17日でございました。県としまし

ての認知の日付につきましては訂正をさせてい

ただきます。失礼します。

○坂口博美議員 知事、知事、今の聞かれまし

たか。そのころはちょうど我々、ＫＯＮＮＥの

経費節減、そのことでかんかんがくがくやって

いた時期ですよ。そのときに既にもう耳に入っ

ていたのを情報共有していないということです

よ。これは県庁は組織としてなってない。これ

はひとり知事の責任ですよ、このことは。先ほ

ど熱い思いを語られたけど、実態が違う。それ

を一つ強く申し上げておきます。うちには議選

の監査委員もいるんですよ。そういったメモを

やろうと思えばですね。しかし、ぶち崩そうと

して私は質問していない。問題点を洗い出し
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て、よりよく宮崎を成長させていきたい、繁栄

させていきたい、その思いでいろんなことを聞

いていますよ。だから、だめな点はだめでいい

んですよ、今後改めれば。

しかしながら、余りにも無責任です。しかも

各分野での県で最高のトップの何もかもわから

なきゃいけない商工観光労働、あるいは農政水

産行政、最高にわかっていなきゃいけない人た

ちですよ。情報を横つなぎにやらなくてどうな

りますか。しかも、郡司さんは農政の出です

よ。そこにも報告が来ていなかったといった

ら、その報告というのは誰が受けてどこでとめ

たんですか。わかればどなたでもいい、答えて

ください。

○ 原正三議長 どなたがお答えになります

か。まず知事。

○知事（河野俊嗣君） 一連の御指摘、真摯に

受けとめているところであります。今、御指摘

がありましたように、全体的にこの新宿ＫＯＮ

ＮＥに向けてのさまざまな動きがある中で、我

々はさまざまな情報に向けてアンテナを張りめ

ぐらし、そして問題があればそれを情報共有す

る、そして県庁一丸となって問題に対応してい

く、そういう姿勢が必要であったと今、反省を

しておるところでございます。今後とも、全庁

の中でしっかりと情報を共有し、さまざまな事

象に対応していくような体制について、改めて

構築をし、県民の皆様に御迷惑をかけないよう

な、そういう県政を運営してまいりたいと考え

ております。

○坂口博美議員 何度も言いますけど、これは

宮崎県の農畜水産物どころか宮崎県という信用

をかけて、あれだけの巨費を投じて、看板を掲

げていただく会社ですよ。どこで何をやってい

るかもわからない、でも誓いの言葉を述べまし

た、だからもう大丈夫なんだと、余りにも甘過

ぎると思う。その会社が悪いとは言っていない

んですよ。そういったことをもうちょっと根拠

に基づいて客観的に判断しないと、将来、間

違ったら取り返しがつかないぞということを一

つは言っております。ですから、消費者庁と連

携をとって、まず今までそこが何をどうやっ

て、何をやってきた会社なのかということ、こ

れをしっかり把握されること。

そして、僕が不思議なのは、そんなに前から

把握していた人が、なぜその時期になって怒っ

て「宮崎県さんやこういうことだぞ」と、タイ

ムラグがあるのか。ここでその人は、やっぱり

自分の憤りというか心外というか、そういうこ

とがあったから来たんだと思うんです。だって

株主でしょう。その会社を資金を出してまで支

えようとする人たちが、この会社はこんなこと

をやってるぞと言うのは、そこまで至るまでに

何かあった、何で怒らせたんだろうかというこ

と。やっぱり県はそこを調べるべきですよ。そ

うでないと、これは解決につながらないです

よ。

それからもう一つ。さっき言いましたよう

に、このＫＯＮＮＥについては、金がかかりす

ぎる、高過ぎるということで、経費削減をず

うっとやってきた担当者は相当苦労したと思う

んですよ。結果的には3,000万ぐらい節約してく

れた。ただ不思議なのは、その過程で、これ以

上はなかなかきついから、エー・ピーカンパニ

ーが後はうちが資金を出して改装をやりますと

言ったと、そういう説明があったんですよ。こ

れが果たして自治法、会計法、あるいは宮崎県

の将来に向けての損得。具体的には、そういう

お金を出させておれば、どうぞ出てください、

立ち退いてくださいということがやれることに
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なるのかどうなのか。民間の貸し家だったら荷

物１つだけでも置かせてそれを了解したら、そ

こと合意ができるまでその部屋は使えないです

よ、ほかの人は。そういうことにはどう懸命に

なって研究されて、しっかりした根拠を持って

そういう行為をなされたのかどうか。そこ

で2,000～3,000万節約したって、あそこが拘束

されれば何にもならないですよ。これはやっぱ

り莫大な投資ですよ、あそこは。しかも借り家

ですよ。自前の土地でもない家でもない。余り

にも甘過ぎると思うんですね。ですから、よほ

ど知事も手綱を締めて、３期目をやるならやる

で、しっかりこれを検証しながら、二度とやら

ないと腹決めをしていただきたいと思います。

時間は残っているんですけど、同じことをく

どくど言うのも余り好きじゃないから、以上を

もって、私の一般質問を終わります。（拍手）

○ 原正三議長 次は、太田清海議員。

○太田清海議員〔登壇〕（拍手） 緊迫感が走

りましたが、私のワールドでやらせていただき

ます。

まず冒頭に、昨日の大阪北部の震災で、お亡

くなりになられた方、被災された方に、心より

お悔やみ申し上げます。

さて、私ごとではありますが、私は車の運転

が大変苦手であります。15年前、私が議員に

なったとき、最初の県議会に一度だけ自分の車

を運転してきたことがあります。大変疲れ果

て、うんざりし、以来、私はもう車には乗ら

ず、県議会に来るときは必ずＪＲの列車のみを

利用してきました。ですから調べてみると、私

がこの15年間でＪＲに投入してきた鉄道利用料

金は800万円近くになると思います。

それほど私は、ＪＲの公共交通機関としての

安全性に揺るぎない全幅の信頼を置いてきたわ

けであります。その思いは、高齢者や障がい

者、学生さんなど、車を持たない、車に乗れな

い、交通弱者と言われる人たちの気持ちと同じ

かもしれません。

ですから、今回実施されたワンマン化や減便

を含む不都合なダイヤ改正には、何でこんなこ

とをするのだろうと憤りを覚えます。その憤り

をどう表現すべきか、適切な言葉が見つかりま

せん。このような状況を前にして、車に乗れな

い私は、どうしたものかと考えました。そして

考えつきました。そうだ、私は車はなくても口

車がある―私の口車は乗っても安全です。車

輪がありません―この口車を転がして、世の

中に警鐘を鳴らしていく使命が私にはある、そ

う思いました。

そこで質問です。ＪＲのダイヤ改正等が発表

されて以来、２月県議会では、「ＪＲ九州の鉄

道路線の維持及び利便性の確保を求める意見

書」も採択され、また一般質問で登壇された先

ほどの坂口議員の質問は、圧巻で大変記憶に残

りました。さらにその後の動きとして、九州知

事会、九州議長会での知事、議長の対応には心

から感謝を申し上げます。地方では、地方創生

に必死で頑張っているにもかかわらず、今回の

ダイヤ改正は、地方創生とは逆行する水を差す

ような結果をもたらしていると思います。ダイ

ヤ改正による減便など、地方創生とは逆行した

ＪＲ九州の動きに対して、これまでの県の取り

組みと、今後に向けた知事の決意を伺います。

以下の質問は、質問者席にて行います。（拍

手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

県では、ＪＲ九州のダイヤ改正後に実施しま

した減便等の影響調査の結果を踏まえ、先月末
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には、沿線自治体の首長らとともに、ダイヤ改

正の見直し等について要請を行いましたほか、

九州各県と連携して要望も行ったところであり

ます。

こうした中、昨日発表されたダイヤ改正で

は、吉都線などの一部で２両編成の継続が示さ

れ、またＪＲ九州から、ことしの秋以降、吉都

線などで、学校の試験期間などにおける臨時便

の運行について検討していきたいとの意向が示

されたものの、今回のダイヤ改正で削減された

便の復活などの見直しはなく、大変残念に思っ

ております。

県としましては、利用者の利便性が改善され

るよう、今後も減便の見直しを求めていきます

とともに、ＪＲ九州においては、完全民間化後

も路線の適切な維持や利用者の利便性を確保す

るという重要な役割を担っていることを改めて

認識し、地域の公共交通機関としての責務を果

たしていただきたいと考えております。以上で

あります。〔降壇〕

○太田清海議員 今定例議会で二見議員が質問

した中で、鉄道応援団を行政のほうでもつくる

ということで、やっぱり乗って残そうというよ

うなことをやっていかないといけないと思いま

す。

実は延岡でも、北川から支援学校に訓練のた

めに８時・９時台で来ていた子供さんが、結局

減便されたということで乗れないという不都合

も起きています。それから今度は、高校生が帰

るときの便がどうも北川に帰るのに不都合だ、

ないということで、とうとうその家庭は延岡市

内に転入したそうです。だから北川としては、

このことによって１名減ということも起こって

いるものですから、その辺も頭に入れて、ひと

つ今後の対応をお願いしたいと思っています。

それからワンマン化の問題についても、もち

ろん意見書の中には述べられていましたが、あ

るお母さんからこんな投書をもらいました。そ

のまま読みますと、

「娘と二人で宮崎へ、「ひつじのショーン

展」を見に電車で行きました。帰りは２両編成

の鈍行に乗り、出発してしばらくすると、一人

の男性が２両を頻繁に行き来し始めました。そ

の男性は体格がよくて、オレンジのウインドブ

レイカーに、素足でスリッパの身なりでした。

私は不審に思い、動向を見ていましたが、１時

間ほど過ぎて、２両を行き来していた男性が来

なくなったので、ふと後ろを振り返ると、斜め

後ろの寝ている女性の横に座り、太ももをさ

わっていました。私は驚き、隣に座っている娘

に伝えました。娘は動画を撮るつもりでスマホ

を用意していたのですが、なかなかうまくいか

ず、男性は眠っている女性に、太ももをさわっ

たり、顔を近づけたりしていました。私は大き

なせき払いをしては、その行為をやめさせよう

としましたが、やめようとはしませんでした。

そのとき、私の後ろの列の男性の方が、「お知

り合いですか」と、さわっていた男性に問いか

けると、男性はその場を立ち去りました。その

男性は日向でおり、さわられていた女性は門川

でおりましたが、その女性は気づいていない様

子でした。私たちは延岡でおり、ＪＲの窓口で

そのことを伝えましたが、その男性がどうなっ

たかはわかりません。でも私は、その男性の顔

が忘れられずにいます。もし子供が一人で乗っ

たときのことを考えると、ぞっとします」

という手紙をいただいたわけです。

これは鈍行ですから、２両編成で運転手もい

るんだけど、そういうような状況もある。本当

は窓をあけて逃げることもできる鈍行ではあ
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る。しかし、特急のワンマンは密室ですから、

そこで車掌がいないというのは、何が起きるか

わかりません。新幹線の悲惨な事件もありまし

たけれども、あれは車掌さんが防衛しています

よね。そういうことを考えると、もう一度そん

なところも、いろんなことが起こっているんだ

よということをぜひ知ってもらいたいと思って

います。

次の質問に行きます。実は私もＪＲばかり

乗っていたらいかんかなと思って、延岡―宮崎

間を往復する高速バス「ひむか」に乗ってみま

した。乗ってみて、なかなかいいなと思いまし

た。というのは、高速道路を通るからほとんど

揺れないんです。だから勉強もできる、本も読

める、それから料金も1,000円なんです。それに

乗っていたら、利用者から言われました。延岡

から乗せて、高速に乗っていくんですが、日向

でも乗る方がいらっしゃいます。西都でも乗る

と思います。15人ぐらいは乗っているかなと。

そして、宮崎駅でおりて、県庁で私をおろし

て、あと宮交シティとか、最終は空港に行くわ

けです。

それを利用していた目の不自由な方が、「で

きたら、私たちにとっては、宮交シティからバ

スを乗りかえて宮崎大学附属病院のほうに行く

よりか、そのまま直通にしてくれんかな。空港

に行く人は少ないごとあるがね」ということで

ありました。これは宮交の運行上の問題もある

かもしれませんが、そういう高速バス「ひむ

か」の宮崎空港行きを、宮崎大学医学部附属病

院行きに変更することで利用を促進できると考

えますが、これについて総合政策部長にお尋ね

いたします。

○総合政策部長（日隈俊郎君） 高速バス「ひ

むか」でございますが、東九州自動車道宮崎―

延岡間の開通を契機に運行を開始したものであ

りますが、運行区間の重複が生じないよう、高

速バスは都市間を、市街地から先は路線バスが

旅客輸送を担うという役割分担がなされている

ところであります。

そのため、まずは、宮交シティで高速バスを

おり、宮崎大学附属病院行きの路線バスをご利

用いただくことが、既存の公共交通網を維持し

ていく上でも重要でありますので、御理解いた

だきたいと考えております。

一方で、高速バス「ひむか」は、他の公共交

通機関との競合等から利用者数が低迷してお

り、利用促進が課題となっております。このた

め、交通事業者においては、学生を対象に割引

料金を導入するなど、当該高速バスの利用促進

に取り組まれておりますので、県といたしまし

ては、今後とも、事業者と連携してＰＲに努め

てまいりたいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。実は、私が乗

るときには大体15～16人乗っているかなという

感じですね。聞いてみると、20名以上になった

らうまくいくんだがということでありました。

ある日は30名近く乗ったこともあります。です

から、ぜひ乗って支えていきたいなと思うんで

すが、乗っているお客さんには、実は延岡から

宮崎駅でおりる人もいるんです。旅行バッグや

ら持っているから、もしかしたら宮崎駅からＪ

Ｒですぱっと空港まで行っているのかもしれま

せんね。そういう安い料金で行けるというの

で、時間を考えてやっている人もいるかもしれ

ません。私は一応ＪＲに乗らなきゃいけません

ので乗りますけど、今のところ行きはバス、帰

りはＪＲに乗ることにしています。切符は南延

岡駅で買います。本当は帰るわけだから宮崎駅

で買うのが一番楽なんですけど、おりたときに
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買うんです。なぜかというと、南延岡駅の収入

になるから。あそこ、どうも聞くところによる

と無人化されるとか、そんな感じの動きもある

ものですから、あそこの収益も上げてやらない

かんと思って、そういう努力をしております。

次の質問に移ります。福祉施設の後援会費寄

附事案に関してであります。

私の質問項目の中に、福祉施設での後援会費

給与天引き事件に関連してとありますが、正確

には社会福祉施設での後援会費強制寄附に関連

してと表現するのが正しいようですので、訂正

いたします。これは長崎での事件のことです

が、議員を務める理事長から後援会費を賃金か

ら強制的に寄附させられたということで、そこ

で働く従業員は職を失うのが怖くて断れなかっ

たと証言しています。それでなくても低賃金で

働いている人の意に反して強制的に寄附を集め

ることは、雇われている側の弱い立場を利用し

たものであり、批判もあってその寄附は取りや

めたようです。

実は私も、このような給与天引きというか、

賃金から強制的に物品購入代の支払いに関する

相談を受けたことがあります。社長と交友関係

にある方の商品を、自分の会社の従業員に給与

天引きというか、意に反して賃金から購入させ

られる、そんな事例の相談でした。このよう

に、立場を利用した強制的な行為が蔓延してい

るとするならば、このような風潮も一掃するこ

とが、働き方改革の視点からも大事であると思

います。そこで、商工観光労働部長に、賃金の

支払い方法に関する法律上の定めについてお伺

いしたいと思います。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 賃金の支

払いにつきましては、労働基準法において、賃

金支払いの原則が定められております。賃金

は、通貨で、全額を、毎月１回以上、一定の期

日を定めて、労働者に直接支払わなければなら

ないこととされております。

ただし、この原則につきましては例外があり

まして、例えば、通貨払いにつきましては、労

働協約等に別段の定めがある場合には現物給付

も認められており、また、労働者の同意を得た

場合は、その労働者の指定する本人の預金口座

に払い込むことなども可能となっております。

また、全額払いの例外といたしまして、税金や

社会保険料など法令で定められているもの及び

書面による労使協約があるものについては、賃

金から控除することができます。

○太田清海議員 賃金というのは、基本的な原

則として全額本人に渡すことというようないろ

んなものがありますけど、やはりそれにひっか

かるようなやり方、それから強制というのは改

めていただきたいと思うんですが、労使間のト

ラブルを未然に防ぐため、基本的なルール等に

ついて、社会への周知・広報に取り組むべきと

思うが、商工観光労働部長にお聞きいたしま

す。

○商工観光労働部長（井手義哉君） 労使間の

トラブルを未然に防ぎ、安心して働くことがで

きる労働条件や環境を整備することは、労使双

方にとって大変重要であると考えております。

県といたしましては、これまで、年に４回発

行する広報紙「労働みやざき」、またホームペ

ージなどに、労働相談事例の紹介や、事例を踏

まえた一問一答、労働関係法令の解説などを掲

載し、労使間のルールの周知に努めてきたとこ

ろであります。今後とも、宮崎労働局とも連携

しながら、さまざまな機会を捉えて、周知・啓

発に努めてまいりたいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。広報に努めて
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いるということであります。ぜひトラブルが起

こらないように、事前の広報をお願いしておき

たいと思います。

次に、選挙管理委員会委員長にお聞きいたし

ます。

郵便等投票の枠の拡大と福祉施設等での投票

のあり方についてということで、公職選挙法で

郵便等投票の対象者を介護保険上の、要介護５

から―今まで要介護５であったわけですが

―要介護３以上に拡大する動きがあるようで

すが、これをどう考えておられますか。

○選挙管理委員長（吉瀬和明君） 投票の意思

がありましても、歩行が困難で投票所に行くこ

とができない在宅高齢者等に対しまして、投票

しやすい環境を整備することは重要なことと認

識しておるところでございます。

現在、要介護５の方などに認められています

郵便等投票などによります不在者投票につきま

して、要介護の状況を踏まえますと、寝たきり

やそれに近い方が相当の割合に及びます要介護

４及び３の方を新たに対象とすることは、「投

票機会の確保」という観点からも好ましいもの

と考えております。

一方で、郵便等投票対象者の拡大が実施され

る場合、高齢者本人やその家族、介護福祉関係

者等に対しまして、本人の意思に基づく投票が

確実に行われる必要があることや、不正な投票

には罰則があることなども含めまして、福祉関

係部局や市町村と連携しながら、十分に周知

し、「選挙の公正の確保」をより一層図る必要

があると考えております。

○太田清海議員 有権者の投票の率を高める、

拡大するということでは、私はいい制度だと思

います。ただ、歴史的にもこれまでにいろんな

不正も絡んで起こっているものですから、それ

をきちっとしていただくということで。

それで、今まで病院や福祉施設等に入院・入

所している人がその施設内で投票する、不在者

投票制度の仕組みについてお尋ねしたいと思い

ます。

○選挙管理委員長（吉瀬和明君） 指定施設に

おきます不在者投票制度は、正当な理由により

投票日当日に投票所で投票することができない

選挙人のために、施設長など不在者投票管理者

の管理する場所において、投票日の前に投票で

きる例外的な制度でございます。

県選挙管理委員会では、病院、老人ホーム、

介護老人保健施設等から申請があった場合に、

現地調査等の審査を行いまして、公正な実施や

投票の秘密保持が確保できる体制を有している

など一定の要件を満たしたものを、不在者投票

ができる施設として指定しております。現在、

県内に284の指定施設がございます。

さらに、施設における不在者投票は、特に公

正かつ的確な事務処理が求められるため、市町

村選挙管理委員会が選定しました施設関係者以

外の外部立会人の立ち会い等により、公正性の

確保を図るとともに、指定施設を対象とした手

引書の発行や、施設関係者に対する説明会の定

期的な開催によりまして、的確な事務処理の確

保に努めているところでございます。

○太田清海議員 ぜひ不正が起こらない、そう

いうことに努めていただきたいと思っておりま

す。こういうことでまたいろいろ問題があっ

て、不幸なことが起こらないようにという意味

で、伝えたいと思います。

次に、教育長に混合名簿についてお尋ねした

いと思います。

これまでずっと質問がありました。こんなに

混合名簿が導入されたということについては、
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非常に評価をしております。私も地元の小学校

に入学式で行ったら、入れかわり立ちかわり男

の子女の子が入ってきて、「これ混合名簿だ」

と思って、終わって校長先生に「混合名簿、導

入されたんですね。何か問題はなかったです

か」と聞いたら、「いや、私は日向でもう経験

しておりますので、全然問題ありませんでし

た」と言っておられました。本当に問題はない

んだろうなと思う。

それから、前屋敷議員の質問の中でも、県立

高校までの実態が明らかにされました。意外に

も高校は非常に導入率が高かったんだなと思っ

て。いわゆる性徴、性の違いというか、そんな

のが違ってくる中で、これまでも取り組まれて

いたんだなと思って、びっくりしました。それ

で今年度、男女混合名簿を使用している県立高

校がふえているが、その使用に当たって問題は

なかったのかということをお伺いしたいと思い

ます。

○教育長（四本 孝君） 平成30年度の県立高

校等における男女混合名簿、いわゆる性で分け

ない名簿の使用状況でございますが、39校中24

校となっております。また、今年度から使用し

ている県立高校等７校に対して聞き取りを行い

ましたところ、使用に関して、特に問題があっ

たという学校はございませんでした。なお、現

在導入されていない県立高校におきましても、

次年度以降の導入に向けた検討が進められてい

ると聞いているところでございます。

○太田清海議員 基本的なことでありますけ

ど、男女混合名簿を使用する意義について、確

認の意味でお伺いいたしたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 性で分けない名簿を

使用するということは、男女平等の意識を高め

たり、性的マイノリティーの児童生徒に配慮し

たりする手だての一つであると認識しており、

これらの意義について、児童生徒や保護者及び

教職員が十分に理解を深めた上で、活用される

ことが大切であると考えております。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

性で分けない名簿を使用することについて、繰

り返し啓発に努め、あらゆる場面で一人一人の

個性が尊重されるよう、人権教育を推進してま

いりたいと考えております。

○太田清海議員 ありがとうございました。こ

ういったＬＧＢＴの問題については、私自身も

知らなかったことがいっぱいあって、間違った

考え方もありました。そういう意味では、今か

らも社会的に、こういう考え方でいこうねとい

うのも、過渡的、試行錯誤をしながら社会が進

んでいくことになるんだろうなと思います。

前屋敷議員の質問にもありましたように、高

校生の制服の問題とかトイレの問題とか、そう

いったものをぜひ、その当事者の意向を十分聞

きながら、聞いて聞いて、そして政策に打ち出

していただきたいと思うんです。失敗もあるか

もしれません。しかし、それは直していけばい

いわけですから。いい政策だなと思っていたの

が、もしかしたらここ問題があるかもしれんね

ということだってあると思います。公文書、申

請書に男女名を書かないということも、できる

ならばやってほしいなと思うけれども、そうい

う政策を、試行錯誤であっても自信を持って打

ち出していただきたいなと思っております。よ

ろしくお願いいたします。

次に、学校でのスポーツのあり方、部活につ

いて伺いたいと思います。

まず、学校の教員が忙しいと感じている要因

をどのように捉えているのか、教育長にもう一

度お願いいたします。
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○教育長（四本 孝君） 県教育委員会が実施

いたしました「教職員の働きやすい環境づくり

のアンケート」によりますと、教員が忙しいと

感じている要因につきましては、「授業や児童

生徒と接すること以外の事務作業が多い」「本

来、家庭ですべきであると思われるような教育

内容まで学校に求められる」と答えた割合が高

いという結果でございました。

私は、子供たちには、未来を担う宝として、

心豊かでたくましく育ってほしいと願っており

ます。そのためには、教職員がしっかりと児童

生徒に向き合って、教育活動に専念できる環境

をつくることが重要でありますので、学校にお

ける業務改善や家庭への啓発など、今後とも、

教職員の働きやすい環境づくりに努めてまいり

たいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。事務作業が多

くなった、家庭でのことが学校に持ち込まれる

というようなこととか。私の経験では、中学生

のころは、部活をしながら先生と日曜日、一生

懸命打ち合った経緯があって、先生とともに部

活で学んだというような。国語の先生も来る、

英語の先生も来る、そんなゆとりのある時代だ

けれども、何でこんなに忙しくなったのかなと

いうのは、保護者側というか、そういったとこ

ろにも少し配慮していただきたいなという問題

もあるのかもしれません。

あと３点、ここについては、いろいろ議論し

てみたいというか、述べたいものですから、淡

々と聞かせていただきますが、学校教育の一環

としての運動部活動のあるべき姿について、教

育長の考えをお伺いしたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 学校教育の一環とし

て行われます運動部活動は、スポーツの技能等

の向上のみならず、生徒の生きる力の育成や豊

かな学校生活の実現のために大変意義のある活

動であると認識しております。

大会で勝利を目指すことは自然なことであり

ますが、勝つことのみを重視するのではなく

て、スポーツの楽しさや喜びを味わいながら、

生徒みずからが自己研さんし、友達と切磋琢磨

する中で、人間的な成長を図ることができる大

切な活動であると考えております。このため、

このような運動部活動での経験が、社会生活で

生かされるものでありますことから、例えば就

職試験等においても重要視されているものと

伺っているところであります。

○太田清海議員 次に、運動部活動の遠征にお

いて、保護者の負担にならないような配慮が必

要だと思いますが、教育長の考えをお伺いした

いと思います。

○教育長（四本 孝君） 御指摘のとおり、運

動部活動は、学校教育の一環として行われるも

のでありますため、保護者の負担にならないよ

うに配慮するということは大切だと考えており

ます。そのため、県教育委員会では、運動部活

動顧問や外部指導者を対象とした研修会等を通

して、遠征や対外試合等については、生徒の実

態に応じた無理のない活動計画となるよう、指

導しているところでございます。今後とも、生

徒や教員はもとより、保護者からも理解を得ら

れるような適切な運動部活動の運営が図られま

すよう、指導してまいりたいと考えておりま

す。

○太田清海議員 この項の最後になりますが、

部活動に関する生徒や教員の負担感の解消に向

けて、どのように取り組んでいるのかお伺いし

たいと思います。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会では、

部活動に関する生徒や教員の負担感の解消に向
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けまして、昨年度まで、週１回及び第３日曜日

の「家庭の日」は部活動を休みにする取り組み

を推進してまいりました。

このような中で、国がことし３月に公表いた

しました「運動部活動の在り方に関する総合的

なガイドライン」におきまして、新たな基準が

示されましたことから、本年度は、さらに負担

感の解消を図るため、「週２回以上の休養日の

設定」と「家庭の日の部活動の中止」を記載し

たリーフレットを作成し、全ての公立学校及び

市町村教育委員会に配付いたしますとともに、

校長会等においても周知をしたところでござい

ます。

今後とも、負担感の解消のため、各学校にお

いて、休養日が適切に設定されますよう努めて

まいりたいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。実は６月２日

に県民体育大会が行われましたが、私は延岡代

表でソフトテニスで参加しました。１勝３敗で

負けてしまいましたけど。実は私、67歳であり

ます。67歳になってもスポーツができること

は、本当にありがたいと思っております。これ

は、やはり自分が中学校高校と部活をやってき

て、いい指導者や監督に会えたということでも

ありますが、私がスポーツというものを考えた

ときに、先ほど答弁の中にありましたように、

勝利だけを求めちゃいかんよというところあた

りの問題ですよね。

私は１年生のとにきに、北郷村の宇納間、本

当に田舎でありますが、部活の数も少ない中

で、テニス部に入って、初めて相手とテニスボ

ールを打ったときに、ボールが横にそれたりす

るわけですよね。それをできるだけ相手の打ち

やすいところに「ほい」と打ってあげる。お互

いが打ち合う。ゆっくり「ほら」といって打っ

てあげる。その打ち合ってる姿が、私にとって

は会話をしているような感じがして、こんな面

白いスポーツがあるんだろうか、スポーツは楽

しいものだということを頭の中にたたき込まれ

た記憶があります。テニスって楽しいんです

よ。

これは一回言ったことがありますけれども、

そういうことをしながら高校に入ったときに、

自分のボールがネットにかかって相手のコート

にぴしっと巻き込んで入る、これは絶対とれな

いからこっちの勝ちなんですよね。１年生のと

きにそれで勝ったら、先輩のキャプテンが私を

呼んで、「お前そんげな勝ち方したときには、

そのときに帽子を脱いで相手の選手に「すいま

せんでした」って何で謝らんかったんか」と怒

られたんですよ。それで、高校生というのは中

学生と違って大人だなと思って、それ以来、私

も社会に入ろうとしたときにひきょうなことは

しないということは、その部活の中で学んだこ

とでもあります。

もう一つだけちょっと言わせてもらうと、30

歳のころに、２面しかないテニスコートで私た

ち大人が練習していたら、笠智衆という映画俳

優がおりますよね、「男はつらいよ」に出てく

る坊さんみたいな人、ああいう人が高校生を10

人ばかり連れてきて、私たちに「済みませんが

教えてください」と言って連れてきたんです

よ。恐らく、延岡で大会があるから連れてきた

のかなと思います。やらせてみたら、笠智衆み

たいな監督も下手くそで、だから生徒も下手く

そなんです。だから、かわいそうだなと思っ

て、自分たちの練習をやめて、一生懸命練習さ

せて、そして日が暮れてきて生徒たちが帰ろう

としたんですね。そうしたら、「おい、お世話

になったんだからお礼ぐらいして帰らにゃ」
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と、その笠智衆みたいな監督が言ったわけで

す。そうしたら生徒がばらばらに来て、「あり

がとうございました」と、みんながそれぞれの

言葉で私たちに感謝されるんですよ。私はそれ

がいいんですよ。

今、スポーツでは、監督が、「おら、お前、

挨拶せんかみんなで」と言って怒るでしょう。

笠智衆たる監督は、「ほら、挨拶せんかあ」と

優しく言う。それに高校生が応えて、一人一人

がばらばらに来て。普通だったら帽子を脱い

で、「ありがとうございました」とか統一的な

挨拶をするんですよ。それがばらばらに来てや

るものだから、こっちとしてはその心が伝わっ

て、「ああ、これでいいんだ」と。下手くそで

もいいの、マナーとか挨拶とか先輩を大事にす

ることとか、そんなことを学べばいいのよと私

は思って、どこの高校かわかりませんが、物す

ごく印象に残っております。30年前のことです

けれども、恐らくその子たちも、礼儀、マナー

を学んで、静かに社会の中に入っていってくれ

ているだろうと思います。

アメリカンフットボール事件もありましたけ

れど、22歳の学生の子もかわいそうだと私は思

いました。その子の言葉として、高校時代は競

技を楽しんでいた彼が、大学では全く楽しめな

くなったというコメントを残していますけど、

私からすればスポーツというものは楽しいもの

だから、それを何で大学でそういう楽しいスポ

ーツとして教えなかったのかなという意味で

は、かわいそうだと思います。

教育長も今答弁の中で、勝利を求めちゃいか

んとか、人間性の成長ということを言われまし

た。その言葉はどうしても答弁上は型どおりに

なっちゃうからしようがないんですけど、思い

としては私と一緒ですよね。そんなことで解釈

をしておきたいと思います。

次に移りますが、雇用のあり方について質問

いたします。

公務員職場では、会計年度任用職員というの

が、2020年４月１日から制度施行されます。と

いうことは、あと１年ちょっとですから、2019

年３月議会までに条例化を図るべきだろうと思

います。これまでの地方公務員法では、臨時職

員の採用とか労働条件が明確にされていなかっ

たわけで、今回フルタイムとか、県庁におられ

る臨時職員の人たちには、期末手当が将来支払

われる、それから手当が出される、整備される

という意味では、非常に大きな改革だと思いま

す。そこを頭に入れながら、ただ、やり方に

よってはちょっと問題が出てくる可能性もある

ものですから、確認の意味で質問させていただ

きます。

総務部長にお伺いいたします。会計年度任用

職員の導入に向けて実施した臨時・非常勤職員

の任用状況調査の結果を、お伺いしたいと思い

ます。

○総務部長（畑山栄介君） 会計年度任用職員

制度につきましては、臨時的任用職員及び非常

勤職員の任用・勤務条件を明確化する目的で、

平成32年度から導入されるものでありまして、

その採用や服務規律などについては、基本的に

は常勤職員と同様の取り扱いとされ、さらに給

与面では、お話がありましたように期末手当の

支給も可能となるものであります。

御質問の任用状況調査につきましては、新制

度の円滑な導入を図るため、現在の臨時・非常

勤職員の任用根拠・勤務実態等を把握する目的

で、昨年11月に実施したものであります。任用

数につきましては、調査時点での見込みとなっ

ておりますが、知事部局における平成29年度の
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臨時的任用職員は506人、非常勤職員は2,447人

であり、これらの人数には、任用期間が１年間

の職員だけでなく、１日ですとか３カ月未満と

いった嘱託医や統計調査員など、さまざまな任

用形態の職員が含まれております。

○太田清海議員 私がここに問題があるかなと

思えるのは、臨時・非常勤職員をそのまま会計

年度任用職員に移行するのではなく、正規職員

が担うべき業務については、正規職員を配置す

べきではないかと思っております。現在の検討

状況も含めお伺いしたいと思います。総務部長

にお願いいたします。

○総務部長（畑山栄介君） 多様化する住民ニ

ーズに対応するためには、組織として最適と考

える任用・勤務形態による職員構成を実現する

ことが求められております。

このため、会計年度任用職員制度の導入に当

たりましては、業務改革を進めながら、現在の

臨時・非常勤の職の全てについて個別に検証を

行いまして、業務内容、勤務形態等に応じて

「常勤職員」または「臨時・非常勤職員」の任

用など、どのような対応が適当かを検討するこ

ととしております。

現在、職の必要性や任用根拠の整理を行い、

会計年度任用職員として担うべき職務の内容等

について、検討を進めているところでございま

す。円滑な導入を図るためにも、本年度中に

は、採用の方法や勤務時間、給与などの勤務条

件についても整理し、来年度、採用に向けた募

集等の手続を行いたいと考えております。

○太田清海議員 ぜひ、正規職員が基本である

ということは押さえていただきたいなと思いま

す。それで、これにはお金がかかると思うんで

すね。会計年度任用職員制度の導入に伴う財源

の確保、これをきちっと国に要求すべきだろう

と思っております。総務部長のお考えをお聞き

したいと思います。

○総務部長（畑山栄介君） 会計年度任用職員

制度の導入に当たりましては、国において、制

度改正による影響額調査を行い、地方財政措置

についても適切に検討を進めていく予定である

とされております。今後、会計年度任用職員の

職を定め、勤務条件などの制度面の整理を進め

てまいりますが、必要な財源が確保されるよ

う、国に対して要望してまいりたいと考えてお

ります。

○太田清海議員 頑張っていただきたいと思い

ます。それから、県がいろんなプラン等をつく

る場合に、私が読ませていただいて、何か心に

落ちない面があった。それを、ある資料を見つ

けて、実は、労働政策研究・研修機構が、古い

ですけど2009年に調査した中に、就労形態別配

偶者のいる割合というのがありました。これ

は、例えば正規職員の場合、30歳のときには、

もう既に57.1％は配偶者がいらっしゃる。とこ

ろが、非正規の人たちは、30歳になったときに

は24％、４分の１しか結婚できていないという

ような状況。この歴然とした資料が出されて、

最新のものはないかと調べてみるんですけれど

も、これしかないようであります。ただ、この

グラフは、派遣労働者が製造業まで派遣できる

ということを決めたのが2004年ですから、それ

以降の2009年のデータであって、やっぱりこの

辺が、問題が色濃く出ているんじゃないかと思

います。

それで、県において少子化対策を進めるに当

たっては、非正規雇用の是正という視点も入れ

ていただきたい、雇用の観点も必要であると考

えるが、いかがでしょうか。総合政策部長にお

伺いしたいと思います。
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○総合政策部長（日隈俊郎君） 非正規雇用労

働者は、一般的には賃金水準が低く、雇用も不

安定であるなど、正規雇用に比べて待遇面で大

きな差があります。議員御指摘のとおり、その

ような状況が将来不安につながり、結婚や子供

を持つことをちゅうちょする要因となることも

考えられますことから、少子化対策を進める上

では、このような不安を払拭していくことも重

要であると考えております。現在、県では国と

連携を図りながら、正規雇用への転換を初め、

労働者の処遇改善に向けた支援に取り組んでい

るところでありまして、今後とも、安定的な雇

用の場の確保や所得の向上、誰もが働きやすい

職場づくりなど、良質な雇用を創出する観点も

交えながら、結婚や出産の希望がかなう環境づ

くりに、総合的に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○太田清海議員 県の「みやざきの提案・要

望」というのがありますが、これを読んでみる

と、派遣労働やめようとか、そういう言い方は

できないにしても、そういうところを変えても

らわないと、地方では少子化がどんどん進んで

いくよという、そんな要望書もあってもいいの

ではないかと思ってですね。ぜひそういう表現

等も入れていただきたいと思っています。

次に、消費税の問題について病院局長にお尋

ねします。

平成28年度の県立病院事業会計における控除

対象外消費税、いわゆる損金の金額をお伺いし

たいと思います。

○病院局長（桑山秀彦君） 平成28年度の県立

病院事業会計におきます控除対象外消費税の金

額は、８億8,599万円余となっております。

○太田清海議員 それが結局、一生懸命働いて

も、８億は戻ってこないわけですね、損金とい

うことになって。これを改めないと大変だと思

いますよ、今度10％に上がるということになる

と。私も見せていただいたら、宮崎医師会関係

のほうも、抜本的な改革をしてほしいという決

議を上げております。「抜本的な解決とはどん

なことでしょうか」と意向を聞いたところ、自

分たちがとられている損金の分を還付させなさ

いという要望のようです。私は、県は宮崎医師

会等とも連携して、要望の中にそういったもの

も入れ込まれてもいいのではないかなと思いま

す。そういうやり方をしないと、漠然とした、

「診療報酬で戻します」では、最終的には国民

負担を強いていることになりますから、問題で

あろうと思っております。

次に、森林環境税の動向についてお伺いした

いと思います。

国の森林環境税及び森林環境譲与税の動向に

ついてお伺いしたいと思います。環境森林部

長、お願いいたします。

○環境森林部長（甲斐正文君） 国の森林環境

税及び森林環境譲与税は、昨年12月の平成30年

度税制改正大綱におきまして、平成31年度税制

改正での創設が明記されたところであります。

導入時期につきましては、森林環境税が平

成36年度から課税されることになっております

が、これに先立ちまして、森林環境譲与税は平

成31年度から、新たな森林経営管理制度の施行

とあわせ、市町村及び都道府県に譲与されるこ

ととなっております。

なお、税の使途につきましては、市町村が行

う間伐や人材育成・担い手の確保など、また都

道府県が行う市町村への支援などに充てなけれ

ばならないとされております。

この２つの税の関連法案につきましては、来

年１月開会の通常国会で審議される予定と伺っ
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ております。

○太田清海議員 国の動向はわかりました。そ

れで、この国の森林環境税及び森林環境譲与税

の導入に伴い、県の森林環境税との関係をどの

ように整理していくのか伺いたいと思います。

これは私たち林活議連のほうでも、森林環境税

等との関係を整理してほしいとの意見書を上げ

ておりますけれども、その辺をお伺いしたいと

思います。

○環境森林部長（甲斐正文君） 来年度から譲

与される国の森林環境譲与税は、自然的条件が

悪く、採算ベースに乗らない森林を対象に、市

町村が行う森林整備に加えまして、人材育成・

担い手の確保や木材利用の促進、普及啓発等に

充てられることになりますが、当面は、市町村

が行う森林所有者への意向調査や、森林の境界

画定作業などに充当されるものと考えておりま

す。

一方、県の森林環境税は、県民参加による森

林（もり）づくりや水源地域での広葉樹の植栽

など、県が主体となって行う事業に充てている

ところでありますが、これまでに国から示され

た情報では、公益上重要な森林の間伐や、市町

村による公有林化への支援など、部分的に国の

森林環境譲与税の使途と重複する可能性があり

ます。

しかしながら、森林環境譲与税は、県の喫緊

の課題であります再造林対策などには対応でき

ないおそれがあります。このため引き続き、国

などから積極的に情報収集を行い、両税の役割

を整理したいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。整理をしたい

ということであります。県民の十分な理解が必

要ですので、ぜひよろしくお願いしたいと思い

ます。

次に、福祉保健部長にお伺いいたします。福

祉施設のスプリンクラー設置についてでありま

す。

小規模な福祉施設にもスプリンクラーの設置

が義務づけられましたが、本県には未設置の高

齢者施設及び障がい者施設がどれくらいあるの

か、お伺いしたいと思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 平成30年４

月１日現在で、県が所管します高齢者施設は446

施設、障がい者施設は122施設であります。この

うち、スプリンクラーが設置されていない高齢

者施設は15施設であり、障がい者施設につきま

しては、平成27年度調査時に未設置であった施

設について解消されたことを確認しておりま

す。なお、障がい者施設では、入所者の障がい

の程度に応じて、新たに設置義務が課せられる

場合もありますことから、再度、現時点の状況

について確認しているところでありますので、

確認の上、高齢者施設とあわせて未設置施設の

解消に努めてまいりたいと考えております。

○太田清海議員 わかりました。

未設置の施設に対し、県はどのように対応す

るのか、お伺いしたいと思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 高齢者や障

がい者など、自力での避難が困難な方が入所・

入居する施設におきまして、その生命や財産、

安全・安心な暮らしを守るためには、スプリン

クラーを初めとする消防用設備を設置し、初期

消火による延焼防止を図ることが極めて重要で

あると考えております。このため、県におきま

しては、定期的な実地指導・監査はもとより、

施設の管理者を対象とした研修会において、消

防局に防火対策に関する講習をしていただくな

ど、あらゆる機会を通じて指導するとともに、

市町村と連携し、国庫補助制度を活用したスプ
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リンクラー等の設置を促しているところであり

ます。県としましては、引き続き、消防局など

関係機関と密に情報共有・連携を図りながら、

未設置の早期解消を強く働きかけてまいりたい

と考えております。

○太田清海議員 高齢者施設においては、446施

設あるうち、あと15施設ということで、もう

ちょっとでありますけれども、頑張っていただ

きたいと思います。恐らく自己資金がないとか

いうところもあるのかなという思いでもありま

すが、わかりました。

次に、「子どもシェルター」についてお伺い

します。全国的に、民間による子どもシェルタ

ー設置の動きが見られますが、県としての見解

を伺いたいと思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 貧困や虐

待、非行などの理由により、家族のもとで生活

できない10代後半の子供の避難先として、ＮＰ

Ｏ法人等による設置の動きが全国的に見られて

いる、いわゆる「子どもシェルター」につきま

しては、県内においても、設置に向けて取り組

んでいる団体があると承知しております。多様

な主体が、それぞれの強みとネットワークを生

かして、子どもシェルターを運営していくこと

は、さまざまな事情により援助を必要としてい

る子供にとって、支援を受ける機会や選択の幅

が広がるものであると考えております。

○太田清海議員 選択の幅が広がるということ

ですが、年齢的に法の谷間にいらっしゃるお子

さん、そういったところかなと思いますけど、

今の世相の中で、ぜひこういったものが広がっ

ていくことを期待したいと思います。

県内で子どもシェルターが設置された場合

に、県としてどのような支援が可能かというこ

とをお伺いしたいと思います。

○福祉保健部長（川野美奈子君） 子どもシェ

ルターにつきましては、明確な法律上の位置づ

けがないことから、その設置や運営についての

支援措置は、基本的にはございません。

そのような中、他県では、児童福祉法上の

「自立援助ホーム」としての基準を満たした

「子どもシェルター」につきまして、事務費等

の支給を受けていると聞いております。本県に

おきましても、子どもシェルターの設置に関す

る相談を受けているところでありまして、設置

主体の意向を確認しながら、必要に応じた助言

等の支援を行っているところであります。

○太田清海議員 必要な助言等の支援というこ

とでありますが、こういう今の世相の中で、緊

迫した子供さんたちがいらっしゃると思うんで

すね。ぜひ何か工夫した助成といいますか、そ

ういったものをお願いしたいと思います。

最後の質問になりますけど、海岸の侵食問題

についてであります。

長浜・方財海岸の現状と県の取り組み状況に

ついてお伺いしたいと思います。県土整備部

長、お願いいたします。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 長浜・方財

海岸につきましては、これまでも、海岸の状況

を把握するために、定期的な測量を行ってきて

おり、ことしは８カ所で実施をしております。

加えて、方財海岸につきましては、平成28年度

からドローンを用いた観測も開始し、平成29年

度は、ことしの２月までに４回実施をしており

ます。これまでの観測結果から判断しますと、

現在の状況につきましては、季節的な変動はあ

るものの、比較的安定していると認識をしてお

ります。今後とも引き続き、観測データの蓄積

及び分析を行い、国や関係者の皆様方と十分連

携を図りながら、海岸の保全に努めてまいりま
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す。

○太田清海議員 安定をしているという表現で

ありました。安定していれば本当にいいと思う

んですが、これは日高博之議員の質問にもあり

ましたが、日向の平岩港でも同じような近辺で

の侵食があるということで、それを循環的に戻

していくんだということを言われました。

それで、延岡新港でしゅんせつし、養浜のた

め長浜海岸等に砂を戻した昨年度の県の経費は

幾らか、お伺いしたいと思います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 延岡新港に

おいてしゅんせつした砂については、長浜海岸

等に養浜をしておりますが、昨年度の県の経費

は約1,200万円となっております。

○太田清海議員 1,200万円という費用を投入し

ながら、毎年毎年、恐らく1,000万円を超える経

費を投入しながら、浜を養っていかないかん、

この循環をせざるを得ないということですよ

ね。日向の方でもそういうことで、循環させて

いかざるを得ないということであります。

私も、長浜海岸等の問題については、そうい

うやり方しかやむを得ないんじゃないかと。侵

食されていろんな被害を受けるか、それしかな

いと。しかし、私も政策提言はしましたけど、

やっぱり心の痛みとして、できるだけ経費がか

からないように、ある程度の永久構築物を入れ

て遮断をしていくということで、この1,200万な

りの金額を下げていくことだって考えていくべ

きではないかなというのは、提言したほうとし

ては感じます。

ぜひ、そういった政策提言もしながら、何か

いい方向に向かうように、今後も県土整備部の

ほうとしても検討していただきたいと思ってお

ります。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

○ 原正三議長 以上で一般質問は終わりまし

た。

○ 原正三議長 次に、今回提案されました議

案第１号から第15号まで及び報告第１号の各号

議案を、一括議題といたします。

質疑の通告はありません。

◎ 議案第１号から第15号まで及び

報告第１号並びに請願委員会付託

○ 原正三議長 ここで、議案第１号から第15

号まで及び報告第１号の各号議案並びに新規請

願は、お手元に配付の付託表のとおり、それぞ

れ関係の委員会に付託いたします。

あすからの日程をお知らせいたします。

あす20日から25日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

次の本会議は、26日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後2時46分散会



６月26日（火）
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常任委員長審査結果報告◎

これより本日の会議を開きま○ 原正三議長

す。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

まず、議案第１号から第15号まで及び報告第

１号の各号議案、請願第25号及び継続審査中の

請願第22号を一括議題といたします。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、松村悟郎委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○松村悟郎議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外６件及び新規請願１件の計８件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり、いずれも全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成30年度宮崎県一般会計補正予算に

ついてであります。

このうち、議案第１号に係る補正は、国庫補

助決定に伴うもの及びその他必要とする経費に

ついて措置するもので、14億3,200万円余の増額

となっており、歳入財源の主なものは、国庫支

出金７億4,700万円余、県債３億4,200万円であ

ります。

次に、議案第15号に係る補正は、霧島山火山

活動対策に伴う経費について措置するもので、

２億7,900万円余の増額となっており、歳入財源

は、国庫支出金4,100万円余、繰入金２億3,700

万円余であります。

両議案を合わせた補正後の一般会計の予算規

模は5,835億100万円余となります。

このうち、総合政策部の補正予算は、一般会

計で200万円余の増額であり、特別会計を合わせ

た補正後の予算額は134億6,000万円余となりま

す。

次に、霧島山の噴火活動に伴う対策について

であります。

このことについて複数の委員より、「県だけ

ではなく、国や市が行う事業も含めて全体的な

事業規模はどれくらいか」との質疑があり、当

局より、「プレミアム商品券の発行や金融的な

支援など、相当規模になると思うが、国や市の

状況も調べた上で取りまとめてまいりたい」と

の答弁がありました。

当委員会といたしましては、霧島山火山活動

に伴う環境・経済対策方針に掲げる対策等につ

いて、国や関係市などの事業も含めた全体像を

把握し、そのノウハウ等を蓄積することによ

り、今後の対応に生かしていただくよう要望い

たします。

次に、２巡目国体に向けたスポーツ施設の整

備についてであります。

このことについて委員より、プール整備の検

討状況に関して質疑があり、当局より、「これ

までの競技団体が求める形を検討し、一定の感

触は得たところであるが、今後、基本計画を策

定するに当たって、広く民間にアイデア等を募

り、施設整備の内容や規模感などを整理した上

で、ＰＦＩの可能性も含めて検討してまいりた

い」との答弁がありました。

また、別の委員より、体育館の整備内容に関

して質疑があり、当局より、「基本計画の中で

整備方式も含めて検討しているが、延岡市民体

育館の稼働率が高い状況であるため、工事期間

も含めて、市民の利用にできる限り支障がない

平成30年６月26日(火)
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よう配慮してまいりたい」との答弁がありまし

た。

当委員会といたしましては、財政面や整備方

式等について関係市としっかり協議・連携し、

スケジュールにも留意しながら、国体後の利活

用も見据えて整備を進めていただくよう、要望

いたします。

次に、「みやざき行財政改革プラン（第２

期）」に基づく行財政改革の取り組みについて

であります。

このうち、「効率的で質の高い行政基盤の構

築」にかかわる「市町村との連携」について委

員より、「宮崎県・市町村連携推進会議や円卓

トークでの意見等に関して、どのようにフォロ

ーアップしているのか」との質疑があり、当局

より、「意見や要望については、庁内の関係課

等にフィードバックしており、何らかの成果が

得られるよう意識して取り組んでいる」との答

弁がありました。

これに対して委員より、「市町村からの意見

等に真剣に取り組むよう、主管課と関係課との

連携を密にしていただきたい」との要望があり

ました。

さらに委員より、「市町村との連携を深める

ため、ニーズに合った人材を県から派遣するな

ど人事交流を強化すべきではないか」との意見

があり、当局より、「市町村と連携した人材の

育成・確保は必要だと考えており、可能な範囲

で市町村からのニーズ等に協力していきたい」

との答弁がありました。

次に、防災拠点庁舎についてであります。

このことについて委員より、「先日発生した

震度６弱の大阪地震で、多くの人たちがエレベ

ーターに閉じ込められたが、防災拠点庁舎は南

海トラフ地震が発生した場合でもきちんと機能

するのか」との質疑があり、当局より、「防災

拠点庁舎は免震装置をつけており、震度７でも

震度３ぐらいにまで揺れを抑えられるので、基

本的にはエレベーターが一時的にとまることが

あってもすぐに再始動するため、機能的に問題

ない」との答弁がありました。

次に、「地方消費者行政に対する財政支援の

継続・拡充を求める意見書」についてでありま

す。

これは、当委員会に付託を受けました請願

第25号に基づくものであります。

地方消費者行政の充実・強化については、国

の地方消費者行政交付金等の措置によって一定

の前進が図られてきておりますが、いまだ課題

を抱えており、今後も国と一体となって消費者

行政をさらに充実する必要があります。

こうした中、今年度の国の同交付金の予算額

は、対前年度比で大幅な減額となっており、消

費者の安全・安心な消費生活に多大な影響を及

ぼすことが懸念されます。

このようなことから、国に対して、同交付金

が減額となった影響を把握するとともに、当初

予算で確保できなかった交付金額を補正予算で

措置することなど、３項目を強く要望するもの

であります。

当委員会といたしましては、この意見書の提

出を全会一致で決定したところでありますの

で、議長においてよろしくお取り計らいをいた

だきますようお願いいたします。

最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましは、地方自治法第109条第８項

の規定により、閉会中の継続審査といたしたい

ので、議長においてその取り扱いをよろしくお

願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま
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す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、太田○ 原正三議長

清海委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○太田清海議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件の計５件であります。慎重に

審査をいたしました結果、継続審査中の請願１

件を含め、お手元に配付の議案・請願委員会審

査結果表のとおり決定いたしました。

なお、議案については全会一致により、請願

第22号については賛成多数により決定しており

ます。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、福祉保健部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で6,300万円余、特別

会計で400万円余の増額であり、一般会計と特別

会計を合わせた補正後の予算額は2,231億8,700

万円余となります。

このうち、新規事業「国保ヘルスアップ支援

事業」についてであります。

この事業は、市町村が取り組む糖尿病の重症

化予防において、保健指導を行う保健師の指導

力向上を図るため、専門医や糖尿病療養指導士

による研修を行うほか、市町村が行う重複服薬

者への訪問指導の充実強化のため、県薬剤師会

から薬剤師を派遣するなどの支援を行うこと

で、県民の生活の質の向上と医療費の適正化を

図るものであります。

このことについて委員より、「重症化を予防

するに当たり、どのように糖尿病及び糖尿病予

備軍の方にアプローチをするのか」との質疑が

あり、当局より、「特定健診の受診結果に基づ

き、重症化のおそれがある方の中から、レセプ

トデータにより病院を受診していない方を抽出

し、医療機関との連携を図りながら、保健師が

治療を受けるよう指導を行っていく」との答弁

がありました。

また、委員より、「この事業での医療費適正

化について、県が目標数値を示した方がいいの

ではないか」との意見があり、これに対して当

局より、「今回の事業だけではなく、特定健診

なども含めて見える化することが重要だと考え

ているため、医療費適正化全体の中で今後検討

してまいりたい」との答弁がありました。

次に、青少年自然の家のあり方についてであ

ります。

このことについて委員より、「障がいを持つ

子供が使いにくいとの話を聞くが、今後改修を

行うなどの検討はしていないのか」との質疑が

ありました。

これに対して当局より、「福祉保健部が所管

する公共施設は、バリアフリー、ユニバーサル

デザインが基本であり、障がいのあるなしにか

かわらず、全ての方が利用できるような施設の

実現に向けて取り組んでいかなければいけない

と考えている」との答弁がありました。

また、委員より、「今後、少子化の影響で青

少年の利用が減っていくことも考えられるが、

今後の青少年自然の家のあり方についてはどう

考えているのか」との質疑があり、これに対し

て当局より、「少子化が進んでいく現状におい

て、今後、誰もが施設を利用できる形にしてい

かないといけないと考えており、指定管理者の

選定を機に、ハード面の改修も含めて、他部局

とも丁寧に議論しながら、今後のあり方につい

て検討してまいりたい」との答弁がありまし

た。

平成30年６月26日(火)
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当委員会といたしましては、少子化など時代

のニーズに合った今後の青少年自然の家のあり

方について、しっかり検討していただくととも

に、施設のバリアフリー化を推進し、誰もが幅

広く利用できる施設としていただきますよう、

要望いたします。

次に、児童虐待への対応についてでありま

す。

このことについて委員より、「東京都で起き

た虐待死については、児童相談所同士の情報伝

達に問題があったと考えられるが、虐待のおそ

れのある児童が本県から他県に転出した場合、

また、本県へ転入した場合の対応は適切に行わ

れているのか」との質疑がありました。

これに対して当局より、「国が定めた児童相

談所運営指針の中で、他県へのケース移管の手

続が定められており、それに基づき適切に対処

している」との答弁がありました。

また、別の委員より、「政府でも、児童相談

所の体制強化や関係機関の連携強化について検

討されている。相談件数もふえてきている中

で、人員もふやしていく必要があると考える

が、体制強化には予算が必要であるため、国の

動きを注視しながら、県としても国への要望を

行っていただきたい」との要望がありました。

次に、宮崎県立病院事業の設置等に関する条

例についてであります。

このことについて当局より、「厚生労働省令

の改正及び地域の実情等を踏まえ、県立病院の

初診加算料などの上限額を引き上げる」との説

明がありました。

これに対し委員より、「難病患者の初診加算

料の取り扱いはどうなるのか」との質疑があり

ました。

これに対して当局より、「初診加算料は、救

急患者や難病患者の受診などの「やむを得ない

事情があると認められる場合」は徴収しないと

規定しているため、難病の治療に高度な医療が

必要であり、初診で県立病院を受診せざるを得

ない場合は、初診加算料は徴収しない」との答

弁がありました。

これに対して複数の委員より、「どのような

場合に初診加算料が不要となるのかわかりにく

いため、上限額の引き上げとあわせて周知を徹

底していただきたい」との要望がありました。

これに対して当局より、「平成30年10月１日

の施行までに、初診加算料の上限額を引き上げ

た趣旨や初診加算料が不要となる場合について

十分周知を図ってまいりたい」との答弁があり

ました。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「福祉保健行政の推進

及び県立病院事業に関する調査」につきまして

は、地方自治法第109条第８項の規定により、閉

会中の継続審査といたしたいので、議長におい

てその取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○ 原正三議長

後藤哲朗委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○後藤哲朗議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外５件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、商工観光労働部の補正予算についてで
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あります。

今回の補正は、議案第１号が、一般会計で600

万円余の増額、議案第15号が、活動火山対策に

伴う追加補正で一般会計で3,600万円余の増額を

行うものであり、この結果、特別会計を合わせ

た補正後の予算額は492億1,100万円余となりま

す。

次に、立地企業の雇用と地元中小企業の育成

についてであります。

このことについて委員より、「立地企業によ

る雇用が進む一方で、中には地元中小企業の人

材が流出している状況もあると聞くが、どう捉

えているか」との質疑があり、当局より、「雇

用条件のよい企業に人材が流れることをとめる

ことは難しいが、地元中小企業者に対しては、

県産業振興機構を通じて幅広い支援を行ってい

る」との答弁がありました。

また、別の委員より、「技術革新が進んで生

産性が向上し、人余り現象が生じて誘致企業が

本県から撤退していくようなこともあり得るの

で、宮崎を支える地元中小企業を育てておくこ

とが肝心ではないか」との意見があり、当局よ

り、「地元中小企業の強みを生かして本県産業

全体の底上げを図るため、引き続き地元中小企

業にもきちんと目を向けていきたい」との答弁

がありました。

次に、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥに関する諸

問題等についてであります。

これは、株式会社エー・ピーカンパニーに、

景品表示法違反の疑いがあるとの情報を得なが

ら、新宿ＫＯＮＮＥ２階のレストランの運営を

委託し、その後、当該企業に対して消費者庁よ

り景品表示法に基づく措置命令が出されたもの

などであります。

このことについて委員より、「県の重要な情

報発信拠点にかかわることであり、また、県が

運営を任せようとしている会社でもあるので、

消費者庁任せにせず、県としてしっかりとした

調査を行うなど、慎重に取り扱うべきではな

かったのか」との質疑があり、当局より、「今

となっては、慎重にすべきであったと重く受け

とめている」との答弁がありました。

また、別の委員より、「当該企業に対して、

景品表示法に基づく課徴金納付命令の処分可能

性が残っている段階で、レストラン運営を継続

させることを判断するのはいかがなものか」と

の意見がありました。

さらに、新宿ＫＯＮＮＥのリニューアルに当

たり、工事請負費の予算を補助金に流用してい

たことについて、複数の委員より、「特に慎重

に議論した重要な事業の予算に対して、議会へ

の説明がなされないまま、補助金への流用手続

が行われたことは、大変大きな問題であり、議

会軽視ではないか」との強い意見がありまし

た。

これらのことについて、郡司副知事より、

「当該企業が二度と信頼を損なうことのないよ

う、県としてしっかり指導を行っていく。新宿

ＫＯＮＮＥのレストランについては、当面の

間、暫定的に運営の委託を継続し、その間にお

いてエー・ピーカンパニー社の運営のあり方を

しっかりと検証し、その機能を十分に果たすこ

とができないと判断した場合には、県として適

切に対処してまいりたい。部局間の連携や県議

会への報告等に対して、職員の指導に責任を

持って、しっかり対応してまいりたい」との答

弁がありました。

当委員会といたしましては、本県のブランド

イメージを損なうことのないよう、知事を中心

に連携して慎重に取り組んでいただくよう要望
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いたします。

また、本県の情報発信拠点のリニューアルと

いう重要な事業の実施方法の変更について、議

会に十分な報告がなされなかったことは大変遺

憾であります。今後は、議会の声に真摯に耳を

傾け、丁寧な説明を強く要望いたします。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で７億3,000万円余の

増額であり、この結果、特別会計を合わせた補

正後の予算額は721億7,200万円余となります。

次に、議案第11号から13号、工事請負契約の

変更についてであります。

これは、国が最近の労働市場の実勢価値を適

切・迅速に反映した積算とするため、例年４月

の単価改定を１カ月前倒ししたことを踏まえ、

県も同様の対応としたことから、変更契約を行

うものであります。

このことについて委員より、「例えば、工法

の変更検討による工事の一時中止の際など、現

場での作業内容について事細かな指示を行うと

ともに、その指示に沿って契約の変更を行うよ

う指導するなど、改正品確法など担い手３法の

目的に沿った適正な契約の変更を徹底していた

だきたい」との意見があり、当局より、「一昨

年に設計変更ガイドラインを作成し、その徹底

を図ることを指導しているところであるので、

今後とも指導に努めてまいりたい」との答弁が

ありました。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○ 原正三議長

会、二見康之委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○二見康之議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で

決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、環境森林部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、第１号議案が一般会計で１

億600万円余の増額、第15号議案が硫黄山噴火対

策に伴う追加補正で、一般会計で4,000万円余の

増額であり、この結果、特別会計を合わせた補

正後の予算額は225億8,100万円余となります。

このうち、水質白濁等に係る監視・対策検討

事業についてであります。

これは、長江川・川内川水系の水質などの監

視を強化し、検査結果を関係機関と共有、公表

するとともに、国や宮崎大学などの有識者等と

連携し、水質改善や沈殿物処理対策を検討して

いくものであります。

このことについて委員より、「下流域の流水

は水質が改善しているとのことであるが、有害

物質を含んだ上流域の流水や、沈殿池の沈殿物

の処理は残っている。今後どのような段階で安

全宣言をすることになるのか。他県で事例はあ

るのか」との質疑がありました。

これに対して当局より、「沈殿物と、水に溶

け出している有害物質をどう処理していくのか

については、これからこの事業で研究する予定
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である。他県の事例が幾つかあるようなので、

どのように対応していくのか、今後研究してま

いりたい」との答弁がありました。

次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、第１号議案が一般会計で５

億2,400万円余の増額、第15号議案が硫黄山噴火

対策に伴う追加補正で、一般会計で２億100万円

余の増額であり、この結果、特別会計を合わせ

た補正後の予算額は407億6,500万円余となりま

す。

このうち、硫黄山噴火に伴う緊急用水確保対

策等についてであります。

このことについて委員より、「既存の湧水池

などで水量が足りないと思われる場合、井戸を

掘るなどの対応は考えられるのか」との質疑が

あり、当局より、「まずは水源調査を踏まえた

上での検討になるが、井戸掘削については、国

庫補助事業の活用の可否も含め、国にも相談す

るとともに、えびの市や地元農家とも協議しな

がら、適地があれば試掘をしていく方向で検討

している」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、農家の今後の営

農の意向をしっかり確認しながら、農業用水の

確保対策に取り組むとともに、農家が安心して

農業を続けられるよう、今回の支援策に係る補

正予算を有効に活用していただくことを要望し

ます。

次に、主要農作物種子法廃止後の種子制度に

ついてであります。

このことについて委員より、「農業関係団体

から、主要農作物種子法廃止後も、引き続き県

が公的種子制度を維持するために条例制定を求

める要請が上がっているが、どういう状況なの

か」との質疑があり、当局より、「本年４月の

同法廃止後も、要綱制定により従前と変わらな

い体制をとっているところであるが、農業関係

団体から不安視する声があることを踏まえ、他

県における事例なども調査しながら、条例制定

の必要性も含めて検討してまいりたい」との答

弁がありました。

次に、みやざきブランド産品の取り扱いにつ

いてであります。

このことについて委員より、「本年５月に、

みやざき地頭鶏出荷量の約半数を扱う株式会社

エー・ピーカンパニーが消費者庁から景品表示

法に基づく措置命令を受けたことによって、生

産者への影響が懸念されるが、どのように対応

しているのか」との質疑があり、当局より、

「エー・ピーカンパニーから、みやざき地頭鶏

事業協同組合、生産者を初めとする関係者に対

して謝罪があり、措置命令に至った経緯とその

後の改善状況について説明がなされた。みやざ

き地頭鶏事業協同組合から、同社以外のみやざ

き地頭鶏取扱指定店にも適正な表示を徹底する

よう依頼をしたところであり、風評被害によっ

て取引量が減るなどの懸念もあったが、現時点

では、ほかの指定店も含めて冷静な対応をして

いただいている。県としては、このような事案

が起きないように、情報共有や指導の徹底を図

るとともに、関係者と連携を図りながら、さら

なる生産拡大、販路拡大に努めてまいりたい」

との答弁がありました。

また、このほかにも、西都市の有限会社安藤

商店が、国産乾シイタケに中国産乾シイタケを

混ぜたものを「宮崎県産」などと偽って表示し

た事案も発生していることから、当委員会とい

たしましては、みやざきブランド産品の生産地

としての誇りと信用を守るために、より一層の

指導徹底と信頼回復のための取り組みを進めて
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いただくよう要望いたします。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取り扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○ 原正三議長

会、渡辺創委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○渡辺 創議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件はご

ざいませんが、当局より報告を受けた案件のう

ち、議論のありました主な事項について申し上

げます。

まず、一ツ瀬川県民スポーツレクリエーショ

ン施設における指定管理者の第４期指定につい

てであります。

このことについて委員より、「ここ２年間、

経営収支が赤字になっており、ゴルフ人口の減

少等もあることから、指定管理者の応募がない

ということも考えられるが、どう考えているの

か」との質疑があり、当局より、「第４期の指

定においては、多数の応募があるよう、広報に

努めるとともに、指定管理者からの納付金の減

額や、施設運営における指定管理者の修繕等の

負担限度額を軽減することで、応募しやすい工

夫をしている」との答弁がありました。

次に、宮崎県立高等学校教育整備計画（後期

実施計画）についてであります。

このことについて当局より、パブリックコメ

ントにおいて修正を求める意見がなかったこと

から、定例教育委員会を経て、当計画について

は、素案のとおり決定したとの説明がありまし

た。

これに対して委員より、「後期計画には、前

期・中期計画の内容が引き継がれているのか」

との質疑があり、当局より、「中期計画の流れ

を踏まえて後期計画を策定しているが、後期計

画では、中期計画ではあった県立高等学校の再

編整備を原則行わないこととしており、ソフト

面の見直しを行っている」との答弁がありまし

た。

また、複数の委員より、「県立高等学校の再

編整備については、関係者が納得できる明確な

基準を設けるべきではないか」との意見があり

ました。

次に、県内の外事情勢についてであります。

このことについて当局より、本県において

も、外国人技能実習生や留学生、外国クルーズ

船の寄港数増加により、居住外国人や外国人観

光客が増加しており、外国クルーズ船の乗客や

外国人技能実習生の不法就労が目的と見られる

失踪事案が発生しているとの報告がありまし

た。

これに対して委員より、「県内において外国

人による犯罪が起きた場合に、言葉の問題があ

るが、どのように対応しているのか」との質疑

があり、当局より、「県警の中に各種言語に対

応した通訳人がおり、語学研修も行われてい

る。通訳人がいない言語については、民間の通

訳人の協力を仰ぎながら対応しているが、少数

言語等対応できない言語については、ネットワ

ークを通じて通訳人の確保に努めたい」との答

弁がありました。

最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会中

の継続審査といたしたいので、議長においてそ
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の取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査結○ 原正三議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○ 原正三議長

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。来住一人議員。

〔登壇〕 おはようございま○来住一人議員

す。私は日本共産党を代表して、２つの案件に

ついて討論をいたします。

まず、議案第５号「宮崎県立病院事業の設置

等に関する条例の一部を改正する条例」につい

て、反対の立場から討論いたします。

本条例改正は、地域医療支援病院に指定され

ている県立延岡病院の初診加算料及び再診加算

料の額が義務づけられたとして、初診加算料の

現行2,700円を5,000円に引き上げ、再診加算

料2,500円を新設し、あわせて宮崎病院・日南病

院の初診加算料いずれも1,620円を、宮崎病院

は3,000円に、日南病院は2,500円に引き上げる

というものであります。

県立病院における初診加算料や再診加算料の

患者負担は、国が進める医療制度改革に沿っ

て、県立病院と周辺医療機関との機能分担、連

携強化を図るとして導入されたもので、地域医

療機関、すなわち個人病院の紹介状のない患者

に直接、費用負担をかけるものです。特に地域

医療支援病院に重点が置かれています。本県で

は、延岡病院だけが地域医療支援病院であり、

今回の引き上げで、延岡病院の初診加算料は日

南病院の２倍、再診加算料は延岡病院のみであ

ります。

県立病院が、地域医療機関では対応できない

重症患者への高度医療の役割を担う拠点病院と

して重要な役割を果たしており、一方、地域医

療機関は、住民の身近なかかりつけ医としての

役割を担っています。それぞれの役割分担を明

確にして連携を図り、県民に、より必要な医療

を提供することは重要であると考えます。

しかし、かかりつけ医としての個人病院との

すみ分け、役割分担を進めるために、個人病院

の紹介状のない患者に多額の費用負担をかける

やり方で受診抑制を図ることは、妥当な方法と

は思いません。まずは、かかりつけ医の体制を

患者ニーズに合わせたものにしていくこと等を

前提に、県民の納得・協力を得られる方策を探

ることが必要であると考えます。単に経済的負

担でのすみ分け、さらにその引き上げには同意

できないものであります。

次に、請願第22号「子どもの医療費助成制度

の拡充を求める請願」について申し上げます。

本請願についての委員長報告は、前議会に続

き継続審査というものでありますが、採択を求

めるものであります。

子供の医療費助成制度をめぐるこの２年間の

状況は、通院・入院とも小学校就学前、または

それ以下というのが、本県を初め全国では22府

県ありましたが、福岡県が通院・入院ともに小

学校卒業まで拡大し、本年４月１日現在では21

府県となりました。秋田県と徳島県は、通院・

入院とも小学校卒業から中学校卒業までとな

り、奈良県は、通院を就学前から一気に入院と

同じく中学校卒業まで拡大しました。
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県内の自治体は、詳細には申し上げません

が、この間に延岡市が入院で、日南市が通院と

入院で、国富町が通院で、高鍋町が通院と入院

で、西米良村が通院と入院で、それぞれ前進さ

せてまいりました。県内において、通院・入院

いずれも小学校就学前までというのは、宮崎市

と都城市の２つの市だけという状況でありま

す。

国内、県内の状況を見るとき、生をうけた全

ての子供を元気に育てることを社会の責任とし

て捉え、発展させている姿であると思います。

財政状況の強弱では決してありません。少子化

の進行、格差と子供の貧困の広がりの中で、子

供の健康と命を守ることは、何よりも優先しな

ければならない課題であることは自明のことで

あり、このことから各自治体が独自に拡充・発

展させており、この流れはさらに大きくなると

確信をいたします。

子供の医療費助成制度の重要性から、「政府

が統一して行うべきもの」という意見がありま

す。これは当然のことであります。しかし、こ

のことをもって自治体が制度の拡充に消極的に

なる理由にはなりません。むしろ、全国の自治

体が日々拡充してこそ、政府が統一して行う大

きな力になることは疑いないと思います。

本請願が議題になるたびに、制度の重要性や

本県予算規模からも拡充可能なものであるこ

と、また、県民の県政への参加と請願権、さら

には請願に対する県議会のあり方について率直

に述べてまいりました。改めて本請願が採択さ

れるよう、議員各位の賢明な判断を切に求めて

討論を終わりたいと思います。(拍手)〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○ 原正三議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第５号採決◎

これより採決に入ります。○ 原正三議長

まず、議案第５号についてお諮りいたしま

す。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は委○ 原正三議長

員長の報告のとおり可決されました。

議案第１号から第４号まで、第６号◎

から第15号まで及び報告第１号採決

次に、議案第１号から第４号○ 原正三議長

まで、第６号から第15号まで及び報告第１号の

各号議案について、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は、

可決または承認であります。委員長の報告のと

おり決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○ 原正三議長

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決また

は承認されました。

請願第25号採決◎

次に、請願第25号についてお○ 原正三議長

諮りいたします。

本請願に対する委員長の審査結果報告は採択

であります。委員長の報告のとおり決すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○ 原正三議長

て、本請願は委員長の報告のとおり採択とする

ことに決定いたしました。
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閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○ 原正三議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会

中の継続審査及び調査の申し出がありますの

で、これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第22号についてお諮りいたしま

す。

本請願を委員長の申し出のとおり、閉会中の

継続審査とすることに賛成の議員の起立を求め

ます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○ 原正三議長

委員長の申し出のとおり、閉会中の継続審査と

することに決定いたしました。

次に、ただいまお諮りいたしました請願を除

く閉会中の継続調査については、各委員長の申

し出のとおり決することに御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○ 原正三議長

て、各委員長の申し出のとおり、閉会中の継続

調査とすることに決定いたしました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○ 原正三議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成30年6月26日

宮崎県議会議長 原 正三 殿

提出者 議会運営委員長 横田 照夫

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

旧優生保護法下における優生手術の被害者

に対する補償及び救済等の早期解決を求め

る意見書

議員発議案第２号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度

の拡充を求める意見書

議員発議案第３号

地方財政の充実・強化を求める意見書

議員発議案第４号

ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普

及推進を求める意見書

平成30年6月26日

宮崎県議会議長 原 正三 殿

提出者 総務政策常任委員長 松村悟郎

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第５号

地方消費者行政に対する財政支援の継続・

拡充を求める意見書

議員発議案第１号から第５号まで◎

追加上程、採決

ただいま朗読いたしました議○ 原正三議長

員発議案第１号から第５号までの各号議案を日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○ 原正三議長

ように決定いたしました。
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議員発議案第１号から第５号までの各号議案

を一括議題といたします。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、説明を省略して直ちに審議する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○ 原正三議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号から第５号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案を原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○ 原正三議長

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

議員派遣の件◎

次に、議員派遣の件を議題と○ 原正三議長

いたします。

お諮りいたします。

会議規則第127条の規定により、お手元に配付

のとおり、議員を派遣することに御異議ありま

せんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○ 原正三議長

て、お手元に配付のとおり、議員を派遣するこ

とに決定いたしました。

知事発言◎

ここで、知事から発言の申し○ 原正三議長

出がありますので、これを許します。

〔登壇〕 発言の機会を○知事（河野俊嗣君）

いただき、ありがとうございます。

今議会におきます新宿みやざき館ＫＯＮＮＥ

に関する諸問題につきまして、県議会を初め情

報提供をいただいた方々、全国の皆様に多大な

御迷惑をおかけし、信頼や御期待を損なうこと

になりましたことに対し、深くおわびを申し上

げます。

県におきましては、昨日、臨時の幹部会議を

招集し、今回の経緯を踏まえ、またこのことを

教訓とし、改めて、今後の的確な対応や庁内の

情報共有・連携の徹底、議会への丁寧な説明等

につきまして、私から指示をしたところであり

ます。

今後とも、本県のブランドイメージの維持・

向上、さらには県勢発展のため、車の両輪であ

ります県議会の皆様とともに、誠心誠意全力で

取り組んでまいる所存でありますので、御指

導、御協力のほど、よろしくお願い申し上げま

す。以上であります。〔降壇〕

閉 会◎

以上で、今期定例会の議事は○ 原正三議長

全て終了いたしました。

これをもちまして、平成30年６月定例県議会

を閉会いたします。

午前10時50分閉会



資 料
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平成３０年６月定例県議会日程

１９日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告

６． ８ 金 本会議 会期決定
議案上程
知事提案理由説明

９ 土
（ 閉 庁 日 ）

１０ 日
休 会

一般質問通告締切 12:00１１ 月
（ 議 案 調 査 ）

１２ 火

１３ 水 議会運営委員会 9:30

一 般 質 問１４ 木 本会議

請願締切 16:00１５ 金

１６ 土
休 会 （ 閉 庁 日 ）

１７ 日

議員発議案締切 17:00
１８ 月 一 般 質 問 （会派提出）

本会議
議会運営委員会 9:30

１９ 火
一 般 質 問
議案・請願委員会付託

２０ 水

常 任 委 員 会
議員発議案締切 17:00

２１ 木
（会派提出を除く）

２２ 金 特 別 委 員 会 議会運営委員会休 会

２３ 土
（ 閉 庁 日 ）

２４ 日

２５ 月 （ 議 事 整 理 ）

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決２６ 火 本会議
閉会
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平成３０年６月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割

６月１３日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００中野 一則

２ 公 明 党 １１：００～１２：００ 休憩重松幸次郎

３ 県 民 連 合 宮 崎 １３：００～１４：００田口 雄二

４ 自由民主党くしま １４：００～１５：００武田 浩一

６月１４日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００日高 博之

６ 日 本 共 産 党 １１：００～１２：００ 休憩前屋敷恵美

７ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００丸山裕次郎

８ 公 明 党 １４：００～１５：００新見 昌安

６月１５日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００後藤 哲朗

１０ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩野﨑 幸士

１１ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００二見 康之

１２ 県 民 連 合 宮 崎 １４：００～１５：００髙橋 透
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６月１８日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１３ 県 民 の 声 １０：００～１１：００井上紀代子

１４ 自 由 民 主 党 １１：００～１２：００ 休憩松村 悟郎

１５ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００日髙 陽一

１６ 郷 中 の 会 １４：００～１５：００有岡 浩一

６月１９日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１７ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００西村 賢

１８ 県 民 連 合 宮 崎 １１：００～１２：００ 休憩渡辺 創

１９ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００坂口 博美

２０ 県 民 連 合 宮 崎 １４：００～１５：００太田 清海

＊ １人当たりの質問時間 ３０分以内



平成３０年６月定例県議会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 可決 可決 可決 可決

第２号
平成30年度宮崎県国民健康保険特別会計補正予算
（第１号）

可決

第３号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 可決

第４号
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第５号
宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正す
る条例

可決

第６号 宮崎県総合計画審議会条例の一部を改正する条例 可決

第７号
宮崎県議会議員及び宮崎県知事の選挙における選挙運動
の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

可決

第８号
宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改
正する条例

可決

第９号
病院等の人員及び施設の基準等に関する条例の一部を改
正する条例

可決

第１０号 宮崎県屋外広告物条例の一部を改正する条例 可決

第１１号 工事請負契約の変更について 可決

第１２号 工事請負契約の変更について 可決

第１３号 工事請負契約の変更について 可決

第１４号 民事非訟事件の和解について 可決

第１５号 平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 可決 可決 可決

報告第１号
専決処分の承認を求めることについて
　＊　宮崎県税条例の一部を改正する条例

承認

［請　願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第２２号 子どもの医療費助成制度の拡充を求める請願 継続

第２５号
「平成３１年地方消費者行政強化交付金」獲得のため
の国に対する意見書提出についての請願

採択

番　号 件　名

常 任 委 員 会

議案・請願　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

平成３０年６月定例県議会

委 員 会 名 事 件 理 由

調査を要す

るため
総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査

慎重な審査
請願第22号 子どもの医療費助成制度の拡充を求め

・調査を要厚 生 常 任 委 員 会
る請願

するため
福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に 調査を要す文 教 警 察 企 業

関する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会

次期県議会の会期日程及び議会運営に関する調査 運営を図る議 会 運 営 委 員 会

ため



議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） ６月26日・ 可 決

〃 第２号 平成30年度宮崎県国民健康保険特別会計補正予算 〃

（第１号）

〃 第３号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃

〃 第４号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正 〃

する条例

〃 第５号 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改 〃

正する条例

〃 第６号 宮崎県総合計画審議会条例の一部を改正する条例 〃

〃 第７号 宮崎県議会議員及び宮崎県知事の選挙における選挙 〃

運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

〃 第８号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第９号 病院等の人員及び施設の基準等に関する条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第10号 宮崎県屋外広告物条例の一部を改正する条例 〃

〃 第11号 工事請負契約の変更について 〃

〃 第12号 工事請負契約の変更について 〃

〃 第13号 工事請負契約の変更について 〃

〃 第14号 民事非訟事件の和解について 〃

〃 第15号 平成30年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 〃

報 告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ６月26日・ 承 認

議員発議案 第１号 旧優生保護法下における優生手術の被害者に対する ６月26日・ 可 決

補償及び救済等の早期解決を求める意見書

〃 第２号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を 〃

求める意見書

〃 第３号 地方財政の充実・強化を求める意見書 〃

〃 第４号 ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を 〃

求める意見書

〃 第５号 地方消費者行政に対する財政支援の継続・拡充を求 〃

める意見書



議 員 発 議 案 等
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議員発議案第１号

旧優生保護法下における優生手術の被害者に対する

補償及び救済等の早期解決を求める意見書

「優生上の見地から不良な子孫の出生を防止する」と定めた旧優生保護法に基づ

いて、１９９６年に同法が母体保護法に改正されるまでの約半世紀あまりの間に、

本人の同意のない強制不妊手術を含む優生手術が、国の通知や都道府県の行政措置

の下、数多く実施されてきた。

国の統計等によれば、全国で約２万５０００人が不妊手術を受け、うち１万６５

００人が本人同意のない強制手術だったとされており、本県においては、県に報告

されただけでも、２８３件の強制手術が行われている。

国会では、全会派からなる「優生保護法下における強制不妊手術について考える

議員連盟」が発足した。同議連は、国からの正式な謝罪や補償もいまだ行われてい

ないとして、実態調査やヒアリング、被害者や当事者団体、市民団体との連携・協

力を進め、具体的な支援の仕組みを検討することとしている。

全国における優生手術の実態解明が時優生手術の被害者は高齢化が進み、また、

解決を急がなければならない。過去の反省間的経過とともに困難になることから、

に立って、一日も早く政治的及び行政的な責任に基づく解決策を実現すべきである

ことから、下記の事項の実現を強く求めるものである。

記

１ 国は、優生手術に関する被害者の実態の速やかな調査及び記録の適正な保存を

行うこと。

２ 全都道府県での相談窓口設置を行うなど、被害者に寄り添う対応を強化するこ

と。

３ 被害者に対する補償及び救済等の実施による早期解決を図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿

厚 生 労 働 大 臣 加 藤 勝 信 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿



- 320 -

議員発議案第２号

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度の拡充を求める意見書

学校現場における課題が複雑化・困難化する中で、子ども達の豊かな学びを実現

するために、教材研究や授業準備の時間を十分確保することが不可欠であるが、日

本は、OECD諸国に比べて、１学級あたりの児童生徒数も、教員１人当たりの児童生

徒数も多い状況にある。

また、障がいのある子どもたちに対する合理的配慮への対応、日本語指導などを

必要とする子どもたちへの支援、いじめ・不登校の課題、小学校においては新学習

指導要領に移行するため外国語教育実施に必要な授業時間数の調整など、授業時数

や指導内容も増加しており、こうした課題や問題の解決に向けて、少人数教育の推

進を含む計画的な教職員定数の改善が必要である。

いくつかの自治体においては、厳しい財政状況の中、独自財源による定数と措置

が行われているが、子どもたちが全国どこに住んでいても、一定水準の教育を受け

られることが当然でなければならない。

自治体が見通しを持って安定的に教職員を配置し、一人ひとりの子どもたちへの

きめ細やかな対応や、学びの質を高める教育環境を実現するため、また、教育の機

会均等と水準の維持向上を図るため、下記事項のとおり対応されるよう強く要望す

る。

記

１ 計画的な教職員定数改善が推進できるよう国全体として取り組まれること。

２ 義務教育費国庫負担制度は、義務教育には必要不可欠なものであることから、

この制度の堅持はもとより、義務教育費国庫負担の拡充を実現すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

文 部 科 学 大 臣 林 芳 正 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第３号
地方財政の充実・強化を求める意見書

地方自治体は、子育て支援、医療・介護などの社会保障への対応、地域交通の維
、 、 、 、持など 果たす役割が拡大する中で 人口減少対策や 防災・減災事業の実施など

新たな政策課題に直面している。
これらに対応する人材確保を進めるとともに、これに見合う地方財政の確立は急

務であるが、社会保障費の圧縮と地方財政に対する歳出削減に向けた議論が加速し
ており、特に 「トップランナー方式」の導入は、民間委託を前提とした地方交付、
税算定を容認するものであり、地方財政全体の安易な縮小につながることが危惧さ
れるものとなっている 「インセンティブ改革」とあわせ、地方交付税制度を利用。
した国の政策誘導であり、客観・中立であるべき地方交付税制度の根幹を揺るがし
かねないものである。
本来、必要な公共サービスを提供するため、財源面を担保するのが地方財政計画

の役割であり、財政再建目標を達成するためだけに歳出削減が行われ、結果として
不可欠なサービスが削減されれば、本末転倒であり、国民生活と地域経済に疲弊を
もたらすと考えられる。
よって、２０１９年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を

的確に見積もり、社会保障予算の充実、地方財政の確立をめざすため、下記の事項
の実現を求める。

記

１ 社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する
地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を
図ること。

２ 急増する社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保
及び地方財政措置を的確に行うこと。

３ 地方交付税における「トップランナー方式」は、地域による違いを無視して経
費を算定するものであり、地域の実情に応じた見直しを検討すること。

４ 公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十分な期間の確保
を行うこと。

５ 地域間の財源偏在性の是正のため、抜本的な解決策の協議を進めること。
６ 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、市町村合併の算定特
例の終了を踏まえた新たな財政需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の
強化などの対策を講じること。

７ 地方交付税原資については、臨時財政対策債に過度に依存しないものとし、対
象国税４税（所得税・法人税・酒税・消費税）に対する法定率の引き上げを行う
こと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第４号
ヘルプマーク及びヘルプカードの更なる普及推進を求める意見書

義足や人工関節を使用している方、内部障がいや難病の方、又は妊娠初期の方な
ど外見からは容易に判断が難しいハンディのある方が、周囲に援助や配慮が必要で
あることを知らせるヘルプマーク及びそのマークを配したヘルプカードについては、
平成２４年に作成・配布を開始した東京都をはじめ、導入を検討・開始している自
治体が増えている。特に昨年７月に、ヘルプマークが日本工業規格（ＪＩＳ）の案
内用図記号として追加され、国としての統一的な規格となってからは、その流れが
全国へと広がっている。
このヘルプマーク及びヘルプカードについては、援助や配慮を必要とする方が所

持・携帯していることはもちろんのこと、周囲でそのマークを見た人が理解してい
ないと意味を持たないため、今後は、その意味を広く国民全体に周知し、思いやり
のある行動を更に進めていくことが重要となる。
しかし、国民全体における認知度はいまだ低い状況にあり、また公共交通機関へ

のヘルプマークの導入など課題も浮き彫りになってきているところである。
よって、国においては、心のバリアフリーであるヘルプマーク及びヘルプカード

の更なる普及推進を図るため、下記の事項について取り組むことを強く求める。

記

１ 「心のバリアフリー推進事業」など、自治体が行うヘルプマーク及びヘルプカ
ードの普及や理解促進の取組に対しての財政的な支援を今後も充実させること。

２ 関係省庁のホームページや公共広告の活用など、国民への更なる情報提供や普
及、理解促進を図ること。

３ 鉄道事業者など自治体を越境している公共交通機関では、ヘルプマーク導入の
連携が難しい状況にあるため、今後はスムーズな導入が図れるよう国としての指
針を示すこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆議院議長 大森 理森 殿
参議院議長 伊達 忠一 殿
内閣総理大臣 安倍 晋三 殿
財 務 大 臣 麻生 太郎 殿
総 務 大 臣 野田 聖子 殿
厚生労働大臣 加藤 勝信 殿
国土交通大臣 石井 啓一 殿
内閣官房長官 菅 義偉 殿
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議員発議案第５号

地方消費者行政に対する財政支援の継続・拡充を求める意見書

高齢化の進行、高度情報通信社会の進展等により、消費者を取り巻く環境は大
きく変化しており、消費者トラブルや消費者被害の内容等も複雑化・多様化して
いる中、消費生活相談体制の整備等、地方消費者行政の充実・強化については、
国による地方消費者行政活性化基金・地方消費者行政交付金の措置によって一定
の前進が図られてきている。
一方で、この交付金措置が平成２９年度で一区切りを迎えようとする中、自主

財源や人員 行政職員・消費生活相談員 の確保 消費者安全確保地域協議会 見（ ） 、 （
守りネットワーク）の設置が進まない等の課題を抱えており、今後も引き続き、
国と一体となって消費者行政をさらに充実する必要がある。
こうした中、国の地方消費者行政に係る交付金の予算額は、平成２８年度補正

・２９年度当初を合わせて５０億円であったのに対し、平成２９年度補正・３０
年度当初では３６億円であり、２８％の減額となっている。
このことは、地方消費者行政の後退、ひいては国全体の消費者行政の後退につ

ながり、高齢者や若年者をはじめとする消費者の安全・安心な消費生活に多大な
影響を及ぼすことが懸念される。
よって、国におかれては、地方消費者行政の安定的な充実・強化を図るため、

下記事項に取り組まれるよう強く要望する。

記

１ 平成３０年度の地方消費者行政に係る交付金が減額となった影響を把握する
とともに、当初予算で確保できなかった交付金額を補正予算で措置すること。

２ 平成３１年度以降の地方消費者行政に係る交付金について、少なくとも平成
２９年度までの水準で確保すること。

３ 地方公共団体が行う消費者相談情報のＰＩＯ－ＮＥＴへの登録や、悪質業者
に対する行政処分等は、国の消費者行政施策につながっていることを踏まえ、
地方公共団体の消費者行政に係る事務費用に対する国の恒久的な財政措置につ
いて検討すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成３０年６月２６日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿
内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
総 務 大 臣 野 田 聖 子 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿

福 井 照 殿内 閣 府 特 命 担 当 大 臣
（ 消 費 者 及 び 食 品 安 全 ）
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議 員 派 遣

平成３０年６月２６日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 平成３０年度九州各県議会議員交流セミナー

九州各県議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等について(1) 目 的

情報や意見交換を行うことにより、政策提案力その他議会機能の

充実を図るとともに、議員間の親睦を深め、ともに九州の一体的

な発展と地方主権の確立をめざす。

(2) 派遣場所 沖縄県那覇市

(3) 期 間 平成３０年８月２７日（月）から

平成３０年８月２８日（火）まで

(4) 派遣議員 緒嶋 雅晃 井本 英雄 丸山裕次郎 中野 明

山下 博三 日高 博之 野﨑 幸士 日髙 陽一

満行 潤一 渡辺 創 新見 昌安 重松幸次郎

図師 博規 井上紀代子



請 願 一 覧 表
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総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 １ － １

厚 生 － １ １

商 工 建 設 － － －

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 － － －

計 １ １ ２
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新 規 請 願

総務政策常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 25 号 受理年月日 平成3 0年６月 1 5日

宮崎県宮崎市旭１丁目８番４５号請 願 者
宮崎県弁護士会住所・氏名
会長 山崎 真一朗

「平成３１年地方消費者行政強化交付金」獲得のための国に対す

る意見書提出についての請願

（要旨）

「平成３１年地方消費者行政強化交付金」獲得のための国に対

する意見書提出についての請願

（理由）

国における地方消費者行政の充実強化につきましては、交付金

等を通じて財政的な支援が図られており、平成２７年度及び平成

２８年度は５０億円、平成２９年度は４２億円が予算計上されて

おりました。とくに、宮崎県においては、平成３０年３月６日付

けで、消費者の安全と安心を確保するため、相談体制の充実・強

化や消費者教育の推進に取り組む旨の「消費者行政推進に関する

請願の件名 首長表明」が発出されていたところです。

こうした中、平成３０年度予算に向けて、消費者庁は概算要求

では地方消費者行政推進交付金及び地方消費者行政強化交付金合

わせて４０億円の要求をしていましたが、平成３０年度予算案に

よれば、２つの交付金を合わせて２４億円という結果となってお

り、消費生活相談体制の維持等消費者行政が後退していく懸念が

あります。例えば、宮崎県においては、宮崎県消費生活センター

が、毎月１回、本庁（宮崎市 、都城支所及び延岡支所にて、弁）

護士による無料法律相談を実施しておりましたが、平成３０年度

は、都城支所及び延岡支所における弁護士による無料法律相談を

隔月１回程度に減少させるなど、地方消費者行政が後退している

実情があります。

今後も地方消費者行政の充実・強化のために必要な財政的支援

（ ） 、 、交付金 を獲得するためには 平成３１年度予算要求に向けて

地方自治体の現場の声を反映して地方議会から国に対して意見書

を提出していただくことが効果的です。平成３１年度概算要求の

時期が本年８月ですので、本年６月の地方議会にて意見書を採択

いただきたく存じます。
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つきましては、平成３１年度交付金の獲得に向けて、宮崎県議

会におかれては、別紙１の添付資料３記載のとおり、国に対して

「地方消費者行政に対する財政支援（交付金等）の継続・拡充を

求める意見書（請願書 」を提出されるよう要望いたします。）

紹 介 議 員 中野 一則 西村 賢 後藤 哲朗 満行 潤一

新見 昌安 前屋敷 恵美 来住 一人
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継 続 請 願

厚 生 常 任 委 員 会

請 願 番 号 請 願 第 22 号 受理年月日 平成2 9年９月 1 5日

宮崎市和知川原２丁目５５番地請 願 者
子どもの医療費無料制度を県に求める宮崎県ネットワーク住所・氏名
代表 高田 慎吾 （署名 10,187筆）

子どもの医療費助成制度の拡充を求める請願

［請願趣旨］

現在、子どもの貧困が大問題になっており、政府の調査でも

７人にひとりの子どもが貧困状態にあると言われています。宮崎

県の子育て世代の貧困率は全国平均よりも高くなっています。

貧困状態におかれた子どもたちは、食事も満足にとれず、病気に

なっても十分な治療が受けられないなどいのちが脅かされていま

す。子どもの将来がその生まれ育った環境で左右されず、どの子

も等しく治療を受けられる制度をつくることは政治の責任です。

子どもが病気にかかったとき、お金の心配なく病院にいける事

は、早期発見・早期治療につながり、重症化を防ぎ、さらには医

療費の軽減にもなります。

県の『乳幼児医療費助成事業の助成状況（平成２９年４月１日

請願の件名 現在 』調査によると、県内でもすでに、入院では中学校卒業ま）

でが１５自治体、小学校卒業までが６自治体で、通院でも、中学

校卒業までが１３自治体、小学校卒業までが４自治体で実施され

ています。新富町・川南町・木城町では高校卒業まで入院・通院

ともに助成が始まっています。また、今年度中に延岡市・日南市

・国富町で助成の拡充が予定されており、県内でも無料化の動き

が広がっています。

全国的には、入院では大分県や沖縄県など２４県、通院でも三

重県や徳島県など１５県で小学生以上で助成が拡充され、市町村

など自治体の子育て支援制度の拡充に大きく貢献しています。

子どもは未来の社会を作り支えていく宝です。どこに住んでい

ても、安心して医療を受けられる子育ての環境をつくることは、

大きな子育て支援となります。また、少子化の打開にとっても大

きな力になります。宮崎県においても、安心して子どもを産み育

てられる環境を整えるために、子どもの医療費助成制度の拡充を

していただきたく、請願します。

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 来住 一人 満行 潤一



議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（丸山裕次郎議員、太田清海議員）

議会運営委員長審査結果報告
６月８日 金 本 会 議

会期決定

議案第１号～第14号、報告第１号上程

知事提案理由説明

（閉庁日）
６月９日 土

休 会
６月10日 日

（議案調査）
６月11日 月

６月12日 火

議案第15号追加上程

知事提案理由説明
６月13日 水

一般質問（中野一則議員、重松幸次郎議員、田口雄二議員、

武田浩一議員）
本 会 議

一般質問（日高博之議員、前屋敷恵美議員、丸山裕次郎議員、
６月14日 木

新見昌安議員）

一般質問（後藤哲朗議員、野﨑幸士議員、二見康之議員、
６月15日 金

髙橋 透議員）

休 会 （閉庁日）
６月16日 土

６月17日 日

一般質問（井上紀代子議員、松村悟郎議員、日髙陽一議員、
６月18日 月

有岡浩一議員）

本 会 議 一般質問（西村 賢議員、渡辺 創議員、坂口博美議員、

６月19日 火 太田清海議員）

議案・請願委員会付託

常任委員会
６月20日 水

６月21日 木

６月22日 金 特別委員会
休 会

（閉庁日）
６月23日 土

６月24日 日

６月25日 月 （議事整理）

常任委員長審査結果報告
６月26日 火 本 会 議

討論（議案第５号に反対、請願第22号継続審査に反対）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

（来住一人議員）

採決（議案第５号）（可決）

採決（議案第１号～第４号、第６号～第15号、報告第１号）

（可決または承認）

採決（請願第25号）（採択）

６月26日 火 本 会 議 採決（継続審査・調査案件)（委員長の申し出のとおり決定）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第５号追加上程､採決（可決）

議員派遣の件

知事発言

閉 会



署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 原 正 三

宮 崎 県 議 会 副 議 長 外 山 衛

丸 山 裕 次 郎宮 崎 県 議 会 議 員

太 田 清 海宮 崎 県 議 会 議 員


